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ま え が き 

 

 2013 年 4 月より、改正労働契約法が全面的に施行され、有期契約労働者が安心して働き

続けられるよう、「雇止め法理」が法定化される（第 19 条）とともに、新たに、反復更新で

通算 5 年を超えた場合の、無期契約への転換（第 18 条）や、有期・無期契約労働者間に於

ける、期間の定めのあることによる、不合理な労働条件の相違の禁止（第 20 条）等が規定

された。 

その後、研究開発能力の強化や教育研究の活性化等の観点から、「研究開発システムの改

革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律及び大学

の教員等の任期に関する法律の一部を改正する法律」が公布され、大学等及び研究開発法人

の研究者や教員等については、無期転換申込権の発生までの期間（5 年）を 10 年とする、特

例が設けられた（2014 年 4 月より施行）。 

 また、活力ある社会の実現等を目指す観点から、「専門的知識等を有する有期雇用労働者等

に関する特別措置法」が公布され、①高度専門職で年収が 1,075 万円以上の有期契約労働者

や、②定年後、同一の使用者に継続して雇用される高齢者については、その特性に応じた雇

用管理に係る特別の措置が講じられる場合、①5 年を超える一定の期間内に完了する業務（プ

ロジェクト）に従事する期間（10 年上限）、あるいは、②定年後、引き続いて雇用される期

間は、無期転換申込権が発生しないこととする特例も、設けられた（2015 年 4 月より施行）。 

本調査は、そうした労働法制の見直しに対する企業の対応状況等を明らかにするため、改

正労働契約法の全面施行から 3 年半、また、特例の施行から 1 年半を経過した時点の状況を

把握したものである。 

なお、今後、通算 5 年を超えた有期契約労働者が、無期契約へ転換すること等を通じて、

職務や勤務地、労働時間等を限定した無期契約労働者も増加し、結果として、正規－非正規

の二極化の緩和や優秀な人材の定着、ワーク・ライフ・バランスの確保等に資することが期

待されている。そこで、本調査では併せて、｢多様な正社員｣の活用状況や今後の導入ニーズ、

また、雇用管理上の課題等についても把握した。 

 本報告書が、政策論議の活性化に資すれば幸いである。調査にご協力いただいた、1 万社

近い企業の方々に厚く御礼申し上げたい。 
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独立行政法人 労働政策研究･研修機構 

理事長  菅 野 和 夫 



 

 

 

 

 

  

担当者 

   

荻野   登      労働政策研究所副所長 

新井  栄三     調査部主任調査員（政策課題担当） 

渡辺 木綿子     調査部主任調査員補佐（政策課題担当）（執筆） 

  

 

 

 

 

 



 

 

目   次 

 

第１章 調査の概要  1 

 第１節 調査の趣旨･･･････････････････････････････････････････････････････ 1 

 第２節 調査の方法･･･････････････････････････････････････････････････････ 1 

  

第２章 調査結果の概要  3 

 第１節 改正労働契約法に、企業はどう対応しようとしているのか ････････････ 3 

  １．有効回答企業の主な属性･････････････････････････････････････････････ 3 

  ２．改正労働契約法の認知度･････････････････････････････････････････････ 4 

  ３．労働契約法の改正以降に於ける有期契約労働者の雇止め・無期転換状況･･･ 5 

  ４．有期契約労働者の雇用理由･･･････････････････････････････････････････ 6 

  ５．有期契約労働者の活用状況･･･････････････････････････････････････････ 7 

  ６．有期契約労働者を活用している職種･･･････････････････････････････････ 8 

  ７．契約期間の長さと通算勤続年数が 5 年を超える割合･････････････････････ 9 

  ８．改正労働契約法についての対応状況・方針･････････････････････････････ 11 

   （１）無期転換ルールへの対応状況・方針･･･････････････････････････････ 11 

   （２）無期契約に転換するメリットと課題･･･････････････････････････････ 15 

   （３）無期契約への転換方法･･･････････････････････････････････････････ 17 

   （４）今後 3 年間に無期契約に転換している割合･････････････････････････ 21 

   （５）「別段の定め」の活用意向･･･････････････････････････････････････ 22 

   （６）無期転換申込権の発生に係る周知の意向･･･････････････････････････ 24 

   （７）有期契約で採用してから無期転換するまでの期間･･･････････････････ 24 

   （８）通算 5 年未満に抑制する理由と抑制方法･･･････････････････････････ 25 

   （９）対応方針を決める上でのネックと必要な行政支援･･･････････････････ 27 

   （１０）有期・無期契約労働者間の労働条件の不合理な相違を禁止する 

ルールについての対応状況・方針･･･････････････････････････････

 

29 

   （１１）対応方針を決める上でのネックと必要な行政支援･････････････････ 31 

  ９．改正労働契約法が有期契約労働者の雇用管理に及ぼす影響･･･････････････ 32 

（１）検証① 契約更新の上限設定に対する影響･････････････････････････ 32 

（２）検証② 正社員への登用制度・慣行に対する影響･･･････････････････ 34 

（３）検証③ 有期契約労働者の新規採用時や契約更新時の判断のあり方 

       に対する影響･･･････････････････････････････････････････

 

36 

   

  



 

 

 第２節 改正労働契約法の特例に、企業はどう対応しようとしているのか 37 

１．有期雇用特別措置法の認知度･････････････････････････････････････････ 37 

２．高度専門職有期に係る特例の活用状況・方針･･･････････････････････････ 38 

３．定年再雇用有期に係る特例の活用状況・方針･･･････････････････････････ 39 

  

 第３節 多様な正社員の活用状況・見通しはどうなっているのか･･･････････････ 40 

１．多様な正社員の活用状況･････････････････････････････････････････････ 40 

２．就業規則に於ける規定状況と書面による本人への明示状況･･･････････････ 42 

３．無限定正社員と多様な正社員の間の区分転換の制度や慣行･･･････････････ 43 

４．事業所閉鎖等に直面した場合の対応方針･･･････････････････････････････ 44 

５．多様な正社員の今後の活用ニーズ･････････････････････････････････････ 45 

６．就業規則や賃金表の策定状況･････････････････････････････････････････ 49 

  

第３章 考察 51 

第１節 ウェイトバック集計による一連の調査結果･･･････････････････････････ 51 

 １．ウェイトバック集計の基礎情報･･･････････････････････････････････････ 51 

 ２．ウェイトバック集計による主要な調査結果･････････････････････････････ 52 

（１）有効回答企業の主な属性･･･････････････････････････････････････ 52 

（２）改正労働契約法の認知度･･･････････････････････････････････････ 53 

（３）有期契約労働者の雇用状況と労働契約法の改正以降に於ける 

雇止め等状況･･･････････････････････････････････････････････････ 54 

（４）有期契約労働者の活用状況･･･････････････････････････････････････ 56 

（５）無期転換ルールへの対応状況・方針･･･････････････････････････････ 56 

（６）無期契約に転換するメリットと課題･･･････････････････････････････ 58 

（７）無期契約への転換方法･･･････････････････････････････････････････ 59 

（８）「別段の定め」の活用意向････････････････････････････････････････ 61 

（９）無期転換申込権の発生に係る周知の意向･･･････････････････････････ 63 

（１０）通算 5 年未満に抑制する理由と抑制方法･････････････････････････ 64 

（１１）対応方針を決める上でのネックと必要な行政支援･････････････････ 65 

（１２）有期・無期契約労働者間の労働条件の不合理な相違を禁止する 

ルールについての対応状況・方針･･･････････････････････････････ 69 

（１３）対応方針を決める上でのネックと必要な行政支援･････････････････ 70 

（１４）改正労働契約法が有期契約労働者の雇用管理に及ぼす影響･････････ 72 

（１５）有期雇用特別措置法の認知度･･･････････････････････････････････ 76 

（１６）特例の活用状況・方針･････････････････････････････････････････ 76 



 

 

 ３．今回の調査結果から示唆されること（小活）･･･････････････････････････ 77 

    

第２節 ウェイトバック集計による過去 2 度の調査結果との比較･･･････････････ 79 

 １．ウェイトバック集計の基礎情報･･･････････････････････････････････････ 79 

２．ウェイトバック集計による主要な調査結果･････････････････････････････ 81 

（１）改正労働契約法の認知度･････････････････････････････････････････ 81 

（２）有期契約労働者の雇用状況・理由と労働契約法の改正以降に於ける 

雇止め等状況･･･････････････････････････････････････････････････ 81 

（３）無期転換ルールへの対応状況・方針･･･････････････････････････････ 83 

（４）無期契約に転換するメリットと課題･･･････････････････････････････ 87 

（５）無期契約への転換方法･･･････････････････････････････････････････ 88 

（６）通算 5 年未満に抑制する理由と抑制方法･･･････････････････････････ 90 

（７）有期・無期契約労働者間の労働条件の不合理な相違を禁止する 

ルールについての対応状況・方針･････････････････････････････････ 91 

（８）改正労働契約法が有期契約労働者の雇用管理に及ぼす影響･･･････････ 92 

３．過去 2 度の調査結果との比較から示唆されること（小活）･･･････････････ 95 

   

第４章 総括（政策的インプリケーション） 97 

  

付属資料 101 

 調査票･･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 103 

 附属統計表･･･････････････････････････････････････････････････････････････ 111 

 



－1－

第１章 調査の概要 

第１節 調査の趣旨 

2013 年 4 月より、改正労働契約法が全面的に施行され、有期契約労働者が安心して働き

続けられるよう、「雇止め法理」が法定化される（第 19 条）とともに、新たに反復更新で通

算 5 年を超えた場合の無期契約への転換（第 18 条）や、有期・無期契約労働者間に於ける、

不合理な労働条件の相違の禁止（第 20 条）等が規定された。 
その後、大学等及び研究開発法人の研究者や教員等については、無期転換申込権の発生ま

での期間（5 年）を 10 年とする、特例が設けられた（2014 年 4 月より施行）。また、「高度

な専門的知識等を持つ有期契約労働者」や「定年後、継続して雇用される有期契約の高齢者」

についても、その特性に応じた適切な雇用管理がなされる場合、無期契約への転換申込権を

一定期間、発生しないこととする「特例」が設けられた（2015 年 4 月より施行）。 
そうした一連の労働法制の見直しに対する、企業の対応状況等を明らかにするため、厚生

労働省（労働基準局労働関係法課）からの要請に基づき、改正労働契約法の全面施行より 3
年半、特例の施行から 1 年半を経過した時点の状況を把握することとした。 

なお、今後は通算 5 年を超える有期契約労働者から、職務や勤務地、労働時間等が限定さ

れた無期契約労働者（｢多様な正社員｣）に転換する者も増加し、結果として「正規－非正規

の二極化の緩和」や「優秀な人材の定着」「ワーク・ライフ・バランスの確保」等に資するこ

とが期待されている。そこで、本調査では併せて、｢多様な正社員｣の活用状況や今後の導入

ニーズ、また、雇用管理上の課題等についても把握した。 
 
 
第２節 調査の方法 

調査対象（標本）は、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸

業,郵便業、卸売業,小売業、金融業,保険業、不動産業,物品賃貸業、学術研究,専門・技術サ－

ビス業、宿泊業,飲食サ－ビス業、生活関連サ－ビス業,娯楽業、教育,学習支援業、医療,福祉、

複合サ－ビス業（郵便局、協同組合等）、サ－ビス業（他に分類されないもの）の 15 産業分

類で、常用労働者を 10 人以上、雇用している全国の民間企業 30,000 社である。民間信用調

査機関が所有する企業データベースを母集団に、産業分類と規模区分（1,000 人以上、300
～999 人、100～299 人、50～99 人、10～49 人の 5 区分）を掛け合わせた 75 層別に、無作

為抽出を行った（層化無作為抽出）。 
 

調査項目は、調査票（付属資料）の通り、全 25 問である。 
具体的には、①改正労働契約法の認知度、②有期契約労働者の雇用状況と雇用理由、③労

働契約法の改正以降に於ける雇止め状況や無期契約労働者への転換状況、④有期契約労働者

の職種の活用状況、⑤契約状況や更新上限等の設定・改定状況、⑥改正労働契約法の無期転
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換ルールへの対応状況・方針、⑦通算 5 年を超えないように運用する場合の理由と方法、⑧

対応方針が未定・分からない場合の検討状況や、対応方針を決める上でネックになっている

ことと行政支援の必要性、⑨今後 3 年間に無期転換している割合と無期化の形態、⑩「別段

の定め」の活用意向と変更する労働条件・処遇要素、⑪無期転換に伴うメリットと雇用管理

上の課題、⑫正社員への登用制度・慣行の導入状況とこの間の登用実績、⑬改正労働契約法

の施行に伴う、正社員登用制度・慣行の見直し状況・方針、⑭有期・無期契約労働者間に於

ける、不合理な労働条件の相違禁止ルールへの対応状況・方針、⑮対応方針を決める上でネ

ックになっていることと行政支援の必要性、⑯改正労働契約法の特例の認知度、⑰高度専門

職有期の雇用状況と特例の活用意向、⑱定年再雇用有期の雇用状況と特例の活用意向、⑲多

様な正社員の活用状況、⑳無限定正社員⇔多様な正社員間に於ける転換制度・慣行の有無と

転換実績、㉑就業規則に於ける規定状況と書面による本人への明示状況、㉒事業所閉鎖等に

直面した場合の対応方針、㉓多様な正社員の今後の活用ニーズとその理由、㉔就業規則や賃

金表の策定状況、㉕企業の概要（主たる業種と一部業種の主な分野、雇用者規模と金融危機

に伴う変動状況、労働組合等の有無と組合員範囲、事業所数と展開状況、企業設立年、過去

3 年間の経営状況）等である。 
 

なお、本調査は、対象企業を固定して継続的に調査する「パネル調査」ではないものの、

改正労働契約法への対応部分については、基本的に前回調査と比較できるよう設計し、過去

2 度にわたり同様の調査を実施してきた経緯がある1。 
そのため、今回の調査でも、基本的には前回までの調査項目を可能な限り踏襲したが、無

期転換ルールの効力が本格的に発揮されてくるであろう 2018 年 4 月以降へ向けて、（調査時

点で）残すところ 1 年半に迫るなか、より小規模な企業の状況も把握したいと、調査対象を

「50 人以上2」から「10 人以上」に拡大した。結果として、今回の調査結果と過去の調査結

果を、単純に比較することは出来ない点に注意する必要がある。 
 

調査期間は 2016 年 10 月 5 日～11 月 14 日で、10 月 1 日時点の状況を尋ねた。 
調査方法は、郵送配付・郵送回収方式であり、有効回収数は 9,639 社（有効回収率 32.1％）

となった3。 

                                                
1 JILPT 調査シリーズ No.122 「改正労働契約法に企業はどう対応しようとしているのか ─『高年齢社員や有期契約社

員の法改正後の活用状況に関する調査』結果─ 』（2013 年）、JILPT 調査シリーズ No.151「改正労働契約法とその特

例に企業はどう対応しようとしているのか、多様な正社員の活用状況・見通しはどうなっているのか ─『改正労働契約法

とその特例への対応状況及び多様な正社員の活用状況に関する調査』結果─ 』（2015 年）。 
2 厚生労働省「有期労働契約に関する実態調査」（平成 23 年）によれば、有期契約労働者を雇用している事業所の割合

は、5～29 人では 29.4％にとどまるのに対し、30～99 人で 62.6％に上昇し、以降、100～299 人で 81.9％、300～999
人で 90.8％、1,000 人以上で 92.1％となっている。こうした現状を踏まえ、過去 2 度の調査では「50 人以上」の企業を

対象としてきた。 
3 本調査の結果で示す％表示は、すべてｎ数から算出し、小数点以下第 2 位を四捨五入したものである。そのため、本文

や図表の中の内訳構成比（％）の合算が、必ずしも 100％あるいは総計に一致しないこともある。 
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第２章 調査結果の概要 

第１節 改正労働契約法に、企業はどう対応しようとしているのか 

１．有効回答企業の主な属性 
全有効回答企業（ｎ＝9,639）の主な属性は、下記の通りである。 
業種別構成は、上位から、製造業が 24.8％、サービス業計4が 22.9％、卸売業,小売業が 18.9％、

建設業が 11.6％、運輸業,郵便業が 7.6％等となっている（図表１）。 
雇用者の規模別構成は、1,000 人以上が 3.7％、300～999人が 7.3％、100～299 人が 23.3％、

50～99 人が 26.9％、49 人以下が 36.4％であり、300 人未満の中小企業が約 87％を占めてい

る。 
労使関係については、「過半数代表の労働組合がある」企業が 14.8％で、「過半数代表では

ないが、労働組合がある」企業が 4.5％（労働組合ありは計 19.2％）、「労働組合はないが、

労使協議機関がある」が 23.9％で、「いずれもない」が 55.3％となった。なお、定年再雇用

以外の有期契約労働者が、組合員に含まれている企業は 1.8％となっている。 

図表１ 有効回答企業の主な属性 

                        
 

 

                                                
4 「学術研究,専門・技術サービス業」「宿泊業,飲食サービス業」「生活関連サービス業,娯楽業」「複合サービス業（郵便局,

協同組合等）」「その他サービス業（他に分類されないもの）」の合計。 

（内訳） （％）

輸送用機械関連 2.6 0.2

化学関連 1.7 1.5

建設業 11.6 電機・電子関連 3.3 0.4

製造業 24.8 素材関連 0.8 2.1

電気・ガス・熱供給・水道業 0.9 その他機械関連 2.1 0.1

情報通信業 3.4 食料品関連 3.1 0.4

運輸業、郵便業 7.6 金属関連 3.3 0.6

卸売業、小売業 18.9 その他製造 7.9

金融業、保険業 1.1 無回答 0.2

不動産業、物品賃貸業 1.6

学術研究、専門・技術サービス業 2.7 総合卸（総合商社） 2.9 １９４９年以前 10.8

宿泊業、飲食サービス業 5.5 専門卸（専門商社） 5.5 １９５０年代 11.5

生活関連サービス業、娯楽業 2.9 その他卸売 3.0 １９６０年代 14.7

教育、学習支援業 2.0 総合小売（百貨店，スーパー，コンビニ等） 3.0 １９７０年代 16.7

医療、福祉 4.0 専門小売（ドラッグストア、ホームセンター等） 2.7 １９８０年代 14.3

複合サービス業（郵便局、協同組合等） 0.2 その他小売（無店舗小売等） 1.6 １９９０年代 11.6

その他サービス業（他に分類されないもの） 11.5 無回答 0.2 ２０００年代 11.1

その他 0.3 ２０１０年以降 3.5

無回答 0.9 無回答 5.9

サービス業計 22.9

業界平均よりかなり良い 1.9

過半数代表の労働組合がある 14.8 業界平均より良い 14.7

過半数代表ではないが、労働組合がある 4.5 うち「定年再雇用者」が組合員に含まれている 4.8 業界平均並み 60.2

労働組合はないが、労使協議機関がある 23.9 業界平均より悪い 15.3

労働組合も労使協議機関もない 55.3 業界平均よりかなり悪い 3.5

無回答 1.6 無回答 4.2

１ヶ所のみ 36.0 一定の地域内で展開 47.5 大幅に（１０％以上）減少した 8.3

２ヶ所以上 62.9 全国的に展開 11.8 やや（５％以上１０％未満）減少した 10.9

無回答 1.1 海外を含めて展開 2.9 ほぼ横這い（５％未満の増減）で推移した 53.6

無回答 0.6 やや（５％以上１０％未満）増加した 8.3

４９人以下 36.4 大幅に（１０％以上）増加した 4.5

５０～９９人 26.9 不明・分からない 11.0

１００～２９９人 23.3 無回答 3.4

３００～９９９人 7.3

１，０００人以上 3.7

無回答 2.5

学術・研究機関

学校教育

主

た

る

業

種

その他教育・学習支援
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（展開範囲）
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計（ｎ＝「改正内容まで知っている」あるいは「改正されたことは知っているが内容はよく分からない」企業８，３６６社）
計（ｎ＝「改正内容まで知っている」企業４，８０９社）
計（ｎ＝「改正されたことは知っているが内容はよく分からない」企業３，５５７社）

％

（複数回答）

 事業所の展開状況については、1 ヶ所のみの企業が 36.0％で、2 ヶ所以上が 62.9％となっ

た。2 ヶ所以上の内訳は、「一定の地域内で展開」が 47.5％で、「全国的に展開」が 11.8％、

「海外を含めて展開」が 2.9％等となっている。 
 企業の設立年は、「1970 年代」（16.7％）、「1960 年代」（14.7％）、「1980 年代」（14.3％）

等の順に多く、平均値で 1974.9 年（中央値で 1975.0 年）である。 
また、過去 3 年間に於ける経営状況は、「業界平均並み」が 60.2％で、「業界平均より良い」

が 16.7％、「業界平均より悪い」が 18.8％等となった。 
 
２．改正労働契約法の認知度 

全有効回答企業（ｎ＝9,639）を対象に、2012 年 8 月に労働契約法が改正され、2013 年 4
月より全面施行されたことを知っているか尋ねると、「改正内容まで知っている」企業が

49.9％、「改正されたことは知っているが、内容はよく分からない」企業が 36.9％等となっ

た（図表２）。 
「改正内容まで知っている」あるいは「改正されたことは知っているが、内容はよく分か

らない」企業（ｎ＝8,366）を対象に、どのような手段で情報を入手したか尋ねると（複数

回答）、多かった順に、「新聞報道やホームページ等での紹介」（49.3％）、「社会保険労務士や

弁護士等からの情報提供」（30.9％）、「人事労務関係の雑誌、団体冊子等の媒体」（29.2％）

等となっている（1 企業当たりの入手ルート数は平均 1.55）。 
 

図表２ 労働契約法が改正されたことを知っているか（左） 
        知っている場合、どのような手段で情報を入手したか（右） 

                           
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                
5 複数選択時の平均選択数は、すべて無回答企業を除いて算出している（無回答を除く複数選択の全累積数÷（回答

対象企業数-無回答企業数））。 

改正内容まで

知っている, 

49.9 

改正されたこと

は知っているが

内容はよく

分からない, 

36.9 

知らない・

分からない, 

12.4 

無回答, 

0.8 

（ｎ＝全有効回答企業９，６３９社）

（％）
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「改正内容まで知っている」企業と「改正されたことは知っているが、内容はよく分から

ない」企業の間で比較すると、前者では相対的に「行政が主催するセミナー」や「それ以外

のセミナー」、また、「人事労務関係の雑誌、団体冊子等の媒体」等による情報入手も多いの

に対し、後者では「新聞報道やホームページ等での紹介」が多い点が特徴となっている。 
 
 なお、こうした結果を主な業種別にみると、労働契約法が改正されたことを「知らない・

分からない」企業の割合は、「建設業」で 1／5 を超えている（22.5％）（附属統計表 114 頁）。

また、雇用者規模別では、小規模企業になるほど「知らない・分からない」との回答が増え、

「49 人以下」で 1／5 超（23.7％）となっている（なお、「建設業」では「49 人以下」の企

業割合が約 6 割を占めている）。 
 
３．労働契約法の改正以降に於ける有期契約労働者の雇止め・無期転換状況 
 全有効回答企業（ｎ＝9,639）のうち、現在、有期契約労働者（「呼称を問わず労働契約期

間に定めがあり、直接雇用されている労働者」と定義）を「雇用している」割合は、67.3％
（ｎ＝6,490）となった。同企業を対象に、労働契約法の改正（2012 年 8 月）以降に於ける、

有期契約労働者から無期契約労働者（正社員含む）への転換6状況を尋ねると、転換を「行っ

た」との回答が 4 割を超えた（41.3％、ｎ＝2,682）。 
一方、有期契約労働者を現在、「雇用していない」企業は 32.7％（ｎ＝3,149）で、その内

訳は、「労働契約法の改正前から雇用していない」が 29.0％、「労働契約法の改正以降、雇止

めを行った」が 0.8％、「労働契約法の改正以降、無期契約労働者（正社員含む）に転換した」

が 1.6％（ｎ＝153）等となっている。 
総じて、（有期契約労働者の現在の雇用状況に係わらず）、労働契約法の改正以降、有期契

約労働者から無期契約労働者（正社員含む）への転換を行っている割合は、全有効回答企業

の約 3 割（29.4％、ｎ＝2,835）となった7。 
 

なお、無期契約労働者（正社員含む）のうち、（いわゆる）正社員への登用者と、正社員

以外の無期契約労働者への転換者の内訳を、上記・無期契約労働者（正社員含む）への転換

者数と、後述する正社員への登用制度・慣行による登用者数の、両欄に有効回答（数値記入、

0 含む）があった企業（ｎ＝1,962）で試算すると、労働契約法の改正以降に於ける、無期契

約労働者（正社員含む）への転換者数は計 3 万 2,375 人（100％）にのぼり、その内訳は（い

                                                
6 改正労働契約法を踏まえ、有期契約労働者を一斉に無期転換したケースや、同法の施行前から雇用している有期契

約労働者について、法定を上回る形で無期転換したケース、また、改正労働契約法を見据えつつ、正社員登用制度等

を通じて無期転換したケース等（無期転換の形態（正社員区分、新設の無期契約区分、契約だけ無期へ移行等）は問

わない）を、全て含めて回答してもらえるよう注釈した。 
7 なお、後述する正社員への登用制度・慣行による登用実績にのみ回答のあった割合は、全有効回答企業の 8.1％（ｎ＝

784）となった。総じて、労働契約法の改正以降、無期転換あるいは正社員登用を行っている企業割合は 37.5％（ｎ＝

3,619）と算出される。 
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わゆる）正社員への登用者数が計 2 万 7,362 人（84.5％）で、正社員以外の無期契約労働者

への転換者数が計 5,013 人（15.5％）と算出された。また、（いわゆる）正社員への登用者数

の内訳は、「無限定正社員」が 2 万 4,756 人（76.5％）で、それ以外の「多様な正社員」が

2,606 人（8.0％）となった。 
 
 こうした結果を主な業種別にみると、「労働契約法の改正以降、雇止めを行った」結果とし

て現在、有期契約労働者を雇用していない割合は、「不動産業,物品賃貸業」（2.0％）や「情

報通信業」（1.8％）等で、相対的にはやや高くなっている。また、雇用者規模別にみると、

（有期契約労働者を雇用していない企業のうち）「労働契約法の改正以降、雇止めを行った」

割合は、大規模企業になるほど高い傾向がみられる（「49 人以下」で 2.2％～「1,000 人以上｣

で 9.1％）が、雇止めを行った結果として現在、有期契約労働者を雇用していない割合は、

規模に依らず総じて僅少ながら、小規模企業で相対的にはやや高くなっている（「49 人以下」

で 1.3％～｢1,000 人以上｣で 0.3％）。 
 一方、（有期契約労働者の現在の雇用状況に係わらず）、「労働契約法の改正以降、無期契約

労働者（正社員含む）に転換した」企業の割合を、主な業種別にみると、「医療,福祉」（46.6％）

や「教育,学習支援業」（39.3％）、「金融業,保険業」（35.8％）、「情報通信業」（35.6％）、「生

活関連サービス業,娯楽業」（35.2％）等で 1／3 を超えた。同様に、雇用者規模別では、大規

模企業になるほど高まる傾向がみられ（「49 人以下」で 13.6％、「50～99 人」で 29.4％、「100
～299 人」で 42.1％、「300～999 人」で 54.3％、「1,000 人以上」で 63.3％）、300 人以上で

半数超にのぼっている。 
 
４．有期契約労働者の雇用理由 

現在、有期契約労働者を雇用している企業（ｎ＝6,490）を対象に、有期契約労働者を雇

用している理由を尋ねると（複数回答）、「高齢者や女性を活用するため」（40.0％）がもっと

も多く、これに「正社員とは働き方（労働時間や人事体系）が異なるため」（37.6％）、「（正

社員である必要のない）軽易な職務のため」（32.3％）、「日常的な業務量の変動に対応するた

め」（32.1％）、「正社員として採用できるかどうか、人物や適性を見極めるため」（27.4％）

等が続いた（1 企業当たりの理由数は平均 2.7）（図表３）8。 
 こうした結果を、主な業種別にみると、「高齢者や女性を活用するため」と回答した企業は

「運輸業,郵便業」（49.5％）等に多い（附属統計表 116 頁）。また、「正社員とは働き方（労

働時間や人事体系）が異なるため」については、「医療,福祉」（53.3％）や「生活関連サービ

                                                
8 なお、３．で、有期契約労働者から無期契約労働者（正社員含む）への転換を「行った」企業（ｎ＝2,682）に絞ってみる

と、「正社員として採用できるかどうか、人物や適性を見極めるため」（全体平均を 19.3 ㌽上回る）のほか、「正社員とは

働き方（労働時間や人事体系）が異なるため」（同 6.2 ㌽）や「日常的な業務量の変動に対応するため」（同 4.1 ㌽増）、

「事業再編等、中長期の業務量変動に対応するため」（同 4.0 ㌽）といった理由で、有期契約労働者を雇用している企

業が多くなっている。 
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ス業,娯楽業」（51.9％）、「宿泊業,飲食サービス業」（50.6％）で半数を超えている。更に、「（正

社員である必要のない）軽易な職務のため」とする企業割合は、「生活関連サービス業,娯楽

業」（40.4％）等で多くなっている。一方、「日常的な業務量の変動に対応するため」につい

ては「宿泊業,飲食サービス業」（50.0％）等に多い。また、「正社員として採用できるかどう

か、人物や適性を見極めるため」についても、「宿泊業,飲食サービス業」（38.4％）や「情報

通信業」（37.9％）、「医療,福祉」（36.7％）、「生活関連サービス業,娯楽業」（35.0％）で 1／3
を超え多くなっている。総じて、有期契約労働者を雇用している理由については、業種によ

る顕著な違い（特徴）が見て取れる。 
 同様に、雇用者規模別では、「その他」を除くいずれの選択肢も、大規模企業になるほど概

ね回答割合が高まる（即ち、有期契約労働者を多様な理由で雇用している）傾向がみられる

（1 企業当たりの理由数は、「49 人以下」で 2.2～｢1,000 人以上｣で 3.8 等）。 
 

図表３ 有期契約労働者を雇用している理由 

      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．有期契約労働者の活用状況 

現在、有期契約労働者を雇用している企業（ｎ＝6,490）を対象に、その活用形態（4 区分）

を尋ねると、有期契約（契約期間は 1 ヶ月以上）で、フルタイム（正社員と所定労働時間が

ほぼ同じ）の労働者（以下、「フルタイム契約労働者」という）を雇用している割合は 75.6％
（全有効回答企業に占める割合では 50.9％）となった。同様に、パートタイム（正社員より
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建設業 519 28.7 12.1 6.4 10.2 1.5 22.5 29.1 2.3 21.6 28.9 1.2 40.7 4.8 12.1 5.0
製造業 1,690 31.2 16.9 15.9 20.1 2.3 34.0 30.6 6.3 27.3 14.7 0.6 43.8 8.5 8.0 2.5
電気・ガス・熱供給・水道業 55 30.9 18.2 9.1 18.2 - 32.7 27.3 5.5 12.7 27.3 - 29.1 5.5 5.5 7.3
情報通信業 235 27.7 17.9 7.2 12.3 - 27.2 32.8 3.8 37.9 29.4 2.6 26.8 8.9 5.1 3.4
運輸業、郵便業 471 32.1 13.6 9.8 18.3 5.9 26.3 34.4 6.2 28.0 13.2 0.6 49.5 7.0 8.3 2.1
卸売業、小売業 1,225 28.2 12.6 6.6 18.2 3.2 34.3 41.1 4.7 24.2 14.7 1.1 42.9 11.3 8.7 2.6
金融業、保険業 100 39.0 18.0 7.0 20.0 2.0 24.0 47.0 8.0 13.0 19.0 - 39.0 18.0 5.0 2.0
不動産業、物品賃貸業 114 20.2 18.4 3.5 16.7 2.6 36.8 32.5 12.3 19.3 21.1 1.8 39.5 7.0 5.3 0.9
学術研究、専門・技術サービス業 183 32.8 25.1 7.7 10.9 1.1 35.0 31.7 10.4 27.9 38.8 2.7 38.8 9.3 4.4 0.5
宿泊業、飲食サービス業 336 50.0 13.7 13.4 25.3 6.0 38.4 50.6 7.7 38.4 6.0 3.3 33.0 22.9 5.4 3.3
生活関連サービス業、娯楽業 183 38.8 12.0 9.8 23.0 8.2 40.4 51.9 12.0 35.0 14.2 1.6 36.1 12.6 4.9 3.3
教育、学習支援業 170 38.2 24.1 10.0 26.5 4.7 32.4 49.4 20.0 31.8 43.5 4.7 23.5 10.0 8.8 0.6
医療、福祉 300 35.0 18.0 7.0 24.7 8.3 25.3 53.3 14.7 36.7 16.3 1.0 30.3 12.3 11.3 2.3
その他サービス業 844 30.9 18.8 9.0 17.7 3.1 34.6 40.3 10.8 27.1 18.5 2.0 38.5 8.2 8.5 1.7
サービス業計 1,565 36.5 17.9 9.8 19.4 4.0 36.1 42.7 10.6 30.4 17.8 2.3 36.9 12.0 6.8 2.0
４９人以下 1,408 27.4 12.2 7.6 14.1 3.3 22.2 28.1 7.0 20.7 16.3 0.9 34.2 2.3 11.6 6.1
５０～９９人 1,979 28.9 14.0 9.0 17.1 2.9 28.0 34.2 7.3 24.7 18.8 1.3 42.7 3.8 8.9 2.3
１００～２９９人 1,977 32.9 18.3 11.8 21.0 3.7 36.8 40.2 7.7 30.4 16.7 1.1 42.4 11.9 6.8 1.3
３００～９９９人 665 40.8 21.4 11.3 23.5 3.8 41.7 49.5 8.7 36.4 18.5 2.3 38.0 22.4 5.0 0.8
１，０００人以上 343 46.4 21.6 13.4 22.4 3.8 53.6 58.9 8.5 35.6 30.6 4.1 38.8 38.5 3.5 0.3
中小企業（３００人未満）計 5,364 30.0 15.1 9.7 17.8 3.3 29.7 34.8 7.4 25.7 17.4 1.1 40.3 6.4 8.9 2.9
行った 2,682 36.2 20.0 12.4 19.9 3.5 35.6 43.8 7.5 46.7 17.2 1.4 37.3 13.3 5.9 0.5
行っていない 3,808 29.1 13.2 8.5 17.6 3.2 29.9 33.2 7.5 13.8 18.8 1.3 41.8 7.4 9.7 4.1

無期
転換

雇
用
者
規
模

全体計

主
な
業
種



－8－

1 日の所定労働時間が短いか、1 週間の所定労働日数が少ない）の労働者（以下、「パートタ

イム契約労働者」という）を雇用している企業は 71.9％（同 48.4％）で、臨時労働者（契約

期間が 1 ヶ月未満）は 4.5％（同 3.1％）、定年再雇用者（正社員を定年後、再雇用している

労働者）は 83.2％（同 56.0％）となっている（1 企業当たりの活用形態数は平均 2.4）。 
なお、活用形態の組合せ状況を算出すると、「フルタイム契約労働者＋パートタイム契約

労働者＋定年再雇用者」の 3 種類を活用している企業が、4 割超（44.9％、全有効回答企業

に占める割合では 30.2％）でもっとも多い。次いで、「フルタイム契約労働者＋定年再雇用

者」を活用する企業が 14.2％（同 9.6％）で、「パートタイム契約労働者＋定年再雇用者」が

10.9％（同 7.3％）、「定年再雇用者のみ」が 9.3％（同 6.2％）、「フルタイム契約労働者＋パ

ートタイム契約労働者」が 8.9％（同 6.0％）等となっている。 
その上で、以降はフルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者のいずれか（両

方含む）を、雇用している企業（有期契約労働者を雇用している企業に占める割合では 90.3％、

全有効回答企業に占める割合は 60.8％）を対象9に、掘り下げた調査を行った。 
 
６．有期契約労働者を活用している職種 

フルタイム契約労働者を雇用している企業（ｎ＝4,904）を対象に、どのような職種で活

用しているか尋ねると（複数回答）、もっとも多かったのは「事務職」（45.4％）で、これに

「製造・生産工程職」（24.1％）、「専門・技術職（その他10）」（20.6％）、「販売職（営業含む）」

（13.9％）、「サービス職（その他11）」（11.3％）等が続いた（1 企業当たりの職種活用数は平

均 1.8）。これらのうち、人数がもっとも多い職種は、｢製造・生産工程職｣（19.7％）や｢事

務職｣（19.6％）で、次いで｢専門・技術職（その他）｣（10.8％）等となった。 
同様に、パートタイム契約労働者を雇用している企業（ｎ＝4,665）で、活用職種（複数

回答）をみると、「事務職」（43.6％）がもっとも多く、これに「製造・生産工程職」（21.4％）、

「運搬・清掃等労務職」（16.7％）、「サービス職（その他）」（13.1％）、「専門・技術職（その

他）」（11.6％）等が続く（1 企業当たりの職種活用数は平均 1.6）。また、人数がもっとも多

い職種としては、｢事務職｣（22.6％）や｢製造・生産工程職｣（17.5％）が多く、次いで「運

搬・清掃等労務職」（9.2％）、「サービス職（その他）」（8.6％）等が挙がっている。 
 なお、人数がもっとも多い職種を主な業種別にみると、フルタイム契約労働者については、

例えば「建設業」で「建設・採掘職」（30.3％）、「製造業」で「製造・生産工程職」（66.4％）、

「情報通信業」で「専門・技術職（情報処理関係）」（37.9％）、「運輸業,郵便業」で「輸送・

機械運転職」（37.5％）といった具合に、主たる業種を代表するような職種が最多となってい

る（図表４）。また、パートタイム契約労働者についても、例えば「製造業」では「製造・

                                                
9 即ち、雇用する有期契約労働者が臨時労働者や定年再雇用者のみの企業は除かれている。 
10 医療、教育、情報処理関係以外。 
11 介護、飲食関係以外。 
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生産工程職」（56.6％）がもっとも多く、同様に「宿泊業,飲食サービス業」では「サービス

職（飲食関係）」（64.2％）、「生活関連サービス業,娯楽業」では「サービス職（その他）」（47.2％）、

「教育,学習支援業」では「専門・技術職（教育関係）」（52.5％）等となっている。 
 これに対し、例えば「卸売業,小売業」のように、「販売職（営業含む）」（フル 26.1％、パ

ート 19.5％）よりは「事務職」（フル 27.2％、パート 28.2％）が上回る、「事務職」優位の

業種も（特にパートタイム契約労働者で多く）確認出来る。 
本調査では、設問に該当するケースが複数ある場合は、「人数がもっとも多いケース」に

ついて回答してもらえるよう注釈している。そのため、７．以降の結果を読み解くに当たっ

ては、こうした結果に充分、留意する必要があるだろう。 
 

図表４ 主な業種別にみた人数がもっとも多い職種 

                  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
７．契約期間の長さと通算勤続年数が 5 年を超える割合 

フルタイム契約労働者を雇用している企業（ｎ＝4,904）を対象に、1 回当たりの契約期間

の長さについて尋ねると、最多は「1 年」で 6 割を超え（60.8％）、これに「6 ヶ月」（13.5％）、

「6 ヶ月超～1 年未満」（6.0％）、「3 ヶ月」（5.4％）等が続いた。同様に、パートタイム契約

労働者を雇用している企業（ｎ＝4,665）でも、「1 年」が過半数（51.9％）を占め、次いで

「6 ヶ月」（17.8％）、「6 ヶ月超～1 年未満」（7.7％）、「3 ヶ月」（6.9％）等となっている。 
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4,904 1.7 1.1 1.7 2.4 10.8 19.6 6.8 2.2 4.3 6.7 1.1 19.7 3.8 2.4 4.3 4.5 6.9

建設業 346 3.5 0.3 - 0.6 23.4 17.6 2.3 0.9 0.6 1.7 0.9 4.3 0.9 30.3 0.9 2.9 9.0
製造業 1,251 1.7 0.2 - 0.6 6.7 10.1 1.8 - 0.4 0.3 0.6 66.4 1.4 0.3 1.4 2.0 6.0
電気・ガス・熱供給・水道業 40 - - - - 35.0 27.5 7.5 - - 5.0 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 10.0
情報通信業 206 1.5 0.5 - 37.9 13.6 26.7 5.8 - - 2.9 - 0.5 - - - 6.3 4.4
運輸業、郵便業 323 1.5 0.6 - 0.6 3.4 15.2 1.2 - 1.2 3.7 - 4.6 37.5 - 13.9 9.0 7.4
卸売業、小売業 897 1.6 1.3 0.4 0.4 7.8 27.2 26.1 0.2 0.9 5.1 0.4 4.9 3.8 0.2 5.1 6.4 8.0
金融業、保険業 65 4.6 - - - 1.5 72.3 3.1 - - 3.1 - 1.5 1.5 - 1.5 3.1 7.7
不動産業、物品賃貸業 86 3.5 - - - 10.5 48.8 7.0 - 2.3 10.5 - 2.3 - 1.2 3.5 5.8 4.7
学術研究、専門・技術サービス業 144 1.4 0.7 0.7 4.2 44.4 27.1 - - - 3.5 0.7 1.4 - 0.7 2.1 6.3 6.9
宿泊業、飲食サービス業 277 1.1 - - - 4.0 2.2 5.1 - 63.5 11.2 0.4 2.2 - - 1.1 0.7 8.7
生活関連サービス業、娯楽業 142 0.7 0.7 - 0.7 4.9 14.8 6.3 0.7 2.8 43.7 2.1 4.9 - 0.7 6.3 3.5 7.0
教育、学習支援業 131 0.8 2.3 48.1 - 6.1 28.2 0.8 - - 3.1 - - 0.8 - 2.3 2.3 5.3
医療、福祉 243 0.8 10.7 4.5 - 17.3 7.4 - 41.6 1.2 5.3 0.4 0.4 - - 0.8 4.1 5.3
その他サービス業 700 1.3 0.4 0.6 2.6 13.1 26.4 2.1 0.1 1.0 18.1 4.7 5.1 1.3 0.3 10.0 6.6 6.1
サービス業計 1,282 1.2 0.4 0.4 2.0 13.7 20.5 3.0 0.2 14.6 17.6 3.0 4.1 0.7 0.3 6.6 4.9 6.9
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製造業 1,177 0.5 0.4 0.1 0.6 3.6 14.7 0.8 0.2 1.6 0.8 0.3 56.6 0.8 - 6.9 4.2 7.8
電気・ガス・熱供給・水道業 34 - - - - 5.9 35.3 - - 5.9 17.6 11.8 - - - - 14.7 8.8
情報通信業 127 0.8 0.8 - 17.3 10.2 47.2 0.8 - - 3.1 0.8 3.1 - - - 11.0 4.7
運輸業、郵便業 297 0.3 - 0.3 0.3 2.4 23.6 1.0 1.0 1.3 5.1 1.0 4.7 16.8 - 19.9 15.8 6.4
卸売業、小売業 897 0.2 1.4 0.6 0.9 3.3 28.2 19.5 0.1 1.6 7.7 0.4 8.2 1.2 - 9.9 9.8 6.8
金融業、保険業 78 1.3 - - 1.3 - 78.2 1.3 - 1.3 5.1 - 1.3 - - 5.1 1.3 3.8
不動産業、物品賃貸業 79 - - - 2.5 2.5 39.2 5.1 - 2.5 20.3 1.3 2.5 - - 11.4 10.1 2.5
学術研究、専門・技術サービス業 116 0.9 2.6 1.7 1.7 34.5 34.5 1.7 - 0.9 0.9 0.9 1.7 - 0.9 4.3 4.3 8.6
宿泊業、飲食サービス業 307 - - 0.7 - 1.0 0.7 2.3 - 64.2 11.7 0.3 1.3 0.7 - 6.5 2.9 7.8
生活関連サービス業、娯楽業 163 - - 0.6 - 5.5 12.3 4.3 0.6 3.7 47.2 1.2 4.3 0.6 - 9.8 3.7 6.1
教育、学習支援業 160 0.6 3.1 52.5 1.3 5.6 18.1 - - - 5.6 - - 0.6 - 1.3 5.0 6.3
医療、福祉 273 - 12.1 4.4 - 13.2 5.9 - 42.1 2.2 7.0 - - 0.7 - 2.9 4.8 4.8
その他サービス業 646 0.8 0.5 0.5 0.8 7.3 26.0 2.5 - 2.9 18.4 4.0 4.5 0.9 0.2 17.0 7.9 5.9
サービス業計 1,248 0.6 0.5 0.6 0.6 8.0 18.8 2.7 0.1 17.9 18.8 2.5 3.4 0.7 0.2 12.1 5.9 6.7

主
な
業
種

パートタイム契約労働者を雇用している企業計

主
な
業
種

フルタイム契約労働者を雇用している企業計
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なお、６．の人数がもっとも多い職種別にみると、フルタイム契約労働者あるいはパート

タイム契約労働者を問わず、契約期間を「3 ヶ月」に設定している企業は、「専門・技術職（情

報処理関係）」（フルタイム契約労働者で 23.3％、パートタイム契約労働者で 17.0％）や「製

造・生産工程職」（フル 10.5％、パート 13.1％）に多いといった特徴がみられる。また、「6
ヶ月」の企業についても、「製造・生産工程職」（フル 20.9％、パート 22.4％）や「販売職（営

業含む）」（フル 17.7％、パート 28.5％）、「輸送・機械運転職」（フル 17.0％、パート 22.9％）

等でやや多くなっている。 
 
 こうしたなか、雇用している人数を 100 として、これまでの実績・経験で、反復更新を含

めた通算勤続年数が、5 年を超える割合はどれくらいか尋ねると、フルタイム契約労働者で

は、「0％」（いない）の企業が 1／4 を超えた（28.7％）ものの、1％以上を記入（結果とし

て「いる」と回答）した企業も 6 割超（63.6％）みられ、平均値で 34.3％（中央値 25.0％）

と算出された（図表５）。同様に、パートタイム契約労働者についても、「0％」が 1／4 程度

（24.8％）となったが、1％以上の記入が 2／3 を上回り（67.4％）、平均値で 36.5％（中央

値 30.0％）と算出された。 
 

図表５ 反復更新を含めて通算勤続年数が 5 年を超える割合はどれくらいか 

           
 
 
 
 
                   
 

主な業種別にみると、フルタイム契約労働者については「医療,福祉」（平均値 38.8％（中

央値 35.0％））や「生活関連サービス業,娯楽業」（同 38.7％（31.5％））等、また、パートタ

イム契約労働者では「金融業,保険業」（同 47.3％（53.0％））や「製造業（同 41.4％（40.0％））」、

「医療,福祉」（同 41.0％（39.0％））等で、通算勤続年数が 5 年を超える割合がやや高くなっ

ている（附属統計表 124 頁）。 
同様に、雇用者規模別にみると、フルタイム契約労働者については大規模企業ほど、通算

勤続年数が 5 年を超える割合が高まる傾向がみられ（「49 人以下」で平均値 30.9％（中央値

10.0％）～｢1,000 人以上｣で同 38.5％（36.0％））、パートタイム契約労働者についても 999
人以下については、規模が大きいほど高まる様子が見て取れる（「49 人以下」で平均値 34.6％
（中央値 20.0％）～「300～999 人」で同 39.2％（37.0％））。 
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８．改正労働契約法についての対応状況・方針 
（１）無期転換ルールへの対応状況・方針 
 フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業を対象に、有

期契約を反復更新して通算 5 年を超えた場合に、労働者の申込みに基づき、期間の定めのな

い労働契約（無期契約）に転換できるルール（第 18 条）について、どのような対応を検討

しているか尋ねると12、いずれも「通算 5 年を超える有期契約労働者から、申込みがなされ

た段階で無期契約に切り換えていく」企業がもっとも多く（フルタイム契約労働者で 35.2％、

パートタイム契約労働者で 40.0％）、これに「対応方針は未定・分からない」（フル 26.9％、

パート 31.3％）、「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約にしていく」

（フル 25.0％、パート 16.2％）、「有期契約が更新を含めて通算 5 年を超えないように運用し

ていく」（フル 8.5％、パート 8.0％）等が続いた（図表６）。 
総じて、何らかの形（通算 5 年超から＋5 年を超える前に＋雇入れの段階から）で、無期

契約にしていく企業の割合が、フルタイム契約労働者で 6 割を超え（計 62.9％）、パートタ

イム契約労働者でも 6 割近い（計 58.9％）状況となっている。 
なお、フルタイム契約労働者とパートタイム契約労働者をともに雇用している企業（ｎ＝

3,626）でみると、両方とも対応方針が定まっている割合は 2／3 超（67.9％）で、このうち

両契約労働者で方針が一致している割合は 58.6％、一致しない割合が 9.3％となっている（他

に、両方とも不明が 26.6％、いずれか不明が 5.5％）。 
 

こうした結果を主な業種別にみると、何らかの形で無期契約にしていく企業割合が高いの

は、「医療,福祉」（フルタイム契約労働者を雇用している企業で 73.7％、同・パートタイム契

約労働者で 67.8％）や「生活関連サービス業,娯楽業」（フル 71.1％、パート 66.9％）等とな

った。その上で、どのような形で無期契約にしていくかの内訳として、「通算 5 年を超える

有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」企業が多いのは

「生活関連サービス業、娯楽業」（フル 49.3％、パート 54.0％）等、また、「有期契約労働者

の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約にしていく」企業が多いのは「情報通信業」

（フル 34.0％）や「医療,福祉」（パート 22.0％）等となっている。 
これに対し、「有期契約が更新を含めて、通算 5 年を超えないように運用していく」企業

割合が高いのは、「教育,学習支援業」（フル 21.4％、パート 20.6％）や、「不動産業,物品賃貸

業」（フル 20.9％、パート 22.8％）、「情報通信業」（フル 14.1％、パート 14.2％）等となっ

た。 

                                                
12 「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律及び

大学の教員等の任期に関する法律の一部を改正する法律」（2014 年 4 月より施行）に基づき、大学等及び研究開発

法人の教員等、研究者、技術者、リサーチアドミニストレーター等については、無期契約に転換するまでの期間が 10
年に延長されている。そのため、これらの対応状況を記入する場合は、設問文の「5 年」を「10 年」に読み替えて回答し

てもらえるよう注釈した。 
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図表６ 無期転換ルールにどのような対応を検討しているか 
（全体計, 主たる業種別, 雇用者規模別） 
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有期契約が更新を含めて通算５年を超えないように運用していく 通算５年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく

有期契約労働者の適性を見ながら、５年を超える前に無期契約にしていく 雇入れの段階から無期契約にする（有期契約での雇入れは行わないようにする）

有期契約労働者を派遣労働者や請負に切り換えていく 対応方針は未定・分からない

無回答

（集計対象：パートタイム契約労働者を雇用している企業）パートタイム契約労働者
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同様に、雇用者規模でみると、フルタイム契約労働者であるか、パートタイム契約労働者

であるかを問わず、何らかの形で無期契約にしていく企業割合は総じて約 6～7 割にのぼる

が、大規模企業になるほど緩やかに高まる傾向が見て取れる（「49 人以下」（フル 56.9％、

パート 57.6％～｢1,000 人以上｣（フル 68.8％、パート 64.3％））。 
どのような形で無期契約にしていくかの内訳をみると、概ね規模が大きくなるほど「通算

5 年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」割

合が高まる（「49 人以下」（フル 22.8％、パート 29.3％）～「1,000 人以上」（フル 45.9％、

パート 48.1％））。一方で、小規模企業になるほど「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年

を超える前に無期契約にしていく」割合が高い（「49 人以下」（フル 28.4％、パート 21.4％）

～「1,000 人以上」（フル 21.7％、パート 15.9％））。 
なお、「有期契約が更新を含めて、通算 5 年を超えないように運用していく」企業につい

ては、規模に依らず 6～9％台と、いずれも一定程度にとどまっている。 
 

こうした結果を６．との関連で、人数がもっとも多い職種別にみると、何らかの形で無期

契約にしていく企業の割合が高いのは、「サービス職（介護関係）」（フルタイム契約労働者を

雇用している企業で 82.4％、同・パートタイム契約労働者で 69.8％）や「サービス職（飲食

関係）」（フル 71.1％、パート 64.5％）、「販売職（営業含む）」（フル 68.8％、パート 65.1％）

のほか、フルタイム契約労働者では「専門・技術職（情報処理関係）」（72.5％）等、パート

タイム契約労働者では「製造・生産工程職」（65.3％）等となっている（図表７）。 
どのような形で無期契約にしていくかの内訳として、「通算 5 年を超える有期契約労働者

から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」企業の割合が高いのは、「サービ

ス職（介護関係）」（フル 49.1％、パート 46.0％）や「製造・生産工程職」（パート 48.0％）、

「販売職（営業含む）」（パート 46.4％）、「サービス職（飲食関係）」（フル 44.5％、パート

46.5％）、「保安職」（フル 44.4％）、「運搬・清掃等労務職」（フル 44.1％、パート 43.9％）

等である。これに対し、「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約にし

ていく」との回答割合は、フルタイム契約労働者で「専門・技術職（情報処理関係）」（43.3％）

等、また、パートタイム契約労働者では「建設・採掘職」（27.3％）や「専門・技術職（教育

関係）」（24.1％）等で特に高い。 
一方、「有期契約が更新を含めて、通算 5 年を超えないように運用していく」企業の割合

が高いのは、「管理職」（フル 17.3％）や「専門・技術職（その他）」（パート 15.9％）、「専門・

技術職（教育関係）」（フル 15.7％、パート 13.4％）、「事務職」（フル 13.3％）等となってい

る。 
 

また、７．の通算勤続年数が 5 年を超える割合との関係でみると、フルタイム契約労働者

あるいはパートタイム契約労働者を問わず、何らかの形で無期契約にしていく割合が高いの
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（集計対象：パートタイム契約労働者を雇用している企業）
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有期契約が更新を含めて通算５年を超えないように運用していく

パートタイム契約労働者

は、「61～80％」の企業（フルで 71.5％、パートで 65.7％）である（図表８）。更に、「61～
80％」を下回る企業群については、通算勤続年数が 5 年を超える割合が低下するほど「有期

契約が更新を含めて、通算 5 年を超えないように運用していく」割合や、「有期契約労働者

の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約にしていく」割合が高くなり、一方で、通算

勤続年数が 5 年を超える割合が上昇するほど、「通算 5 年を超える有期契約労働者から、申

込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」割合が高まる傾向が見て取れる。 
 

図表７ 無期転換ルールにどのような対応を検討しているか（もっとも人数が多い職種別） 
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図表８ 無期転換ルールにどのような対応を検討しているか 
（通算勤続年数が 5 年を超える割合別） 

              
 
 
 
 
 
 
 
                
 
 
 
 
 
 
 
 
                      
 
 
（２）無期契約に転換するメリットと課題 

（１）でフルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を、何らかの形で無期契

約にしていくと回答した企業（ｎ＝3,713）を対象に、有期契約労働者を無期契約に転換す

るメリットをどう考えるか尋ねると（複数回答）、「長期勤続・定着が期待できる」（68.9％）

がもっとも多く、これに「有期契約労働者の雇用に対する不安感を払拭し、働く意欲を増大

できる」（56.6％）、「要員を安定的に確保できるようになる」（39.2％）等が続いた（1 企業

当たりのメリット数は平均 2.5）。なお、結果として 93.7％の企業が、何らかのメリットがあ

ると回答したことになる（図表９）。 
こうした結果を主な業種別にみると、「長期勤続・定着が期待できる」については、「宿泊

業,飲食サービス業」（77.7％）や「運輸業,郵便業」（74.9％）、「医療,福祉」（74.4％）等で回

答割合が高い（附属統計表 142 頁）。また、「有期契約労働者の雇用に対する不安感を払拭し、

働く意欲を増大できる」については、「不動産業,物品賃貸業」（70.6％）や「金融業,保険業」

（66.0％）等、更に、「要員を安定的に確保できるようになる」は、「医療,福祉」（49.3％）
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や「宿泊業,飲食サービス業」（46.4％）等で高くなっている。 
同様に、雇用者規模別では、「有期契約労働者の雇用に対する不安感を払拭し、働く意欲

を増大できる」（「49 人以下」で 51.8％～「1,000 人以上」で 62.3％）や「要員を安定的に

確保できるようになる」（同順に 37.8％～45.8％）等について、大規模企業になるほど緩や

かに高まる傾向が見て取れる。 
 

図表９ 無期契約に転換するメリット（左）や課題（右）をどう考えるか 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

一方、有期契約労働者を無期契約に転換すると、雇用管理上、どのようなことが課題にな

ると思うか尋ねると（複数回答）、多かった順に「雇用調整が必要になった場合の対処方法」

（48.8％）や、「正社員と有期契約労働者の間の仕事や労働条件のバランスの図り方」（45.7％）、

また、「業務量の変動に伴う労働条件の調整方法」（29.9％）等が挙がった（1 企業当たりの

課題数は平均 1.8）。なお、結果として 92.5％の企業が、何らかの課題があると回答したこと

になる。 
主な業種別にみると、「雇用調整が必要になった場合の対処方法」については、「その他サ

ービス業」（56.4％）など「サービス業計」（52.2％）や「製造業」（52.0％）等で回答割合が

高い（附属統計表 142 頁）。また、「正社員と有期契約労働者の間の仕事や労働条件のバラン

スの図り方」については、「生活関連サービス業,娯楽業」（56.8％）や「医療,福祉」（52.6％）

等で高くなっている。更に、「業務量の変動に伴う労働条件の調整方法」については「情報通

信業」（39.4％）、「不動産業,物品賃貸業」及び「学術研究,専門・技術サービス業」（ともに

37.3％）、「金融業,保険業」（36.2％）で 1／3 を超えた。 
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雇用者規模別では、「雇用調整が必要になった場合の対処方法」（「49 人以下」で 38.2％～

「1,000 人以上」で 61.9％）や「正社員と有期契約労働者の間の仕事や労働条件のバランス

の図り方」（同順に 39.9％～59.7％）のほか、「労働組合や労働者代表等との協議・調整」（同

1.8％～13.6％）等について、大規模企業になるほど回答割合が高まる傾向が見て取れる。な

お、「正社員の新規採用に対する影響」（同 16.8％～15.7％）等については、規模に依らず一

定程度となっているのが特徴である。 
 
 
（３）無期契約への転換方法 

（１）で何らかの形で無期契約にしていくと回答した企業を対象に、どのような形態で無

期契約にするか尋ねると、フルタイム契約労働者（ｎ＝3,086）、パートタイム契約労働者（ｎ

＝2,749）のいずれも、「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、労働条

件のまま、契約だけ無期へ移行させる」割合がもっとも多くなった（フル 37.3％、パート

50.6％）（図表１０）。これに、フルタイム契約労働者では「既存の正社員区分に転換する」

（30.8％）や、「分からない（具体的には未だ考えていない）」（15.9％）等、また、パートタ

イム契約労働者については「分からない（同）」（20.8％）や、「既存の正社員区分に転換する」

（14.2％）等が続く。なお、正社員以外の無期契約区分13を活用する割合は、フルタイム契

約労働者で「既存の無期契約区分」が 4.6％、「新たな無期契約区分」が 7.7％で計 12.3％に

対し、パートタイム契約労働者でも同順に 4.1％、6.1％の計 10.2％と、いずれも 1 割程度に

とどまっている。 
 
 こうした結果を主な業種別にみると、フルタイム契約労働者を「既存の正社員区分に転換

する」企業は、「情報通信業」（45.9％）等に多い。また、パートタイム契約労働者について、

「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期

へ移行させる」企業は、「金融業,保険業」（65.0％）等で多くなっている。 
 雇用者規模別では、フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者とも、小規模

企業になるほど「既存の正社員区分に転換する」割合が高まる。一方で、大規模企業になる

ほど、中間的な「既存・新設の無期契約区分」を活用する割合や、「（新たな区分は設けず）

各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま契約だけ無期へ移行させる」割合が、高

まる傾向が見て取れる。 
 

                                                
13 正社員の中に複数の区分がある場合、｢既存の正社員区分｣とは職種・職務や勤務地（配転・異動）、役職の範囲がも

っとも広く、また、労働時間がもっとも長い｢（無限定）正社員｣を指すとし、その場合、｢既存・新設の無期契約（正社員）

区分｣とは、上記いずれかの働き方が限定されている｢多様な正社員｣に相当すると注釈した。 
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（ｎ＝９１１）

５０～９９人

（ｎ＝７４１）

４９人以下
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サービス業計
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パートタイム契約労働者
（集計対象：パートタイム契約労働者について何らかの形で無期契約にしていく企業）

図表１０ どのような形態で無期契約にするか 
        （全体計, 主たる業種別, 雇用者規模別） 
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下記以外の既存の無期契約（正社員）区分に転換する
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（集計対象：パートタイム契約労働者について何らかの形で無期契約にしていく企業）

（集計対象：フルタイム契約労働者について何らかの形で無期契約にしていく企業）

 ６．との関連で、人数がもっとも多い職種別にみると、フルタイム契約労働者について「既

存の正社員区分に転換する」企業の割合は、「専門・技術職（情報処理関係）」（60.9％）で突

出して高くなっている（図表１１）。また、「専門・技術職（教育関係）」（43.5％）や「建設・

採掘職」（40.6％）等でも 4 割を超えて高い。一方、中間的な「既存・新設の無期契約区分」

を活用する企業の割合は、職種を問わず 1 割台にとどまるが、やや高いのは「販売職（営業

含む）」（16.6％）や「運搬・清掃等労務職」（16.5％）、「専門・技術職（情報処理関係）」（16.1％）

等である。 
 

図表１１ どのような形態で無期契約にするか 
   （もっとも人数の多い職種別） 
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（有期契約での雇入れは行わない

ようにする）（ｎ＝１３４）

有期契約労働者の適性を見ながら、

５年を超える前に無期契約にしていく

（ｎ＝１，２２６）

通算５年を超える有期契約労働者から、

申込みがなされた段階で無期契約に

切り換えていく（ｎ＝１，７２６）

全体計（ｎ＝３，０８６）

（ｎ＝フルタイム契約労働者を何らかの形で無期契約にしていく企業）フルタイム契約労働者 （集計対象：フルタイム契約労働者を何らかの形で無期契約にしていく企業）

また、「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約

だけ無期へ移行させる」企業の割合が高いのは、「保安職」（50.0％）や「運搬・清掃等労務

職」（46.0％）、「サービス職（飲食関係）」（45.3％）等となっている。なお、「分からない（具

体的には未だ考えていない）」については、「管理職」（33.3％）等で高い。 
 同様に、パートタイム契約労働者について「既存の正社員区分に転換する」企業の割合は、

「専門・技術職（情報処理関係）」（46.2％）や「管理職」（45.5％）で 4 割を超えた。また、

中間的な「既存・新設の無期契約区分」についても、「管理職」（18.2％）等で高くなってい

る。これに対し、「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のま

ま、契約だけ無期へ移行させる」企業の割合が高いのは、「販売職（営業含む）」（58.8％）等

である。なお、「分からない（具体的には未だ考えていない）」については、「専門・技術職（そ

の他）」（28.9％）等で高い。 
 

一方、（１）の無期転換ルールへの対応状況・方針との関係を調べると、少なくともフル

タイム契約労働者については、「通算 5 年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた

段階で無期契約に切り換えていく」企業で「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業

務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」割合が高いのに対し、「有期契約労

働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約にしていく」企業では「既存の正社員区

分に転換する」割合が高く、「雇入れの段階から無期契約にする」企業はその中間的な分布と

いった、顕著な違いが見て取れる（図表１２）。 
 

図表１２ 無期転換ルールへの対応状況・方針と無期契約への転換方法の関係 

             
 
 
 
 
 
                    
                 
 
 
 
 

（集計対象：パートタイム契約労働者を何らかの形で無期契約にしていく企業）
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分からない（具体的には未だ考えていない）

その他

無回答

パートタイム契約労働者
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パートタイム契約労働者についても同様の傾向が窺えるが、フルタイム契約労働者と異な

り、いずれの方針であっても、無期化の形態は「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時

の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」企業がもっとも多い点が特徴

である。即ち、無期転換ルールの効果は、フルタイム契約労働者－パートタイム契約労働者

の間で異なる可能性があると言える。 
なお、フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を問わず、無期化の形態が

「分からない（具体的には未だ考えていない）」企業が 2 割を超えてやや多いのは、「通算 5
年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」企業

となっている。 
 
（４）今後 3 年間に無期契約に転換している割合 
 （１）で「通算 5 年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切

り換えていく」あるいは「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約に

していく」と回答した企業を対象に、雇用している人数を 100 として、今後 3 年間（2019
年 9 月末まで）に、無期契約に転換している割合はどれくらいだと思うか尋ねると、フルタ

イム契約労働者（ｎ＝2,952）については、「0％」が 1 割程度（10.2％）みられたものの、

最多は「81～100％」（18.4％）で、平均値は 47.7％（中央値 50.0％）と算出された（図表

１３）。 
同様に、パートタイム契約労働者（ｎ＝2,621）についても、18.2％の企業が「0％」とし、

もっとも多い回答も「1～20％」（18.5％）となったが、これに続くのは「41～60％」（14.8％）

で、平均値は 37.9％（中央値 30.0％）と算出された。 
 

図表１３ 今後 3 年間に無期契約に転換している割合はどれくらいだと思うか（上） 
   これまでの実績・経験で通算勤続年数が 5 年を超える割合はどれくらいか（下） 
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 なお、７．でみた通算勤続年数が 5 年を超える人数割合を、同様の企業で集計し直すと、

フルタイム契約労働者の平均値は 35.9％（中央値 29.0％）、パートタイム契約労働者では

38.8％（中央値 33.0％）と算出される。 
 総じて、今後 3 年間に無期契約に転換している割合については、無回答となった企業も少

なくないものの、概ね、フルタイム契約労働者については、これまでの実績・経験で通算勤

続年数が 5 年を超える人数割合を大きく上回る無期転換が、また、パートタイム契約労働者

についても、概ね通算勤続年数が 5 年を超える人数割合に沿った無期転換が、想定されてい

ることが分かる。 
 
 その上で、今後 3 年間に無期契約に転換している割合を主な業種別にみると、フルタイム

契約労働者については「不動産業,物品賃貸業」（平均値 57.4％（中央値 60.0％））や「金融

業,保険業」（同 54.4％（50.0％））等で半数を超えて高い（附属統計表 137 頁）。また、パー

トタイム契約労働者についても、「金融業,保険業」（同 51.8％（50.0％））等で高くなっている。 
一方、雇用者規模別では特段、特徴的な傾向はみられず、フルタイム契約労働者について

は総じて 4～5 割程度、パートタイム契約労働者は 3～4 割程度となっている。 
  
（５）「別段の定め」の活用意向 

改正労働契約法の第 18 条に依れば、無期契約化に際しての労働条件は原則、直前の有期

契約と同一になるが、就業規則や個別の契約等に「別段の定め」を設ければ、変更すること

も可能であるとされている。 
そこで、（１）で「通算 5 年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期

契約に切り換えていく」あるいは「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無

期契約にしていく」と回答した企業（ｎ＝3,543）を対象に、そうした「別段の定め」を活

用する意向があるか尋ねると、「活用する」割合は約 2 割（19.1％）で、「活用しない」（28.9％）

が上回る結果となった（図表１４）。なお、もっとも多かったのは「未定・分からない」で、

半数近い（48.0％）。 
その上で、「別段の定め」を「活用する」とした企業（ｎ＝675）に対して、有期契約時か

ら変更を求める労働条件を具体的に尋ねると（複数回答）、多かった順に「職務（業務の内容・

範囲や責任の程度）」（57.5％）、「定年年齢」（42.7％）、「勤務地・配置転換の範囲」（33.3％）、

「所定労働時間の長さ」（24.7％）、「服務規律（兼業規制等）」（19.9％）等が挙がった（変更

する労働条件数は 1 企業当たり平均 2.2）。 
 同様に、「別段の定め」により、有期契約時から改善（新たな支給・適用、水準の引き上げ

等）する処遇要素があるか尋ねると（複数回答）、もっとも多かったのは「基本賃金」（42.5％）

で、これに「賞与」（38.1％）や「退職金」（34.2％）、「家族手当」（16.3％）、「その他手当」

（14.4％）、「教育訓練（職場内）」（13.2％）、「住宅手当」（13.0％）等が続いた（改善する処
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19.1 
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28.9 

未定・分から

ない, 48.0 

無回答, 
4.0 

（ｎ＝フルタイムあるいはパートタイム

の契約労働者について、通算５年を

超える有期契約労働者から、申込み

なされた段階で、あるいは通算５年を

超える前に無期契約にしていくと回答

した企業３，５４３社）

（％）

遇要素数は 1 企業当たり平均 2.7）。 
 
 なお、有期契約時から変更を求める労働条件と、有期契約時から改善（新たな支給・適用、

水準の引き上げ等）する処遇要素の関係をみると、例えば「職務（業務の内容・範囲や責任

の程度）」を変更する企業（ｎ＝388）では、同時に「勤務地・配置転換の範囲」（43.3％や

「定年年齢」（33.8％）、「所定労働時間の長さ」（27.8％）等も変更するとしているが、改善

する処遇要素としては、多かった順に「基本賃金」（52.3％）、「賞与」（45.6％）、「退職金」

（41.2％）等を挙げている（改善する処遇要素数は 1 企業当たり平均 3.1）。 
 

図表１４ 「別段の定め」を活用するか（左） 
有期契約時から変更を求める労働条件は何か（右上） 
改善（新たな支給・適用、水準の引き上げ等）する処遇要素は何か（右下） 
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暇

健
康
保
険
／

厚
生
年
金
保
険

教
育
訓
練
（職
場
内
）

教
育
訓
練
（職
場
外
）

教
育
訓
練

（自
己
啓
発
支
援
）

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

％

（複数回答）

（ｎ＝別段の定めを活用する企業６７５社）

（ｎ＝フルタイム契約労働者あるいはパート

タイム契約労働者について、通算５年を

超える有期契約労働者から、申込みが

なされた段階で、あるいは通算５年を

超える前に無期契約にしていくと回答

した企業３，５４３社）
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（６）無期転換申込権の発生に係る周知の意向 
（１）で「通算 5 年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切

り換えていく」と回答した企業（ｎ＝2,280）を対象に、通算勤続年数が 5 年を超える有期

契約労働者について、無期契約への転換申込権が発生する旨の周知を行う予定があるか尋ね

ると、「行う（既に行った含む）」との回答が半数（55.1％）を超え、明確に「行わない」と

する企業は 6.8％にとどまった。ただ、「未定・分からない」企業も、1／3 超（35.1％）みら

れた（図表１５）。 
主な業種別にみると、「行う（既に行った含む）」企業の割合は、「情報通信業」（76.1％）

や「金融業,保険業」（73.3％）、「学術研究,専門・技術サービス業」（64.7％）等で高くなって

いる（附属統計表 136 頁）。一方、「行わない」とする企業の割合は、「その他サービス業（他

に分類されないもの）」（10.2％）等でやや高い。なお、「未定・分からない」割合が高いのは、

「宿泊業,飲食サービス業」（44.6％）や「生活関連サービス業,娯楽業」（42.7％）等である。 
 

図表１５ 無期転換申込権の発生に係る周知を行う予定はあるか 

                   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                      
 
（７）有期契約で採用してから無期転換するまでの期間 

（１）で「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約にしていく」と

回答した企業を対象に、有期契約で採用してからどの程度の期間で、無期契約にしていくか

尋ねると、フルタイム契約労働者（ｎ＝1,226）については、「4 年超～5 年以下」が 2 割超
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11.1 

0.0 
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5.0 

0.0 

1.7 

4.1 

3.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中小企業（３００人未満）

計（ｎ＝１，７７３）

１，０００人以上

（ｎ＝１７０）

３００～９９９人

（ｎ＝２９３）

１００～２９９人

（ｎ＝７９１）

５０～９９人

（ｎ＝６４６）

４９人以下

（ｎ＝３３６）

サービス業計

（ｎ＝５８２）

その他サービス業

（ｎ＝２９４）

医療、福祉

（ｎ＝１２４）

教育、学習支援業

（ｎ＝５５）

生活関連サービス業、

娯楽業（ｎ＝９６）

宿泊業、飲食サービス業

（ｎ＝１３９）

学術研究、専門・技術

サービス業（ｎ＝５１）

不動産業、物品賃貸業

（ｎ＝３６）

金融業、保険業

（ｎ＝３０）

卸売業、小売業

（ｎ＝４３８）

運輸業、郵便業

（ｎ＝１３９）

情報通信業

（ｎ＝６７）

製造業

（ｎ＝６３５）

建設業

（ｎ＝１４６）

全体計

（ｎ＝２，２８０）

行う（既に行った含む） 行わない 未定・分からない 無回答

（ｎ＝フルタイムあるいはパートタイムの契約労働者について、通算５年を超える有期契約労働者から、

申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていくと回答した企業）

（集計対象：フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者について、通算５年を超える

有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていくと回答した企業）
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（23.9％）で、これに「3 年超～4 年以下」（15.5％）、「1 年超～2 年以下」及び「2 年超～3
年以下」（ともに 15.1％）等が続いた（図表１６）。 

同様に、パートタイム契約労働者（ｎ＝754）についても、最多は「4 年超～5 年以下」で

1／3 を超え（36.5％）、次いで「3 年超～4 年以下」（13.7％）、「2 年超～3 年以下」（13.3％）

等となっている。 
総じて、「1 年以下」とする企業は 1 割程度（フル計 12.6％、パート計 9.4％）で、これを

「１年超～3 年以下」（フル 30.2％、パート 23.2％）と合わせると、「3 年以下」としている

企業が、フルタイム契約労働者で 4 割を超え（計 42.7％）、パートタイム契約労働者でも 3
割超（計 32.6％）となった。 
 
 なお、「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約にしていく」姿勢を

基本に据えつつも、無期契約にするまで「4 年超～5 年以下」を要するとした企業（フルタ

イム契約労働者を雇用している企業に占める割合で 6.0％、同・パートタイム契約労働者で

5.9％）については、無期契約にするか否かの最終的な判断を、転換申込権が発生する直前の

契約更新時点で行っていく可能性が高いのではないかとみられる。即ち、適性を見極める中

では、結果として、「有期契約が更新を含めて通算 5 年を超えない」ような運用に至る恐れ

もある点に、留意する必要があると思われる。 
 

図表１６ 有期契約労働者で採用してから、どの程度の期間で無期契約にしていくか 
                        
 
 
 
 
 
 
（８）通算 5 年未満に抑制する理由と抑制方法 

一方、（１）で「通算 5 年を超えないよう運用していく」と回答した企業（ｎ＝583）を対

象に、通算 5 年を超えないように運用する理由を尋ねると（複数回答）、多かった順に「従

来からそうした契約管理を行ってきたから」（40.3％）、「景気変動等に伴う雇用の調整余地を

残しておきたいから」（28.0％）、「定期的に人材の新陳代謝を図りたいから」（26.8％）、「人

件費を増加・固定化させたくないから」（23.8％）等が挙がった（1 企業当たりの理由数は平

均 1.6）（図表１７）。 
主な業種別にみると、「従来からそうした契約管理を行ってきたから」については、「教育,

学習支援業」（62.2％）や「学術研究,専門・技術サービス業」（53.6％）等で回答割合が高い

2.8 

3.8 

6.6 

8.7 

9.9 

15.1 

13.3 

15.1 

13.7 

15.5 

36.5 

23.9 

17.2 

17.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パートタイム契約労働者

（ｎ＝パートタイム契約労働者について

「適性を見ながら、５年を超える前に

無期契約にしていく」企業７５４社）

フルタイム契約労働者

（ｎ＝フルタイム契約労働者について

「適性を見ながら、５年を超える前に

無期契約にしていく」企業１，２２６社）

６ヶ月以下

６ヶ月超～１年以下

１年超～２年以下

２年超～３年以下

３年超～４年以下

４年超～５年以下

無回答
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（附属統計表 133 頁）。また、「景気の変動等に伴う雇用の調整余地を残しておきたいから」

については、「医療,福祉」（46.7％）や「製造業」（41.0％）等、更に「定期的に人材の新陳

代謝を図りたいから」は、「不動産業,物品賃貸業」（42.3％）や「教育,学習支援業」（40.5％）

等で、回答割合が 4 割を超え高くなっている。 
雇用者規模別では「人件費を増加・固定化させたくないから」等について、大規模企業に

なるほど回答割合が高まる傾向が見て取れる（「49 人以下」で 18.3％～｢1,000 人以上｣で

37.5％）。 
  

一方、同企業を対象に、どのような方法で通算 5 年未満に抑制するか尋ねると（複数回答）、

もっとも多かったのは「更新回数上限や通算勤続年数等で制限する」（64.5％）で、これに「契

約更新時の判断（人物や働きぶり等の選別）を厳格化する」（24.5％）、「契約期間を一定の業

務完了まで等で設定し、更新は原則行わないようにする」（12.7％）、「途中で随時、クーリン

グ（空白）期間を挟み、通算期間をリセットする14」（7.5％）等が続いた（1 企業当たりの抑

制方法数は平均 1.3）。 
 

図表１７ 通算 5 年を超えないように運用していく理由は何か（左） 
  どのような方法で通算 5 年未満に抑制するか（右） 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                
14 「グループ内の複数企業での契約締結」や「出向・転籍の活用」「6 ヶ月後に再度雇用する登録制を設置」等を含むと

注釈した。 
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縮
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（複数回答）
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、
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行
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な
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そ
の
他

無
回
答

％

（複数回答）

（ｎ＝フルタイムあるいはパートタイムの

契約労働者について、「有期契約が

更新を含めて通算５年を超えないように

運用していく」と回答した企業５８３社）

（ｎ＝フルタイム契約労働者あるいはパート

タイム契約労働者について「有期契約が

更新を含めて通算５年を超えないように

運用していく」と回答した企業５８３社）

更
新
回
数
上
限
や
通
算
勤
続 

 
 
 

年
数
等
で
制
限
す
る 
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主な業種別にみると、「更新回数上限や通算勤続年数等で制限する」企業は、「金融業,保険

業」（90.0％）や「教育,学習支援業」（81.1％）、「不動産業,物品賃貸業」（80.8％）等、また、

「契約更新時の判断（人物や働きぶり等の選別）を厳格化する」企業は、「運輸業,郵便業」

（32.3％）等に多い（附属統計表 133 頁）。 
雇用者規模別では、「1,000 人以上」で「更新回数上限や通算勤続年数等で制限する」割合

が 8 割を超え（81.3％）、また、「300～999 人以下」でも 3／4 を占め（75.0％）、特に高く

なっている。 
 
（９）対応方針を決める上でのネックと必要な行政支援 

（１）で「対応方針は未定・分からない」と回答した企業を対象に、現時点ではどのよう

な対応を検討しているか尋ねると（複数回答）、フルタイム契約労働者（ｎ＝1,320）、パー

トタイム契約労働者（ｎ＝1,460）とも、あくまで「対応方針は未定・分からない」とした

割合が、同順に 44.7％、47.9％と半数近くなったものの、次いで挙がったのは「通算 5 年を

超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」（フル

33.6％、パート 32.4％）であり、これに「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える

前に無期契約にしていく」（フル 20.4％、パート 15.6％）や、「有期契約が更新を含めて通算

5 年を超えないように運用していく」（フル 15.2％、パート 14.8％）等が続いた（図表１８）

（1 企業当たりの方針数は、フルタイム・パートタイム契約労働者とも平均 1.2）。 
 

図表１８ 無期転換ルールへの対応方針が未定・分からない場合でも、 
 現時点ではどのような対応を検討しているか 
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フルタイム契約労働者

（ｎ＝フルタイム契約労働者について「対応

方針は未定・分からない」企業１，３２０社）

パートイム契約労働者

（ｎ＝パートタイム契約労働者について「対応

方針は未定・分からない」企業１，４６０社）

％

（複数回答）

パートタイム契約労働者
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有期契約が

更新を含めて

通算５年を

超えないように

運用していく,
10.2 

通算５年を超える

有期契約労働者から、

申込みがなされた

段階で無期契約に

切り換えていく,
40.4 

有期契約労働者の

適性を見ながら、

５年を超える前に

無期契約にしていく, 
27.4 

雇入れの段階から

無期契約にする

（有期契約での雇入れは

行わないようにする）, 
3.1 

有期契約労働者を、

派遣労働者や請負に

切り換えていく, 0.4 
対応方針は未定・

分からない, 17.1 

無回答, 
1.3 

（ｎ＝フルタイム契約労働者を

雇用している企業４，９０４社）

フルタイム契約労働者について

有期契約が

更新を含めて

通算５年を

超えないように

運用していく, 
10.0 

通算５年を超える

有期契約労働者から、

申込みがなされた

段階で無期契約に

切り換えていく, 
46.5 

有期契約労働者の

適性を見ながら、

５年を超える前に

無期契約にしていく, 
18.2 

雇入れの段階から

無期契約にする

（有期契約での雇入れは

行わないようにする）, 
3.0 

有期契約労働者を、

派遣労働者や請負に

切り換えていく, 0.7 

対応方針は未定・

分からない,
20.2 

無回答, 
1.4 

（ｎ＝パートタイム契約労働者を

雇用している企業４，６６５社）

パートタイム契約労働者について

（％）

なお、上記のうち、いずれかの方針のみを単一回答した企業割合を算出すると、フルタイ

ム契約労働者（ｎ＝1,320）については、「有期契約が更新を含めて通算 5 年を超えないよう

に運用していく」が 6.5％、「通算 5 年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階

で無期契約に切り換えていく」が 19.5％、「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超え

る前に無期契約にしていく」が 9.0％、「雇入れの段階から無期契約にする（有期契約での雇

入れは行わないようにする）」が 1.2％、「有期契約労働者を、派遣労働者や請負に切り換え

ていく」が 0.2％となった（計 36.4％）。なお、「対応方針は未定・分からない」のみを選択

した企業割合は 44.7％である。 
同様に、パートタイム契約労働者（ｎ＝1,460）については、「有期契約が更新を含めて通

算 5 年を超えないように運用していく」が 6.4％、「通算 5 年を超える有期契約労働者から、

申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」が 20.8％、「有期契約労働者の適性を

見ながら、5 年を超える前に無期契約にしていく」が 6.6％、「雇入れの段階から無期契約に

する（有期契約での雇入れは行わないようにする）」が 1.0％、「有期契約労働者を、派遣労

働者や請負に切り換えていく」が 0.8％で（計 35.5％）、「対応方針は未定・分からない」の

みが 47.9％となった。 
 こうした結果を、（１）の無期転換ルールへの対応状況・方針に反映して試算すると、「通

算 5 年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」

企業は、フルタイム契約労働者で 40.4％、パートタイム契約労働者でも 46.5％まで増大し、

「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約にしていく」（フル 27.4％、

パート 18.2％）や「雇入れの段階から無期契約にする（有期契約での雇入れは行わないよう

にする）」（フル 3.1％、パート 3.0％）と合わせて、何らかの形で無期転換していく企業が、

フルタイム契約労働者で 7 割を超え（70.9％）、パートタイム契約労働者でも 2／3 超（67.8％）

にのぼる（図表１９）。 
 

図表１９ 現時点での候補を反映した無期転換ルールへの対応状況・方針（試算） 
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（複数回答）

（ｎ＝フルタイムあるいはパートタイムの 契約労働者について、無期転換ルール

への対応方針は未定・分からないと 回答した企業１，８１７社）

（ｎ＝フルタイム契約労働者あるいはパートタイム 契約労働者について、

無期転換ルールへの対応方針は未定・分からないと回答した企業１，８１７社）

フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者について、「対応方針は未定・分

からない」と回答した企業（ｎ＝1,817）を対象に、無期転換ルールへの対応方針を決める

上で、ネックになっていることを尋ねると（複数回答）、「無期転換後の人事処遇のあり方」

（36.5％）がもっとも多く、これに「事業の先行き見通しの不確実性」（33.6％）や「有期契

約労働者の転換希望の見極め」（27.8％）、「人事処遇制度全体の見直しの必要性」（25.6％）

等が続いた（図表２０）（1 企業当たりの課題数は平均 2.1）。 
また、同企業を対象に、対応方針を決める上で、どのような行政支援があれば良いと思う

か尋ねると（複数回答）、多かった順に「法の詳細についての情報提供（パンフレット配布、

セミナー開催等）」（34.1％）、「他社の事例・取組についての紹介」（29.9％）、「有期契約労働

者の処遇改善に伴う助成措置」（28.5％）等が挙がった（1 企業当たりの内容数は平均 1.5）。 
 

図表２０ 対応方針を決める上でネックになっていることは何か（左） 
       対応方針を決める上で、どのような行政支援があれば良いと思うか（右） 

                              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                           
 
（１０）有期・無期契約労働者間の労働条件の不合理な相違を禁止するルールについての 

対応状況・方針 
改正労働契約法では、有期契約労働者と無期契約労働者の間で、期間の定めがあることに

よる、労働条件の不合理な相違を禁止するルール（第 20 条）も規定している。これに対応

するため、雇用管理上、何らかの見直しを行ったか尋ねると、フルタイム契約労働者あるい

はパートタイム契約労働者を雇用している企業（ｎ＝5,858）のうち、「既に見直しを行った」

割合は 5.7％で、「今後の見直しを検討している」割合も 10.3％にとどまった。これに対し、

「見直しを行うかどうかを含めて方針未定」（41.5％）と「見直し予定はない（現状通りで問

題ない）」（39.5％）がともに 4 割前後みられ、合わせて 8 割を超えた（図表２１）。 

（ｎ＝フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者について、 

無期転換ルールへの対応方針は未定・分からないと回答した企業１，８１７社）
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％

（複数回答）

既に

見直しを

行った, 
5.7 

今後の

見直しを

検討している, 
10.3 

見直しを行うか

どうかを含めて

方針未定, 41.5 

見直し予定はない

（現状通りで

問題ない）, 39.5 

無回答,
2.9 

（ｎ＝フルタイムあるいはパートタイム
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（ｎ＝フルタイム契約労働者あるいは

パートタイム契約労働者を雇用

している企業５，８５８社）

（％）

「既に見直しを行った」あるいは「今後の見直しを検討している」企業（ｎ＝940）を対

象に、具体的な見直し内容を尋ねると（複数回答）、もっとも多いのは「有期・無期契約労働

者間の職務等の違いの明確化」で 1／3 を超え（33.4％）、これに「基本給（月給・時間給な

ど）関係」（31.8％）や「賞与関係」（26.6％）等が続いた（1 企業当たりの見直し内容数は

平均 2.2）。なお、「基本給関係」と「諸手当（通勤手当以外）関係」「賞与関係」を「賃金関

係」として、いずかを選択している割合を算出すると 48.5％となり、具体的な見直し内容の

最多項目に浮上する。 
こうした結果を「既に見直しを行った」企業と、「今後の見直しを検討している」企業の

間で比較すると、前者では「有給・特別休暇の付与関係」や「通勤手当の支給関係」等を挙

げる割合が相対的に高い。一方、後者では「有期・無期契約労働者間の職務等の違いの明確

化」や「有期契約労働者の比較対象となる無期契約労働者（正社員等）の労働条件の見直し」

のほか、「賞与関係」や「退職金の支給関係」等を挙げる割合が相対的に高くなっている。 
 

なお、主な業種別や雇用者規模別でみても、「既に見直しを行った」企業は、「医療,福祉」

（12.9％）を除き、総じて 1 割未満である（附属統計表 147 頁）。また、「今後の見直しを検

討している」割合は、大規模企業になるほど高まる傾向がみられるが、「1,000 人以上」でも

1／7 程度（14.0％）にとどまっている。 
具体的な見直し内容（複数回答）としては、「有期・無期契約労働者間の職務等の違いの

明確化」が、「金融業,保険業」（71.4％）で突出して高い。また、大規模企業になるほど高ま

る傾向が見て取れる（「49 人以下」で 15.9％～｢1,000 人以上｣で 50.7％）。 
 
図表２１ 有期・無期契約間の不合理な労働条件の相違禁止ルールにどう対応するか（左） 

  「既に見直しを行った」「今後の見直しを検討している」場合、見直し内容は何か（右） 
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一方、「基本給（月給・時間給など）関係」については、「宿泊業,飲食サービス業」（50.0％）

や「建設業」（41.0％）、「医療,福祉」（40.5％）等で回答割合が高く、また、小規模企業にな

るほど高まる傾向が見て取れる（「49 人以下」で 45.7％～｢1,000 人以上｣で 20.5％）。 
このほか、「有給・特別休暇の付与関係」を挙げた企業の割合は、「不動産業,物品賃貸業」

（38.5％）や「学術研究,専門・技術サービス業」（36.0％）、「情報通信業」（34.1％）等で高

い。また、企業規模が小さいほど高くなっている（「49 人以下」で 26.8％～｢1,000 人以上｣

で 13.7％）。同様に、「通勤手当の支給関係」についても、「学術研究,専門・技術サービス業」

（24.0％）や「宿泊業,飲食サービス業」（23.5％）等で高く、また、小規模企業になるほど

回答割合が高まっている（「49 人以下」で 21.3％～｢1,000 人以上｣で 12.3％）。 
 
（１１）対応方針を決める上でのネックと必要な行政支援 

（１０）で「見直しを行うかどうかを含めて方針未定」と回答した企業（ｎ＝2,433）を

対象に、有期・無期契約労働者間の不合理な労働条件の相違を禁止するルールへの対応方針

を決める上で、ネックになっていることを尋ねると（複数回答）、最多は「法の詳細（どのよ

うな労働条件の相違が不合理と認められるか等）が分からないこと」で 4 割を超えた（44.2％）

（図表２２）。次いで、「有期・無期契約者間に於ける労働条件の不合理な相違の有無の点検・

精査」（40.0％）や「人事処遇制度全体の見直し」（35.5％）が挙がり、これに「有期契約労

働者の処遇改善に伴う原資の確保」（24.0％）、「同業または地域の他社の動向（労使紛争や裁

判の動向含む）」（21.5％）等が続いている（1 企業当たりの課題数は平均 1.8）。 
 

図表２２ 対応方針を決める上でネックになっていることは何か（左） 
        対応方針を決める上で、どのような行政支援があれば良いと思うか（右） 
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（複数回答）
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（複数回答）

（ｎ＝フルタイムあるいはパートタイムの契約労働者について、不合理な労働条件

の相違禁止ルールへの対応方針は未定・分からないと回答した企業２，４３３社）

（ｎ＝フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者について、不合理な労働条件

の相違禁止ルールへの対応方針は未定・分からないと回答した企業２，４３３社）
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こうした結果を、主な業種別や雇用者規模別にみても、総じて 4 割以上の企業が、「法の

詳細（どのような労働条件の相違が不合理と認められるか等）が分からない」ことを挙げて

いる（附属統計表 148 頁）。中でも、「不動産業，物品賃貸業」（54.3％）や「金融業，保険

業」（52.3％）、「教育,学習支援業」（50.8％）、「生活関連サービス業,娯楽業」（50.6％）等で

半数を超えている。また、「有期・無期契約者間に於ける労働条件の不合理な相違の有無の点

検・精査」については、「不動産業,物品賃貸業」（54.3％）や「学術研究，専門・技術サービ

ス業」（48.5％）等で回答割合が高く、また、大規模企業になるほど高くなっている（「49 人

以下」で 31.4％～｢1,000 人以上｣で 54.9％）。 
 

一方、対応方針を決める上で、どのような行政支援があれば良いと思うか尋ねると（複数

回答）、「法の詳細についての情報提供（パンフレット配布、セミナー開催等）」が半数を超え

てもっとも多く（50.8％）、次いで、「他社の事例・取組についての紹介」（39.5％）、「有期契

約労働者の処遇改善に伴う助成措置」（31.4％）、「自社の具体的な対応について相談できる体

制の整備」（25.4％）等が挙がった（1 企業当たりの内容数は平均 1.7）。 
主な業種別や雇用者規模別でみると、「法の詳細についての情報提供」は、「金融業，保険

業」（65.9％）や「医療，福祉」（59.8％）等で高い。また、企業規模に依らず 4～5 割程度

となっている。「他社の事例・取組についての紹介」は、「金融業，保険業」（54.5％）や「教

育,学習支援業」（52.3％）、「不動産業，物品賃貸業」（51.4％）で半数を超えて高い。また、

大規模企業になるほど、ニーズが高まる傾向が見て取れる（「49 人以下」で 34.6％～｢1,000
人以上｣で 55.7％）。 
 
 
９．改正労働契約法が有期契約労働者の雇用管理に及ぼす影響 
（１）検証① 契約更新の上限設定に対する影響 
 改正労働契約法が、有期契約労働者の雇用管理に及ぼす影響を検証するため、契約の反復

更新に係る上限の設定・見直し状況や、正社員登用制度・慣行の導入・見直し状況、また、

有期契約労働者の新規採用時や契約更新時の判断のあり方等についても尋ねている。 
それによると、まず、契約の反復更新に係る上限の設定状況については、何らかの上限を

「設けている」割合が、フルタイム契約労働者を雇用している企業（ｎ＝4,904）で 17.1％
（内訳は、更新回数の上限ありが 6.0％、通算勤続年数の上限ありが 10.3％等）、パートタイ

ム契約労働者を雇用している企業（ｎ＝4,665）で 10.0％（同順に 2.7％、6.5％等）となっ

た（図表２３）。 
 

主な業種別にみると、何らかの上限を「設けている」企業の割合は、「教育,学習支援業」

（フル 38.9％、パート 27.5％）で顕著に高くなっている（附属統計表 125～126 頁）。また、
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「学術研究,専門・技術サービス業」（フル 29.9％、パート 18.1％）や、「不動産業,物品賃貸

業」（フル 29.1％、パート 27.8％）等でも高い。 
雇用者規模別では、大規模企業になるほど、何らかの上限を「設けている」割合が高まる

傾向がみられ、｢1,000 人以上｣についてはフルタイム契約労働者で 1／4 を超え（26.4％）、

パートタイム契約労働者でも 1／6 超（17.9％）となっている。 
また、６．のもっとも人数が多い職種別にみると、フルタイム契約労働者では「専門・技

術職（教育関係）」（31.3％）や「事務職」（24.7％）、「管理職」（23.5％）等、同様にパート

タイム契約労働者についても、「専門・技術職（医療関係）」（18.5％）や「専門・技術職（そ

の他）」（17.4％）等で、何らかの上限を「設けている」企業の割合が高い。 
 

図表２３ 契約の反復更新に係る上限の設定・見直し状況 

                    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その上で、契約の反復更新に係る上限を「設けている」企業を対象に、こうした上限がい

つからあるか尋ねると、「改正労働契約法に関係なく、以前からある」割合が、フルタイム契

10.0 

上限を

設けている,
17.1 

87.5 

上限を設けていない, 
80.4 

2.5 

無回答, 
2.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パートタイム契約労働者

（ｎ＝パートタイム契約労働者を

雇用している企業４，６６５社）

フルタイム契約労働者

（ｎ＝フルタイム契約労働者を

雇用している企業４，９０４社）

契約更新の回数上限や通算勤続年数の上限を設けているか

49.4 

改正労働契約法の

全面施行に伴い、

新設した, 38.0 

45.1 

改正労働契約法に

関係なく、以前から

ある, 59.8 

5.6 

無回答, 
2.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パートタイム契約労働者

（ｎ＝上限がある企業４６６社）

フルタイム契約労働者

（ｎ＝上限がある企業８４０社）

上限はいつからあるか

7.6 

7.4 

4.3 

3.2 

87.6 

変更していない, 89.0 

0.5 

無回答,
0.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パートタイム契約労働者

（ｎ＝改正労働契約法に関係なく、

以前から上限がある企業２１０社）

フルタイム契約労働者

（ｎ＝改正労働契約法に関係なく、

以前から上限がある企業５０２社）

変更した（上限を引き上げた） 変更した（上限を引き下げた）

改正労働契約法の施行に伴い、上限設定の内容を変更したか
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約労働者（ｎ＝840）で 59.8％（フルタイム契約労働者を雇用している企業に占める割合で

は 10.2％、以下同）、パートタイム契約労働者（ｎ＝466）で 45.1％（4.5％）となる一方、

「改正労働契約法の全面施行に伴い、新設した」割合は、フルタイム契約労働者で 38.0％
（6.5％）、パートタイム契約労働者では 49.4％（4.9％）となった。 

更に、契約更新の上限が「改正労働契約法に関係なく、以前からある」企業を対象に、改

正労働契約法の施行に伴い、上限設定の内容を変更したかについても尋ねると、「変更してい

ない」割合が、フルタイム契約労働者（ｎ＝502）で 89.0％（9.1％）、パートタイム契約労

働者（ｎ＝210）で 87.6％（3.9％）となっている。「変更した」割合は、フルタイム契約労

働者で上限を「引き上げた15」が 7.4％、「引き下げた」が 3.2％で計 10.6％（1.1％）。同様

に、パートタイム契約労働者では、上限を「引き上げた」が 7.6％で、「引き下げた」が 4.3％
の計 11.9％（0.5％）などとなった。 
 

主な業種別にみると、「改正労働契約法の全面施行に伴い、（上限を）新設した」割合は、

フルタイム契約労働者で「金融業,保険業」（フルタイム契約労働者を雇用している企業に占

める割合で 15.4％）等、また、パートタイム契約労働者については「教育,学習支援業」（同・

パートタイム契約労働者で 11.9％）等で高くなっている（附属統計表 127 頁）。 
雇用者規模別では、概ね、大規模企業になるほど高まる傾向が見て取れる（フル「49 人以

下」で 6.1％～｢1,000 人以上｣で 10.2％、パート「49 人以下」で 3.0％～｢1,000 人以上｣で

9.1％）。 
更に、６．の人数がもっとも多い職種別にみると、「改正労働契約法の全面施行に伴い、（上

限を）新設した」企業の割合は、フルタイム契約労働者で「専門・技術職（教育関係）」（10.8％）

や「専門・技術職（情報処理関係）」（10.0％）等、また、パートタイム契約労働者では「専

門・技術職（医療関係）」（7.7％）や、「専門・技術職（教育関係）」（7.1％）等でやや高くな

っている。 
 
（２）検証② 正社員への登用制度・慣行に対する影響 

次に、正社員へ登用する制度や慣行16の導入状況について尋ねると、フルタイム契約労働

者を雇用している企業（ｎ＝4,904）では、「正社員に直接登用する制度がある」割合が 33.9％、

「他の区分を経由して、正社員に登用する制度がある」が 4.1％で、何らかの制度がある企

業が計 38.0％となった（図表２４）。これに「制度はないが、正社員に登用する慣行がある」

が 4 割超（44.8％）で続き、総じて制度や慣行がある企業は 8 割超（計 82.8％）となってい

る。 

                                                
15 上限を「引き上げた」とは例えば 3 年→5 年等、反対に「引き下げた」とは例えば 5 年→3 年等と注釈した。 
16 有期契約労働者を、いわゆる正社員（直接雇用かつ無期労働契約で、貴社の正社員・正規職員としている者）に登用

する制度や慣行を指す、と注釈した。 
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他

無
回
答

ｎ＝「既に見直しを行った」あるいは「今後の見直しを検討している」企業１，３４０社

ｎ＝「既に見直しを行った」企業４６３社

ｎ＝「今後の見直しを検討している」企業８７７社

％

（複数回答）

既に

見直しを

行った,
7.9 

今後の

見直しを

検討中, 15.0 

見直し方針は

未定, 49.9 

見直し予定は

ない, 23.3 

無回答, 
3.9 

（ｎ＝フルタイムあるいはパートタイム

の契約労働者を雇用している企業

５，８５８社）

（ｎ＝フルタイム契約労働者あるいは

パートタイム契約労働者を雇用

している企業５，８５８社）

同様に、パートタイム契約労働者を雇用する企業（ｎ＝4,665）でみると、「正社員に直接

登用する制度がある」割合は 17.7％、「他の区分を経由して、正社員に登用する制度がある」

は 8.5％で、何らかの制度がある企業が計 26.2％となった。これに「制度はないが、正社員

に登用する慣行がある」（46.2％）が続き、総じて制度や慣行がある企業は 7 割超（計 72.3％）

となっている。 
なお、正社員へ登用する制度や慣行がある企業を対象に、労働契約法の改正（2012 年 8

月）以降に於ける登用実績も尋ねると、登用者が「いた」割合は、フルタイム契約労働者（ｎ

＝4,062）で 6 割を超え（64.3％）、パートタイム契約労働者（ｎ＝3,375）でも 2 割超（23.0％）

となった。 
 
図表２４ 正社員への登用制度・慣行の導入状況（上）と 

改正労働契約法の施行に伴い、同制度・慣行の見直しを行う予定はあるか（左下） 
「既に見直しを行った」「今後の見直しを検討中」の場合、見直し内容は何か（右下） 

              
 
 
 
 
 

                           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

17.7 

33.9 

8.5 

4.1 

46.2 

44.8 

24.7 

14.4 

2.9 

2.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パートタイム契約労働者

（ｎ＝パートタイム契約労働者を

雇用している企業４，６６５社）

フルタイム契約労働者

（ｎ＝フルタイム契約労働者を

雇用している企業４，９０４社）

正社員に直接登用する制度がある 他の区分を経由して、正社員に登用する制度がある

制度はないが、正社員に登用する慣行がある 正社員に登用する制度・慣行はない（他の区分止まりを含む）

無回答
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その上で、フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業

（ｎ＝5,858）を対象に、反復更新で通算 5 年を超えた場合の、無期契約への転換を定めた

改正労働契約法の施行に伴い、有期契約労働者から正社員へ登用する制度や慣行について、

何らかの見直しを行う予定があるか尋ねると、「見直し方針は未定」とする企業が約半数

（49.9％）を占める一方、「既に見直しを行った」（7.9％）あるいは「今後の見直しを検討中」

（15.0％）の企業も合わせて 2 割を超えた（図表２４）。 
見直し内容としては（複数回答）、「正社員への登用制度・慣行の新設」（48.8％）がもっと

も多く、これに「登用先となる正社員区分の増設（多様化）」（27.7％）、「正社員への直接登

用は行わず、必ず無期契約区分を経由するよう制度・慣行を変更」（18.3％）、「正社員への登

用要件を緩和（登用期間の短縮含む）」（10.6％）等が続く（1 企業当たりの内容数は平均 1.3）。 
「既に見直しを行った」企業と「今後の見直しを検討している」企業で内容を比較すると、

前者では「正社員への登用制度・慣行の新設」等が相対的に多いのに対し、後者では「登用

先となる正社員区分の増設（多様化）」や「正社員への直接登用は行わず、必ず無期契約区分

を経由するよう制度・慣行を変更」等が相対的に多くなっている。 
 
 こうした結果を主な業種別にみると、改正労働契約法の施行に伴い、有期契約労働者から

正社員に登用する制度や慣行について、何らかの見直しを「既に行った」あるいは「今後の

見直しを検討中」の企業の割合は、業種を問わず 10％台後半～20％台である。一方、雇用者

規模別では、大規模企業になるほど高まる傾向がみられ、「1,000 人以上」で 1／3 超（33.9％）

となっている。 
こうしたなか、見直し内容（複数回答）として、「正社員への登用制度・慣行の新設」を

挙げた企業の割合は、「学術研究,専門・技術サービス業」（60.0％）や「医療,福祉」（56.6％）、

「製造業」（53.2％）等で高く、また、小規模企業になるほど高まる傾向が見て取れる（「49
人以下」で 53.4％～｢1,000 人以上｣で 35.1％）。「登用先となる正社員区分の増設（多様化）」

については、「生活関連サービス業,娯楽業」や「学術研究,専門・技術サービス業」（ともに

34.3％）、「金融業,保険業」（33.3％）等でやや高く、大規模企業ほど回答割合が高くなって

いる（「49 人以下」で 17.2％～｢1,000 人以上｣で 48.2％）。 
 
（３）検証③ 有期契約労働者の新規採用時や契約更新時の判断のあり方に対する影響 
 フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業（ｎ＝5,858）
を対象に、改正労働契約法の施行に伴い、有期契約労働者の新規採用時や契約更新時の判断

のあり方について、何らかの変更を行ったか尋ねると、いずれも「特段、変更していない」

とする企業が大勢を占めた（新規採用時で 86.4％、契約更新時で 84.6％）（図表２５）。一方、

判断のあり方を「厳格化した」企業は、新規採用時で 5.6％、契約更新時では 7.4％みられた

ものの、総じて何らかの変更を加えた割合は 1 割未満にとどまっている。 
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厳格化した, 5.6 

緩和した, 1.6 

特段、変更して

いない, 86.4 

不明・分から

ない, 4.0 

無回答, 
2.4 

新規採用時

厳格化した, 7.4 

緩和した, 2.0 

特段、変更して

いない, 84.6 

不明・分から

ない, 3.3 

無回答,
2.7 

（ｎ＝フルタイムあるいはパートタイム

の契約労働者を雇用している企業

５，８５８社）

契約更新時

（ｎ＝フルタイム契約労働者あるいは

パートタイム契約労働者を雇用

している企業５，８５８社）

なお、主な業種別にみると、契約更新時の判断のあり方を「厳格化した」企業の割合は「学

術研究,専門・技術サービス業」（14.6％）や「教育,学習支援業」（12.6％）、「不動産業,物品

賃貸業」（14.2％）等でやや高い（附属統計表 130 頁）。また、大規模企業になるほど高まる

傾向がみられ、「1,000 人以上」で 17.0％等となっている。 
 

図表２５ 有期契約労働者の新規採用時（左）や 
     契約更新時（右）の判断のあり方を変更したか 

                
 
 
 
 
 
 
 
 
                              
 
 
第２節 改正労働契約法の特例に、企業はどう対応しようとしているのか 

１．有期雇用特別措置法の認知度 
2015 年 4 月に施行された｢専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法｣

では、①高度な専門的知識等を有する有期契約労働者や、②定年後、引き続いて雇用される

高齢の有期契約労働者について、その能力が有効に発揮されるような雇用管理上の措置に係

る計画を申請し、都道府県労働局長に認定されれば、改正労働契約法に伴う無期転換申込権

が一定期間、発生しないこととする特例が規定された。 
全有効回答企業（ｎ＝9,639）を対象に、こうした特例が設けられたことを知っているか

尋ねると、「内容まで知っている」割合が 18.0％で、「規定されたことは知っているが、内容

まではよく分からない」が 37.4％（総じて有期雇用特別措置法の認知度は半数超）となる一

方、「知らない・分からない」企業も 4 割を超えた（41.1％）（図表２６）。 
なお、後述する２及び３．を交え、「高度な専門的知識等を有する有期契約労働者」ある

いは「定年後、引き続いて雇用される高齢の有期契約労働者」を雇用している企業に絞って

みると、「内容まで知っている」割合はともに 1／4 程度まで増加し、「規定されたことは知

っているが、内容まではよく分からない」と合わせた法の認知度は約 2／3 となっている。 

（％）
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図表２６ 有期雇用特別措置法による特例が設けられたことを知っているか 

                      
 
 
 
 
 
 
 
                               

 
２．高度専門職有期に係る特例の活用状況・方針 

現在、有期契約労働者を雇用している企業（ｎ＝6,490）を対象に、高度な専門的知識等

を有する有期契約労働者17（高度専門職有期）の雇用状況を尋ねると、「現在、雇用しておら

ず、今後の予定もない」が 84.8％にのぼる一方、「現在、雇用している」企業は 11.8％で、

「今後、雇用する予定がある」との回答も 1.0％みられた。 
高度専門職有期を雇用している企業の割合を、主な業種別にみると、「学術研究,専門・技

術サービス業」（36.1％）や「教育,学習支援業」（25.3％）、「建設業」（25.2％）、「情報通信

業」（22.1％）で 2 割を超えて高い（附属統計表 149 頁）。また、雇用者規模別では、「1,000
人以上」（21.3％）で 2 割を超えるが、他はいずれも 1 割程度となっている。 
 

その上で、高度専門職有期を「現在、雇用している」あるいは「今後、雇用する予定があ

る」企業（ｎ＝831）を対象に、高度な専門的知識等を有し、年収が 1,075 万円以上で、5
年を超える一定期間内に完了する業務（プロジェクト）に従事する有期契約労働者について、

10 年を上限とするプロジェクト完了までの期間、無期転換申込権が発生しないこととする特

例を、活用する予定があるか尋ねると、「活用予定はない」企業が 87.7％にのぼる一方、「活

用のため、既に計画を申請した」（0.5％）あるいは「今後、活用予定・検討余地がある」（9.3％）

といった回答も、合わせて 1 割程度みられた（図表２７）。 
なお、全有効回答企業（ｎ＝9,639）ベースに換算すると、「活用のため、既に計画を申請

した」割合は 0.0％、「今後、活用予定・検討余地がある」割合も 0.8％と非常に僅少である。 

                                                
17 博士の学位を有する者、公認会計士、税理士、医師、歯科医師、獣医師、薬剤師、弁護士、社会保険労務士、一級

建築士、不動産鑑定士、弁理士、技術士、ＩＴストラテジスト・システムアナリスト・アクチュアリーの資格試験合格者、特

許発明の発明者、登録意匠の創作者、登録品種の育成者。また、大学卒で 5 年、短大・高専卒で 6 年、高卒で 7 年

以上の実務経験を有する、農林水産業・鉱工業・機械・電気・建築・土木の技術者、システムエンジニア、デザイナー、

システムエンジニアとして実務経験５年以上を有するシステムコンサルタントと注釈した。 

内容まで

知っている, 
18.0 

規定されたことは

知っているが

内容までは

よく分からない, 
37.4 

知らない・

分からない, 
41.1 

無回答, 
3.5 

（ｎ＝全有効回答企業９，６３９社）

内容まで

知っている, 
25.0 

規定されたことは

知っているが

内容までは

よく分からない, 
41.2 

知らない・

分からない, 
32.4 

無回答, 
1.4 

（ｎ＝高度専門職有期を「現在、

雇用している」あるいは

「今後、雇用する予定が

ある」企業８３１社）

内容まで

知っている, 
24.3 

規定されたことは

知っているが

内容までは

よく分からない, 
40.2 

知らない・

分からない, 
34.4 

無回答, 
1.1 

（％）

（ｎ＝定年再雇用有期を「現在、

雇用している」あるいは

「今後、雇用する予定が

ある」企業５，６４６社）



－39－

活用のため

既に計画を

申請した, 0.5 

今後、活用

予定・検討

余地がある, 
9.3 

活用予定はない, 
87.7 

無回答, 
2.5 

（ｎ＝高度な専門的知識等を持つ

有期契約労働者を「現在、雇用して

いる」あるいは「今後、雇用する予定が

ある」企業８３１社）

行った, 
6.2 

まだ行っていない

が、今後行う予定, 
69.1 

行っていない・

今後行う予定も

ない, 21.0 

無回答,
3.7 

（ｎ＝高度な専門的知識等を持つ有期契約労働者

に係る特例を「活用のため既に計画を申請した」

あるいは「今後、活用予定・検討余地がある」

企業８１社）

（％）

主な業種別にみると、「活用のため、既に計画を申請した」あるいは「今後、活用予定・

検討余地がある」企業の割合は、「教育,学習支援業」（3.6％）や「情報通信業」（2.1％）、「学

術研究,専門・技術サービス業」（1.9％）等でやや高い（附属統計表 149 頁）。また、雇用者

規模別では、「1,000 人以上」で 4.0％とやや高くなっている。 
こうしたなか、高度専門職有期に係る特例の「活用のため、既に計画を申請した」あるい

は「今後、活用予定・検討余地がある」企業（ｎ＝81）を対象に、関係する労働者（労働組

合等）からの意見聴取を行ったか（行う予定があるか）尋ねると、意見聴取を既に「行った」

企業は 6.2％にとどまるものの、「まだ行っていないが、今後行う予定」が 69.1％にのぼった。

ただ、「行っていない・今後、行う予定もない」企業も 2 割を超えた（21.0％）。 
 

図表２７ 高度専門職有期に係る特例を活用するか（左） 
  活用する場合、労働者（労働組合等）からの意見聴取を行うか（右） 

                                        
 
 
 
 
 
 
 
 
                    
                        
 
３．定年再雇用有期に係る特例の活用状況・方針 

現在、有期契約労働者を雇用している企業（ｎ＝6,490）を対象に、（自社を満 60 歳以上

で）定年した高齢の有期契約労働者（定年再雇用有期）の雇用状況を尋ねると、定年再雇用

有期を「現在、雇用している」企業が 8 割を超え（81.5％）、「今後、雇用する予定がある」

も 5.5％みられた。「雇用しておらず、今後の予定もない」企業は、10.1％にとどまった。 
 
 その上で、定年再雇用有期を「現在、雇用している」あるいは「今後、雇用する予定があ

る」企業（ｎ＝5,646）を対象に、適切な雇用管理に係る計画を作成し、都道府県労働局長

の認定を受けた場合に、同一事業主に継続雇用される期間は、無期転換申込権が発生しない

こととする特例を、活用する予定があるか尋ねると、「活用予定はない」との回答が約 6 割

（59.6％）にのぼったものの、「活用のため、既に計画を申請した」企業も 5.7％みられ、ま
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行った, 
10.5 

まだ行っていない

が、今後行う予定, 
61.5 

行っていない・

今後行う予定も

ない, 26.0 

無回答, 1.9 

（ｎ＝定年再雇用者に係る特例を

「活用のため既に計画を申請した」

あるいは「今後、活用予定・検討余地がある」

企業２，２０９社）

（％）

た、「今後、活用予定・検討余地がある」企業も 1／3 程度となった（33.4％）（図表２８）。 
 なお、これを現在、定年再雇用有期の中に（特例の当に対象となるような）「満 65 歳以上」

の人が含まれている企業（ｎ＝3,461）だけでみると、「活用のため、既に計画を申請した」

割合は 6.7％、「今後、活用予定・検討余地がある」割合は 37.0％で、「活用予定はない」が

55.2％と算出される。 
こうしたなか、定年再雇用有期に係る特例の「活用のため、既に計画を申請した」あるい

は「今後、活用予定・検討余地がある」企業（ｎ＝2,209）を対象に、関係する労働者（労

働組合等）からの意見聴取を行ったか（行う予定があるか）尋ねると、意見聴取を既に「行

った」企業は 10.5％で、「まだ行っていないが、今後行う予定」が 61.5％にのぼった。ただ、

「行っていない・今後、行う予定もない」とする企業も 1／4 超みられた（26.0％）。 
 

図表２８ 定年再雇用有期に係る特例を活用するか（左） 
          活用する場合、労働者（労働組合等）からの意見聴取を行うか（右） 

                            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                       
 
 
第３節 多様な正社員の活用状況・見通しはどうなっているのか 

１．多様な正社員の活用状況 
正社員を｢直接雇用かつ無期労働契約で、貴社の正社員・正規職員としている者｣と定義し

て、その中に働き方（「職種や職務、職域」「勤務地（配転・異動の範囲）」「就ける役職・役

割の範囲」「労働時間の長さ」「その他」）が、限定されている区分があるか尋ねると、全有効

回答企業（ｎ＝9,639）のうち、働き方に係る何らかの限定区分がある（多様な正社員区分

がある）割合は、1／4 超となった（26.8％）（図表２９）。 
具体的にみると（複数選択）、「職種や職務、職域が限定されている区分」を持つ企業が

19.7％で、「勤務地（同）が限定されている区分」が 12.4％（参考：事業所数が 2 ヶ所以上

活用のため既に

計画を申請した, 5.7 

今後、活用予定・

検討余地がある, 
33.4 

活用予定はない, 
59.6 

無回答, 1.3 

（ｎ＝定年再雇用者を「現在、雇用して

いる」あるいは「今後、雇用する

予定がある」企業５，６４６社）
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の企業は 62.9％）、「就ける役職・役割の範囲が限定されている区分」が 10.4％で、「労働時

間の長さが限定されている区分」が 12.2％（育児・介護休業法への対応のみを理由とするも

の18等を除くと 4.8％）等となっている。 
なお、何らかの多様な正社員区分があると回答した企業（ｎ＝2,585）を対象に、労働契

約法の改正（2012 年 8 月）以降に於ける導入状況を尋ねると、多様な正社員区分を「新設・

増員した」割合は 2 割超（20.5％、全有効回答企業に占める割合では 5.5％）となった。 
          

図表２９ 多様な正社員の活用状況 

                   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 こうした結果を主な業種別にみると、多様な正社員区分がある企業は、「医療,福祉」や「金

融業,保険業」「教育,学習支援業」等に多いことが分かる。具体的には、「職種や職務、職域

が限定されている区分」は「医療,福祉」や「教育,学習支援業」「運輸業,郵便業」等、「勤務

地（同）が限定されている区分」は「不動産業,物品賃貸業」等、また、「就ける役職・役割

の範囲が限定されている区分」は「金融業,保険業」等、「労働時間の長さが限定されている

区分」（育児・介護休業法への対応以外）は「医療,福祉」や「生活関連サービス業,娯楽業」

等に多くなっている。 
雇用者規模別にみると、働き方に係る何らかの限定区分を持つ割合は、大規模企業になる

                                                
18 育児・介護休業法では、3 歳未満の子を養育する労働者について、｢短時間勤務制度｣を設けること等を義務づけてい

る。 

（％）

9,639 19.7 12.4 10.4 12.2 4.8 2.2 26.8 5.5

建設業 1,122 17.1 9.6 8.4 8.3 3.2 1.1 22.0 3.9
製造業 2,391 13.3 10.1 7.7 9.3 3.4 1.4 20.7 3.6
電気・ガス・熱供給・水道業 89 16.9 12.4 11.2 7.9 3.4 1.1 21.3 4.5
情報通信業 326 17.2 10.1 7.7 14.1 4.3 1.2 25.2 6.4
運輸業、郵便業 737 26.5 12.9 11.4 10.7 5.6 2.3 30.1 5.8
卸売業、小売業 1,818 21.9 16.6 11.8 14.6 5.1 1.5 30.9 7.1
金融業、保険業 109 22.0 11.9 20.2 22.9 3.7 1.8 36.7 5.5
不動産業、物品賃貸業 153 23.5 17.0 14.4 14.4 4.6 3.9 30.7 5.2
学術研究、専門・技術サービス業 260 23.1 10.4 11.5 14.6 6.5 3.5 30.0 6.9
宿泊業、飲食サービス業 534 23.6 15.2 10.3 13.3 6.0 4.3 30.3 7.7
生活関連サービス業、娯楽業 284 18.0 15.5 11.6 14.4 7.0 4.6 28.9 6.0
教育、学習支援業 196 29.6 9.2 16.8 14.8 6.6 4.6 35.2 2.6
医療、福祉 384 36.2 16.1 18.5 20.8 7.3 4.9 42.7 8.9
その他サービス業 1,106 19.3 11.7 10.8 13.4 6.2 3.3 27.0 6.2
サービス業計 2,204 20.6 12.8 10.8 13.6 6.3 3.7 28.3 6.6
４９人以下 3,505 16.8 6.7 7.5 8.1 4.1 1.7 20.7 3.8
５０～９９人 2,590 18.7 11.5 10.2 12.0 4.8 2.5 25.4 5.0
１００～２９９人 2,245 20.8 15.1 11.6 15.3 5.2 2.8 30.6 6.9
３００～９９９人 700 25.7 22.9 16.1 18.3 5.9 1.7 38.7 7.1
１，０００人以上 354 37.9 39.5 25.4 25.1 7.6 2.3 53.4 15.0
中小企業（３００人未満）計 8,340 18.5 10.5 9.4 11.3 4.6 2.3 24.8 5.0
１ヶ所のみ 3,472 15.5 5.0 7.4 9.0 3.9 1.8 20.2 3.4
２ヶ所以上 6,063 22.2 16.8 12.2 14.2 5.3 2.5 30.9 6.7
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ほど高く、「1,000 人以上」で過半数（53.4％）を占めている。限定性の内容を問わず、大規

模企業になるほど増加する傾向がみられるが、中でも「職種や職務、職域が限定されている

区分」や「勤務地（同）が限定されている区分」がある割合は、「1,000 人以上」で各 4 割程

度（同順に 37.9％、39.5％）と特に高くなっている。 
 更に、こうした多様な正社員区分を、労働契約法の改正以降に「新設・増員した」割合も、

大規模企業になるほど高い。また、主な業種別では「医療,福祉」や「宿泊業,飲食サービス

業」「卸売業,小売業」等でやや高くなっている。 
 
２．就業規則に於ける規定状況と書面による本人への明示状況 

多様な正社員区分がある企業（ｎ＝2,585）を対象に、その限定性や処遇・労働条件等に

ついて、就業規則上に規定しているか尋ねると、「規定している」企業は約半数（48.7％）で、

4 割超（42.0％）が「規定していない」と回答した。 
また、限定性や処遇・労働条件等の内容を、多様な正社員本人に書面で明示しているかに

ついても、「明示している」企業が半数近い（47.8％）ものの、「明示していない」も 4 割近

い（38.4％）状況となっている。 
なお、こうした結果を組み合わせてみると、多様な正社員区分について、就業規則上に「規

定している」企業は、本人に対しても書面で「明示している」割合が高く、どちらも行って

いるか、いずれも行っていないかの、両極の状態が多くなっていることが分かる（図表３０）。 
 

図表３０ 多様な正社員の限定性や処遇・労働条件等を 
            就業規則上に規定しているか、本人に書面で明示しているか 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

25.3 

書面による本人明示を行って

いる, 74.4 

69.7 

行っていない, 
17.0 

5.0 

無回答,
8.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

規定していない

（ｎ＝１，０８６）

就業規則で

規定している

（ｎ＝１，２５８）

36.2 8.3 10.6 29.3 

1.8 

6.3 7.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就業規則で規定しており、書面による本人明示も行っている

就業規則で規定しているが、書面による本人明示は行っていない

就業規則で規定していないが、書面による本人明示は行っている

就業規則で規定しておらず、書面による本人明示も行っていない

就業規則での規定が無回答

書面による本人明示が無回答

いずれも無回答

全体計

（ｎ＝２，５８５）
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主な業種別にみると、多様な正社員の限定性や処遇・労働条件等について、就業規則上に

「規定していない」企業や、多様な正社員本人に書面で「明示していない」企業の割合は、

「医療,福祉」（同順に 51.2％、49.4％）や「建設業」（同 47.8％、43.3％）、「教育,学習支援

業」（同 44.9％、46.4％）等で高くなっている（附属統計表 155 頁）。 
また、雇用者規模別では、小規模企業になるほど高い。「49 人以下」の企業で、就業規則

上に「規定していない」割合は 46.8％、多様な正社員本人に書面で「明示していない」割合

は 42.3％となったのに対し、「1,000 人以上」の企業では同順に 24.3％、25.4％となってい

る。 
 
３．無限定正社員と多様な正社員の間の区分転換の制度や慣行 

多様な正社員区分がある企業（ｎ＝2,585）を対象に、無限定正社員と多様な正社員の間

で、区分を転換できる制度や慣行があるか尋ねると、「制度がある」割合は 26.4％、「制度は

ないが、慣行がある」割合は 18.3％で、合わせて 4 割超（44.7％）の企業が、何らかの形で

転換可能と回答した（図表３１）。なお、「制度も慣行もない」企業も約 4 割（39.3％）みら

れ、「分からない」が 10.5％となっている。 
また、無限定正社員と多様な正社員の間で、区分を転換できる制度や慣行がある企業（ｎ

＝1,156）を対象に、転換できる方向性についても尋ねると、「無限定正社員⇔多様な正社員

の相互に転換可能」とする企業が 7 割を超える（73.9％）一方、「多様な正社員→無限定正

社員のみ」転換可能は 15.9％で、「無限定正社員→多様な正社員のみ」転換可能が 6.0％とな

った。なお、労働契約法の改正（2012 年 8 月）以降に於ける転換実績が「ある」企業は、

約半数（49.4％）である。 
 
図表３１ 無限定正社員と多様な正社員の間で、区分を転換できる制度や慣行はあるか（左） 

制度や慣行がある場合、転換できる方向性はどうなっているか（右） 

              
 
 
 
 
 
 
 
 

制度がある,
26.4 

制度はないが

慣行がある, 18.3 

制度も慣行も

ない, 39.3 

分からない, 
10.5 

無回答,
5.5 

（ｎ＝多様な正社員区分がある

企業２，５８５社）

相互に転換可能

（（無限定）正社員

⇔多様な正社員）, 
73.9 

（無限定）正社員

→多様な正社員

のみ可能, 6.0 

多様な正社員→
（無限定）正社員

のみ可能, 15.9 

無回答, 
4.2

（ｎ＝無限定正社員⇔多様な正社員間で

区分を転換できる制度や慣行がある

企業１，１５６社）

（％）
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こうしたなか、制度・慣行の導入状況と転換の方向性や実績の関係を調べると、制度化し

ているか慣行のみかによって、転換出来る方向性には大きな違いがないものの、労働契約法

の改正以降に於ける転換実績の有無には顕著な違いがみられた。即ち、区分転換を制度化し

ている企業の方が、転換実績がある割合も（慣行のみの企業の）約 1.5 倍と多くなっている

ことが分かる（図表３２）。 
 

なお、無限定正社員と多様な正社員の間で、区分を転換できる制度や慣行の導入状況を、

主な業種別にみると、制度や慣行がある企業の割合は「金融業,保険業」（60.0％（うち相互

に転換可能は 47.5％））や「不動産業,物品賃貸業」（55.3％（同 36.2％））、「生活関連サービ

ス業,娯楽業」（54.9％（同 40.2％））、「情報通信業」（53.7％（同 40.2％））で 5 割を超えて

高い。また、雇用者規模別には、大規模企業になるほど高まる傾向がみられ、「1,000 人以上」

で 73.5％（うち相互に転換可能は 50.8％）にのぼっている。 
制度や慣行がある場合に、労働契約法の改正以降に於ける転換実績が「ある」企業の割合

は、「金融業,保険業」（66.7％）や「教育,学習支援業」（61.9％）、「生活関連サービス業,娯楽

業」（57.8％）等で高い。また、雇用者規模が大きくなるほど高く、「1,000 人以上」で 7 割

を超えている（72.7％）。 
 

図表３２ 制度・慣行の導入状況と転換の方向性や実績の関係 
   

 
 
 
 
 
 
４．事業所閉鎖等に直面した場合の対応方針 

一方、多様な正社員区分がある企業（ｎ＝2,585）を対象に、事業の縮小や事業所の閉鎖

等に直面した場合19、多様な正社員の雇用についてはどのように対応する方針か尋ねると、

「（無限定）正社員の取扱いと全く同じ、出来る限りの雇用維持努力を行う」と回答した企業

が約半数（49.2％）となった（図表３３）。また、「（無限定）正社員の取扱いとは実質的に異

なるが、出来る限りの雇用維持努力を行う」とする企業も 19.1％みられ、「雇用維持努力を

行うことなく、解雇（契約解除）する」企業（1.4％）は僅少にとどまっている。ただ、「分

からない・考えたことがない」との回答も 1／4 程度（24.1％）みられた。 
                                                
19 例えば、職種・職務限定の正社員で事業の縮小等に伴い業務が消失したり、勤務地限定の正社員で通勤圏内の事業

所が閉鎖した場合等と注釈した。 

38.1 

労働契約法の改正以降の

転換実績がある, 57.2 

50.5 

転換実績はない, 
35.9 

11.4 

無回答, 
6.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

制度はないが

慣行がある

（ｎ＝４７３）

転換制度がある

（ｎ＝６８３）
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こうした結果を、事業所数が 1 ヶ所のみの企業と 2 ヶ所以上の企業の間で比較すると、「（無

限定）正社員の取扱いと全く同じ、出来る限りの雇用維持努力を行う」割合は、事業所数が

2 ヶ所以上の企業で高くなっている。対して、事業所が 1 ヶ所のみの企業では、「分からない・

考えたことがない」や無回答の割合が高い。 
主な業種別にみると、「（無限定）正社員の取扱いと全く同じ、出来る限りの雇用維持努力

を行う」割合は、「情報通信業」（59.8％）や「生活関連サービス業,娯楽業」（56.1％）等で

やや高くなっている（附属統計表 155 頁）。また、「（無限定）正社員の取扱いとは実質的に

異なるが、出来る限りの雇用維持努力を行う」については「学術研究,専門・技術サービス業」

（23.1％）等でやや高く、「分からない・考えたことがない」割合は、「教育,学習支援業」

（36.2％）や「医療,福祉」（35.4％）等で高い。 
同様に、雇用者規模別にみると、大規模企業になるほど「（無限定）正社員の取扱いと全

く同じ、出来る限りの雇用維持努力を行う」割合が高く、反対に小規模企業になるほど、「（無

限定）正社員の取扱いとは実質的に異なるが、出来る限りの雇用維持努力を行う」との回答

が増加する傾向が見て取れる。 
 

図表３３ 事業所閉鎖等に直面した場合にはどう対応する方針か 

              
 
 
 
 
 
   
 
 
                  
 
５．多様な正社員の今後の活用ニーズ 

多様な正社員区分を今後、新たに導入（既にある場合は増員）する予定があるか尋ねると、

63.7％の企業が「導入（増員）の予定はない」とする一方、「多様な正社員区分を今後、新た

に導入（増員）する予定がある」との回答も 3 割を超えた（32.1％）（図表３４）。 
多様な正社員区分を導入（増員）する予定がある企業の割合を、主な業種別にみると、「宿

泊業,飲食サービス業」（44.8％）や「医療,福祉」（41.1％）、「運輸業,郵便業」（37.4％）、「生

活関連サービス業,娯楽業」（37.0％）等で高い。また、雇用者規模別では、大規模企業にな

るほど高く、「1,000 人以上」で過半数を占めている（51.1％）。 

（無限定）正社員

の取扱いと全く

同じ、出来る限り

の雇用維持努力

を行う, 49.2 （無限定）正社員

の取扱とは実質

的に異なるが、

出来る限りの

雇用維持努力を

行う, 19.1 

雇用維持努力を

行うことなく、解雇

（契約解除）する, 
1.4 

分からない・

考えたことがない, 
24.1 

無回答,
6.2 

（ｎ＝多様な正社員区分がある

企業２，５８５社）

（％）

52.7 

39.9 

19.1 

19.7 

1.2 

1.7 

22.1 

29.6 

4.9 

9.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

２ヶ所以上の企業

（ｎ＝１，８７１社）

事業所数が

１ヶ所の企業

（ｎ＝７０２社）

(無限定)正社員の取扱いと全く同じ、出来る限りの雇用維持努力を行う

(無限定)正社員の取扱いとは実質的に異なるが、出来る限りの雇用維持努力を行う

雇用維持努力を行うことなく、解雇（契約解除）する

分からない・考えたことがない

無回答
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図表３４ 多様な正社員を今後、新たに導入（増員）する予定はあるか 

                     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     
 
 なお、多様な正社員区分の導入（増員）に係る意向を、４.でみた、有期契約労働者の雇用

理由（6～7 頁）と掛け合わせてみると、「多様な正社員区分を今後、新たに導入（増員）す

る予定がある」企業の割合は、「学生や障がい者を雇用するため」（43.5％）や「社会保険料

を節約するため」（41.5％）等で特に高くなっている。 
障がい者を巡っては、2013 年 4 月 1 日より法定雇用率が 0.2％引き上げられ、その雇用者

数は 13 年連続で過去最高を更新している。また、社会保険を巡っては、2016 年 10 月 1 日

から、厚生年金・健康保険の適用が、501 人以上規模の企業等については、「①週 20 時間以

上で、②月額賃金が 8.8 万円以上、③勤務期間が 1 年以上の見込み（但し学生は除く）」に拡

大された。こうした法制の見直し等も背景に、多様な正社員区分の導入（増員）意向が、高

まっているのではないかと考えられる。 
 

また、多様な正社員区分の導入（増員）に係る意向と、無期転換ルールへの対応状況・方

針の関係についても調べると、「多様な正社員区分を今後、新たに導入（増員）する予定があ

る」割合は、特に「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約にしてい

く」企業（フル 40.9％、パート 44.4％）等で高いことが分かる（図表３５）。即ち、改正労

働契約法の副次的な効果として期待される、多様な正社員区分の導入（増員）は、無期転換

ルールに対して、特に「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約にし

ていく」企業等で進展しやすいとみられる。 
 

30.9 
51.1 

37.7 
33.1 

29.3 
30.6 

34.6 
29.7 

41.1 
32.7 

37.0 
44.8 

33.8 
22.9 

31.2 
31.2 

37.4 
30.4 

28.1 
27.8 

34.7 
ある, 32.1 

65.3 
47.2 

59.6 
64.1 

67.3 
64.6 

62.0 
66.8 

53.6 
66.3 
58.5 

52.4 
63.1 

75.2 
67.9 

64.9 
57.3 

66.0 
69.7 

68.9 
60.9 

ない, 63.7 

3.8 

1.7 

2.7 

2.8 

3.4 

4.8 

3.4 

3.4 

5.2 

1.0 

4.6 

2.8 

3.1 

2.0 

0.9 

3.9 

5.3 

3.7 

2.2 

3.3 

4.5 

無回答,
4.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中小企業（３００人未満）計（ｎ＝８，３４０）

１，０００人以上（ｎ＝３５４）

３００～９９９人（ｎ＝７００）

１００～２９９人（ｎ＝２，２４５）

５０～９９人（ｎ＝２，５９０）

４９人以下（ｎ＝３，５０５）

サービス業計（ｎ＝２，２０４）

その他サービス業（ｎ＝１，１０６）

医療、福祉（ｎ＝３８４）

教育、学習支援業（ｎ＝１９６）

生活関連サービス業、娯楽業（ｎ＝２８４）

宿泊業、飲食サービス業（ｎ＝５３４）

学術研究、専門・技術サービス業（ｎ＝２６０）

不動産業、物品賃貸業（ｎ＝１５３）

金融業、保険業（ｎ＝１０９）

卸売業、小売業（ｎ＝１，８１８）

運輸業、郵便業（ｎ＝７３７）

情報通信業（ｎ＝３２６）

電気・ガス・熱供給・水道業（ｎ＝８９）

製造業（ｎ＝２，３９１）

建設業（ｎ＝１，１２２）

全体計（ｎ＝９，６３９）

（集計対象：有効回答企業）（集計対象：全有効回答企業）
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図表３５ 無期転換ルールへの対応状況・方針と 
        多様な正社員区分の導入（増員）に係る意向の関係 

         
 
 
 
 
 
 
 
                
               
 
 
 
 
 
 
 
                  
 
こうしたなか、多様な正社員区分を導入（増員）する理由を尋ねると（複数回答）、「労働

力の（量的な）確保に対する危機感が高まっているから」（54.5％）がもっとも多く、これに

「労働者の価値観の多様化への対応や、仕事と生活の両立支援等のため」（37.9％）、「もっと

女性や若者、高齢者を採用・活用したいから」（30.3％）、「非正社員からの転換を促し、優秀

な人材を確保（囲込み）したいから」（30.0％）、「正社員の働き方を見直すため（長時間労働

やメンタルヘルスの改善等）」（23.1％）等が続いた（1 企業当たりの理由数は平均 2.4）（図

表３６）。総じて「改正労働契約法や改正労働者派遣法等に対応するため」といった理由よ

り、積極的な企業ニーズに基づくものが上回る状況となっている。 
 

一方、多様な正社員区分を今後、新たに導入（増員）する上での課題については（複数回

答）、「区分間の仕事や処遇・労働条件のバランスの取り方が難しい」（23.4％）や、「区分が

増加することで、労務管理が煩雑・複雑になる」（19.8％）等が挙がり、総じて何らかの課題

があるとする割合は、半数程度（50.5％）となった（1 企業当たりの課題数は平均 2.3）。 
 また、多様な正社員区分の導入（増員）予定はないとした企業（ｎ＝6,143）に対しても、

27.9 

37.3 

40.9 

34.2 

23.1 

ある, 32.1 

69.4 

55.2 

56.6 

63.7 

74.2 

ない, 63.7 

2.7 

7.5 

2.5 

2.0 

2.7 

無回答, 
4.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

対応方針は未定・分からない

（ｎ＝１，３２０）

雇入れの段階から無期契約にする

（有期契約での雇入れは行わない

ようにする）（ｎ＝１３４）

有期契約労働者の適性を見ながら、

５年を超える前に無期契約にしていく

（ｎ＝１，２２６）

通算５年を超える有期契約労働者から、

申込みがなされた段階で無期契約に

切り換えていく（ｎ＝１，７２６）

有期契約が更新を含めて通算５年を

超えないように運用していく

（ｎ＝４１５）

全体計

（ｎ＝９，６３９）

フルタイム契約労働者

27.9 

34.4 

44.4 

35.1 

25.8 

ある, 32.1 

68.9 

60.2 

53.8 

63.1 

71.8 

ない, 63.7 

3.2 

5.5 

1.7 

1.7 

2.4 

無回答,
4.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

対応方針は未定・分からない

（ｎ＝１，４６０）

雇入れの段階から無期契約にする

（有期契約での雇入れは行わない

ようにする）（ｎ＝１２８）

有期契約労働者の適性を見ながら、

５年を超える前に無期契約にしていく

（ｎ＝７５４）

通算５年を超える有期契約労働者から、

申込みがなされた段階で無期契約に

切り換えていく（ｎ＝１，８６７）

有期契約が更新を含めて通算５年を

超えないように運用していく

（ｎ＝３７２）

全体計

（ｎ＝９，６３９）

パートタイム契約労働者
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その理由を尋ねると（複数回答）、「区分が増加することで、労務管理が煩雑・複雑になる」

（42.8％）や、「区分間の仕事や処遇・労働条件のバランスの取り方が難しい」（41.0％）が

多く、これに「多様な正社員は働き方が限られるため、人材育成やモチベーション維持が難

しい」（26.6％）や「人事異動が硬直的になる（制限される）」（25.1％）、「多様な正社員に対

する従業員ニーズが見極めにくい」（23.2％）、「事業の範囲や事業所数等が限定されている（多

様な働き方を形成し難い）」（23.1％）、「正社員と非正社員の違いが分かり難くなる」（19.9％）

等が続いた（1 企業当たりの理由数は平均 2.5）。 
 

図表３６ 多様な正社員を導入（増員）する理由は何か（上） 
       新設（増員）する上での課題や多様な正社員の導入が難しい理由は何か（下） 
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で
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良
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労
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か
ら
の
要
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え
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め

そ
の
他

無
回
答

％

（複数回答）

（ｎ＝多様な正社員を導入する意向があると回答した企業３，０９４社）
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回
答

ｎ＝多様な正社員を導入する意向があると回答した企業３，０９４社

ｎ＝多様な正社員を導入する意向はないと回答した企業６，１４３社

％

（複数回答）
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 なお、こうした結果を主な業種別にみると、多様な正社員区分を導入（増員）する理由と

して（複数回答）、「労働力の（量的な）確保に対する危機感が高まっているから」とする割

合が特に高いのは、「宿泊業,飲食サービス業」（70.3％）や「運輸業,郵便業」（68.8％）、「建

設業」（67.1％）、「医療,福祉」（62.7％）等である（附属統計表 156 頁）。また、「労働者の価

値観の多様化への対応や、仕事と生活の両立支援等のため」については、「情報通信業」

（61.6％）のほか、「不動産業,物品賃貸業」や「生活関連サービス業,娯楽業」（ともに 45.7％）

等で高い。こうしたなか、「もっと女性や若者、高齢者を採用・活用したいから」については、

「教育,学習支援業」を除き、総じて 2～3 割台となっている。 
 雇用者規模別にみると、「労働者の価値観の多様化への対応や仕事と生活の両立支援等のた

め」（「49 人以下」で 29.8％～「1,000 人以上」で 57.5％）や「仕事の専門化・高度化や、

勤務地範囲の拡大（グローバル化）等に伴い、正社員の区分を多様化する必要性を感じてい

るから」（同順に 14.0％～23.8％）、また、「改正労働契約法や改正労働者派遣法等に対応す

るため」（同順に 7.1％～26.0％）等については、概ね大規模企業になるほど回答割合が高ま

る傾向が見て取れる。 
 
 
６．就業規則や賃金表の策定状況 
 このほか、今回の調査では基礎的な雇用管理事項として、就業規則や賃金表の策定状況に

ついても尋ねたところ、就業規則を「定めている」企業は 97.6％にのぼり、「定めていない」

企業は 1.4％と僅少にとどまった（図表３７）。主な業種や雇用者規模でみても、「定めてい

る」割合が総じて 95％を超えている。 
一方、賃金表20については、「正社員・非正社員（直接雇用）とも定めている」企業が 37.6％

で、「正社員のみ定めている（非正社員を雇用していない含む）」が 35.8％。賃金表を「定め

ている」割合は、合わせて 7 割超となった（73.4％）ものの、「（正社員についても）定めて

いない」企業も 1／4 程度（24.5％）みられた。 
 

主な業種別にみると、「正社員・非正社員（直接雇用）とも定めている」企業割合は、「教

育,学習支援業」（60.7％）や「医療,福祉」（57.6％）、「運輸業,郵便業」（48.3％）等で高い。

また、「正社員のみ定めている」については、「情報通信業」（52.5％）や「金融業,保険業」

（44.0％）等で高くなっている。これに対し、「（正社員についても）定めていない」企業割

合は、「建設業」（33.5％）や「製造業」（30.2％）、「宿泊業,飲食サービス業」（28.1％）等で

高いことが分かる。 

                                                
20 形式を問わず、基本給額または昇給額が、明確に定められたものを指す。なお、表形式になっていなくても、勤続年数

や職務内容により金額を設定するなどして、基本給額または昇給額がどれくらいになるかを明確にしたものは該当する

と注釈した。 
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雇用者規模別にみると、「正社員・非正社員（直接雇用）とも定めている」割合は大規模

企業になるほど高く、逆に、小規模企業ほど「（正社員についても）定めていない」割合が高

まる傾向が見て取れる（「49 人以下」で 36.9％～「1,000 人以上」で 5.6％）。 
 

図表３７ 就業規則と賃金表の策定状況 

                      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

全
有
効
回
答
企
業

定めて
いる

定めて
いない

無回答
全
有
効
回
答
企
業

正社員
・非正社員

（直接
雇用）とも

定めて
いる

正社員
のみ

定めて
いる

(非正社員を
雇用して

いない含む)

(正社員
につい
ても)
定めて
いない

無回答

9,639 97.6 1.4 1.0 9,639 37.6 35.8 24.6 1.9
建設業 1,122 96.2 3.1 0.7 1,122 32.4 31.8 33.5 2.3
製造業 2,391 99.1 0.6 0.3 2,391 32.8 35.8 30.2 1.2
電気・ガス・熱供給・水道業 89 98.9 1.1 - 89 42.7 41.6 14.6 1.1
情報通信業 326 99.1 0.6 0.3 326 30.1 52.5 17.2 0.3
運輸業、郵便業 737 99.1 0.4 0.5 737 48.3 33.4 16.4 1.9
卸売業、小売業 1,818 97.3 2.3 0.4 1,818 32.4 39.5 26.7 1.3
金融業、保険業 109 100.0 - - 109 45.9 44.0 8.3 1.8
不動産業、物品賃貸業 153 100.0 - - 153 40.5 39.9 19.0 0.7
学術研究、専門・技術サービス業 260 97.3 2.7 - 260 36.2 42.3 20.8 0.8
宿泊業、飲食サービス業 534 97.4 2.1 0.6 534 37.3 33.0 28.1 1.7
生活関連サービス業、娯楽業 284 97.5 2.1 0.4 284 47.2 28.5 22.9 1.4
教育、学習支援業 196 98.5 1.0 0.5 196 60.7 33.7 5.1 0.5
医療、福祉 384 97.4 1.8 0.8 384 57.6 27.9 12.5 2.1
その他サービス業 1,106 99.1 0.5 0.4 1,106 42.8 36.2 20.3 0.7
サービス業計 2,204 98.2 1.4 0.4 2,204 41.4 35.1 22.5 1.0
４９人以下 3,505 96.2 3.4 0.5 3,505 34.4 27.1 36.9 1.6
５０～９９人 2,590 99.6 0.3 0.1 2,590 37.1 38.5 23.3 1.2
１００～２９９人 2,245 99.7 0.1 0.2 2,245 39.0 44.1 16.0 0.9
３００～９９９人 700 99.4 - 0.6 700 47.0 42.7 9.0 1.3
１，０００人以上 354 99.2 - 0.8 354 50.8 42.9 5.6 0.6
中小企業（３００人未満）計 8,340 98.2 1.5 0.3 8,340 36.5 35.2 27.1 1.3

雇
用
者
規
模

就業規則

全体計

賃金表

主
な
業
種



－51－

第３章 考察 

第１節 ウェイトバック集計による一連の調査結果 

１．ウェイトバック集計の基礎情報 
 今回の調査では、無期転換ルールの効力が本格的に発揮されてくるであろう 2018 年 4 月

以降へ向けて、（調査時点で）残すところ 1 年半に迫るなか、より小規模な企業も含めた現

況を把握したいと、その対象を（過去 2 度の調査フレームである）50 人以上規模の企業から、

10 人以上規模の企業に拡大した。 
 なお、本調査は対象企業を固定して継続調査する「パネル調査」ではないものの、改正労

働契約法への対応部分については、基本的に前回調査と比較できるよう設計・実施してきた

経緯がある。 
そこで、調査票の配付に当たっては、過去 2 度の調査と同様に 50 人以上で 2 万社を確保

した上で、新たに 10 人以上 49 人以下の企業を 1 万社追加した。結果として、経済センサス

の企業構成比に照らして、10 人以上 49 人以下の企業層が薄くなっている。そこで、一連の

結果を主な業種×雇用者規模別の重み付け（図表３８）で、ウェイトバック集計した結果を

改めて示すこととしたい。 
 

図表３８ ウェイトバック集計の基礎情報 

                      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

9,343 - 3,484 - 2,579 - 2,232 - 1,048 -
100.00000 9,343 78.79799 7,362 11.04527 1,032 7.12315 666 3.03359 283

1,102 - 673 1.61434 245 0.28482 133 0.22696 51 0.22200
12.81966 1,198 11.62851 1,086 0.74689 70 0.32308 30 0.12118 11

2,344 - 749 2.06149 724 0.36284 631 0.28956 240 0.30868
22.08654 2,064 16.52632 1,544 2.81168 263 1.95561 183 0.79292 74

86 - 48 0.12075 21 0.08013 15 0.08310 2 0.42588
0.10251 10 0.06204 6 0.01801 2 0.01334 1 0.00912 1

319 - 108 1.79662 99 0.40605 86 0.36066 26 0.58249
3.00113 280 2.07680 194 0.43026 40 0.33198 31 0.16210 15

712 - 226 2.14411 225 0.44125 184 0.37169 77 0.29732
7.22610 675 5.18643 485 1.06264 99 0.73199 68 0.24504 23

1,789 - 668 2.62734 466 0.47077 425 0.32482 230 0.28064
23.30126 2,177 18.78478 1,755 2.34807 219 1.47755 138 0.69086 65

106 - 25 1.46918 25 0.23184 34 0.13687 22 0.27668
0.57012 53 0.39312 37 0.06204 6 0.04981 5 0.06515 6

152 - 60 2.72771 36 0.60766 41 0.36837 15 0.41272
2.21377 207 1.75171 164 0.23414 22 0.16165 15 0.06626 6

259 - 110 1.96736 81 0.31111 42 0.37543 26 0.27886
2.83236 265 2.31627 216 0.26972 25 0.16877 16 0.07760 7

517 - 153 4.36349 124 0.65038 144 0.34711 96 0.22614
8.77614 820 7.14560 668 0.86318 81 0.53499 50 0.23236 22

278 - 92 3.75727 73 0.83013 68 0.49004 45 0.26084
4.83067 451 3.69977 346 0.64861 61 0.35666 33 0.12563 12

193 - 62 1.60367 57 0.25330 39 0.18484 35 0.10447
1.33502 125 1.06419 99 0.15454 14 0.07716 7 0.03913 4

376 - 137 2.38211 105 0.39986 104 0.17579 30 0.15719
4.18850 391 3.49298 326 0.44938 42 0.19567 18 0.05047 5

20 - 12 0.00692 3 0.00000 4 0.00519 1 0.00000
0.00133 0 0.00089 0 0.00000 0 0.00022 0 0.00022 0

1,090 - 361 1.20827 295 0.29965 282 0.24672 152 0.21854
6.71490 627 4.66857 436 0.94612 88 0.74467 70 0.35555 33

注１：結果として、問１９（主な業種）と、問２０（雇用者規模）の両方とも、有効回答が得られた企業が集計対象になる。 注２：経営形態は会社企業で、産業中分類×常用雇用者のデータより算出した。

13 医療，福祉

14 複合サービス業（郵便局，協同組合等）

15 その他サービス業（他に分類されないもの）

10 宿泊業，飲食サービス業

11 生活関連サービス業，娯楽業

12 教育，学習支援業

7 金融業，保険業

8 不動産業，物品賃貸業

9 学術研究，専門・技術サービス業

4 情報通信業

5 運輸業，郵便業

6 卸売業，小売業

計

1 建設業

2 製造業

3 電気・ガス・熱供給・水道業

上段左：今回調査に於ける有効回収数（注１）、下段左：平成２６年経済センサスに基づく企業存在比（注２）、上段右：ウェイト値（母集団分布÷回収分布）、下段右：復元数（四捨五入して整数で表示）

計 １０～４９人 ５０～９９人 １００～２９９人 ３００人以上
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なお、本調査の母集団は本来、民間信用調査機関の企業名簿になるが、その利用は実務上

な制約に依るものであり、また、そもそも関心があるのは日本企業の属性分布通りに復元し

た場合である。そこで、敢えて経済センサスの企業構成比に基づくウェイトバック集計を試

みたが、その意味で、あくまで試算という位置づけであることを前提に、お読み取りいただ

きたい。 
ウェイトバック集計結果は、本章では主要な結果のみ紹介するが、その全容については附

属統計表の各末尾を参照されたい。また、ウェイトバック集計の対象は、必然的に主な業種

と雇用者規模の両方に有効回答があった企業群（以下、「業種・規模の両有効回答企業」）（ｎ

＝9,343）になる点に留意されたい。なお、ウェイトバック集計後のｎ数も示しているが、

あくまで参考値（復元の積み上げにより算出された結果）に過ぎない点に、注意する必要が

ある（そのため、必ずしもｎ数の合算が内訳と一致しない場合や、本問－枝問間のｎ数が整

合的でない場合等もある）。 
 
２．ウェイトバック集計による主要な調査結果 
（１）有効回答企業の主な属性 
 ウェイトバック集計後の主な企業属性は、下表の通りである（図表３９）。 

ウェイトバック集計後に於ける、業種・規模の両有効回答企業（ｎ＝9,343）の主な業種

構成をみると、全有効回答企業（ｎ＝9,639）の単純集計結果（3 頁・図表 1）と比較して、

「製造業」（2.7 ㌽減）や「その他サービス業（他に分類されないもの）」（4.8 ㌽減）等がや

や少なく、「卸売業,小売業」（4.4 ㌽増）や「宿泊業,飲食サービス業」（3.3 ㌽増）等がやや多

い。また、規模別にみると「49 人以下」が約 8 割を占め、これに関連して「労働組合も労使

協議機関もない」割合（13.9 ㌽増）や、事業所が「1 ヶ所のみ」の割合（14.8 ㌽増）も大き

く上昇している。 
なお、今回の調査では、これまでより小規模な企業群についても、初めてその実態を把握

した。そこで以降は、（10 人以上）49 人以下の企業群と 50 人以上規模の企業群の間で、改

正労働契約法への対応状況・方針等がどのように異なるかについても、比較しながら見てい

くこととしたい。 
それによると、（10 人以上）49 人以下の企業では相対的に、50 人以上の企業に比べて「建

設業」の割合が高く、「卸売業,小売業」等の割合もやや高くなっている。その分、50 人以上

の企業では「製造業」や「サービス業計」等の割合がやや高い。 
また、（10 人以上）49 人以下では「労働組合も労使協議機関も無い」割合が 3／4 を占め

るが、50 人以上では半数程度で、その分、「過半数代表の労働組合がある」企業（20.5％）

と「過半数代表ではないが、労働組合がある」企業（5.9％）で 1／4 を超えている。また、

事業所数についても、（10 人以上）49 人以下では「1 ヶ所のみ」が約 6 割（58.3％）だが、

50 人以上では「2 ヶ所以上」が 3／4 超（76.9％）となっている。 
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図表３９ 業種・規模の両有効回答企業の主な属性（ウェイトバック集計後） 

                 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
 
（２）改正労働契約法の認知度 
 ウェイトバック集計は、（10人以上）49人以下の企業の回答傾向が色濃く反映されるため、

改正労働契約法の認知度についても、全有効回答企業の単純集計結果（4 頁・図表 2）より、

「改正内容まで知っている」割合が大きく低下（17.2 ㌽減）する一方、「改正されたことは

知っているが、内容はよく分からない」企業（9.3 ㌽増）や、「知らない・分からない」企業

（7.7 ㌽増）の割合が上昇する結果となった（図表４０）。その上で、「改正されたこと」に

対する認知度は、（10 人以上）49 人以下の企業（ｎ＝7,362）でも約 3／4 にのぼり、50 人

以上の企業（ｎ＝1,981）では 9 割を超えて高い。但し、「内容まで」の認知度については、

50 人以上が 6 割を超えた（62.2％）のに対し、（10 人以上）49 人以下では 1／4 程度にとど

まり（24.7％）、「知らない・分からない」割合も未だ 1／4 弱（23.9％）みられる状況とな

っている21。 
 その上で、情報入手の手段をみると（複数回答）、全体では「新聞報道やホームページ等で

の紹介」を挙げる企業が半数を超えて（51.5％）多い。これに「社会保険労務士や弁護士等

からの情報提供」（32.1％）や「人事労務関係の雑誌、団体冊子等の媒体」（22.3％）等が続

き、「行政が主催するセミナー」も 12.6％となっている（1 企業当たりの入手ルート数は平

均 1.3）。（10 人以上）49 人以下の企業と 50 人以上の企業で比較すると、前者では「新聞報

道やホームページ等での紹介」や「社会保険労務士や弁護士等からの情報提供」への依存度

合いが高い（1 企業当たりの入手ルート数は平均 1.2）のに対し、後者では何らかの「雑誌、

媒体」を読んだり、「セミナー」に参加するといった多様なルートで、情報を入手している様

                                                
21 なお、（10 人以上）49 人以下の企業では、そもそも有期契約労働者を雇用している割合も低い。そこで、有期契約労

働者を雇用している企業に絞ってみると、「改正内容まで知っている」割合は 34.5％に上昇するが、それでも 1／3 程

度にとどまり、「改正されたことは知っているが、内容はよく分からない」が 49.2％等となっている。同様に、有期契約労

働者を雇用している 50 人以上の企業でみると、「改正内容まで知っている」割合は 67.8％で、「改正されたことは知っ

ているが、内容はよく分からない」が 27.9％等となった。 

全体計 ４９人以下 ５０人以上 全体計 ４９人以下 ５０人以上

建設業 12.8 14.8 5.6 ４９人以下 78.8 100.0 -

製造業 22.1 21.0 26.2 ５０～９９人 11.0 - 52.1

電気・ガス・熱供給・水道業 0.1 0.1 0.2 １００～２９９人 7.1 - 33.6

情報通信業 3.0 2.6 4.3 ３００～９９９人 2.0 - 9.4

運輸業、郵便業 7.2 6.6 9.6 １，０００人以上 1.0 - 4.9

卸売業、小売業 23.3 23.8 21.3 無回答 - - -

金融業、保険業 0.6 0.5 0.9

不動産業、物品賃貸業 2.2 2.2 2.2 過半数代表の労働組合がある 6.9 3.2 20.5

学術研究、専門・技術サービス業 2.8 2.9 2.4 過半数代表ではないが、労働組合がある 2.3 1.3 5.9

宿泊業、飲食サービス業 8.8 9.1 7.7 労働組合はないが、労使協議機関がある 20.5 18.7 27.1

生活関連サービス業、娯楽業 4.8 4.7 5.4 労働組合も労使協議機関もない 69.2 75.5 45.9

教育、学習支援業 1.3 1.3 1.3 無回答 1.1 1.3 0.6

医療、福祉 4.2 4.4 3.3

複合サービス業（郵便局、協同組合等） 0.0 0.0 0.0 １ヶ所のみ 50.8 58.3 23.0

その他サービス業（他に分類されないもの） 6.7 5.9 9.6 ２ヶ所以上 48.6 41.0 76.9

その他 - - - 無回答 0.6 0.7 0.2

無回答 - - -

サービス業計 23.2 22.6 25.1
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子が見て取れる（1 企業当たりの入手ルート数は平均 1.6）。 
 厚生労働省では、「労働契約等解説セミナー」の開催（全国で 200 回以上）や、無期転換

制度等の導入を検討する企業に対するコンサルティングの実施、また、正社員化等を行う事

業主への「キャリアアップ助成金」の拡充等の取り組みを通じ、その周知を強化していると

ころだが、より小規模な企業に対しては、例えば新聞の広告・記事から資料の請求や具体的

な相談につながるような工夫を施したり、セミナーの内容をホームページでも視聴出来るよ

うにしたりといった、また違ったアプローチを考える必要もあるのではないかと思料される。 
 

図表４０ 改正労働契約法の認知度（上）と情報入手の手段（下） 
（ウェイトバック集計後） 

                                
 
 
 
 
 
 
                   
                                        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                           
 
（３）有期契約労働者の雇用状況と労働契約法の改正以降に於ける雇止め等状況 
業種・規模の両有効回答企業（ｎ＝9,343）のうち、現在、有期契約労働者を「雇用して

いる」割合は 49.1％（ｎ＝4,589）で、労働契約法の改正（2012 年 8 月）以降、有期契約労

働者から無期契約労働者（正社員を含む）への転換を「行った」割合は 16.8％（ｎ＝1,573）
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（ｎ＝７，３７０）

４９人以下計

（ｎ＝５，５２２）

５０人以上計

（ｎ＝１，８４７）

（％）

（複数回答）

（集計対象：「改正内容まで知っている」あるいは「改正されたことは知っているが内容はよく分からない」企業）

62.2 

24.7 

32.7 

31.1 

50.3 

46.2 

6.2 

23.9 

20.1 

0.6 

1.1 

1.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５０人以上計

（ｎ＝１，９８１）

４９人以下計

（ｎ＝７，３６２）

全体計

（ｎ＝９，３４３）

改正内容まで知っている 改正されたことは知っているが内容はよく分からない 知らない・分からない 無回答

（集計対象：各有効回答企業）
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となった。 
一方、有期契約労働者を現在、「雇用していない」企業は 50.9％（ｎ＝4,754）で、その内

訳は、「労働契約法の改正前から雇用していない」割合が 45.6％を占め、「労働契約法の改正

以降、雇止めを行った」割合は 1.2％、「労働契約法の改正以降、無期契約労働者（正社員含

む）に転換した」割合が 2.2％（ｎ＝202）等となっている（図表４１）。 
総じて、経済センサスの企業構成比に復元しても、労働契約法の改正以降、有期契約労働

者の雇止めを行った割合は僅少（全体の 1.2％）であり、少なくとも調査時点で、無期転換

ルールの反作用による有期契約労働者の雇止めは、社会全体として見ればそれほど多く惹起

してはいない様子が見て取れる（と言って、限定的ながらも現に発生している雇止めが深刻

でない訳ではない）。 
また、労働契約法の改正（2012 年 8 月）以降、有期契約労働者から無期契約労働者（正

社員を含む）への転換を「行った」企業の割合は、（有期契約労働者の現在の雇用状況に係わ

らず）全体の 2 割近くとなり（19.0％）、有期契約労働者から無期契約労働者（正社員含む）

への転換が、着実に進んでいる様子が浮き彫りになった。 
 
 こうした結果を、（10 人以上）49 人以下の企業（ｎ＝7,362）と、50 人以上の企業（ｎ＝

1,981）で比較すると、現在、有期契約労働者を「雇用している」割合は、前者が 40.2％に

対し、後者は約 2 倍の 82.1％となっている。逆に、有期契約労働者を「雇用していない」割

合は、前者が 59.8％で、後者が 17.9％になるが、このうち大半は「労働契約法の改正前から

雇用していない」企業（（10 人以上）49 人以下 53.5％、50 人以上 16.0％）であり、「労働契

約法の改正以降、雇止めを行った」割合は、前者が 1.3％で後者も 0.6％といずれも僅少にと

どまっている。また、（有期契約労働者の現在の雇用状況に係わらず）「労働契約法の改正以

降、無期契約労働者（正社員含む）に転換した」割合は、50 人以上の企業で 4 割近く（37.4％）、

（10 人以上）49 人以下の企業でも 1／7 程度（14.1％）となった。 
 

図表４１ 有期契約労働者を「雇用していない」企業の割合と労働契約法の改正  
 以降に於ける雇止め等状況（ウェイトバック集計後） 
                       
 
 
 
 
 
 

16.0 

53.5 

45.6 
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1.3 
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1.0 
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0.4 

2.4 

2.0 

0 10 20 30 40 50 60 70

５０人以上計

（ｎ＝１，９８１）

４９人以下計

（ｎ＝７，３６２）

全体計

（ｎ＝９，３４３）

労働契約法の改正前から雇用していない 労働契約法の改正以降、雇止めを行った

労働契約法の改正以降、無期契約労働者に転換した 無回答

（％

）

（集計対象：各有効回答企業）

※横軸（総計）は、有期契約労働者を「雇用していない」割合に相当する。 
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（４）有期契約労働者の活用状況 
現在、有期契約労働者を「雇用している」企業（ｎ＝4,589）に於ける活用形態をみると

（複数回答）、「フルタイム契約労働者」を雇用している企業が 69.0％（業種・規模の両有効

回答企業に占める割合では 33.9％）で、「パートタイム契約労働者」が 67.1％（同 33.0％）、

「臨時労働者」が 3.5％（同 1.7％）、「定年再雇用者」が 74.2％（同 36.4％）となった（1
企業当たりの活用形態数は平均 2.1）。 

なお、フルタイム契約労働者か、パートタイム契約労働者のいずれか（両方含む）を雇用

している割合は、有期契約労働者を雇用している企業の 87.8％（同 43.1％）となっている。 
同様に、（10 人以上）49 人以下の企業（ｎ＝2,964）と 50 人以上の企業（ｎ＝1,626）を

比較すると、前者では「フルタイム契約労働者」を雇用している企業が、（有期契約労働者を

雇用している企業の）64.4％（ウェイトバック集計の有効回答企業ベースでは 25.9％）、「パ

ートタイム契約労働者」が 63.5％（同 25.5％）で、「臨時労働者」が 2.8％（同 1.1％）、「定

年再雇用者」が 67.0％（同 27.0％）である（1 企業当たりの活用形態数は平均 2.0）。これに

対し、後者では同順に 77.4％（同 63.5％）、73.7％（同 60.5％）、4.7％（同 3.9％）、87.2％
（同 71.6％）となっていて（1 企業当たりの活用形態数は平均 2.4）、前者より「定年再雇用

者」を雇用している企業等がやや多い。 
なお、フルタイム契約労働者か、パートタイム契約労働者のいずれか（両方含む）を雇用

している割合は、（10 人以上）49 人以下の企業で 86.2％（同 34.7％）、50 人以上の企業で

90.8％（同 74.6％）となっている。 
 
（５）無期転換ルールへの対応状況・方針 

フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業を対象に、有

期契約を反復更新して通算 5 年を超えた場合に、労働者の申込みに基づき、期間の定めのな

い労働契約（無期契約）に転換できるルール（第 18 条）について、どのような対応を検討

しているか尋ねた結果をみると、フルタイム契約労働者（ｎ＝3,167）では「対応方針は未

定・分からない」（29.2％）と「通算 5 年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた

段階で無期契約に切り換えていく」（29.1％）が拮抗し、これに「有期契約労働者の適性を見

ながら、5 年を超える前に無期契約にしていく」（27.7％）等が続いた（図表４２）。 
また、パートタイム契約労働者（ｎ＝3,079）で最多は「通算 5 年を超える有期契約労働

者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」（35.0％）であり、次いで「対

応方針は未定・分からない」（31.6％）、「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前

に無期契約にしていく」（19.1％）等となっている。 
総じてみると、復元後はフルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者とも、「有

期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約にしていく」割合がやや増加す

るものの、何らかの形（通算 5 年超から＋5 年を超える前に＋雇入れの段階から）で無期契
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約にしていく企業が、いずれも 6 割前後にのぼる点は一貫している。なお、「有期契約が更

新を含めて通算 5 年を超えないように運用していく」割合についても、全有効回答企業の単

純集計結果よりやや減少し、フルタイム契約労働者で 7.8％、パートタイム契約労働者でも

6.8％となっている。 
 

図表４２ 無期転換ルールへの対応状況・方針（ウェイトバック集計後） 

                
 
 
 
 
 
 
               
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     
 

こうした結果を規模別にみると、（10 人以上）49 人以下の企業でも、フルタイム契約労働

者あるいはパートタイム契約労働者を問わず、何らかの形で無期契約にしていく割合が半数

を超え、「有期契約が更新を含めて通算 5 年を超えないように運用していく」割合を大きく

上回っている。50 人以上の企業と比較すると、（10 人以上）49 人以下の企業では未だ、「対

応方針は未定・分からない」とする割合や無回答の割合がやや高い。また、「有期契約労働者

の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約にしていく」割合が相対的に高く、特にフル

タイム契約労働者ではもっとも優勢となっている。なお、「雇入れの段階から無期契約にする

（有期契約での雇入れは行わないようにする）」企業もやや多く、両者を合わせるとフルタイ

ム契約労働者で 34.7％、パートタイム契約労働者では 28.9％になる。これに対し、50 人以

上の企業では「通算 5 年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に
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雇入れの段階から無期契約にする（有期契約での雇入れは行わないようにする）
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対応方針は未定・分からない

無回答
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切り換えていく」企業が、フルタイム契約労働者で 38.0％、また、パートタイム契約労働者

でも 42.5％ともっとも優勢で、（10 人以上）49 人以下の企業とは顕著な違いがみられている。 
 
（６）無期契約に転換するメリットと課題 

（５）でフルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を、何らかの形で無期契

約にしていくと回答した企業（ｎ＝2,516）を対象に、有期契約労働者を無期契約に転換す

るメリットをどう考えるか尋ねた結果をみると（複数回答）、全有効回答企業の単純集計結果

と同様に、「長期勤続・定着が期待できる」（70.0％）がもっとも多く、これに「有期契約労

働者の雇用に対する不安感を払拭し、働く意欲を増大できる」（54.3％）、「要員を安定的に確

保できるようになる」（39.2％）等が続いた（1 企業当たりのメリット数は平均 2.5）（結果と

して、94.4％がメリット有りと回答）（図表４３）。 
（10 人以上）49 人以下の企業と、50 人以上の企業でみてもほぼ同様の傾向だが、前者で

は相対的に「技能の蓄積やノウハウの伝承が着実に図られるようになり生産性が向上する」

（28.7％）や「職場の一体感が醸成される（職場の人間関係が良好になる）」（24.2％）等が

やや高いのに対し（1 企業当たりのメリット数は平均 2.6）、後者では「有期契約労働者の雇

用に対する不安感を払拭し、働く意欲を増大できる」（57.4％）等がやや高くなっている（1
企業当たりのメリット数は平均 2.5）。こうした結果には、後述するように無期転換ルールへ

の対応方針や、無期契約への転換方法に係る選好の違い等が反映されているものとみられる。 
 

図表４３ 無期契約に転換するメリット（左）や課題（右） 
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一方、有期契約労働者を無期契約に転換すると、雇用管理上、どのようなことが課題になる

と思うか尋ねると（複数回答）、多かった順に「雇用調整が必要になった場合の対処方法」

（43.0％）や「正社員と有期契約労働者の間の仕事や労働条件のバランスの図り方」（42.8％）、

「業務量の変動に伴う労働条件の調整方法」（30.9％）等が挙がった（1 企業当たりの課題数

は平均 1.7）（結果として、91.1％が課題有りと回答）。 
（10 人以上）49 人以下の企業群と、50 人以上の企業群で比較すると、「雇用調整が必要

になった場合の対処方法」（50.6％）や、「正社員と有期契約労働者の間の仕事や労働条件の

バランスの図り方」（46.5％）といった課題意識は、前者（1 企業当たりの課題数は平均 1.7）
よりも後者で、高くなっていることが分かる（1 企業当たりの課題数は平均 1.8）。 
 
（７）無期契約への転換方法 
 （５）で何らかの形で無期契約にしていくと回答した企業を対象に、どのような形態で無

期契約にするか尋ねた結果をみると、フルタイム契約労働者（ｎ＝1,919）では「既存の正

社員区分に転換する」割合がもっとも高く（36.3％）、これに「（新たな区分は設けず）各人

の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」（32.8％）等が

続いた（図表４４）。全有効回答企業の単純集計結果（18 頁・図表 10）では、「既存の正社

員区分に転換」が 30.8％、「契約だけ無期へ移行」が 37.3％等となっていたことから、小規

模企業の回答がより反映される復元後は、その順序が入れ代わったことが分かる。 
これに対し、パートタイム契約労働者（ｎ＝1,823）では「（新たな区分は設けず）各人の

有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」が半数近く（45.6％）、

これに「分からない（具体的には未だ考えていない）」（22.9％）等が続く。全有効回答企業

の単純集計結果と比較しても、「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、

労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」割合が大勢を占める点に変わりはないが、フ

ルタイム契約労働者と同様、「既存の正社員区分に転換する」割合がやや高まっている。 
  

こうした結果を、（10 人以上）49 人以下の企業と、50 人以上の企業で比較すると、フル

タイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を問わず、前者では「既存の正社員区分

に転換する」割合が相対的に高く、後者では「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の

業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」割合が高くなっている。例えば、

フルタイム契約労働者では、（10 人以上）49 人以下の企業で「既存の正社員区分に転換する」

割合が 4 割を超え（41.6％）、「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、

労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」割合（28.1％）を大きく凌いでいるのに対し、

50 人以上の企業ではむしろ、「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、労

働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」割合が 4 割近い（39.2％）点で、対照的となっ

ている。パートタイム契約労働者でも同様の傾向がみられるが、（10 人以上）49 人以下の企
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業でも、「既存の正社員区分に転換する」割合は 2 割程度（20.2％）にとどまり、「（新たな

区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行さ

せる」割合が 4 割を超えている（41.0％）。また、「分からない（具体的には未だ考えていな

い）」とする割合も、1／4 程度（24.6％）とやや高くなっている。 
 

なお、規模によるこうした選好の違いが、先述した無期転換ルールへの対応方針や、無期

契約に転換するメリット等に反映されているものと考えられる。即ち、（10 人以上）49 人以

下の企業では、「有期契約労働者の適性を見ながら 5 年を超える前」等に、「既存の正社員区

分」等へ転換することを想定している企業が多いために、「技能の蓄積やノウハウの伝承が着

実に図られるようになり生産性が向上する」や「職場の一体感が醸成される（職場の人間関

係が良好になる）」等のメリットを享受しやすいとみられる。一方、50 人以上の企業では、

「通算 5 年を超える有期契約労働者から申込みがなされた段階」等で、「（新たな区分は設け

ず）各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」こと

等を想定している企業が多いため、そのメリットも「有期契約労働者の雇用に対する不安感

を払拭し、働く意欲を増大できる」こと等を期待するものとなっている。 
 

図表４４ 無期契約への転換方法（ウェイトバック集計後） 
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－61－

（８）「別段の定め」の活用意向 
（５）で「通算 5 年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切

り換えていく」あるいは「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約に

していく」と回答した企業（ｎ＝2,322）を対象に、「別段の定め」を活用する意向があるか

尋ねた結果については、全有効回答企業の単純集計結果（23 頁・図表 14）とほぼ同様、明

確に「活用する」とした企業は 17.9％で、「活用しない」が 28.2％となった。最多は「未定・

分からない」で、半数弱（48.9％）を占めた（図表４５）。なお、（10 人以上）49 人以下の

企業と、50 人以上の企業に分けてみても、そうした回答傾向に大きな相違はみられない。 
有期契約時から変更を求める具体的な労働条件としては（複数回答）、多かった順に「職

務（業務の内容・範囲や責任の程度）」（61.3％）、「定年年齢」（36.3％）、「所定労働時間の長

さ」（25.2％）、「勤務地・配置転換の範囲」（24.5％）、「時間外労働の有無・長さ」（21.6％）

等となった（変更する労働条件数は 1 企業当たり平均 2.2）。 
 
図表４５ 「別段の定め」の活用意向（左上）と「別段の定め」を活用する場合に 

 有期契約時から変更を求める労働条件（右上）と改善する処遇要素（下） 
（ウェイトバック集計後） 
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（10 人以上）49 人以下の企業と、50 人以上の企業でみると、前者では「職務（業務の内

容・範囲や責任の程度）」（66.3％）や「時間外労働の有無・長さ」（28.0％）等を挙げる割合

が相対的に高い（変更する労働条件数は 1 企業当たり平均 2.2）のに対し、後者では「定年

年齢」（45.9％）や「勤務地・配置転換の範囲」（36.0％）等を挙げる割合が高くなっている

（変更する労働条件数は 1 企業当たり平均 2.2）。 
同様に、「別段の定め」により、有期契約時から改善（新たな支給・適用、水準の引き上

げ等）する処遇要素があるかについても、全有効回答企業の単純集計結果と同じく、「基本賃

金」（45.4％）がもっとも多く、これに「賞与」（38.0％）や「退職金」（35.6％）等が続いて

いる（改善する処遇要素数は 1 企業当たり平均 2.8）。 
その上で、規模別にみると、（10 人以上）49 人以下の企業では「基本賃金」（48.8％）や

「退職金」（37.3％）等を挙げる割合が、相対的にやや高い（改善する処遇要素数は 1 企業

当たり平均 2.8）のに対し、50 人以上の企業では（有期契約時から変更を求める労働条件と

して「定年年齢」が多かったこと等に関連して）、「特に無い」（35.3％）とする割合等もやや

高くなっている（改善する処遇要素数は 1 企業当たり平均 2.7）。 
 
 こうしたなか、「別段の定め」の必要性がどの程度、理解されているかを確認するため、無

期化の形態との関係を調べると22、「別段の定め」を活用する必要があると認識している企業

の割合は、フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を問わず、50 人以上で「既

存・新設の無期契約区分」を活用する場合で高いものの、それでも半数に届いていない。ま

た、「既存の正社員区分」に転換する場合では、規模に依らず 1／4 弱にとどまっており、「別

段の定め」の必要性に対する理解が、未だ充分とは言い難い（あるいは、そもそも没却して

いる恐れもある）様子が浮き彫りになった（図表４６）。 
無期転換申込権は、通算 5 年を超えた有期契約労働者の一方的な意思表示で成就する（使

用者による｢承諾みなし｣（合意擬制）により、無期契約の成立を阻止し得ない）「形成権」で

ある。そのため、無期転換後の労働条件を確実に変更する必要がある場合には、予め「別段

の定め」として就業規則や労働協約、個別契約で規定して置く必要がある。無期転換ルール

の効力が、本格的に発揮されてくるであろう 2018 年 4 月以降へ向けて、残すところ（調査

時点で）1 年半に迫るなか、労使間のトラブルを未然に防止するためにも、「別段の定め」の

必要性に対する企業周知の徹底が、喫緊の課題ではないかと思料される。 

                                                
22 「通算 5 年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」企業及び「有期契約

労働者の適性を見ながら、 5 年を超える前に無期契約にしていく」企業については、 別段の定めの活用意向と無期

化の形態をいずれも尋ねている。そこで、本来的には「別段の定め」を活用しなければならないであろう（「既存の正社

員」区分や「既存・新設の無期契約（正社員）」 区分に転換すると回答した）企業に於ける、「別段の定め」の活用意向

を確認した。 
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図表４６ 無期契約への転換方法と「別段の定め」の活用意向（ウェイトバック集計後） 

            
 
 
 
 
 
                     
                    
 
 
 
 

                     
                      
 
 
 
 
 
                       
                       
 
 
 
 

                
  
（９）無期転換申込権の発生に係る周知の意向 
（５）で「通算 5 年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切

り換えていく」と回答した企業（ｎ＝1,349）を対象に、通算勤続年数が 5 年を超える有期

契約労働者について、無期契約への転換申込権が発生する旨の周知を行う予定があるか尋ね

ると、全有効回答企業の単純集計結果（24 頁・図表 15）と同様に、「行う（既に行った含む）」

との回答が過半数（54.9％）を占め、明確に「行わない」とした企業は 5.6％にとどまった。
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ただ、「未定・分からない」も、1／3 を超えた（36.6％）（図表４７）。 
 なお、（10 人以上）49 人以下の企業群と 50 人以上の企業群でみても、そうした傾向に大

きな違いはみられない。 
 

図表４７ 無期転換申込権の発生に係る周知の意向 

                 
 
 
 
 
 
 
                  
 
（１０）通算 5 年未満に抑制する理由と抑制方法 
 （５）で、フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者について、「通算 5 年

を超えないよう運用していく」と回答した企業（ｎ＝355）を対象に、その理由を尋ねた結

果をみると（複数回答）、全有効回答企業の単純集計結果（26 頁・図表 17）と同順に、「従

来からそうした契約管理を行ってきたから」（42.3％）がもっとも多く、次いで「景気の変動

等に伴う雇用の調整余地を残しておきたいから」（30.1％）や「定期的に人材の新陳代謝を図

りたいから」（23.7％）、「人件費を増加・固定化させたくないから」（21.1％）等が挙がった

（1 企業当たりの理由数は平均 1.6）（図表４８）。 
 そうした結果を、（10 人以上）49 人以下の企業と 50 人以上の企業で比較すると、前者で

は「従来からそうした契約管理を行ってきたから」（45.5％）や「景気の変動等に伴う雇用の

調整余地を残しておきたいから」（32.5％）等がやや多く（1 企業当たりの理由数は平均 1.6）、
一方、後者では「定期的に人材の新陳代謝を図りたいから」（26.5％）や「人件費を増加・固

定化させたくないから」（25.2％）等が多いといった特徴がみられる（1 企業当たりの理由数

は平均 1.6）。 
また、「通算 5 年を超えないよう運用していく」と回答した企業（ｎ＝355）を対象に、ど

のような方法で通算 5 年未満に抑制するか尋ねた結果についても（複数回答）、全有効回答

企業の単純集計結果と概ね同様の傾向であり、最多は「更新回数上限や通算勤続年数等で制

限する」で 6 割を超え（63.7％）、これに「契約更新時の判断（人物や働きぶり等の選別）

を厳格化する」（22.8％）、「契約期間を一定の業務完了まで等で設定し、更新は原則行わない

ようにする」（11.0％）、「途中で随時、クーリング（空白）期間を挟み、通算期間をリセット

する 」（7.0％）等が続いた（1 企業当たりの抑制方法数は平均 1.3）。 
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行う（既に行った含む） 行わない 未定・分からない 無回答

（集計対象：フルタイムあるいはパートタイム契約労働者について「通算５年を超える有期契約労働者

から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」と回答した企業）

（集計対象：フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者について「通算５年を超える有期

契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」と回答した企業）
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なお、（10 人以上）49 人以下の企業（1 企業当たりの抑制方法数は平均 1.2）と、50 人以

上の企業（1 企業当たりの抑制方法数は平均 1.3）で比較しても、大きな相違はみられない。

また、規模を問わず、無回答が 1 割程度となっている。 
 

図表４８ 通算 5 年未満に抑制する理由（左）と抑制方法（右）（ウェイトバック集計後） 

                        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                
 
（１１）対応方針を決める上でのネックと必要な行政支援 

（５）でフルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者について、「対応方針は

未定・分からない」と回答した企業（ｎ＝フル 924、パート 972）を対象に、現時点ではど

のような対応を検討しているか尋ねた結果をみると（複数回答）、フルタイム契約労働者及び

パートタイム契約労働者とも、あくまで「対応方針は未定・分からない」とする企業が半数

超となった（フル 51.1％、パート 51.0％）。だが、次いで多かったのは「通算 5 年を超える

有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」（フル 25.8％、

パート 28.1％）であり、これに「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無期

契約にしていく」（フル 18.7％、パート 14.7％）、「有期契約が更新を含めて通算 5 年を超え

ないように運用していく」（フル 12.8％、パート 13.8％）等が続く（図表４９）（1 企業当た

りの方針数は、フルタイム契約労働者で平均 1.2、パートタイム契約労働者で平均 1.1）。 
こうした傾向は、（10 人以上）49 人以下の企業と、50 人以上の企業に分けてみても確認

することが出来る。但し、前者はあくまで「対応方針は未定・分からない」とする割合が、

後者より（特にフルタイム契約労働者で顕著に）高くなっている。 
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図表４９ 無期転換ルールへの「対応方針は未定・分からない」場合の候補 

                           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                   
 

なお、上記のうち、いずれかの方針のみを単一回答した企業割合を算出すると、フルタイ

ム契約労働者（ｎ＝788）では、「有期契約が更新を含めて通算 5 年を超えないように運用し

ていく」が 7.4％で、「通算 5 年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期

契約に切り換えていく」が 17.8％、「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に

無期契約にしていく」が 11.8％、「雇入れの段階から無期契約にする（有期契約での雇入れ

は行わないようにする）」が 3.0％、「有期契約労働者を、派遣労働者や請負に切り換えてい

く」が 0.2％と算出された（計 40.1％）。なお、「対応方針は未定・分からない」のみを選択

した企業の割合は 59.9％である。 
同様に、パートタイム契約労働者（ｎ＝844）については、「有期契約が更新を含めて通算

5 年を超えないように運用していく」が 7.8％で、「通算 5 年を超える有期契約労働者から、

申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」が 22.0％、「有期契約労働者の適性を

見ながら、5 年を超える前に無期契約にしていく」が 8.6％、「雇入れの段階から無期契約に

する（有期契約での雇入れは行わないようにする）」が 2.3％、「有期契約労働者を、派遣労

働者や請負に切り換えていく」が 0.6％となった（計 41.3％）。なお、「対応方針は未定・分

からない」のみを選択した企業の割合は 58.7％である。 
こうした結果を、無期転換ルールへの対応方針に反映して試算すると、何らかの形で無期

契約にしていく企業が、フルタイム契約労働者及びパートタイム契約労働者とも、2／3 を超

えた（フル 68.7％、パート 68.2％）（図表５０）。また、「有期契約が更新を含めて通算 5 年

を超えないように運用していく」企業は 1 割を下回ったほか、調査時点で候補となる方針が

全く無い企業も 2 割程度にとどまった。 
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雇
入
れ
は

行
わ
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い
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す
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働
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、
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負
に

切
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え
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対
応
方
針
は
未
定
・

分
か
ら
な
い

無
回
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全体計

（ｎ＝９２４）

４９人以下計

（ｎ＝６０１）

５０人以上計

（ｎ＝３２３）

（％）

（複数回答）

フルタイム契約労働者
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は
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い
よ
う
に
す
る
）

有
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約
労
働
者
を
、

派
遣
労
働
者
や
請
負
に

切
り
換
え
て
い
く

対
応
方
針
は
未
定
・

分
か
ら
な
い

無
回
答

全体計

（ｎ＝９７２）

４９人以下計

（ｎ＝６０２）

５０人以上計

（ｎ＝３７０）

（％）

（複数回答）

（集計対象：「対応方針は未定・分からない 」と回答した企業）
パートタイム契約労働者
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図表５０ 現時点での候補を反映した無期転換ルールへの対応状況・方針（試算） 

              
 
 
 
 
 
 
                     
               
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                  
 

そうしたなか、（５）でフルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者について、

「対応方針は未定・分からない」と回答した企業（ｎ＝1,287）を対象に、無期転換ルール

への対応方針を決める上で、ネックになっていることを尋ねた結果をみると（複数回答）、「事

業の先行き見通しの不確実性」（37.9％）がもっとも多く、これに「無期転換後の人事処遇の

あり方」（30.0％）や「有期契約労働者の転換希望の見極め」（23.8％）、「人事処遇制度全体

の見直しの必要性」（19.7％）、「法の詳細の理解不足」（16.7％）、「高齢者や障がい者,外国人

等の取扱い」（15.9％）等が続いた（1 企業当たりの課題数は平均 2.0）（図表５１）。 
全有効回答企業の単純集計結果（31 頁・図表 22）では 2 番目に位置していた「事業の先

行き見通しの不確実性」が、小規模企業の回答がより反映される復元後はトップに浮上して

いることが分かる。 
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26.9 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５０人以上計

（ｎ＝１，２５８）

４９人以下計

（ｎ＝１，９０８）

全体計

（ｎ＝３，１６７）

（集計対象：フルタイム契約労働者を雇用している企業）
フルタイム契約労働者

パートタイム契約労働者

9.9 

8.3 

9.0 

49.1 

35.9 

41.0 

16.9 

24.4 

21.5 

2.2 

8.0 
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0.8 

0.2 

0.4 

19.9 

20.5 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５０人以上計

（ｎ＝１，１９８）

４９人以下計

（ｎ＝１，８８１）

全体計

（ｎ＝３，０７９）

有期契約が更新を含めて通算５年を超えないように運用していく

通算５年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく

有期契約労働者の適性を見ながら、５年を超える前に無期契約にしていく

雇入れの段階から無期契約にする（有期契約での雇入れは行わないようにする）

有期契約労働者を、派遣労働者や請負に切り換えていく

対応方針は未定・分からない

無回答

（集計対象：パートタイム契約労働者を雇用している企業）
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図表５１ 対応方針を決める上でのネック（上）と必要な行政支援（下） 
（ウェイトバック集計後） 

              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                              
                   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                   

（10 人以上）49 人以下の企業と 50 人以上の企業で比較すると、「事業の先行き見通しの

不確実性」（41.3％）が顕著に高いのは、前者である（1 企業当たりの課題数は平均 1.9）。そ

の意味で、現時点でどのような対応を検討しているかについての結果でも、あくまで「対応

方針は未定・分からない」とする割合が高いこと（66 頁・図表 49）等と整合的である。（10
人以上）49 人以下の企業では、無期転換申込権が発生する直前に於ける「事業の見通し」が

明らかにならない限り、対応方針も決まり難い（ギリギリまで揺れ動く）恐れがあることを、

示唆しているのではないかと考えられる。 
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無
回
答

全体計

（ｎ＝１，２８７）

４９人以下計

（ｎ＝８４０）

５０人以上計

（ｎ＝４４７）

（％）

（複数回答）
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人
事
処
遇
制
度
全
体
の

見
直
し
の
必
要
性

法
の
詳
細
の
理
解
不
足

高
齢
者
や
障
が
い
者
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国
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５
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勤
続
者
の
発
生
見
込
み

他
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の
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向

労
働
組
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や
労
働
者
代
表

等
と
の
協
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整

そ
の
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無
回
答

全体計

（ｎ＝１，２８７）

４９人以下計

（ｎ＝８４０）

５０人以上計

（ｎ＝４４７）

（％）

（複数回答）

（集計対象：フルタイムあるいはパートタイム契約労働者について「対応方針は未定・分からない 」と回答した企業）（集計対象：フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者について「対応方針は未定・分からない 」と回答した企業）
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これに対し、後者では「無期転換後の人事処遇のあり方」（38.3％）のほか、「有期契約労

働者の転換希望の見極め」（28.6％）や「人事処遇制度全体の見直しの必要性」（27.3％）等

も 1／4 を超えて高い（1 企業当たりの課題数は平均 2.2）。こうしたことがネックになり、

なかなか方針が決められない様子が窺える。 
 

一方、対応方針を決める上で、どのような行政支援があれば良いと思うかについても（複

数回答）、全有効回答企業の単純集計結果と同様、「法の詳細についての情報提供（パンフレ

ット配布、セミナー開催等）」（32.7％）が最多に挙がった。但し、次いで多かったのは「有

期契約労働者の処遇改善に伴う助成措置」（29.6％）であり、これに「他社の事例・取組につ

いての紹介」（26.5％）が続いた（1 企業当たりの内容数は平均 1.5）。 
（10 人以上）49 人以下の企業と 50 人以上の企業でみると、「他社の事例・取組について

の紹介」（30.9％）や「法の詳細についての情報提供（パンフレット配布、セミナー開催等）」

（34.5％）に係るニーズがより高いのは、（対応方針を決める上で、ネックになっていること

として「無期転換後の人事処遇のあり方」や「人事処遇制度全体の見直しの必要性」等が相

対的に多い）後者であり（1 企業当たりの内容数は平均 1.4）、前者ではむしろ（「事業の先行

き見通しの不確実性」が顕著に高かったこと等にも関連して）「有期契約労働者の処遇改善に

伴う助成措置」（30.4％）がやや高くなっている（1 企業当たりの内容数は平均 1.5）。 
 
（１２）有期・無期契約労働者間の労働条件の不合理な相違を禁止するルールについて 

の対応状況・方針 
有期・無期契約労働者間に於ける労働条件の不合理な相違を禁止するルール（第 20 条）

に対応するため、雇用管理上、何らかの見直しを行ったか尋ねた結果をみると、フルタイム

契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業（ｎ＝4,030）のうち、「既

に見直しを行った」割合は 5.7％であり、「今後の見直しを検討している」割合（9.4％）を

合わせても一定程度にとどまった（図表５２）。全有効回答企業の単純集計結果（30 頁・図

表 21）と同様、「見直しを行うかどうかを含めて方針未定」（42.0％）や「見直し予定はない

（現状通りで問題ない）」（39.2％）とする企業が、ともに 4 割前後で大勢を占めている。 
その上で、「既に見直しを行った」あるいは「今後の見直しを検討している」企業（ｎ＝

604）を対象に、具体的な見直し内容を尋ねた結果をみると（複数回答）、「基本給（月給・

時間給など）関係」（41.1％）が最多で、これに「賞与関係」（31.8％）等が続いた（1 企業

当たりの内容数は平均 2.3）。全有効回答企業の単純集計結果では「有期・無期契約労働者間

の職務等の違いの明確化」が 1／3 を超えてもっとも多かったものの、小規模企業の回答の

影響が多分に現出する復元後は、その様相も異なっていることが分かる。 
こうした結果を（10 人以上）49 人以下の企業と、50 人以上の企業でみても、「既に見直

しを行った」あるいは「今後の見直しを検討している」割合が、いずれも一定程度にとどま
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（集計対象：フルタイムあるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業）
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41.2 

42.4 
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39.9 

38.8 

39.2 

2.1 

4.8 

3.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５０人以上計

（ｎ＝１，４７７）

４９人以下計

（ｎ＝２，５５４）

全体計

（ｎ＝４，０３０）

既に見直しを行った 今後の見直しを検討している

見直しを行うかどうかを含めて方針未定 見直し予定はない（現状通りで問題ない）

無回答

（集計対象：フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業）

る点に相違はない。 
一方、具体的な見直し内容（複数回答）については、前者では「基本給（月給・時間給な

ど）関係」（49.3％）や「賞与関係」（37.3％）、「有給・特別休暇の付与関係」（25.8％）、「退

職金の支給関係」（24.6％）等が多い（1 企業当たりの内容数は平均 2.5）のに対し、後者で

は「有期・無期契約労働者間の職務等の違いの明確化」が 1／3 を超えて多く（35.6％）、次

いで「基本給（月給・時間給など）関係」（29.1％）や「賞与関係」（24.3％）等となってい

る（1 企業当たりの内容数は平均 2.1）。 
 
図表５２ 労働条件の不合理な相違を禁止するルールへの対応状況・方針（上）と 

「既に見直しを行った」「今後の見直しを検討している」場合の見直し内容（下） 
（ウェイトバック集計後） 

                      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                
（１３）対応方針を決める上でのネックと必要な行政支援 

（１２）で「見直しを行うかどうかを含めて方針未定」と回答した企業（ｎ＝1,691）を

対象に、有期・無期契約労働者間に於ける、不合理な労働条件の相違禁止ルールへの対応方
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（ｎ＝６０４）

４９人以下計

（ｎ＝３５７）

５０人以上計

（ｎ＝２４７）

（％）

（複数回答）

（集計対象：労働条件の相違禁止ルールに対応するため、雇用管理上、「既に見直しを行った」あるいは「今後の見直しを検討中」と回答した企業）
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回
答

全体計

（ｎ＝１，６９１）

４９人以下計

（ｎ＝１，０８３）

５０人以上計

（ｎ＝６０８）

（％）

（複数回答）

（集計対象：フルタイムあるいはパートタイム契約労働者について「対応方針は未定・分からない 」と回答した企業）（集計対象：フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者について「対応方針は未定・分からない 」と回答した企業）

針を決める上で、ネックになっていることを尋ねた結果では（複数回答）、「法の詳細（どの

ような労働条件の相違が不合理と認められるか等）が分からないこと」が最多で半数近くに

のぼり（47.0％）、これに「有期・無期契約者間に於ける労働条件の不合理な相違の有無の点

検・精査」（35.3％）や「人事処遇制度全体の見直し」（30.5％）、「有期契約労働者の処遇改

善に伴う原資の確保」（25.8％）等が続いた（1 企業当たりの内容数は平均 1.7）（図表５３）。

全有効回答企業の単純集計結果（31 頁・図表 22）と同様の傾向だが、ウェイトバック集計

による小規模企業の構成比の上昇に伴い、「法の詳細（どのような労働条件の相違が不合理と

認められるか等）が分からないこと」が先鋭化している。 
 

図表５３ 対応方針を決める上でのネック（上）と必要な行政支援（下） 
（ウェイトバック集計後） 
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５０人以上計

（ｎ＝６０８）

（％）

（複数回答）
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こうした結果を規模別にみても、「法の詳細（どのような労働条件の相違が不合理と認め

られるか等）が分からないこと」を挙げる割合はいずれも高く、特に（10 人以上）49 人以

下の企業で半数近くなっている（49.1％）（1 企業当たりの内容数は平均 1.7）。また、50 人

以上の企業では、「法の詳細（どのような労働条件の相違が不合理と認められるか等）が分か

らないこと」（42.9％）に加え、「人事処遇制度全体の見直し」（41.9％）や「同業または地域

の他社の動向（労使紛争や裁判の動向含む）」（37.5％）等も顕著に高い（1 企業当たりの内

容数は平均 1.8）。 
 

対応方針を決める上で、どのような行政支援があれば良いと思うかについても（複数回答）、

「法の詳細についての情報提供（パンフレット配布、セミナー開催等）」がもっとも多く

（47.9％）、これに「他社の事例・取組についての紹介」（36.3％）や「有期契約労働者の処

遇改善に伴う助成措置」（31.7％）等が続いた（1 企業当たりの内容数は平均 1.6）。 
（10 人以上）49 人以下の企業（1 企業当たりの内容数は平均 1.6）と 50 人以上の企業（1

企業当たりの内容数は平均 1.7）でみると、「法の詳細についての情報提供（パンフレット配

布、セミナー開催等）」（51.5％）や「他社の事例・取組についての紹介」（40.0％）等に対す

るニーズは、後者でより高くなっていることが分かる。 
 
（１４）改正労働契約法が有期契約労働者の雇用管理に及ぼす影響 

ⅰ. 検証① 契約更新の上限設定に対する影響 
改正労働契約法が、有期契約労働者の雇用管理に及ぼす影響を検証するため、まず、契約

の反復更新に係る上限の設定・見直し状況について確認すると、何らかの上限を「設けてい

る」割合は、フルタイム契約労働者を雇用している企業（ｎ＝3,167）で 1／6 程度（16.5％）、

また、パートタイム契約労働者を雇用している企業（ｎ＝3,079）では 1 割程度（8.9％）と

なった（図表５４）。 
その上で、そうした上限がいつからあるかについては、フルタイム契約労働者で「改正労

働契約法の全面施行に伴い、新設した」割合が 6.2％に対し、「改正労働契約法に関係なく、

以前からある」割合が 9.9％。同様に、パートタイム契約労働者では「改正労働契約法の全

面施行に伴い、新設した」が 4.1％で、「改正労働契約法に関係なく、以前からある」が 4.2％
となっている。 

こうした結果を規模別に眺めても、傾向に大きな相違はみられない。何らかの上限を「設

けている」割合は、（10 人以上）49 人以下の企業でフルタイム契約労働者が 16.6％に対し、

50 人以上の企業でも 16.5％となっている。また、パートタイム契約労働者についても同順

に 8.5％、9.6％である。 
そうした上限がいつからあるかについては、パートタイム契約労働者で「改正労働契約法

の全面施行に伴い、新設した」割合が、特に 50 人以上の企業でやや高いものの、総じて改
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90.2 

変更していない, 89.8 
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0.5 

無回答,
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５０人以上計

（ｎ＝１２２）

４９人以下計

（ｎ＝１９３）

全体計

（ｎ＝３１４）

変更した（上限を引き上げた）変更した（上限を引き下げた）

改正労働契約法の施行に伴い、上限設定の内容を変更したか

（集計対象：契約の更新上限が改正労働契約法に関係なく、以前からある企業）

8.2 

2.5 

5.4 

4.1 

2.5 

3.1 

87.8 

93.7 

変更していない, 90.7 

0.0 

1.3 

無回答, 
0.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５０人以上計

（ｎ＝４９）

４９人以下計

（ｎ＝７９）

全体計

（ｎ＝１２９）

変更した（上限を引き上げた） 変更した（上限を引き下げた）

正労働契約法が、有期契約労働者の契約更新の上限設定・見直しに及ぼしている影響は、規

模に依らず一定程度にとどまっている。 
 

図表５４ 契約の反復更新に係る上限の設定・見直し状況（ウェイトバック集計後） 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
           
              
 
ⅱ. 検証② 正社員への登用制度・慣行に対する影響 
改正労働契約法が、有期契約労働者の雇用管理に及ぼす影響を検証するため、正社員登用

制度・慣行の導入・見直し状況・方針についても確認すると、フルタイム契約労働者あるい

はパートタイム契約労働者を雇用している企業（ｎ＝4,030）のうち、正社員に登用する制

度や慣行について「既に見直しを行った」あるいは「今後の見直しを検討中」の割合は、合

わせて約 2 割となった（図表５５）。50 人以上の企業では計 1／4 程度みられ、改正労働契

約法の副次的な効果として、正社員登用制度・慣行の見直しが進められ（ようとし）ている

様子が窺える。 

39.1 

36.3 

改正労働契約法の施行に

伴い新設した, 37.6 

58.5 

60.9 

改正労働契約法に関係

なく、以前からある, 59.9 

2.4 

2.8 

無回答, 
2.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５０人以上計

（ｎ＝２０７）

４９人以下計

（ｎ＝３１７）

全体計

（ｎ＝５２４）

上限はいつからあるか
（集計対象：契約の更新上限を設けている企業）

51.3 

40.6 

改正労働契約法の施行に

伴い新設した, 45.5 

42.6 
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無回答,
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（ｎ＝１６０）

全体計
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16.5 

16.6 
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いる, 16.5 

81.6 

77.8 
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79.3 

1.8 

5.6 

無回答, 
4.1 
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５０人以上計

（ｎ＝１，２５８）

４９人以下計

（ｎ＝１，９０８）

全体計

（ｎ＝３，１６７）

契約更新の回数上限や通算勤続年数の上限を設けているか

（集計対象：※のうち、フルタイム契約労働者を雇用している企業）フルタイム契約労働者

9.6 

8.5 

8.9 

88.3 

86.0 

上限を設けていない, 
86.9 

2.1 

5.5 

無回答, 
4.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５０人以上計

（ｎ＝１，１９８）

４９人以下計

（ｎ＝１，８８０）

全体計

（ｎ＝３，０７９）

上限を設けている （集計対象：※のうち、パートタイム契約労働者を雇用している企業）

パートタイム契約労働者
（集計対象：フルタイム契約労働者を雇用している企業） （集計対象：パートタイム契約労働者を雇用している企業）

（ｎ＝１１５）

（ｎ＝８０）
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8.5 

5.8 

6.8 

15.7 

11.9 

13.3 

50.0 

50.0 

50.0 

22.7 

25.6 

24.5 

3.1 

6.7 

5.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５０人以上計

（ｎ＝１，４７７）

４９人以下計

（ｎ＝２，５５４）

全体計

（ｎ＝４，０３０）

既に見直しを行った 今後の見直しを検討中 見直し方針は未定 見直し予定はない 無回答

（集計対象：※のうち、フルタイムあるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業）（集計対象：フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業）

具体的な見直し内容としては（複数回答）、「正社員への登用制度・慣行の新設」が半数を

超え（51.4％）、これに「登用先となる正社員区分の増設（多様化）」（21.5％）や、「正社員

への直接登用は行わず、必ず無期契約区分を経由するよう制度・慣行を変更」（17.5％）、「正

社員への登用要件を緩和（登用期間の短縮含む）」（14.5％）等が続いている（1 企業当たり

の内容数は平均 1.2）。規模に依らず「正社員への登用制度・慣行の新設」が多いほか、50
人以上の企業では「登用先となる正社員区分の増設（多様化）」（28.9％）等も多くなってい

るのが特徴である。総じて、改正労働契約法は、有期契約労働者から正社員への登用機会の

拡充に、一定の効果をもたらしている。 
 

図表５５ 正社員への登用制度・慣行の見直し状況（上）と 
    「既に見直しを行った」「今後の見直しを検討中」の場合の見直し内容（下） 

（ウェイトバック集計後） 

                        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     
             
 
 なお、（ⅰ）と（ⅱ）に関連して、過去 2 度の調査で指摘してきた、契約更新の上限設定

や正社員登用制度・慣行の有無と、無期転換ルールへの対応状況・方針の関係について、よ
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全体計

（ｎ＝８０８）

４９人以下計

（ｎ＝４５１）

５０人以上計

（ｎ＝３５７）

（％）

（複数回答）

（集計対象：正社員登用制度・慣行について「既に見直しを行った」あるいは「今後の見直しを検討中」と回答した企業）
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り小規模な企業も含めた今回の調査で改めて確認すると、（10 人以上）49 人以下か、50 人

以上であるかを問わず、契約更新の上限を設けている企業では、「有期契約が更新を含めて通

算 5 年を超えないように運用していく」方針を選択している割合が高く、しかも契約更新の

上限が「改正労働契約法に関係なく、以前からある」企業で、その割合が更に高まることが

分かる（図表５６）。 
 
図表５６ 契約更新の上限設定や正社員登用制度・慣行の導入状況と無期転換ルールへの対応方針 
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51.2 

45.3 

42.5 

28.6 

31.4 

34.5 

36.5 

30.2 

35.0 

9.2 

16.1 

18.2 

25.2 

14.9 

13.0 

23.7 

33.0 

35.4 

21.8 

19.1 

1.7 

1.5 

2.4 

3.6 

1.9 

5.7 

8.7 

4.2 

2.8 

7.1 

5.1 

1.0 

0.5 

0.3 

0.6 

0.4 

0.1 

0.3 

38.4 
31.9 

23.6 

19.4 
30.9 

42.8 
28.1 

25.8 

16.3 
32.0 

31.6 

0.7 

0.9 

0.0 

0.7 

1.3 

0.8 

1.1 

1.2 

6.7 

2.7 

2.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

制度も慣行もない（ｎ＝２９２）

正社員への登用慣行がある（ｎ＝５４６）

正社員への登用制度がある（ｎ＝３３０）

正社員登用制度・慣行を新設した（ｎ＝１３９）

５０人以上計（ｎ＝１，１９８）

制度も慣行もない（ｎ＝４９３）

正社員への登用慣行がある（ｎ＝９７７）

正社員への登用制度がある（ｎ＝３３０）

正社員登用制度・慣行を新設した（ｎ＝１７８）

４９人以下計（ｎ＝１，８８１）

全体計（ｎ＝３，０７９）

有期契約が更新を含めて通算５年を超えないように運用していく 通算５年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく

有期契約労働者の適性を見ながら、５年を超える前に無期契約にしていく 雇入れの段階から無期契約にする（有期契約での雇入れは行わないようにする）

有期契約労働者を、派遣労働者や請負に切り換えていく 対応方針は未定・分からない

無回答

（集計対象：パートタイム契約労働者を雇用している企業）

１９３）

８８０）
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一方、正社員への登用制度や慣行がある企業では、「通算 5 年を超える有期契約労働者か

ら、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」方針を選択する割合や「有期契約

労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約にしていく」方針を選んでいる割合等

が高い。なお、改正労働契約法の施行に伴い、正社員への登用制度・慣行を新設した企業で

は、その割合が更に高まっている。 
即ち、無期転換ルールへの対応状況・方針は規模を問わず、従前からの雇用管理手法に依

存しやすいことを示唆していると考量される。各社の雇用管理手法は、その経営・事業展開

の必要性や、人材の確保・活用の狙い等に裏打ちされ、漸次、形成（導入・改善等）されて

きたものである。而して、無期転換ルールへの対応に当たっても、（少なくとも当面は）その

延長線上で考えるのが合理的ということだろう。 
 
（１５）有期雇用特別措置法の認知度 

業種・規模の両有効回答企業（ｎ＝9,343）を対象に、｢専門的知識等を有する有期雇用労

働者等に関する特別措置法｣で、労働契約法の特例が設けられたことに対する認知度を尋ねた

結果をみると、「知らない・分からない」とする企業が過半数を占め（51.5％）、「内容まで知

っている」割合は 10.6％にとどまった。また、「規定されたことは知っているが、内容まで

はよく分からない」割合は 33.5％となった（図表５７）。 
（10 人以上）49 人以下の企業と 50 人以上の企業でみると、前者の「内容まで」の認知度

は 1 割に満たず、「規定されたことは知っているが、内容まではよく分からない」を合わせ

ても計 4 割弱にとどまるのに対し、後者では「内容まで知っている」割合だけで 1／4 弱で、

「内容までは分からない」を合わせると 6 割超となっている。 
 

図表５７ 有期雇用特別措置法の認知度（ウェイトバック集計後） 

                                        
 
 
 
 
 
                  
 
（１６）特例の活用状況・方針 

高度専門職有期を「現在、雇用している」あるいは「今後、雇用する予定がある」企業（ｎ

＝521）を対象に、高度な専門的知識等を有し、年収が 1,075 万円以上で、5 年を超える一定

期間内に完了する業務（プロジェクト）に従事する有期契約労働者について、10 年を上限と

23.1 

7.2 

10.6 

40.2 

31.6 

33.5 

34.4 

56.1 

51.5 

2.2 

5.0 

4.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５０人以上計

（ｎ＝１，９８１）

４９人以下計

（ｎ＝７，３６２）

全体計

（ｎ＝９，３４３）

内容まで知っている 規定されたことは知っているが内容までは分からない 知らない・分からない 無回答

（集計対象：※主な業種と雇用者規模の両方に回答があった企業）（集計対象：各有効回答企業）
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するプロジェクト完了までの期間、無期転換申込権が発生しないこととする特例を、活用す

る予定があるか尋ねると、「活用予定はない」とした企業が 86.0％にのぼり、「活用のため、

既に計画を申請した」企業（0.2％）や「今後、活用予定・検討余地がある」企業（9.2％）

は、合わせても 1 割未満にとどまった（図表５８）。 
同様に、定年再雇用有期を「現在、雇用している」（72.7％）あるいは「今後、雇用する予

定がある」企業（7.3％）（ｎ計＝3,671）を対象に、適切な雇用管理に係る計画を作成し、都

道府県労働局長の認定を受けた場合に、同一事業主に継続雇用される期間は、無期転換申込

権が発生しないこととする特例を活用する予定があるか尋ねると、「活用予定はない」とする

企業が 6 割を超えた（64.1％）ものの、「活用のため、既に計画を申請した」企業（3.7％）

や「今後、活用予定・検討余地がある」企業（30.5％）も合わせて 1／3 程度みられた。 
 
図表５８ 高度専門職有期や定年再雇用有期に係る特例の活用状況・方針（ウェイトバック集計後） 

               
 
 
 
 
 
 
                   
 
 
 
 
 
            
 
 
３．今回の調査結果から示唆されること（小活） 
 今回の調査では、これまでの調査より小規模な企業もその対象に加えた結果、無期転換ル

ールや、有期・無期契約労働者間に於ける不合理な労働条件の相違を禁止するルールへの対

応のあり方について、（10 人以上）49 人以下の企業と、50 人以上の企業の間には、共通し

ている部分もあれば相違している部分もある事実が明らかになった。 
 まず、無期転換ルールを巡っては、規模を問わず何らかの形で（通算 5 年超から＋5 年を

超える前に＋雇入れの段階から）無期契約にしていく企業が、「有期契約が更新を含めて通算
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0.2 
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9.4 

9.2 

89.0 

84.3 

86.0 

1.5 

6.3 

4.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５０人以上計

（ｎ＝２００）

４９人以下計

（ｎ＝３１９）

全体計

（ｎ＝５２１）

活用のため既に計画を申請した 今後、活用予定・検討余地がある 活用予定はない 無回答

（集計対象：高度専門職有期を「雇用している」「雇用する予定がある」企業）高度専門職有期

6.3 

2.0 

3.7 

33.7 

28.5 

30.5 

59.0 

67.5 

64.1 

1.0 

2.0 

1.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５０人以上計

（ｎ＝１，４６８）

４９人以下計

（ｎ＝２，２０３）

全体計

（ｎ＝３，６７１）

活用のため既に計画を申請した 今後、活用予定・検討余地がある 活用予定はない 無回答

（集計対象：定年再雇用有期を「雇用している」「雇用する予定がある」企業）定年再雇用有期

２０１）
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5 年を超えないように運用していく」企業を大きく上回る結果となった。 
その上で、（10 人以上）49 人以下の企業では「適性を見ながら 5 年を超える前に」あるい

は「雇入れの段階から」、無期契約にしていく割合が相対的に高いのに対し、50 人以上の企

業では「通算 5 年を超え、申込みがなされた段階で」無期契約に切り換えていく割合が高い

といった特徴がみられた。また、無期化の形態についても、（10 人以上）49 人以下では、特

にフルタイム契約労働者で「既存の正社員区分」等の割合が高いのに対し、50 人以上ではフ

ルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を問わず、「各人の有期契約当時の業

務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」割合が高くなっている。 
 

なお、無期化の形態に関連して、今回の調査では初めて「別段の定め」の活用意向につい

ても把握した。結果として、「未定・分からない」とする企業は多く、「別段の定め」の必要

性に対する理解が、その規模に依らず充分とは言い難い様子が浮き彫りになった。無期転換

申込権は通算 5 年を超えた有期契約労働者の、一方的な意思表示で成就する（使用者による

｢承諾みなし｣（合意擬制）により無期契約の成立を阻止し得ない）、「形成権」である。その

ため、無期転換後の労働条件を確実に変更する必要がある場合には、予め「別段の定め」と

して就業規則や労働協約、個別契約で規定しておく必要がある。 
無期転換ルールの効力が、本格的に発揮されてくるであろう 2018 年 4 月以降へ向けて、

残すところ（調査時点で）1 年半に迫るなか、労使間のトラブルを防止するためにも、「別段

の定め」に対する企業周知の徹底が、喫緊の課題ではないかと考量される。 
 
 一方、有期・無期契約労働者間に於ける、不合理な労働条件の相違を禁止するルールを巡

っては、「既に見直しを行った」あるいは「今後の見直しを検討している」企業は、規模に係

わらず一定程度にとどまっていて、「見直し予定はない（現状通りで問題ない）」とする企業

が大きく上回る結果となった。また、依然として「対応方針は未定・分からない」とする企

業も多く、そのネックとして「法の詳細が分からないこと」等が多く挙げられた。同ルール

については、その規定に未だ不分明なところもあることから、より分かり易い形で具体的に

明確化する必要もあるのではないかと思料される。 
 なお、改正労働契約法の更なる周知に当たっては、（10 人以上）49 人以下の企業と 50 人

以上の企業の間で、アプローチを変える必要があることも示唆された。前者は相対的に「新

聞報道やホームページ等での紹介」や「社会保険労務士等からの情報提供」等に依存する割

合が高く、後者のように自ら「雑誌や媒体」を通じて情報を入手したり、「セミナー」に参加

する余地等は限られている。特に（10 人以上）49 人以下の企業については、内容までの認

知度が 1／4 程度にとどまっていることから、例えば新聞の広告・記事から資料の請求や実

際の相談につながるような工夫を施したり、セミナーの内容をホームページでも視聴出来る

ようにするなど、より一層の周知を図る必要があろう。 
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第２節 ウェイトバック集計による過去２度の調査結果との比較 

１．ウェイトバック集計の基礎情報 
 本調査では、改正労働契約法への対応部分について基本的には前回調査と比較できるよう

設計し、過去 2 度にわたり同様に実施してきた経緯がある。だが、第 1 節の冒頭で述べたよ

うに、今回はその対象を（これまでの調査フレームである）50 人以上規模の企業から、10
人以上規模の企業に拡大したため、一連の集計結果を単純には比較出来ない状況となってい

る。そこで、これを正確に比較出来るよう、過去 2 度の調査についても経済センサス（母集

団）の企業構成比に基づくウェイトバック集計を行い、改正労働契約法を巡る企業の対応状

況・方針が、どのように推移しているかを確認することとした。 
なお、調査は民間信用調査機関が保有する企業データベースに、例えば 50 人以上規模で

登録されていた企業を対象に調査票を配付しても、ダウンサイジングの情報反映が追い付い

ていない等の事情により、結果として回収時は 49 人以下の企業も含まれてきてしまうのが

実情である。そのため、今回の比較に当たっては、いずれの調査も（回収ベースで）50 人以

上の企業に限定し、その上で下記の通り、主な業種×雇用者規模別の重み付け（図表５９）

で、ウェイトバック集計（経済センサスの企業構成比通りに復元）した結果（あくまで試算

の位置づけ）を示すこととした。 

図表５９ ウェイトバック集計の基礎情報 

                    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6,613 - 2,634 - 2,498 - 1,481 -
100.00000 6,613 52.09539 3,445 33.59657 2222 14.30804 946

451 - 246 0.94699 144 0.69980 61 0.61963
5.61813 372 3.52274 233 1.52383 101 0.57157 38

1,900 - 779 1.12577 773 0.78909 348 0.71067
26.22493 1,734 13.26139 877 9.22372 610 3.73983 247

36 - 18 0.31209 11 0.37829 7 0.40621
0.19087 13 0.08495 6 0.06292 4 0.04300 3

232 - 86 1.56045 96 1.07859 50 1.01117
4.35964 288 2.02932 134 1.56578 104 0.76454 51

619 - 257 1.28965 244 0.93570 118 0.64769
9.62014 636 5.01196 331 3.45247 228 1.15572 76

1,324 - 524 1.39766 470 0.98054 330 0.65297
21.30212 1,409 11.07475 732 6.96892 461 3.25845 215

63 - 21 0.92141 18 0.86307 24 0.84669
0.83480 55 0.29260 19 0.23492 16 0.30728 20

83 - 28 2.60819 34 1.48294 21 0.98416
2.17929 144 1.10433 73 0.76244 50 0.31253 21

140 - 68 1.23714 43 1.22417 29 0.83463
2.43414 161 1.27213 84 0.79600 53 0.36601 24

383 - 88 3.05944 138 1.20916 157 0.46162
7.69045 509 4.07123 269 2.52328 167 1.09594 72

216 - 73 2.77129 88 1.26413 55 0.71245
5.33392 353 3.05919 202 1.68219 111 0.59254 39

116 - 44 1.09547 43 0.55967 29 0.42090
1.27737 84 0.72888 48 0.36391 24 0.18458 12

226 - 98 1.43024 97 0.62919 31 0.50785
3.28048 217 2.11952 140 0.92290 61 0.23807 16

15 - 6 0.00000 6 0.01156 3 0.00000
0.00210 0 0.00000 0 0.00105 0 0.00105 0

809 - 298 0.99027 293 0.79271 218 0.50870
9.65161 638 4.46241 295 3.51225 232 1.67694 111

注１：結果として、主な業種と雇用者規模の両方とも、有効回答が得られた企業が集計対象になる。 注２：経営形態は会社企業で、産業中分類×常用雇用者のデータより算出した。

13 医療，福祉

14 複合サービス業（郵便局，協同組合等）

15 その他サービス業（他に分類されないもの）

10 宿泊業，飲食サービス業

11 生活関連サービス業，娯楽業

12 教育，学習支援業

7 金融業，保険業

8 不動産業，物品賃貸業

9 学術研究，専門・技術サービス業

4 情報通信業

5 運輸業，郵便業

6 卸売業，小売業

計

1 建設業

2 製造業

3 電気・ガス・熱供給・水道業

上段左：今回調査に於ける有効回収数（注１）、下段左：平成２６年経済センサスに基づく企業存在比（注２）、上段右：ウェイト値（母集団分布÷回収分布）、下段右：復元数（四捨五入して整数で表示）

２０１３年調査 計 ５０～９９人 １００～２９９人 ３００人以上
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4,334 - 1,799 - 1,680 - 855 -
100.00000 4,334 52.09539 2,258 33.59657 1456 14.30804 620

322 - 187 0.81645 94 0.70258 41 0.60419
5.61813 243 3.52274 153 1.52383 66 0.57157 25

1,178 - 507 1.13363 496 0.80596 175 0.92619
26.22493 1,137 13.26139 575 9.22372 400 3.73983 162

25 - 9 0.40907 12 0.22726 4 0.46589
0.19087 8 0.08495 4 0.06292 3 0.04300 2

162 - 71 1.23874 65 1.04401 26 1.27442
4.35964 189 2.02932 88 1.56578 68 0.76454 33

433 - 200 1.08609 158 0.94703 75 0.66785
9.62014 417 5.01196 217 3.45247 150 1.15572 50

871 - 356 1.34826 313 0.96496 202 0.69912
21.30212 923 11.07475 480 6.96892 302 3.25845 141

56 - 17 0.74596 23 0.44267 16 0.83235
0.83480 36 0.29260 13 0.23492 10 0.30728 13

39 - 11 4.35106 22 1.50200 6 2.25748
2.17929 94 1.10433 48 0.76244 33 0.31253 14

93 - 42 1.31272 38 0.90786 13 1.22023
2.43414 105 1.27213 55 0.79600 34 0.36601 16

224 - 55 3.20813 90 1.21510 79 0.60124
7.69045 333 4.07123 176 2.52328 109 1.09594 47

126 - 47 2.82096 53 1.37559 26 0.98772
5.33392 231 3.05919 133 1.68219 73 0.59254 26

91 - 34 0.92911 37 0.42627 20 0.39998
1.27737 55 0.72888 32 0.36391 16 0.18458 8

181 - 68 1.35088 72 0.55553 41 0.25165
3.28048 142 2.11952 92 0.92290 40 0.23807 10

9 - 1 0.00000 5 0.00909 3 0.00000
0.00210 0 0.00000 0 0.00105 0 0.00105 0

524 - 194 0.99691 202 0.75357 128 0.56780
9.65161 418 4.46241 193 3.51225 152 1.67694 73

13 医療，福祉

14 複合サービス業（郵便局，協同組合等）

15 その他サービス業（他に分類されないもの）

10 宿泊業，飲食サービス業

11 生活関連サービス業，娯楽業

12 教育，学習支援業

7 金融業，保険業

8 不動産業，物品賃貸業

9 学術研究，専門・技術サービス業

4 情報通信業

5 運輸業，郵便業

6 卸売業，小売業

計

1 建設業

2 製造業

3 電気・ガス・熱供給・水道業

２０１５年調査 計 ５０～９９人 １００～２９９人 ３００人以上

5,859 - 2,579 - 2,232 - 1,048 -
100.00000 5,859 52.09539 3,052 33.59657 1968 14.30804 838

429 - 245 0.84244 133 0.67129 51 0.65663
5.61813 329 3.52274 206 1.52383 89 0.57157 33

1,595 - 724 1.07318 631 0.85645 240 0.91299
26.22493 1,537 13.26139 777 9.22372 540 3.73983 219

38 - 21 0.23701 15 0.24578 2 1.25964
0.19087 11 0.08495 5 0.06292 4 0.04300 3

211 - 99 1.20099 86 1.06673 26 1.72285
4.35964 255 2.02932 119 1.56578 92 0.76454 45

486 - 225 1.30511 184 1.09935 77 0.87940
9.62014 564 5.01196 294 3.45247 202 1.15572 68

1,121 - 466 1.39242 425 0.96073 230 0.83006
21.30212 1,248 11.07475 649 6.96892 408 3.25845 191

81 - 25 0.68574 34 0.40482 22 0.81835
0.83480 49 0.29260 17 0.23492 14 0.30728 18

92 - 36 1.79730 41 1.08954 15 1.22073
2.17929 128 1.10433 65 0.76244 45 0.31253 18

149 - 81 0.92017 42 1.11042 26 0.82479
2.43414 143 1.27213 75 0.79600 47 0.36601 21

364 - 124 1.92366 144 1.02666 96 0.66887
7.69045 451 4.07123 239 2.52328 148 1.09594 64

186 - 73 2.45532 68 1.44940 45 0.77149
5.33392 313 3.05919 179 1.68219 99 0.59254 35

131 - 57 0.74921 39 0.54671 35 0.30899
1.27737 75 0.72888 43 0.36391 21 0.18458 11

239 - 105 1.18269 104 0.51993 30 0.46494
3.28048 192 2.11952 124 0.92290 54 0.23807 14

8 - 3 0.00000 4 0.01536 1 0.06145
0.00210 0 0.00000 0 0.00105 0 0.00105 0

729 - 295 0.88628 282 0.72973 152 0.64640
9.65161 565 4.46241 261 3.51225 206 1.67694 98

13 医療，福祉

14 複合サービス業（郵便局，協同組合等）

15 その他サービス業（他に分類されないもの）

10 宿泊業，飲食サービス業

11 生活関連サービス業，娯楽業

12 教育，学習支援業

7 金融業，保険業

8 不動産業，物品賃貸業

9 学術研究，専門・技術サービス業

4 情報通信業

5 運輸業，郵便業

6 卸売業，小売業

計

1 建設業

2 製造業

3 電気・ガス・熱供給・水道業

２０１６年調査 計 ５０～９９人 １００～２９９人 ３００人以上
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なお、第 2 節のウェイトバック集計についても、必然的に主な業種と雇用者規模の両方に、

有効回答が得られた企業が集計対象となる点には留意されたい。また、繰り返しになるが、

ウェイトバック集計後のｎ数は、あくまで参考値（復元を積み上げて算出された結果）に過

ぎない点にも注意する必要がある。 
 
 
２．ウェイトバック集計による主要な調査結果 
（１）改正労働契約法の認知度 
 それによると、まず、改正労働契約法の認知度については、過去 2 度の調査から今回の調

査に掛けて大きな変化は見られない（図表６０）。「改正内容まで知っている」企業の割合は

概ね 6 割程度で推移しており、「改正されたことは知っているが、内容はよく分からない」

企業と合わせて 9 割超となっている。 
同法に限らず認知度については、概ねＳ字状のカーブ（普及曲線）等を描いて「改正内容

まで知っている」割合が増加していくものと予測していたが、「改正内容まで知っている」こ

とが具体的にどのような状態であるかについては、回答者によって受け止め方も様々だろう。

こうした聴き方では限界があることを、示唆しているのかも知れない（むしろ、規定内容の

理解度を、具体的に尋ねるような設問の方が望ましいのかも知れない）。 
 

図表６０ 改正労働契約法の認知度（ウェイトバック集計後） 

                           
 
 
 
 
 
             
  
  
（２）有期契約労働者の雇用状況・理由と労働契約法の改正以降に於ける雇止め等状況 
 有期契約労働者を「雇用していない」企業の割合は、過去 2 度の調査から今回の調査に掛

けて減少し（図表６１）、有期契約労働者を「雇用している」企業の割合が着実に増加した。

「労働契約法の改正以降、雇止めを行った」企業は僅少であり、この間、ほぼ横這いで推移

している。即ち、少なくともこれまでのところ、改正労働契約法の施行を契機とする企業の

急激な雇止め行動は、社会全体として見ればそう多く惹起してはいないことが分かる。 

62.2 

57.9 

60.7 

31.1 

35.5 

32.6 

6.2 

6.0 

4.9 

0.6 

0.6 

1.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

２０１６年調査

（ｎ＝５，８５９）

２０１５年調査

（ｎ＝４，３３４）

２０１３年調査

（ｎ＝６，６１４）

改正内容まで知っている 改正されたことは知っているが内容はよく分からない 知らない・分からない 無回答

（集計対象：５０人以上規模の各有効回答企業）

６１３）
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 一方、（有期契約労働者の現在の雇用状況に係わらず）「労働契約法の改正以降、無期契約

労働者（正社員含む）に転換した」企業の割合は、同様の設問がある 2015 年調査では 1／4
程度（計 27.0％）となっていたのに対し、2016 年調査では 10 ㌽以上、増大して 1／3 を超

えた（計 37.3％）。2013 年調査でも、改正労働契約法の施行前から雇用している有期契約労

働者について、法定（2013 年 4 月 1 日以降に締結した有期契約を通算して 5 年を超えると

無期転換申込権が発生）を上回る形で、無期契約や正社員に転換していきたいとする企業が、

一定程度みられたこと等を勘案すると、恐らくは昨今の人手不足等を背景に、改正労働契約

法への前倒し対応を含めた無期契約労働者（正社員含む）への転換が、既に行われ（始め）

ているのではないかと推量される。 
 

図表６１ 有期契約労働者を「雇用していない」企業の割合と労働契約法の改正 
以降に於ける雇止め等状況（ウェイトバック集計後） 

                         
 
 
 
 
 
 
 
               
 
 
 こうしたなか、有期契約労働者を雇用している理由（複数回答）について、同様の設問が

ある 2013 年調査と今回の調査を比較すると、この間、「賃金を抑制するため」や「日常的な

業務量の変動に対応するため」、また、「急激な景気変動の際に雇用調整出来るようにしてお

くため」といった理由で、有期契約労働者を雇用する企業の割合が大きく低下する一方、｢高

齢者や女性を活用するため｣等の理由による雇用が、大幅に上昇したことが分かる（図表６

２）。 
少子高齢化や景気の回復等による人手不足の深刻化のほか、最低賃金の上昇や社会保険の

適用拡大等、企業を取り巻く環境の変化等を背景に、有期契約労働者の雇用理由も大きく変

容している様子が窺える。この点については以降、過去 2 度の調査と今回の調査を比較する

上で、念頭に置いておく必要があると思われる。 

16.0 

20.1 

22.1 

0.6 

0.4 

0.4 

1.0 

0.6 

0.4 

0.6 

0.5 

0 5 10 15 20 25

２０１６年調査

（ｎ＝５，８５９）

２０１５年調査

（ｎ＝４，３３４）

２０１３年調査

（ｎ＝６，６１４）

労働契約法の改正前から雇用していない 労働契約法の改正以降、雇止めを行った

労働契約法の改正以降、無期契約労働者に転換した 無回答

（％）

（集計対象：５０人以上規模の各有効回答企業）

※横軸（総計）は、有期契約労働者を「雇用していない」割合に相当する。 
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図表６２ 有期契約労働者を雇用している理由（ウェイトバック集計後） 

                             
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                
 
 
（３）無期転換ルールへの対応状況・方針 

フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業を対象に、無

期転換ルール（第 18 条）について、どのような対応を検討しているか尋ねた結果をみると、

総じてこの間、何らかの形で（通算 5 年超から＋5 年を超える前に＋雇入れの段階から）無

期契約にしていく企業が、増大してきた様子が見て取れる。 
その上で、｢有期契約が更新を含めて通算 5 年を超えないように運用していく｣企業につい

ては、2013 年調査から 2015 年調査に掛け、大幅に縮小（フルタイム契約労働者で 14.4％→

5.7％、パートタイム契約労働者で 12.2％→5.9％）したものの、2015 年調査から 2016 年調

査に掛けては、やや揺り戻したようである（ⅰ）（同順に 5.7％→8.2％、5.9％→7.9％）（図

表６３）。 
また、何らかの形で無期契約にしていく企業の中でも、その内容に顕著な変化がみられ、

2015 年調査から 2016 年調査に掛けては、「通算 5 年を超える有期契約労働者から、申込み

がなされた段階で無期契約に切り換えていく」企業の割合が減少（フル 44.8％→38.1％、パ

ート 50.5％→42.5％）し、その分、「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無

期契約にしていく」企業（フル 20.8％→24.4％、パート 11.9％→14.9％）等の割合が増加し

た（ⅱ）。 
なお、｢対応方針は未定・分からない｣と無回答を合わせた割合は、2015 年調査と 2016 年

調査の間で、フルタイム契約労働者についてはほぼ横這い（27.2％→26.7％）で推移してい

るものの、パートタイム契約労働者ではやや増加した（ⅲ）ことが分かる（29.9％→32.2％）。 
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２０１３年調査

（ｎ＝５，０６０）

２０１６年調査

（ｎ＝４，８０８）

（％）
（集計対象：有期契約労働者を雇用している企業）

（複数回答）
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図表６３ 無期転換ルールへの対応状況・方針（ウェイトバック集計後） 

           
 
 
 
 
 
 
                    
                      
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                    
 
 そもそも｢パネル調査｣ではなく、また、標本調査であることに伴う誤差等も鑑みると、2
～3％程度の微妙な変化をどこまで論じて良いかという問題もあるが、仮に上記のような変

化を生じているとしたら何故だろうか。 
まず、2015 年調査から 2016 年調査に掛けて、（ⅰ）｢有期契約が更新を含めて通算 5 年を

超えないように運用していく｣企業がやや増加した点や、（ⅲ）特にパートタイム契約労働者

で｢対応方針は未定・分からない｣等がやや増加した点については、業況観の悪化等が関係し

ているとみられる。即ち、業況が｢かなり良い・良い｣企業群と、業況が「平均並み」ないし

「悪い・かなり悪い」企業群の間で、無期転換ルールへの対応状況・方針は近似しているが、

2015 年調査から 2016 年調査に掛けては、業況が｢かなり良い・良い｣企業割合が減少し（計

21.6％→17.6％）、一方で「平均並み」ないし「悪い・かなり悪い」とする企業割合が増加し

た（計 75.2％→79.4％）ことを受け、｢有期契約が更新を含めて通算 5 年を超えないように

運用していく｣企業や、特にパートタイム契約労働者で｢対応方針は未定・分からない｣等とす

る企業の微増に、つながったのではないかと考えられる（図表６４）。 
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２０１６年調査

（ｎ＝３，７２２）

２０１５年調査

（ｎ＝２，３７４）

２０１３年調査

（ｎ＝３，８３８）

（集計対象：フルタイム契約労働者を雇用している企業）フルタイム契約労働者
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12.2 

42.5 

50.5 

27.4 

14.9 

11.9 
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２０１６年調査

（ｎ＝３，５４４）

２０１５年調査

（ｎ＝２，３６５）

２０１３年調査

（ｎ＝３，７７４）

有期契約が更新を含めて通算５年を超えないように運用していく

通算５年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく

有期契約労働者の適性を見ながら、５年を超える前に無期契約にしていく

雇入れの段階から無期契約にする（有期契約での雇入れは行わないようにする）

有期契約労働者を、派遣労働者や請負に切り換えていく

対応方針は未定・分からない

無回答

（集計対象：パートタイム契約労働者を雇用している企業）パートタイム契約労働者
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図表６４ 業況観の変化と業況観別にみた無期転換ルールへの対応状況・方針 
（ウェイトバック集計後） 

                                 
 
 
 
 
 
               
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                   
 

また、（ⅰ）｢有期契約が更新を含めて通算 5 年を超えないように運用していく｣企業がや

や増加している点については、併せて、通算 5 年を超えないように抑制する具体的な方法に

ついての無回答が、増加していること（2015 年調査で 5.2％→2016 年調査で 12.4％）（90
頁・図表 68）にも、留意する必要があると思われる。即ち、｢有期契約が更新を含めて通算

5 年を超えないように運用していく｣と回答し、更に、通算 5 年を超えないように抑制する具

体的な方法についても明確になっている企業割合を算出すると、フルタイム契約労働者で

2015 年調査 5.6％→2016 年調査 7.4％、パートタイム契約労働者では 2015 年調査 5.6％→

2016 年調査 6.8％となり、両者の差は 1％台まで縮小する。｢有期契約が更新を含めて通算 5
年を超えないように運用していく｣考えの企業であっても、具体的な方法まで定まっていない

場合は、今後の状況次第で対応方針が変動する可能性もあろう。この点、割り引いて考える

必要があると思われる。 
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通算５年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく

有期契約労働者の適性を見ながら、５年を超える前に無期契約にしていく
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対応方針は未定・分からない

無回答

（集計対象：パートタイム契約労働者を雇用している企業）

フルタイム契約労働者
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なお、何らかの形で（通算 5 年超から＋5 年を超える前に＋雇入れの段階から）無期契約

にしていく企業についても、無期契約への具体的な転換方法まで明確になっている割合を算

出してみると、フルタイム契約労働者で 2015 年調査 59.0％→2016 年調査 63.2％、パート

タイム契約労働者では 2015 年調査 57.9％→2016 年調査 57.8％となった。即ち、フルタイ

ム契約労働者については、具体的な転換方法まで明確な形で、何らかの形で無期契約にして

いく企業が増加しているのに対し、パートタイム契約労働者についてはほぼ横ばいで推移し

ていることが分かる。 
 これに関連して、また、特にパートタイム契約労働者で｢対応方針は未定・分からない｣等

とする企業がやや増加していることにも関連し、この間に、社会保険の適用拡大が施行（2018
年 10 月）されたこと等も影響しているのではないかと推量される。データによる裏付けは

無いものの、社会保険の適用拡大に伴い、パートタイム契約労働者の労働時間の長時間化や

短時間化等が進み23、一部はフルタイム契約労働者（正社員含む）になり、また、パートタ

イム契約労働者にとどまってもより短時間になるなどして、無期転換ルールへの対応状況・

方針に影響している可能性もあるのではないかと考えられる。 
 
 一方、何らかの形で無期契約にしていく企業の中でも、（ⅱ）「有期契約労働者の適性を見

ながら、5 年を超える前に無期契約にしていく」割合等が増加した理由については、2015 年

調査から 2016 年調査に掛けて、（有期契約労働者の現在の雇用状況に係わらず）「労働契約

法の改正以降、無期契約労働者（正社員含む）に転換した」企業の割合が、前回調査の 1／4
程度（計 27.0％）から、今回調査では 1／3 超（計 37.3％、全有効回答企業の 4 割弱）まで、

10 ㌽以上増大したこと等が挙げられるだろう。 
と言うのも、「通算 5 年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約

に切り換えていく」企業のうち、フルタイム契約労働者については 2／3 超（69.0％）が、

また、パートタイム契約労働者でも 6 割超（60.8％）が、併せて「労働契約法の改正以降、

無期契約労働者（正社員含む）に転換した」と回答している。恐らくは昨今の人手不足等を

直接の理由として、企業が人材の囲い込みを加速させているために、無期転換ルールへの対

応に当たっても、通算 5 年を超える時点を待たずに（待てずに）、無期契約（正社員含む）

への切換えを行う企業が現われており、「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前

に無期契約にしていく」割合の増加に反映されたのではないかとみられる。 
そしてこのことは、無期転換ルールへの対応を折り込んだ無期契約（正社員含む）への切

換えが既に行われ（始め）ていること、また、これに伴い無期転換ルールへの対応状況・方

針も漸次、変化しつつあること、更に今後、無期契約労働者（正社員含む）に転換しやすい

有期契約労働者が減少していく中では、（残された有期契約労働者の中で、高齢者や学生、労

                                                
23 JILPT 調査シリーズ No.114「社会保険の適用拡大が短時間労働に与える影響調査」結果―短時間労働者に対する

社会保険の適用拡大に伴い、事業所や労働者はどのように対応する意向なのか」（2013 年）を参照。 
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働時間が極めて短い女性、外国人等の割合が高まるなどして）無期転換ルールへの対応方針

も、変容する恐れがあること等を示唆していると思われる。 
無期転換ルールの効果や影響を検証するに当たっては、やはりその動向を継続的に調査し

ていく必要がある。 
 
（４）無期契約に転換するメリットと課題 

フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を、何らかの形で無期契約にして

いくと回答した企業を対象に、有期契約労働者を無期契約に転換するメリットをどう考える

か尋ねた結果をみると（複数回答）、2013 年調査から 2015 年調査に掛けて、大きく上昇し

た｢長期勤続・定着が期待出来る｣（60.9％→71.9％）については、引き続き 2016 年調査で

も最上位に挙がっていることが分かる（69.4％）（図表６５）。 
また、｢有期契約労働者の雇用に対する不安感を払拭し、働く意欲を増大できる｣について

も、2013 年調査から一貫して 6 割程度を維持している（2013 年調査 57.1％→2015 年調査

57.7％→2016 年調査 57.4％）。だが、2015 年調査で高まった｢要員を安定的に確保できるよ

うになる｣（48.1％）等については、2016 年調査で顕著に低下（39.3％）した。 
 このことは、（３）で見たように「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無

期契約にしていく」企業の割合が増加していること等に関連しているのではないかと考えら

れる。即ち、既に無期契約労働者（正社員含む）への転換が進んでいるために、｢長期勤続・

定着が期待出来る｣点や｢雇用に対する不安感を払拭し、働く意欲を増大できる｣点には変わり

ないものの、（既に転換してしまったため、引き続き）｢要員を安定的に確保できるようにな

る｣訳ではないといった企業もあるということではないだろうか。 
 

図表６５ 無期契約に転換するメリット（左）や課題（右）（ウェイトバック集計後） 
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同様に、雇用管理上の課題については（複数回答）、2013 年調査から 2016 年調査に掛け

て、｢雇用調整が必要になった場合の対処方法｣や、｢正社員の新規採用に対する影響｣等に対

する懸念が顕著に後退し、むしろ「正社員と有期契約労働者の間の仕事や労働条件のバラン

スの図り方｣など、無期転換後の具体的な待遇のあり方等に関心が移っている様子が窺える。 
無期転換ルールに伴う雇用管理上の課題は、今後も推移していく可能性があるとみられ、

政策上も適時、必要な対応を検討していく必要がある。 
 
（５）無期契約への転換方法 

何らかの形で無期契約にしていくと回答した企業を対象に、どのような形態で無期契約に

するか尋ねた結果をみると、フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を問わ

ず、｢既存の正社員区分｣にする企業については、経年的に一定割合をキープする一方で、中

間的な位置づけの「既存・新設の無期契約（正社員）区分」を活用する企業は徐々に減少し、

「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期

へ移行させる」割合が、着実に増加してきた様子が見て取れる（図表６６）。 
 

図表６６ 無期契約への転換方法（ウェイトバック集計後） 
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即ち、無期契約への転換方法については、｢既存の正社員区分｣か「（新たな区分は設けず）

各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」かの両極

が多い状態になりつつあり、その意味で無期転換ルールへの対応を契機にしたいわゆる「多

様な正社員」の拡大は、なかなか進み難いのではないかとみられる。 
また、2016 年の調査時点で、「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、

労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」企業は、フルタイム契約労働者で約 4 割、パ

ートタイム契約労働者では 5 割を超える状況となっていて、無期転換ルールはフルタイム契

約労働者にとっては、「既存の正社員区分」への登用機会を拡大する効果を発揮するとともに、

フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を問わず、（通算 5 年超えた時点等

での）契約を適正化する効果が、期待出来るのではないかと考えられる。 
 

なお、2016 年調査で（３）の無期転換ルールへの対応状況・方針と（５）無期契約への転

換方法の関係をみると、フルタイム契約労働者については「通算 5 年を超える有期契約労働

者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」企業で、「（新たな区分は設け

ず）各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」割合

が高くなっている（図表６７）。 
 

図表６７ 無期転換ルールへの対応状況・方針と無期契約への転換方法の関係 
（ウェイトバック集計後） 
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また、「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約にしていく」企業で

は、「既存の正社員区分」を活用する割合が高い。同様に、「雇入れの段階から無期契約にす

る（無期契約での雇入れは行わないようにする）」企業では、「既存の正社員区分」と「契約

だけ無期へ移行」する割合が拮抗している。無期転換ルールへの対応状況・方針に依存して、

無期化の形態も変わってくることが分かる。 
一方、パートタイム契約労働者については、（「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を

超える前に無期契約にしていく」企業では、「既存の正社員区分」を活用する割合も 1／4 程

度とやや高いものの）、基本的には無期転換ルールへの対応状況・方針に依らず、「（新たな区

分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させ

る」割合がもっとも多い。無期転換ルールの効果・影響は、フルタイム契約労働者あるいは

パートタイム契約労働者の間で異なることを示唆していると思われる。 
 
（６）通算 5 年未満に抑制する理由と抑制方法 

一方、無期転換ルールへの対応状況・方針で、「通算 5 年を超えないよう運用していく」

と回答した企業を対象に、どのような方法で通算 5 年未満に抑制するか尋ねた結果をみると

（複数回答）、2013 年調査から 2016 年調査に掛けて、「更新回数上限や通算勤続年数等で制

限する」企業が 6 割を超えもっとも多くなっている（図表６８）。 
一方でこの間、「契約更新時の判断（人物や働きぶり等の選別）を厳格化する」や「途中

で随時、クーリング期間（空白）を挟み、通算期間をリセットする」、また、「有期契約労働

者を新規に採用する際、無期転換や正社員登用を希望しない人を選別する」といった、個別

対応のような曖昧さの残る方法は減少傾向を辿っており、企業にとってはなかなか採り難い

方法であると、判断されてきた側面もあるのではないかと考えられる。 
 

図表６８ 通算 5 年未満への抑制方法（ウェイトバック集計後） 
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見直しを行うかどうかを含めて方針未定 見直し予定はない（現状通りで問題ない）
無回答

（集計対象：フルタイムあるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業）（集計対象：フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業）

なお、無回答の割合も増加しており、（３）で指摘したように、無期転換ルールへの対応

状況・方針については未だ、流動的な企業も含まれているとみられる。 
 
（７）有期・無期契約労働者間の労働条件の不合理な相違を禁止するルールについての対応

状況・方針 
 有期・無期契約労働者間に於ける、労働条件の不合理な相違を禁止するルール（第 20 条）

に対応するため、雇用管理上、何らかの見直しを行ったか尋ねた結果をみると、フルタイム

契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業のうち、「既に見直しを行っ

た」あるいは「今後の見直しを検討している」割合は、2013 年の調査以降、徐々に増加して

いるが、2016 年の調査時点でも計 1／6 程度（16.8％）と、一定程度にとどまっていること

が分かる（図表６９）。 
 

図表６９ 労働条件の不合理な相違を禁止するルールへの対応状況・方針（上）と 
    「既に見直しを行った」「今後の見直しを検討している」場合の見直し内容（下） 

（ウェイトバック集計後） 
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むしろ各約 4 割が「見直しを行うかどうかを含めて方針未定」あるいは「見直し予定はな

い」と回答しており、その意味で、有期・無期の契約労働者間に於ける労働条件の不合理な

相違を禁止するルール自体が、有期契約労働者の雇用管理に直接、及ぼす効果は限定的であ

る恐れが高いと推量される。 
 その上で、「既に見直しを行った」あるいは「今後の見直しを検討している」企業で、具体

的な内容をみると（複数回答）、一貫して「賃金関係」が最多である（2016 年調査でも、「基

本給（月給・時間給など）関係」及び「諸手当（通勤手当以外）」「賞与関係」を一括りにし

て、いずれかの選択割合を算出すると最多である）。次いで多いのは「有期・無期契約労働者

間の職務等の違いの明確化」であり、新たに追加した 2015 年の調査以降、1／3 超となって

いる。 
 

なお、有期・無期契約労働者間に於ける、労働条件の不合理な相違を禁止するルールを巡

る潜脱が無いかを確認するため、2013 年及び 2015 年調査では「有期契約労働者の比較対象

となる無期契約労働者（正社員等）の労働条件の引き下げ」としていた選択肢について、2016
年調査ではその表現を「労働条件の見直し」に改訂した結果、数％程度から一気に 2 割超ま

で上昇する結果となった。このことは、労働条件の引き下げではない見直し――即ち、無期

契約労働者の労働条件の強化等も、（フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者

を雇用している企業ベースでは 3～4％程度と僅少ながら）、進められている可能性があるこ

とを示唆しているのではないかと思料される。 
 
 
（８）改正労働契約法が有期契約労働者の雇用管理に及ぼす影響 

ⅰ. 検証① 契約更新の上限設定に対する影響 
改正労働契約法が、有期契約労働者の雇用管理に及ぼす影響を検証するため、契約の反復

更新に係る上限の設定・見直し状況についても確認すると、何らかの上限を「設けている」

割合は、フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業とも、

徐々に増加してきた様子が見て取れる（図表７０）。 
 但しこの間、有期契約労働者を「雇用している」企業が増加していること等も影響してお

り、「改正労働契約法の全面施行に伴い、（契約の更新上限を）新設した」割合自体は、2016
年調査でもフルタイム契約労働者で 6.5％、パートタイム契約労働者でも 5.0％に過ぎない。 

その意味で、労働契約法の改正時に反作用として懸念された、有期契約の反復更新に係る

上限設定に及ぼしている影響は、（少なくとも 2016 年の調査時点までは未だ）一定程度にと

どまっていると言えるだろう。 
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図表７０ 契約の反復更新に係る上限の設定・見直し状況（ウェイトバック集計後） 

                        
 
 
 
 
 
                     
                   
 
 
 
 
 
 
                      
 
 

ⅱ. 検証② 正社員への登用制度・慣行に対する影響 
改正労働契約法が、有期契約労働者の雇用管理に及ぼす影響を検証するため、正社員への

登用制度・慣行の導入・見直し状況についても確認すると、フルタイム契約労働者あるいは

パートタイム契約労働者を雇用している企業のうち、正社員に登用する制度や慣行について

「既に見直しを行った」割合は僅少ながらも、着実に増加していることが分かる（図表７１）。

但しその分、「今後の見直しを検討中」の企業が漸減しており、両者を合わせて何らかの見直

しを実施・検討している割合自体は、計 22～24％程度で推移している。また、「見直し方針

は未定」や「見直し予定はない」とする企業は、調査年次を問わずそれぞれ半数程度、1／5
程度と大きな動きが無い様子も見て取れる。 

その上で、見直し内容をみると（複数回答）、「正社員への直接登用は行わず、必ず無期契

約区分を経由するよう制度・慣行を変更」する、あるいは「正社員への登用要件を厳格化（登

用期間の長期化含む）」するといった割合が顕著に減少し、一方で「正社員への登用制度・慣

行の新設」が、2013 年調査の 47.1％から 2015 年調査で 59.5％、2016 年調査では（新設し

た「登用先となる正社員区分の増設（多様化）」のいずれかを選択している割合で）70.1％と

着実に増加している。 
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（複数回答）
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（集計対象：フルタイムあるいはパートタイムの契約労働者を雇用している企業）（集計対象：フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業）

図表７１ 正社員への登用制度・慣行の見直し状況（上）と 
    「既に見直しを行った」「今後の見直しを検討中」の場合の見直し内容（下） 

（ウェイトバック集計後） 
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３．過去 2 度の調査結果との比較から示唆されること（小活） 
 過去 2 度の調査結果と比較出来るよう、今回の調査も含めて 50 人以上の企業に限定し、

改めて経済センサスの業種×雇用者規模の企業構成比を基にウェイトバック集計（復元）を

試みた結果、様々なことが示唆された。 
 
 まず、無期転換ルールへの対応状況・方針については、2016 年調査でも何らかの形（通算

5 年超から＋5 年を超える前に＋雇入れの段階から）で、無期契約にしていく企業が大勢を

占める点には変化が無いことが確認された。但し、2015 年調査から 2016 年調査に掛けては、

何らかの形で無期契約にしていく企業の中でも「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を

超える前に無期契約にしていく」割合がやや増加するといった変化も観察された。その理由

としては、2015 調査から 2016 年調査に掛け、（有期契約労働者の現在の雇用状況に係わら

ず）「労働契約法の改正以降、無期契約労働者（正社員含む）に転換した」企業の割合が、1
／4 程度から 1／3 超（全有効回答企業の 4 割弱）まで、増大したこと等が関連しているので

はないかと思料される。 
即ち、企業が人材の囲い込みを加速させているために、通算 5 年を超える時点を待たずに

（待てずに）、無期転換ルールへの対応を折り込んだ無期契約（正社員含む）への切換えが、

既に現出しているのではないかとみられる。そしてこのことは今後、無期契約労働者（正社

員含む）に転換しやすい有期契約労働者が減少していく中で、結果として純粋・有期契約労

働者の濃度が高まるなどして、無期転換ルールへの対応状況・方針も、大きく変容する恐れ

があること等を示唆しているのではないかと考量される。而して、無期転換ルールの効果や

影響を見極める24に当たっては、その動向を継続的に調査していく必要があると思われる。 
 

こうしたなか、無期契約への転換方法をみると、フルタイム契約労働者あるいはパートタ

イム契約労働者を問わず、｢既存の正社員区分｣とする企業が経年的に一定割合をキープする

一方で、「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約

だけ無期へ移行させる」割合が増加してきた様子が浮き彫りになった。 
また、改正労働契約法の施行に伴う、正社員への登用制度・慣行の見直し状況をみると、

「正社員への直接登用は行わず、必ず無期契約区分を経由するよう制度・慣行を変更」した

り、「正社員への登用要件を厳格化（登用期間の長期化含む）」する企業は顕著に減少し、「正

社員への登用制度・慣行の新設」に取り組む企業が、2013 年調査の 47.1％から 2015 年調査

で 59.5％、2016 年調査では（新設した「登用先となる正社員区分の増設（多様化）」のいず

れかを選択している割合で）70.1％と、着実に増加していることが分かる。 
その意味で、無期転換ルールは（通算 5 年を超えた段階等での）契約の適正化を図る効果

                                                
24 改正労働契約法では施行後 8 年を経過した場合に（つまり 2021 年には）、無期転換ルールの施行状況を勘案しつつ

検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとしている。 
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とともに、「既存の正社員区分」への登用機会を拡大する効果が、期待出来るのではないかと

思料される。但し、その結果として、無期転換ルールが、従前から存在する正社員登用制度・

慣行と同義のものに狭小化されてしまう恐れもある点には、充分留意する必要があると思わ

れる。 
 

なお、労働契約法の改正時に懸念された反作用についても確認すると、労働契約法の改正

以降、有期契約労働者の雇止めを行った企業は、（少なくとも 2016 年調査までは）僅少であ

ることが判明した。 
また、契約の反復更新に係る上限を「設定している」企業の割合は、2013 年の調査以降、

徐々に増加しているが、「改正労働契約法の全面施行に伴い、（契約の更新上限を）新設した」

割合自体は、2016 年の調査でも、フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を

雇用している企業の各 5～6％程度にとどまっている。 
即ち、改正労働契約法が、有期契約労働者の雇止めや反復更新の上限設定に及ぼしている

影響は、（少なくとも調査時点までは）未だ限定的であると言える。但し、無期転換ルールの

効力が本格的に発揮されてくるであろう 2018 年 4 月以降へ向けて、「雇止め」は一定の場合

に無効とされることや、無期転換ルールの回避を企図した「雇止め」は望ましくないこと等

について、今一度、周知を徹底しておく必要があろう。 
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第４章 総括（政策的インプリケーション） 

今回の調査では、無期転換ルールの効力が本格的に発揮されてくるであろう 2018 年 4 月

以降へ向けて、（調査時点で）残すところ 1 年半に迫るなか、より小規模な企業も含めた現

況を把握したいと、その対象を（過去 2 度の調査フレームである）50 人以上規模の企業から、

10 人以上規模の企業に拡大した。 
なお、一連の結果を主な業種×雇用者規模別の重み付けで、経済センサスの企業構成比通

りにウェイトバック集計（復元）した結果も試算（第 3 章）したが、その多くは第 2 章で見

た全有効回答企業の単純集計結果と概ね同様の傾向であることも確認された。 
 
 その上で、無期転換ルール（第 18 条）や有期・無期の契約労働者間に於ける、不合理な

労働条件の相違を禁止するルール（第 20 条）への対応のあり方を巡っては、（10 人以上）

49 人以下の企業と 50 人以上の企業の間で、共通している部分もあれば、相違している部分

もある事実が明らかになった。 
 まず、無期転換ルールについては規模を問わず、何らかの形で（通算 5 年超から＋5 年を

超える前に＋雇入れの段階から）無期契約にしていく企業が、「有期契約が更新を含めて通算

5 年を超えないように運用していく」企業を大きく上回る点で共通していた。但し、（10 人

以上）49 人以下の企業では、「適性を見ながら 5 年を超える前に」あるいは「雇入れの段階

から」、無期契約にしていく割合も相対的に高いのに対し、50 人以上の企業では「通算 5 年

を超え、申込みがなされた段階で」無期契約に切り換えていく割合が高いといった特徴がみ

られた。また、関連する無期化の形態についても、前者では特にフルタイム契約労働者で「既

存の正社員区分」等に転換していく割合が高いものの、後者ではフルタイム契約労働者ある

いはパートタイム契約労働者を問わず、「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・

責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」割合等が高くなっている。 
 

なお、今回の調査では初めて「別段の定め」の活用意向についても把握した。無期化の形

態との関連をみると、「別段の定め」の必要性に対する企業の理解は、規模を問わず充分とは

言い難い（そもそも没却している恐れもある）。無期転換申込権は通算 5 年を超えた有期契

約労働者の、一方的な意思表示で成就する（使用者による｢承諾みなし｣（合意擬制）により、

無期契約の成立を阻止し得ない）「形成権」であるだけに、労使トラブルを未然に防ぐために

も、「別段の定め」の必要性についての企業周知が、喫緊の課題になっていると思料される。 
 
 一方、有期・無期契約労働者間に於ける、不合理な労働条件の相違を禁止するルールにつ

いては、「既に見直しを行った」あるいは「今後の見直しを検討している」企業は、規模を問

わず一定程度にとどまることが判明した。また、依然として「対応方針は未定・分からない」
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とする企業も多く、対応方針を決める上でのネックは「法の詳細が分からないこと」等が、

規模に依らず多く挙がった。同ルールを巡っては、規定の内容に未だ不分明なところもある

ことから、より具体的に分かり易い形で、明確化する必要もあるのではないかと考量される。 
 
 なお、改正労働契約法の更なる周知に当たっては、（10 人以上）49 人以下の企業と 50 人

以上の企業の間で、アプローチを変える必要性も示唆された。前者では相対的に、「新聞報道

やホームページ等での紹介」や「社会保険労務士や弁護士等からの情報提供」等に依存して

いる割合が高く、後者のように自ら「雑誌や媒体」を通じて情報を入手したり、「セミナー」

に参加する余地等は限られている。特に（10 人以上）49 人以下の企業では、法の内容まで

の認知度が 1／4 程度（有期契約労働者を雇用している企業だけで見ても 1／3 程度）にとど

まっていることから、「ホームページ等」での案内の梃入れや「パンフレット等」の更なる配

付、また、例えば新聞の広告・記事から、資料の請求や実際の相談につながるような工夫を

施したり、セミナーの内容をホームページでも視聴出来るようにするといった、より一層の

周知を図る必要があると思われる。 
 
 一方、今回の調査では、過去 2 度の調査結果とも比較出来るよう、50 人以上の企業に限定

し、改めて経済センサスの業種×雇用者規模の企業構成比でウェイトバック集計（復元）を

試みた結果、いくつかのことが示唆された。 
 まず、無期転換ルールへの対応状況・方針については、2016 年調査でも何らかの形（通算

5 年超から＋5 年を超える前に＋雇入れの段階から）で、無期契約にしていく企業が大勢を

占める点には変化が無いことが確認された。但し、2015 年調査から 2016 年調査に掛けては、

何らかの形で無期契約にしていく企業の中でも、「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を

超える前に無期契約にしていく」割合がやや増加するといった変化が観察された。その理由

としては、（有期契約労働者の現在の雇用状況に係わらず）「労働契約法の改正以降、無期契

約労働者（正社員含む）に転換した」企業の割合が、2015 年調査の 1／4 程度から、2016
年調査では 1／3 超（全有効回答企業の 4 割弱）まで、増大したこと等が関連しているので

はないかと思料される。 
即ち、企業が（昨今の人手不足等を背景に）人材の囲い込みを加速させているために、通

算 5 年を超える時点を待たずに（待てずに）、無期転換ルールへの対応を折り込んだ無期契

約（正社員含む）への切換えが、既に現出しているのではないかとみられる。そしてこのこ

とは今後、無期契約労働者（正社員含む）に転換しやすい有期契約労働者が減少していく中

で、結果として純粋・有期契約労働者の濃度が高まるなどして、無期転換ルールへの対応状

況・方針も、大きく変容する恐れがあること等を示唆していると考量される。而して、無期

転換ルールの効果や影響を見極めるためにも、その状況を継続的に把握していく必要がある。 
なお、労働契約法の改正時に懸念された反作用について確認すると、まず、労働契約法の
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改正以降、有期契約労働者の雇止めを行った企業は、（少なくとも 2016 年調査までは）僅少

であることが判明した。また、契約の反復更新に係る上限を「設定している」企業の割合に

ついては、2013 年の調査以降、徐々に増加しているものの、「改正労働契約法の全面施行に

伴い、（契約の更新上限を）新設した」割合自体は、2016 年調査でも、フルタイム契約労働

者あるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業の各 5～6％程度にとどまっている。 
即ち、改正労働契約法が、有期契約労働者の雇止めや反復更新の上限設定に及ぼしている

影響は、（少なくとも調査時点までは）未だ限定的であると言えるだろう。但し、無期転換ル

ールの効力が本格的に発揮されてくるであろう 2018 年 4 月以降へ向けて、「雇止め」は一定

の場合に無効とされることや、無期転換ルールの回避を企図した「雇止め」は望ましくない

こと等について、今一度、周知を徹底しておく必要があると思われる。 
 
 また、改正労働契約法の施行に伴う、正社員への登用制度・慣行の見直し状況をみると、

「正社員への直接登用は行わず、必ず無期契約区分を経由するよう制度・慣行を変更」した

り、「正社員への登用要件を厳格化（登用期間の長期化含む）」する企業は顕著に減少し、一

方で「正社員への登用制度・慣行の新設」に取り組む企業が、着実に増加してきたことが分

かる。 
その意味で、無期転換ルールは（通算 5 年を超えた段階等での）契約の適正化を図る効果

とともに、「既存の正社員区分」への登用機会を拡大する効果が期待出来るのではないかと思

料されるが、結果として無期転換ルールが、従前から存在する正社員登用制度・慣行と同義

のものに狭小化されてしまう恐れもある点には、充分留意する必要があると思われる。 
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業
を

単
位

と
し

て
行

っ
て

い
ま

す
。

そ
の

た
め

、
本

社
だ

け
で

な
く

支
店

、
出

張
所

、
工

場
、

研
究

所
、

店
舗

、

営
業

所
な

ど
、

す
べ

て
の

事
業

所
を

含
め

た
全

体
の

状
況

に
つ

い
て

ご
回

答
く

だ
さ

い
。

３
．

特
段

の
指

定
が

な
い

限
り

、
前

か
ら

順
を

追
っ

て
ご

回
答

く
だ

さ
い

。
ご

回
答

欄
は

太
枠

内
で

す
。

「
１

つ
だ

け
○

」
「
該

当
す

べ
て

に
○

」
「
数

値
を

記
入

」
な

ど
、

調
査

票
に

示
さ

れ
た

指
定

に
沿

い
ご

記
入

く
だ

さ
い

。
ま

た
、

選
択

肢
で

「
そ

の
他

」
を

選
ば

れ
た

場
合

は
、

具
体

的
な

内
容

を
（
カ

ッ
コ

内
）
に

ご
記

入
く

だ
さ

い
。

４
．

ご
記

入
が

終
わ

り
ま

し
た

ら
、

同
封

の
返

信
用

封
筒

（
切

手
不

要
）
へ

入
れ

、
２

０
１

６
年

１
０

月
２

１
日

（
金

）
ま

で
に

、
郵

便
ポ

ス
ト
に

ご
投

函
く

だ
さ

い
。

５
．

調
査

に
つ

い
て

ご
不

明
な

点
が

ご
ざ

い
ま

し
た

ら
、

下
記

ま
で

お
問

い
合

わ
せ

い
た

だ
け

れ
ば

幸
い

に
存

じ
ま

す
。

な
お

、
調

査

票
の

発
送

、
回

収
、

入
力

に
つ

き
ま

し
て

は
、

(株
)日

本
統

計
セ

ン
タ

ー
に

委
託

し
て

お
り

ま
す

。
ご

照
会

内
容

に
応

じ
ま

し
て

、

下
記

の
担

当
ま

で
お

電
話

く
だ

さ
い

。

調
査

の
趣
旨
、

目
的

に
つ
い

て
調

査
票

の
発
送

、
回

答
方
法

、
回

収
に
つ

い
て

（
独

）
労

働
政
策

研
究

・
研

修
機

構

担
当

：
調
査

・
解

析
部

（
政

策
課

題
）

渡
辺

・
荻
野

電
話

：【
03

-5
90

3-
62

86
／

62
81

】

受
付

時
間
：
【
平

日
9:

00
～

17
:3

0】

(株
)日

本
統
計
セ
ン
タ
ー

担
当

：
原
田

・
松

田

電
話

：【
03

-3
86

1-
53

91
】

受
付

時
間
：
【
平

日
9:

00
～

12
:0

0
13

:0
0～

18
:0

0】

2  
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―
Ⅰ

改
正

労
働

契
約

法
へ

の
対

応
状

況
に

つ
い

て
―

―
―

―
―

―
―

―
―

―
―

―
―

―
―

―
―

―
―

―
―

―

問
１

,２
０

１
２

年
８

月
に
改

正
さ

れ
、

２
０

１
３
年
４

月
よ

り
全
面

施
行

さ
れ
た

改
正

労
働
契

約
法

で
は

「
契

約
期
間
に

定
め

の

あ
る

労
働
者
（

有
期

契
約

労
働

者
）
」
が
反

復
更

新
で
通

算
５

年
を
超

え
た

場
合
の

申
込

み
に
よ

る
無

期
契
約

へ
の

転
換
や

、

有
期

・
無

期
契

約
労

働
者

間
の

不
合

理
な

労
働

条
件

の
相

違
の

禁
止

な
ど

が
規

定
さ

れ
ま

し
た

。
こ

う
し

た
改

正
が

行
わ

れ
た
こ
と

を
ご

存
知
で

す
か

（
１
つ

だ
け

○
）。

問
２

,
貴

社
で
は

現
在

、
有
期

契
約

労
働
者

（
※

）
を

雇
用

し
て
い
ま

す
か

（
１
つ

だ
け

○
）。

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

 
1

改
正

労
働

契
約

法
を

踏
ま

え
、

有
期

契
約

労
働

者
を

一
斉

に
無

期
転

換
し

た
ケ

ー
ス

や
、

同
法

の
施

行
前

か
ら

雇
用

し
て

い
る

有
期

契
約

労
働

者
に

つ
い

て
、

法
定

を
上

回
る

形
で

無
期

転
換

し
た

ケ
ー

ス
、

ま
た

、
改

正
労

働
契

約
法

を
見

据
え

つ
つ

、
正

社
員

登
用

制
度

等
を

通
じ

て
無

期
転

換
し

た
ケ

ー
ス

等
を

、
す

べ
て

含
め

て
ご

回
答

く
だ

さ
い

。
な

お
、

無
期

転
換

の
形

態
（
正

社
員

区
分

、
新

設
の

無
期

契
約

区
分

、
契

約
だ

け
無

期
へ

移
行

等
）
は

問
い

ま
せ

ん
。

行
政

が
主
催

す
る

セ
ミ

ナ
ー

１

上
記

以
外
の

セ
ミ

ナ
ー

２

社
会

保
険
労

務
士

や
弁

護
士

等
か

ら
の

情
報

提
供

３

人
事

労
務
関

係
の

雑
誌

、
団

体
冊

子
等

の
媒

体
４

新
聞

報
道
や

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

等
で

の
紹

介
５

労
働

組
合
や

労
働

者
等

か
ら

の
提

案
６

そ
の

他
（
具

体
的

に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）
７

改
正
内
容
ま
で
知
っ
て
い
る

１ ２

知
ら
な
い
・
分
か
ら
な
い

３

現
在

、
有
期
契

約
労

働
者
を

雇
用
し
て
い
る

１

雇
用
し
て
い
な
い

２

付
問

,
い

つ
か
ら

雇
用

し
て
い

ま
せ

ん
か

（
１

つ
だ

け
○

、
数

値
も

記
入

）
。

労
働

契
約

法
の

改
正

（
２
０
１
２
年
８
月
）

前
か

ら
雇

用
し

て
い

な
い

１

労
働

契
約

法
の

改
正

以
降

、
雇

止
め

を
行

っ
た

２

労
働

契
約

法
の

改
正

以
降

、
無

期
契

約
労

働
者
（
正
社
員
含
む
）

に

転
換

1
し
た

 
 

 
 

 
 

転
換

者
数

は
、

総
計

で
 

 
 

 
 

 
人

３

１
日

常
的

な
業

務
量

の
変

動
に

対
応

す
る

た
め

８
正
社
員
を
増
や
せ
な
い
た
め
（
上
限
が
あ
る
た
め
）

２
９

３
１

０

４
賃

金
を

抑
制

す
る

た
め

１
１

定
期
的
に
人
材
の
入
れ
換
え
を
行
う
た
め

５
社

会
保

険
料

を
節

約
す

る
た

め
１

２
高
齢
者
や
女
性
を
活
用
す
る
た
め

６
（
正

社
員

で
あ

る
必

要
の

な
い

）
軽

易
な

職
務

の
た

め
１

３
学
生
や
障
が
い
者
を
活
用
す
る
た
め

７
１

４

１
行
っ
た

２
行

っ
て

い
な

い

人

Ｐ
１

１
の

問
１

４
へ

付
問

①
,
有

期
契

約
労

働
者
を

雇
用

し
て
い

る
理

由
は
何

で
す

か
（
該

当
す

べ
て
に

○
）
。

た
だ

し
、

貴
社

が
派

遣
会

社
の

場
合

は
、

他
社

に
派

遣
し

て
い

る
登

録
型

派
遣

労
働

者
等

も
含

め
て

ご
回

答
く

だ
さ

い
。

※
本

調
査

で
は

契
約

社
員

、
準

社
員

、
パ

ー
ト
・
ア

ル
バ

イ
ト
な

ど
呼

称
を

問
わ

ず
、

６
ヶ

月
や

１
年

な
ど

労
働

契
約

期
間

に
定

め
が

あ
り

、
貴

社
に

直
接

、
雇

用
さ

れ
て

い
る

労
働

者
と

定
義

し
ま

す
。

定
年

再
雇

用
者

も
含

ま
れ

ま
す

が
、

派
遣

会
社

か
ら

受
け

入
れ

て
い

る
派

遣
労

働
者

は
含

ま
れ

ま
せ

ん
。

転
換

１
を

行
い

ま
し

た
か
（

１
つ

だ
け
○

）
。

付
問

②
,
労

働
契

約
法

の
改
正

（
２

０
１
２

年
８

月
）
以

降
、

有
期
契

約
労

働
者
か

ら
無

期
契
約

労
働

者
（
正

社
員

含
む
）

へ
の

（
数

値
を
記
入

）
。

付
問

,
転

換
者
数

は
、

総
計
で

何
人

で
す
か

付
問

,ど
の

よ
う

な
手

段
で

情
報

を
入

手
し

ま
し

た
か

（
該

当
す

べ
て

に
○

）
。

内
容
は
よ
く
分
か
ら
な
い

改
正
さ
れ
た
こ
と
は
知
っ
て
い
る
が

正
社

員
と

は
働

き
方

（
労

働
時

間
や

人
事

体
系

等
）

が
異

な
る

た
め

そ
の

他
（
具

体
的

に
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

）

事
業

再
編

等
、

中
長

期
の

業
務

量
変

動
に

対
応

す
る

た
め

急
激

な
景

気
変

動
の

際
に

、
雇

用
調

整
で

き
る

よ
う

に
し

て
お

く
た

め
専

門
的

な
知

識
や

技
能

、
資

格
等

を
有

す
る

人
材

を
一

定
期

間
、

確
保

す
る

た
め

正
社

員
と

し
て

採
用

で
き

る
か

ど
う

か
、

人
物

や
適

性
を

見
極

め
る

た
め

4 

問
３

,
 雇

用
し

て
い

る
有
期

契
約

労
働
者

の
形

態
は
何

で
す

か
（
該

当
す

べ
て
に

○
）
。

フ
ル
タ

イ
ム

あ
る
い

は
パ

ー
ト
タ

イ
ム

の
 

契
約

労
働
者
を

雇
用

し
て
い

る
場

合
、
人

数
も

教
え
て

く
だ

さ
い
（

数
値

を
記
入

）
。

 

    問
４

,
有

期
契
約

労
働

者
を
、

ど
の

よ
う
な

職
種

で
活
用

し
て

い
ま
す

か
（

そ
れ
ぞ

れ
該

当
す
べ

て
に

○
）。

 

 
 

 
ま

た
、
活

用
し

て
い
る

職
種

の
う
ち

、
人

数
が
も

っ
と

も
多
い

も
の

は
何
で

す
か

（
数
値

を
記

入
）。

 

 問
５

,
有

期
契
約

労
働

者
の
契

約
状

況
（
※

）
に

つ
い
て

教
え

て
く
だ

さ
い

。
 

  （
１

）
１
回
当

た
り

の
契
約

期
間

の
長
さ

は
、

ど
う
な

っ
て

い
ま
す

か
（

そ
れ
ぞ

れ
１

つ
だ
け

○
）
。

 

 付
問

,
 
雇

用
し

て
い

る
フ
ル

タ
イ

ム
契
約

労
働

者
、
パ

ー
ト

タ
イ
ム

契
約

労
働
者

の
人

数
を
１

０
０

と
し
て

、
こ

れ
ま
で

の
実

績
・

 

 
 

 
経
験
で

、
反

復
更
新

を
含

め
た
通

算
勤

続
年
数

が
５

年
を
超

え
る

割
合
は

ど
れ

く
ら
い

で
す

か
（
数

値
を

記
入

）。
 

   

フ
ル

タ
イ
ム
契

約
労

働
者

 
パ

ー
ト

タ
イ
ム

契
約

労
働
者

 
臨

時
労

働
者

 
定

年
再

雇
用
者

 

貴
社

に
有

期
契

約
（
契

約
期

間
は

１
ヶ

月
以

上
）
で

直
接

雇
用

さ
れ

て
い

る
労

働
者

 
 

  
 

 

１
 

２
 

３
 

４
 

→
（

 
 

 
 
 

 
 

 
）
人

 
→

（
 

 
 
 

 
 

 
 

）
人
 

 
 

フ
ル

タ
イ
ム
契

約
労

働
者

 
 

パ
ー

ト
タ
イ
ム

契
約

労
働
者

 

１
 

管
理

職
 

９
 

サ
ー

ビ
ス

職
（
飲

食
関

係
）
 

 
１

 
管

理
職

 
９

 
サ

ー
ビ

ス
職

（
飲

食
関

係
）
 

２
 

専
門

・
技

術
職

(医
療

関
係

）
 

１
０

 
サ

ー
ビ

ス
職

（
そ

の
他

）
 

 
２

 
専

門
・
技

術
職

(医
療

関
係

）
 

１
０

 
サ

ー
ビ

ス
職

（
そ

の
他

）
 

３
 

専
門

・
技

術
職

(教
育

関
係

）
 

１
１

 
保

安
職

 
 

３
 

専
門

・
技

術
職

(教
育

関
係

）
 

１
１

 
保

安
職

 

４
 

専
門

・
技

術
職

(情
報

処
理

関
係

）
 

１
２

 
製

造
・
生

産
工

程
職

 
 

４
 

専
門

・
技

術
職

(情
報

処
理

関
係

）
 

１
２

 
製

造
・
生

産
工

程
職

 

５
 

専
門

・
技

術
職

(そ
の

他
）
 

１
３

 
輸

送
・
機

械
運

転
職

 
 

５
 

専
門

・
技

術
職

(そ
の

他
）
 

１
３

 
輸

送
・
機

械
運

転
職

 

６
 

事
務

職
 

１
４

 
建

設
・
採

掘
職

 
 

６
 

事
務

職
 

１
４

 
建

設
・
採

掘
職

 

７
 

販
売

職
（
営

業
含

む
）
 

１
５

 
運

搬
・
清

掃
等

労
務

職
 

 
７

 
販

売
職

（
営

業
含

む
）
 

１
５

 
運

搬
・
清

掃
等

労
務

職
 

８
 

サ
ー

ビ
ス

職
（
介

護
関

係
）
 

１
６

 
そ

の
他

 
 

８
 

サ
ー

ビ
ス

職
（
介

護
関

係
）
 

１
６

 
そ

の
他

 

上
記

○
の

う
ち

人
数

が
も

っ
と

も
多

い
職

種
番

号
 

 
 

 
上

記
○

の
う

ち
人

数
が

も
っ

と
も

多
い

職
種

番
号

 
 

 

フ
ル

タ
イ
ム
契

約
労

働
者

 
 

パ
ー

ト
タ
イ
ム

契
約

労
働
者

 

１
 

３
ヶ

月
未

満
 

５
 

６
ヶ

月
超

～
１

年
未

満
 

 
１

 
３

ヶ
月

未
満

 
５

 
６

ヶ
月

超
～

１
年

未
満

 

２
 

３
ヶ

月
 

６
 

１
年

 
 

２
 

３
ヶ

月
 

６
 

１
年

 

３
 

３
ヶ

月
超

～
６

ヶ
月

未
満

 
７

 
１

年
超

～
３

年
未

満
 

 
３

 
３

ヶ
月

超
～

６
ヶ

月
未

満
 

７
 

１
年

超
～

３
年

未
満

 

４
 

６
ヶ

月
 

８
 

３
年

以
上

 
 

４
 

６
ヶ

月
 

８
 

３
年

以
上

 

フ
ル

タ
イ
ム
契

約
労

働
者

 
 

パ
ー

ト
タ
イ
ム

契
約

労
働
者

 

 
 

 
％

 
 

 
 

 
％

 

問
４

以
降
は

、「
フ

ル
タ
イ
ム

契
約

労
働
者

」
や

「
パ
ー

ト
タ

イ
ム
契

約
労

働
者
」

に
つ

い
て
伺

い
ま

す
。
雇

用
し

て
い
る

 

有
期

契
約
労
働

者
が

「
臨
時

労
働

者
」
あ

る
い

は
「
定

年
再

雇
用
者

」
の

み
の
場

合
は

、
Ｐ

１
１
の

問
１

４
へ

お
進

み
く
だ
さ

い
。

 

※
契

約
社

員
、

準
社

員
、

パ
ー

ト
・
ア

ル
バ

イ
ト
な

ど
呼

称
に

 
関

係
な

く
、

契
約

・
労

働
条

件
で

判
断

し
て

く
だ

さ
い

。
 

所
定

労
働

時
間

が
 

正
社

員
と

ほ
ぼ

同
じ

者
 

正
社

員
よ

り
１

日
の

所
定

労
働

時
間

が
 

短
い

か
、
１

週
間

の
所

定
労

働
日

数
が

少
な

い
者

 

貴
社

に
有

期
契

約
 

(
契

約
期

間
は

１
ヶ

月
未

満
)
で

 
直

接
雇

用
さ

れ
て

い
る

労
働

者
 

貴
社

の
正

社
員

を
 

定
年

後
、

再
雇

用
 

さ
れ

て
い

る
労

働
者

 

 ※
 複

数
の

ケ
ー

ス
が

あ
る

場
合

は
、

そ
れ

ぞ
れ

｢人
数

が
も

っ
と

も
多

い
ケ

ー
ス

｣に
つ

い
て

ご
回

答
く

だ
さ

い
。

 

フ
ル

タ
イ

ム
・
パ

ー
ト
タ

イ
ム

契
約

労
働

者
を

と
も

に
雇

用
し

て
い

る
場

合
は

、
必

ず
両

方
の

欄
に

ご
記

入
く

だ
さ

い
。
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（
２

）
契
約
更

新
の

回
数
上

限
や

通
算
勤

続
年

数
の
上

限
は

、
設
け

て
い

ま
す
か

（
※

）
（
そ
れ

ぞ
れ

１
つ
だ

け
○

）
。
 

   

    

                      （
３

）
改
正
労

働
契

約
法
の

施
行

に
伴
い

、
有

期
契
約

労
働

者
の
新

規
採

用
時

や
契

約
更
新
時

の
判

断
の
あ

り
方

に
つ
い

て
、

 

 
 

 
何
ら
か

の
変

更
を
行

い
ま

し
た
か

（
そ

れ
ぞ
れ

１
つ

だ
け
○

）
。

 

 

 
フ

ル
タ

イ
ム
契

約
労

働
者

 
 

パ
ー

ト
タ
イ
ム

契
約

労
働
者

 

上
限
を
設
け
て
い
な
い

 
１

 
 

１
 

上
限
を
設
け
て
い
る

 
２

 
 

２
 

付
問

①
,
上

限
設

定
の

内
容
を

教
え

て
く
だ

さ
い

（
そ
れ

ぞ
れ

１
つ
だ

け
○

。
上
限

数
値

も
記
入

）
 

フ
ル

タ
イ
ム
契

約
労

働
者

 
 

パ
ー

ト
タ
イ
ム

契
約

労
働
者

 

１
 

契
約
更
新
の
回
数
上
限
が
あ
る

 

→
更

新
（

 
 

 
 

 
 

）
回

ま
で

 

 
１

 
契
約
更
新
の
回
数
上
限
が
あ
る

 

→
更

新
（
 
 

 
 

 
 

）
回

ま
で

 

２
 

通
算
勤
続
年
数
の
上
限
が
あ
る

 

→
勤

続
（

 
 

 
 

 
 

）
年

ま
で

 

 
２

 
通
算
勤
続
年
数
の
上
限
が
あ
る

 

→
勤

続
（
 
 

 
 

 
 

）
年

ま
で

 

付
問

②
,
上

限
は

い
つ

か
ら
あ

り
ま

す
か
（

そ
れ

ぞ
れ

１
つ

だ
け
○

）。
 

フ
ル

タ
イ
ム
契

約
労

働
者

 
 

パ
ー

ト
タ
イ
ム

契
約

労
働
者

 

１
 

改
正
労
働
契
約
法
の
全
面
施
行
に
伴
い
、
新
設
し
た

 
 

１
 

改
正
労
働
契
約
法
の
全
面
施
行
に
伴
い
、
新
設
し
た

 

２
 

改
正
労
働
契
約
法
に
関
係
な
く
、
以
前
か
ら
あ
る

 
 

２
 

改
正
労
働
契
約
法
に
関
係
な
く
、
以
前
か
ら
あ
る

 

付
問

③
,
改

正
労

働
契

約
法
の

施
行

に
伴
い

、
上

限
設

定
の

内
容

を
変
更

し
ま

し
た
か

（
そ

れ
ぞ

れ
１

つ
だ

け
○

）
。
 

フ
ル

タ
イ
ム
契

約
労

働
者

 
 

パ
ー

ト
タ
イ
ム

契
約

労
働
者

 

変
更
し
て
い
な
い

 
１

 
 

変
更
し
て
い
な
い
 

１
 

変
更
し
た

 
上

限
を

引
き

上
げ

た
 

２
 

 
変
更
し
た
 

上
限

を
引

き
上

げ
た

 
２

 

上
限

を
引

き
下

げ
た

 
３

 
 

上
限

を
引

き
下

げ
た

 
３

 

付
問

④
,
変

更
前

の
上

限
内
容

も
教

え
て
く

だ
さ

い
（
そ

れ
ぞ

れ
１
つ

だ
け

○
。
上

限
数

値
も
記

入
）
。
 

フ
ル

タ
イ
ム
契

約
労

働
者

 
 

パ
ー

ト
タ
イ
ム

契
約

労
働
者

 

１
 

契
約
更
新
の
回
数
上
限
が
あ
る

 

→
更

新
（
 
 

 
 

 
 

）
回

ま
で
 

 
１

 
契
約
更
新
の
回
数
上
限
が
あ
る

 

→
更

新
（

 
 

 
 

 
 

）
回

ま
で
 

２
 

通
算
勤
続
年
数
の
上
限
が
あ
る

 

→
勤

続
（
 
 

 
 

 
 

）
年

ま
で
 

 
２

 
通
算
勤
続
年
数
の
上
限
が
あ
る

 

→
勤

続
（

 
 

 
 

 
 

）
年

ま
で
 

新
規

採
用
時
の

判
断

の
あ
り

方
 

１
 

厳
格

化
し

た
 

２
 

緩
和

し
た

 
３

 
特

段
、

変
更

し
て

い
な

い
 

４
 

不
明

・
分

か
ら

な
い

（
※

）
 

契
約

更
新

時
の

判
断

の
あ

り
方

 

１
 

厳
格

化
し

た
 

２
 

緩
和

し
た

 
３

 
特

段
、

変
更

し
て

い
な

い
 

４
 

不
明

・
分

か
ら

な
い

（
※

）
 

※
「
上

限
を

引
き

上
げ

た
」
と

は
、

例
え

ば
３

年
→

５
年

な
ど

。
 

反
対

に
、

「
上

限
を

引
き

下
げ

た
」
と

は
、

例
え

ば
５

年
→

３
年

な
ど

。
 

※
 複

数
の

ケ
ー

ス
が

あ
る

場
合

は
、

そ
れ

ぞ
れ

｢人
数

が
も

っ
と

も
多

い
ケ

ー
ス

｣に
つ

い
て

ご
回

答
く

だ
さ

い
。

 

フ
ル

タ
イ

ム
・
パ

ー
ト
タ

イ
ム

契
約

労
働

者
を

と
も

に
雇

用
し

て
い

る
場

合
は

、
必

ず
両

方
の

欄
に

ご
記

入
く

だ
さ

い
。

 

 

※
改

正
労

働
契

約
法

の
施

行
以

降
、

未
だ

新
規

採
用

や
契

約
更

新
を

行
っ

て
い

な
い

場
合

を
含

み
ま

す
。

 

6 

問
６

,
改

正
労
働

契
約

法
で
、

有
期

契
約
が

反
復

更
新
さ

れ
て

通
算
５

年
2
を

超
え
た

と
き

は
、
労

働
者

の
申
込

み
に

基
づ
き

、
 

期
間

の
定
め
の

な
い

労
働
契

約
（

無
期
契

約
）

に
転
換

で
き

る
ル
ー

ル
が

規
定
さ

れ
ま

し
た
。

こ
の

ル
ー
ル

に
対

し
て
、

 

貴
社

で
は
ど
の

よ
う

な
対
応

を
検

討
し
て

い
ま

す
か

（
そ

れ
ぞ
れ
も

っ
と

も
あ
て

は
ま

る
も
の

に
１

つ
だ
け

○
）
。
 

 

 

    付
問

①
,
 
通
算

５
年

を
超
え

な
い

よ
う
に

運
用

し
て
い

く
理

由
は
、

何
で

す
か
（

該
当

す
べ
て

に
○

）
。

 

    

      

付
問

②
,
ど

の
よ

う
な

方
法
で

、
通

算
５
年

未
満

に
抑
制

し
ま

す
か
（

該
当

す
べ
て

に
○

）
。

 

    
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
2  

「
研

究
開

発
シ

ス
テ

ム
の

改
革

の
推

進
等

に
よ

る
研

究
開

発
能

力
の

強
化

及
び

研
究

開
発

等
の

効
率

的
推

進
等

に
関

す
る

法
律

及
び

大
学

の
教

員
等

の
任

期

に
関

す
る

法
律

の
一

部
を

改
正

す
る

法
律

」
（
２

０
１

４
年

４
月

よ
り

施
行

）
に

基
づ

き
、

大
学

等
及

び
研

究
開

発
法

人
の

教
員

等
、

研
究

者
、

技
術

者
、

リ
サ

ー
チ

ア
ド

ミ

ニ
ス

ト
レ

ー
タ

ー
等

に
つ

い
て

は
、

無
期

契
約

に
転

換
す

る
ま

で
の

期
間

が
１

０
年

に
延

長
さ

れ
ま

し
た

。
そ

の
た

め
、

上
記

の
フ

ル
タ

イ
ム

・
パ

ー
ト
タ

イ
ム

契
約

労
働

者
と

し
て

、
こ

れ
ら

の
対

応
状

況
を

記
入

す
る

場
合

は
、

設
問

文
の

「
５

年
」
を

「
１

０
年

」
に

読
み

替
え

て
ご

回
答

く
だ

さ
い

。
 

 
 

 
 

 

 
１

 
 

１
 

⇒
 
付

問
 ①

 へ
 

 
２

 
 

２
 

⇒
 
付

問
 ⑥

 へ
 

 
３

 
 

３
 

⇒
 
付

問
 ⑦

 へ
 

 
４

 
 

４
 

⇒
 
Ｐ

８
 
問

８
 へ

 

有
期
契
約
労
働
者
を
、
派
遣
労
働
者
や
請
負
に
切
り
換
え
て
い
く

 
５

 
 

５
 

⇒
 
Ｐ

９
 
問

１
１

へ
 

対
応
方
針
は
未
定
・
分
か
ら
な
い

 
６

 
 

６
 

⇒
 
付

問
 ③

 へ
 

従
来
か
ら
そ
う
し
た
契
約
管
理
を
行
っ
て
き
た
か
ら

 
１

 

景
気

の
変
動
等
に
伴
う
雇
用
の
調
整
余
地
を
残
し
て
お
き
た
い
か
ら

 
２

 

定
期

的
に

人
材

の
新

陳
代

謝
を

図
り

た
い

か
ら
 

３
 

人
件
費
を
増
加
・
固
定
化
さ
せ
た
く
な
い
か
ら

 
４

 

有
期
契
約
労
働
者
の
業
務
は

入
札
等
に
伴
い
、

無
く
な
る
恐
れ
が
あ
る
か
ら
 

５
 

（
機

械
化

や
事

業
再

編
等

に
よ

り
）
有

期
契

約
労

働
者

が
行

っ
て

き
た

業
務

の
縮

小
が

見
込

ま
れ

る
か

ら
 

６
 

無
期
転
換
後
の
処
遇
を
決
定
す
る
の
が
困
難
だ
か
ら

 
７

 

そ
の
他
（
具
体
的
に

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
）
 

８
 

更
新
回
数
や
通
算
勤
続
年
数

の
上
限
等
で
制
限
す
る

 
１

 

契
約
更
新
時
の
判
断
（
人
物
や
働
き
ぶ
り
等
の
選
別
）
を
厳
格
化
す
る

 
２

 

有
期
契
約
労
働
者
を
新
規
に
採
用
す
る
際
、

無
期
転
換

や
正
社
員
登
用
を
希
望
し
な
い
人
を
選
別
す
る

 
３

 

途
中
で
随
時
、
ク
ー
リ
ン
グ
（
空
白
）
期
間

を
挟
み
、
通
算
期
間
を
リ
セ
ッ
ト
す
る

（
※

）
 

４
 

契
約
期
間
を
一
定
の
業
務
完
了
ま
で
な
ど
で
設
定
し
、
更
新
は
原
則
行

わ
な
い
よ
う
に
す
る

 
５

 

そ
の
他
（
具
体
的
に

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
）
 

６
 

※
グ

ル
ー

プ
内

の
複

数
企

業
で

の
契

約
締

結
や

出
向

・
転

籍
の

活
用

、
６

ヶ
月

後
に

再
度

雇
用

す
る

登
録

制
を

設
置

、
等

も
含

ま
れ

ま
す

。
 

Ｐ
９
の

問
１

１
へ

 

フ
ル

タ
イ
ム

 
契

約
労

働
者

 
パ

ー
ト

タ
イ
ム

 
契

約
労

働
者

 
有
期
契
約
が
更
新
を
含
め
て
通
算
５
年
を
超
え
な
い

 
よ
う
に
運
用
し
て
い
く

 
通
算
５
年
を
超
え
る
有
期
契
約
労
働
者
か
ら
、
申
込
み
が

 
な
さ
れ
た
段
階
で
無
期
契
約
に
切
り
換
え
て
い
く

 
有
期
契
約
労
働
者
の
適
性
を
見
な
が
ら
、

 
５
年
を
超
え
る
前
に
無
期
契
約
に
し
て
い
く

 
雇
入
れ
の
段
階
か
ら
無
期
契
約
に
す
る

 
（
有
期
契
約
で
の
雇
入
れ
は
行
わ
な
い
よ
う
に
す
る
）

 

 付
問

①
～

②
は

、
｢ 

１
．

有
期

契
約

が
更

新
を

含
め

て
通

算
５
年

を
超

え
な

い
よ

う
に

運
用

し
て

い
く

 ｣
を

選
択

さ
れ

た
企

業
に

対
す

る
設

問
で

す
。

 

 ※
フ

ル
タ

イ
ム

・
パ

ー
ト

タ
イ

ム
契

約
労

働
者

を
と

も
に

雇
用

し
て

い
る

場
合

は
、

必
ず

両
方

の
欄

に
ご

記
入

く
だ

さ
い

。
 

フ
ル

タ
イ

ム
・

パ
ー

ト
タ

イ
ム

契
約

労
働

者
で

対
応

が
異

な
る

場
合

は
、

フ
ル

タ
イ

ム
契

約
労

働
者

、
パ

ー
ト

タ
イ

ム
 

契
約

労
働

者
そ

れ
ぞ

れ
に

つ
い

て
、

該
当

す
る

付
問

す
べ

て
に

ご
回

答
く

だ
さ

い
。
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有
期
契
約
が
更
新
を
含
め
て
通
算
５
年
を
超
え
な
い
よ
う
に
運
用
し
て
い
く

 
１

 
 

１
 

 
２

 
 

２
 

有
期
契
約
労
働
者
の
適
性
を
見
な
が
ら
、
５
年
を
超
え
る
前
に
無
期
契
約
に
し
て
い
く

 
３

 
 

３
 

 
４

 
 

４
 

有
期
契
約
労
働
者
を
、
派
遣
労
働
者
や
請
負
に
切
り
換
え
て
い
く

 
５

 
 

５
 

全
く
未
定
・
何
も
考
え
て
い
な
い

 
６

 
 

６
 

事
業
の
先
行
き
見
通
し
の
不
確
実
性

 
１

 
 

無
期
転
換
後
の
人
事
処
遇
の
あ
り
方

 
６

 

他
社
の
動
向

 
２

 
 

人
事
処
遇
制
度
全
体
の
見
直
し
の
必
要
性

 
７

 

法
の
詳
細
の
理
解
不
足

 
３

 
 

労
働

組
合

や
労

働
者

代
表

等
と

の
協

議
・
調

整
 

８
 

通
算
５
年
を
超
え
る
勤
続
者
の
発
生
見
込
み

 
４

 
 

高
齢
者
や
障
が
い
者
、
外
国
人
等
の
取
扱
い

 
９

 

有
期
契
約
労
働
者
の
転
換
希
望
の
見
極
め

 
５

 
 

そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）
 

１
０

 

法
の
詳
細
に
つ
い
て
の
情
報
提
供
 
（
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
配

布
、

セ
ミ
ナ

ー
開

催
等

）
 

１
 

有
期
契
約
労
働
者
の
処
遇
改
善
に
伴
う
助
成
措
置

 
２

 

他
社
の
事
例
・
取
組
に
つ
い
て
の
紹
介

 
３

 

自
社
の
具
体
的
な
対
応
に
つ
い
て
相
談
で
き
る

体
制
 （

講
師

の
派

遣
、

窓
口

の
紹

介
等

）
 

４
 

そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ）
 

５
 

特
段
、
支
援
は
必
要
な
い
 

６
 

１
 

行
う

（
既

に
行

っ
た

含
む

）
 

２
 

行
わ
な
い
 

３
 

未
定
・
分
か
ら
な
い

 

フ
ル

タ
イ
ム
契

約
労

働
者

 
 

パ
ー

ト
タ
イ
ム

契
約

労
働
者

 

１
 

６
ヶ

月
以

下
 

４
 

２
年

超
～

３
年

以
下

 
 

１
 

６
ヶ

月
以

下
 

４
 

２
年

超
～

３
年

以
下

 

２
 

６
ヶ

月
超

～
１

年
以

下
 

５
 

３
年

超
～

４
年

以
下

 
 

２
 

６
ヶ

月
超

～
１

年
以

下
 

５
 

３
年

超
～

４
年

以
下

 

３
 

１
年
超
～
２
年
以
下

 
６

 
４

年
超

～
５

年
以

下
 

 
３

 
１
年
超
～
２
年
以
下

 
６

 
４

年
超

～
５

年
以

下
 

  

回
答

後
は
 

Ｐ
９
の

問
１

１
へ

 

付
問

⑦
 
及

び
 
⑧

以
降

は
、

｢ 
３

．
有

期
契

約
労

働
者

の
適

性
を

見
な

が
ら

、
５

年
を

超
え

る
前

に
無

期
契

約
に

 
し

て
い

く
 ｣

を
選

択
さ

れ
た

企
業

に
対

す
る

設
問

で
す

。
 

付
問

③
,現

時
点

で
は

、
ど
の

よ
う

な
対
応

を
検

討
し
て

い
ま

す
か

 
（

候
補

と
な
っ

て
い

る
該
当

す
べ

て
に
○

）
。

 

 付
問

⑥
 
及

び
 
⑧

以
降

は
、

｢ 
２

．
通

算
５

年
を

超
え

る
有

期
契

約
労

働
者

か
ら

、
申

込
み

が
な

さ
れ

た
段

階
で

 
無

期
契

約
に

切
り

換
え

て
い

く
 
｣を

選
択

さ
れ

た
企

業
に

対
す

る
設

問
で

す
。

 

付
問

③
～

⑤
は

、
｢ 

６
．

対
応

方
針

は
未

定
・
分

か
ら

な
い

 
｣を

選
択

さ
れ

た
企

業
に

対
す

る
設

問
で

す
。

 

パ
ー

ト
タ
イ
ム

 
契

約
労

働
者

 
フ

ル
タ

イ
ム

 
契

約
労

働
者

 

回
答

後
は

 
付

問
⑧

へ
 

付
問

⑦
,
 有

期
契

約
労
働
者

で
採

用
し
て

か
ら

、
ど
の

程
度

の
期
間

で
無

期
契
約

に
し

て
い
き

ま
す

か
（
１

つ
だ

け
○

）。
 

回
答

後
は
付
問

⑧
へ

 

雇
入
れ
の
段
階
か
ら
無
期
契
約
に
す
る

 
（
有
期
契
約
で
の
雇
入
れ
は
行
わ
な
い
よ
う
に
す
る
）

 

通
算
５
年
を
超
え
る
有
期
契
約
労
働
者
か
ら
、
申
込
み
が

な
さ
れ
た
段
階
で

 
無
期
契
約
に
切
り
換
え
て
い
く

 

付
問

④
,
対

応
方

針
を

決
め
る

上
で

、
ネ
ッ

ク
に

な
っ
て

い
る

こ
と
は

何
で

す
か
（

該
当

す
べ
て

に
○

）
。

 

行
う

予
定
は
あ

り
ま

す
か
（

１
つ

だ
け
○

）
。

 
付

問
⑥

,
通

算
５

年
を

超
え
る

有
期

契
約
労

働
者

に
対
し

て
、

無
期
契

約
へ

の
転
換

申
込

権
が
発

生
す

る
旨
の

周
知

を
 

（
１

～
５
の
う

ち
該

当
す
べ

て
に

○
、

｢
特

段
、

支
援
は

必
要

な
い

｣
と

思
う

場
合
は

６
を

選
択

）。
 

付
問

⑤
,
対

応
方

針
を

決
め
る

上
で

、
行
政

に
よ

る
ど
の

よ
う

な
支
援

が
あ

れ
ば
良

い
と

思
い
ま

す
か
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付
問

⑧
,
 
雇
用

し
て

い
る
フ

ル
タ

イ
ム
契

約
労

働
者
、

パ
ー

ト
タ
イ

ム
契

約
労
働

者
の

人
数
を

１
０

０
と
し

て
、

今
後
３

年
間
 

（
２

０
１
９
年

９
月

末
迄
）

に
、

無
期
契

約
に

転
換
し

て
い

る
割
合

は
ど

れ
く
ら

い
だ

と
思
い

ま
す

か
（
数

値
を

記
入

）。
 

     問
７

,
無

期
契
約

化
に

際
し
て

の
労

働
条
件

は
原

則
、
直

前
の

有
期

契
約

と
同
一
に

な
り

ま
す
が

、
就

業
規
則

や
個

別
の
契

約
等

に
 

別
段

の
定
め
を

設
け

れ
ば
変

更
す

る
こ
と

も
可

能
で

す
。

そ
う
し
た

別
段

の
定
め

を
活

用
し

ま
す

か
（
１
つ

だ
け

○
）。

 

    
 

 
付
問

①
,
別

段
の

定
め

に
よ

り
、

有
期

契
約
時
か

ら
変

更
を
求

め
る

労
働
条

件
は

何
で
す

か
（

該
当
す

べ
て

に
○

）。
 

        
 

 
付
問

②
,
上

記
に

伴
い

、
有

期
契
約

時
か

ら
改
善

（
新

た
な
支

給
・

適
用

、
水

準
の
引
き

上
げ

、
内
容

の
拡

充
等

）
す

る
 

         問
８

,
ど

の
よ
う

な
形

で
、
無

期
契

約
に
し

ま
す

か
（
そ

れ
ぞ

れ
１
つ

だ
け

○
）。

 

            
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
3  

正
社

員
の

中
に

複
数

の
区

分
が

あ
る

場
合

、
｢既

存
の

正
社

員
区

分
｣と

は
、

職
種

・
職

務
や

勤
務

地
（
配

転
・
異

動
）
、

役
職

の
範

囲
が

も
っ

と
も

広
く

、
ま

た
、

労

働
時

間
が

も
っ

と
も

長
い

｢（
無

限
定

）
正

社
員

｣を
指

し
ま

す
。

そ
の

場
合

、
｢上

記
以

外
の

既
存

・
新

設
の

無
期

契
約

（
正

社
員

）
区

分
｣と

は
、

上
記

い
ず

れ
か

の
働

き
方

が
限

定
さ

れ
て

い
る

｢多
様

な
正

社
員

｣に
相

当
し

ま
す

。
 

フ
ル

タ
イ
ム
契

約
労

働
者

 
 

パ
ー

ト
タ
イ
ム

契
約

労
働
者

 

 
 

 
％

 
 

 
 

 
％

 

１
 

活
用
す
る
 

２
 

活
用
し
な
い
 

３
 

未
定
・
分
か
ら
な
い

 

１
 

職
務
（
業
務
の
内
容
・
範
囲
や
責
任
の
程
度
）

 
 

６
 

役
職
登
用
の
有
無
・
範
囲

 

２
 

勤
務
地
・
配
置
転
換
の
範
囲
 

 
７

 
定
年
年
齢

 

３
 

所
定
労
働
時
間
の
長
さ
 

 
８

 
服
務
規
律
（
兼
業
規
制
等
）

 

４
 

時
間
外
労
働
の
有
無
・
長
さ
 

 
９

 
 

５
 

特
殊
な
勤
務
時
間
制
の
適
用
 

 

１
 

基
本
賃
金
 

 
７

 
退
職
金

 
 

１
３

 
教
育
訓
練
（
職
場
内
）

 

２
 

通
勤
手
当
 

 
８

 
福
利
厚
生
（
施
設
利
用
）

 
 

１
４

 
教
育
訓
練
（
職
場
外
）

 

３
 

家
族
手
当
 

 
９

 
福
利
厚
生
（
上
記
以
外
）

 
 

１
５

 
教
育
訓
練
（
自
己
啓
発
支
援
）

 

４
 

住
宅
手
当
 

 
１

０
 

法
定
外
健
康
診
断

 
 

１
６

 
 

５
 

そ
の
他
手
当
 

 
１

１
 

法
定
外
有
給
休
暇

 
 

６
 

賞
与
 

 
１

２
 

 
健

康
保

険
／

厚
生

年
金

保
険

 
 

１
７

 
特

に
な

い
 

 
 

 
 

既
存
の
正
社
員
区
分

 3
に
転
換
す
る
 

１
 

 
１

 

上
記
以
外
の
既
存
の
無
期
契
約

（
正
社
員
）

区
分

3
に
転
換
す
る
 

２
 

 
２

 

上
記
以
外
の
新
た
な
無
期
契
約

（
正
社
員
）

区
分

3
を
設
置
す
る
 

３
 

 
３

 

 
４

 
 

４
 

分
か
ら
な
い
（
具
体
的
に
は
未
だ
考
え
て
い
な
い
）

 
５

 
 

５
 

そ
の
他
（
具
体
的
に

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）
 

６
 

 
６

 

（
新
た
な
区
分
は
設
け
ず
）
各
人
の
有
期
契
約
当
時
の
業
務
・

 
責
任
、
労
働
条
件
の
ま
ま
、
契
約
だ
け
無
期
へ
移
行
さ
せ
る

 

 

処
遇

要
素
は

あ
り

ま
す
か

（
１

～
１

６
の

う
ち

該
当
す

べ
て

に
○
、

｢
特

に
な

い
｣
場

合
は

１
７
を

選
択

）
。

 

※
フ

ル
タ

イ
ム

・
パ

ー
ト
タ

イ
ム

契
約

労
働

者
を

と
も

に
雇

用
 

し
て

い
る

場
合

は
、

必
ず

両
方

の
欄

に
ご

記
入

く
だ

さ
い

。
 

フ
ル

タ
イ
ム

 
契

約
労

働
者

 
パ

ー
ト

タ
イ
ム

 
契

約
労

働
者

 

そ
の

他
 

（
具

体
的

に
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

  
）
 

そ
の

他
 

（
具

体
的

に
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 ）
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問
９

,
有

期
契
約

労
働

者
を

無
期

契
約
に
転

換
す

る
メ
リ

ッ
ト

を
、
ど

の
よ

う
に
考

え
ま

す
か
（

該
当

す
べ
て

に
○

）
。

 

           問
１

０
,
有

期
契

約
労

働
者
を

無
期

契
約
に

転
換

す
る
と

、
雇

用
管
理

上
ど

の
よ
う

な
こ

と
が
課

題
に

な
る
と

思
い

ま
す
か

 

      問
１

１
,
 
有
期

契
約

労
働
者

か
ら

正
社
員

に
登

用
す
る

制
度

や
慣
行

は
あ

り
ま
す

か
（

※
）（

そ
れ

ぞ
れ
１
つ

だ
け

○
）。

 

          

長
期
勤
続
・
定
着
が
期
待
で
き
る
 

１
 

教
育
訓
練
投
資
を
行
い
や
す
く
な
る

 
２

 

要
員
を
安
定
的
に
確
保
で
き
る
よ
う
に
な
る

 
３

 

有
期
契
約
労
働
者
の
雇
用
に
対
す
る

不
安
感
を
払
拭
し
、
働
く
意
欲
を
増
大
で
き
る

 
４

 

技
能
の
蓄
積
や
ノ
ウ
ハ
ウ
の
伝
承
が
着
実
に
図
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
生
産
性
が
向
上
す
る

 
５

 

職
場
の
一
体
感
が
醸
成
さ
れ
る
（
職
場
の
人
間
関
係
が
良
好
に
な
る
）

 
６

 

既
存
の
正
社
員
を
よ
り
高
度
な
仕
事
に
専
念
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る

 
７

 

既
存
の
正
社
員
の
労
働
条
件
を
見
直
す

こ
と
が
で
き
る
 

８
 

そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
）
 

９
 

業
務
量
の
変
動
に
伴
う
労
働
条
件
の
調
整
方
法

 
１

 
 

 
５

 
雇
用
調
整
が
必
要
に
な
っ
た
場
合
の
対
処
方
法

 
２

 
 

モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
維
持
す
る
た
め
の
方
法

 
３

 
 

労
働

組
合

や
労

働
者

代
表

等
と

の
協

議
・
調

整
 

６
 

正
社
員
の
新
規
採
用
に
対
す
る
影
響

 
４

 
 
そ
の
他

（
具

体
的

に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）
 

７
 

 
 

 
 

正
社
員
に

直
接
登
用
す
る
制
度
が
あ
る
 

１
 

 
１

 

他
の
区
分
を
経
由
し
て
、
正
社
員

に
登
用
す
る
制
度
が
あ
る

 
２

 
 

２
 

制
度
は
な
い
が
、
正
社
員
に

登
用
す
る
慣
行
が
あ
る

 
３

 
 

３
 

正
社
員
に

登
用
す
る
制
度
・
慣
行
は
な
い

（
他

の
区

分
止

ま
り

を
含

む
）
 

４
 

 
４

 

付
問

①
,
労

働
契

約
法

の
改
正

（
２

０
１
２

年
８

月
）
以

降
、

有
期
契

約
労

働
者
か

ら
正

社
員

へ
の

登
用
者
は

い
ま

し
た
か

。
 

フ
ル

タ
イ
ム
契

約
労

働
者

 
 

パ
ー

ト
タ
イ
ム

契
約

労
働
者

 

１
 

い
た

 
２

 
い
な
か
っ
た

 
 

１
 

い
た

 
２

 
い
な
か
っ
た

 

付
問

②
,有

期
契

約
で

採
用

し
て

か
ら

、
正

社
員

に
登

用
す

る
ま

で
に

要
す

る
平

均
的

な
期

間
は

ど
れ

く
ら

い
で

す
か

。
 

フ
ル

タ
イ
ム
契

約
労

働
者

 
 

パ
ー

ト
タ
イ
ム

契
約

労
働
者

 

１
 

６
ヶ

月
以

下
 

４
 

３
年

超
～

５
年

以
下

 
 

１
 

６
ヶ

月
以

下
 

４
 

３
年

超
～

５
年

以
下

 

２
 

６
ヶ

月
超

～
１

年
以

下
 

５
 

５
年

超
～

１
０

年
以

下
 

 
２

 
６

ヶ
月

超
～

１
年

以
下

 
５

 
５

年
超

～
１

０
年

以
下

 

３
 

１
年
超
～
３
年
以
下

 
６

 
１

０
年

超
 

 
３

 
１
年
超
～
３
年
以
下

 
６

 
１

０
年

超
 

（
無

限
定
）

正
社

員
 

3
に
転

換
 

 
人

 

上
記

以
外
の

多
様

な
正
社
員

 
３
に

転
換
 

 
人

 

（
無

限
定
）
正

社
員

 
3
に
転

換
 

 
人

 

上
記

以
外
の
多

様
な

正
社
員

 
３
に

転
換
 

 
人

 

フ
ル

タ
イ
ム

 
契

約
労

働
者

 
パ

ー
ト

タ
イ
ム

 
契

約
労

働
者

 

問
１

２
へ

 

※
フ

ル
タ

イ
ム

・
パ

ー
ト
タ

イ
ム

契
約

労
働

者
を

と
も

に
雇

用
し

て
い

る
 

場
合

は
、

必
ず

両
方

の
欄

に
ご

記
入

く
だ

さ
い

。
 

限
り

直
前

の
有

期
契

約
と

同
一

に
な

り
ま

す
が

、
そ

う
し

た
無

期
契

約
へ

の
移

行
は

含
め

な
い

で
く

だ
さ

い
。

 

※
有

期
契

約
労

働
者

を
い

わ
ゆ

る
正

社
員

（
直

接
雇

用
か

つ
無

期
労

働
契

約
で

、
貴

社
の

正
社

員
・
正

規
職

員
と

し
て

い
る

者
）
に

登
用

す
る

制
度

や
慣

行
を

 
指

す
も

の
と

し
ま

す
。

な
お

、
改

正
労

働
契

約
法

で
は

、
無

期
転

換
後

の
労

働
条

件
（
職

務
、

勤
務

地
、

賃
金

、
労

働
時

間
な

ど
）
は

、
別

段
の

定
め

が
な

い
 

（
該

当
す
べ
て

に
○

）
。

 

 

登
用

者
が
い
た

場
合

、
登
用

形
態

と
人
数

（
労

働
契
約

法
の

改
正
以

降
の

総
計
）

も
教

え
て
く

だ
さ

い
（
数

値
を

記
入

）。
 

付
問

①
 

及
び

②
へ

 

正
社
員
と
有
期
契
約
労
働
者
の
間
の

 
仕
事
や
労
働
条
件
の
バ
ラ
ン
ス
の
図
り
方
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契
約

労
働

者
か

ら
正

社
員

に
登

用
す

る
制

度
や

慣
行

に
つ

い
て

、
何

ら
か

の
見

直
し

を
行

う
予

定
は

あ
り

ま
す

か
（
１

つ
だ

け
○

）
。

 

 

    

  問
１

３
,
改

正
労

働
契

約
法
で

は
、

有
期
契

約
労

働
者
と

無
期

契
約
労

働
者

の
間
で

、
期

間
の
定

め
が

あ
る
こ

と
に

よ
る
、

不
合

理
 

な
労

働
条

件
の

相
違

を
禁

止
す

る
ル

ー
ル

が
規

定
さ

れ
ま

し
た

。
こ

の
ル

ー
ル

に
対

応
す

る
た

め
、

貴
社

で
は

雇
用

管
理

上
、

 

何
ら

か
の

見
直

し
を

行
い

ま
し

た
か

（
１

つ
だ

け
○

）
。

 

                       

付
問

,
見

直
し
内

容
は

何
で
す

か
（

該
当
す

べ
て

に
○

）。
 

正
社
員
へ
の

登
用
制
度
・
慣
行
の
新
設
 

１
 

正
社
員
へ
の

登
用
制
度
・
慣
行
の
廃
止
 

２
 

登
用
先
と
な
る
正
社
員
区
分
の
増
設
（
多
様
化
）

 
３

 

 
４

 

同
法
に
基
づ
く
無
期
転
換
に
備
え
、
正
社
員
登
用

（
予

定
）
者
数
を
削
減

 
５

 

正
社
員
へ
の

登
用
要
件
を
緩
和
（
登
用
期
間
の
短
縮
含
む
）

 
６

 

正
社
員
へ
の
登
用
要
件
を
厳
格
化

（
登
用
期
間
の
長
期
化
含
む
）

 
７

 

そ
の
他
（
具
体
的
に

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
）
 

８
 

既
に
見
直
し
を
行
っ
た

 
１

 

今
後
の

見
直
し
を
検
討
中
 

２
 

見
直
し
方
針
は
未
定

 
３

 

見
直
し
予
定
は
な
い

 
４

 

既
に
見
直
し
を
行
っ
た

 
１

 

今
後
の
見
直
し
を
検
討
し
て
い
る

 
２

 

見
直
し
を
行
う
か
ど
う
か
を
含
め
て
方
針
未
定

 
３

 

見
直
し
予
定
は
な
い

（
現
状

通
り

で
問

題
な

い
）
 

４
 

付
問

,
見

直
し
内

容
は

何
で
す

か
（

該
当
す

べ
て

に
○

）。
 

 

通
勤
手
当
の
支
給
関
係
 

１
 

食
堂
、
更
衣
室
な
ど
施
設
の
利
用
関
係

 
２

 

安
全
管
理
・
災
害
補
償
関
係

 
３

 

有
給
・
特
別
休
暇
の
付
与
関
係

 
４

 

 

基
本
給

（
月

給
・時

間
給

な
ど

）
関
係
 

５
 

諸
手
当

（
通

勤
手

当
以

外
）
関
係
 

６
 

賞
与
関
係
 

７
 

退
職
金
の
支
給
関
係
 

８
 

教
育
訓
練
関
係
 

９
 

 
１

０
 

有
期

・
無

期
契

約
労

働
者

間
の

職
務

等
の

違
い

の
明

確
化

 
１

１
 

そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
）
 

１
２

 

 
１

 
 

 
４

 

 
２

 
 

人
事

処
遇

制
度

全
体

の
見

直
し

 
５

 

労
働

組
合

や
労

働
者

代
表

等
と

の
協

議
・
調

整
 

６
 

 
３

 
 

 
７

 

 
１

 
 

 
４

 

 
２

 
 

 
５

 

他
社
の
事
例
・
取
組
に
つ
い
て
の
紹
介

 
３

 
 

特
段
、
支
援
は
必
要
な
い

 
６

 

正
社
員
へ
の
直
接
登
用
は
行
わ
ず
、
必
ず
無
期
契
約
区
分
を

 
経
由
す
る
よ
う
制
度
・
慣
行
を
変
更

 

付
問

①
,
 対

応
方

針
を
決
め

る
上

で
、
ネ

ッ
ク

に
な
っ

て
い

る
こ
と

は
何

で
す
か

（
該

当
す
べ

て
に

○
）。

 

（
１

～
５
の
う

ち
該

当
す
べ

て
に

○
、

｢
特

段
、

支
援
は

必
要

な
い

｣
と

思
う

場
合
は

６
を

選
択

）。
 

付
問

②
,
対

応
方

針
を

決
め

る
上

で
、
行
政

に
よ

る
ど
の

よ
う

な
支
援

が
あ

れ
ば
良

い
と

思
い
ま

す
か

 

有
期
契
約
労
働
者
の
比
較
対
象
と
な
る
、
無
期
契
約

 
労

働
者

（
正

社
員

等
）
の

労
働

条
件

の
見

直
し

 

問
１

２
,
反

復
更

新
で

通
算

５
年

を
超

え
た

場
合

の
無

期
労

働
契

約
へ

の
転

換
を

定
め

た
、

改
正

労
働

契
約

法
の

施
行

に
伴

い
、

有
期

 

賃 金 関 係  

有 期 契 約 労 働 者 の 労 働 条 件 の 改 善  

有
期

契
約

労
働

者
の

処
遇

改
善

 
に
伴
う
助
成
措
置

 
法

の
詳

細
に

つ
い

て
の

情
報

提
供

 
（
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
配

布
、

セ
ミ
ナ

ー
開

催
等

）
 

自
社

の
具

体
的

な
対

応
に

つ
い

て
 

相
談
で
き
る
体
制
の
整
備
 

そ
の

他
 

（
具

体
的

に
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

）
 

有
期

・
無

期
契

約
労

働
者

間
に

お
け

る
労

働
 

条
件

の
不

合
理

な
相

違
の

有
無

の
点

検
・
精

査
 

法
の
詳
細

（
ど

の
よ

う
な

労
働

条
件

の
相

違
が
 

不
合

理
と

認
め

ら
れ

る
か

等
）
が

分
か

ら
な

い
こ

と
 

同
業
ま
た
は
地
域
の
他
社
の
動
向

 
（

労
使

紛
争

や
裁

判
の

動
向

を
含

む
）
 

有
期
契
約
労
働
者
の
処
遇
改
善
に
伴
う

 
原
資
の
確
保

 

そ
の

他
 

（
具

体
的

に
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

）
 



－108－

11
 

―
Ⅱ

 
専

門
的

知
識

等
を

有
す

る
有

期
雇

用
労

働
者

等
に

関
す

る
特

別
措

置
法

へ
の

対
応

状
況

に
つ

い
て

ー
ー

ー
 

問
１

４
,
２

０
１

５
年

４
月
に

施
行

さ
れ
た

「
専

門
的
知

識
等

を
有
す

る
有

期
雇
用

労
働

者
等
に

関
す

る
特
別

措
置

法
」
で

は
、

 

①
高

度
な
専
門

的
知

識
等
を

持
つ

有
期
契

約
労

働
者
や

、
②

定
年
後

引
き

続
い
て

雇
用

さ
れ
る

高
齢

者
に
つ

い
て

、
 

そ
の

能
力
が
有

効
に

発
揮
さ

れ
る

よ
う
な

雇
用

管
理
上

の
措

置
に
係

る
計

画
を
申

請
・

認
定
さ

れ
た

場
合
、

改
正

労
働

 

契
約

法
に
伴
う

無
期

転
換
申

込
権

が
一
定

期
間

、
発
生

し
な

い
こ
と

と
す

る
特
例

が
規

定
さ
れ

ま
し

た
。
こ

う
し

た
特
例

 

が
設

け
ら
れ
た

こ
と

を
ご
存

知
で

し
た
か

（
１

つ
だ
け

○
）
。

 

     問
１

５
,
 貴

社
で

は
現
在

、「
高

度
な
専
門

的
知

識
等
を

持
つ

有
期
契

約
労

働
者

」（
※

）
を
雇
用

し
て

い
ま
す

か
（

１
つ

だ
け

○
）
。
 

 
 

            問
１

６
,
 貴

社
で

は
現

在
、
「
（

自
社

を
満

６
０

歳
以

上
で

）
定

年
し

た
高

齢
の

有
期

契
約

労
働

者
（

定
年

再
雇

用
者

）
」

を
雇

用
 

し
て

い
ま
す
か

（
１

つ
だ
け

○
）
。

 

            

内
容
ま
で
知
っ
て
い
る

 
１

 

 
２

 

知
ら
な
い
・
分
か
ら
な
い

 
３

 

１
 

現
在

、
雇

用
し

て
い

る
 

２
 

今
後

、
雇

用
す

る
予

定
が

あ
る

 
３

 
雇

用
し

て
お

ら
ず

、
今

後
の

予
定

も
な

い
 

  

 
行
っ
た
 

１
 

 

 
ま
だ
行
っ
て
い
な
い
が
、
今
後
行
う
予
定

 
２

 
 

 
行
っ
て
い
な
い
・
今
後
行
う
予
定
も
な
い

 
３

 
 

活
用
の
た
め
既
に
計
画
を
申
請
し
た
 

１
 

今
後
、
活
用
予
定
・
検
討
余
地
が
あ
る

 
２

 

活
用
予
定
は
な
い
 

３
 

１
 

現
在

、
雇

用
し

て
い

る
 

２
 

今
後

、
雇

用
す

る
予

定
が

あ
る

 
３

 
雇

用
し

て
お

ら
ず

、
今

後
の

予
定

も
な

い
 

１
 

は
い
 

２
 

い
い
え
 

  

 
行
っ
た
 

１
 

 

 
ま
だ
行
っ
て
い
な
い
が
、
今
後
行
う
予
定

 
２

 
 

 
行
っ
て
い
な
い
・
今
後
行
う
予
定
も
な
い

 
３

 
 

活
用
の
た
め
既
に
計
画
を
申
請
し
た
 

１
 

今
後
、
活
用
予
定
・
検
討
余
地
が
あ
る

 
２

 

活
用
予
定
は
な
い
 

３
 

規
定
さ
れ
た
こ
と
は
知
っ
て
い
る
が

 
内
容
ま
で
は
よ
く
分
か
ら
な
い

 

付
問

,関
係

す
る

労
働

者
（
労

働
組

合
等

）
か

ら
の

意
見

聴
取

を
 

行
い

ま
し

た
か

（
行

う
予

定
は

あ
り

ま
す

か
）
（
１

つ
だ

け
○

）
。

 

付
問

①
,満

６
５

歳
以

上
の
人

は
含

ま
れ
て

い
ま

す
か

 
（

含
ま

れ
る
見

込
み

で
す
か

）
（

１
つ
だ
け

○
）
。

 

回
答

後
は

問
１

６
へ

 

回
答

後
は

問
１

７
へ

 

付
問

,
 高

度
な

専
門

的
知
識

等
を

有
し
年

収
が

１
，
０

７
５

万
円
以

上
で

、
５
年

を
超

え
る
一

定
期

間
内
に

完
了

す
る
業

務
 

（
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
）

に
従
事

す
る

有
期
契

約
労

働
者
に

つ
い

て
、
１

０
年

を
上
限

と
す

る
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
完

了
ま

で
の

 
期

間
、

無
期
転

換
申

込
権
が

発
生

し
な
い

こ
と

と
す
る

特
例

を
、
活

用
す

る
予
定

は
あ

り
ま
す

か
（

１
つ
だ

け
○

）
。

 

付
問

②
,
定

年
後

、
継

続
し
て

雇
用

さ
れ
る

高
齢

の
有
期

契
約

労
働
者

（
定

年
再
雇

用
者

）
に
つ

い
て

、
適
切

な
雇

用
管
理

に
 

係
る

計
画
を
作

成
し

、
都
道

府
県

労
働
局

長
の

認
定
を

受
け

た
場
合

、
同

一
事
業

主
に

継
続
雇

用
さ

れ
る
期

間
は

、
 

無
期

転
換
申
込

権
が

発
生
し

な
い

こ
と
と

す
る

特
例
を

、
活

用
す
る

予
定

は
あ
り

ま
す

か
（
１

つ
だ

け
○

）。
 

付
問

,関
係

す
る

労
働

者
（
労

働
組

合
等

）
か

ら
の

意
見

聴
取

を
 

行
い

ま
し

た
か

（
行

う
予

定
は

あ
り

ま
す

か
）
（
１

つ
だ

け
○

）
。

 

※
 

博
士

の
学

位
を

有
す

る
者

、
公

認
会

計
士

、
税

理
士

、
医

師
、

歯
科

医
師

、
獣

医
師

、
薬

剤
師

、
弁

護
士

、
社

会
保

険
労

務
士

、
一

級
建

築
士

、
不

動
産

鑑
定

士
、

 
弁

理
士

、
技

術
士

、
ＩＴ

ス
ト
ラ

テ
ジ

ス
ト
・
シ

ス
テ

ム
ア

ナ
リ
ス

ト
・
ア

ク
チ

ュ
ア

リ
ー

の
資

格
試

験
合

格
者

、
特

許
発

明
の

発
明

者
、

登
録

意
匠

の
創

作
者

、
登

録
 

品
種

の
育

成
者

。
ま

た
、

大
学

卒
で

５
年

、
短

大
・
高

専
卒

で
６

年
、

高
卒

で
７

年
以

上
の

実
務

経
験

を
有

す
る

、
農

林
水

産
業

・
鉱

工
業

・
機

械
・
電

気
・
建

築
・
 

土
木

の
技

術
者

、
シ

ス
テ

ム
エ

ン
ジ

ニ
ア

、
デ

ザ
イ

ナ
ー

。
シ

ス
テ

ム
エ

ン
ジ

ニ
ア

と
し

て
実

務
経

験
５

年
以

上
を

有
す

る
、

シ
ス

テ
ム

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
。
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Ⅲ

 
多

様
な

正
社

員
の

活
用

状
況

に
つ

い
て

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
 

問
１

７
,
 正

社
員

を
｢
 
直
接

雇
用

か
つ
無

期
労

働
契
約

で
、

貴
社
の

正
社

員
・

正
規

職
員

と
し

て
い

る
者

 ｣
と

定
義

し
ま
す

。
 

 
 

 
 
正
社

員
の

中
に
、

次
の

よ
う
な

区
分

4
 

は
あ

り
ま

す
か
（

そ
れ

ぞ
れ
１

つ
ず

つ
○

）。
 

                                 
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
4  

異
な

る
名

称
で

呼
ば

れ
、

採
用

や
昇

進
を

別
に

管
理

し
て

い
る

場
合

や
、

職
種

や
勤

務
地

等
の

取
扱

い
が

異
な

る
場

合
、

賃
金

等
処

遇
を

別
体

系
で

決
定

し
て

い
る

場
合

等
は

、
そ

れ
ぞ

れ
を

異
な

る
区

分
と

み
な

し
て

く
だ

さ
い

。
会

社
役

員
や

障
が

い
者

の
た

め
だ

け
の

区
分

、
現

在
の

在
籍

者
が

退
社

す
れ

ば
廃

止
す

る
区

分
は

除
き

ま
す

。
ま

た
、

管
理

職
層

に
つ

い
て

は
、

貴
社

の
分

け
方

に
準

じ
て

ご
回

答
く

だ
さ

い
。

 

職
種

や
職
務
、

職
域

が
限
定

さ
れ

て
い
る

区
分

 
１

 
あ
る
 

２
 

な
い
 

勤
務

地
（
配
転

・
異

動
の
範

囲
）

が
限
定

さ
れ

て
い
る

区
分

 
１

 
あ
る
 

２
 

な
い
 

就
け

る
役
職
・

役
割

の
範
囲

が
限

定
さ
れ

て
い

る
区
分

 
１

 
あ
る
 

２
 

な
い
 

労
働

時
間
の
長

さ
が

限
定
さ

れ
て

い
る

（
短

い
）

区
分

 
１

 
あ
る
 

２
 

な
い
 

そ
の

他
 
何
ら
か

の
働

き
方
が

限
定

さ
れ
て

い
る

区
分

 
１

 
あ
る
 

２
 

な
い
 

１
 

は
い

 
２

 
い
い
え
 

１
 

は
い

 
２

 
い
い
え
 

(
無

限
定

)
正
社

員
 

 
人

 
多

様
な

正
社
員

 
 

人
 

転
換

で
き
る
方

向
性

 

１
 

相
互
に
転
換
可
能
（
(無

限
定

)正
社
員
⇔
多
様
な
正
社
員
）
 

２
 

(無
限
定

)正
社
員
→
多
様
な
正
社
員
の
み
可
能

 

３
 

多
様
な
正
社
員
→
(無

限
定

)正
社
員
の
み
可
能
 

１
 

制
度
が
あ
る
 

２
 

制
度
は
な
い
が
慣
行
が
あ
る
 

３
 

制
度
も
慣
行
も
な
い
 

４
 

分
か
ら
な
い
 

労
働

契
約
法
の

改
正

（
２
０

１
２

年
８
月

）
以

降
の

転
換

実
績

 

１
 

あ
る
 

２
 

な
い
 

（
無
限
定
)正

社
員
→
多
様
な
正
社
員
へ

 （
計

 
 
 
 

 
人

）
 

 多
様
な
正
社
員
→
(無

限
定
)正

社
員
へ

 （
計

 
 
 
 

 
人

）
 

就
業

規
則
で

 
１

 
規
定
し
て
い
る
 

２
 

規
定
し
て
い
な
い
 

書
面

に
よ
る
本

人
明

示
を

 
１

 
行
っ
て
い
る
 

２
 

行
っ
て
い
な
い
 

１
つ

で
も

 ｢
あ

る
｣ 

場
合

は
付

問
へ

 

（
具

体
的
に

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
  

 
 

 
）

 
す

べ
て

｢な
い

｣ 
場

合
は

問
１

８
へ

 

あ
る

場
合
、
転

換
で

き
る
方

向
性

や
、
転

換
実

績
（
労

働
契

約
法
の

改
正

（
２
０

１
２

年
８
月

）
以

降
の
総

計
）

に
 

つ
い

て
も
教
え

て
く

だ
さ
い

（
そ

れ
ぞ
れ

１
つ

だ
け
○

、
転

換
実
績

が
あ

る
場
合

は
数

値
も
記

入
）
。

 

付
問

④
,
（

無
限

定
）

正
社
員

と
多

様
な
正

社
員

の
間
で

、
区

分
を
転

換
で

き
る
制

度
や

慣
行
は

あ
り

ま
す
か

。
制

度
や
慣

行
が

 

（
所

定
）
労
働

時
間

が
も
っ

と
も

長
い
区

分
を

｢
（

無
限

定
）

正
社
員

 
｣
と

し
、
そ

れ
と

の
比
較

で
、

い
ず
れ

か
の

働
き
方

 
が

限
定

さ
れ
て

い
る

区
分
を

｢
 
多

様
な
正

社
員

 
｣
と
し

ま
す

。
そ

れ
ぞ

れ
の

人
数
を

教
え

て
く
だ

さ
い
（
数

値
を

記
入

）
。
 

付
問

③
,
正

社
員

の
中

で
、
職

種
・

職
務
、

職
域

や
勤
務

地
（

配
転
・

異
動

の
範
囲

）
、

役
職
の
範

囲
が

も
っ
と

も
広

く
、
ま

た
、

 

ま
た

、
そ
の
内

容
を

｢
多

様
な

正
社

員
｣
本
人

に
対

し
、
書

面
で

明
示
し

て
い

ま
す
か

（
そ

れ
ぞ
れ

１
つ

だ
け
○

）
。

 
付

問
⑤

，
｢
多
様

な
正

社
員

｣
 
の

限
定

性
や
処

遇
・

労
働
条

件
等

に
つ
い

て
、

就
業
規

則
で

規
定
し

て
い

ま
す
か

。
 

上
記

の
う

ち
｢労

働
時

間
の

長
さ

が
限

定
さ

れ
て

い
る

区
分

｣は
、

同
法

 

付
問

②
,
育

児
・
介

護
休

業
法

で
は

、
３

歳
未

満
の

子
を

養
育

す
る

労
働

者
に

 
つ

い
て

｢短
時

間
勤

務
制

度
｣を

設
け

る
こ

と
等

を
義

務
づ

け
て

い
ま

す
。

 

へ
の

対
応

の
み

を
理

由
と

す
る

も
の

で
す

か
（
１

つ
だ

け
○

）
。

 

付
問

①
,
こ

う
し

た
区

分
を
、

労
働

契
約
法

の
改

正
（
２

０
１

２
年

８
月

）
 

以
降

に
新
設
・

増
員

し
ま
し

た
か

（
１
つ

だ
け

○
）。
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付
問

⑥
,
事

業
の

縮
小

や
事
業

所
の

閉
鎖

等
に

直
面
し
た

場
合

（
※

）、
｢
多

様
な

正
社

員
｣
の

雇
用

に
つ

い
て
は

、
ど

の
よ
う

に
 

対
応

す
る
方
針

で
す

か
（
１

つ
だ

け
○

）。
 

       問
１

８
,
 ｢
 
多

様
な

正
社
員

 
｣
を

今
後
、

新
た

に
導
入

（
既

に
あ

る
場

合
は
増
員

）
す

る
予
定

は
あ

り
ま
す

か
（

１
つ
だ

け
○

）
。

 

 

                              

１
 

（
無
限
定
）
正
社
員
の
取
扱
い
と
全
く
同
じ
、
出
来
る
限
り
の

雇
用
維
持
努
力
を
行
う

 

２
 

（
無
限
定
）
正
社
員
の
取
扱
い
と
は
実
質
的
に
異
な
る
が
、
出
来
る
限
り
の

雇
用
維
持
努
力
を
行
う
 

３
 

雇
用
維
持
努
力
を
行
う
こ
と
な
く
、
解
雇

（
契

約
解

除
）す

る
 

４
 

分
か
ら
な
い
・
考
え
た
こ
と
が
な
い

 

あ
る
 

１
 

な
い
 

２
 

付
問

①
,
今
、
｢多

様
な

正
社
員

｣
を

導
入
（
増

員
）
す

る
理
由

は
何

で
す
か
（

該
当

す
べ
て

に
○

）
。
 

１
 

労
働
力
の

（
量
的
な
）
確
保
に
対
す
る
危
機
感
が
高
ま
っ
て
い
る
か
ら

 

２
 

非
正
社
員
か
ら
の
転
換
を
促
し
、
優
秀
な
人
材
を
確
保
（
囲
込
み
）
し
た
い
か
ら

 

３
 

 

４
 

改
正
労
働
契
約
法

や
改
正
労
働
者
派
遣
法
等
に
対
応
す
る
た
め

 

５
 

労
働
者
の
価
値
観
の
多
様
化
へ
の
対
応
や
、
仕
事
と
生
活
の
両
立
支
援
等
の
た
め

 
 ６
 

 

７
 

正
社
員
の
働
き
方
を
見
直
す
た
め
（
長
時
間
労
働
や
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
の
改
善
等

）
 

８
 

人
件
費
の
抑
制
に
つ
な
が
る
か
ら

 

９
 

労
働
組
合
や
労
働
者
代
表
等
か
ら
の
要
望
に
応
え
る
た
め

 

１
０

 
も
っ
と
女
性
や
若
者

、
高
齢
者
を
採
用
・
活
用
し
た
い
か
ら

 

１
１

 
そ
の
他
（
具
体
的
に

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）
 

１
 

区
分
が
増
加
す
る
こ
と
で
、
労
務
管
理
が
煩
雑
・
複
雑
に
な
る

 

２
 

人
事
異
動
が
硬
直
的
に
な
る
（
制
限
さ
れ
る
）

 

３
 

多
様
な
正
社
員
は
働
き
方
が
限
ら
れ
る
た
め
、
人
材
育
成
や
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
維
持
が
難
し
い

 

４
 

区
分
間
の
仕
事
や
処
遇
・
労
働
条
件
の
バ
ラ
ン
ス
の
取
り
方
が
難
し
い

 

５
 

正
社
員
と
非
正
社
員
の
違
い
が
分
か
り
難
く
な
る

 

６
 

固
定
的
な
要
員
層
が
厚
く
な
り
、
人
件
費
負
担
が
重
く
な
る

 

７
 

事
業
の
縮
小
や
事
業
所
の
閉
鎖
等
に
直
面
し
た
場
合
の
雇
用
維
持
が
難
し
い

 

８
 

事
業
の
範
囲
や
事
業
所
数
等
が
限
定
さ
れ
て
い
る
（
多
様
な
働
き
方
を
形
成
し
難
い
）

 

９
 

多
様
な
正
社
員
に
対
す
る
従
業
員
ニ
ー
ズ
が
見
極
め
に
く
い

 

１
０

 
従
来
か
ら
の
（
無
限
定
）
正
社
員
を
希
望
す
る
者
が
い
な
く
な
る
恐
れ
が
あ
る

 

１
１

 
こ
れ
ま
で
に
廃
止
・
縮
小
し
て
き
た
区
分
と
の
整
合
性
が
図
り
に
く
い

 

１
２

 
労
働
組
合
や
労
働
者
代
表
等
と
の
調
整
が
難
し
い

 

１
３

 
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
  

）
 

（
有
効
求
人
倍
率
の
上
昇
等
に
伴
い
）

こ
れ
ま
で
の
正
社

員
や
非
正
社
員
の
処
遇
・

 
労
働
条
件
で
は
、
良
い
人
材
が
採
用
し
難
く
な
っ
て
い
る
か
ら

 

付
問

①
,
｢
多
様

な
正

社
員

｣
の

導
入

（
増
員

）
が

難
し
い

 

理
由

は
何
で
す

か
（

該
当
す

べ
て

に
○

）。
 

付
問

②
,
 
｢
多
様

な
正

社
員

｣
を

新
設

（
増
員

）
す

る
上
で

の
課

題
は

 
何

で
す

か
（
該

当
す

べ
て
に

○
）
。
 

※
例

え
ば

、
職

種
・
職

務
限

定
の

正
社

員
で

事
業

の
縮

小
等

に
伴

い
業

務
が

消
失

し
た

り
、

 
勤

務
地

限
定

の
正

社
員

で
通

勤
圏

内
の

事
業

所
が

閉
鎖

し
た

場
合

等
。

 

正
社
員
の
区
分
を

多
様
化
す
る
必
要
性
を
感
じ
て
い
る
か
ら

 
仕
事
の
専
門
化
・
高
度
化
や

、
勤
務
地
範
囲
の
拡
大
（
グ
ロ
ー
バ
ル
化
）

等
に
伴
い
、
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―
Ⅳ

 
貴

社
の

概
要

に
つ

い
て

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
 

問
１

９
，
主
た

る
業

種
は
何

で
す

か
（
１

つ
だ

け
○

）。
 

                    付
問

④
,
 「

労
働

者
派

遣
会

社
」
や

「
業

務
請

負
会

社
」
に

該
当

し
ま

す
か

。
 

  問
２

０
,
雇

用
者

（
正

社
員

 及
び

 
直

接
雇
用

の
非

正
社
員

の
合

計
）

は
何

人
で
す
か

（
１

つ
だ
け

○
）
。

 

          

１
 

建
設
業
 

９
 

学
術
研
究
,
 専

門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業

 

２
 

製
造
業
 

１
０

 
宿
泊
業
,
 飲

食
サ
ー
ビ
ス
業

 
３

 
電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業

 
１

１
 

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
,
 娯

楽
業

 
４

 
情
報
通
信
業
 

１
２

 
教
育
,
 学

習
支
援
業

 
５

 
運
輸
業
,
 郵

便
業
 

１
３

 
医
療
,
 福

祉
 

６
 

卸
売
業
,
 小

売
業
 

１
４

 
複
合
サ
ー
ビ
ス
業

（
郵

便
局
,
 
協

同
組

合
等
）

 
７

 
金
融
業
,
 保

険
業
 

１
５

 
そ
の
他
サ
ー
ビ
ス
業

（
他

に
分

類
さ

れ
な

い
も

の
）

 

８
 

不
動
産
業
,
 物

品
賃
貸
業
 

１
６

 
そ
の
他
（
具
体
的
に
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）
 

１
 

輸
送

用
機

械
関

連
 

３
 

電
機

・
電

子
関

連
 

５
 

そ
の

他
機

械
関

連
 

７
 

金
属

関
連

 

２
 

化
学

関
連

 
４

 
素

材
関

連
 

６
 

食
料

品
関

連
 

８
 

そ
の

他
製

造
 

卸
売

業
 

１
 

総
合

卸
（
総

合
商

社
） 

２
 

専
門

卸
（
専

門
商

社
） 

３
 

そ
の

他
卸

売
 

小
売

業
 

 ４
 

総
合

小
売

 
５

 
専

門
小

売
 

６
 

そ
の

他
小

売
 

１
 

学
術

・
研

究
機

関
 

２
 

学
校

教
育

 
３

 
 

 ４
 

 
５

 
そ

の
他

 

付
問

,大
学

が
含

ま
れ

て
い

ま
す

か
。

 
１

 
は

い
 

２
 

い
い

え
 

１
 

該
当

す
る

 
２

 
該

当
し

な
い

 

１
 

２
９
人
以
下
 

４
 

１
０
０
～
２
９
９
人
 

７
 

１
,０

０
０
人
以
上
 

２
 

３
０
～
４
９
人
 

５
 

３
０
０
～
４
９
９
人
 

 
 

３
 

５
０
～
９
９
人
 

６
 

５
０
０
～
９
９
９
人
 

 
 

１
 

大
幅
に
（
１
０
％
以
上
）
減
少
し
た

 
４

 
や
や
（
５
％
以
上
１
０
％
未
満
）

増
加
し
た
 

２
 

や
や
（
５
％
以
上
１
０
％
未
満

）
減
少
し
た
 

５
 

大
幅
に
（
１
０
％
以
上
）
増
加
し
た

 

３
 

ほ
ぼ

横
這

い
（
５

％
未

満
の

増
減

）
で

推
移

し
た

 
６

 
不
明
・
分
か
ら
な
い

（
※
）
 

そ
の

他
教

育
・
 

学
習

支
援

 

付
問

①
へ

 

付
問

②
へ

 

付
問

③
へ

 

付
問

④
へ

 

付
問

,
２

０
０
８

年
９

月
に
発

生
し

た
金
融

危
機

（
い
わ

ゆ
る

｢
リ

ー
マ

ン
・

シ
ョ
ッ

ク
｣
）

に
伴
い

、
貴

社
の
雇

用
者

数
は

 
ど

の
程

度
、
変

動
し

ま
し
た

か
（

１
つ
だ

け
○

）
。

 

付
問

②
,
主

な
分

野
を

教
え
て

く
だ

さ
い
（

１
つ

だ
け
○

）
。

 

※
企

業
の

設
立

が
２

０
０

８
年

１
０

月
以

降
で

あ
る

場
合

を
含

み
ま

す
。

 

付
問

①
,
主

な
分

野
を

教
え
て

く
だ

さ
い
（

１
つ

だ
け
○

）
。

 

（
百

貨
店

,ス
ー

パ
ー

,コ
ン

ビ
ニ

等
）
 

（
ド

ラ
ッ

グ
ス

ト
ア

、
ホ

ー
ム

セ
ン

タ
ー

等
）
 

（
無

店
舗

小
売

等
）
 

付
問

③
,
主

な
分

野
を

教
え
て

く
だ

さ
い
（

１
つ

だ
け
○

）
。

 

専
門

・
技

術
 

サ
ー

ビ
ス

 



－110－

15
 

問
２

１
,
 
労
働

組
合

や
労
使

協
議

機
関
は

あ
り

ま
す
か

。
組

合
員
の

範
囲

も
教
え

て
く

だ
さ
い

（
そ

れ
ぞ
れ

１
つ

だ
け
○

）
。

 

       問
２

２
,
 
就
業

規
則

や
賃
金

表
の

策
定
状

況
に

つ
い
て

教
え

て
く
だ

さ
い

（
そ
れ

ぞ
れ

１
つ
だ

け
○

）
。
 

        問
２

３
,
 
事
業

所
数

（
本
社

含
む

）
を
教

え
て

く
だ
さ

い
。

 

 
 

 
 
２
ヶ

所
以

上
の
場

合
、

事
業
所

の
展

開
範
囲

も
教

え
て
く

だ
さ

い
（
そ

れ
ぞ

れ
１
つ

だ
け

○
）。

 

     問
２

４
,
 
企
業

設
立

年
を
ご

記
入

く
だ
さ

い
（

数
値
を

記
入

）
。

 

 問
２

５
,
 
過
去

３
年

間
の
経

営
状

況
に
つ

い
て

教
え
て

く
だ

さ
い
（

１
つ

だ
け
○

）
。

 

  ○
 

ご
送
付
先

・
ご

連
絡
先

を
教

え
て
く

だ
さ

い
。

 

貴
社
名
：

 

ご
住
所
：

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｔ
Ｅ
Ｌ
: 

記
入
者
の

お
名
前
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労
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も
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使

協
議

機
関
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い
 

定
年

再
雇
用
者

 
 

（
左

記
以
外
の

）
有

期
契
約

労
働

者
 

１
 

組
合
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に

（
一

部
で

も
）
な

っ
て

い
る

 
 

１
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合
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に

（
一

部
で

も
）
な

っ
て
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２
 

組
合
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に

な
っ

て
い

な
い

 
 

２
 

組
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に
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っ

て
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な
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１
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め
て
い
る
 

２
 

定
め
て
い
な
い

 

１
 

 
２

 
 

３
 

 

１
 

１
ヶ
所
の
み
 

２
 

２
ヶ
所
以
上

 
１

 
一

定
の

地
域
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で

展
開

 

２
 

全
国

的
に
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開

 

３
 

海
外

を
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め
て
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開
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暦
 

 
 

 
 

年
 

１
 

業
界
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均

よ
り

か
な

り
良

い
 

３
 

業
界

平
均

並
み

 
５

 
業

界
平

均
よ

り
か

な
り

悪
い

 

２
 

業
界

平
均

よ
り

良
い

 
４

 
業

界
平

均
よ

り
悪

い
 

 
 

 
１

 
希

望
す

る
 

２
 

希
望

し
な

い
 

 
１

 
応

じ
て

も
良

い
 

２
 

応
じ

た
く

な
い

 

質
問

は
以

上
で

す
。

ご
記

入
が

終
わ

り
ま

し
た

ら
、

別
添

の
【
返

信
用

封
筒

】
（
切

手
不

要
）
へ

入
れ

、
２

０
１

６
年

 
１

０
月

２
１

日
（
金

）
ま

で
に

郵
便

ポ
ス

ト
に

ご
投

函
く

だ
さ

い
。

ご
協

力
い

た
だ

き
、

誠
に

有
難

う
ご

ざ
い

ま
し

た
。

 

Ｑ
,
本

調
査

に
ご

協
力

い
た
だ

い
た

御
礼
と

し
て

、
調
査

結
果

の
要
約

 
版

報
告

書
（
無

料
）

の
送
付

を
希

望
さ
れ

ま
す

か
。

 
Ｑ

,
改

正
労

働
契

約
法

へ
の
対

応
状

況
に
つ

い
て

、
貴
社

を
訪

問
し
、

 
よ

り
詳

し
い
お

話
を

お
伺
い

す
る

こ
と
は

可
能

で
し
ょ

う
か

。
 

付
問

①
,
 
就
業

規
則

を
定
め

て
い

ま
す
か

。
 

付
問

②
,
 
賃
金

表
（

※
）

を
定

め
て
い
ま

す
か

。
 

正
社

員
・
非

正
社

員
（
直

接
 

雇
用

）
と

も
定

め
て

い
る

 
正

社
員

の
み

定
め

て
い

る
 

（
非

正
社

員
を

雇
用

し
て

い
な

い
を

含
む

）
 

（
正

社
員

に
つ

い
て

も
）
 

定
め
て
い
な
い
 

※
形

式
を

問
わ

ず
、

基
本

給
額

ま
た

は
昇

給
額

が
、

明
確

に
定

め
ら

れ
た

も
の

を
指

す
も

の
と

し
ま

す
。

（
表

に
な

っ
て

い
な

く
て

も
、

勤
続

年
数

や
 

職
務

内
容

に
よ

り
金

額
を

設
定

す
る

な
ど

し
て

、
基

本
給

額
ま

た
は

昇
給

額
が

、
ど

れ
く

ら
い

に
な

る
か

を
明

確
に

し
た

も
の

は
該

当
し

ま
す

。
）
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上 
1．上段にｎ数、下段に構成比（％）を掲載している。 
2．「総数」には属性が不明の企業を含んでいる。 
3．構成比は、表章単位未満を四捨五入している。 

そのため、内訳構成比（％）の合算が必ずしも 100％あるいは総計に一致しないこともある。 
4．－は回答が無いものを指す。 
5．集計表の各最下段に、経済センサスの企業構成比通りにウェイトバック集計（試算）した

結果を示している。参考値としてｎ数も示しているが、あくまで復元された結果であり、

集計の精度（少数点以下の反映上の制約）や表章単位未満を四捨五入した関係で、必ずし

も単純集計のｎ数と一致していない場合や、本問－枝問間のｎ数が整合的でない場合もある。 
                     
 

＜統計利用上の注意＞



－114－

全有効
回答

企業計

雇用
して
いる

雇用
して

いない

無回答

合計 9,639 6,490 3,149 -
100.0 67.3 32.7 -

主 建設業 1,122 519 603 -
な 100.0 46.3 53.7 -
業 製造業 2,391 1,690 701 -
種 100.0 70.7 29.3 -

電気・ガス・熱供給・水道業 89 55 34 -
100.0 61.8 38.2 -

情報通信業 326 235 91 -
100.0 72.1 27.9 -

運輸業、郵便業 737 471 266 -
100.0 63.9 36.1 -

卸売業、小売業 1,818 1,225 593 -
100.0 67.4 32.6 -

金融業、保険業 109 100 9 -
100.0 91.7 8.3 -

不動産業、物品賃貸業 153 114 39 -
100.0 74.5 25.5 -

学術研究、専門・技術サービス業 260 183 77 -
100.0 70.4 29.6 -

宿泊業、飲食サービス業 534 336 198 -
100.0 62.9 37.1 -

生活関連サービス業、娯楽業 284 183 101 -
100.0 64.4 35.6 -

教育、学習支援業 196 170 26 -
100.0 86.7 13.3 -

医療、福祉 384 300 84 -
100.0 78.1 21.9 -

複合サービス業 20 19 1 -
100.0 95.0 5.0 -

その他サービス業 1,106 844 262 -
100.0 76.3 23.7 -

その他 27 19 8 -
100.0 70.4 29.6 -

無回答 83 27 56 -
100.0 32.5 67.5 -

サービス業計 2,204 1,565 639 -
100.0 71.0 29.0 -

製 輸送用機械関連 247 195 52 -
造 100.0 78.9 21.1 -
業 化学関連 160 132 28 -
の 100.0 82.5 17.5 -
主 電機・電子関連 316 255 61 -
な 100.0 80.7 19.3 -
分 素材関連 81 59 22 -
野 100.0 72.8 27.2 -

その他機械関連 199 139 60 -
100.0 69.8 30.2 -

食料品関連 297 205 92 -
100.0 69.0 31.0 -

金属関連 315 190 125 -
100.0 60.3 39.7 -

その他製造 760 507 253 -
100.0 66.7 33.3 -

無回答 16 8 8 -
100.0 50.0 50.0 -

卸 総合卸 276 178 98 -
売 100.0 64.5 35.5 -
業 専門卸 533 388 145 -
、 100.0 72.8 27.2 -
小 その他卸売 286 169 117 -
売 100.0 59.1 40.9 -
業 総合小売 289 196 93 -
の 100.0 67.8 32.2 -
主 専門小売 259 186 73 -
な 100.0 71.8 28.2 -
分 その他小売 154 97 57 -
野 100.0 63.0 37.0 -

無回答 21 11 10 -
100.0 52.4 47.6 -

学 学術・研究機関 21 19 2 -
術 100.0 90.5 9.5 -
研 学校教育 148 127 21 -
究 100.0 85.8 14.2 -
等 その他教育・学習支援 36 31 5 -
の 100.0 86.1 13.9 -
主 専門・技術サービス 205 135 70 -
な 100.0 65.9 34.1 -
分 その他 11 10 1 -
野 100.0 90.9 9.1 -

無回答 35 31 4 -
100.0 88.6 11.4 -

大学が含まれている 54 54 - -
100.0 100.0 - -

大学は含まれていない 111 89 22 -
100.0 80.2 19.8 -

無回答 4 3 1 -
100.0 75.0 25.0 -

派 「労働者派遣会社」や 331 272 59 -
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 82.2 17.8 -
・ 「労働者派遣会社」や 758 561 197 -
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 74.0 26.0 -
負 無回答 17 11 6 -

100.0 64.7 35.3 -
雇 ４９人以下 3,505 1,408 2,097 -
用 100.0 40.2 59.8 -
者 ５０～９９人 2,590 1,979 611 -
数 100.0 76.4 23.6 -

１００～２９９人 2,245 1,977 268 -
100.0 88.1 11.9 -

３００～９９９人 700 665 35 -
100.0 95.0 5.0 -

１，０００人以上 354 343 11 -
100.0 96.9 3.1 -

無回答 245 118 127 -
100.0 48.2 51.8 -

中小企業（３００人未満）計 8,340 5,364 2,976 -
100.0 64.3 35.7 -

５０人以上計 5,889 4,964 925 -
100.0 84.3 15.7 -

労 過半数代表の労働組合がある 1,423 1,311 112 -
働 100.0 92.1 7.9 -
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 430 387 43 -
合 100.0 90.0 10.0 -
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 2,301 1,742 559 -
の 100.0 75.7 24.3 -
有 労働組合も労使協議機関もない 5,331 2,981 2,350 -
無 100.0 55.9 44.1 -

無回答 154 69 85 -
100.0 44.8 55.2 -

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 171 171 - -
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 100.0 - -
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 691 691 - -
範 組合員になっていない 100.0 100.0 - -
囲 無回答 720 720 - -

100.0 100.0 - -
認 【改正労働契約法】の 4,809 4,032 777 -
知 改正内容まで知っている 100.0 83.8 16.2 -
度 改正されたことは知っているが 3,557 2,028 1,529 -
別 内容はよく分からない 100.0 57.0 43.0 -

知らない・分からない 1,192 385 807 -
100.0 32.3 67.7 -

無回答 81 45 36 -
100.0 55.6 44.4 -

合計（復元） 9,343 4,589 4,754 -
100.0 49.1 50.9 -

※本調査では、契約社員、準社員、パート・アルバイトなど呼称を問わず、
６ヶ月や１年など労働契約期間に定めがあり、貴社に直接雇用されている
労働者と定義。

問２,貴社では現在、有期契約労働者（※）を
雇用していますか（１つだけ○）。

全有効
回答

企業計

改正
内容
まで

知って
いる

改正
された
ことは
知って
いるが
内容は
よく

分から
ない

知ら
ない・
分から
ない

無回答 改正
された
ことを
知って
いる

企業計

行政が
主催
する
セミ
ナー

左記
以外の
セミ
ナー

社会
保険

労務士
や弁護
士等

からの
情報
提供

人事
労務

関係の
雑誌、
団体
冊子
等の
媒体

新聞
報道や
ホーム
ページ
等での
紹介

労働
組合や
労働者
等から
の提案

その他
※

無回答 平均
選択数

合計 9,639 4,809 3,557 1,192 81 8,366 1,744 1,411 2,589 2,447 4,123 64 349 64 1.5
100.0 49.9 36.9 12.4 0.8 100.0 20.8 16.9 30.9 29.2 49.3 0.8 4.2 0.8

主 建設業 1,122 387 469 252 14 856 130 93 256 229 441 6 26 10 1.4
な 100.0 34.5 41.8 22.5 1.2 100.0 15.2 10.9 29.9 26.8 51.5 0.7 3.0 1.2
業 製造業 2,391 1,272 852 241 26 2,124 593 345 607 716 948 13 87 13 1.6
種 100.0 53.2 35.6 10.1 1.1 100.0 27.9 16.2 28.6 33.7 44.6 0.6 4.1 0.6

電気・ガス・熱供給・水道業 89 38 36 15 - 74 11 11 21 23 35 1 3 1 1.4
100.0 42.7 40.4 16.9 - 100.0 14.9 14.9 28.4 31.1 47.3 1.4 4.1 1.4

情報通信業 326 214 89 19 4 303 63 69 89 92 168 3 16 1 1.7
100.0 65.6 27.3 5.8 1.2 100.0 20.8 22.8 29.4 30.4 55.4 1.0 5.3 0.3

運輸業、郵便業 737 335 318 79 5 653 140 112 190 172 305 5 25 9 1.5
100.0 45.5 43.1 10.7 0.7 100.0 21.4 17.2 29.1 26.3 46.7 0.8 3.8 1.4

卸売業、小売業 1,818 885 674 249 10 1,559 240 275 520 428 788 11 77 13 1.5
100.0 48.7 37.1 13.7 0.6 100.0 15.4 17.6 33.4 27.5 50.5 0.7 4.9 0.8

金融業、保険業 109 85 17 6 1 102 18 17 20 40 49 1 12 1 1.6
100.0 78.0 15.6 5.5 0.9 100.0 17.6 16.7 19.6 39.2 48.0 1.0 11.8 1.0

不動産業、物品賃貸業 153 96 51 6 - 147 23 34 39 45 77 1 7 2 1.6
100.0 62.7 33.3 3.9 - 100.0 15.6 23.1 26.5 30.6 52.4 0.7 4.8 1.4

学術研究、専門・技術サービス業 260 149 86 25 - 235 42 44 62 72 144 2 6 1 1.6
100.0 57.3 33.1 9.6 - 100.0 17.9 18.7 26.4 30.6 61.3 0.9 2.6 0.4

宿泊業、飲食サービス業 534 217 237 75 5 454 68 56 178 94 228 2 11 2 1.4
100.0 40.6 44.4 14.0 0.9 100.0 15.0 12.3 39.2 20.7 50.2 0.4 2.4 0.4

生活関連サービス業、娯楽業 284 134 99 49 2 233 40 24 87 67 138 2 8 1 1.6
100.0 47.2 34.9 17.3 0.7 100.0 17.2 10.3 37.3 28.8 59.2 0.9 3.4 0.4

教育、学習支援業 196 119 60 14 3 179 38 50 51 65 111 2 5 1 1.8
100.0 60.7 30.6 7.1 1.5 100.0 21.2 27.9 28.5 36.3 62.0 1.1 2.8 0.6

医療、福祉 384 185 156 41 2 341 91 62 120 87 144 1 13 1 1.5
100.0 48.2 40.6 10.7 0.5 100.0 26.7 18.2 35.2 25.5 42.2 0.3 3.8 0.3

複合サービス業 20 11 6 3 - 17 2 2 4 7 14 - - - 1.7
100.0 55.0 30.0 15.0 - 100.0 11.8 11.8 23.5 41.2 82.4 - - -

その他サービス業 1,106 634 371 93 8 1,005 232 201 316 292 501 13 43 6 1.6
100.0 57.3 33.5 8.4 0.7 100.0 23.1 20.0 31.4 29.1 49.9 1.3 4.3 0.6

その他 27 16 9 2 - 25 7 6 8 7 11 - 3 - 1.7
100.0 59.3 33.3 7.4 - 100.0 28.0 24.0 32.0 28.0 44.0 - 12.0 -

無回答 83 32 27 23 1 59 6 10 21 11 21 1 7 2 1.4
100.0 38.6 32.5 27.7 1.2 100.0 10.2 16.9 35.6 18.6 35.6 1.7 11.9 3.4

サービス業計 2,204 1,145 799 245 15 1,944 384 327 647 532 1,025 19 68 10 1.6
100.0 52.0 36.3 11.1 0.7 100.0 19.8 16.8 33.3 27.4 52.7 1.0 3.5 0.5

製 輸送用機械関連 247 146 84 14 3 230 91 36 69 70 76 3 13 - 1.6
造 100.0 59.1 34.0 5.7 1.2 100.0 39.6 15.7 30.0 30.4 33.0 1.3 5.7 -
業 化学関連 160 113 36 9 2 149 33 35 40 68 70 1 10 2 1.7
の 100.0 70.6 22.5 5.6 1.3 100.0 22.1 23.5 26.8 45.6 47.0 0.7 6.7 1.3
主 電機・電子関連 316 192 93 28 3 285 101 50 61 109 124 3 12 2 1.6
な 100.0 60.8 29.4 8.9 0.9 100.0 35.4 17.5 21.4 38.2 43.5 1.1 4.2 0.7
分 素材関連 81 51 23 6 1 74 16 22 21 35 42 - - - 1.8
野 100.0 63.0 28.4 7.4 1.2 100.0 21.6 29.7 28.4 47.3 56.8 - - -

その他機械関連 199 106 72 18 3 178 46 33 47 66 82 - 5 1 1.6
100.0 53.3 36.2 9.0 1.5 100.0 25.8 18.5 26.4 37.1 46.1 - 2.8 0.6

食料品関連 297 154 106 33 4 260 72 49 81 83 120 1 12 2 1.6
100.0 51.9 35.7 11.1 1.3 100.0 27.7 18.8 31.2 31.9 46.2 0.4 4.6 0.8

金属関連 315 163 120 31 1 283 75 32 96 86 131 1 12 1 1.5
100.0 51.7 38.1 9.8 0.3 100.0 26.5 11.3 33.9 30.4 46.3 0.4 4.2 0.4

その他製造 760 340 316 95 9 656 156 85 190 197 298 4 23 5 1.5
100.0 44.7 41.6 12.5 1.2 100.0 23.8 13.0 29.0 30.0 45.4 0.6 3.5 0.8

無回答 16 7 2 7 - 9 3 3 2 2 5 - - - 1.7
100.0 43.8 12.5 43.8 - 100.0 33.3 33.3 22.2 22.2 55.6 - - -

卸 総合卸 276 125 113 38 - 238 25 36 104 74 113 - 6 3 1.5
売 100.0 45.3 40.9 13.8 - 100.0 10.5 15.1 43.7 31.1 47.5 - 2.5 1.3
業 専門卸 533 294 175 64 - 469 60 91 152 128 244 2 24 4 1.5
、 100.0 55.2 32.8 12.0 - 100.0 12.8 19.4 32.4 27.3 52.0 0.4 5.1 0.9
小 その他卸売 286 105 125 53 3 230 29 22 72 61 125 - 10 2 1.4
売 100.0 36.7 43.7 18.5 1.0 100.0 12.6 9.6 31.3 26.5 54.3 - 4.3 0.9
業 総合小売 289 140 107 40 2 247 54 54 70 63 105 4 19 3 1.5
の 100.0 48.4 37.0 13.8 0.7 100.0 21.9 21.9 28.3 25.5 42.5 1.6 7.7 1.2
主 専門小売 259 136 89 31 3 225 54 49 71 52 127 2 7 1 1.6
な 100.0 52.5 34.4 12.0 1.2 100.0 24.0 21.8 31.6 23.1 56.4 0.9 3.1 0.4
分 その他小売 154 75 59 20 - 134 14 21 48 43 65 1 10 - 1.5
野 100.0 48.7 38.3 13.0 - 100.0 10.4 15.7 35.8 32.1 48.5 0.7 7.5 -

無回答 21 10 6 3 2 16 4 2 3 7 9 2 1 - 1.8
100.0 47.6 28.6 14.3 9.5 100.0 25.0 12.5 18.8 43.8 56.3 12.5 6.3 -

学 学術・研究機関 21 19 1 1 - 20 4 7 8 12 15 - - - 2.3
術 100.0 90.5 4.8 4.8 - 100.0 20.0 35.0 40.0 60.0 75.0 - - -
研 学校教育 148 91 45 10 2 136 27 39 41 51 86 2 4 1 1.9
究 100.0 61.5 30.4 6.8 1.4 100.0 19.9 28.7 30.1 37.5 63.2 1.5 2.9 0.7
等 その他教育・学習支援 36 19 13 4 - 32 8 8 7 7 18 - 1 - 1.5
の 100.0 52.8 36.1 11.1 - 100.0 25.0 25.0 21.9 21.9 56.3 - 3.1 -
主 専門・技術サービス 205 107 75 23 - 182 30 30 45 48 111 2 5 - 1.5
な 100.0 52.2 36.6 11.2 - 100.0 16.5 16.5 24.7 26.4 61.0 1.1 2.7 -
分 その他 11 6 4 - 1 10 1 - 3 3 6 - 1 - 1.4
野 100.0 54.5 36.4 - 9.1 100.0 10.0 - 30.0 30.0 60.0 - 10.0 -

無回答 35 26 8 1 - 34 10 10 9 16 19 - - 1 1.9
100.0 74.3 22.9 2.9 - 100.0 29.4 29.4 26.5 47.1 55.9 - - 2.9

大学が含まれている 54 51 3 - - 54 18 21 17 41 38 1 2 - 2.6
100.0 94.4 5.6 - - 100.0 33.3 38.9 31.5 75.9 70.4 1.9 3.7 -

大学は含まれていない 111 57 41 11 2 98 12 24 30 20 61 1 2 1 1.5
100.0 51.4 36.9 9.9 1.8 100.0 12.2 24.5 30.6 20.4 62.2 1.0 2.0 1.0

無回答 4 2 2 - - 4 1 1 2 2 2 - - - 2.0
100.0 50.0 50.0 - - 100.0 25.0 25.0 50.0 50.0 50.0 - - -

派 「労働者派遣会社」や 331 219 97 11 4 316 102 73 95 90 152 2 10 2 1.7
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 66.2 29.3 3.3 1.2 100.0 32.3 23.1 30.1 28.5 48.1 0.6 3.2 0.6
・ 「労働者派遣会社」や 758 407 266 81 4 673 127 125 218 197 340 11 31 4 1.6
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 53.7 35.1 10.7 0.5 100.0 18.9 18.6 32.4 29.3 50.5 1.6 4.6 0.6
負 無回答 17 8 8 1 - 16 3 3 3 5 9 - 2 - 1.6

100.0 47.1 47.1 5.9 - 100.0 18.8 18.8 18.8 31.3 56.3 - 12.5 -
雇 ４９人以下 3,505 893 1,739 831 42 2,632 227 206 835 513 1,373 17 91 27 1.3
用 100.0 25.5 49.6 23.7 1.2 100.0 8.6 7.8 31.7 19.5 52.2 0.6 3.5 1.0
者 ５０～９９人 2,590 1,382 968 224 16 2,350 460 388 744 608 1,100 12 108 11 1.5
数 100.0 53.4 37.4 8.6 0.6 100.0 19.6 16.5 31.7 25.9 46.8 0.5 4.6 0.5

１００～２９９人 2,245 1,545 615 70 15 2,160 655 470 629 749 998 14 100 13 1.7
100.0 68.8 27.4 3.1 0.7 100.0 30.3 21.8 29.1 34.7 46.2 0.6 4.6 0.6

３００～９９９人 700 565 123 9 3 688 250 192 220 306 349 12 30 3 2.0
100.0 80.7 17.6 1.3 0.4 100.0 36.3 27.9 32.0 44.5 50.7 1.7 4.4 0.4

１，０００人以上 354 322 30 2 - 352 132 131 104 228 211 8 9 5 2.4
100.0 91.0 8.5 0.6 - 100.0 37.5 37.2 29.5 64.8 59.9 2.3 2.6 1.4

無回答 245 102 82 56 5 184 20 24 57 43 92 1 11 5 1.4
100.0 41.6 33.5 22.9 2.0 100.0 10.9 13.0 31.0 23.4 50.0 0.5 6.0 2.7

中小企業（３００人未満）計 8,340 3,820 3,322 1,125 73 7,142 1,342 1,064 2,208 1,870 3,471 43 299 51 1.5
100.0 45.8 39.8 13.5 0.9 100.0 18.8 14.9 30.9 26.2 48.6 0.6 4.2 0.7

５０人以上計 5,889 3,814 1,736 305 34 5,550 1,497 1,181 1,697 1,891 2,658 46 247 32 1.7
100.0 64.8 29.5 5.2 0.6 100.0 27.0 21.3 30.6 34.1 47.9 0.8 4.5 0.6

労 過半数代表の労働組合がある 1,423 1,063 313 40 7 1,376 475 372 275 601 689 31 76 13 1.8
働 100.0 74.7 22.0 2.8 0.5 100.0 34.5 27.0 20.0 43.7 50.1 2.3 5.5 0.9
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 430 297 113 17 3 410 128 108 127 161 203 4 19 1 1.8
合 100.0 69.1 26.3 4.0 0.7 100.0 31.2 26.3 31.0 39.3 49.5 1.0 4.6 0.2
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 2,301 1,352 777 156 16 2,129 521 382 645 658 984 11 105 15 1.6
の 100.0 58.8 33.8 6.8 0.7 100.0 24.5 17.9 30.3 30.9 46.2 0.5 4.9 0.7
有 労働組合も労使協議機関もない 5,331 2,046 2,300 933 52 4,346 606 538 1,505 1,011 2,198 16 144 28 1.4
無 100.0 38.4 43.1 17.5 1.0 100.0 13.9 12.4 34.6 23.3 50.6 0.4 3.3 0.6

無回答 154 51 54 46 3 105 14 11 37 16 49 2 5 7 1.4
100.0 33.1 35.1 29.9 1.9 100.0 13.3 10.5 35.2 15.2 46.7 1.9 4.8 6.7

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 171 135 30 5 1 165 58 44 42 86 91 7 15 - 2.1
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 78.9 17.5 2.9 0.6 100.0 35.2 26.7 25.5 52.1 55.2 4.2 9.1 -
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 691 570 108 8 5 678 263 210 162 318 333 9 28 4 2.0
範 組合員になっていない 100.0 82.5 15.6 1.2 0.7 100.0 38.8 31.0 23.9 46.9 49.1 1.3 4.1 0.6
囲 無回答 720 519 177 21 3 696 232 188 149 287 338 16 43 6 1.8

100.0 72.1 24.6 2.9 0.4 100.0 33.3 27.0 21.4 41.2 48.6 2.3 6.2 0.9
有 現在、有期契約労働者を 6,490 4,032 2,028 385 45 6,060 1,541 1,261 1,850 2,016 2,903 57 289 41 1.6
期 雇用している 100.0 62.1 31.2 5.9 0.7 100.0 25.4 20.8 30.5 33.3 47.9 0.9 4.8 0.7
雇 雇用していない 3,149 777 1,529 807 36 2,306 203 150 739 431 1,220 7 60 23 1.2
用 100.0 24.7 48.6 25.6 1.1 100.0 8.8 6.5 32.0 18.7 52.9 0.3 2.6 1.0
状 無回答 - - - - - - - - - - - - - - -
況 - - - - - - - - - - - - - -
認 【改正労働契約法】の 4,809 4,809 - - - 4,809 1,462 1,173 1,603 1,673 2,159 44 247 37 1.8
知 改正内容まで知っている 100.0 100.0 - - - 100.0 30.4 24.4 33.3 34.8 44.9 0.9 5.1 0.8
度 改正されたことは知っているが 3,557 - 3,557 - - 3,557 282 238 986 774 1,964 20 102 27 1.2
別 内容はよく分からない 100.0 - 100.0 - - 100.0 7.9 6.7 27.7 21.8 55.2 0.6 2.9 0.8

知らない・分からない 1,192 - - 1,192 - - - - - - - - - - -
100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - -

無回答 81 - - - 81 - - - - - - - - - -
100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - -

合計（復元） 9,343 3,052 4,317 1,878 95 7,370 928 763 2,363 1,640 3,793 50 273 62 1.3
100.0 32.7 46.2 20.1 1.0 100.0 12.6 10.4 32.1 22.3 51.5 0.7 3.7 0.8

『 改正労働契約法とその特例への対応状況 及び 多様な正社員の活用状況に関する調査 』結果

問１,２０１２年８月に改正され、２０１３年４月より全面施行された改正労働契約法では
「契約期間に定めのある労働者（有期契約労働者）」が反復更新で通算５年を超えた場合の
申込みによる無期契約への転換や、有期・無期契約労働者間の不合理な労働条件の相違の禁止
などが規定されました。こうした改正が行われたことをご存知ですか（１つだけ○）。
付問,ご存知の場合、どのような手段で情報を入手しましたか（該当すべてに○）。

※その他の自由記述として、「親会社からの指導・通達やグループ企業内の勉強会で」「派遣会社からの情報提供」「労働局や監督署、ハローワーク等で聴いた」「行政配付のリーフレットで知った」等。

Ⅰ　改正労働契約法への対応状況について
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全有効
回答

企業計

雇用
して
いる

雇用
して

いない

無回答

合計 9,639 6,490 3,149 -
100.0 67.3 32.7 -

主 建設業 1,122 519 603 -
な 100.0 46.3 53.7 -
業 製造業 2,391 1,690 701 -
種 100.0 70.7 29.3 -

電気・ガス・熱供給・水道業 89 55 34 -
100.0 61.8 38.2 -

情報通信業 326 235 91 -
100.0 72.1 27.9 -

運輸業、郵便業 737 471 266 -
100.0 63.9 36.1 -

卸売業、小売業 1,818 1,225 593 -
100.0 67.4 32.6 -

金融業、保険業 109 100 9 -
100.0 91.7 8.3 -

不動産業、物品賃貸業 153 114 39 -
100.0 74.5 25.5 -

学術研究、専門・技術サービス業 260 183 77 -
100.0 70.4 29.6 -

宿泊業、飲食サービス業 534 336 198 -
100.0 62.9 37.1 -

生活関連サービス業、娯楽業 284 183 101 -
100.0 64.4 35.6 -

教育、学習支援業 196 170 26 -
100.0 86.7 13.3 -

医療、福祉 384 300 84 -
100.0 78.1 21.9 -

複合サービス業 20 19 1 -
100.0 95.0 5.0 -

その他サービス業 1,106 844 262 -
100.0 76.3 23.7 -

その他 27 19 8 -
100.0 70.4 29.6 -

無回答 83 27 56 -
100.0 32.5 67.5 -

サービス業計 2,204 1,565 639 -
100.0 71.0 29.0 -

製 輸送用機械関連 247 195 52 -
造 100.0 78.9 21.1 -
業 化学関連 160 132 28 -
の 100.0 82.5 17.5 -
主 電機・電子関連 316 255 61 -
な 100.0 80.7 19.3 -
分 素材関連 81 59 22 -
野 100.0 72.8 27.2 -

その他機械関連 199 139 60 -
100.0 69.8 30.2 -

食料品関連 297 205 92 -
100.0 69.0 31.0 -

金属関連 315 190 125 -
100.0 60.3 39.7 -

その他製造 760 507 253 -
100.0 66.7 33.3 -

無回答 16 8 8 -
100.0 50.0 50.0 -

卸 総合卸 276 178 98 -
売 100.0 64.5 35.5 -
業 専門卸 533 388 145 -
、 100.0 72.8 27.2 -
小 その他卸売 286 169 117 -
売 100.0 59.1 40.9 -
業 総合小売 289 196 93 -
の 100.0 67.8 32.2 -
主 専門小売 259 186 73 -
な 100.0 71.8 28.2 -
分 その他小売 154 97 57 -
野 100.0 63.0 37.0 -

無回答 21 11 10 -
100.0 52.4 47.6 -

学 学術・研究機関 21 19 2 -
術 100.0 90.5 9.5 -
研 学校教育 148 127 21 -
究 100.0 85.8 14.2 -
等 その他教育・学習支援 36 31 5 -
の 100.0 86.1 13.9 -
主 専門・技術サービス 205 135 70 -
な 100.0 65.9 34.1 -
分 その他 11 10 1 -
野 100.0 90.9 9.1 -

無回答 35 31 4 -
100.0 88.6 11.4 -

大学が含まれている 54 54 - -
100.0 100.0 - -

大学は含まれていない 111 89 22 -
100.0 80.2 19.8 -

無回答 4 3 1 -
100.0 75.0 25.0 -

派 「労働者派遣会社」や 331 272 59 -
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 82.2 17.8 -
・ 「労働者派遣会社」や 758 561 197 -
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 74.0 26.0 -
負 無回答 17 11 6 -

100.0 64.7 35.3 -
雇 ４９人以下 3,505 1,408 2,097 -
用 100.0 40.2 59.8 -
者 ５０～９９人 2,590 1,979 611 -
数 100.0 76.4 23.6 -

１００～２９９人 2,245 1,977 268 -
100.0 88.1 11.9 -

３００～９９９人 700 665 35 -
100.0 95.0 5.0 -

１，０００人以上 354 343 11 -
100.0 96.9 3.1 -

無回答 245 118 127 -
100.0 48.2 51.8 -

中小企業（３００人未満）計 8,340 5,364 2,976 -
100.0 64.3 35.7 -

５０人以上計 5,889 4,964 925 -
100.0 84.3 15.7 -

労 過半数代表の労働組合がある 1,423 1,311 112 -
働 100.0 92.1 7.9 -
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 430 387 43 -
合 100.0 90.0 10.0 -
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 2,301 1,742 559 -
の 100.0 75.7 24.3 -
有 労働組合も労使協議機関もない 5,331 2,981 2,350 -
無 100.0 55.9 44.1 -

無回答 154 69 85 -
100.0 44.8 55.2 -

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 171 171 - -
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 100.0 - -
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 691 691 - -
範 組合員になっていない 100.0 100.0 - -
囲 無回答 720 720 - -

100.0 100.0 - -
認 【改正労働契約法】の 4,809 4,032 777 -
知 改正内容まで知っている 100.0 83.8 16.2 -
度 改正されたことは知っているが 3,557 2,028 1,529 -
別 内容はよく分からない 100.0 57.0 43.0 -

知らない・分からない 1,192 385 807 -
100.0 32.3 67.7 -

無回答 81 45 36 -
100.0 55.6 44.4 -

合計（復元） 9,343 4,589 4,754 -
100.0 49.1 50.9 -

※本調査では、契約社員、準社員、パート・アルバイトなど呼称を問わず、
６ヶ月や１年など労働契約期間に定めがあり、貴社に直接雇用されている
労働者と定義。

問２,貴社では現在、有期契約労働者（※）を
雇用していますか（１つだけ○）。

１～
２人

３～
５人

６～
１０人

１１～
５０人

５０人
以上

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

最小値 最大値

合計 3,149 2,799 77 153 120 153 75 35 16 15 3 9 6.9 2 19.2 1 208
100.0 88.9 2.4 4.9 3.8 100.0 49.0 22.9 10.5 9.8 2.0 5.9

主 建設業 603 535 10 35 23 35 18 7 7 2 - 1 4.1 2 4 1 17
な 100.0 88.7 1.7 5.8 3.8 100.0 51.4 20.0 20.0 5.7 - 2.9
業 製造業 701 618 22 33 28 33 16 10 1 5 1 - 11.8 3 36 1 208
種 100.0 88.2 3.1 4.7 4.0 100.0 48.5 30.3 3.0 15.2 3.0 -

電気・ガス・熱供給・水道業 34 31 - 3 - 3 1 - - 2 - - 12.0 14 9 2 20
100.0 91.2 - 8.8 - 100.0 33.3 - - 66.7 - -

情報通信業 91 75 6 8 2 8 5 1 2 - - - 3.4 2 3 1 10
100.0 82.4 6.6 8.8 2.2 100.0 62.5 12.5 25.0 - - -

運輸業、郵便業 266 236 8 14 8 14 6 1 2 1 1 3 8.0 2 16 1 54
100.0 88.7 3.0 5.3 3.0 100.0 42.9 7.1 14.3 7.1 7.1 21.4

卸売業、小売業 593 536 10 26 21 26 15 6 2 2 - 1 3.6 1 5 1 23
100.0 90.4 1.7 4.4 3.5 100.0 57.7 23.1 7.7 7.7 - 3.8

金融業、保険業 9 8 - 1 - 1 1 - - - - - 1.0 1 0 1 1
100.0 88.9 - 11.1 - 100.0 100.0 - - - - -

不動産業、物品賃貸業 39 33 3 2 1 2 - - - - 1 1 60.0 60 0 60 60
100.0 84.6 7.7 5.1 2.6 100.0 - - - - 50.0 50.0

学術研究、専門・技術サービス業 77 67 4 5 1 5 3 1 1 - - - 3.8 2 4 1 10
100.0 87.0 5.2 6.5 1.3 100.0 60.0 20.0 20.0 - - -

宿泊業、飲食サービス業 198 181 6 6 5 6 2 2 1 1 - - 7.0 4 9 1 25
100.0 91.4 3.0 3.0 2.5 100.0 33.3 33.3 16.7 16.7 - -

生活関連サービス業、娯楽業 101 93 1 3 4 3 2 - - 1 - - 17.3 1 28 1 50
100.0 92.1 1.0 3.0 4.0 100.0 66.7 - - 33.3 - -

教育、学習支援業 26 23 - 1 2 1 1 - - - - - 1.0 1 0 1 1
100.0 88.5 - 3.8 7.7 100.0 100.0 - - - - -

医療、福祉 84 77 4 1 2 1 - - - - - 1 - - - - -
100.0 91.7 4.8 1.2 2.4 100.0 - - - - - 100.0

複合サービス業 1 1 - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - -

その他サービス業 262 236 2 11 13 11 3 7 - 1 - - 4.1 3 4 1 15
100.0 90.1 0.8 4.2 5.0 100.0 27.3 63.6 - 9.1 - -

その他 8 7 - - 1 - - - - - - - - - - - -
100.0 87.5 - - 12.5 - - - - - - -

無回答 56 42 1 4 9 4 2 - - - - 2 1.5 2 1 1 2
100.0 75.0 1.8 7.1 16.1 100.0 50.0 - - - - 50.0

サービス業計 639 578 13 25 23 25 10 10 2 3 - - 6.3 3 11 1 50
100.0 90.5 2.0 3.9 3.6 100.0 40.0 40.0 8.0 12.0 - -

製 輸送用機械関連 52 45 2 2 3 2 2 - - - - - 1.0 1 0 1 1
造 100.0 86.5 3.8 3.8 5.8 100.0 100.0 - - - - -
業 化学関連 28 22 2 4 - 4 2 1 - 1 - - 6.3 3 9 1 19
の 100.0 78.6 7.1 14.3 - 100.0 50.0 25.0 - 25.0 - -
主 電機・電子関連 61 53 3 3 2 3 1 1 - - 1 - 71.0 3 119 2 208
な 100.0 86.9 4.9 4.9 3.3 100.0 33.3 33.3 - - 33.3 -
分 素材関連 22 20 1 1 - 1 - 1 - - - - 5.0 5 0 5 5
野 100.0 90.9 4.5 4.5 - 100.0 - 100.0 - - - -

その他機械関連 60 55 2 1 2 1 - 1 - - - - 3.0 3 0 3 3
100.0 91.7 3.3 1.7 3.3 100.0 - 100.0 - - - -

食料品関連 92 80 4 3 5 3 1 - - 2 - - 16.0 13 17 1 34
100.0 87.0 4.3 3.3 5.4 100.0 33.3 - - 66.7 - -

金属関連 125 114 2 7 2 7 3 4 - - - - 2.7 3 1 1 4
100.0 91.2 1.6 5.6 1.6 100.0 42.9 57.1 - - - -

その他製造 253 221 6 12 14 12 7 2 1 2 - - 6.3 2 9 1 28
100.0 87.4 2.4 4.7 5.5 100.0 58.3 16.7 8.3 16.7 - -

無回答 8 8 - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - -

卸 総合卸 98 94 - 2 2 2 1 1 - - - - 2.0 2 1 1 3
売 100.0 95.9 - 2.0 2.0 100.0 50.0 50.0 - - - -
業 専門卸 145 127 3 7 8 7 3 2 - 1 - 1 3.8 3 4 1 11
、 100.0 87.6 2.1 4.8 5.5 100.0 42.9 28.6 - 14.3 - 14.3
小 その他卸売 117 107 3 5 2 5 5 - - - - - 1.4 1 1 1 2
売 100.0 91.5 2.6 4.3 1.7 100.0 100.0 - - - - -
業 総合小売 93 85 2 5 1 5 1 2 1 1 - - 7.8 5 9 1 23
の 100.0 91.4 2.2 5.4 1.1 100.0 20.0 40.0 20.0 20.0 - -
主 専門小売 73 63 1 4 5 4 4 - - - - - 1.0 1 0 1 1
な 100.0 86.3 1.4 5.5 6.8 100.0 100.0 - - - - -
分 その他小売 57 51 1 2 3 2 - 1 1 - - - 6.5 7 5 3 10
野 100.0 89.5 1.8 3.5 5.3 100.0 - 50.0 50.0 - - -

無回答 10 9 - 1 - 1 1 - - - - - 1.0 1 0 1 1
100.0 90.0 - 10.0 - 100.0 100.0 - - - - -

学 学術・研究機関 2 1 1 - - - - - - - - - - - - - -
術 100.0 50.0 50.0 - - - - - - - - -
研 学校教育 21 20 - 1 - 1 1 - - - - - 1.0 1 0 1 1
究 100.0 95.2 - 4.8 - 100.0 100.0 - - - - -
等 その他教育・学習支援 5 2 1 - 2 - - - - - - - - - - - -
の 100.0 40.0 20.0 - 40.0 - - - - - - -
主 専門・技術サービス 70 62 2 5 1 5 3 1 1 - - - 3.8 2 4 1 10
な 100.0 88.6 2.9 7.1 1.4 100.0 60.0 20.0 20.0 - - -
分 その他 1 1 - - - - - - - - - - - - - - -
野 100.0 100.0 - - - - - - - - - -

無回答 4 4 - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - -

大学が含まれている - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

大学は含まれていない 22 20 1 1 - 1 1 - - - - - 1.0 1 0 1 1
100.0 90.9 4.5 4.5 - 100.0 100.0 - - - - -

無回答 1 1 - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 59 55 - 1 3 1 - 1 - - - - 4.0 4 0 4 4
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 93.2 - 1.7 5.1 100.0 - 100.0 - - - -
・ 「労働者派遣会社」や 197 175 2 10 10 10 3 6 - 1 - - 4.1 3 4 1 15
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 88.8 1.0 5.1 5.1 100.0 30.0 60.0 - 10.0 - -
負 無回答 6 6 - - - - - - - - - - - - - - -

100.0 100.0 - - - - - - - - - -
雇 ４９人以下 2,097 1,873 46 90 88 90 55 19 9 4 - 3 3.1 2 3 1 17
用 100.0 89.3 2.2 4.3 4.2 100.0 61.1 21.1 10.0 4.4 - 3.3
者 ５０～９９人 611 547 19 32 13 32 15 8 3 4 1 1 7.2 3 13 1 54
数 100.0 89.5 3.1 5.2 2.1 100.0 46.9 25.0 9.4 12.5 3.1 3.1

１００～２９９人 268 230 8 25 5 25 5 6 4 5 2 3 21.0 6 44 1 208
100.0 85.8 3.0 9.3 1.9 100.0 20.0 24.0 16.0 20.0 8.0 12.0

３００～９９９人 35 32 2 - 1 - - - - - - - - - - - -
100.0 91.4 5.7 - 2.9 - - - - - - -

１，０００人以上 11 8 1 1 1 1 - - - 1 - - 19.0 19 0 19 19
100.0 72.7 9.1 9.1 9.1 100.0 - - - 100.0 - -

無回答 127 109 1 5 12 5 - 2 - 1 - 2 6.3 3 6 3 13
100.0 85.8 0.8 3.9 9.4 100.0 - 40.0 - 20.0 - 40.0

中小企業（３００人未満）計 2,976 2,650 73 147 106 147 75 33 16 13 3 7 6.8 2 19 1 208
100.0 89.0 2.5 4.9 3.6 100.0 51.0 22.4 10.9 8.8 2.0 4.8

５０人以上計 925 817 30 58 20 58 20 14 7 10 3 4 13.1 4 30 1 208
100.0 88.3 3.2 6.3 2.2 100.0 34.5 24.1 12.1 17.2 5.2 6.9

労 過半数代表の労働組合がある 112 92 5 9 6 9 5 1 - 2 - 1 5.9 1 8 1 20
働 100.0 82.1 4.5 8.0 5.4 100.0 55.6 11.1 - 22.2 - 11.1
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 43 41 - 2 - 2 1 - - 1 - - 25.5 26 35 1 50
合 100.0 95.3 - 4.7 - 100.0 50.0 - - 50.0 - -
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 559 471 21 38 29 38 21 8 2 5 2 - 11.7 2 34 1 208
の 100.0 84.3 3.8 6.8 5.2 100.0 55.3 21.1 5.3 13.2 5.3 -
有 労働組合も労使協議機関もない 2,350 2,130 51 99 70 99 47 26 12 7 1 6 4.7 2 8 1 60
無 100.0 90.6 2.2 4.2 3.0 100.0 47.5 26.3 12.1 7.1 1.0 6.1

無回答 85 65 - 5 15 5 1 - 2 - - 2 5.0 7 4 1 7
100.0 76.5 - 5.9 17.6 100.0 20.0 - 40.0 - - 40.0

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も - - - - - - - - - - - - - - - - -
合 組合員に（一部でも）なっている - - - - - - - - - - - -
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は - - - - - - - - - - - - - - - - -
範 組合員になっていない - - - - - - - - - - - -
囲 無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
認 【改正労働契約法】の 777 671 22 63 21 63 25 17 6 11 2 2 10.9 3 28 1 208
知 改正内容まで知っている 100.0 86.4 2.8 8.1 2.7 100.0 39.7 27.0 9.5 17.5 3.2 3.2
度 改正されたことは知っているが 1,529 1,374 44 66 45 66 37 14 6 3 1 5 4.1 2 8 1 54
別 内容はよく分からない 100.0 89.9 2.9 4.3 2.9 100.0 56.1 21.2 9.1 4.5 1.5 7.6

知らない・分からない 807 725 11 24 47 24 13 4 4 1 - 2 3.7 1 5 1 20
100.0 89.8 1.4 3.0 5.8 100.0 54.2 16.7 16.7 4.2 - 8.3

無回答 36 29 - - 7 - - - - - - - - - - - -
100.0 80.6 - - 19.4 - - - - - - -

合計（復元） 4,754 4,256 110 202 186 202 120 42 21 10 1 8 4.0 3 - 1 208
100.0 89.5 2.3 4.2 3.9 100.0 59.4 20.8 10.4 5.0 0.5 4.0

転換を
行った
企業計

有期
契約

労働者
を雇用
して

いない
企業計

労働
契約法
の改正
（２０
１２年
８月）
前から
雇用
して

いない

労働
契約法
の改正
以降、
雇止
めを

行った

労働
契約法
の改正
以降、
無期
契約

労働者
（正社
員含
む）

に転換
した

無回答 無期契約労働者への転換者数

問２付問,｢現在、有期契約労働者を雇用していない｣場合、いつから雇用していませんか
（１つだけ○）。労働契約法の改正以降、無期契約労働者（正社員含む）に転換した場合、
転換者数は総計で何人ですか（数値を記入）。
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有期
契約

労働者
を雇用
して
いる

企業計

日常的
な業務
量の

変動に
対応
する
ため

事業
再編等
中長期
の業務
量変動
に対応
する
ため

急激な
景気

変動の
際に、
雇用
調整

できる
ように
して
おく
ため

賃金を
抑制
する
ため

社会
保険料
を節約
する
ため

（正社
員で
ある

必要の
ない）
軽易な
職務の
ため

正社員
とは

働き方
（労働
時間や
人事
体系

等）が
異なる
ため

正社員
を増や
せない
ため

（上限
がある
ため）

正社員
として
採用

できる
かどう
か、

人物や
適性を
見極め
るため

専門的
な知識
や技能
、資格
等を

有する
人材を
一定

期間、
確保
する
ため

定期的
に人材
の入れ
換え

を行う
ため

高齢者
や女性
を活用
する
ため

学生や
障がい
者を
活用
する
ため

その他
（※）

無回答 平均
選択数

合計 6,490 2,081 1,041 657 1,206 217 2,094 2,441 487 1,779 1,175 89 2,593 639 529 169 2.7
100.0 32.1 16.0 10.1 18.6 3.3 32.3 37.6 7.5 27.4 18.1 1.4 40.0 9.8 8.2 2.6

主 建設業 519 149 63 33 53 8 117 151 12 112 150 6 211 25 63 26 2.3
な 100.0 28.7 12.1 6.4 10.2 1.5 22.5 29.1 2.3 21.6 28.9 1.2 40.7 4.8 12.1 5.0
業 製造業 1,690 527 285 268 339 39 575 517 107 462 249 10 740 144 135 42 2.7
種 100.0 31.2 16.9 15.9 20.1 2.3 34.0 30.6 6.3 27.3 14.7 0.6 43.8 8.5 8.0 2.5

電気・ガス・熱供給・水道業 55 17 10 5 10 - 18 15 3 7 15 - 16 3 3 4 2.4
100.0 30.9 18.2 9.1 18.2 - 32.7 27.3 5.5 12.7 27.3 - 29.1 5.5 5.5 7.3

情報通信業 235 65 42 17 29 - 64 77 9 89 69 6 63 21 12 8 2.5
100.0 27.7 17.9 7.2 12.3 - 27.2 32.8 3.8 37.9 29.4 2.6 26.8 8.9 5.1 3.4

運輸業、郵便業 471 151 64 46 86 28 124 162 29 132 62 3 233 33 39 10 2.6
100.0 32.1 13.6 9.8 18.3 5.9 26.3 34.4 6.2 28.0 13.2 0.6 49.5 7.0 8.3 2.1

卸売業、小売業 1,225 346 154 81 223 39 420 504 57 297 180 14 525 139 107 32 2.6
100.0 28.2 12.6 6.6 18.2 3.2 34.3 41.1 4.7 24.2 14.7 1.1 42.9 11.3 8.7 2.6

金融業、保険業 100 39 18 7 20 2 24 47 8 13 19 - 39 18 5 2 2.6
100.0 39.0 18.0 7.0 20.0 2.0 24.0 47.0 8.0 13.0 19.0 - 39.0 18.0 5.0 2.0

不動産業、物品賃貸業 114 23 21 4 19 3 42 37 14 22 24 2 45 8 6 1 2.4
100.0 20.2 18.4 3.5 16.7 2.6 36.8 32.5 12.3 19.3 21.1 1.8 39.5 7.0 5.3 0.9

学術研究、専門・技術サービス業 183 60 46 14 20 2 64 58 19 51 71 5 71 17 8 1 2.8
100.0 32.8 25.1 7.7 10.9 1.1 35.0 31.7 10.4 27.9 38.8 2.7 38.8 9.3 4.4 0.5

宿泊業、飲食サービス業 336 168 46 45 85 20 129 170 26 129 20 11 111 77 18 11 3.2
100.0 50.0 13.7 13.4 25.3 6.0 38.4 50.6 7.7 38.4 6.0 3.3 33.0 22.9 5.4 3.3

生活関連サービス業、娯楽業 183 71 22 18 42 15 74 95 22 64 26 3 66 23 9 6 3.1
100.0 38.8 12.0 9.8 23.0 8.2 40.4 51.9 12.0 35.0 14.2 1.6 36.1 12.6 4.9 3.3

教育、学習支援業 170 65 41 17 45 8 55 84 34 54 74 8 40 17 15 1 3.3
100.0 38.2 24.1 10.0 26.5 4.7 32.4 49.4 20.0 31.8 43.5 4.7 23.5 10.0 8.8 0.6

医療、福祉 300 105 54 21 74 25 76 160 44 110 49 3 91 37 34 7 3.0
100.0 35.0 18.0 7.0 24.7 8.3 25.3 53.3 14.7 36.7 16.3 1.0 30.3 12.3 11.3 2.3

複合サービス業 19 12 7 1 7 - 6 5 8 3 5 - 4 2 - - 3.2
100.0 63.2 36.8 5.3 36.8 - 31.6 26.3 42.1 15.8 26.3 - 21.1 10.5 - -

その他サービス業 844 261 159 76 149 26 292 340 91 229 156 17 325 69 72 14 2.7
100.0 30.9 18.8 9.0 17.7 3.1 34.6 40.3 10.8 27.1 18.5 2.0 38.5 8.2 8.5 1.7

その他 19 10 5 2 1 2 6 9 3 2 4 1 8 4 - - 3.0
100.0 52.6 26.3 10.5 5.3 10.5 31.6 47.4 15.8 10.5 21.1 5.3 42.1 21.1 - -

無回答 27 12 4 2 4 - 8 10 1 3 2 - 5 2 3 4 2.4
100.0 44.4 14.8 7.4 14.8 - 29.6 37.0 3.7 11.1 7.4 - 18.5 7.4 11.1 14.8

サービス業計 1,565 572 280 154 303 63 565 668 166 476 278 36 577 188 107 32 2.9
100.0 36.5 17.9 9.8 19.4 4.0 36.1 42.7 10.6 30.4 17.8 2.3 36.9 12.0 6.8 2.0

製 輸送用機械関連 195 60 43 38 27 1 53 56 11 69 26 2 84 17 15 7 2.7
造 100.0 30.8 22.1 19.5 13.8 0.5 27.2 28.7 5.6 35.4 13.3 1.0 43.1 8.7 7.7 3.6
業 化学関連 132 37 28 13 21 3 58 37 8 35 26 - 66 16 9 2 2.7
の 100.0 28.0 21.2 9.8 15.9 2.3 43.9 28.0 6.1 26.5 19.7 - 50.0 12.1 6.8 1.5
主 電機・電子関連 255 88 49 47 60 4 91 92 18 67 40 - 97 30 20 5 2.8
な 100.0 34.5 19.2 18.4 23.5 1.6 35.7 36.1 7.1 26.3 15.7 - 38.0 11.8 7.8 2.0
分 素材関連 59 16 11 13 14 - 19 20 2 17 17 - 29 4 6 - 2.8
野 100.0 27.1 18.6 22.0 23.7 - 32.2 33.9 3.4 28.8 28.8 - 49.2 6.8 10.2 -

その他機械関連 139 36 24 14 22 3 46 44 7 28 28 1 68 14 12 3 2.6
100.0 25.9 17.3 10.1 15.8 2.2 33.1 31.7 5.0 20.1 20.1 0.7 48.9 10.1 8.6 2.2

食料品関連 205 82 29 27 57 11 90 86 14 68 14 1 68 18 10 9 2.9
100.0 40.0 14.1 13.2 27.8 5.4 43.9 42.0 6.8 33.2 6.8 0.5 33.2 8.8 4.9 4.4

金属関連 190 54 22 25 33 3 56 43 15 47 27 - 98 13 19 3 2.4
100.0 28.4 11.6 13.2 17.4 1.6 29.5 22.6 7.9 24.7 14.2 - 51.6 6.8 10.0 1.6

その他製造 507 150 75 89 104 14 160 138 32 127 71 6 227 32 44 13 2.6
100.0 29.6 14.8 17.6 20.5 2.8 31.6 27.2 6.3 25.0 14.0 1.2 44.8 6.3 8.7 2.6

無回答 8 4 4 2 1 - 2 1 - 4 - - 3 - - - 2.6
100.0 50.0 50.0 25.0 12.5 - 25.0 12.5 - 50.0 - - 37.5 - - -

卸 総合卸 178 54 22 10 24 3 57 63 5 27 27 2 73 9 20 7 2.3
売 100.0 30.3 12.4 5.6 13.5 1.7 32.0 35.4 2.8 15.2 15.2 1.1 41.0 5.1 11.2 3.9
業 専門卸 388 84 59 27 65 9 113 143 15 86 81 2 181 31 38 7 2.5
、 100.0 21.6 15.2 7.0 16.8 2.3 29.1 36.9 3.9 22.2 20.9 0.5 46.6 8.0 9.8 1.8
小 その他卸売 169 41 17 7 26 6 55 51 7 45 21 3 71 14 20 5 2.3
売 100.0 24.3 10.1 4.1 15.4 3.6 32.5 30.2 4.1 26.6 12.4 1.8 42.0 8.3 11.8 3.0
業 総合小売 196 68 21 15 48 12 88 98 16 60 23 3 70 35 6 5 2.9
の 100.0 34.7 10.7 7.7 24.5 6.1 44.9 50.0 8.2 30.6 11.7 1.5 35.7 17.9 3.1 2.6
主 専門小売 186 71 17 14 42 6 71 100 8 57 20 2 79 38 14 4 3.0
な 100.0 38.2 9.1 7.5 22.6 3.2 38.2 53.8 4.3 30.6 10.8 1.1 42.5 20.4 7.5 2.2
分 その他小売 97 24 15 6 15 2 33 39 5 21 7 2 44 10 8 3 2.5
野 100.0 24.7 15.5 6.2 15.5 2.1 34.0 40.2 5.2 21.6 7.2 2.1 45.4 10.3 8.2 3.1

無回答 11 4 3 2 3 1 3 10 1 1 1 - 7 2 1 1 3.9
100.0 36.4 27.3 18.2 27.3 9.1 27.3 90.9 9.1 9.1 9.1 - 63.6 18.2 9.1 9.1

学 学術・研究機関 19 6 10 1 3 1 10 12 6 6 16 1 6 4 - - 4.3
術 100.0 31.6 52.6 5.3 15.8 5.3 52.6 63.2 31.6 31.6 84.2 5.3 31.6 21.1 - -
研 学校教育 127 50 32 15 34 7 44 65 26 45 57 5 28 13 9 1 3.4
究 100.0 39.4 25.2 11.8 26.8 5.5 34.6 51.2 20.5 35.4 44.9 3.9 22.0 10.2 7.1 0.8
等 その他教育・学習支援 31 9 7 1 6 1 6 12 7 7 13 2 8 4 3 - 2.8
の 100.0 29.0 22.6 3.2 19.4 3.2 19.4 38.7 22.6 22.6 41.9 6.5 25.8 12.9 9.7 -
主 専門・技術サービス 135 49 30 12 15 1 42 38 8 35 47 2 50 6 8 1 2.6
な 100.0 36.3 22.2 8.9 11.1 0.7 31.1 28.1 5.9 25.9 34.8 1.5 37.0 4.4 5.9 0.7
分 その他 10 5 - 1 2 - 6 5 2 3 - - 4 2 1 - 3.1
野 100.0 50.0 - 10.0 20.0 - 60.0 50.0 20.0 30.0 - - 40.0 20.0 10.0 -

無回答 31 6 8 1 5 - 11 10 4 9 12 3 15 5 2 - 2.9
100.0 19.4 25.8 3.2 16.1 - 35.5 32.3 12.9 29.0 38.7 9.7 48.4 16.1 6.5 -

大学が含まれている 54 22 15 4 16 2 27 23 14 18 32 1 10 11 2 1 3.7
100.0 40.7 27.8 7.4 29.6 3.7 50.0 42.6 25.9 33.3 59.3 1.9 18.5 20.4 3.7 1.9

大学は含まれていない 89 33 24 11 21 6 26 54 17 32 41 4 23 6 7 - 3.4
100.0 37.1 27.0 12.4 23.6 6.7 29.2 60.7 19.1 36.0 46.1 4.5 25.8 6.7 7.9 -

無回答 3 1 3 1 - - 1 - 1 1 - 1 1 - - - 3.3
100.0 33.3 100.0 33.3 - - 33.3 - 33.3 33.3 - 33.3 33.3 - - -

派 「労働者派遣会社」や 272 80 51 30 46 7 85 122 19 91 44 5 124 25 29 3 2.8
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 29.4 18.8 11.0 16.9 2.6 31.3 44.9 7.0 33.5 16.2 1.8 45.6 9.2 10.7 1.1
・ 「労働者派遣会社」や 561 176 105 46 100 18 203 213 70 134 107 10 198 43 42 11 2.7
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 31.4 18.7 8.2 17.8 3.2 36.2 38.0 12.5 23.9 19.1 1.8 35.3 7.7 7.5 2.0
負 無回答 11 5 3 - 3 1 4 5 2 4 5 2 3 1 1 - 3.5

100.0 45.5 27.3 - 27.3 9.1 36.4 45.5 18.2 36.4 45.5 18.2 27.3 9.1 9.1 -
雇 ４９人以下 1,408 386 172 107 199 46 313 396 98 291 229 12 481 32 164 86 2.2
用 100.0 27.4 12.2 7.6 14.1 3.3 22.2 28.1 7.0 20.7 16.3 0.9 34.2 2.3 11.6 6.1
者 ５０～９９人 1,979 571 277 178 339 57 554 676 145 489 372 25 845 75 177 46 2.5
数 100.0 28.9 14.0 9.0 17.1 2.9 28.0 34.2 7.3 24.7 18.8 1.3 42.7 3.8 8.9 2.3

１００～２９９人 1,977 651 361 233 415 73 728 795 152 601 330 22 838 235 134 25 2.9
100.0 32.9 18.3 11.8 21.0 3.7 36.8 40.2 7.7 30.4 16.7 1.1 42.4 11.9 6.8 1.3

３００～９９９人 665 271 142 75 156 25 277 329 58 242 123 15 253 149 33 5 3.3
100.0 40.8 21.4 11.3 23.5 3.8 41.7 49.5 8.7 36.4 18.5 2.3 38.0 22.4 5.0 0.8

１，０００人以上 343 159 74 46 77 13 184 202 29 122 105 14 133 132 12 1 3.8
100.0 46.4 21.6 13.4 22.4 3.8 53.6 58.9 8.5 35.6 30.6 4.1 38.8 38.5 3.5 0.3

無回答 118 43 15 18 20 3 38 43 5 34 16 1 43 16 9 6 2.7
100.0 36.4 12.7 15.3 16.9 2.5 32.2 36.4 4.2 28.8 13.6 0.8 36.4 13.6 7.6 5.1

中小企業（３００人未満）計 5,364 1,608 810 518 953 176 1,595 1,867 395 1,381 931 59 2,164 342 475 157 2.5
100.0 30.0 15.1 9.7 17.8 3.3 29.7 34.8 7.4 25.7 17.4 1.1 40.3 6.4 8.9 2.9

５０人以上計 4,964 1,652 854 532 987 168 1,743 2,002 384 1,454 930 76 2,069 591 356 77 2.8
100.0 33.3 17.2 10.7 19.9 3.4 35.1 40.3 7.7 29.3 18.7 1.5 41.7 11.9 7.2 1.6

労 過半数代表の労働組合がある 1,311 470 252 165 272 39 512 508 99 400 272 18 502 213 67 15 2.9
働 100.0 35.9 19.2 12.6 20.7 3.0 39.1 38.7 7.6 30.5 20.7 1.4 38.3 16.2 5.1 1.1
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 387 151 86 40 89 16 148 170 56 111 88 11 145 53 17 7 3.1
合 100.0 39.0 22.2 10.3 23.0 4.1 38.2 43.9 14.5 28.7 22.7 2.8 37.5 13.7 4.4 1.8
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,742 551 294 181 293 58 552 625 124 485 337 16 740 157 144 39 2.7
の 100.0 31.6 16.9 10.4 16.8 3.3 31.7 35.9 7.1 27.8 19.3 0.9 42.5 9.0 8.3 2.2
有 労働組合も労使協議機関もない 2,981 885 398 265 547 104 863 1,120 204 768 467 44 1,187 210 294 97 2.6
無 100.0 29.7 13.4 8.9 18.3 3.5 29.0 37.6 6.8 25.8 15.7 1.5 39.8 7.0 9.9 3.3

無回答 69 24 11 6 5 - 19 18 4 15 11 - 19 6 7 11 2.5
100.0 34.8 15.9 8.7 7.2 - 27.5 26.1 5.8 21.7 15.9 - 27.5 8.7 10.1 15.9

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 171 82 38 16 34 6 69 87 21 61 38 5 58 38 8 2 3.3
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 48.0 22.2 9.4 19.9 3.5 40.4 50.9 12.3 35.7 22.2 2.9 33.9 22.2 4.7 1.2
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 691 269 149 94 151 17 323 305 63 229 150 11 250 122 25 9 3.2
範 組合員になっていない 100.0 38.9 21.6 13.6 21.9 2.5 46.7 44.1 9.1 33.1 21.7 1.6 36.2 17.7 3.6 1.3
囲 無回答 720 251 141 88 170 31 259 271 68 217 139 12 272 104 26 6 2.9

100.0 34.9 19.6 12.2 23.6 4.3 36.0 37.6 9.4 30.1 19.3 1.7 37.8 14.4 3.6 0.8
認 【改正労働契約法】の 4,032 1,331 768 444 779 120 1,456 1,654 320 1,233 799 68 1,629 488 293 42 2.9
知 改正内容まで知っている 100.0 33.0 19.0 11.0 19.3 3.0 36.1 41.0 7.9 30.6 19.8 1.7 40.4 12.1 7.3 1.0
度 改正されたことは知っているが 2,028 632 246 182 372 80 567 672 144 477 314 17 814 127 187 75 2.5
別 内容はよく分からない 100.0 31.2 12.1 9.0 18.3 3.9 28.0 33.1 7.1 23.5 15.5 0.8 40.1 6.3 9.2 3.7

知らない・分からない 385 110 27 30 51 14 64 104 22 66 58 2 139 22 49 31 2.1
100.0 28.6 7.0 7.8 13.2 3.6 16.6 27.0 5.7 17.1 15.1 0.5 36.1 5.7 12.7 8.1

無回答 45 8 - 1 4 3 7 11 1 3 4 2 11 2 - 21 2.4
100.0 17.8 - 2.2 8.9 6.7 15.6 24.4 2.2 6.7 8.9 4.4 24.4 4.4 - 46.7

合計（復元） 4,589 1,369 610 400 742 160 1,237 1,504 312 1,126 736 47 1,705 249 458 209 2.4
100.0 29.8 13.3 8.7 16.2 3.5 27.0 32.8 6.8 24.5 16.0 1.0 37.2 5.4 10.0 4.6

問２付問①,有期契約労働者を雇用している理由は何ですか（該当すべてに○）。

※その他の自由記述として、「改正高齢法への対応（定年再雇用者のため）」「本人が（正社員とは異なる働き方を）希望するため」「本人が（正社員を）希望しないため」
「産休、育休中の代替要員のため」「外国人技能実習生の受入れ」「出向者の受入れ」「受託事業や季節労働、突発的な増産等のため」等。
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有期
契約

労働者
を雇用
して
いる

企業計

行った 行って
いない

無回答 転換を
行った
企業計

１～
２人

３～
５人

６～
１０人

１１～
５０人

５０人
以上

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

最小値 最大値

合計 6,490 2,682 3,808 - 2,682 839 636 420 590 148 49 17.4 5 82.6 1 3,247
100.0 41.3 58.7 - 100.0 31.3 23.7 15.7 22.0 5.5 1.8

主 建設業 519 163 356 - 163 70 29 25 34 2 3 7.8 3 12.4 1 109
な 100.0 31.4 68.6 - 100.0 42.9 17.8 15.3 20.9 1.2 1.8
業 製造業 1,690 699 991 - 699 234 192 95 134 32 12 12.5 4 36.2 1 630
種 100.0 41.4 58.6 - 100.0 33.5 27.5 13.6 19.2 4.6 1.7

電気・ガス・熱供給・水道業 55 18 37 - 18 9 6 1 1 - 1 3.2 2 2.7 1 11
100.0 32.7 67.3 - 100.0 50.0 33.3 5.6 5.6 - 5.6

情報通信業 235 108 127 - 108 45 28 12 17 2 4 10.3 3 39.4 1 393
100.0 46.0 54.0 - 100.0 41.7 25.9 11.1 15.7 1.9 3.7

運輸業、郵便業 471 174 297 - 174 39 33 31 54 16 1 34.7 8 132.4 1 1,500
100.0 36.9 63.1 - 100.0 22.4 19.0 17.8 31.0 9.2 0.6

卸売業、小売業 1,225 505 720 - 505 173 122 82 101 17 10 21.5 4 155.4 1 3,247
100.0 41.2 58.8 - 100.0 34.3 24.2 16.2 20.0 3.4 2.0

金融業、保険業 100 38 62 - 38 18 10 3 4 2 1 9.3 3 17.9 1 81
100.0 38.0 62.0 - 100.0 47.4 26.3 7.9 10.5 5.3 2.6

不動産業、物品賃貸業 114 34 80 - 34 15 4 8 5 2 - 9.6 5 15.0 1 66
100.0 29.8 70.2 - 100.0 44.1 11.8 23.5 14.7 5.9 -

学術研究、専門・技術サービス業 183 65 118 - 65 27 19 8 9 2 - 7.9 3 14.8 1 89
100.0 35.5 64.5 - 100.0 41.5 29.2 12.3 13.8 3.1 -

宿泊業、飲食サービス業 336 171 165 - 171 39 32 27 52 18 3 20.0 7 30.8 1 194
100.0 50.9 49.1 - 100.0 22.8 18.7 15.8 30.4 10.5 1.8

生活関連サービス業、娯楽業 183 97 86 - 97 20 25 11 28 13 - 32.0 7 76.6 1 500
100.0 53.0 47.0 - 100.0 20.6 25.8 11.3 28.9 13.4 -

教育、学習支援業 170 76 94 - 76 16 24 15 18 3 - 10.7 5 16.1 1 89
100.0 44.7 55.3 - 100.0 21.1 31.6 19.7 23.7 3.9 -

医療、福祉 300 178 122 - 178 44 42 42 40 6 4 11.4 6 17.9 1 117
100.0 59.3 40.7 - 100.0 24.7 23.6 23.6 22.5 3.4 2.2

複合サービス業 19 6 13 - 6 1 1 2 2 - - 7.2 6 5.3 1 15
100.0 31.6 68.4 - 100.0 16.7 16.7 33.3 33.3 - -

その他サービス業 844 342 502 - 342 89 65 57 91 32 8 22.6 6 53.4 1 479
100.0 40.5 59.5 - 100.0 26.0 19.0 16.7 26.6 9.4 2.3

その他 19 3 16 - 3 - - 1 - 1 1 34.0 34 36.8 8 60
100.0 15.8 84.2 - 100.0 - - 33.3 - 33.3 33.3

無回答 27 5 22 - 5 - 4 - - - 1 3.5 3 1.0 3 5
100.0 18.5 81.5 - 100.0 - 80.0 - - - 20.0

サービス業計 1,565 681 884 - 681 176 142 105 182 65 11 21.7 6 50.5 1 500
100.0 43.5 56.5 - 100.0 25.8 20.9 15.4 26.7 9.5 1.6

製 輸送用機械関連 195 93 102 - 93 30 18 13 23 8 1 16.8 5 33.2 1 173
造 100.0 47.7 52.3 - 100.0 32.3 19.4 14.0 24.7 8.6 1.1
業 化学関連 132 48 84 - 48 15 14 9 6 2 2 17.3 4 70.1 1 478
の 100.0 36.4 63.6 - 100.0 31.3 29.2 18.8 12.5 4.2 4.2
主 電機・電子関連 255 104 151 - 104 40 28 9 22 4 1 17.5 4 65.8 1 630
な 100.0 40.8 59.2 - 100.0 38.5 26.9 8.7 21.2 3.8 1.0
分 素材関連 59 20 39 - 20 5 5 4 5 1 - 15.1 6 26.9 1 120
野 100.0 33.9 66.1 - 100.0 25.0 25.0 20.0 25.0 5.0 -

その他機械関連 139 49 90 - 49 20 11 4 5 6 3 16.3 3 31.2 1 146
100.0 35.3 64.7 - 100.0 40.8 22.4 8.2 10.2 12.2 6.1

食料品関連 205 106 99 - 106 24 35 16 24 5 2 11.1 5 15.1 1 75
100.0 51.7 48.3 - 100.0 22.6 33.0 15.1 22.6 4.7 1.9

金属関連 190 70 120 - 70 21 25 11 11 2 - 8.8 4 15.3 1 107
100.0 36.8 63.2 - 100.0 30.0 35.7 15.7 15.7 2.9 -

その他製造 507 204 303 - 204 76 56 28 37 4 3 7.6 3 11.1 1 80
100.0 40.2 59.8 - 100.0 37.3 27.5 13.7 18.1 2.0 1.5

無回答 8 5 3 - 5 3 - 1 1 - - 11.8 2 18.8 1 45
100.0 62.5 37.5 - 100.0 60.0 - 20.0 20.0 - -

卸 総合卸 178 57 121 - 57 27 12 7 9 2 - 19.7 3 90.3 1 681
売 100.0 32.0 68.0 - 100.0 47.4 21.1 12.3 15.8 3.5 -
業 専門卸 388 139 249 - 139 58 36 24 16 1 4 6.3 3 11.5 1 111
、 100.0 35.8 64.2 - 100.0 41.7 25.9 17.3 11.5 0.7 2.9
小 その他卸売 169 62 107 - 62 31 12 12 5 1 1 6.9 2 14.2 1 95
売 100.0 36.7 63.3 - 100.0 50.0 19.4 19.4 8.1 1.6 1.6
業 総合小売 196 100 96 - 100 22 23 18 30 5 2 19.1 6 50.2 1 400
の 100.0 51.0 49.0 - 100.0 22.0 23.0 18.0 30.0 5.0 2.0
主 専門小売 186 111 75 - 111 23 30 15 32 8 3 56.5 6 320.9 1 3,247
な 100.0 59.7 40.3 - 100.0 20.7 27.0 13.5 28.8 7.2 2.7
分 その他小売 97 31 66 - 31 11 8 5 7 - - 6.5 3 6.9 1 27
野 100.0 32.0 68.0 - 100.0 35.5 25.8 16.1 22.6 - -

無回答 11 5 6 - 5 1 1 1 2 - - 11.8 8 11.3 1 29
100.0 45.5 54.5 - 100.0 20.0 20.0 20.0 40.0 - -

学 学術・研究機関 19 8 11 - 8 4 3 - 1 - - 5.5 3 8.4 1 26
術 100.0 42.1 57.9 - 100.0 50.0 37.5 - 12.5 - -
研 学校教育 127 60 67 - 60 12 17 11 17 3 - 12.6 6 18.2 1 89
究 100.0 47.2 52.8 - 100.0 20.0 28.3 18.3 28.3 5.0 -
等 その他教育・学習支援 31 13 18 - 13 2 5 4 2 - - 7.2 5 5.2 2 20
の 100.0 41.9 58.1 - 100.0 15.4 38.5 30.8 15.4 - -
主 専門・技術サービス 135 47 88 - 47 20 14 7 4 2 - 7.4 3 15.8 1 89
な 100.0 34.8 65.2 - 100.0 42.6 29.8 14.9 8.5 4.3 -
分 その他 10 4 6 - 4 1 2 - 1 - - 7.3 4 9.3 1 21
野 100.0 40.0 60.0 - 100.0 25.0 50.0 - 25.0 - -

無回答 31 9 22 - 9 4 2 1 2 - - 6.3 3 8.1 1 26
100.0 29.0 71.0 - 100.0 44.4 22.2 11.1 22.2 - -

大学が含まれている 54 24 30 - 24 5 6 4 6 3 - 18.9 8 26.1 1 89
100.0 44.4 55.6 - 100.0 20.8 25.0 16.7 25.0 12.5 -

大学は含まれていない 89 42 47 - 42 10 14 6 12 - - 8.0 5 8.1 1 36
100.0 47.2 52.8 - 100.0 23.8 33.3 14.3 28.6 - -

無回答 3 2 1 - 2 1 - 1 - - - 4.0 4 2.8 2 6
100.0 66.7 33.3 - 100.0 50.0 - 50.0 - - -

派 「労働者派遣会社」や 272 136 136 - 136 31 22 25 45 10 3 20.2 7 50.5 1 479
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 50.0 50.0 - 100.0 22.8 16.2 18.4 33.1 7.4 2.2
・ 「労働者派遣会社」や 561 201 360 - 201 56 42 32 45 21 5 23.8 6 54.8 1 400
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 35.8 64.2 - 100.0 27.9 20.9 15.9 22.4 10.4 2.5
負 無回答 11 5 6 - 5 2 1 - 1 1 - 39.6 4 77.0 1 177

100.0 45.5 54.5 - 100.0 40.0 20.0 - 20.0 20.0 -
雇 ４９人以下 1,408 385 1,023 - 385 197 115 47 22 1 3 3.9 2 5.0 1 55
用 100.0 27.3 72.7 - 100.0 51.2 29.9 12.2 5.7 0.3 0.8
者 ５０～９９人 1,979 729 1,250 - 729 299 198 116 107 - 9 5.8 3 7.0 1 50
数 100.0 36.8 63.2 - 100.0 41.0 27.2 15.9 14.7 - 1.2

１００～２９９人 1,977 921 1,056 - 921 269 207 168 245 18 14 10.3 5 15.3 1 160
100.0 46.6 53.4 - 100.0 29.2 22.5 18.2 26.6 2.0 1.5

３００～９９９人 665 380 285 - 380 44 78 62 136 50 10 25.7 11 44.6 1 420
100.0 57.1 42.9 - 100.0 11.6 20.5 16.3 35.8 13.2 2.6

１，０００人以上 343 223 120 - 223 19 26 21 75 74 8 94.4 26 267.7 1 3,247
100.0 65.0 35.0 - 100.0 8.5 11.7 9.4 33.6 33.2 3.6

無回答 118 44 74 - 44 11 12 6 5 5 5 23.0 4 57.0 1 300
100.0 37.3 62.7 - 100.0 25.0 27.3 13.6 11.4 11.4 11.4

中小企業（３００人未満）計 5,364 2,035 3,329 - 2,035 765 520 331 374 19 26 7.5 4 11.6 1 160
100.0 37.9 62.1 - 100.0 37.6 25.6 16.3 18.4 0.9 1.3

５０人以上計 4,964 2,253 2,711 - 2,253 631 509 367 563 142 41 19.6 5 89.6 1 3,247
100.0 45.4 54.6 - 100.0 28.0 22.6 16.3 25.0 6.3 1.8

労 過半数代表の労働組合がある 1,311 604 707 - 604 154 138 86 158 56 12 24.8 6 84.8 1 1,500
働 100.0 46.1 53.9 - 100.0 25.5 22.8 14.2 26.2 9.3 2.0
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 387 170 217 - 170 32 37 29 48 22 2 45.4 8 257.1 1 3,247
合 100.0 43.9 56.1 - 100.0 18.8 21.8 17.1 28.2 12.9 1.2
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,742 762 980 - 762 260 169 142 163 18 10 10.3 4 26.7 1 479
の 100.0 43.7 56.3 - 100.0 34.1 22.2 18.6 21.4 2.4 1.3
有 労働組合も労使協議機関もない 2,981 1,126 1,855 - 1,126 390 285 161 216 51 23 13.9 4 41.7 1 666
無 100.0 37.8 62.2 - 100.0 34.6 25.3 14.3 19.2 4.5 2.0

無回答 69 20 49 - 20 3 7 2 5 1 2 13.9 5 20.1 1 84
100.0 29.0 71.0 - 100.0 15.0 35.0 10.0 25.0 5.0 10.0

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 171 87 84 - 87 11 19 7 28 20 2 44.5 13 74.9 1 400
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 50.9 49.1 - 100.0 12.6 21.8 8.0 32.2 23.0 2.3
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 691 360 331 - 360 95 75 57 97 29 7 29.1 6 181.8 1 3,247
範 組合員になっていない 100.0 52.1 47.9 - 100.0 26.4 20.8 15.8 26.9 8.1 1.9
囲 無回答 720 316 404 - 316 73 81 49 79 29 5 26.4 6 101.7 1 1,500

100.0 43.9 56.1 - 100.0 23.1 25.6 15.5 25.0 9.2 1.6
認 【改正労働契約法】の 4,032 1,893 2,139 - 1,893 535 424 310 456 131 37 21.0 5 97.2 1 3,247
知 改正内容まで知っている 100.0 46.9 53.1 - 100.0 28.3 22.4 16.4 24.1 6.9 2.0
度 改正されたことは知っているが 2,028 687 1,341 - 687 256 183 103 120 17 8 9.1 4 22.1 1 393
別 内容はよく分からない 100.0 33.9 66.1 - 100.0 37.3 26.6 15.0 17.5 2.5 1.2

知らない・分からない 385 91 294 - 91 42 26 7 12 - 4 5.5 3 8.1 1 45
100.0 23.6 76.4 - 100.0 46.2 28.6 7.7 13.2 - 4.4

無回答 45 11 34 - 11 6 3 - 2 - - 7.2 1 12.8 1 42
100.0 24.4 75.6 - 100.0 54.5 27.3 - 18.2 - -

合計（復元） 4,589 1,573 3,015 - 1,573 643 425 225 223 40 18 10.2 2 - 1 3,247
100.0 34.3 65.7 - 100.0 40.9 27.0 14.3 14.2 2.5 1.1

無期契約労働者への転換者数

問２付問②,労働契約法の改正（２０１２年８月）以降、有期契約労働者から無期契約労働者（正社員含む）への転換（※）を
行いましたか（１つだけ○）。転換を「行った」場合、転換者数は総計で何人ですか（数値を記入）。

※改正労働契約法を踏まえ、有期契約労働者を一斉に無期転換したケースや、同法の施行前から雇用している有期契約労働者について、法定を上回る形で無期転換したケース、また、改正労働契約法を見据えつつ、
正社員登用制度等を通じて無期転換したケース等を、すべて含めて回答（無期転換の形態（正社員区分、新設の無期契約区分、契約だけ無期へ移行等）は問わない）、と注釈。
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有期
契約
労働者
を雇用
して
いる
企業計

フル
タイム
契約
労働者

パート
タイム
契約
労働者

臨時
労働者

定年
再雇
用者

無回答 平均
選択数

フル
タイム
契約
労働者
を雇用
して
いる
企業計

１～
２人

３～
５人

６～
１０人

１１～
５０人

５１～
１００

人

１０１
人以上

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

最小値 最大値 パート
タイム
契約
労働者
を雇用
して
いる
企業計

１～
２人

３～
５人

６～
１０人

１１～
５０人

５１～
１００

人

１０１
人以上

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

最小値 最大値

合計 6,490 4,904 4,665 294 5,400 - 2.4 4,904 859 695 613 1,396 349 344 648 51.1 10 308.6 1 13,499 4,665 953 698 589 1,176 298 482 469 97.2 9 571.5 1 18,374

100.0 75.6 71.9 4.5 83.2 - 100.0 17.5 14.2 12.5 28.5 7.1 7.0 13.2 100.0 20.4 15.0 12.6 25.2 6.4 10.3 10.1
主 建設業 519 346 263 24 447 - 2.1 346 80 53 36 87 19 10 61 20.8 7 36.5 1 300 263 103 55 29 35 6 9 26 15.7 3 52.7 1 645
な 100.0 66.7 50.7 4.6 86.1 - 100.0 23.1 15.3 10.4 25.1 5.5 2.9 17.6 100.0 39.2 20.9 11.0 13.3 2.3 3.4 9.9
業 製造業 1,690 1,251 1,177 60 1,505 - 2.4 1,251 235 194 154 362 76 79 151 43.5 10 266.1 1 7,860 1,177 288 227 178 269 44 43 128 23.4 6 87.7 1 1,434
種 100.0 74.0 69.6 3.6 89.1 - 100.0 18.8 15.5 12.3 28.9 6.1 6.3 12.1 100.0 24.5 19.3 15.1 22.9 3.7 3.7 10.9

電気・ガス・熱供給・水道業 55 40 34 1 43 - 2.1 40 8 8 7 9 1 2 5 26.6 7 78.7 1 457 34 6 5 9 8 2 1 3 16.5 8 26.0 1 113
100.0 72.7 61.8 1.8 78.2 - 100.0 20.0 20.0 17.5 22.5 2.5 5.0 12.5 100.0 17.6 14.7 26.5 23.5 5.9 2.9 8.8

情報通信業 235 206 127 6 148 - 2.1 206 56 36 34 51 11 5 13 36.6 6 176.3 1 1,942 127 48 25 14 22 1 6 11 36.8 4 170.7 1 1,669
100.0 87.7 54.0 2.6 63.0 - 100.0 27.2 17.5 16.5 24.8 5.3 2.4 6.3 100.0 37.8 19.7 11.0 17.3 0.8 4.7 8.7

運輸業、郵便業 471 323 297 27 438 - 2.3 323 36 39 42 90 25 26 65 52.1 12 134.4 1 1,204 297 61 48 33 80 18 30 27 69.6 10 257.4 1 2,617
100.0 68.6 63.1 5.7 93.0 - 100.0 11.1 12.1 13.0 27.9 7.7 8.0 20.1 100.0 20.5 16.2 11.1 26.9 6.1 10.1 9.1

卸売業、小売業 1,225 897 897 49 1,053 - 2.4 897 185 129 124 223 47 59 130 57.9 8 363.7 1 6,975 897 223 137 105 190 51 105 86 157.7 7 840.7 1 12,813

100.0 73.2 73.2 4.0 86.0 - 100.0 20.6 14.4 13.8 24.9 5.2 6.6 14.5 100.0 24.9 15.3 11.7 21.2 5.7 11.7 9.6
金融業、保険業 100 65 78 3 84 - 2.3 65 11 14 11 14 5 5 5 29.5 8 56.1 1 316 78 13 11 10 26 6 7 5 78.9 13 228.2 1 1,525

100.0 65.0 78.0 3.0 84.0 - 100.0 16.9 21.5 16.9 21.5 7.7 7.7 7.7 100.0 16.7 14.1 12.8 33.3 7.7 9.0 6.4
不動産業、物品賃貸業 114 86 79 2 97 - 2.3 86 15 13 8 27 9 4 10 47.3 13 163.5 1 1,357 79 16 12 11 21 9 5 5 26.5 10 36.3 1 160

100.0 75.4 69.3 1.8 85.1 - 100.0 17.4 15.1 9.3 31.4 10.5 4.7 11.6 100.0 20.3 15.2 13.9 26.6 11.4 6.3 6.3
学術研究、専門・技術サービス業 183 144 116 6 135 - 2.2 144 36 21 17 43 7 7 13 53.4 8 205.0 1 1,663 116 40 15 15 23 5 7 11 84.1 5 513.1 1 5,109

100.0 78.7 63.4 3.3 73.8 - 100.0 25.0 14.6 11.8 29.9 4.9 4.9 9.0 100.0 34.5 12.9 12.9 19.8 4.3 6.0 9.5
宿泊業、飲食サービス業 336 277 307 30 238 - 2.5 277 22 30 27 96 27 31 44 116.3 19 889.5 1 13,499 307 11 11 14 83 36 102 50 453.1 60 1503.0 1 18,374

100.0 82.4 91.4 8.9 70.8 - 100.0 7.9 10.8 9.7 34.7 9.7 11.2 15.9 100.0 3.6 3.6 4.6 27.0 11.7 33.2 16.3
生活関連サービス業、娯楽業 183 142 163 13 139 - 2.5 142 13 13 18 45 19 12 22 52.1 17 110.8 1 964 163 9 14 19 52 20 30 19 143.4 26 405.6 1 3,034

100.0 77.6 89.1 7.1 76.0 - 100.0 9.2 9.2 12.7 31.7 13.4 8.5 15.5 100.0 5.5 8.6 11.7 31.9 12.3 18.4 11.7
教育、学習支援業 170 131 160 13 122 - 2.5 131 18 19 16 43 12 15 8 81.3 15 244.0 1 2,111 160 4 19 15 74 10 30 8 132.5 21 474.8 1 5,157

100.0 77.1 94.1 7.6 71.8 - 100.0 13.7 14.5 12.2 32.8 9.2 11.5 6.1 100.0 2.5 11.9 9.4 46.3 6.3 18.8 5.0
医療、福祉 300 243 273 8 232 - 2.5 243 32 43 37 80 13 14 24 31.2 10 67.7 1 512 273 28 27 45 102 28 19 24 33.6 14 52.9 1 335

100.0 81.0 91.0 2.7 77.3 - 100.0 13.2 17.7 15.2 32.9 5.3 5.8 9.9 100.0 10.3 9.9 16.5 37.4 10.3 7.0 8.8
複合サービス業 19 19 16 - 11 - 2.4 19 2 2 4 8 3 - - 21.3 13 24.0 1 83 16 5 3 3 2 1 2 - 30.9 7 58.6 1 208

100.0 100.0 84.2 - 57.9 - 100.0 10.5 10.5 21.1 42.1 15.8 - - 100.0 31.3 18.8 18.8 12.5 6.3 12.5 -
その他サービス業 844 700 646 51 672 - 2.5 700 107 76 76 211 73 72 85 55.0 15 139.8 1 2,101 646 92 87 88 184 58 82 55 74.4 14 300.5 1 4,352

100.0 82.9 76.5 6.0 79.6 - 100.0 15.3 10.9 10.9 30.1 10.4 10.3 12.1 100.0 14.2 13.5 13.6 28.5 9.0 12.7 8.5
その他 19 14 14 1 18 - 2.5 14 1 3 1 5 - 2 2 56.8 15 106.8 1 343 14 3 - 1 5 2 - 3 26.8 11 34.5 1 100

100.0 73.7 73.7 5.3 94.7 - 100.0 7.1 21.4 7.1 35.7 - 14.3 14.3 100.0 21.4 - 7.1 35.7 14.3 - 21.4
無回答 27 20 18 - 18 - 2.1 1,282 180 142 142 403 129 122 164 66.7 15 426.6 1 13,499 18 3 2 - - 1 4 8 137.7 38 232.2 1 753

100.0 74.1 66.7 - 66.7 - 100.0 14.0 11.1 11.1 31.4 10.1 9.5 12.8 100.0 16.7 11.1 - - 5.6 22.2 44.4
サービス業計 1,565 1,282 1,248 100 1,195 - 2.4 20 2 2 1 2 2 1 10 30.9 12 35.9 1 102 1,248 157 130 139 344 120 223 135 171.0 19 798.9 1 18,374

100.0 81.9 79.7 6.4 76.4 - 100.0 10.0 10.0 5.0 10.0 10.0 5.0 50.0 100.0 12.6 10.4 11.1 27.6 9.6 17.9 10.8
製 輸送用機械関連 195 154 136 - 174 - 2.4 154 31 20 22 43 8 14 16 39.3 10 103.8 1 970 136 37 28 22 30 5 - 14 10.1 5 14.5 1 79
造 100.0 79.0 69.7 - 89.2 - 100.0 20.1 13.0 14.3 27.9 5.2 9.1 10.4 100.0 27.2 20.6 16.2 22.1 3.7 - 10.3
業 化学関連 132 97 84 1 116 - 2.3 97 13 21 10 29 3 8 13 50.7 9 154.9 1 1,021 84 20 16 10 18 4 2 14 17.4 5 36.6 1 230
の 100.0 73.5 63.6 0.8 87.9 - 100.0 13.4 21.6 10.3 29.9 3.1 8.2 13.4 100.0 23.8 19.0 11.9 21.4 4.8 2.4 16.7
主 電機・電子関連 255 194 187 8 221 - 2.4 194 31 31 26 46 15 18 27 93.7 10 615.2 1 7,860 187 43 26 29 57 5 6 21 25.5 8 84.4 1 770
な 100.0 76.1 73.3 3.1 86.7 - 100.0 16.0 16.0 13.4 23.7 7.7 9.3 13.9 100.0 23.0 13.9 15.5 30.5 2.7 3.2 11.2
分 素材関連 59 45 39 4 51 - 2.4 45 10 9 - 12 4 5 5 40.8 13 68.5 1 317 39 11 10 5 7 2 1 3 21.4 4 67.3 1 400
野 100.0 76.3 66.1 6.8 86.4 - 100.0 22.2 20.0 - 26.7 8.9 11.1 11.1 100.0 28.2 25.6 12.8 17.9 5.1 2.6 7.7

その他機械関連 139 99 98 7 129 - 2.4 99 25 15 12 22 7 4 14 33.1 6 126.3 1 1,112 98 26 20 18 17 7 3 7 15.2 5 27.1 1 153
100.0 71.2 70.5 5.0 92.8 - 100.0 25.3 15.2 12.1 22.2 7.1 4.0 14.1 100.0 26.5 20.4 18.4 17.3 7.1 3.1 7.1

食料品関連 205 171 165 17 176 - 2.6 171 18 15 18 63 20 16 21 59.0 21 234.4 1 2,825 165 24 23 16 52 12 21 17 54.2 16 126.4 1 1,101
100.0 83.4 80.5 8.3 85.9 - 100.0 10.5 8.8 10.5 36.8 11.7 9.4 12.3 100.0 14.5 13.9 9.7 31.5 7.3 12.7 10.3

金属関連 190 134 126 7 180 - 2.4 134 37 23 13 35 6 2 18 15.5 5 24.7 1 152 126 48 26 20 17 1 1 13 8.7 3 21.4 1 208
100.0 70.5 66.3 3.7 94.7 - 100.0 27.6 17.2 9.7 26.1 4.5 1.5 13.4 100.0 38.1 20.6 15.9 13.5 0.8 0.8 10.3

その他製造 507 350 336 16 451 - 2.3 350 67 60 50 112 13 12 36 23.4 9 57.6 1 574 336 79 76 57 70 8 8 38 18.2 5 87.7 1 1,434
100.0 69.0 66.3 3.2 89.0 - 100.0 19.1 17.1 14.3 32.0 3.7 3.4 10.3 100.0 23.5 22.6 17.0 20.8 2.4 2.4 11.3

無回答 8 7 6 - 7 - 2.5 7 3 - 3 - - - 1 4.7 4 3.9 1 10 6 - 2 1 1 - 1 1 266.8 6 582.1 3 1,308
100.0 87.5 75.0 - 87.5 - 100.0 42.9 - 42.9 - - - 14.3 100.0 - 33.3 16.7 16.7 - 16.7 16.7

卸 総合卸 178 129 118 3 163 - 2.3 129 26 27 22 21 7 6 20 85.8 6 668.0 1 6,975 118 37 22 16 22 4 7 10 20.7 5 43.4 1 230
売 100.0 72.5 66.3 1.7 91.6 - 100.0 20.2 20.9 17.1 16.3 5.4 4.7 15.5 100.0 31.4 18.6 13.6 18.6 3.4 5.9 8.5
業 専門卸 388 284 254 8 342 - 2.3 284 70 48 43 62 9 10 42 19.4 6 54.0 1 695 254 80 43 37 51 11 8 24 15.8 5 31.5 1 290
、 100.0 73.2 65.5 2.1 88.1 - 100.0 24.6 16.9 15.1 21.8 3.2 3.5 14.8 100.0 31.5 16.9 14.6 20.1 4.3 3.1 9.4
小 その他卸売 169 113 110 2 138 - 2.1 113 34 19 16 25 5 1 13 14.6 5 32.4 1 288 110 32 24 7 23 11 6 7 60.2 5 335.0 1 3,284
売 100.0 66.9 65.1 1.2 81.7 - 100.0 30.1 16.8 14.2 22.1 4.4 0.9 11.5 100.0 29.1 21.8 6.4 20.9 10.0 5.5 6.4
業 総合小売 196 147 164 20 167 - 2.5 147 19 15 17 46 14 17 19 79.8 16 229.0 1 1,845 164 22 18 11 40 8 46 19 428.9 24 1408.1 1 11,019

の 100.0 75.0 83.7 10.2 85.2 - 100.0 12.9 10.2 11.6 31.3 9.5 11.6 12.9 100.0 13.4 11.0 6.7 24.4 4.9 28.0 11.6
主 専門小売 186 150 165 12 162 - 2.6 150 18 15 10 50 10 22 25 128.9 17 589.5 1 5,092 165 26 15 23 37 15 29 20 334.3 14 1310.2 1 12,813

な 100.0 80.6 88.7 6.5 87.1 - 100.0 12.0 10.0 6.7 33.3 6.7 14.7 16.7 100.0 15.8 9.1 13.9 22.4 9.1 17.6 12.1
分 その他小売 97 66 75 4 71 - 2.2 66 17 4 15 17 2 3 8 43.7 7 147.7 1 999 75 22 12 8 17 2 9 5 72.4 6 252.2 1 1,838
野 100.0 68.0 77.3 4.1 73.2 - 100.0 25.8 6.1 22.7 25.8 3.0 4.5 12.1 100.0 29.3 16.0 10.7 22.7 2.7 12.0 6.7

無回答 11 8 11 - 10 - 2.6 8 1 1 1 2 - - 3 8.0 8 5.6 1 14 11 4 3 3 - - - 1 3.9 3 2.8 1 10
100.0 72.7 100.0 - 90.9 - 100.0 12.5 12.5 12.5 25.0 - - 37.5 100.0 36.4 27.3 27.3 - - - 9.1

学 学術・研究機関 19 19 16 3 16 - 2.8 19 1 5 1 5 2 4 1 227.6 16 478.2 1 1,663 16 - 1 - 8 1 4 2 505.8 32 1361.4 3 5,109
術 100.0 100.0 84.2 15.8 84.2 - 100.0 5.3 26.3 5.3 26.3 10.5 21.1 5.3 100.0 - 6.3 - 50.0 6.3 25.0 12.5
研 学校教育 127 98 122 10 96 - 2.6 98 12 13 8 34 11 14 6 81.0 18 181.6 1 1,091 122 3 13 10 57 8 24 7 113.6 25 267.3 1 1,932
究 100.0 77.2 96.1 7.9 75.6 - 100.0 12.2 13.3 8.2 34.7 11.2 14.3 6.1 100.0 2.5 10.7 8.2 46.7 6.6 19.7 5.7
等 その他教育・学習支援 31 24 28 2 18 - 2.3 24 6 2 5 9 1 - 1 17.2 10 18.6 1 64 28 1 5 5 10 1 5 1 65.3 16 119.1 2 488
の 100.0 77.4 90.3 6.5 58.1 - 100.0 25.0 8.3 20.8 37.5 4.2 - 4.2 100.0 3.6 17.9 17.9 35.7 3.6 17.9 3.6
主 専門・技術サービス 135 102 83 4 97 - 2.1 102 28 14 12 29 5 2 12 18.6 7 37.6 1 311 83 37 10 13 13 2 - 8 8.3 3 13.8 1 82
な 100.0 75.6 61.5 3.0 71.9 - 100.0 27.5 13.7 11.8 28.4 4.9 2.0 11.8 100.0 44.6 12.0 15.7 15.7 2.4 - 9.6
分 その他 10 8 6 - 5 - 1.9 8 1 2 3 2 - - - 8.6 7 7.2 1 24 6 - 1 - 5 - - - 11.2 11 4.6 3 16
野 100.0 80.0 60.0 - 50.0 - 100.0 12.5 25.0 37.5 25.0 - - - 100.0 - 16.7 - 83.3 - - -

無回答 31 24 21 - 25 - 2.3 24 6 4 4 7 - 2 1 143.2 7 469.2 1 2,111 21 3 4 2 4 3 4 1 318.4 12 1147.0 1 5,157
100.0 77.4 67.7 - 80.6 - 100.0 25.0 16.7 16.7 29.2 - 8.3 4.2 100.0 14.3 19.0 9.5 19.0 14.3 19.0 4.8

大学が含まれている 54 50 52 11 44 - 2.9 50 2 5 2 17 9 14 1 163.8 41 284.7 1 1,280 52 1 3 2 13 7 23 3 335.2 100 790.4 2 5,109
100.0 92.6 96.3 20.4 81.5 - 100.0 4.0 10.0 4.0 34.0 18.0 28.0 2.0 100.0 1.9 5.8 3.8 25.0 13.5 44.2 5.8

大学は含まれていない 89 65 83 2 65 - 2.4 65 11 13 7 21 3 4 6 58.1 10 228.0 1 1,663 83 2 11 8 49 2 5 6 47.5 16 146.7 1 1,176
100.0 73.0 93.3 2.2 73.0 - 100.0 16.9 20.0 10.8 32.3 4.6 6.2 9.2 100.0 2.4 13.3 9.6 59.0 2.4 6.0 7.2

無回答 3 2 3 - 3 - 2.7 2 - - - 1 1 - - 45.5 46 27.6 26 65 3 - - - 3 - - - 19.3 20 6.0 13 25
100.0 66.7 100.0 - 100.0 - 100.0 - - - 50.0 50.0 - - 100.0 - - - 100.0 - - -

派 「労働者派遣会社」や 272 236 209 18 222 - 2.5 236 20 25 21 75 31 36 28 75.7 24 145.5 1 1,000 209 25 32 29 46 23 35 19 94.7 16 345.1 1 4,000
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 86.8 76.8 6.6 81.6 - 100.0 8.5 10.6 8.9 31.8 13.1 15.3 11.9 100.0 12.0 15.3 13.9 22.0 11.0 16.7 9.1
・ 「労働者派遣会社」や 561 454 428 33 443 - 2.4 454 86 49 54 135 39 35 56 44.2 12 136.9 1 2,101 428 67 54 58 134 35 45 35 65.0 13 279.4 1 4,352
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 80.9 76.3 5.9 79.0 - 100.0 18.9 10.8 11.9 29.7 8.6 7.7 12.3 100.0 15.7 12.6 13.6 31.3 8.2 10.5 8.2
負 無回答 11 10 9 - 7 - 2.4 10 1 2 1 1 3 1 1 55.3 36 74.5 2 235 9 - 1 1 4 - 2 1 56.1 14 80.9 3 196

100.0 90.9 81.8 - 63.6 - 100.0 10.0 20.0 10.0 10.0 30.0 10.0 10.0 100.0 - 11.1 11.1 44.4 - 22.2 11.1
雇 ４９人以下 1,408 914 860 42 945 - 2.0 914 288 174 123 127 3 - 199 6.4 3 8.1 1 65 860 292 191 128 122 10 4 113 7.6 4 13.7 1 164
用 100.0 64.9 61.1 3.0 67.1 - 100.0 31.5 19.0 13.5 13.9 0.3 - 21.8 100.0 34.0 22.2 14.9 14.2 1.2 0.5 13.1
者 ５０～９９人 1,979 1,408 1,309 65 1,653 - 2.2 1,408 311 271 218 396 38 1 173 11.7 6 14.1 1 104 1,309 335 229 207 391 24 11 112 12.3 6 19.3 1 250
数 100.0 71.1 66.1 3.3 83.5 - 100.0 22.1 19.2 15.5 28.1 2.7 0.1 12.3 100.0 25.6 17.5 15.8 29.9 1.8 0.8 8.6

１００～２９９人 1,977 1,597 1,525 91 1,780 - 2.5 1,597 209 209 216 610 158 32 163 23.4 13 28.5 1 257 1,525 256 217 178 479 152 104 139 34.4 12 86.8 1 1,400
100.0 80.8 77.1 4.6 90.0 - 100.0 13.1 13.1 13.5 38.2 9.9 2.0 10.2 100.0 16.8 14.2 11.7 31.4 10.0 6.8 9.1

３００～９９９人 665 580 577 55 619 - 2.8 580 33 28 40 184 108 127 60 77.4 44 95.2 1 726 577 46 43 59 111 78 181 59 124.0 51 219.9 1 3,284
100.0 87.2 86.8 8.3 93.1 - 100.0 5.7 4.8 6.9 31.7 18.6 21.9 10.3 100.0 8.0 7.5 10.2 19.2 13.5 31.4 10.2

１，０００人以上 343 314 308 36 320 - 2.9 314 4 - 9 59 36 172 34 422.4 148 1,123.3 2 13,499 308 10 12 10 52 31 164 29 911.1 165 1964.2 1 18,374

100.0 91.5 89.8 10.5 93.3 - 100.0 1.3 - 2.9 18.8 11.5 54.8 10.8 100.0 3.2 3.9 3.2 16.9 10.1 53.2 9.4
無回答 118 91 86 5 83 - 2.2 91 14 13 7 20 6 12 19 87.6 14 218.2 1 1,112 86 14 6 7 21 3 18 17 311.5 20 883.0 1 5,473

100.0 77.1 72.9 4.2 70.3 - 100.0 15.4 14.3 7.7 22.0 6.6 13.2 20.9 100.0 16.3 7.0 8.1 24.4 3.5 20.9 19.8
中小企業（３００人未満）計 5,364 3,919 3,694 198 4,378 - 2.3 3,919 808 654 557 1,133 199 33 535 15.5 7 21.9 1 257 3,694 883 637 513 992 186 119 364 20.4 7 58.8 1 1,400

100.0 73.1 68.9 3.7 81.6 - 100.0 20.6 16.7 14.2 28.9 5.1 0.8 13.7 100.0 23.9 17.2 13.9 26.9 5.0 3.2 9.9
５０人以上計 4,964 3,899 3,719 247 4,372 - 2.5 3,899 557 508 483 1,249 340 332 430 59.5 13 339.6 1 13,499 3,719 647 501 454 1,033 285 460 339 112.7 12 621.9 1 18,374

100.0 78.5 74.9 5.0 88.1 - 100.0 14.3 13.0 12.4 32.0 8.7 8.5 11.0 100.0 17.4 13.5 12.2 27.8 7.7 12.4 9.1
労 過半数代表の労働組合がある 1,311 1,080 949 66 1,217 - 2.5 1,080 127 140 144 349 109 119 92 80.7 17 398.0 1 7,860 949 165 153 126 254 71 106 74 139.6 10 820.6 1 12,813

働 100.0 82.4 72.4 5.0 92.8 - 100.0 11.8 13.0 13.3 32.3 10.1 11.0 8.5 100.0 17.4 16.1 13.3 26.8 7.5 11.2 7.8
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 387 314 316 33 361 - 2.6 314 24 39 25 105 36 54 31 121.7 22 397.6 1 5,092 316 52 27 23 97 26 67 24 226.5 20 692.9 1 5,157
合 100.0 81.1 81.7 8.5 93.3 - 100.0 7.6 12.4 8.0 33.4 11.5 17.2 9.9 100.0 16.5 8.5 7.3 30.7 8.2 21.2 7.6
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,742 1,305 1,235 75 1,453 - 2.3 1,305 266 202 171 399 55 54 158 27.5 8 77.8 1 1,000 1,235 302 195 173 308 60 85 112 50.0 7 263.4 1 5,473
の 100.0 74.9 70.9 4.3 83.4 - 100.0 20.4 15.5 13.1 30.6 4.2 4.1 12.1 100.0 24.5 15.8 14.0 24.9 4.9 6.9 9.1
有 労働組合も労使協議機関もない 2,981 2,155 2,115 119 2,326 - 2.3 2,155 434 308 269 533 148 114 349 39.2 8 327.8 1 13,499 2,115 426 316 263 509 138 220 243 86.4 9 544.2 1 18,374

無 100.0 72.3 70.9 4.0 78.0 - 100.0 20.1 14.3 12.5 24.7 6.9 5.3 16.2 100.0 20.1 14.9 12.4 24.1 6.5 10.4 11.5
無回答 69 50 50 1 43 - 2.1 50 8 6 4 10 1 3 18 24.0 7 35.8 1 145 50 8 7 4 8 3 4 16 52.6 8 127.6 1 602

100.0 72.5 72.5 1.4 62.3 - 100.0 16.0 12.0 8.0 20.0 2.0 6.0 36.0 100.0 16.0 14.0 8.0 16.0 6.0 8.0 32.0
組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 171 157 154 16 155 - 2.8 157 9 9 17 40 24 42 16 240.9 43 641.6 1 5,092 154 14 10 11 31 22 51 15 665.3 57 1689.1 1 12,813

合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 91.8 90.1 9.4 90.6 - 100.0 5.7 5.7 10.8 25.5 15.3 26.8 10.2 100.0 9.1 6.5 7.1 20.1 14.3 33.1 9.7
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 691 623 576 28 645 - 2.7 623 67 84 83 217 60 76 36 87.6 17 468.7 1 7,860 576 97 85 73 182 42 63 34 85.1 12 531.9 1 11,019

範 組合員になっていない 100.0 90.2 83.4 4.1 93.3 - 100.0 10.8 13.5 13.3 34.8 9.6 12.2 5.8 100.0 16.8 14.8 12.7 31.6 7.3 10.9 5.9
囲 無回答 720 614 535 55 662 - 2.6 614 75 86 69 197 61 55 71 53.1 15 142.5 1 1,845 535 106 85 65 138 33 59 49 102.3 10 542.9 1 10,000

100.0 85.3 74.3 7.6 91.9 - 100.0 12.2 14.0 11.2 32.1 9.9 9.0 11.6 100.0 19.8 15.9 12.1 25.8 6.2 11.0 9.2
認 【改正労働契約法】の 4,032 3,251 2,993 204 3,484 - 2.5 3,251 486 423 406 1,023 274 297 342 64.0 13 366.4 1 13,499 2,993 566 406 366 779 225 386 265 125.9 11 684.9 1 18,374

知 改正内容まで知っている 100.0 80.6 74.2 5.1 86.4 - 100.0 14.9 13.0 12.5 31.5 8.4 9.1 10.5 100.0 18.9 13.6 12.2 26.0 7.5 12.9 8.9
度 改正されたことは知っているが 2,028 1,383 1,398 74 1,611 - 2.2 1,383 306 229 179 327 65 47 230 25.1 6 106.8 1 2,825 1,398 304 248 187 349 63 90 157 48.5 7 258.4 1 5,774
別 内容はよく分からない 100.0 68.2 68.9 3.6 79.4 - 100.0 22.1 16.6 12.9 23.6 4.7 3.4 16.6 100.0 21.7 17.7 13.4 25.0 4.5 6.4 11.2

知らない・分からない 385 234 241 15 274 - 2.0 234 61 36 24 36 6 - 71 9.3 3 14.4 1 90 241 73 42 30 40 9 3 44 12.7 4 25.6 1 251
100.0 60.8 62.6 3.9 71.2 - 100.0 26.1 15.4 10.3 15.4 2.6 - 30.3 100.0 30.3 17.4 12.4 16.6 3.7 1.2 18.3

無回答 45 36 33 1 31 - 2.2 36 6 7 4 10 4 - 5 19.7 8 24.9 1 82 33 10 2 6 8 1 3 3 61.1 7 205.8 1 1,101
100.0 80.0 73.3 2.2 68.9 - 100.0 16.7 19.4 11.1 27.8 11.1 - 13.9 100.0 30.3 6.1 18.2 24.2 3.0 9.1 9.1

合計（復元） 4,589 3,167 3,079 160 3,403 - 2.1 3,167 797 540 422 654 104 87 563 25.7 5 - 1 13,499 3,079 826 575 437 634 106 135 366 42.1 4 - 1 18,374

100.0 69.0 67.1 3.5 74.2 - 100.0 25.2 17.1 13.3 20.7 3.3 2.7 17.8 100.0 26.8 18.7 14.2 20.6 3.4 4.4 11.9

問３付問,フルタイムあるいはパートタイムの契約労働者を雇用している場合、人数も教えてください（数値を記入）。
問３, 雇用している有期契約労働者の形態は何ですか（該当すべてに○）。
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○フルタイム契約労働者について
フル

タイム
契約

労働者
を雇用
して
いる

企業計

管理職 専門・
技術職
(医療
関係）

専門・
技術職
(教育
関係）

専門・
技術職
(情報
処理

関係）

専門・
技術職
(その
他）

事務職 販売職
（営業
含む）

サービ
ス職

（介護
関係）

サービ
ス職

（飲食
関係）

サービ
ス職

（その
他）

保安職 製造・
生産

工程職

輸送・
機械

運転職

建設・
採掘職

運搬・
清掃等
労務職

その他 無回答 平均
選択数

合計 4,904 480 135 127 228 1,009 2,228 681 137 341 554 144 1,180 305 156 486 387 132 1.8
100.0 9.8 2.8 2.6 4.6 20.6 45.4 13.9 2.8 7.0 11.3 2.9 24.1 6.2 3.2 9.9 7.9 2.7

主 建設業 346 34 1 1 10 129 155 22 4 2 8 8 18 7 126 15 22 12 1.7
な 100.0 9.8 0.3 0.3 2.9 37.3 44.8 6.4 1.2 0.6 2.3 2.3 5.2 2.0 36.4 4.3 6.4 3.5
業 製造業 1,251 106 27 6 34 224 443 96 3 14 15 30 968 53 9 83 53 30 1.8
種 100.0 8.5 2.2 0.5 2.7 17.9 35.4 7.7 0.2 1.1 1.2 2.4 77.4 4.2 0.7 6.6 4.2 2.4

電気・ガス・熱供給・水道業 40 5 1 - 1 18 19 7 - - 2 5 2 1 2 1 2 3 1.8
100.0 12.5 2.5 - 2.5 45.0 47.5 17.5 - - 5.0 12.5 5.0 2.5 5.0 2.5 5.0 7.5

情報通信業 206 16 2 - 97 50 104 29 - - 8 - 4 1 - - 18 1 1.6
100.0 7.8 1.0 - 47.1 24.3 50.5 14.1 - - 3.9 - 1.9 0.5 - - 8.7 0.5

運輸業、郵便業 323 27 2 2 6 28 135 17 - 6 32 3 24 148 2 75 45 8 1.8
100.0 8.4 0.6 0.6 1.9 8.7 41.8 5.3 - 1.9 9.9 0.9 7.4 45.8 0.6 23.2 13.9 2.5

卸売業、小売業 897 72 19 5 12 131 488 340 2 27 85 11 70 57 5 96 97 32 1.8
100.0 8.0 2.1 0.6 1.3 14.6 54.4 37.9 0.2 3.0 9.5 1.2 7.8 6.4 0.6 10.7 10.8 3.6

金融業、保険業 65 11 - - 1 4 56 12 - - 4 - 1 1 - 2 4 1 1.5
100.0 16.9 - - 1.5 6.2 86.2 18.5 - - 6.2 - 1.5 1.5 - 3.1 6.2 1.5

不動産業、物品賃貸業 86 19 - 1 1 26 64 11 2 4 17 6 2 1 2 9 6 1 2.0
100.0 22.1 - 1.2 1.2 30.2 74.4 12.8 2.3 4.7 19.8 7.0 2.3 1.2 2.3 10.5 7.0 1.2

学術研究、専門・技術サービス業 144 22 7 2 12 86 78 8 - - 9 2 2 1 1 7 15 3 1.8
100.0 15.3 4.9 1.4 8.3 59.7 54.2 5.6 - - 6.3 1.4 1.4 0.7 0.7 4.9 10.4 2.1

宿泊業、飲食サービス業 277 32 1 1 4 37 86 46 - 228 79 12 19 6 1 23 13 6 2.2
100.0 11.6 0.4 0.4 1.4 13.4 31.0 16.6 - 82.3 28.5 4.3 6.9 2.2 0.4 8.3 4.7 2.2

生活関連サービス業、娯楽業 142 11 1 - 3 23 63 30 3 19 85 6 9 3 1 23 7 3 2.1
100.0 7.7 0.7 - 2.1 16.2 44.4 21.1 2.1 13.4 59.9 4.2 6.3 2.1 0.7 16.2 4.9 2.1

教育、学習支援業 131 22 14 83 7 20 81 3 - 2 6 3 - 3 - 11 5 3 2.0
100.0 16.8 10.7 63.4 5.3 15.3 61.8 2.3 - 1.5 4.6 2.3 - 2.3 - 8.4 3.8 2.3

医療、福祉 243 29 53 15 3 61 81 1 118 10 19 3 2 - - 17 23 7 1.8
100.0 11.9 21.8 6.2 1.2 25.1 33.3 0.4 48.6 4.1 7.8 1.2 0.8 - - 7.0 9.5 2.9

複合サービス業 19 5 1 1 1 5 14 1 - - 3 - 1 - - 1 2 - 1.8
100.0 26.3 5.3 5.3 5.3 26.3 73.7 5.3 - - 15.8 - 5.3 - - 5.3 10.5 -

その他サービス業 700 66 6 10 34 161 347 57 4 28 180 55 54 23 6 117 69 21 1.8
100.0 9.4 0.9 1.4 4.9 23.0 49.6 8.1 0.6 4.0 25.7 7.9 7.7 3.3 0.9 16.7 9.9 3.0

その他 14 1 - - 1 4 6 - - - 1 - - - - 1 5 - 1.4
100.0 7.1 - - 7.1 28.6 42.9 - - - 7.1 - - - - 7.1 35.7 -

無回答 20 2 - - 1 2 8 1 1 1 1 - 4 - 1 5 1 1 1.5
100.0 10.0 - - 5.0 10.0 40.0 5.0 5.0 5.0 5.0 - 20.0 - 5.0 25.0 5.0 5.0

サービス業計 1,282 136 16 14 54 312 588 142 7 275 356 75 85 33 9 171 106 33 1.9
100.0 10.6 1.2 1.1 4.2 24.3 45.9 11.1 0.5 21.5 27.8 5.9 6.6 2.6 0.7 13.3 8.3 2.6

製 輸送用機械関連 154 17 2 - 6 19 49 5 - 1 - 4 128 7 1 13 5 5 1.7
造 100.0 11.0 1.3 - 3.9 12.3 31.8 3.2 - 0.6 - 2.6 83.1 4.5 0.6 8.4 3.2 3.2
業 化学関連 97 7 6 1 3 26 49 14 - - 2 7 69 4 1 9 9 1 2.2
の 100.0 7.2 6.2 1.0 3.1 26.8 50.5 14.4 - - 2.1 7.2 71.1 4.1 1.0 9.3 9.3 1.0
主 電機・電子関連 194 22 5 - 7 50 61 17 1 1 4 4 141 3 - 9 4 4 1.7
な 100.0 11.3 2.6 - 3.6 25.8 31.4 8.8 0.5 0.5 2.1 2.1 72.7 1.5 - 4.6 2.1 2.1
分 素材関連 45 6 6 - - 8 21 5 - - - 3 37 2 1 5 - - 2.1
野 100.0 13.3 13.3 - - 17.8 46.7 11.1 - - - 6.7 82.2 4.4 2.2 11.1 - -

その他機械関連 99 10 2 2 2 30 49 7 - 1 4 - 67 5 1 7 7 3 2.0
100.0 10.1 2.0 2.0 2.0 30.3 49.5 7.1 - 1.0 4.0 - 67.7 5.1 1.0 7.1 7.1 3.0

食料品関連 171 6 1 1 5 12 64 21 - 7 1 1 150 6 - 14 9 4 1.8
100.0 3.5 0.6 0.6 2.9 7.0 37.4 12.3 - 4.1 0.6 0.6 87.7 3.5 - 8.2 5.3 2.3

金属関連 134 14 2 - 3 17 30 4 - 1 1 4 105 3 2 8 3 5 1.5
100.0 10.4 1.5 - 2.2 12.7 22.4 3.0 - 0.7 0.7 3.0 78.4 2.2 1.5 6.0 2.2 3.7

その他製造 350 24 3 2 7 60 116 22 2 2 3 7 268 23 3 18 16 7 1.7
100.0 6.9 0.9 0.6 2.0 17.1 33.1 6.3 0.6 0.6 0.9 2.0 76.6 6.6 0.9 5.1 4.6 2.0

無回答 7 - - - 1 2 4 1 - 1 - - 3 - - - - 1 2.0
100.0 - - - 14.3 28.6 57.1 14.3 - 14.3 - - 42.9 - - - - 14.3

卸 総合卸 129 7 2 1 2 19 65 44 - 2 7 - 10 5 1 16 18 7 1.6
売 100.0 5.4 1.6 0.8 1.6 14.7 50.4 34.1 - 1.6 5.4 - 7.8 3.9 0.8 12.4 14.0 5.4
業 専門卸 284 30 3 1 4 44 162 89 1 2 9 6 31 33 2 26 31 13 1.7
、 100.0 10.6 1.1 0.4 1.4 15.5 57.0 31.3 0.4 0.7 3.2 2.1 10.9 11.6 0.7 9.2 10.9 4.6
小 その他卸売 113 6 1 2 - 14 60 40 - 4 1 - 12 6 1 17 15 1 1.6
売 100.0 5.3 0.9 1.8 - 12.4 53.1 35.4 - 3.5 0.9 - 10.6 5.3 0.9 15.0 13.3 0.9
業 総合小売 147 12 4 - 3 21 82 80 - 10 28 3 6 3 1 11 10 3 1.9
の 100.0 8.2 2.7 - 2.0 14.3 55.8 54.4 - 6.8 19.0 2.0 4.1 2.0 0.7 7.5 6.8 2.0
主 専門小売 150 12 9 1 2 22 78 65 1 6 27 1 6 6 - 16 11 6 1.8
な 100.0 8.0 6.0 0.7 1.3 14.7 52.0 43.3 0.7 4.0 18.0 0.7 4.0 4.0 - 10.7 7.3 4.0
分 その他小売 66 5 - - 1 11 37 21 - 2 12 1 3 4 - 9 12 1 1.8
野 100.0 7.6 - - 1.5 16.7 56.1 31.8 - 3.0 18.2 1.5 4.5 6.1 - 13.6 18.2 1.5

無回答 8 - - - - - 4 1 - 1 1 - 2 - - 1 - 1 1.4
100.0 - - - - - 50.0 12.5 - 12.5 12.5 - 25.0 - - 12.5 - 12.5

学 学術・研究機関 19 6 4 2 1 15 16 - - - - - - - - 1 3 - 2.5
術 100.0 31.6 21.1 10.5 5.3 78.9 84.2 - - - - - - - - 5.3 15.8 -
研 学校教育 98 17 12 69 5 12 60 2 - 2 2 3 - 1 - 10 5 3 2.1
究 100.0 17.3 12.2 70.4 5.1 12.2 61.2 2.0 - 2.0 2.0 3.1 - 1.0 - 10.2 5.1 3.1
等 その他教育・学習支援 24 4 1 9 1 6 15 1 - - 3 - - 2 - 2 - - 1.8
の 100.0 16.7 4.2 37.5 4.2 25.0 62.5 4.2 - - 12.5 - - 8.3 - 8.3 - -
主 専門・技術サービス 102 12 2 - 11 58 47 7 - - 7 2 2 1 1 4 7 3 1.6
な 100.0 11.8 2.0 - 10.8 56.9 46.1 6.9 - - 6.9 2.0 2.0 1.0 1.0 3.9 6.9 2.9
分 その他 8 1 - 1 - 5 3 - - - 3 - - - - - 2 - 1.9
野 100.0 12.5 - 12.5 - 62.5 37.5 - - - 37.5 - - - - - 25.0 -

無回答 24 4 2 4 1 10 18 1 - - - - - - - 1 3 - 1.8
100.0 16.7 8.3 16.7 4.2 41.7 75.0 4.2 - - - - - - - 4.2 12.5 -

大学が含まれている 50 10 14 33 4 11 43 - - - 1 3 - - - 7 4 - 2.6
100.0 20.0 28.0 66.0 8.0 22.0 86.0 - - - 2.0 6.0 - - - 14.0 8.0 -

大学は含まれていない 65 12 2 37 2 16 32 2 - 2 1 - - 1 - 4 3 3 1.8
100.0 18.5 3.1 56.9 3.1 24.6 49.2 3.1 - 3.1 1.5 - - 1.5 - 6.2 4.6 4.6

無回答 2 1 - 1 - - 1 - - - - - - - - - 1 - 2.0
100.0 50.0 - 50.0 - - 50.0 - - - - - - - - - 50.0 -

派 「労働者派遣会社」や 236 22 1 3 17 55 100 18 1 8 54 29 26 6 2 47 19 10 1.8
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 9.3 0.4 1.3 7.2 23.3 42.4 7.6 0.4 3.4 22.9 12.3 11.0 2.5 0.8 19.9 8.1 4.2
・ 「労働者派遣会社」や 454 43 4 6 17 102 241 37 3 19 123 25 28 17 4 69 50 11 1.8
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 9.5 0.9 1.3 3.7 22.5 53.1 8.1 0.7 4.2 27.1 5.5 6.2 3.7 0.9 15.2 11.0 2.4
負 無回答 10 1 1 1 - 4 6 2 - 1 3 1 - - - 1 - - 2.1

100.0 10.0 10.0 10.0 - 40.0 60.0 20.0 - 10.0 30.0 10.0 - - - 10.0 - -
雇 ４９人以下 914 80 7 28 33 163 283 98 23 42 76 15 153 35 60 64 64 59 1.4
用 100.0 8.8 0.8 3.1 3.6 17.8 31.0 10.7 2.5 4.6 8.3 1.6 16.7 3.8 6.6 7.0 7.0 6.5
者 ５０～９９人 1,408 137 25 36 67 272 557 169 39 68 137 23 360 102 51 102 95 35 1.6
数 100.0 9.7 1.8 2.6 4.8 19.3 39.6 12.0 2.8 4.8 9.7 1.6 25.6 7.2 3.6 7.2 6.7 2.5

１００～２９９人 1,597 159 34 31 72 341 757 212 49 124 192 59 440 111 28 182 140 27 1.9
100.0 10.0 2.1 1.9 4.5 21.4 47.4 13.3 3.1 7.8 12.0 3.7 27.6 7.0 1.8 11.4 8.8 1.7

３００～９９９人 580 53 19 13 27 130 362 121 18 59 102 29 132 36 7 74 52 9 2.2
100.0 9.1 3.3 2.2 4.7 22.4 62.4 20.9 3.1 10.2 17.6 5.0 22.8 6.2 1.2 12.8 9.0 1.6

１，０００人以上 314 46 47 15 26 90 226 71 7 41 39 17 73 18 6 52 29 2 2.6
100.0 14.6 15.0 4.8 8.3 28.7 72.0 22.6 2.2 13.1 12.4 5.4 23.2 5.7 1.9 16.6 9.2 0.6

無回答 91 5 3 4 3 13 43 10 1 7 8 1 22 3 4 12 7 - 1.6
100.0 5.5 3.3 4.4 3.3 14.3 47.3 11.0 1.1 7.7 8.8 1.1 24.2 3.3 4.4 13.2 7.7 -

中小企業（３００人未満）計 3,919 376 66 95 172 776 1,597 479 111 234 405 97 953 248 139 348 299 121 1.7
100.0 9.6 1.7 2.4 4.4 19.8 40.8 12.2 2.8 6.0 10.3 2.5 24.3 6.3 3.5 8.9 7.6 3.1

５０人以上計 3,899 395 125 95 192 833 1,902 573 113 292 470 128 1,005 267 92 410 316 73 1.9
100.0 10.1 3.2 2.4 4.9 21.4 48.8 14.7 2.9 7.5 12.1 3.3 25.8 6.8 2.4 10.5 8.1 1.9

労 過半数代表の労働組合がある 1,080 101 44 21 51 275 604 165 10 39 100 39 357 87 22 114 94 13 2.0
働 100.0 9.4 4.1 1.9 4.7 25.5 55.9 15.3 0.9 3.6 9.3 3.6 33.1 8.1 2.0 10.6 8.7 1.2
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 314 37 11 26 12 85 199 47 12 24 32 12 67 31 4 45 26 2 2.1
合 100.0 11.8 3.5 8.3 3.8 27.1 63.4 15.0 3.8 7.6 10.2 3.8 21.3 9.9 1.3 14.3 8.3 0.6
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,305 123 29 30 73 277 570 154 38 71 130 41 347 71 32 100 101 38 1.7
の 100.0 9.4 2.2 2.3 5.6 21.2 43.7 11.8 2.9 5.4 10.0 3.1 26.6 5.4 2.5 7.7 7.7 2.9
有 労働組合も労使協議機関もない 2,155 213 51 48 92 366 836 307 77 201 285 51 393 115 94 223 163 76 1.7
無 100.0 9.9 2.4 2.2 4.3 17.0 38.8 14.2 3.6 9.3 13.2 2.4 18.2 5.3 4.4 10.3 7.6 3.5

無回答 50 6 - 2 - 6 19 8 - 6 7 1 16 1 4 4 3 3 1.8
100.0 12.0 - 4.0 - 12.0 38.0 16.0 - 12.0 14.0 2.0 32.0 2.0 8.0 8.0 6.0 6.0

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 157 18 12 11 7 38 108 35 7 19 23 8 21 11 - 23 12 1 2.3
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 11.5 7.6 7.0 4.5 24.2 68.8 22.3 4.5 12.1 14.6 5.1 13.4 7.0 - 14.6 7.6 0.6
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 623 58 23 18 27 170 380 90 4 23 58 27 207 54 11 80 58 6 2.1
範 組合員になっていない 100.0 9.3 3.7 2.9 4.3 27.3 61.0 14.4 0.6 3.7 9.3 4.3 33.2 8.7 1.8 12.8 9.3 1.0
囲 無回答 614 62 20 18 29 152 315 87 11 21 51 16 196 53 15 56 50 8 1.9

100.0 10.1 3.3 2.9 4.7 24.8 51.3 14.2 1.8 3.4 8.3 2.6 31.9 8.6 2.4 9.1 8.1 1.3
認 【改正労働契約法】の 3,251 340 107 87 176 741 1,681 482 86 207 360 108 810 195 83 344 273 57 1.9
知 改正内容まで知っている 100.0 10.5 3.3 2.7 5.4 22.8 51.7 14.8 2.6 6.4 11.1 3.3 24.9 6.0 2.6 10.6 8.4 1.8
度 改正されたことは知っているが 1,383 115 25 32 46 224 484 165 46 116 157 34 325 95 49 128 94 59 1.6
別 内容はよく分からない 100.0 8.3 1.8 2.3 3.3 16.2 35.0 11.9 3.3 8.4 11.4 2.5 23.5 6.9 3.5 9.3 6.8 4.3

知らない・分からない 234 21 3 7 4 38 51 31 5 16 30 1 39 14 22 12 17 15 1.4
100.0 9.0 1.3 3.0 1.7 16.2 21.8 13.2 2.1 6.8 12.8 0.4 16.7 6.0 9.4 5.1 7.3 6.4

無回答 36 4 - 1 2 6 12 3 - 2 7 1 6 1 2 2 3 1 1.5
100.0 11.1 - 2.8 5.6 16.7 33.3 8.3 - 5.6 19.4 2.8 16.7 2.8 5.6 5.6 8.3 2.8

合計（復元） 3,167 285 47 74 122 582 1,147 431 84 254 350 61 643 169 124 265 231 147 1.6
100.0 9.0 1.5 2.3 3.9 18.4 36.2 13.6 2.7 8.0 11.1 1.9 20.3 5.3 3.9 8.4 7.3 4.6

問４,有期契約労働者を、どのような職種で活用していますか（該当すべてに○）。
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○パートタイム契約労働者について
パート
タイム
契約

労働者
を雇用
して
いる

企業計

管理職 専門・
技術職
(医療
関係）

専門・
技術職
(教育
関係）

専門・
技術職
(情報
処理

関係）

専門・
技術職
(その
他）

事務職 販売職
（営業
含む）

サービ
ス職

（介護
関係）

サービ
ス職

（飲食
関係）

サービ
ス職

（その
他）

保安職 製造・
生産

工程職

輸送・
機械

運転職

建設・
採掘職

運搬・
清掃等
労務職

その他 無回答 平均
選択数

合計 4,665 61 151 148 91 540 2,036 411 167 435 612 128 997 155 27 777 497 133 1.6
100.0 1.3 3.2 3.2 2.0 11.6 43.6 8.8 3.6 9.3 13.1 2.7 21.4 3.3 0.6 16.7 10.7 2.9

主 建設業 263 5 3 1 5 46 158 11 5 3 15 8 16 - 22 37 22 11 1.4
な 100.0 1.9 1.1 0.4 1.9 17.5 60.1 4.2 1.9 1.1 5.7 3.0 6.1 - 8.4 14.1 8.4 4.2
業 製造業 1,177 11 20 3 15 104 415 46 4 26 19 19 774 20 - 172 87 42 1.5
種 100.0 0.9 1.7 0.3 1.3 8.8 35.3 3.9 0.3 2.2 1.6 1.6 65.8 1.7 - 14.6 7.4 3.6

電気・ガス・熱供給・水道業 34 1 - - 1 5 20 2 - 2 7 4 - 1 - 1 7 2 1.6
100.0 2.9 - - 2.9 14.7 58.8 5.9 - 5.9 20.6 11.8 - 2.9 - 2.9 20.6 5.9

情報通信業 127 1 1 1 32 23 73 5 - 1 6 2 6 - - 1 14 3 1.3
100.0 0.8 0.8 0.8 25.2 18.1 57.5 3.9 - 0.8 4.7 1.6 4.7 - - 0.8 11.0 2.4

運輸業、郵便業 297 6 1 1 2 19 128 4 3 5 29 8 22 71 - 85 59 7 1.5
100.0 2.0 0.3 0.3 0.7 6.4 43.1 1.3 1.0 1.7 9.8 2.7 7.4 23.9 - 28.6 19.9 2.4

卸売業、小売業 897 7 19 7 9 67 472 229 1 32 103 7 97 30 - 145 112 22 1.5
100.0 0.8 2.1 0.8 1.0 7.5 52.6 25.5 0.1 3.6 11.5 0.8 10.8 3.3 - 16.2 12.5 2.5

金融業、保険業 78 2 - - 1 1 71 7 - 1 6 1 1 - - 5 1 - 1.2
100.0 2.6 - - 1.3 1.3 91.0 9.0 - 1.3 7.7 1.3 1.3 - - 6.4 1.3 -

不動産業、物品賃貸業 79 2 1 1 2 8 44 7 2 6 23 5 2 1 2 14 10 1 1.7
100.0 2.5 1.3 1.3 2.5 10.1 55.7 8.9 2.5 7.6 29.1 6.3 2.5 1.3 2.5 17.7 12.7 1.3

学術研究、専門・技術サービス業 116 4 6 2 4 52 73 3 - 1 2 2 3 - 1 9 9 6 1.6
100.0 3.4 5.2 1.7 3.4 44.8 62.9 2.6 - 0.9 1.7 1.7 2.6 - 0.9 7.8 7.8 5.2

宿泊業、飲食サービス業 307 1 - 2 2 17 59 23 - 257 82 7 21 7 - 42 21 11 1.8
100.0 0.3 - 0.7 0.7 5.5 19.2 7.5 - 83.7 26.7 2.3 6.8 2.3 - 13.7 6.8 3.6

生活関連サービス業、娯楽業 163 1 1 1 1 18 70 25 4 31 100 4 10 4 - 40 9 2 2.0
100.0 0.6 0.6 0.6 0.6 11.0 42.9 15.3 2.5 19.0 61.3 2.5 6.1 2.5 - 24.5 5.5 1.2

教育、学習支援業 160 4 23 102 4 30 68 1 - 6 11 3 - 7 - 19 17 3 1.9
100.0 2.5 14.4 63.8 2.5 18.8 42.5 0.6 - 3.8 6.9 1.9 - 4.4 - 11.9 10.6 1.9

医療、福祉 273 3 67 18 3 55 73 2 142 15 29 9 1 3 - 48 42 4 1.9
100.0 1.1 24.5 6.6 1.1 20.1 26.7 0.7 52.0 5.5 10.6 3.3 0.4 1.1 - 17.6 15.4 1.5

複合サービス業 16 2 1 1 - 1 9 2 - 1 3 1 1 - - 1 3 - 1.6
100.0 12.5 6.3 6.3 - 6.3 56.3 12.5 - 6.3 18.8 6.3 6.3 - - 6.3 18.8 -

その他サービス業 646 11 8 8 9 90 294 43 5 46 173 48 42 11 2 151 76 15 1.6
100.0 1.7 1.2 1.2 1.4 13.9 45.5 6.7 0.8 7.1 26.8 7.4 6.5 1.7 0.3 23.4 11.8 2.3

その他 14 - - - 1 3 3 - - - 2 - - - - 2 6 1 1.3
100.0 - - - 7.1 21.4 21.4 - - - 14.3 - - - - 14.3 42.9 7.1

無回答 18 - - - - 1 6 1 1 2 2 - 1 - - 5 2 3 1.4
100.0 - - - - 5.6 33.3 5.6 5.6 11.1 11.1 - 5.6 - - 27.8 11.1 16.7

サービス業計 1,248 19 16 14 16 178 505 96 9 336 360 62 77 22 3 243 118 34 1.7
100.0 1.5 1.3 1.1 1.3 14.3 40.5 7.7 0.7 26.9 28.8 5.0 6.2 1.8 0.2 19.5 9.5 2.7

製 輸送用機械関連 136 2 4 1 3 10 42 1 - - 1 2 86 3 - 31 10 3 1.5
造 100.0 1.5 2.9 0.7 2.2 7.4 30.9 0.7 - - 0.7 1.5 63.2 2.2 - 22.8 7.4 2.2
業 化学関連 84 - 3 1 - 12 29 5 - 2 2 2 58 1 - 15 8 4 1.7
の 100.0 - 3.6 1.2 - 14.3 34.5 6.0 - 2.4 2.4 2.4 69.0 1.2 - 17.9 9.5 4.8
主 電機・電子関連 187 2 7 - 4 16 63 6 1 1 3 - 131 - - 25 12 10 1.5
な 100.0 1.1 3.7 - 2.1 8.6 33.7 3.2 0.5 0.5 1.6 - 70.1 - - 13.4 6.4 5.3
分 素材関連 39 1 3 - - 6 16 2 - - - 2 21 - - 9 4 - 1.6
野 100.0 2.6 7.7 - - 15.4 41.0 5.1 - - - 5.1 53.8 - - 23.1 10.3 -

その他機械関連 98 2 2 1 1 14 56 - - 2 2 - 51 - - 12 7 2 1.6
100.0 2.0 2.0 1.0 1.0 14.3 57.1 - - 2.0 2.0 - 52.0 - - 12.2 7.1 2.0

食料品関連 165 1 1 - 2 8 51 17 - 13 3 2 136 5 - 22 11 5 1.7
100.0 0.6 0.6 - 1.2 4.8 30.9 10.3 - 7.9 1.8 1.2 82.4 3.0 - 13.3 6.7 3.0

金属関連 126 2 - - - 12 46 5 - - 1 5 77 1 - 23 8 3 1.5
100.0 1.6 - - - 9.5 36.5 4.0 - - 0.8 4.0 61.1 0.8 - 18.3 6.3 2.4

その他製造 336 1 - - 4 26 109 10 3 7 7 6 210 10 - 35 27 14 1.4
100.0 0.3 - - 1.2 7.7 32.4 3.0 0.9 2.1 2.1 1.8 62.5 3.0 - 10.4 8.0 4.2

無回答 6 - - - 1 - 3 - - 1 - - 4 - - - - 1 1.8
100.0 - - - 16.7 - 50.0 - - 16.7 - - 66.7 - - - - 16.7

卸 総合卸 118 1 2 3 2 9 62 15 - 3 7 - 15 3 - 17 18 4 1.4
売 100.0 0.8 1.7 2.5 1.7 7.6 52.5 12.7 - 2.5 5.9 - 12.7 2.5 - 14.4 15.3 3.4
業 専門卸 254 4 1 - 2 18 147 39 1 1 7 3 38 11 - 45 36 4 1.4
、 100.0 1.6 0.4 - 0.8 7.1 57.9 15.4 0.4 0.4 2.8 1.2 15.0 4.3 - 17.7 14.2 1.6
小 その他卸売 110 1 - 2 2 7 58 15 - 4 6 - 22 3 - 21 20 3 1.5
売 100.0 0.9 - 1.8 1.8 6.4 52.7 13.6 - 3.6 5.5 - 20.0 2.7 - 19.1 18.2 2.7
業 総合小売 164 - 2 1 2 13 80 77 - 13 29 2 10 5 - 22 12 5 1.7
の 100.0 - 1.2 0.6 1.2 7.9 48.8 47.0 - 7.9 17.7 1.2 6.1 3.0 - 13.4 7.3 3.0
主 専門小売 165 1 13 1 1 11 86 67 - 7 37 2 6 6 - 23 12 4 1.7
な 100.0 0.6 7.9 0.6 0.6 6.7 52.1 40.6 - 4.2 22.4 1.2 3.6 3.6 - 13.9 7.3 2.4
分 その他小売 75 - - - - 7 38 15 - 3 15 - 3 2 - 16 12 2 1.5
野 100.0 - - - - 9.3 50.7 20.0 - 4.0 20.0 - 4.0 2.7 - 21.3 16.0 2.7

無回答 11 - 1 - - 2 1 1 - 1 2 - 3 - - 1 2 - 1.3
100.0 - 9.1 - - 18.2 9.1 9.1 - 9.1 18.2 - 27.3 - - 9.1 18.2 -

学 学術・研究機関 16 3 5 2 1 14 12 - - - - - - - 1 1 2 - 2.6
術 100.0 18.8 31.3 12.5 6.3 87.5 75.0 - - - - - - - 6.3 6.3 12.5 -
研 学校教育 122 2 20 89 3 19 50 1 - 5 5 2 - 4 - 17 15 2 1.9
究 100.0 1.6 16.4 73.0 2.5 15.6 41.0 0.8 - 4.1 4.1 1.6 - 3.3 - 13.9 12.3 1.6
等 その他教育・学習支援 28 2 1 10 - 9 12 - - 1 5 1 - 1 - 2 1 1 1.7
の 100.0 7.1 3.6 35.7 - 32.1 42.9 - - 3.6 17.9 3.6 - 3.6 - 7.1 3.6 3.6
主 専門・技術サービス 83 1 1 - 3 31 46 2 - 1 2 2 3 - - 5 6 5 1.3
な 100.0 1.2 1.2 - 3.6 37.3 55.4 2.4 - 1.2 2.4 2.4 3.6 - - 6.0 7.2 6.0
分 その他 6 - - - - 2 3 - - - 1 - - 1 - 1 1 - 1.5
野 100.0 - - - - 33.3 50.0 - - - 16.7 - - 16.7 - 16.7 16.7 -

無回答 21 - 2 3 1 7 18 1 - - - - - 1 - 2 1 1 1.8
100.0 - 9.5 14.3 4.8 33.3 85.7 4.8 - - - - - 4.8 - 9.5 4.8 4.8

大学が含まれている 52 1 23 34 1 12 41 1 - 1 1 2 - - - 9 7 1 2.6
100.0 1.9 44.2 65.4 1.9 23.1 78.8 1.9 - 1.9 1.9 3.8 - - - 17.3 13.5 1.9

大学は含まれていない 83 4 2 56 3 20 21 - - 4 4 - - 4 1 9 9 1 1.7
100.0 4.8 2.4 67.5 3.6 24.1 25.3 - - 4.8 4.8 - - 4.8 1.2 10.8 10.8 1.2

無回答 3 - - 1 - 1 - - - - - - - - - - 1 - 1.0
100.0 - - 33.3 - 33.3 - - - - - - - - - - 33.3 -

派 「労働者派遣会社」や 209 6 2 3 5 25 89 9 1 11 47 20 19 2 - 64 18 8 1.6
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 2.9 1.0 1.4 2.4 12.0 42.6 4.3 0.5 5.3 22.5 9.6 9.1 1.0 - 30.6 8.6 3.8
・ 「労働者派遣会社」や 428 4 5 5 4 62 201 32 4 33 123 26 23 8 2 86 58 7 1.6
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 0.9 1.2 1.2 0.9 14.5 47.0 7.5 0.9 7.7 28.7 6.1 5.4 1.9 0.5 20.1 13.6 1.6
負 無回答 9 1 1 - - 3 4 2 - 2 3 2 - 1 - 1 - - 2.2

100.0 11.1 11.1 - - 33.3 44.4 22.2 - 22.2 33.3 22.2 - 11.1 - 11.1 - -
雇 ４９人以下 860 12 11 44 19 101 286 57 29 58 104 19 142 25 11 92 83 50 1.3
用 100.0 1.4 1.3 5.1 2.2 11.7 33.3 6.6 3.4 6.7 12.1 2.2 16.5 2.9 1.3 10.7 9.7 5.8
者 ５０～９９人 1,309 18 28 40 25 140 531 85 50 85 139 22 301 46 4 211 120 36 1.4
数 100.0 1.4 2.1 3.1 1.9 10.7 40.6 6.5 3.8 6.5 10.6 1.7 23.0 3.5 0.3 16.1 9.2 2.8

１００～２９９人 1,525 20 41 34 34 173 668 120 57 163 212 56 374 58 6 305 177 36 1.7
100.0 1.3 2.7 2.2 2.2 11.3 43.8 7.9 3.7 10.7 13.9 3.7 24.5 3.8 0.4 20.0 11.6 2.4

３００～９９９人 577 3 30 16 6 65 320 83 20 68 100 18 109 17 4 96 70 7 1.8
100.0 0.5 5.2 2.8 1.0 11.3 55.5 14.4 3.5 11.8 17.3 3.1 18.9 2.9 0.7 16.6 12.1 1.2

１，０００人以上 308 6 40 11 7 54 192 56 9 47 45 11 57 7 2 55 40 1 2.1
100.0 1.9 13.0 3.6 2.3 17.5 62.3 18.2 2.9 15.3 14.6 3.6 18.5 2.3 0.6 17.9 13.0 0.3

無回答 86 2 1 3 - 7 39 10 2 14 12 2 14 2 - 18 7 3 1.6
100.0 2.3 1.2 3.5 - 8.1 45.3 11.6 2.3 16.3 14.0 2.3 16.3 2.3 - 20.9 8.1 3.5

中小企業（３００人未満）計 3,694 50 80 118 78 414 1,485 262 136 306 455 97 817 129 21 608 380 122 1.5
100.0 1.4 2.2 3.2 2.1 11.2 40.2 7.1 3.7 8.3 12.3 2.6 22.1 3.5 0.6 16.5 10.3 3.3

５０人以上計 3,719 47 139 101 72 432 1,711 344 136 363 496 107 841 128 16 667 407 80 1.7
100.0 1.3 3.7 2.7 1.9 11.6 46.0 9.2 3.7 9.8 13.3 2.9 22.6 3.4 0.4 17.9 10.9 2.2

労 過半数代表の労働組合がある 949 10 42 22 19 134 490 96 12 50 92 30 256 49 4 178 102 19 1.7
働 100.0 1.1 4.4 2.3 2.0 14.1 51.6 10.1 1.3 5.3 9.7 3.2 27.0 5.2 0.4 18.8 10.7 2.0
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 316 8 15 24 5 45 175 30 13 30 41 11 52 13 1 67 38 4 1.8
合 100.0 2.5 4.7 7.6 1.6 14.2 55.4 9.5 4.1 9.5 13.0 3.5 16.5 4.1 0.3 21.2 12.0 1.3
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,235 14 27 40 25 159 517 86 43 109 146 37 306 28 7 190 133 36 1.6
の 100.0 1.1 2.2 3.2 2.0 12.9 41.9 7.0 3.5 8.8 11.8 3.0 24.8 2.3 0.6 15.4 10.8 2.9
有 労働組合も労使協議機関もない 2,115 28 67 60 41 198 831 191 99 239 325 49 378 64 14 329 218 70 1.5
無 100.0 1.3 3.2 2.8 1.9 9.4 39.3 9.0 4.7 11.3 15.4 2.3 17.9 3.0 0.7 15.6 10.3 3.3

無回答 50 1 - 2 1 4 23 8 - 7 8 1 5 1 1 13 6 4 1.8
100.0 2.0 - 4.0 2.0 8.0 46.0 16.0 - 14.0 16.0 2.0 10.0 2.0 2.0 26.0 12.0 8.0

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 154 6 15 10 1 27 98 36 7 22 24 10 20 6 - 27 12 - 2.1
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 3.9 9.7 6.5 0.6 17.5 63.6 23.4 4.5 14.3 15.6 6.5 13.0 3.9 - 17.5 7.8 -
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 576 7 28 17 11 85 317 45 7 29 53 18 163 27 1 122 67 8 1.8
範 組合員になっていない 100.0 1.2 4.9 3.0 1.9 14.8 55.0 7.8 1.2 5.0 9.2 3.1 28.3 4.7 0.2 21.2 11.6 1.4
囲 無回答 535 5 14 19 12 67 250 45 11 29 56 13 125 29 4 96 61 15 1.6

100.0 0.9 2.6 3.6 2.2 12.5 46.7 8.4 2.1 5.4 10.5 2.4 23.4 5.4 0.7 17.9 11.4 2.8
認 【改正労働契約法】の 2,993 41 117 96 63 367 1,462 288 98 254 385 86 655 96 16 522 329 61 1.7
知 改正内容まで知っている 100.0 1.4 3.9 3.2 2.1 12.3 48.8 9.6 3.3 8.5 12.9 2.9 21.9 3.2 0.5 17.4 11.0 2.0
度 改正されたことは知っているが 1,398 16 28 40 21 148 486 106 59 159 193 38 298 52 7 225 141 57 1.5
別 内容はよく分からない 100.0 1.1 2.0 2.9 1.5 10.6 34.8 7.6 4.2 11.4 13.8 2.7 21.3 3.7 0.5 16.1 10.1 4.1

知らない・分からない 241 4 6 11 5 20 79 15 9 19 28 2 37 5 3 27 26 14 1.3
100.0 1.7 2.5 4.6 2.1 8.3 32.8 6.2 3.7 7.9 11.6 0.8 15.4 2.1 1.2 11.2 10.8 5.8

無回答 33 - - 1 2 5 9 2 1 3 6 2 7 2 1 3 1 1 1.4
100.0 - - 3.0 6.1 15.2 27.3 6.1 3.0 9.1 18.2 6.1 21.2 6.1 3.0 9.1 3.0 3.0

合計（復元） 3,079 36 58 106 59 345 1,117 249 104 331 428 66 575 103 22 432 299 134 1.5
100.0 1.2 1.9 3.4 1.9 11.2 36.3 8.1 3.4 10.8 13.9 2.1 18.7 3.3 0.7 14.0 9.7 4.4
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○フルタイム契約労働者について
フル

タイム
契約

労働者
を雇用
して
いる

企業計

管理職 専門・
技術職
(医療
関係）

専門・
技術職
(教育
関係）

専門・
技術職
(情報
処理

関係）

専門・
技術職
(その
他）

事務職 販売職
（営業
含む）

サービ
ス職

（介護
関係）

サービ
ス職

（飲食
関係）

サービ
ス職

（その
他）

保安職 製造・
生産

工程職

輸送・
機械

運転職

建設・
採掘職

運搬・
清掃等
労務職

その他 無回答

合計 4,904 81 53 83 120 528 960 333 108 211 331 54 966 188 118 211 223 336
100.0 1.7 1.1 1.7 2.4 10.8 19.6 6.8 2.2 4.3 6.7 1.1 19.7 3.8 2.4 4.3 4.5 6.9

主 建設業 346 12 1 - 2 81 61 8 3 2 6 3 15 3 105 3 10 31
な 100.0 3.5 0.3 - 0.6 23.4 17.6 2.3 0.9 0.6 1.7 0.9 4.3 0.9 30.3 0.9 2.9 9.0
業 製造業 1,251 21 3 - 7 84 126 23 - 5 4 7 831 18 4 18 25 75
種 100.0 1.7 0.2 - 0.6 6.7 10.1 1.8 - 0.4 0.3 0.6 66.4 1.4 0.3 1.4 2.0 6.0

電気・ガス・熱供給・水道業 40 - - - - 14 11 3 - - 2 1 1 1 1 1 1 4
100.0 - - - - 35.0 27.5 7.5 - - 5.0 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 10.0

情報通信業 206 3 1 - 78 28 55 12 - - 6 - 1 - - - 13 9
100.0 1.5 0.5 - 37.9 13.6 26.7 5.8 - - 2.9 - 0.5 - - - 6.3 4.4

運輸業、郵便業 323 5 2 - 2 11 49 4 - 4 12 - 15 121 - 45 29 24
100.0 1.5 0.6 - 0.6 3.4 15.2 1.2 - 1.2 3.7 - 4.6 37.5 - 13.9 9.0 7.4

卸売業、小売業 897 14 12 4 4 70 244 234 2 8 46 4 44 34 2 46 57 72
100.0 1.6 1.3 0.4 0.4 7.8 27.2 26.1 0.2 0.9 5.1 0.4 4.9 3.8 0.2 5.1 6.4 8.0

金融業、保険業 65 3 - - - 1 47 2 - - 2 - 1 1 - 1 2 5
100.0 4.6 - - - 1.5 72.3 3.1 - - 3.1 - 1.5 1.5 - 1.5 3.1 7.7

不動産業、物品賃貸業 86 3 - - - 9 42 6 - 2 9 - 2 - 1 3 5 4
100.0 3.5 - - - 10.5 48.8 7.0 - 2.3 10.5 - 2.3 - 1.2 3.5 5.8 4.7

学術研究、専門・技術サービス業 144 2 1 1 6 64 39 - - - 5 1 2 - 1 3 9 10
100.0 1.4 0.7 0.7 4.2 44.4 27.1 - - - 3.5 0.7 1.4 - 0.7 2.1 6.3 6.9

宿泊業、飲食サービス業 277 3 - - - 11 6 14 - 176 31 1 6 - - 3 2 24
100.0 1.1 - - - 4.0 2.2 5.1 - 63.5 11.2 0.4 2.2 - - 1.1 0.7 8.7

生活関連サービス業、娯楽業 142 1 1 - 1 7 21 9 1 4 62 3 7 - 1 9 5 10
100.0 0.7 0.7 - 0.7 4.9 14.8 6.3 0.7 2.8 43.7 2.1 4.9 - 0.7 6.3 3.5 7.0

教育、学習支援業 131 1 3 63 - 8 37 1 - - 4 - - 1 - 3 3 7
100.0 0.8 2.3 48.1 - 6.1 28.2 0.8 - - 3.1 - - 0.8 - 2.3 2.3 5.3

医療、福祉 243 2 26 11 - 42 18 - 101 3 13 1 1 - - 2 10 13
100.0 0.8 10.7 4.5 - 17.3 7.4 - 41.6 1.2 5.3 0.4 0.4 - - 0.8 4.1 5.3

複合サービス業 19 1 - - - 1 12 1 - - 1 - 1 - - - 1 1
100.0 5.3 - - - 5.3 63.2 5.3 - - 5.3 - 5.3 - - - 5.3 5.3

その他サービス業 700 9 3 4 18 92 185 15 1 7 127 33 36 9 2 70 46 43
100.0 1.3 0.4 0.6 2.6 13.1 26.4 2.1 0.1 1.0 18.1 4.7 5.1 1.3 0.3 10.0 6.6 6.1

その他 14 - - - 1 4 3 - - - - - - - - 1 5 -
100.0 - - - 7.1 28.6 21.4 - - - - - - - - 7.1 35.7 -

無回答 20 1 - - 1 1 4 1 - - 1 - 3 - 1 3 - 4
100.0 5.0 - - 5.0 5.0 20.0 5.0 - - 5.0 - 15.0 - 5.0 15.0 - 20.0

サービス業計 1,282 16 5 5 25 175 263 39 2 187 226 38 52 9 4 85 63 88
100.0 1.2 0.4 0.4 2.0 13.7 20.5 3.0 0.2 14.6 17.6 3.0 4.1 0.7 0.3 6.6 4.9 6.9

製 輸送用機械関連 154 3 - - 2 7 7 1 - - - 2 118 1 - 2 1 10
造 100.0 1.9 - - 1.3 4.5 4.5 0.6 - - - 1.3 76.6 0.6 - 1.3 0.6 6.5
業 化学関連 97 2 1 - - 6 17 2 - - - 1 57 1 - 1 5 4
の 100.0 2.1 1.0 - - 6.2 17.5 2.1 - - - 1.0 58.8 1.0 - 1.0 5.2 4.1
主 電機・電子関連 194 6 1 - - 20 15 6 - - - 2 125 - - 2 4 13
な 100.0 3.1 0.5 - - 10.3 7.7 3.1 - - - 1.0 64.4 - - 1.0 2.1 6.7
分 素材関連 45 1 - - - 1 6 - - - - - 31 1 1 1 - 3
野 100.0 2.2 - - - 2.2 13.3 - - - - - 68.9 2.2 2.2 2.2 - 6.7

その他機械関連 99 2 - - - 16 20 2 - - 2 - 44 1 - 1 4 7
100.0 2.0 - - - 16.2 20.2 2.0 - - 2.0 - 44.4 1.0 - 1.0 4.0 7.1

食料品関連 171 1 - - 1 3 10 7 - 3 - - 133 - - 3 2 8
100.0 0.6 - - 0.6 1.8 5.8 4.1 - 1.8 - - 77.8 - - 1.8 1.2 4.7

金属関連 134 3 1 - 1 9 8 1 - 1 - 1 94 2 2 2 2 7
100.0 2.2 0.7 - 0.7 6.7 6.0 0.7 - 0.7 - 0.7 70.1 1.5 1.5 1.5 1.5 5.2

その他製造 350 3 - - 3 21 39 4 - 1 2 1 228 12 1 6 7 22
100.0 0.9 - - 0.9 6.0 11.1 1.1 - 0.3 0.6 0.3 65.1 3.4 0.3 1.7 2.0 6.3

無回答 7 - - - - 1 4 - - - - - 1 - - - - 1
100.0 - - - - 14.3 57.1 - - - - - 14.3 - - - - 14.3

卸 総合卸 129 1 1 - - 9 34 32 - 2 5 - 7 5 - 10 14 9
売 100.0 0.8 0.8 - - 7.0 26.4 24.8 - 1.6 3.9 - 5.4 3.9 - 7.8 10.9 7.0
業 専門卸 284 6 2 1 1 25 86 47 1 - 5 4 20 21 1 11 23 30
、 100.0 2.1 0.7 0.4 0.4 8.8 30.3 16.5 0.4 - 1.8 1.4 7.0 7.4 0.4 3.9 8.1 10.6
小 その他卸売 113 4 1 2 - 8 33 29 - 1 1 - 10 3 - 9 7 5
売 100.0 3.5 0.9 1.8 - 7.1 29.2 25.7 - 0.9 0.9 - 8.8 2.7 - 8.0 6.2 4.4
業 総合小売 147 1 1 - 1 9 31 66 - 3 13 - 1 - 1 3 3 14
の 100.0 0.7 0.7 - 0.7 6.1 21.1 44.9 - 2.0 8.8 - 0.7 - 0.7 2.0 2.0 9.5
主 専門小売 150 1 7 1 1 13 37 48 1 1 14 - 2 4 - 8 4 8
な 100.0 0.7 4.7 0.7 0.7 8.7 24.7 32.0 0.7 0.7 9.3 - 1.3 2.7 - 5.3 2.7 5.3
分 その他小売 66 1 - - 1 6 21 11 - - 7 - 2 1 - 5 6 5
野 100.0 1.5 - - 1.5 9.1 31.8 16.7 - - 10.6 - 3.0 1.5 - 7.6 9.1 7.6

無回答 8 - - - - - 2 1 - 1 1 - 2 - - - - 1
100.0 - - - - - 25.0 12.5 - 12.5 12.5 - 25.0 - - - - 12.5

学 学術・研究機関 19 - 1 1 - 9 5 - - - - - - - - - 2 1
術 100.0 - 5.3 5.3 - 47.4 26.3 - - - - - - - - - 10.5 5.3
研 学校教育 98 - 2 52 - 4 26 - - - 2 - - - - 3 4 5
究 100.0 - 2.0 53.1 - 4.1 26.5 - - - 2.0 - - - - 3.1 4.1 5.1
等 その他教育・学習支援 24 1 1 8 - 4 6 1 - - 1 - - 1 - - - 1
の 100.0 4.2 4.2 33.3 - 16.7 25.0 4.2 - - 4.2 - - 4.2 - - - 4.2
主 専門・技術サービス 102 2 - - 6 44 26 - - - 4 1 2 - 1 3 4 9
な 100.0 2.0 - - 5.9 43.1 25.5 - - - 3.9 1.0 2.0 - 1.0 2.9 3.9 8.8
分 その他 8 - - 1 - 4 1 - - - 2 - - - - - - -
野 100.0 - - 12.5 - 50.0 12.5 - - - 25.0 - - - - - - -

無回答 24 - - 2 - 7 12 - - - - - - - - - 2 1
100.0 - - 8.3 - 29.2 50.0 - - - - - - - - - 8.3 4.2

大学が含まれている 50 - 3 17 - 2 23 - - - 1 - - - - 1 2 1
100.0 - 6.0 34.0 - 4.0 46.0 - - - 2.0 - - - - 2.0 4.0 2.0

大学は含まれていない 65 - - 35 - 11 8 - - - 1 - - - - 2 3 5
100.0 - - 53.8 - 16.9 12.3 - - - 1.5 - - - - 3.1 4.6 7.7

無回答 2 - - 1 - - - - - - - - - - - - 1 -
100.0 - - 50.0 - - - - - - - - - - - - 50.0 -

派 「労働者派遣会社」や 236 4 1 1 9 32 45 5 1 2 36 18 19 2 1 27 15 18
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 1.7 0.4 0.4 3.8 13.6 19.1 2.1 0.4 0.8 15.3 7.6 8.1 0.8 0.4 11.4 6.4 7.6
・ 「労働者派遣会社」や 454 5 2 2 9 59 137 10 - 5 88 15 17 7 1 42 31 24
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 1.1 0.4 0.4 2.0 13.0 30.2 2.2 - 1.1 19.4 3.3 3.7 1.5 0.2 9.3 6.8 5.3
負 無回答 10 - - 1 - 1 3 - - - 3 - - - - 1 - 1

100.0 - - 10.0 - 10.0 30.0 - - - 30.0 - - - - 10.0 - 10.0
雇 ４９人以下 914 22 6 23 25 110 156 66 21 29 55 7 132 31 52 39 51 89
用 100.0 2.4 0.7 2.5 2.7 12.0 17.1 7.2 2.3 3.2 6.0 0.8 14.4 3.4 5.7 4.3 5.6 9.7
者 ５０～９９人 1,408 31 16 27 40 164 273 84 35 43 91 11 301 67 38 46 51 90
数 100.0 2.2 1.1 1.9 2.8 11.6 19.4 6.0 2.5 3.1 6.5 0.8 21.4 4.8 2.7 3.3 3.6 6.4

１００～２９９人 1,597 19 16 22 42 170 303 91 36 67 105 26 360 61 18 80 79 102
100.0 1.2 1.0 1.4 2.6 10.6 19.0 5.7 2.3 4.2 6.6 1.6 22.5 3.8 1.1 5.0 4.9 6.4

３００～９９９人 580 6 6 6 9 48 132 51 12 40 54 8 108 18 3 25 25 29
100.0 1.0 1.0 1.0 1.6 8.3 22.8 8.8 2.1 6.9 9.3 1.4 18.6 3.1 0.5 4.3 4.3 5.0

１，０００人以上 314 - 8 3 1 34 72 35 4 28 19 2 47 8 3 16 12 22
100.0 - 2.5 1.0 0.3 10.8 22.9 11.1 1.3 8.9 6.1 0.6 15.0 2.5 1.0 5.1 3.8 7.0

無回答 91 3 1 2 3 2 24 6 - 4 7 - 18 3 4 5 5 4
100.0 3.3 1.1 2.2 3.3 2.2 26.4 6.6 - 4.4 7.7 - 19.8 3.3 4.4 5.5 5.5 4.4

中小企業（３００人未満）計 3,919 72 38 72 107 444 732 241 92 139 251 44 793 159 108 165 181 281
100.0 1.8 1.0 1.8 2.7 11.3 18.7 6.1 2.3 3.5 6.4 1.1 20.2 4.1 2.8 4.2 4.6 7.2

５０人以上計 3,899 56 46 58 92 416 780 261 87 178 269 47 816 154 62 167 167 243
100.0 1.4 1.2 1.5 2.4 10.7 20.0 6.7 2.2 4.6 6.9 1.2 20.9 3.9 1.6 4.3 4.3 6.2

労 過半数代表の労働組合がある 1,080 14 9 9 12 116 253 66 6 24 46 12 292 60 16 44 47 54
働 100.0 1.3 0.8 0.8 1.1 10.7 23.4 6.1 0.6 2.2 4.3 1.1 27.0 5.6 1.5 4.1 4.4 5.0
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 314 2 2 18 4 36 69 19 8 12 14 5 55 20 3 17 15 15
合 100.0 0.6 0.6 5.7 1.3 11.5 22.0 6.1 2.5 3.8 4.5 1.6 17.5 6.4 1.0 5.4 4.8 4.8
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,305 21 14 23 46 153 254 66 31 43 82 15 291 43 27 45 59 92
の 100.0 1.6 1.1 1.8 3.5 11.7 19.5 5.1 2.4 3.3 6.3 1.1 22.3 3.3 2.1 3.4 4.5 7.0
有 労働組合も労使協議機関もない 2,155 42 28 32 58 219 378 178 63 130 185 22 317 65 68 103 101 166
無 100.0 1.9 1.3 1.5 2.7 10.2 17.5 8.3 2.9 6.0 8.6 1.0 14.7 3.0 3.2 4.8 4.7 7.7

無回答 50 2 - 1 - 4 6 4 - 2 4 - 11 - 4 2 1 9
100.0 4.0 - 2.0 - 8.0 12.0 8.0 - 4.0 8.0 - 22.0 - 8.0 4.0 2.0 18.0

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 157 1 2 4 1 14 41 20 4 10 12 2 15 9 - 7 5 10
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 0.6 1.3 2.5 0.6 8.9 26.1 12.7 2.5 6.4 7.6 1.3 9.6 5.7 - 4.5 3.2 6.4
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 623 7 3 11 5 77 149 28 3 13 22 9 172 31 8 25 27 33
範 組合員になっていない 100.0 1.1 0.5 1.8 0.8 12.4 23.9 4.5 0.5 2.1 3.5 1.4 27.6 5.0 1.3 4.0 4.3 5.3
囲 無回答 614 8 6 12 10 61 132 37 7 13 26 6 160 40 11 29 30 26

100.0 1.3 1.0 2.0 1.6 9.9 21.5 6.0 1.1 2.1 4.2 1.0 26.1 6.5 1.8 4.7 4.9 4.2
認 【改正労働契約法】の 3,251 51 34 52 89 361 720 226 66 126 197 36 652 106 59 142 144 190
知 改正内容まで知っている 100.0 1.6 1.0 1.6 2.7 11.1 22.1 7.0 2.0 3.9 6.1 1.1 20.1 3.3 1.8 4.4 4.4 5.8
度 改正されたことは知っているが 1,383 22 17 24 27 137 212 88 38 72 107 17 276 68 37 60 63 118
別 内容はよく分からない 100.0 1.6 1.2 1.7 2.0 9.9 15.3 6.4 2.7 5.2 7.7 1.2 20.0 4.9 2.7 4.3 4.6 8.5

知らない・分からない 234 6 2 6 2 25 24 18 4 11 21 1 33 14 21 8 14 24
100.0 2.6 0.9 2.6 0.9 10.7 10.3 7.7 1.7 4.7 9.0 0.4 14.1 6.0 9.0 3.4 6.0 10.3

無回答 36 2 - 1 2 5 4 1 - 2 6 - 5 - 1 1 2 4
100.0 5.6 - 2.8 5.6 13.9 11.1 2.8 - 5.6 16.7 - 13.9 - 2.8 2.8 5.6 11.1

合計（復元） 3,167 59 26 58 76 345 536 255 73 172 226 21 536 123 103 127 158 272
100.0 1.9 0.8 1.8 2.4 10.9 16.9 8.1 2.3 5.4 7.1 0.7 16.9 3.9 3.3 4.0 5.0 8.6

問４,また、活用している職種のうち、人数がもっとも多いものは何ですか（数値を記入）。
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○パートタイム契約労働者について
パート
タイム
契約

労働者
を雇用
して
いる

企業計

管理職 専門・
技術職
(医療
関係）

専門・
技術職
(教育
関係）

専門・
技術職
(情報
処理

関係）

専門・
技術職
(その
他）

事務職 販売職
（営業
含む）

サービ
ス職

（介護
関係）

サービ
ス職

（飲食
関係）

サービ
ス職

（その
他）

保安職 製造・
生産

工程職

輸送・
機械

運転職

建設・
採掘職

運搬・
清掃等
労務職

その他 無回答

合計 4,665 21 65 112 53 276 1,056 235 126 273 400 51 816 83 22 431 329 316
100.0 0.5 1.4 2.4 1.1 5.9 22.6 5.0 2.7 5.9 8.6 1.1 17.5 1.8 0.5 9.2 7.1 6.8

主 建設業 263 2 2 1 2 31 112 7 4 1 11 3 12 - 20 23 14 18
な 100.0 0.8 0.8 0.4 0.8 11.8 42.6 2.7 1.5 0.4 4.2 1.1 4.6 - 7.6 8.7 5.3 6.8
業 製造業 1,177 6 5 1 7 42 173 10 2 19 9 4 666 10 - 81 50 92
種 100.0 0.5 0.4 0.1 0.6 3.6 14.7 0.8 0.2 1.6 0.8 0.3 56.6 0.8 - 6.9 4.2 7.8

電気・ガス・熱供給・水道業 34 - - - - 2 12 - - 2 6 4 - - - - 5 3
100.0 - - - - 5.9 35.3 - - 5.9 17.6 11.8 - - - - 14.7 8.8

情報通信業 127 1 1 - 22 13 60 1 - - 4 1 4 - - - 14 6
100.0 0.8 0.8 - 17.3 10.2 47.2 0.8 - - 3.1 0.8 3.1 - - - 11.0 4.7

運輸業、郵便業 297 1 - 1 1 7 70 3 3 4 15 3 14 50 - 59 47 19
100.0 0.3 - 0.3 0.3 2.4 23.6 1.0 1.0 1.3 5.1 1.0 4.7 16.8 - 19.9 15.8 6.4

卸売業、小売業 897 2 13 5 8 30 253 175 1 14 69 4 74 11 - 89 88 61
100.0 0.2 1.4 0.6 0.9 3.3 28.2 19.5 0.1 1.6 7.7 0.4 8.2 1.2 - 9.9 9.8 6.8

金融業、保険業 78 1 - - 1 - 61 1 - 1 4 - 1 - - 4 1 3
100.0 1.3 - - 1.3 - 78.2 1.3 - 1.3 5.1 - 1.3 - - 5.1 1.3 3.8

不動産業、物品賃貸業 79 - - - 2 2 31 4 - 2 16 1 2 - - 9 8 2
100.0 - - - 2.5 2.5 39.2 5.1 - 2.5 20.3 1.3 2.5 - - 11.4 10.1 2.5

学術研究、専門・技術サービス業 116 1 3 2 2 40 40 2 - 1 1 1 2 - 1 5 5 10
100.0 0.9 2.6 1.7 1.7 34.5 34.5 1.7 - 0.9 0.9 0.9 1.7 - 0.9 4.3 4.3 8.6

宿泊業、飲食サービス業 307 - - 2 - 3 2 7 - 197 36 1 4 2 - 20 9 24
100.0 - - 0.7 - 1.0 0.7 2.3 - 64.2 11.7 0.3 1.3 0.7 - 6.5 2.9 7.8

生活関連サービス業、娯楽業 163 - - 1 - 9 20 7 1 6 77 2 7 1 - 16 6 10
100.0 - - 0.6 - 5.5 12.3 4.3 0.6 3.7 47.2 1.2 4.3 0.6 - 9.8 3.7 6.1

教育、学習支援業 160 1 5 84 2 9 29 - - - 9 - - 1 - 2 8 10
100.0 0.6 3.1 52.5 1.3 5.6 18.1 - - - 5.6 - - 0.6 - 1.3 5.0 6.3

医療、福祉 273 - 33 12 - 36 16 - 115 6 19 - - 2 - 8 13 13
100.0 - 12.1 4.4 - 13.2 5.9 - 42.1 2.2 7.0 - - 0.7 - 2.9 4.8 4.8

複合サービス業 16 1 - - - 1 4 2 - - 2 1 1 - - - 3 1
100.0 6.3 - - - 6.3 25.0 12.5 - - 12.5 6.3 6.3 - - - 18.8 6.3

その他サービス業 646 5 3 3 5 47 168 16 - 19 119 26 29 6 1 110 51 38
100.0 0.8 0.5 0.5 0.8 7.3 26.0 2.5 - 2.9 18.4 4.0 4.5 0.9 0.2 17.0 7.9 5.9

その他 14 - - - 1 3 2 - - - 1 - - - - 1 5 1
100.0 - - - 7.1 21.4 14.3 - - - 7.1 - - - - 7.1 35.7 7.1

無回答 18 - - - - 1 3 - - 1 2 - - - - 4 2 5
100.0 - - - - 5.6 16.7 - - 5.6 11.1 - - - - 22.2 11.1 27.8

サービス業計 1,248 7 6 8 7 100 234 34 1 223 235 31 43 9 2 151 74 83
100.0 0.6 0.5 0.6 0.6 8.0 18.8 2.7 0.1 17.9 18.8 2.5 3.4 0.7 0.2 12.1 5.9 6.7

製 輸送用機械関連 136 - 1 1 2 5 13 - - - - - 73 2 - 22 5 12
造 100.0 - 0.7 0.7 1.5 3.7 9.6 - - - - - 53.7 1.5 - 16.2 3.7 8.8
業 化学関連 84 - - - - 4 14 1 - 1 1 - 51 - - 5 2 5
の 100.0 - - - - 4.8 16.7 1.2 - 1.2 1.2 - 60.7 - - 6.0 2.4 6.0
主 電機・電子関連 187 2 2 - 3 8 18 1 1 1 1 - 111 - - 11 9 19
な 100.0 1.1 1.1 - 1.6 4.3 9.6 0.5 0.5 0.5 0.5 - 59.4 - - 5.9 4.8 10.2
分 素材関連 39 - 2 - - - 10 1 - - - 1 16 - - 2 4 3
野 100.0 - 5.1 - - - 25.6 2.6 - - - 2.6 41.0 - - 5.1 10.3 7.7

その他機械関連 98 1 - - - 4 37 - - - - - 42 - - 6 2 6
100.0 1.0 - - - 4.1 37.8 - - - - - 42.9 - - 6.1 2.0 6.1

食料品関連 165 - - - - 1 9 3 - 11 1 - 120 1 - 5 5 9
100.0 - - - - 0.6 5.5 1.8 - 6.7 0.6 - 72.7 0.6 - 3.0 3.0 5.5

金属関連 126 2 - - - 6 21 2 - - - 1 66 1 - 13 5 9
100.0 1.6 - - - 4.8 16.7 1.6 - - - 0.8 52.4 0.8 - 10.3 4.0 7.1

その他製造 336 1 - - 2 14 50 2 1 6 6 2 184 6 - 17 18 27
100.0 0.3 - - 0.6 4.2 14.9 0.6 0.3 1.8 1.8 0.6 54.8 1.8 - 5.1 5.4 8.0

無回答 6 - - - - - 1 - - - - - 3 - - - - 2
100.0 - - - - - 16.7 - - - - - 50.0 - - - - 33.3

卸 総合卸 118 1 2 2 2 6 39 12 - 3 5 - 13 1 - 10 17 5
売 100.0 0.8 1.7 1.7 1.7 5.1 33.1 10.2 - 2.5 4.2 - 11.0 0.8 - 8.5 14.4 4.2
業 専門卸 254 - 1 - 2 11 100 22 1 1 4 3 29 4 - 32 29 15
、 100.0 - 0.4 - 0.8 4.3 39.4 8.7 0.4 0.4 1.6 1.2 11.4 1.6 - 12.6 11.4 5.9
小 その他卸売 110 1 - 2 1 2 34 9 - 2 5 - 19 2 - 13 13 7
売 100.0 0.9 - 1.8 0.9 1.8 30.9 8.2 - 1.8 4.5 - 17.3 1.8 - 11.8 11.8 6.4
業 総合小売 164 - 1 - 2 5 28 64 - 4 15 - 5 1 - 10 11 18
の 100.0 - 0.6 - 1.2 3.0 17.1 39.0 - 2.4 9.1 - 3.0 0.6 - 6.1 6.7 11.0
主 専門小売 165 - 8 1 1 2 28 57 - 1 26 1 3 2 - 16 8 11
な 100.0 - 4.8 0.6 0.6 1.2 17.0 34.5 - 0.6 15.8 0.6 1.8 1.2 - 9.7 4.8 6.7
分 その他小売 75 - - - - 3 23 11 - 2 12 - 2 1 - 8 8 5
野 100.0 - - - - 4.0 30.7 14.7 - 2.7 16.0 - 2.7 1.3 - 10.7 10.7 6.7

無回答 11 - 1 - - 1 1 - - 1 2 - 3 - - - 2 -
100.0 - 9.1 - - 9.1 9.1 - - 9.1 18.2 - 27.3 - - - 18.2 -

学 学術・研究機関 16 - - 1 - 9 3 - - - - - - - 1 - 1 1
術 100.0 - - 6.3 - 56.3 18.8 - - - - - - - 6.3 - 6.3 6.3
研 学校教育 122 1 5 74 1 4 15 - - - 4 - - - - 2 8 8
究 100.0 0.8 4.1 60.7 0.8 3.3 12.3 - - - 3.3 - - - - 1.6 6.6 6.6
等 その他教育・学習支援 28 - 1 9 - 5 7 - - - 4 - - - - - - 2
の 100.0 - 3.6 32.1 - 17.9 25.0 - - - 14.3 - - - - - - 7.1
主 専門・技術サービス 83 1 1 - 2 25 31 2 - 1 1 1 2 - - 4 4 8
な 100.0 1.2 1.2 - 2.4 30.1 37.3 2.4 - 1.2 1.2 1.2 2.4 - - 4.8 4.8 9.6
分 その他 6 - - - - 1 2 - - - 1 - - 1 - 1 - -
野 100.0 - - - - 16.7 33.3 - - - 16.7 - - 16.7 - 16.7 - -

無回答 21 - 1 2 1 5 11 - - - - - - - - - - 1
100.0 - 4.8 9.5 4.8 23.8 52.4 - - - - - - - - - - 4.8

大学が含まれている 52 - 5 23 - - 16 - - - - - - - - 1 2 5
100.0 - 9.6 44.2 - - 30.8 - - - - - - - - 1.9 3.8 9.6

大学は含まれていない 83 1 - 51 1 12 2 - - - 4 - - - 1 1 6 4
100.0 1.2 - 61.4 1.2 14.5 2.4 - - - 4.8 - - - 1.2 1.2 7.2 4.8

無回答 3 - - 1 - 1 - - - - - - - - - - 1 -
100.0 - - 33.3 - 33.3 - - - - - - - - - - 33.3 -

派 「労働者派遣会社」や 209 3 2 1 1 12 53 3 - 6 28 12 13 - - 45 13 17
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 1.4 1.0 0.5 0.5 5.7 25.4 1.4 - 2.9 13.4 5.7 6.2 - - 21.5 6.2 8.1
・ 「労働者派遣会社」や 428 2 1 2 4 34 115 13 - 11 90 12 16 5 1 64 38 20
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 0.5 0.2 0.5 0.9 7.9 26.9 3.0 - 2.6 21.0 2.8 3.7 1.2 0.2 15.0 8.9 4.7
負 無回答 9 - - - - 1 - - - 2 1 2 - 1 - 1 - 1

100.0 - - - - 11.1 - - - 22.2 11.1 22.2 - 11.1 - 11.1 - 11.1
雇 ４９人以下 860 7 6 37 16 63 189 35 28 37 77 8 120 18 11 60 67 81
用 100.0 0.8 0.7 4.3 1.9 7.3 22.0 4.1 3.3 4.3 9.0 0.9 14.0 2.1 1.3 7.0 7.8 9.4
者 ５０～９９人 1,309 7 13 36 11 86 315 49 42 52 105 11 260 27 3 133 80 79
数 100.0 0.5 1.0 2.8 0.8 6.6 24.1 3.7 3.2 4.0 8.0 0.8 19.9 2.1 0.2 10.2 6.1 6.0

１００～２９９人 1,525 6 20 22 22 82 331 61 41 97 124 23 299 30 5 154 106 102
100.0 0.4 1.3 1.4 1.4 5.4 21.7 4.0 2.7 6.4 8.1 1.5 19.6 2.0 0.3 10.1 7.0 6.7

３００～９９９人 577 - 11 12 4 24 129 51 12 45 60 7 87 6 2 51 48 28
100.0 - 1.9 2.1 0.7 4.2 22.4 8.8 2.1 7.8 10.4 1.2 15.1 1.0 0.3 8.8 8.3 4.9

１，０００人以上 308 - 15 3 - 19 73 34 3 31 23 1 40 - 1 24 22 19
100.0 - 4.9 1.0 - 6.2 23.7 11.0 1.0 10.1 7.5 0.3 13.0 - 0.3 7.8 7.1 6.2

無回答 86 1 - 2 - 2 19 5 - 11 11 1 10 2 - 9 6 7
100.0 1.2 - 2.3 - 2.3 22.1 5.8 - 12.8 12.8 1.2 11.6 2.3 - 10.5 7.0 8.1

中小企業（３００人未満）計 3,694 20 39 95 49 231 835 145 111 186 306 42 679 75 19 347 253 262
100.0 0.5 1.1 2.6 1.3 6.3 22.6 3.9 3.0 5.0 8.3 1.1 18.4 2.0 0.5 9.4 6.8 7.1

５０人以上計 3,719 13 59 73 37 211 848 195 98 225 312 42 686 63 11 362 256 228
100.0 0.3 1.6 2.0 1.0 5.7 22.8 5.2 2.6 6.1 8.4 1.1 18.4 1.7 0.3 9.7 6.9 6.1

労 過半数代表の労働組合がある 949 2 17 13 9 54 246 53 7 35 52 8 209 26 2 101 63 52
働 100.0 0.2 1.8 1.4 0.9 5.7 25.9 5.6 0.7 3.7 5.5 0.8 22.0 2.7 0.2 10.6 6.6 5.5
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 316 2 - 19 1 17 80 12 10 17 28 6 43 7 1 31 24 18
合 100.0 0.6 - 6.0 0.3 5.4 25.3 3.8 3.2 5.4 8.9 1.9 13.6 2.2 0.3 9.8 7.6 5.7
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,235 6 15 33 17 92 275 37 33 58 90 14 250 18 4 107 84 102
の 100.0 0.5 1.2 2.7 1.4 7.4 22.3 3.0 2.7 4.7 7.3 1.1 20.2 1.5 0.3 8.7 6.8 8.3
有 労働組合も労使協議機関もない 2,115 11 33 45 26 110 449 128 76 159 225 23 312 32 14 187 153 132
無 100.0 0.5 1.6 2.1 1.2 5.2 21.2 6.1 3.6 7.5 10.6 1.1 14.8 1.5 0.7 8.8 7.2 6.2

無回答 50 - - 2 - 3 6 5 - 4 5 - 2 - 1 5 5 12
100.0 - - 4.0 - 6.0 12.0 10.0 - 8.0 10.0 - 4.0 - 2.0 10.0 10.0 24.0

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 154 - 3 5 - 6 30 25 4 14 17 4 12 2 - 11 10 11
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 - 1.9 3.2 - 3.9 19.5 16.2 2.6 9.1 11.0 2.6 7.8 1.3 - 7.1 6.5 7.1
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 576 2 11 12 4 41 155 18 4 19 28 5 134 9 1 60 45 28
範 組合員になっていない 100.0 0.3 1.9 2.1 0.7 7.1 26.9 3.1 0.7 3.3 4.9 0.9 23.3 1.6 0.2 10.4 7.8 4.9
囲 無回答 535 2 3 15 6 24 141 22 9 19 35 5 106 22 2 61 32 31

100.0 0.4 0.6 2.8 1.1 4.5 26.4 4.1 1.7 3.6 6.5 0.9 19.8 4.1 0.4 11.4 6.0 5.8
認 【改正労働契約法】の 2,993 14 50 69 34 175 743 159 71 152 237 34 539 42 11 281 204 178
知 改正内容まで知っている 100.0 0.5 1.7 2.3 1.1 5.8 24.8 5.3 2.4 5.1 7.9 1.1 18.0 1.4 0.4 9.4 6.8 5.9
度 改正されたことは知っているが 1,398 5 12 34 14 87 254 63 47 105 134 15 244 35 7 130 104 108
別 内容はよく分からない 100.0 0.4 0.9 2.4 1.0 6.2 18.2 4.5 3.4 7.5 9.6 1.1 17.5 2.5 0.5 9.3 7.4 7.7

知らない・分からない 241 2 3 9 3 11 56 12 7 13 23 2 28 5 3 17 20 27
100.0 0.8 1.2 3.7 1.2 4.6 23.2 5.0 2.9 5.4 9.5 0.8 11.6 2.1 1.2 7.1 8.3 11.2

無回答 33 - - - 2 3 3 1 1 3 6 - 5 1 1 3 1 3
100.0 - - - 6.1 9.1 9.1 3.0 3.0 9.1 18.2 - 15.2 3.0 3.0 9.1 3.0 9.1

合計（復元） 3,079 15 29 89 43 195 648 152 92 209 294 25 477 63 21 253 220 254
100.0 0.5 0.9 2.9 1.4 6.3 21.0 4.9 3.0 6.8 9.5 0.8 15.5 2.0 0.7 8.2 7.1 8.2
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○フルタイム契約労働者について ○パートタイム契約労働者について
フル

タイム
契約

労働者
を雇用
して
いる

企業計

３ヶ月
未満

３ヶ月 ３ヶ月
超～

６ヶ月
未満

６ヶ月 ６ヶ月
超～
１年
未満

１年 １年超
～３年
未満

３年
以上

無回答 パート
タイム
契約

労働者
を雇用
して
いる

企業計

３ヶ月
未満

３ヶ月 ３ヶ月
超～

６ヶ月
未満

６ヶ月 ６ヶ月
超～
１年
未満

１年 １年超
～３年
未満

３年
以上

無回答

合計 4,904 61 267 86 661 292 2,982 175 210 170 4,665 115 323 100 831 359 2,420 139 195 183
100.0 1.2 5.4 1.8 13.5 6.0 60.8 3.6 4.3 3.5 100.0 2.5 6.9 2.1 17.8 7.7 51.9 3.0 4.2 3.9

主 建設業 346 5 9 7 32 39 210 11 17 16 263 3 6 3 27 19 159 14 17 15
な 100.0 1.4 2.6 2.0 9.2 11.3 60.7 3.2 4.9 4.6 100.0 1.1 2.3 1.1 10.3 7.2 60.5 5.3 6.5 5.7
業 製造業 1,251 15 115 23 244 65 655 42 44 48 1,177 42 140 23 250 90 500 26 55 51
種 100.0 1.2 9.2 1.8 19.5 5.2 52.4 3.4 3.5 3.8 100.0 3.6 11.9 2.0 21.2 7.6 42.5 2.2 4.7 4.3

電気・ガス・熱供給・水道業 40 - 1 - 4 2 28 - 2 3 34 - 1 1 4 3 18 - 4 3
100.0 - 2.5 - 10.0 5.0 70.0 - 5.0 7.5 100.0 - 2.9 2.9 11.8 8.8 52.9 - 11.8 8.8

情報通信業 206 7 30 7 31 5 103 8 11 4 127 2 21 6 23 4 51 5 7 8
100.0 3.4 14.6 3.4 15.0 2.4 50.0 3.9 5.3 1.9 100.0 1.6 16.5 4.7 18.1 3.1 40.2 3.9 5.5 6.3

運輸業、郵便業 323 5 25 10 47 21 185 9 13 8 297 7 22 11 70 23 133 7 14 10
100.0 1.5 7.7 3.1 14.6 6.5 57.3 2.8 4.0 2.5 100.0 2.4 7.4 3.7 23.6 7.7 44.8 2.4 4.7 3.4

卸売業、小売業 897 7 34 14 134 44 566 21 40 37 897 22 57 21 183 57 464 25 34 34
100.0 0.8 3.8 1.6 14.9 4.9 63.1 2.3 4.5 4.1 100.0 2.5 6.4 2.3 20.4 6.4 51.7 2.8 3.8 3.8

金融業、保険業 65 - - 1 10 2 47 - 3 2 78 - 2 1 17 - 55 2 - 1
100.0 - - 1.5 15.4 3.1 72.3 - 4.6 3.1 100.0 - 2.6 1.3 21.8 - 70.5 2.6 - 1.3

不動産業、物品賃貸業 86 1 2 3 5 3 61 5 5 1 79 - 2 2 12 4 51 4 2 2
100.0 1.2 2.3 3.5 5.8 3.5 70.9 5.8 5.8 1.2 100.0 - 2.5 2.5 15.2 5.1 64.6 5.1 2.5 2.5

学術研究、専門・技術サービス業 144 1 2 2 10 5 104 9 7 4 116 2 2 1 16 9 73 2 4 7
100.0 0.7 1.4 1.4 6.9 3.5 72.2 6.3 4.9 2.8 100.0 1.7 1.7 0.9 13.8 7.8 62.9 1.7 3.4 6.0

宿泊業、飲食サービス業 277 5 10 1 35 28 162 13 17 6 307 7 19 3 60 43 131 19 7 18
100.0 1.8 3.6 0.4 12.6 10.1 58.5 4.7 6.1 2.2 100.0 2.3 6.2 1.0 19.5 14.0 42.7 6.2 2.3 5.9

生活関連サービス業、娯楽業 142 1 2 2 17 13 93 5 3 6 163 4 5 5 37 14 86 6 3 3
100.0 0.7 1.4 1.4 12.0 9.2 65.5 3.5 2.1 4.2 100.0 2.5 3.1 3.1 22.7 8.6 52.8 3.7 1.8 1.8

教育、学習支援業 131 - - - 6 3 100 9 9 4 160 1 - 3 4 8 127 5 8 4
100.0 - - - 4.6 2.3 76.3 6.9 6.9 3.1 100.0 0.6 - 1.9 2.5 5.0 79.4 3.1 5.0 2.5

医療、福祉 243 2 1 2 10 15 186 9 7 11 273 2 4 - 21 22 201 5 8 10
100.0 0.8 0.4 0.8 4.1 6.2 76.5 3.7 2.9 4.5 100.0 0.7 1.5 - 7.7 8.1 73.6 1.8 2.9 3.7

複合サービス業 19 - - - - - 17 1 - 1 16 - - - 2 - 13 - 1 -
100.0 - - - - - 89.5 5.3 - 5.3 100.0 - - - 12.5 - 81.3 - 6.3 -

その他サービス業 700 12 34 14 74 44 440 33 31 18 646 22 35 19 102 59 345 18 31 15
100.0 1.7 4.9 2.0 10.6 6.3 62.9 4.7 4.4 2.6 100.0 3.4 5.4 2.9 15.8 9.1 53.4 2.8 4.8 2.3

その他 14 - 1 - 1 2 10 - - - 14 - 3 1 1 3 5 1 - -
100.0 - 7.1 - 7.1 14.3 71.4 - - - 100.0 - 21.4 7.1 7.1 21.4 35.7 7.1 - -

無回答 20 - 1 - 1 1 15 - 1 1 18 1 4 - 2 1 8 - - 2
100.0 - 5.0 - 5.0 5.0 75.0 - 5.0 5.0 100.0 5.6 22.2 - 11.1 5.6 44.4 - - 11.1

サービス業計 1,282 19 48 19 136 90 816 61 58 35 1,248 35 61 28 217 125 648 45 46 43
100.0 1.5 3.7 1.5 10.6 7.0 63.7 4.8 4.5 2.7 100.0 2.8 4.9 2.2 17.4 10.0 51.9 3.6 3.7 3.4

製 輸送用機械関連 154 1 17 5 37 5 67 7 7 8 136 2 20 1 30 11 56 2 8 6
造 100.0 0.6 11.0 3.2 24.0 3.2 43.5 4.5 4.5 5.2 100.0 1.5 14.7 0.7 22.1 8.1 41.2 1.5 5.9 4.4
業 化学関連 97 - 4 - 13 4 68 3 3 2 84 3 8 1 17 4 42 1 2 6
の 100.0 - 4.1 - 13.4 4.1 70.1 3.1 3.1 2.1 100.0 3.6 9.5 1.2 20.2 4.8 50.0 1.2 2.4 7.1
主 電機・電子関連 194 6 21 6 41 7 93 6 5 9 187 10 29 7 53 8 66 3 6 5
な 100.0 3.1 10.8 3.1 21.1 3.6 47.9 3.1 2.6 4.6 100.0 5.3 15.5 3.7 28.3 4.3 35.3 1.6 3.2 2.7
分 素材関連 45 - 4 - 13 1 26 - 1 - 39 - 3 - 11 3 21 1 - -
野 100.0 - 8.9 - 28.9 2.2 57.8 - 2.2 - 100.0 - 7.7 - 28.2 7.7 53.8 2.6 - -

その他機械関連 99 1 10 - 21 3 56 1 3 4 98 5 12 - 22 6 44 1 5 3
100.0 1.0 10.1 - 21.2 3.0 56.6 1.0 3.0 4.0 100.0 5.1 12.2 - 22.4 6.1 44.9 1.0 5.1 3.1

食料品関連 171 3 11 3 29 14 92 4 7 8 165 9 13 4 32 14 75 4 7 7
100.0 1.8 6.4 1.8 17.0 8.2 53.8 2.3 4.1 4.7 100.0 5.5 7.9 2.4 19.4 8.5 45.5 2.4 4.2 4.2

金属関連 134 - 17 1 34 4 58 7 6 7 126 2 15 2 30 7 52 4 9 5
100.0 - 12.7 0.7 25.4 3.0 43.3 5.2 4.5 5.2 100.0 1.6 11.9 1.6 23.8 5.6 41.3 3.2 7.1 4.0

その他製造 350 4 31 7 55 27 191 14 12 9 336 11 39 7 53 36 144 10 18 18
100.0 1.1 8.9 2.0 15.7 7.7 54.6 4.0 3.4 2.6 100.0 3.3 11.6 2.1 15.8 10.7 42.9 3.0 5.4 5.4

無回答 7 - - 1 1 - 4 - - 1 6 - 1 1 2 1 - - - 1
100.0 - - 14.3 14.3 - 57.1 - - 14.3 100.0 - 16.7 16.7 33.3 16.7 - - - 16.7

卸 総合卸 129 - 3 4 14 8 84 1 4 11 118 1 8 7 14 9 66 2 3 8
売 100.0 - 2.3 3.1 10.9 6.2 65.1 0.8 3.1 8.5 100.0 0.8 6.8 5.9 11.9 7.6 55.9 1.7 2.5 6.8
業 専門卸 284 - 17 5 34 10 193 5 12 8 254 4 16 7 55 12 142 2 10 6
、 100.0 - 6.0 1.8 12.0 3.5 68.0 1.8 4.2 2.8 100.0 1.6 6.3 2.8 21.7 4.7 55.9 0.8 3.9 2.4
小 その他卸売 113 - 2 2 9 10 73 4 10 3 110 4 6 1 16 7 56 6 8 6
売 100.0 - 1.8 1.8 8.0 8.8 64.6 3.5 8.8 2.7 100.0 3.6 5.5 0.9 14.5 6.4 50.9 5.5 7.3 5.5
業 総合小売 147 3 2 1 32 4 89 5 7 4 164 4 7 1 40 14 80 6 7 5
の 100.0 2.0 1.4 0.7 21.8 2.7 60.5 3.4 4.8 2.7 100.0 2.4 4.3 0.6 24.4 8.5 48.8 3.7 4.3 3.0
主 専門小売 150 4 9 - 30 6 81 6 6 8 165 5 14 2 41 8 80 6 3 6
な 100.0 2.7 6.0 - 20.0 4.0 54.0 4.0 4.0 5.3 100.0 3.0 8.5 1.2 24.8 4.8 48.5 3.6 1.8 3.6
分 その他小売 66 - 1 2 15 4 41 - 1 2 75 4 6 3 16 4 34 3 2 3
野 100.0 - 1.5 3.0 22.7 6.1 62.1 - 1.5 3.0 100.0 5.3 8.0 4.0 21.3 5.3 45.3 4.0 2.7 4.0

無回答 8 - - - - 2 5 - - 1 11 - - - 1 3 6 - 1 -
100.0 - - - - 25.0 62.5 - - 12.5 100.0 - - - 9.1 27.3 54.5 - 9.1 -

学 学術・研究機関 19 - - - - 2 12 1 3 1 16 - - 1 1 3 10 - - 1
術 100.0 - - - - 10.5 63.2 5.3 15.8 5.3 100.0 - - 6.3 6.3 18.8 62.5 - - 6.3
研 学校教育 98 - - - 3 2 77 7 6 3 122 - - 1 3 6 99 4 7 2
究 100.0 - - - 3.1 2.0 78.6 7.1 6.1 3.1 100.0 - - 0.8 2.5 4.9 81.1 3.3 5.7 1.6
等 その他教育・学習支援 24 - - - 3 1 17 2 1 - 28 1 - 2 1 2 19 1 - 2
の 100.0 - - - 12.5 4.2 70.8 8.3 4.2 - 100.0 3.6 - 7.1 3.6 7.1 67.9 3.6 - 7.1
主 専門・技術サービス 102 1 2 2 7 3 71 7 6 3 83 1 2 - 13 6 51 2 3 5
な 100.0 1.0 2.0 2.0 6.9 2.9 69.6 6.9 5.9 2.9 100.0 1.2 2.4 - 15.7 7.2 61.4 2.4 3.6 6.0
分 その他 8 - - - - - 7 1 - - 6 1 - - 1 - 4 - - -
野 100.0 - - - - - 87.5 12.5 - - 100.0 16.7 - - 16.7 - 66.7 - - -

無回答 24 - - - 3 - 20 - - 1 21 - - - 1 - 17 - 2 1
100.0 - - - 12.5 - 83.3 - - 4.2 100.0 - - - 4.8 - 81.0 - 9.5 4.8

大学が含まれている 50 - - - 2 2 31 8 7 - 52 - - 1 2 4 43 - 1 1
100.0 - - - 4.0 4.0 62.0 16.0 14.0 - 100.0 - - 1.9 3.8 7.7 82.7 - 1.9 1.9

大学は含まれていない 65 - - - 1 2 56 - 2 4 83 - - 1 2 5 63 4 6 2
100.0 - - - 1.5 3.1 86.2 - 3.1 6.2 100.0 - - 1.2 2.4 6.0 75.9 4.8 7.2 2.4

無回答 2 - - - - - 2 - - - 3 - - - - - 3 - - -
100.0 - - - - - 100.0 - - - 100.0 - - - - - 100.0 - - -

派 「労働者派遣会社」や 236 10 24 8 31 23 118 7 6 9 209 12 23 11 32 22 91 5 7 6
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 4.2 10.2 3.4 13.1 9.7 50.0 3.0 2.5 3.8 100.0 5.7 11.0 5.3 15.3 10.5 43.5 2.4 3.3 2.9
・ 「労働者派遣会社」や 454 2 10 6 43 20 315 24 25 9 428 10 11 8 70 35 249 12 24 9
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 0.4 2.2 1.3 9.5 4.4 69.4 5.3 5.5 2.0 100.0 2.3 2.6 1.9 16.4 8.2 58.2 2.8 5.6 2.1
負 無回答 10 - - - - 1 7 2 - - 9 - 1 - - 2 5 1 - -

100.0 - - - - 10.0 70.0 20.0 - - 100.0 - 11.1 - - 22.2 55.6 11.1 - -
雇 ４９人以下 914 10 35 13 79 65 518 43 71 80 860 19 33 14 98 67 432 45 85 67
用 100.0 1.1 3.8 1.4 8.6 7.1 56.7 4.7 7.8 8.8 100.0 2.2 3.8 1.6 11.4 7.8 50.2 5.2 9.9 7.8
者 ５０～９９人 1,408 24 77 24 156 92 872 56 63 44 1,309 36 83 24 205 109 713 38 54 47
数 100.0 1.7 5.5 1.7 11.1 6.5 61.9 4.0 4.5 3.1 100.0 2.8 6.3 1.8 15.7 8.3 54.5 2.9 4.1 3.6

１００～２９９人 1,597 16 98 27 252 89 982 54 49 30 1,525 34 124 35 293 118 796 39 38 48
100.0 1.0 6.1 1.7 15.8 5.6 61.5 3.4 3.1 1.9 100.0 2.2 8.1 2.3 19.2 7.7 52.2 2.6 2.5 3.1

３００～９９９人 580 4 39 8 97 28 365 10 16 13 577 14 49 12 134 48 294 6 6 14
100.0 0.7 6.7 1.4 16.7 4.8 62.9 1.7 2.8 2.2 100.0 2.4 8.5 2.1 23.2 8.3 51.0 1.0 1.0 2.4

１，０００人以上 314 4 10 9 68 10 194 11 6 2 308 10 24 9 89 13 146 6 6 5
100.0 1.3 3.2 2.9 21.7 3.2 61.8 3.5 1.9 0.6 100.0 3.2 7.8 2.9 28.9 4.2 47.4 1.9 1.9 1.6

無回答 91 3 8 5 9 8 51 1 5 1 86 2 10 6 12 4 39 5 6 2
100.0 3.3 8.8 5.5 9.9 8.8 56.0 1.1 5.5 1.1 100.0 2.3 11.6 7.0 14.0 4.7 45.3 5.8 7.0 2.3

中小企業（３００人未満）計 3,919 50 210 64 487 246 2,372 153 183 154 3,694 89 240 73 596 294 1,941 122 177 162
100.0 1.3 5.4 1.6 12.4 6.3 60.5 3.9 4.7 3.9 100.0 2.4 6.5 2.0 16.1 8.0 52.5 3.3 4.8 4.4

５０人以上計 3,899 48 224 68 573 219 2,413 131 134 89 3,719 94 280 80 721 288 1,949 89 104 114
100.0 1.2 5.7 1.7 14.7 5.6 61.9 3.4 3.4 2.3 100.0 2.5 7.5 2.2 19.4 7.7 52.4 2.4 2.8 3.1

労 過半数代表の労働組合がある 1,080 13 59 11 185 51 684 24 35 18 949 35 85 15 215 66 466 18 23 26
働 100.0 1.2 5.5 1.0 17.1 4.7 63.3 2.2 3.2 1.7 100.0 3.7 9.0 1.6 22.7 7.0 49.1 1.9 2.4 2.7
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 314 2 12 8 42 20 205 11 11 3 316 7 18 9 78 32 157 2 4 9
合 100.0 0.6 3.8 2.5 13.4 6.4 65.3 3.5 3.5 1.0 100.0 2.2 5.7 2.8 24.7 10.1 49.7 0.6 1.3 2.8
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,305 10 95 27 183 86 764 47 48 45 1,235 27 100 29 201 90 663 36 40 49
の 100.0 0.8 7.3 2.1 14.0 6.6 58.5 3.6 3.7 3.4 100.0 2.2 8.1 2.3 16.3 7.3 53.7 2.9 3.2 4.0
有 労働組合も労使協議機関もない 2,155 34 98 40 244 132 1,304 90 115 98 2,115 45 115 46 324 167 1,119 81 124 94
無 100.0 1.6 4.5 1.9 11.3 6.1 60.5 4.2 5.3 4.5 100.0 2.1 5.4 2.2 15.3 7.9 52.9 3.8 5.9 4.4

無回答 50 2 3 - 7 3 25 3 1 6 50 1 5 1 13 4 15 2 4 5
100.0 4.0 6.0 - 14.0 6.0 50.0 6.0 2.0 12.0 100.0 2.0 10.0 2.0 26.0 8.0 30.0 4.0 8.0 10.0

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 157 1 1 2 18 7 111 8 5 4 154 3 9 4 32 15 81 2 3 5
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 0.6 0.6 1.3 11.5 4.5 70.7 5.1 3.2 2.5 100.0 1.9 5.8 2.6 20.8 9.7 52.6 1.3 1.9 3.2
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 623 8 37 9 112 24 402 9 14 8 576 21 52 14 130 35 299 9 6 10
範 組合員になっていない 100.0 1.3 5.9 1.4 18.0 3.9 64.5 1.4 2.2 1.3 100.0 3.6 9.0 2.4 22.6 6.1 51.9 1.6 1.0 1.7
囲 無回答 614 6 33 8 97 40 376 18 27 9 535 18 42 6 131 48 243 9 18 20

100.0 1.0 5.4 1.3 15.8 6.5 61.2 2.9 4.4 1.5 100.0 3.4 7.9 1.1 24.5 9.0 45.4 1.7 3.4 3.7
認 【改正労働契約法】の 3,251 32 179 67 498 175 2,035 96 103 66 2,993 75 215 76 610 215 1,582 58 74 88
知 改正内容まで知っている 100.0 1.0 5.5 2.1 15.3 5.4 62.6 3.0 3.2 2.0 100.0 2.5 7.2 2.5 20.4 7.2 52.9 1.9 2.5 2.9
度 改正されたことは知っているが 1,383 24 81 16 141 94 810 62 74 81 1,398 36 96 21 194 118 715 65 83 70
別 内容はよく分からない 100.0 1.7 5.9 1.2 10.2 6.8 58.6 4.5 5.4 5.9 100.0 2.6 6.9 1.5 13.9 8.4 51.1 4.6 5.9 5.0

知らない・分からない 234 4 5 2 19 21 120 14 28 21 241 2 10 2 21 24 110 15 35 22
100.0 1.7 2.1 0.9 8.1 9.0 51.3 6.0 12.0 9.0 100.0 0.8 4.1 0.8 8.7 10.0 45.6 6.2 14.5 9.1

無回答 36 1 2 1 3 2 17 3 5 2 33 2 2 1 6 2 13 1 3 3
100.0 2.8 5.6 2.8 8.3 5.6 47.2 8.3 13.9 5.6 100.0 6.1 6.1 3.0 18.2 6.1 39.4 3.0 9.1 9.1

合計（復元） 3,167 36 155 53 336 201 1,856 134 200 195 3,079 73 170 56 444 240 1,564 138 209 185
100.0 1.1 4.9 1.7 10.6 6.3 58.6 4.2 6.3 6.2 100.0 2.4 5.5 1.8 14.4 7.8 50.8 4.5 6.8 6.0

問５,有期契約労働者の契約状況（複数のケースがある場合は｢人数がもっとも多いケース｣）について教えてください。
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○フルタイム契約労働者について ○パートタイム契約労働者について
フル

タイム
契約

労働者
を雇用
して
いる

企業計

０％ １～
２０％

２１～
４０％

４１～
６０％

６１～
８０％

８１～
１０
０％

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

最小値 最大値 パート
タイム
契約

労働者
を雇用
して
いる

企業計

０％ １～
２０％

２１～
４０％

４１～
６０％

６１～
８０％

８１～
１０
０％

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

最小値 最大値

合計 4,904 1,405 786 592 655 456 629 381 34.3 25.0 35.0 0.0 100.0 4,665 1,157 740 598 745 469 591 365 36.5 30.0 34.4 0.0 100.0
100.0 28.7 16.0 12.1 13.4 9.3 12.8 7.8 100.0 24.8 15.9 12.8 16.0 10.1 12.7 7.8

主 建設業 346 103 52 36 38 34 52 31 35.4 25.0 37.0 0.0 100.0 263 100 35 24 32 16 37 19 31.2 11.5 36.5 0.0 100.0
な 100.0 29.8 15.0 10.4 11.0 9.8 15.0 9.0 100.0 38.0 13.3 9.1 12.2 6.1 14.1 7.2
業 製造業 1,251 357 174 126 186 122 199 87 37.4 30.0 36.5 0.0 100.0 1,177 298 144 113 194 144 205 79 41.4 40.0 36.6 0.0 100.0
種 100.0 28.5 13.9 10.1 14.9 9.8 15.9 7.0 100.0 25.3 12.2 9.6 16.5 12.2 17.4 6.7

電気・ガス・熱供給・水道業 40 14 5 1 5 5 4 6 32.5 12.0 37.5 0.0 100.0 34 10 7 5 3 2 3 4 28.0 11.5 33.8 0.0 100.0
100.0 35.0 12.5 2.5 12.5 12.5 10.0 15.0 100.0 29.4 20.6 14.7 8.8 5.9 8.8 11.8

情報通信業 206 95 30 18 24 8 20 11 23.7 3.0 32.3 0.0 100.0 127 52 13 9 17 8 17 11 30.5 9.0 36.8 0.0 100.0
100.0 46.1 14.6 8.7 11.7 3.9 9.7 5.3 100.0 40.9 10.2 7.1 13.4 6.3 13.4 8.7

運輸業、郵便業 323 80 55 40 47 39 40 22 37.3 30.0 34.6 0.0 100.0 297 67 38 43 55 28 43 23 39.8 37.5 34.7 0.0 100.0
100.0 24.8 17.0 12.4 14.6 12.1 12.4 6.8 100.0 22.6 12.8 14.5 18.5 9.4 14.5 7.7

卸売業、小売業 897 270 127 121 106 90 105 78 33.7 24.0 35.0 0.0 100.0 897 237 141 99 161 83 104 72 35.5 30.0 34.1 0.0 100.0
100.0 30.1 14.2 13.5 11.8 10.0 11.7 8.7 100.0 26.4 15.7 11.0 17.9 9.3 11.6 8.0

金融業、保険業 65 17 11 7 9 6 10 5 37.1 29.0 35.5 0.0 100.0 78 17 4 5 20 15 12 5 47.3 53.0 34.0 0.0 100.0
100.0 26.2 16.9 10.8 13.8 9.2 15.4 7.7 100.0 21.8 5.1 6.4 25.6 19.2 15.4 6.4

不動産業、物品賃貸業 86 26 13 6 14 11 13 3 37.4 25.0 37.0 0.0 100.0 79 22 10 12 9 13 8 5 35.8 29.5 34.2 0.0 100.0
100.0 30.2 15.1 7.0 16.3 12.8 15.1 3.5 100.0 27.8 12.7 15.2 11.4 16.5 10.1 6.3

学術研究、専門・技術サービス業 144 57 30 16 14 11 9 7 23.0 7.0 30.2 0.0 100.0 116 50 11 13 14 9 11 8 27.6 6.0 34.5 0.0 100.0
100.0 39.6 20.8 11.1 9.7 7.6 6.3 4.9 100.0 43.1 9.5 11.2 12.1 7.8 9.5 6.9

宿泊業、飲食サービス業 277 41 65 43 49 30 28 21 36.6 30.0 31.5 0.0 100.0 307 29 105 50 46 31 14 32 31.9 21.0 27.8 0.0 100.0
100.0 14.8 23.5 15.5 17.7 10.8 10.1 7.6 100.0 9.4 34.2 16.3 15.0 10.1 4.6 10.4

生活関連サービス業、娯楽業 142 26 22 28 15 18 17 16 38.7 31.5 32.4 0.0 100.0 163 32 41 22 19 24 11 14 33.1 23.0 31.2 0.0 100.0
100.0 18.3 15.5 19.7 10.6 12.7 12.0 11.3 100.0 19.6 25.2 13.5 11.7 14.7 6.7 8.6

教育、学習支援業 131 44 28 19 16 3 9 12 23.2 10.0 29.1 0.0 100.0 160 23 37 36 29 14 11 10 34.6 30.0 28.2 0.0 100.0
100.0 33.6 21.4 14.5 12.2 2.3 6.9 9.2 100.0 14.4 23.1 22.5 18.1 8.8 6.9 6.3

医療、福祉 243 41 40 43 39 23 31 26 38.8 35.0 33.5 0.0 100.0 273 43 38 56 56 26 36 18 41.0 39.0 31.8 0.0 100.0
100.0 16.9 16.5 17.7 16.0 9.5 12.8 10.7 100.0 15.8 13.9 20.5 20.5 9.5 13.2 6.6

複合サービス業 19 2 8 3 1 1 3 1 34.8 20.0 33.6 0.0 100.0 16 2 2 5 1 2 3 1 44.4 33.0 36.2 0.0 100.0
100.0 10.5 42.1 15.8 5.3 5.3 15.8 5.3 100.0 12.5 12.5 31.3 6.3 12.5 18.8 6.3

その他サービス業 700 219 121 83 90 53 85 49 31.7 20.0 34.5 0.0 100.0 646 168 111 102 85 53 75 52 33.3 25.0 33.6 0.0 100.0
100.0 31.3 17.3 11.9 12.9 7.6 12.1 7.0 100.0 26.0 17.2 15.8 13.2 8.2 11.6 8.0

その他 14 5 4 - 1 1 2 1 31.1 18.0 38.9 0.0 100.0 14 4 - 3 1 1 1 4 30.6 25.0 34.6 0.0 100.0
100.0 35.7 28.6 - 7.1 7.1 14.3 7.1 100.0 28.6 - 21.4 7.1 7.1 7.1 28.6

無回答 20 8 1 2 1 1 2 5 24.1 0.0 34.9 0.0 100.0 18 3 3 1 3 - - 8 21.0 10.0 23.6 0.0 60.0
100.0 40.0 5.0 10.0 5.0 5.0 10.0 25.0 100.0 16.7 16.7 5.6 16.7 - - 44.4

サービス業計 1,282 345 246 173 169 113 142 94 32.5 21.0 33.4 0.0 100.0 1,248 281 270 192 165 119 114 107 32.5 24.0 32.2 0.0 100.0
100.0 26.9 19.2 13.5 13.2 8.8 11.1 7.3 100.0 22.5 21.6 15.4 13.2 9.5 9.1 8.6

製 輸送用機械関連 154 51 28 15 22 14 12 12 28.6 11.0 32.8 0.0 100.0 136 46 19 17 18 11 20 5 33.6 26.0 35.8 0.0 100.0
造 100.0 33.1 18.2 9.7 14.3 9.1 7.8 7.8 100.0 33.8 14.0 12.5 13.2 8.1 14.7 3.7
業 化学関連 97 25 14 12 12 16 14 4 39.1 30.0 35.9 0.0 100.0 84 22 10 9 17 5 14 7 39.4 39.0 35.5 0.0 100.0
の 100.0 25.8 14.4 12.4 12.4 16.5 14.4 4.1 100.0 26.2 11.9 10.7 20.2 6.0 16.7 8.3
主 電機・電子関連 194 57 26 19 29 19 34 10 38.7 30.0 36.9 0.0 100.0 187 46 20 20 32 29 32 8 42.9 44.0 35.9 0.0 100.0
な 100.0 29.4 13.4 9.8 14.9 9.8 17.5 5.2 100.0 24.6 10.7 10.7 17.1 15.5 17.1 4.3
分 素材関連 45 7 4 4 10 4 14 2 54.9 50.0 36.8 0.0 100.0 39 7 5 2 10 5 9 1 49.3 50.0 37.2 0.0 100.0
野 100.0 15.6 8.9 8.9 22.2 8.9 31.1 4.4 100.0 17.9 12.8 5.1 25.6 12.8 23.1 2.6

その他機械関連 99 29 16 8 8 10 22 6 39.4 30.0 40.2 0.0 100.0 98 20 14 9 15 18 17 5 44.5 50.0 37.0 0.0 100.0
100.0 29.3 16.2 8.1 8.1 10.1 22.2 6.1 100.0 20.4 14.3 9.2 15.3 18.4 17.3 5.1

食料品関連 171 32 19 28 37 20 17 18 39.4 40.0 31.2 0.0 100.0 165 33 20 18 30 28 19 17 41.5 48.0 33.5 0.0 100.0
100.0 18.7 11.1 16.4 21.6 11.7 9.9 10.5 100.0 20.0 12.1 10.9 18.2 17.0 11.5 10.3

金属関連 134 50 19 9 13 7 20 16 31.0 10.0 38.0 0.0 100.0 126 39 10 7 23 12 26 9 42.6 50.0 39.5 0.0 100.0
100.0 37.3 14.2 6.7 9.7 5.2 14.9 11.9 100.0 31.0 7.9 5.6 18.3 9.5 20.6 7.1

その他製造 350 102 47 31 55 31 66 18 39.0 36.0 37.5 0.0 100.0 336 83 45 31 49 35 68 25 42.1 35.0 37.4 0.0 100.0
100.0 29.1 13.4 8.9 15.7 8.9 18.9 5.1 100.0 24.7 13.4 9.2 14.6 10.4 20.2 7.4

無回答 7 4 1 - - 1 - 1 16.2 0.0 32.0 0.0 80.0 6 2 1 - - 1 - 2 18.0 1.0 34.7 0.0 70.0
100.0 57.1 14.3 - - 14.3 - 14.3 100.0 33.3 16.7 - - 16.7 - 33.3

卸 総合卸 129 41 10 22 11 10 18 17 33.9 25.0 36.6 0.0 100.0 118 44 14 8 12 14 15 11 33.2 14.0 37.6 0.0 100.0
売 100.0 31.8 7.8 17.1 8.5 7.8 14.0 13.2 100.0 37.3 11.9 6.8 10.2 11.9 12.7 9.3
業 専門卸 284 100 40 32 33 23 32 24 31.0 20.0 35.0 0.0 100.0 254 74 35 24 42 24 34 21 36.2 30.0 35.6 0.0 100.0
、 100.0 35.2 14.1 11.3 11.6 8.1 11.3 8.5 100.0 29.1 13.8 9.4 16.5 9.4 13.4 8.3
小 その他卸売 113 40 15 13 15 10 17 3 34.1 21.0 37.0 0.0 100.0 110 29 16 15 26 7 12 5 35.1 30.0 33.0 0.0 100.0
売 100.0 35.4 13.3 11.5 13.3 8.8 15.0 2.7 100.0 26.4 14.5 13.6 23.6 6.4 10.9 4.5
業 総合小売 147 35 23 17 18 23 19 12 39.3 33.0 35.1 0.0 100.0 164 28 30 21 37 18 20 10 40.7 40.0 32.6 0.0 100.0
の 100.0 23.8 15.6 11.6 12.2 15.6 12.9 8.2 100.0 17.1 18.3 12.8 22.6 11.0 12.2 6.1
主 専門小売 150 32 25 30 20 18 9 16 33.3 30.0 30.8 0.0 100.0 165 38 30 26 26 12 15 18 32.5 30.0 31.4 0.0 100.0
な 100.0 21.3 16.7 20.0 13.3 12.0 6.0 10.7 100.0 23.0 18.2 15.8 15.8 7.3 9.1 10.9
分 その他小売 66 20 13 6 9 6 8 4 32.1 16.5 35.1 0.0 100.0 75 21 15 5 16 5 8 5 32.3 20.0 33.4 0.0 100.0
野 100.0 30.3 19.7 9.1 13.6 9.1 12.1 6.1 100.0 28.0 20.0 6.7 21.3 6.7 10.7 6.7

無回答 8 2 1 1 - - 2 2 37.3 17.0 46.2 0.0 100.0 11 3 1 - 2 3 - 2 39.1 50.0 38.0 0.0 80.0
100.0 25.0 12.5 12.5 - - 25.0 25.0 100.0 27.3 9.1 - 18.2 27.3 - 18.2

学 学術・研究機関 19 6 5 4 1 - 1 2 19.5 17.0 25.5 0.0 100.0 16 5 3 4 2 - - 2 17.5 13.5 19.4 0.0 53.0
術 100.0 31.6 26.3 21.1 5.3 - 5.3 10.5 100.0 31.3 18.8 25.0 12.5 - - 12.5
研 学校教育 98 34 22 16 11 2 5 8 21.0 7.0 27.1 0.0 100.0 122 16 29 29 19 10 10 9 35.7 30.0 28.5 0.0 100.0
究 100.0 34.7 22.4 16.3 11.2 2.0 5.1 8.2 100.0 13.1 23.8 23.8 15.6 8.2 8.2 7.4
等 その他教育・学習支援 24 7 3 4 5 - 4 1 34.0 31.0 34.9 0.0 100.0 28 5 5 6 7 4 1 - 34.0 30.0 28.2 0.0 90.0
の 100.0 29.2 12.5 16.7 20.8 - 16.7 4.2 100.0 17.9 17.9 21.4 25.0 14.3 3.6 -
主 専門・技術サービス 102 40 22 9 12 8 6 5 23.4 7.0 30.6 0.0 100.0 83 37 6 7 10 6 11 6 30.0 3.0 37.4 0.0 100.0
な 100.0 39.2 21.6 8.8 11.8 7.8 5.9 4.9 100.0 44.6 7.2 8.4 12.0 7.2 13.3 7.2
分 その他 8 4 3 - - - - 1 5.3 0.0 6.8 0.0 16.0 6 2 1 2 - 1 - - 24.3 21.5 25.3 0.0 63.0
野 100.0 50.0 37.5 - - - - 12.5 100.0 33.3 16.7 33.3 - 16.7 - -

無回答 24 10 3 2 1 4 2 2 27.5 3.0 34.4 0.0 90.0 21 8 4 1 5 2 - 1 24.6 10.0 28.7 0.0 80.0
100.0 41.7 12.5 8.3 4.2 16.7 8.3 8.3 100.0 38.1 19.0 4.8 23.8 9.5 - 4.8

大学が含まれている 50 14 17 11 5 - 2 1 19.3 10.0 22.8 0.0 90.0 52 9 11 16 8 5 1 2 30.0 28.5 24.5 0.0 100.0
100.0 28.0 34.0 22.0 10.0 - 4.0 2.0 100.0 17.3 21.2 30.8 15.4 9.6 1.9 3.8

大学は含まれていない 65 26 9 9 7 2 3 9 20.6 5.0 28.5 0.0 100.0 83 11 21 16 13 4 9 9 36.2 30.0 30.3 0.0 100.0
100.0 40.0 13.8 13.8 10.8 3.1 4.6 13.8 100.0 13.3 25.3 19.3 15.7 4.8 10.8 10.8

無回答 2 - 1 - - - 1 - 60.0 60.0 56.6 20.0 100.0 3 1 - 1 - 1 - - 33.3 30.0 35.1 0.0 70.0
100.0 - 50.0 - - - 50.0 - 100.0 33.3 - 33.3 - 33.3 - -

派 「労働者派遣会社」や 236 66 47 32 27 20 24 20 31.1 20.0 33.2 0.0 100.0 209 50 46 38 18 19 18 20 30.5 20.0 32.2 0.0 100.0
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 28.0 19.9 13.6 11.4 8.5 10.2 8.5 100.0 23.9 22.0 18.2 8.6 9.1 8.6 9.6
・ 「労働者派遣会社」や 454 149 70 50 63 33 60 29 32.2 20.0 35.2 0.0 100.0 428 117 61 63 67 33 55 32 34.5 28.5 34.2 0.0 100.0
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 32.8 15.4 11.0 13.9 7.3 13.2 6.4 100.0 27.3 14.3 14.7 15.7 7.7 12.9 7.5
負 無回答 10 4 4 1 - - 1 - 20.9 14.5 30.7 0.0 100.0 9 1 4 1 - 1 2 - 38.0 17.0 38.7 0.0 100.0

100.0 40.0 40.0 10.0 - - 10.0 - 100.0 11.1 44.4 11.1 - 11.1 22.2 -
雇 ４９人以下 914 350 113 66 83 63 130 109 30.9 10.0 37.4 0.0 100.0 860 272 117 77 114 69 124 87 34.6 20.0 36.6 0.0 100.0
用 100.0 38.3 12.4 7.2 9.1 6.9 14.2 11.9 100.0 31.6 13.6 9.0 13.3 8.0 14.4 10.1
者 ５０～９９人 1,408 474 214 133 176 123 196 92 33.4 20.0 36.4 0.0 100.0 1,309 394 176 162 197 124 177 79 35.5 30.0 35.5 0.0 100.0
数 100.0 33.7 15.2 9.4 12.5 8.7 13.9 6.5 100.0 30.1 13.4 12.4 15.0 9.5 13.5 6.0

１００～２９９人 1,597 411 283 212 236 151 214 90 35.5 29.0 34.4 0.0 100.0 1,525 353 236 195 250 170 212 109 38.5 32.0 34.7 0.0 100.0
100.0 25.7 17.7 13.3 14.8 9.5 13.4 5.6 100.0 23.1 15.5 12.8 16.4 11.1 13.9 7.1

３００～９９９人 580 105 110 101 88 63 63 50 36.9 30.0 32.1 0.0 100.0 577 80 115 91 107 72 60 52 39.2 37.0 31.5 0.0 100.0
100.0 18.1 19.0 17.4 15.2 10.9 10.9 8.6 100.0 13.9 19.9 15.8 18.5 12.5 10.4 9.0

１，０００人以上 314 37 55 67 55 49 20 31 38.5 36.0 28.9 0.0 100.0 308 37 78 65 59 28 14 27 33.1 30.0 26.7 0.0 100.0
100.0 11.8 17.5 21.3 17.5 15.6 6.4 9.9 100.0 12.0 25.3 21.1 19.2 9.1 4.5 8.8

無回答 91 28 11 13 17 7 6 9 30.5 23.5 30.8 0.0 100.0 86 21 18 8 18 6 4 11 30.1 20.0 29.6 0.0 100.0
100.0 30.8 12.1 14.3 18.7 7.7 6.6 9.9 100.0 24.4 20.9 9.3 20.9 7.0 4.7 12.8

中小企業（３００人未満）計 3,919 1,235 610 411 495 337 540 291 33.7 20.0 35.9 0.0 100.0 3,694 1,019 529 434 561 363 513 275 36.5 30.0 35.4 0.0 100.0
100.0 31.5 15.6 10.5 12.6 8.6 13.8 7.4 100.0 27.6 14.3 11.7 15.2 9.8 13.9 7.4

５０人以上計 3,899 1,027 662 513 555 386 493 263 35.2 28.0 34.5 0.0 100.0 3,719 864 605 513 613 394 463 267 37.1 30.0 34.0 0.0 100.0
100.0 26.3 17.0 13.2 14.2 9.9 12.6 6.7 100.0 23.2 16.3 13.8 16.5 10.6 12.4 7.2

労 過半数代表の労働組合がある 1,080 267 184 165 151 135 117 61 35.4 29.0 33.4 0.0 100.0 949 216 140 112 183 107 131 60 39.5 37.0 34.5 0.0 100.0
働 100.0 24.7 17.0 15.3 14.0 12.5 10.8 5.6 100.0 22.8 14.8 11.8 19.3 11.3 13.8 6.3
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 314 66 54 49 42 39 49 15 39.6 35.0 34.8 0.0 100.0 316 64 61 39 54 37 42 19 38.2 33.0 33.7 0.0 100.0
合 100.0 21.0 17.2 15.6 13.4 12.4 15.6 4.8 100.0 20.3 19.3 12.3 17.1 11.7 13.3 6.0
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,305 416 227 134 171 107 156 94 31.7 19.0 34.8 0.0 100.0 1,235 352 174 157 194 120 157 81 35.3 30.0 34.7 0.0 100.0
の 100.0 31.9 17.4 10.3 13.1 8.2 12.0 7.2 100.0 28.5 14.1 12.7 15.7 9.7 12.7 6.6
有 労働組合も労使協議機関もない 2,155 641 318 236 287 169 304 200 34.6 23.0 35.8 0.0 100.0 2,115 513 362 281 310 199 259 191 35.7 30.0 34.3 0.0 100.0
無 100.0 29.7 14.8 11.0 13.3 7.8 14.1 9.3 100.0 24.3 17.1 13.3 14.7 9.4 12.2 9.0

無回答 50 15 3 8 4 6 3 11 31.4 22.0 32.9 0.0 100.0 50 12 3 9 4 6 2 14 31.6 29.5 29.8 0.0 100.0
100.0 30.0 6.0 16.0 8.0 12.0 6.0 22.0 100.0 24.0 6.0 18.0 8.0 12.0 4.0 28.0

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 157 34 30 25 20 26 11 11 34.3 29.5 31.4 0.0 100.0 154 26 31 26 32 16 10 13 35.2 33.0 29.4 0.0 100.0
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 21.7 19.1 15.9 12.7 16.6 7.0 7.0 100.0 16.9 20.1 16.9 20.8 10.4 6.5 8.4
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 623 143 116 95 92 74 75 28 36.0 30.0 33.5 0.0 100.0 576 134 88 65 108 68 81 32 39.4 36.0 34.8 0.0 100.0
範 組合員になっていない 100.0 23.0 18.6 15.2 14.8 11.9 12.0 4.5 100.0 23.3 15.3 11.3 18.8 11.8 14.1 5.6
囲 無回答 614 156 92 94 81 74 80 37 37.1 30.0 34.7 0.0 100.0 535 120 82 60 97 60 82 34 40.1 40.0 35.0 0.0 100.0

100.0 25.4 15.0 15.3 13.2 12.1 13.0 6.0 100.0 22.4 15.3 11.2 18.1 11.2 15.3 6.4
認 【改正労働契約法】の 3,251 906 539 446 443 317 397 203 34.2 25.0 34.2 0.0 100.0 2,993 744 473 401 484 313 372 206 36.5 30.0 34.1 0.0 100.0
知 改正内容まで知っている 100.0 27.9 16.6 13.7 13.6 9.8 12.2 6.2 100.0 24.9 15.8 13.4 16.2 10.5 12.4 6.9
度 改正されたことは知っているが 1,383 428 204 126 190 117 181 137 33.8 20.0 36.0 0.0 100.0 1,398 352 224 176 219 137 171 119 35.8 30.0 34.4 0.0 100.0
別 内容はよく分からない 100.0 30.9 14.8 9.1 13.7 8.5 13.1 9.9 100.0 25.2 16.0 12.6 15.7 9.8 12.2 8.5

知らない・分からない 234 57 38 16 19 19 48 37 40.8 30.0 40.1 0.0 100.0 241 55 36 14 40 19 41 36 40.4 33.0 37.8 0.0 100.0
100.0 24.4 16.2 6.8 8.1 8.1 20.5 15.8 100.0 22.8 14.9 5.8 16.6 7.9 17.0 14.9

無回答 36 14 5 4 3 3 3 4 25.4 5.5 32.3 0.0 98.0 33 6 7 7 2 - 7 4 37.2 30.0 37.6 0.0 100.0
100.0 38.9 13.9 11.1 8.3 8.3 8.3 11.1 100.0 18.2 21.2 21.2 6.1 - 21.2 12.1

合計（復元） 3,167 1,074 439 307 357 252 436 302 32.6 7.8 - 0.0 100.0 3,079 877 462 315 453 292 415 265 35.5 9.7 - 0.0 100.0
100.0 33.9 13.9 9.7 11.3 8.0 13.8 9.5 100.0 28.5 15.0 10.2 14.7 9.5 13.5 8.6

問５付問, 雇用しているフルタイム契約労働者、パートタイム契約労働者の人数を１００として、これまでの実績・経験で、
反復更新を含めた通算勤続が５年を超える割合はどれくらいですか（数値を記入）。
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○フルタイム契約労働者について

１回 ２回 ３回 ４回 ５回 ６回
以上

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

１年
以下

２年 ３年 ４年 ５年 ６年
以上

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

合計 4,904 3,943 840 121 840 292 504 44 292 27 42 26 78 94 13 12 4.0 4 2.7 504 14 10 106 15 331 15 13 5.3 5.0 7.0
100.0 80.4 17.1 2.5 100.0 34.8 60.0 5.2 100.0 9.2 14.4 8.9 26.7 32.2 4.5 4.1 100.0 2.8 2.0 21.0 3.0 65.7 3.0 2.6

主 建設業 346 277 58 11 58 23 31 4 23 5 1 2 7 7 - 1 3.5 4 1.6 31 1 - 4 1 23 1 1 4.7 5.0 1.4
な 100.0 80.1 16.8 3.2 100.0 39.7 53.4 6.9 100.0 21.7 4.3 8.7 30.4 30.4 - 4.3 100.0 3.2 - 12.9 3.2 74.2 3.2 3.2
業 製造業 1,251 1,050 169 32 169 55 103 11 55 3 6 10 11 18 5 2 4.8 4 4.8 103 3 2 27 5 65 - 1 4.2 5.0 1.1
種 100.0 83.9 13.5 2.6 100.0 32.5 60.9 6.5 100.0 5.5 10.9 18.2 20.0 32.7 9.1 3.6 100.0 2.9 1.9 26.2 4.9 63.1 - 1.0

電気・ガス・熱供給・水道業 40 28 8 4 8 3 5 - 3 1 1 - - 1 - - 2.7 2 2.1 5 - - - - 5 - - 5.0 5.0 0.0
100.0 70.0 20.0 10.0 100.0 37.5 62.5 - 100.0 33.3 33.3 - - 33.3 - - 100.0 - - - - 100.0 - -

情報通信業 206 154 49 3 49 15 34 - 15 - 1 2 6 3 - 3 3.9 4 0.9 34 1 1 7 - 25 - - 4.4 5.0 1.1
100.0 74.8 23.8 1.5 100.0 30.6 69.4 - 100.0 - 6.7 13.3 40.0 20.0 - 20.0 100.0 2.9 2.9 20.6 - 73.5 - -

運輸業、郵便業 323 258 56 9 56 23 29 4 23 - 5 2 2 13 - 1 4.0 5 1.3 29 1 - 6 - 16 3 3 9.6 5.0 17.9
100.0 79.9 17.3 2.8 100.0 41.1 51.8 7.1 100.0 - 21.7 8.7 8.7 56.5 - 4.3 100.0 3.4 - 20.7 - 55.2 10.3 10.3

卸売業、小売業 897 740 130 27 130 43 82 5 43 6 5 4 10 15 3 - 4.2 4 3.1 82 4 - 9 3 61 2 3 6.1 5.0 9.6
100.0 82.5 14.5 3.0 100.0 33.1 63.1 3.8 100.0 14.0 11.6 9.3 23.3 34.9 7.0 - 100.0 4.9 - 11.0 3.7 74.4 2.4 3.7

金融業、保険業 65 50 13 2 13 2 11 - 2 - - - 1 1 - - 4.5 5 0.7 11 - 1 3 - 7 - - 4.2 5.0 1.2
100.0 76.9 20.0 3.1 100.0 15.4 84.6 - 100.0 - - - 50.0 50.0 - - 100.0 - 9.1 27.3 - 63.6 - -

不動産業、物品賃貸業 86 59 25 2 25 9 16 - 9 1 - - 3 3 1 1 4.3 5 1.5 16 1 - 3 1 9 1 1 4.3 5.0 1.3
100.0 68.6 29.1 2.3 100.0 36.0 64.0 - 100.0 11.1 - - 33.3 33.3 11.1 11.1 100.0 6.3 - 18.8 6.3 56.3 6.3 6.3

学術研究、専門・技術サービス業 144 96 43 5 43 17 25 1 17 1 3 - 7 6 - - 3.8 4 1.3 25 1 - 5 - 19 - - 4.4 5.0 1.1
100.0 66.7 29.9 3.5 100.0 39.5 58.1 2.3 100.0 5.9 17.6 - 41.2 35.3 - - 100.0 4.0 - 20.0 - 76.0 - -

宿泊業、飲食サービス業 277 243 29 5 29 16 9 4 16 3 3 4 3 3 - - 3.0 3 1.4 9 - 1 - - 7 1 - 7.4 5.0 8.5
100.0 87.7 10.5 1.8 100.0 55.2 31.0 13.8 100.0 18.8 18.8 25.0 18.8 18.8 - - 100.0 - 11.1 - - 77.8 11.1 -

生活関連サービス業、娯楽業 142 117 21 4 21 8 11 2 8 - - - 6 - 1 1 4.4 4 1.1 11 - - 2 - 7 2 - 8.6 5.0 12.8
100.0 82.4 14.8 2.8 100.0 38.1 52.4 9.5 100.0 - - - 75.0 - 12.5 12.5 100.0 - - 18.2 - 63.6 18.2 -

教育、学習支援業 131 80 51 - 51 15 34 2 15 1 7 - 5 2 - - 3.0 2 1.3 34 - - 11 2 18 2 1 4.5 5.0 1.4
100.0 61.1 38.9 - 100.0 29.4 66.7 3.9 100.0 6.7 46.7 - 33.3 13.3 - - 100.0 - - 32.4 5.9 52.9 5.9 2.9

医療、福祉 243 211 28 4 28 8 17 3 8 2 3 1 - 2 - - 2.6 2 1.6 17 2 1 7 - 6 - 1 3.4 3.0 1.4
100.0 86.8 11.5 1.6 100.0 28.6 60.7 10.7 100.0 25.0 37.5 12.5 - 25.0 - - 100.0 11.8 5.9 41.2 - 35.3 - 5.9

複合サービス業 19 16 3 - 3 1 2 - 1 - - - 1 - - - 4.0 4 0.0 2 - - - - 2 - - 5.0 5.0 0.0
100.0 84.2 15.8 - 100.0 33.3 66.7 - 100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 - - - - 100.0 - -

その他サービス業 700 543 147 10 147 52 87 8 52 4 6 1 16 19 3 3 4.1 4 1.6 87 - 4 20 3 55 3 2 5.6 5.0 8.1
100.0 77.6 21.0 1.4 100.0 35.4 59.2 5.4 100.0 7.7 11.5 1.9 30.8 36.5 5.8 5.8 100.0 - 4.6 23.0 3.4 63.2 3.4 2.3

その他 14 8 6 - 6 - 6 - - - - - - - - - - - - 6 - - 2 - 4 - - 4.3 5.0 1.0
100.0 57.1 42.9 - 100.0 - 100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - 33.3 - 66.7 - -

無回答 20 13 4 3 4 2 2 - 2 - 1 - - 1 - - 3.5 4 2.1 2 - - - - 2 - - 5.0 5.0 0.0
100.0 65.0 20.0 15.0 100.0 50.0 50.0 - 100.0 - 50.0 - - 50.0 - - 100.0 - - - - 100.0 - -

サービス業計 1,282 1,015 243 24 243 94 134 15 94 8 12 5 33 28 4 4 3.9 4 1.5 134 1 5 27 3 90 6 2 5.8 5.0 7.8
100.0 79.2 19.0 1.9 100.0 38.7 55.1 6.2 100.0 8.5 12.8 5.3 35.1 29.8 4.3 4.3 100.0 0.7 3.7 20.1 2.2 67.2 4.5 1.5

製 輸送用機械関連 154 117 30 7 30 5 21 4 5 - 1 - 1 2 1 - 5.0 5 2.6 21 - - 8 3 10 - - 4.1 4.0 0.9
造 100.0 76.0 19.5 4.5 100.0 16.7 70.0 13.3 100.0 - 20.0 - 20.0 40.0 20.0 - 100.0 - - 38.1 14.3 47.6 - -
業 化学関連 97 81 14 2 14 6 7 1 6 - 2 1 1 2 - - 3.5 4 1.4 7 - - 2 - 5 - - 4.4 5.0 1.0
の 100.0 83.5 14.4 2.1 100.0 42.9 50.0 7.1 100.0 - 33.3 16.7 16.7 33.3 - - 100.0 - - 28.6 - 71.4 - -
主 電機・電子関連 194 159 30 5 30 9 20 1 9 1 - 1 2 3 1 1 7.9 5 11.4 20 - 2 3 1 14 - - 4.4 5.0 1.1
な 100.0 82.0 15.5 2.6 100.0 30.0 66.7 3.3 100.0 11.1 - 11.1 22.2 33.3 11.1 11.1 100.0 - 10.0 15.0 5.0 70.0 - -
分 素材関連 45 38 7 - 7 1 5 1 1 - - - - 1 - - 5.0 5 0.0 5 - - 1 - 4 - - 4.6 5.0 0.9
野 100.0 84.4 15.6 - 100.0 14.3 71.4 14.3 100.0 - - - - 100.0 - - 100.0 - - 20.0 - 80.0 - -

その他機械関連 99 79 18 2 18 5 13 - 5 1 - 1 - 3 - - 3.8 5 1.8 13 1 - 3 - 9 - - 4.2 5.0 1.3
100.0 79.8 18.2 2.0 100.0 27.8 72.2 - 100.0 20.0 - 20.0 - 60.0 - - 100.0 7.7 - 23.1 - 69.2 - -

食料品関連 171 152 14 5 14 4 8 2 4 - 1 1 1 - 1 - 4.5 4 3.1 8 - - 2 - 5 - 1 4.4 5.0 1.0
100.0 88.9 8.2 2.9 100.0 28.6 57.1 14.3 100.0 - 25.0 25.0 25.0 - 25.0 - 100.0 - - 25.0 - 62.5 - 12.5

金属関連 134 116 15 3 15 7 8 - 7 1 - 1 3 - 1 1 4.3 4 3.0 8 1 - 3 1 3 - - 3.6 3.5 1.4
100.0 86.6 11.2 2.2 100.0 46.7 53.3 - 100.0 14.3 - 14.3 42.9 - 14.3 14.3 100.0 12.5 - 37.5 12.5 37.5 - -

その他製造 350 301 41 8 41 18 21 2 18 - 2 5 3 7 1 - 4.2 4 1.8 21 1 - 5 - 15 - - 4.3 5.0 1.2
100.0 86.0 11.7 2.3 100.0 43.9 51.2 4.9 100.0 - 11.1 27.8 16.7 38.9 5.6 - 100.0 4.8 - 23.8 - 71.4 - -

無回答 7 7 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

卸 総合卸 129 101 22 6 22 7 15 - 7 1 1 - 2 2 1 - 4.3 4 2.6 15 - - 1 2 11 - 1 4.7 5.0 0.6
売 100.0 78.3 17.1 4.7 100.0 31.8 68.2 - 100.0 14.3 14.3 - 28.6 28.6 14.3 - 100.0 - - 6.7 13.3 73.3 - 6.7
業 専門卸 284 225 56 3 56 16 37 3 16 2 1 1 5 6 1 - 4.8 4 4.3 37 2 - 5 - 28 2 - 7.8 5.0 13.9
、 100.0 79.2 19.7 1.1 100.0 28.6 66.1 5.4 100.0 12.5 6.3 6.3 31.3 37.5 6.3 - 100.0 5.4 - 13.5 - 75.7 5.4 -
小 その他卸売 113 95 14 4 14 5 9 - 5 - - 3 - 2 - - 3.8 3 1.1 9 1 - 1 - 7 - - 4.3 5.0 1.4
売 100.0 84.1 12.4 3.5 100.0 35.7 64.3 - 100.0 - - 60.0 - 40.0 - - 100.0 11.1 - 11.1 - 77.8 - -
業 総合小売 147 128 13 6 13 4 8 1 4 2 1 - 1 - - - 2.0 2 1.4 8 - - - - 8 - - 5.0 5.0 0.0
の 100.0 87.1 8.8 4.1 100.0 30.8 61.5 7.7 100.0 50.0 25.0 - 25.0 - - - 100.0 - - - - 100.0 - -
主 専門小売 150 129 14 7 14 6 7 1 6 - 2 - 1 3 - - 3.8 5 1.5 7 1 - 1 1 3 - 1 3.8 4.5 1.6
な 100.0 86.0 9.3 4.7 100.0 42.9 50.0 7.1 100.0 - 33.3 - 16.7 50.0 - - 100.0 14.3 - 14.3 14.3 42.9 - 14.3
分 その他小売 66 55 10 1 10 4 6 - 4 1 - - - 2 1 - 5.0 5 3.3 6 - - 1 - 4 - 1 4.6 5.0 0.9
野 100.0 83.3 15.2 1.5 100.0 40.0 60.0 - 100.0 25.0 - - - 50.0 25.0 - 100.0 - - 16.7 - 66.7 - 16.7

無回答 8 7 1 - 1 1 - - 1 - - - 1 - - - 4.0 4 0.0 - - - - - - - - - - -
100.0 87.5 12.5 - 100.0 100.0 - - 100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - - - -

学 学術・研究機関 19 4 14 1 14 5 8 1 5 - 2 - 3 - - - 3.2 4 1.1 8 1 - 3 - 4 - - 3.8 4.0 1.5
術 100.0 21.1 73.7 5.3 100.0 35.7 57.1 7.1 100.0 - 40.0 - 60.0 - - - 100.0 12.5 - 37.5 - 50.0 - -
研 学校教育 98 59 39 - 39 11 27 1 11 1 7 - 3 - - - 2.5 2 1.0 27 - - 9 1 16 1 - 4.5 5.0 1.5
究 100.0 60.2 39.8 - 100.0 28.2 69.2 2.6 100.0 9.1 63.6 - 27.3 - - - 100.0 - - 33.3 3.7 59.3 3.7 -
等 その他教育・学習支援 24 16 8 - 8 3 5 - 3 - - - 1 2 - - 4.7 5 0.6 5 - - 1 1 1 1 1 4.5 4.5 1.3
の 100.0 66.7 33.3 - 100.0 37.5 62.5 - 100.0 - - - 33.3 66.7 - - 100.0 - - 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0
主 専門・技術サービス 102 77 21 4 21 9 11 1 9 1 1 - 2 5 - - 4.0 5 1.5 11 - - 2 - 9 - - 4.6 5.0 0.8
な 100.0 75.5 20.6 3.9 100.0 42.9 52.4 4.8 100.0 11.1 11.1 - 22.2 55.6 - - 100.0 - - 18.2 - 81.8 - -
分 その他 8 7 1 - 1 - 1 - - - - - - - - - - - - 1 - - - - 1 - - 5.0 5.0 0.0
野 100.0 87.5 12.5 - 100.0 - 100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - -

無回答 24 13 11 - 11 4 7 - 4 - - - 3 1 - - 4.3 4 0.5 7 - - 1 - 6 - - 4.7 5.0 0.8
100.0 54.2 45.8 - 100.0 36.4 63.6 - 100.0 - - - 75.0 25.0 - - 100.0 - - 14.3 - 85.7 - -

大学が含まれている 50 20 30 - 30 6 22 2 6 1 3 - 2 - - - 2.5 2 1.2 22 - - 7 - 14 1 - 4.6 5.0 1.5
100.0 40.0 60.0 - 100.0 20.0 73.3 6.7 100.0 16.7 50.0 - 33.3 - - - 100.0 - - 31.8 - 63.6 4.5 -

大学は含まれていない 65 42 22 1 22 10 12 - 10 - 6 - 4 - - - 2.8 2 1.0 12 1 - 4 1 6 - - 3.9 4.5 1.3
100.0 64.6 33.8 1.5 100.0 45.5 54.5 - 100.0 - 60.0 - 40.0 - - - 100.0 8.3 - 33.3 8.3 50.0 - -

無回答 2 1 1 - 1 - 1 - - - - - - - - - - - - 1 - - 1 - - - - 3.0 3.0 0.0
100.0 50.0 50.0 - 100.0 - 100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -

派 「労働者派遣会社」や 236 198 33 5 33 9 23 1 9 - - - 3 3 2 1 5.4 5 2.0 23 - 1 4 1 15 1 1 4.7 5.0 1.5
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 83.9 14.0 2.1 100.0 27.3 69.7 3.0 100.0 - - - 33.3 33.3 22.2 11.1 100.0 - 4.3 17.4 4.3 65.2 4.3 4.3
・ 「労働者派遣会社」や 454 337 112 5 112 42 63 7 42 4 5 1 13 16 1 2 3.9 4 1.4 63 - 3 16 2 40 2 - 5.9 5.0 9.3
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 74.2 24.7 1.1 100.0 37.5 56.3 6.3 100.0 9.5 11.9 2.4 31.0 38.1 2.4 4.8 100.0 - 4.8 25.4 3.2 63.5 3.2 -
負 無回答 10 8 2 - 2 1 1 - 1 - 1 - - - - - 2.0 2 0.0 1 - - - - - - 1 - - -

100.0 80.0 20.0 - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 - 100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - 100.0
雇 ４９人以下 914 705 156 53 156 67 81 8 67 8 9 8 14 23 3 2 4.0 4 2.6 81 3 2 15 2 50 5 4 6.1 5.0 9.8
用 100.0 77.1 17.1 5.8 100.0 42.9 51.9 5.1 100.0 11.9 13.4 11.9 20.9 34.3 4.5 3.0 100.0 3.7 2.5 18.5 2.5 61.7 6.2 4.9
者 ５０～９９人 1,408 1,160 212 36 212 76 123 13 76 5 9 7 17 32 2 4 4.0 4 1.6 123 6 3 20 1 90 3 - 5.2 5.0 6.8
数 100.0 82.4 15.1 2.6 100.0 35.8 58.0 6.1 100.0 6.6 11.8 9.2 22.4 42.1 2.6 5.3 100.0 4.9 2.4 16.3 0.8 73.2 2.4 -

１００～２９９人 1,597 1,315 261 21 261 82 166 13 82 9 10 6 26 24 4 3 3.8 4 1.6 166 4 5 40 9 100 2 6 4.3 5.0 1.2
100.0 82.3 16.3 1.3 100.0 31.4 63.6 5.0 100.0 11.0 12.2 7.3 31.7 29.3 4.9 3.7 100.0 2.4 3.0 24.1 5.4 60.2 1.2 3.6

３００～９９９人 580 458 116 6 116 39 71 6 39 3 9 4 12 9 1 1 3.6 4 1.7 71 - - 15 2 51 2 1 5.0 5.0 3.2
100.0 79.0 20.0 1.0 100.0 33.6 61.2 5.2 100.0 7.7 23.1 10.3 30.8 23.1 2.6 2.6 100.0 - - 21.1 2.8 71.8 2.8 1.4

１，０００人以上 314 229 83 2 83 26 54 3 26 2 5 1 9 5 2 2 3.8 4 1.8 54 - - 16 1 34 2 1 6.5 5.0 11.3
100.0 72.9 26.4 0.6 100.0 31.3 65.1 3.6 100.0 7.7 19.2 3.8 34.6 19.2 7.7 7.7 100.0 - - 29.6 1.9 63.0 3.7 1.9

無回答 91 76 12 3 12 2 9 1 2 - - - - 1 1 - 20.5 21 21.9 9 1 - - - 6 1 1 12.0 5.0 21.5
100.0 83.5 13.2 3.3 100.0 16.7 75.0 8.3 100.0 - - - - 50.0 50.0 - 100.0 11.1 - - - 66.7 11.1 11.1

中小企業（３００人未満）計 3,919 3,180 629 110 629 225 370 34 225 22 28 21 57 79 9 9 3.9 4 2.0 370 13 10 75 12 240 10 10 5.0 5.0 6.1
100.0 81.1 16.1 2.8 100.0 35.8 58.8 5.4 100.0 9.8 12.4 9.3 25.3 35.1 4.0 4.0 100.0 3.5 2.7 20.3 3.2 64.9 2.7 2.7

５０人以上計 3,899 3,162 672 65 672 223 414 35 223 19 33 18 64 70 9 10 3.8 4 1.6 414 10 8 91 13 275 9 8 5.0 5.0 5.7
100.0 81.1 17.2 1.7 100.0 33.2 61.6 5.2 100.0 8.5 14.8 8.1 28.7 31.4 4.0 4.5 100.0 2.4 1.9 22.0 3.1 66.4 2.2 1.9

労 過半数代表の労働組合がある 1,080 843 222 15 222 68 140 14 68 4 11 4 21 20 4 4 4.2 4 2.7 140 2 4 40 5 83 4 2 5.5 5.0 8.7
働 100.0 78.1 20.6 1.4 100.0 30.6 63.1 6.3 100.0 5.9 16.2 5.9 30.9 29.4 5.9 5.9 100.0 1.4 2.9 28.6 3.6 59.3 2.9 1.4
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 314 238 75 1 75 26 49 - 26 2 5 2 10 5 - 2 3.5 4 1.3 49 1 1 7 - 36 2 2 4.8 5.0 1.5
合 100.0 75.8 23.9 0.3 100.0 34.7 65.3 - 100.0 7.7 19.2 7.7 38.5 19.2 - 7.7 100.0 2.0 2.0 14.3 - 73.5 4.1 4.1
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,305 1,035 242 28 242 92 142 8 92 9 12 9 28 29 3 2 3.8 4 1.6 142 6 4 27 7 93 2 3 4.3 5.0 1.2
の 100.0 79.3 18.5 2.1 100.0 38.0 58.7 3.3 100.0 9.8 13.0 9.8 30.4 31.5 3.3 2.2 100.0 4.2 2.8 19.0 4.9 65.5 1.4 2.1
有 労働組合も労使協議機関もない 2,155 1,787 298 70 298 105 171 22 105 12 13 11 19 40 6 4 4.2 4 3.6 171 5 1 32 3 117 7 6 6.0 5.0 9.0
無 100.0 82.9 13.8 3.2 100.0 35.2 57.4 7.4 100.0 11.4 12.4 10.5 18.1 38.1 5.7 3.8 100.0 2.9 0.6 18.7 1.8 68.4 4.1 3.5

無回答 50 40 3 7 3 1 2 - 1 - 1 - - - - - 2.0 2 0.0 2 - - - - 2 - - 5.0 5.0 0.0
100.0 80.0 6.0 14.0 100.0 33.3 66.7 - 100.0 - 100.0 - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - -

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 157 120 36 1 36 10 21 5 10 - 5 - 2 2 - 1 3.1 2 1.4 21 1 1 7 - 11 - 1 4.0 5.0 1.3
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 76.4 22.9 0.6 100.0 27.8 58.3 13.9 100.0 - 50.0 - 20.0 20.0 - 10.0 100.0 4.8 4.8 33.3 - 52.4 - 4.8
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 623 484 132 7 132 39 87 6 39 3 5 3 13 9 2 4 3.9 4 1.8 87 1 2 24 2 56 1 1 4.8 5.0 4.7
範 組合員になっていない 100.0 77.7 21.2 1.1 100.0 29.5 65.9 4.5 100.0 7.7 12.8 7.7 33.3 23.1 5.1 10.3 100.0 1.1 2.3 27.6 2.3 64.4 1.1 1.1
囲 無回答 614 477 129 8 129 45 81 3 45 3 6 3 16 14 2 1 4.3 4 2.9 81 1 2 16 3 52 5 2 6.2 5.0 10.5

100.0 77.7 21.0 1.3 100.0 34.9 62.8 2.3 100.0 6.7 13.3 6.7 35.6 31.1 4.4 2.2 100.0 1.2 2.5 19.8 3.7 64.2 6.2 2.5
認 【改正労働契約法】の 3,251 2,576 637 38 637 201 407 29 201 17 27 15 65 60 9 8 3.9 4 1.6 407 10 9 85 13 276 8 6 4.9 5.0 5.8
知 改正内容まで知っている 100.0 79.2 19.6 1.2 100.0 31.6 63.9 4.6 100.0 8.5 13.4 7.5 32.3 29.9 4.5 4.0 100.0 2.5 2.2 20.9 3.2 67.8 2.0 1.5
度 改正されたことは知っているが 1,383 1,146 174 63 174 80 82 12 80 7 14 11 13 27 4 4 4.4 4 4.5 82 2 1 20 2 47 5 5 6.5 5.0 10.9
別 内容はよく分からない 100.0 82.9 12.6 4.6 100.0 46.0 47.1 6.9 100.0 8.8 17.5 13.8 16.3 33.8 5.0 5.0 100.0 2.4 1.2 24.4 2.4 57.3 6.1 6.1

知らない・分からない 234 189 28 17 28 10 15 3 10 3 1 - - 6 - - 3.5 5 2.0 15 2 - 1 - 8 2 2 7.6 5.0 12.0
100.0 80.8 12.0 7.3 100.0 35.7 53.6 10.7 100.0 30.0 10.0 - - 60.0 - - 100.0 13.3 - 6.7 - 53.3 13.3 13.3

無回答 36 32 1 3 1 1 - - 1 - - - - 1 - - 5.0 5 0.0 - - - - - - - - - - -
100.0 88.9 2.8 8.3 100.0 100.0 - - 100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - -

合計（復元） 3,167 2,512 524 131 524 205 286 33 205 19 29 22 49 68 9 9 4.0 1 - 286 11 7 54 8 183 13 10 5.8 1.4 -
100.0 79.3 16.5 4.1 100.0 39.1 54.6 6.3 100.0 9.3 14.1 10.7 23.9 33.2 4.4 4.4 100.0 3.8 2.4 18.9 2.8 64.0 4.5 3.5

問５（２）,契約更新の回数上限や通算勤続年数の上限は設けていますか（それぞれ１つだけ○）。
付問①,（上限を設けている場合）上限設定の内容を教えてください（１つだけ○。上限数値も記入）。
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企業計
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企業計

契約
更新の
回数

上限が
ある

通算
勤続

年数の
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無回答 契約
更新

の回数
上限

がある
企業計

契約更新の上限回数 通算
勤続
年数

の上限
がある
企業計

通算勤続の上限年数
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○パートタイム契約労働者について

１回 ２回 ３回 ４回 ５回 ６回
以上

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

１年
以下

２年 ３年 ４年 ５年 ６年
以上

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

合計 4,665 4,081 466 118 466 124 302 40 124 6 23 10 35 35 11 4 4.3 4 2.5 302 8 4 43 13 212 11 11 6.0 5.0 8.9
100.0 87.5 10.0 2.5 100.0 26.6 64.8 8.6 100.0 4.8 18.5 8.1 28.2 28.2 8.9 3.2 100.0 2.6 1.3 14.2 4.3 70.2 3.6 3.6

主 建設業 263 229 25 9 25 7 14 4 7 - 1 1 3 2 - - 3.9 4 1.1 14 - - 2 - 12 - - 4.7 5.0 0.7
な 100.0 87.1 9.5 3.4 100.0 28.0 56.0 16.0 100.0 - 14.3 14.3 42.9 28.6 - - 100.0 - - 14.3 - 85.7 - -
業 製造業 1,177 1,072 74 31 74 19 50 5 19 - 3 3 1 10 2 - 4.9 5 2.8 50 - - 6 3 39 - 2 4.7 5.0 0.7
種 100.0 91.1 6.3 2.6 100.0 25.7 67.6 6.8 100.0 - 15.8 15.8 5.3 52.6 10.5 - 100.0 - - 12.0 6.0 78.0 - 4.0

電気・ガス・熱供給・水道業 34 28 4 2 4 1 3 - 1 - - - - 1 - - 5.0 5 0.0 3 - 1 - 1 1 - - 3.7 4.0 1.5
100.0 82.4 11.8 5.9 100.0 25.0 75.0 - 100.0 - - - - 100.0 - - 100.0 - 33.3 - 33.3 33.3 - -

情報通信業 127 101 21 5 21 2 18 1 2 - - - 2 - - - 4.0 4 0.0 18 1 1 4 - 12 - - 4.2 5.0 1.3
100.0 79.5 16.5 3.9 100.0 9.5 85.7 4.8 100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 5.6 5.6 22.2 - 66.7 - -

運輸業、郵便業 297 266 24 7 24 6 14 4 6 - 1 1 1 1 1 1 4.8 4 3.1 14 - - 1 - 8 3 2 16.1 5.0 25.3
100.0 89.6 8.1 2.4 100.0 25.0 58.3 16.7 100.0 - 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 100.0 - - 7.1 - 57.1 21.4 14.3

卸売業、小売業 897 798 76 23 76 21 48 7 21 - 4 3 4 6 4 - 5.4 4 4.0 48 3 - 3 3 37 1 1 5.8 5.0 8.9
100.0 89.0 8.5 2.6 100.0 27.6 63.2 9.2 100.0 - 19.0 14.3 19.0 28.6 19.0 - 100.0 6.3 - 6.3 6.3 77.1 2.1 2.1

金融業、保険業 78 70 7 1 7 1 6 - 1 - - - 1 - - - 4.0 4 0.0 6 - - - - 6 - - 5.0 5.0 0.0
100.0 89.7 9.0 1.3 100.0 14.3 85.7 - 100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 - - - - 100.0 - -

不動産業、物品賃貸業 79 56 22 1 22 8 13 1 8 - 3 - 2 2 1 - 3.8 4 1.6 13 - - 7 - 6 - - 3.9 3.0 1.0
100.0 70.9 27.8 1.3 100.0 36.4 59.1 4.5 100.0 - 37.5 - 25.0 25.0 12.5 - 100.0 - - 53.8 - 46.2 - -

学術研究、専門・技術サービス業 116 90 21 5 21 6 14 1 6 - 1 - 3 2 - - 4.0 4 1.1 14 - - - 1 13 - - 4.9 5.0 0.3
100.0 77.6 18.1 4.3 100.0 28.6 66.7 4.8 100.0 - 16.7 - 50.0 33.3 - - 100.0 - - - 7.1 92.9 - -

宿泊業、飲食サービス業 307 270 23 14 23 7 12 4 7 3 - 1 1 1 1 - 3.6 3 3.3 12 - 1 1 - 9 1 - 6.7 5.0 7.4
100.0 87.9 7.5 4.6 100.0 30.4 52.2 17.4 100.0 42.9 - 14.3 14.3 14.3 14.3 - 100.0 - 8.3 8.3 - 75.0 8.3 -

生活関連サービス業、娯楽業 163 142 17 4 17 6 9 2 6 - - - 4 - 1 1 4.6 4 1.3 9 1 - 1 - 6 1 - 9.0 5.0 14.3
100.0 87.1 10.4 2.5 100.0 35.3 52.9 11.8 100.0 - - - 66.7 - 16.7 16.7 100.0 11.1 - 11.1 - 66.7 11.1 -

教育、学習支援業 160 116 44 - 44 12 29 3 12 - 5 1 4 2 - - 3.3 4 1.2 29 1 - 5 2 18 1 2 4.6 5.0 1.5
100.0 72.5 27.5 - 100.0 27.3 65.9 6.8 100.0 - 41.7 8.3 33.3 16.7 - - 100.0 3.4 - 17.2 6.9 62.1 3.4 6.9

医療、福祉 273 247 21 5 21 5 14 2 5 1 2 - - 2 - - 3.0 2 1.9 14 1 - 3 - 7 2 1 8.9 5.0 15.8
100.0 90.5 7.7 1.8 100.0 23.8 66.7 9.5 100.0 20.0 40.0 - - 40.0 - - 100.0 7.1 - 21.4 - 50.0 14.3 7.1

複合サービス業 16 14 2 - 2 2 - - 2 - - - 1 1 - - 4.5 5 0.7 - - - - - - - - - - -
100.0 87.5 12.5 - 100.0 100.0 - - 100.0 - - - 50.0 50.0 - - - - - - - - - -

その他サービス業 646 559 79 8 79 21 52 6 21 2 3 - 8 5 1 2 3.9 4 1.8 52 1 1 8 2 35 2 3 6.6 5.0 10.5
100.0 86.5 12.2 1.2 100.0 26.6 65.8 7.6 100.0 9.5 14.3 - 38.1 23.8 4.8 9.5 100.0 1.9 1.9 15.4 3.8 67.3 3.8 5.8

その他 14 9 5 - 5 - 5 - - - - - - - - - - - - 5 - - 2 1 2 - - 4.0 4.0 1.0
100.0 64.3 35.7 - 100.0 - 100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - 40.0 20.0 40.0 - -

無回答 18 14 1 3 1 - 1 - - - - - - - - - - - - 1 - - - - 1 - - 5.0 5.0 0.0
100.0 77.8 5.6 16.7 100.0 - 100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - -

サービス業計 1,248 1,075 142 31 142 42 87 13 42 5 4 1 17 9 3 3 4.0 4 1.9 87 2 2 10 3 63 4 3 6.6 5.0 9.6
100.0 86.1 11.4 2.5 100.0 29.6 61.3 9.2 100.0 11.9 9.5 2.4 40.5 21.4 7.1 7.1 100.0 2.3 2.3 11.5 3.4 72.4 4.6 3.4

製 輸送用機械関連 136 119 15 2 15 4 10 1 4 - 1 1 - 2 - - 3.8 4 1.5 10 - - 1 1 8 - - 4.7 5.0 0.7
造 100.0 87.5 11.0 1.5 100.0 26.7 66.7 6.7 100.0 - 25.0 25.0 - 50.0 - - 100.0 - - 10.0 10.0 80.0 - -
業 化学関連 84 74 6 4 6 2 3 1 2 - - - - 2 - - 5.0 5 0.0 3 - - - - 3 - - 5.0 5.0 0.0
の 100.0 88.1 7.1 4.8 100.0 33.3 50.0 16.7 100.0 - - - - 100.0 - - 100.0 - - - - 100.0 - -
主 電機・電子関連 187 169 12 6 12 2 10 - 2 - 1 - - 1 - - 3.5 4 2.1 10 - - 1 1 8 - - 4.7 5.0 0.7
な 100.0 90.4 6.4 3.2 100.0 16.7 83.3 - 100.0 - 50.0 - - 50.0 - - 100.0 - - 10.0 10.0 80.0 - -
分 素材関連 39 37 2 - 2 - 2 - - - - - - - - - - - - 2 - - - - 2 - - 5.0 5.0 0.0
野 100.0 94.9 5.1 - 100.0 - 100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - -

その他機械関連 98 88 9 1 9 2 7 - 2 - - - - 2 - - 5.0 5 0.0 7 - - 2 - 5 - - 4.4 5.0 1.0
100.0 89.8 9.2 1.0 100.0 22.2 77.8 - 100.0 - - - - 100.0 - - 100.0 - - 28.6 - 71.4 - -

食料品関連 165 161 3 1 3 - 2 1 - - - - - - - - - - - 2 - - 1 - - - 1 3.0 3.0 0.0
100.0 97.6 1.8 0.6 100.0 - 66.7 33.3 - - - - - - - - 100.0 - - 50.0 - - - 50.0

金属関連 126 116 6 4 6 3 2 1 3 - - 1 1 - 1 - 5.7 4 3.8 2 - - - 1 1 - - 4.5 4.5 0.7
100.0 92.1 4.8 3.2 100.0 50.0 33.3 16.7 100.0 - - 33.3 33.3 - 33.3 - 100.0 - - - 50.0 50.0 - -

その他製造 336 303 21 12 21 6 14 1 6 - 1 1 - 3 1 - 5.7 5 4.3 14 - - 1 - 12 - 1 4.8 5.0 0.6
100.0 90.2 6.3 3.6 100.0 28.6 66.7 4.8 100.0 - 16.7 16.7 - 50.0 16.7 - 100.0 - - 7.1 - 85.7 - 7.1

無回答 6 5 - 1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 83.3 - 16.7 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

卸 総合卸 118 103 10 5 10 1 9 - 1 - - - - 1 - - 5.0 5 0.0 9 - - - 1 7 - 1 4.9 5.0 0.4
売 100.0 87.3 8.5 4.2 100.0 10.0 90.0 - 100.0 - - - - 100.0 - - 100.0 - - - 11.1 77.8 - 11.1
業 専門卸 254 222 26 6 26 5 17 4 5 - 1 1 1 1 1 - 5.2 4 4.0 17 2 - 1 - 13 1 - 7.9 5.0 14.8
、 100.0 87.4 10.2 2.4 100.0 19.2 65.4 15.4 100.0 - 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 - 100.0 11.8 - 5.9 - 76.5 5.9 -
小 その他卸売 110 96 9 5 9 2 6 1 2 - - 1 - 1 - - 4.0 4 1.4 6 - - 1 - 5 - - 4.7 5.0 0.8
売 100.0 87.3 8.2 4.5 100.0 22.2 66.7 11.1 100.0 - - 50.0 - 50.0 - - 100.0 - - 16.7 - 83.3 - -
業 総合小売 164 152 9 3 9 2 6 1 2 - 1 - 1 - - - 3.0 3 1.4 6 - - - 1 5 - - 4.8 5.0 0.4
の 100.0 92.7 5.5 1.8 100.0 22.2 66.7 11.1 100.0 - 50.0 - 50.0 - - - 100.0 - - - 16.7 83.3 - -
主 専門小売 165 148 14 3 14 7 6 1 7 - 2 1 - 3 1 - 5.7 5 5.6 6 1 - - 1 4 - - 4.2 5.0 1.6
な 100.0 89.7 8.5 1.8 100.0 50.0 42.9 7.1 100.0 - 28.6 14.3 - 42.9 14.3 - 100.0 16.7 - - 16.7 66.7 - -
分 その他小売 75 69 5 1 5 2 3 - 2 - - - - - 2 - 10.0 10 2.8 3 - - 1 - 2 - - 4.3 5.0 1.2
野 100.0 92.0 6.7 1.3 100.0 40.0 60.0 - 100.0 - - - - - 100.0 - 100.0 - - 33.3 - 66.7 - -

無回答 11 8 3 - 3 2 1 - 2 - - - 2 - - - 4.0 4 0.0 1 - - - - 1 - - 5.0 5.0 0.0
100.0 72.7 27.3 - 100.0 66.7 33.3 - 100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 - - - - 100.0 - -

学 学術・研究機関 16 5 9 2 9 1 7 1 1 - - - 1 - - - 4.0 4 0.0 7 - - - - 7 - - 5.0 5.0 0.0
術 100.0 31.3 56.3 12.5 100.0 11.1 77.8 11.1 100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 - - - - 100.0 - -
研 学校教育 122 91 31 - 31 7 22 2 7 - 4 1 2 - - - 2.7 2 1.0 22 1 - 3 2 15 1 - 4.7 5.0 1.6
究 100.0 74.6 25.4 - 100.0 22.6 71.0 6.5 100.0 - 57.1 14.3 28.6 - - - 100.0 4.5 - 13.6 9.1 68.2 4.5 -
等 その他教育・学習支援 28 20 8 - 8 4 4 - 4 - - - 2 2 - - 4.5 5 0.6 4 - - 2 - - - 2 3.0 3.0 0.0
の 100.0 71.4 28.6 - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 - - - 50.0 50.0 - - 100.0 - - 50.0 - - - 50.0
主 専門・技術サービス 83 71 9 3 9 2 6 1 2 - - - - 2 - - 5.0 5 0.0 6 - - - 1 5 - - 4.8 5.0 0.4
な 100.0 85.5 10.8 3.6 100.0 22.2 66.7 11.1 100.0 - - - - 100.0 - - 100.0 - - - 16.7 83.3 - -
分 その他 6 5 1 - 1 - 1 - - - - - - - - - - - - 1 - - - - 1 - - 5.0 5.0 0.0
野 100.0 83.3 16.7 - 100.0 - 100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - -

無回答 21 14 7 - 7 4 3 - 4 - 2 - 2 - - - 3.0 3 1.2 3 - - - - 3 - - 5.0 5.0 0.0
100.0 66.7 33.3 - 100.0 57.1 42.9 - 100.0 - 50.0 - 50.0 - - - 100.0 - - - - 100.0 - -

大学が含まれている 52 26 26 - 26 5 19 2 5 - 3 - 2 - - - 2.8 2 1.1 19 - - 3 - 15 1 - 4.9 5.0 1.4
100.0 50.0 50.0 - 100.0 19.2 73.1 7.7 100.0 - 60.0 - 40.0 - - - 100.0 - - 15.8 - 78.9 5.3 -

大学は含まれていない 83 69 12 2 12 3 8 1 3 - 1 1 1 - - - 3.0 3 1.0 8 - - - 2 6 - - 4.8 5.0 0.5
100.0 83.1 14.5 2.4 100.0 25.0 66.7 8.3 100.0 - 33.3 33.3 33.3 - - - 100.0 - - - 25.0 75.0 - -

無回答 3 1 2 - 2 - 2 - - - - - - - - - - - - 2 1 - - - 1 - - 3.0 3.0 2.8
100.0 33.3 66.7 - 100.0 - 100.0 - - - - - - - - - 100.0 50.0 - - - 50.0 - -

派 「労働者派遣会社」や 209 192 13 4 13 2 10 1 2 - - - 1 1 - - 4.5 5 0.7 10 - 1 - - 8 - 1 4.7 5.0 1.0
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 91.9 6.2 1.9 100.0 15.4 76.9 7.7 100.0 - - - 50.0 50.0 - - 100.0 - 10.0 - - 80.0 - 10.0
・ 「労働者派遣会社」や 428 359 65 4 65 19 41 5 19 2 3 - 7 4 1 2 3.8 4 1.9 41 1 - 8 2 27 2 1 7.0 5.0 11.6
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 83.9 15.2 0.9 100.0 29.2 63.1 7.7 100.0 10.5 15.8 - 36.8 21.1 5.3 10.5 100.0 2.4 - 19.5 4.9 65.9 4.9 2.4
負 無回答 9 8 1 - 1 - 1 - - - - - - - - - - - - 1 - - - - - - 1 - - -

100.0 88.9 11.1 - 100.0 - 100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - 100.0
雇 ４９人以下 860 744 71 45 71 25 36 10 25 2 4 5 5 6 2 1 4.1 4 2.7 36 1 - 6 2 20 4 3 8.3 5.0 14.2
用 100.0 86.5 8.3 5.2 100.0 35.2 50.7 14.1 100.0 8.0 16.0 20.0 20.0 24.0 8.0 4.0 100.0 2.8 - 16.7 5.6 55.6 11.1 8.3
者 ５０～９９人 1,309 1,173 102 34 102 31 60 11 31 3 6 3 7 10 2 - 3.9 4 2.1 60 2 2 6 3 44 2 1 6.2 5.0 9.6
数 100.0 89.6 7.8 2.6 100.0 30.4 58.8 10.8 100.0 9.7 19.4 9.7 22.6 32.3 6.5 - 100.0 3.3 3.3 10.0 5.0 73.3 3.3 1.7

１００～２９９人 1,525 1,352 145 28 145 37 95 13 37 1 3 1 12 13 4 3 4.9 5 2.9 95 2 - 14 4 69 1 5 4.6 5.0 1.1
100.0 88.7 9.5 1.8 100.0 25.5 65.5 9.0 100.0 2.7 8.1 2.7 32.4 35.1 10.8 8.1 100.0 2.1 - 14.7 4.2 72.6 1.1 5.3

３００～９９９人 577 488 83 6 83 20 59 4 20 - 6 1 7 4 2 - 4.3 4 2.8 59 1 1 9 3 43 1 1 4.9 5.0 3.5
100.0 84.6 14.4 1.0 100.0 24.1 71.1 4.8 100.0 - 30.0 5.0 35.0 20.0 10.0 - 100.0 1.7 1.7 15.3 5.1 72.9 1.7 1.7

１，０００人以上 308 251 55 2 55 11 43 1 11 - 4 - 4 2 1 - 3.6 4 1.4 43 1 1 7 1 31 2 - 7.1 5.0 12.5
100.0 81.5 17.9 0.6 100.0 20.0 78.2 1.8 100.0 - 36.4 - 36.4 18.2 9.1 - 100.0 2.3 2.3 16.3 2.3 72.1 4.7 -

無回答 86 73 10 3 10 - 9 1 - - - - - - - - - - - 9 1 - 1 - 5 1 1 11.8 5.0 21.6
100.0 84.9 11.6 3.5 100.0 - 90.0 10.0 - - - - - - - - 100.0 11.1 - 11.1 - 55.6 11.1 11.1

中小企業（３００人未満）計 3,694 3,269 318 107 318 93 191 34 93 6 13 9 24 29 8 4 4.4 4 2.6 191 5 2 26 9 133 7 9 5.8 5.0 8.2
100.0 88.5 8.6 2.9 100.0 29.2 60.1 10.7 100.0 6.5 14.0 9.7 25.8 31.2 8.6 4.3 100.0 2.6 1.0 13.6 4.7 69.6 3.7 4.7

５０人以上計 3,719 3,264 385 70 385 99 257 29 99 4 19 5 30 29 9 3 4.3 4 2.5 257 6 4 36 11 187 6 7 5.5 5.0 7.2
100.0 87.8 10.4 1.9 100.0 25.7 66.8 7.5 100.0 4.0 19.2 5.1 30.3 29.3 9.1 3.0 100.0 2.3 1.6 14.0 4.3 72.8 2.3 2.7

労 過半数代表の労働組合がある 949 808 125 16 125 30 86 9 30 1 3 - 10 12 2 2 4.7 5 2.4 86 - 1 14 5 61 3 2 6.6 5.0 11.0
働 100.0 85.1 13.2 1.7 100.0 24.0 68.8 7.2 100.0 3.3 10.0 - 33.3 40.0 6.7 6.7 100.0 - 1.2 16.3 5.8 70.9 3.5 2.3
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 316 258 56 2 56 13 43 - 13 - 5 - 4 1 3 - 5.2 4 4.6 43 - - 6 1 33 2 1 4.9 5.0 1.4
合 100.0 81.6 17.7 0.6 100.0 23.2 76.8 - 100.0 - 38.5 - 30.8 7.7 23.1 - 100.0 - - 14.0 2.3 76.7 4.7 2.3
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,235 1,086 121 28 121 29 83 9 29 1 6 2 11 7 2 - 4.0 4 1.8 83 4 1 11 4 57 1 5 5.1 5.0 6.5
の 100.0 87.9 9.8 2.3 100.0 24.0 68.6 7.4 100.0 3.4 20.7 6.9 37.9 24.1 6.9 - 100.0 4.8 1.2 13.3 4.8 68.7 1.2 6.0
有 労働組合も労使協議機関もない 2,115 1,887 161 67 161 50 89 22 50 4 9 7 10 15 3 2 3.8 4 1.9 89 4 2 12 3 60 5 3 6.7 5.0 10.6
無 100.0 89.2 7.6 3.2 100.0 31.1 55.3 13.7 100.0 8.0 18.0 14.0 20.0 30.0 6.0 4.0 100.0 4.5 2.2 13.5 3.4 67.4 5.6 3.4

無回答 50 42 3 5 3 2 1 - 2 - - 1 - - 1 - 7.5 8 6.4 1 - - - - 1 - - 5.0 5.0 0.0
100.0 84.0 6.0 10.0 100.0 66.7 33.3 - 100.0 - - 50.0 - - 50.0 - 100.0 - - - - 100.0 - -

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 154 122 29 3 29 7 20 2 7 - 1 - 3 1 1 1 4.8 4 2.7 20 - - 2 3 14 - 1 4.6 5.0 0.7
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 79.2 18.8 1.9 100.0 24.1 69.0 6.9 100.0 - 14.3 - 42.9 14.3 14.3 14.3 100.0 - - 10.0 15.0 70.0 - 5.0
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 576 480 90 6 90 21 65 4 21 1 4 - 8 5 2 1 4.7 4 3.6 65 - 1 12 2 47 2 1 5.3 5.0 5.4
範 組合員になっていない 100.0 83.3 15.6 1.0 100.0 23.3 72.2 4.4 100.0 4.8 19.0 - 38.1 23.8 9.5 4.8 100.0 - 1.5 18.5 3.1 72.3 3.1 1.5
囲 無回答 535 464 62 9 62 15 44 3 15 - 3 - 3 7 2 - 5.1 5 3.1 44 - - 6 1 33 3 1 7.8 5.0 14.0

100.0 86.7 11.6 1.7 100.0 24.2 71.0 4.8 100.0 - 20.0 - 20.0 46.7 13.3 - 100.0 - - 13.6 2.3 75.0 6.8 2.3
認 【改正労働契約法】の 2,993 2,572 369 52 369 95 250 24 95 2 16 6 31 30 9 1 4.5 4 2.6 250 5 3 36 12 185 4 5 5.2 5.0 6.2
知 改正内容まで知っている 100.0 85.9 12.3 1.7 100.0 25.7 67.8 6.5 100.0 2.1 16.8 6.3 32.6 31.6 9.5 1.1 100.0 2.0 1.2 14.4 4.8 74.0 1.6 2.0
度 改正されたことは知っているが 1,398 1,262 86 50 86 28 45 13 28 4 7 4 4 4 2 3 3.4 3 2.2 45 2 1 7 - 24 5 6 10.1 5.0 17.2
別 内容はよく分からない 100.0 90.3 6.2 3.6 100.0 32.6 52.3 15.1 100.0 14.3 25.0 14.3 14.3 14.3 7.1 10.7 100.0 4.4 2.2 15.6 - 53.3 11.1 13.3

知らない・分からない 241 217 10 14 10 1 6 3 1 - - - - 1 - - 5.0 5 0.0 6 1 - - 1 2 2 - 12.0 5.0 17.4
100.0 90.0 4.1 5.8 100.0 10.0 60.0 30.0 100.0 - - - - 100.0 - - 100.0 16.7 - - 16.7 33.3 33.3 -

無回答 33 30 1 2 1 - 1 - - - - - - - - - - - - 1 - - - - 1 - - 5.0 5.0 0.0
100.0 90.9 3.0 6.1 100.0 - 100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - -

合計（復元） 3,079 2,675 275 129 275 86 159 30 86 6 14 13 18 23 8 5 4.3 1 - 159 4 2 21 6 109 11 7 6.9 1.4 -
100.0 86.9 8.9 4.2 100.0 31.3 57.8 10.9 100.0 7.0 16.3 15.1 20.9 26.7 9.3 5.8 100.0 2.5 1.3 13.2 3.8 68.6 6.9 4.4

契約
更新

の回数
上限

がある
企業計

契約更新の上限回数 通算
勤続
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企業計
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労働者
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企業計

上限を
設けて
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無回答 上限を
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勤続

年数の
上限が
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無回答



－127－

○フルタイム契約労働者について ○パートタイム契約労働者について
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通算
勤続

年数の
上限が
ある

無回答

合計 840 319 502 19 502 447 37 16 2 53 14 33 6 466 230 210 26 210 184 16 9 1 25 2 18 5
100.0 38.0 59.8 2.3 100.0 89.0 7.4 3.2 0.4 100.0 26.4 62.3 11.3 100.0 49.4 45.1 5.6 100.0 87.6 7.6 4.3 0.5 100.0 8.0 72.0 20.0

主 建設業 58 18 39 1 39 37 2 - - 2 1 1 - 25 13 9 3 9 9 - - - - - - -
な 100.0 31.0 67.2 1.7 100.0 94.9 5.1 - - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 52.0 36.0 12.0 100.0 100.0 - - - - - - -
業 製造業 169 74 93 2 93 83 8 2 - 10 4 4 2 74 42 28 4 28 24 - 4 - 4 - 3 1
種 100.0 43.8 55.0 1.2 100.0 89.2 8.6 2.2 - 100.0 40.0 40.0 20.0 100.0 56.8 37.8 5.4 100.0 85.7 - 14.3 - 100.0 - 75.0 25.0

電気・ガス・熱供給・水道業 8 4 4 - 4 4 - - - - - - - 4 2 2 - 2 2 - - - - - - -
100.0 50.0 50.0 - 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 100.0 - - - - - - -

情報通信業 49 20 28 1 28 25 1 2 - 3 - 3 - 21 9 12 - 12 10 1 1 - 2 - 2 -
100.0 40.8 57.1 2.0 100.0 89.3 3.6 7.1 - 100.0 - 100.0 - 100.0 42.9 57.1 - 100.0 83.3 8.3 8.3 - 100.0 - 100.0 -

運輸業、郵便業 56 22 33 1 33 29 3 1 - 4 1 3 - 24 11 11 2 11 9 2 - - 2 - 2 -
100.0 39.3 58.9 1.8 100.0 87.9 9.1 3.0 - 100.0 25.0 75.0 - 100.0 45.8 45.8 8.3 100.0 81.8 18.2 - - 100.0 - 100.0 -

卸売業、小売業 130 57 68 5 68 65 1 2 - 3 - 2 1 76 44 28 4 28 26 1 1 - 2 - 1 1
100.0 43.8 52.3 3.8 100.0 95.6 1.5 2.9 - 100.0 - 66.7 33.3 100.0 57.9 36.8 5.3 100.0 92.9 3.6 3.6 - 100.0 - 50.0 50.0

金融業、保険業 13 10 3 - 3 3 - - - - - - - 7 7 - - - - - - - - - - -
100.0 76.9 23.1 - 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 100.0 - - - - - - - - - - -

不動産業、物品賃貸業 25 8 17 - 17 16 1 - - 1 - 1 - 22 11 11 - 11 11 - - - - - - -
100.0 32.0 68.0 - 100.0 94.1 5.9 - - 100.0 - 100.0 - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 100.0 - - - - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 43 13 28 2 28 21 6 1 - 7 2 5 - 21 8 11 2 11 7 4 - - 4 2 2 -
100.0 30.2 65.1 4.7 100.0 75.0 21.4 3.6 - 100.0 28.6 71.4 - 100.0 38.1 52.4 9.5 100.0 63.6 36.4 - - 100.0 50.0 50.0 -

宿泊業、飲食サービス業 29 11 17 1 17 16 1 - - 1 1 - - 23 11 10 2 10 10 - - - - - - -
100.0 37.9 58.6 3.4 100.0 94.1 5.9 - - 100.0 100.0 - - 100.0 47.8 43.5 8.7 100.0 100.0 - - - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 21 7 13 1 13 12 1 - - 1 - 1 - 17 7 8 2 8 8 - - - - - - -
100.0 33.3 61.9 4.8 100.0 92.3 7.7 - - 100.0 - 100.0 - 100.0 41.2 47.1 11.8 100.0 100.0 - - - - - - -

教育、学習支援業 51 15 36 - 36 28 3 5 - 8 1 6 1 44 19 25 - 25 20 2 3 - 5 - 4 1
100.0 29.4 70.6 - 100.0 77.8 8.3 13.9 - 100.0 12.5 75.0 12.5 100.0 43.2 56.8 - 100.0 80.0 8.0 12.0 - 100.0 - 80.0 20.0

医療、福祉 28 9 17 2 17 13 2 2 - 4 1 2 1 21 6 12 3 12 9 3 - - 3 - 2 1
100.0 32.1 60.7 7.1 100.0 76.5 11.8 11.8 - 100.0 25.0 50.0 25.0 100.0 28.6 57.1 14.3 100.0 75.0 25.0 - - 100.0 - 66.7 33.3

複合サービス業 3 1 2 - 2 2 - - - - - - - 2 1 1 - 1 1 - - - - - - -
100.0 33.3 66.7 - 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 100.0 - - - - - - -

その他サービス業 147 48 96 3 96 86 7 1 2 8 3 4 1 79 37 38 4 38 34 3 - 1 3 - 2 1
100.0 32.7 65.3 2.0 100.0 89.6 7.3 1.0 2.1 100.0 37.5 50.0 12.5 100.0 46.8 48.1 5.1 100.0 89.5 7.9 - 2.6 100.0 - 66.7 33.3

その他 6 2 4 - 4 3 1 - - 1 - 1 - 5 2 3 - 3 3 - - - - - - -
100.0 33.3 66.7 - 100.0 75.0 25.0 - - 100.0 - 100.0 - 100.0 40.0 60.0 - 100.0 100.0 - - - - - - -

無回答 4 - 4 - 4 4 - - - - - - - 1 - 1 - 1 1 - - - - - - -
100.0 - 100.0 - 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 - 100.0 - 100.0 100.0 - - - - - - -

サービス業計 243 80 156 7 156 137 15 2 2 17 6 10 1 142 64 68 10 68 60 7 - 1 7 2 4 1
100.0 32.9 64.2 2.9 100.0 87.8 9.6 1.3 1.3 100.0 35.3 58.8 5.9 100.0 45.1 47.9 7.0 100.0 88.2 10.3 - 1.5 100.0 28.6 57.1 14.3

製 輸送用機械関連 30 14 16 - 16 12 3 1 - 4 - 2 2 15 11 3 1 3 3 - - - - - - -
造 100.0 46.7 53.3 - 100.0 75.0 18.8 6.3 - 100.0 - 50.0 50.0 100.0 73.3 20.0 6.7 100.0 100.0 - - - - - - -
業 化学関連 14 5 9 - 9 9 - - - - - - - 6 5 1 - 1 1 - - - - - - -
の 100.0 35.7 64.3 - 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 83.3 16.7 - 100.0 100.0 - - - - - - -
主 電機・電子関連 30 8 22 - 22 18 3 1 - 4 2 2 - 12 5 6 1 6 4 - 2 - 2 - 2 -
な 100.0 26.7 73.3 - 100.0 81.8 13.6 4.5 - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 41.7 50.0 8.3 100.0 66.7 - 33.3 - 100.0 - 100.0 -
分 素材関連 7 4 3 - 3 3 - - - - - - - 2 2 - - - - - - - - - - -
野 100.0 57.1 42.9 - 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 100.0 - - - - - - - - - - -

その他機械関連 18 6 12 - 12 11 1 - - 1 1 - - 9 3 5 1 5 5 - - - - - - -
100.0 33.3 66.7 - 100.0 91.7 8.3 - - 100.0 100.0 - - 100.0 33.3 55.6 11.1 100.0 100.0 - - - - - - -

食料品関連 14 7 6 1 6 6 - - - - - - - 3 2 - 1 - - - - - - - - -
100.0 50.0 42.9 7.1 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 66.7 - 33.3 - - - - - - - - -

金属関連 15 8 7 - 7 7 - - - - - - - 6 2 4 - 4 3 - 1 - 1 - - 1
100.0 53.3 46.7 - 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 33.3 66.7 - 100.0 75.0 - 25.0 - 100.0 - - 100.0

その他製造 41 22 18 1 18 17 1 - - 1 1 - - 21 12 9 - 9 8 - 1 - 1 - 1 -
100.0 53.7 43.9 2.4 100.0 94.4 5.6 - - 100.0 100.0 - - 100.0 57.1 42.9 - 100.0 88.9 - 11.1 - 100.0 - 100.0 -

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

卸 総合卸 22 7 13 2 13 12 - 1 - 1 - - 1 10 3 7 - 7 5 1 1 - 2 - 1 1
売 100.0 31.8 59.1 9.1 100.0 92.3 - 7.7 - 100.0 - - 100.0 100.0 30.0 70.0 - 100.0 71.4 14.3 14.3 - 100.0 - 50.0 50.0
業 専門卸 56 28 26 2 26 26 - - - - - - - 26 18 6 2 6 6 - - - - - - -
、 100.0 50.0 46.4 3.6 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 69.2 23.1 7.7 100.0 100.0 - - - - - - -
小 その他卸売 14 7 7 - 7 7 - - - - - - - 9 4 3 2 3 3 - - - - - - -
売 100.0 50.0 50.0 - 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 44.4 33.3 22.2 100.0 100.0 - - - - - - -
業 総合小売 13 4 8 1 8 7 1 - - 1 - 1 - 9 5 4 - 4 4 - - - - - - -
の 100.0 30.8 61.5 7.7 100.0 87.5 12.5 - - 100.0 - 100.0 - 100.0 55.6 44.4 - 100.0 100.0 - - - - - - -
主 専門小売 14 7 7 - 7 7 - - - - - - - 14 8 6 - 6 6 - - - - - - -
な 100.0 50.0 50.0 - 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 57.1 42.9 - 100.0 100.0 - - - - - - -
分 その他小売 10 3 7 - 7 6 - 1 - 1 - 1 - 5 4 1 - 1 1 - - - - - - -
野 100.0 30.0 70.0 - 100.0 85.7 - 14.3 - 100.0 - 100.0 - 100.0 80.0 20.0 - 100.0 100.0 - - - - - - -

無回答 1 1 - - - - - - - - - - - 3 2 1 - 1 1 - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - - - 100.0 66.7 33.3 - 100.0 100.0 - - - - - - -

学 学術・研究機関 14 3 11 - 11 8 3 - - 3 - 3 - 9 2 7 - 7 4 3 - - 3 - 3 -
術 100.0 21.4 78.6 - 100.0 72.7 27.3 - - 100.0 - 100.0 - 100.0 22.2 77.8 - 100.0 57.1 42.9 - - 100.0 - 100.0 -
研 学校教育 39 11 28 - 28 21 1 6 - 7 1 5 1 31 14 17 - 17 14 - 3 - 3 - 2 1
究 100.0 28.2 71.8 - 100.0 75.0 3.6 21.4 - 100.0 14.3 71.4 14.3 100.0 45.2 54.8 - 100.0 82.4 - 17.6 - 100.0 - 66.7 33.3
等 その他教育・学習支援 8 4 4 - 4 4 - - - - - - - 8 4 4 - 4 4 - - - - - - -
の 100.0 50.0 50.0 - 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 100.0 - - - - - - -
主 専門・技術サービス 21 8 11 2 11 10 1 - - 1 - 1 - 9 5 2 2 2 2 - - - - - - -
な 100.0 38.1 52.4 9.5 100.0 90.9 9.1 - - 100.0 - 100.0 - 100.0 55.6 22.2 22.2 100.0 100.0 - - - - - - -
分 その他 1 - 1 - 1 1 - - - - - - - 1 - 1 - 1 1 - - - - - - -
野 100.0 - 100.0 - 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 - 100.0 - 100.0 100.0 - - - - - - -

無回答 11 2 9 - 9 5 4 - - 4 2 2 - 7 2 5 - 5 2 3 - - 3 2 1 -
100.0 18.2 81.8 - 100.0 55.6 44.4 - - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 28.6 71.4 - 100.0 40.0 60.0 - - 100.0 66.7 33.3 -

大学が含まれている 30 7 23 - 23 15 2 6 - 8 1 6 1 26 10 16 - 16 12 1 3 - 4 - 3 1
100.0 23.3 76.7 - 100.0 65.2 8.7 26.1 - 100.0 12.5 75.0 12.5 100.0 38.5 61.5 - 100.0 75.0 6.3 18.8 - 100.0 - 75.0 25.0

大学は含まれていない 22 7 15 - 15 13 2 - - 2 - 2 - 12 6 6 - 6 4 2 - - 2 - 2 -
100.0 31.8 68.2 - 100.0 86.7 13.3 - - 100.0 - 100.0 - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 66.7 33.3 - - 100.0 - 100.0 -

無回答 1 - 1 - 1 1 - - - - - - - 2 - 2 - 2 2 - - - - - - -
100.0 - 100.0 - 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 - 100.0 - 100.0 100.0 - - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 33 10 21 2 21 20 - - 1 - - - - 13 6 7 - 7 7 - - - - - - -
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 30.3 63.6 6.1 100.0 95.2 - - 4.8 - - - - 100.0 46.2 53.8 - 100.0 100.0 - - - - - - -
・ 「労働者派遣会社」や 112 38 73 1 73 65 6 1 1 7 2 4 1 65 30 31 4 31 27 3 - 1 3 - 2 1
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 33.9 65.2 0.9 100.0 89.0 8.2 1.4 1.4 100.0 28.6 57.1 14.3 100.0 46.2 47.7 6.2 100.0 87.1 9.7 - 3.2 100.0 - 66.7 33.3
負 無回答 2 - 2 - 2 1 1 - - 1 1 - - 1 1 - - - - - - - - - - -

100.0 - 100.0 - 100.0 50.0 50.0 - - 100.0 100.0 - - 100.0 100.0 - - - - - - - - - - -
雇 ４９人以下 156 56 96 4 96 87 5 3 1 8 2 6 - 71 26 38 7 38 35 1 1 1 2 - 2 -
用 100.0 35.9 61.5 2.6 100.0 90.6 5.2 3.1 1.0 100.0 25.0 75.0 - 100.0 36.6 53.5 9.9 100.0 92.1 2.6 2.6 2.6 100.0 - 100.0 -
者 ５０～９９人 212 76 129 7 129 118 10 1 - 11 6 3 2 102 46 49 7 49 45 3 1 - 4 1 1 2
数 100.0 35.8 60.8 3.3 100.0 91.5 7.8 0.8 - 100.0 54.5 27.3 18.2 100.0 45.1 48.0 6.9 100.0 91.8 6.1 2.0 - 100.0 25.0 25.0 50.0

１００～２９９人 261 102 153 6 153 137 12 4 - 16 4 12 - 145 78 58 9 58 48 8 2 - 10 1 8 1
100.0 39.1 58.6 2.3 100.0 89.5 7.8 2.6 - 100.0 25.0 75.0 - 100.0 53.8 40.0 6.2 100.0 82.8 13.8 3.4 - 100.0 10.0 80.0 10.0

３００～９９９人 116 50 64 2 64 55 5 4 - 9 1 5 3 83 49 31 3 31 29 - 2 - 2 - - 2
100.0 43.1 55.2 1.7 100.0 85.9 7.8 6.3 - 100.0 11.1 55.6 33.3 100.0 59.0 37.3 3.6 100.0 93.5 - 6.5 - 100.0 - - 100.0

１，０００人以上 83 32 51 - 51 42 5 3 1 8 - 7 1 55 28 27 - 27 20 4 3 - 7 - 7 -
100.0 38.6 61.4 - 100.0 82.4 9.8 5.9 2.0 100.0 - 87.5 12.5 100.0 50.9 49.1 - 100.0 74.1 14.8 11.1 - 100.0 - 100.0 -

無回答 12 3 9 - 9 8 - 1 - 1 1 - - 10 3 7 - 7 7 - - - - - - -
100.0 25.0 75.0 - 100.0 88.9 - 11.1 - 100.0 100.0 - - 100.0 30.0 70.0 - 100.0 100.0 - - - - - - -

中小企業（３００人未満）計 629 234 378 17 378 342 27 8 1 35 12 21 2 318 150 145 23 145 128 12 4 1 16 2 11 3
100.0 37.2 60.1 2.7 100.0 90.5 7.1 2.1 0.3 100.0 34.3 60.0 5.7 100.0 47.2 45.6 7.2 100.0 88.3 8.3 2.8 0.7 100.0 12.5 68.8 18.8

５０人以上計 672 260 397 15 397 352 32 12 1 44 11 27 6 385 201 165 19 165 142 15 8 - 23 2 16 5
100.0 38.7 59.1 2.2 100.0 88.7 8.1 3.0 0.3 100.0 25.0 61.4 13.6 100.0 52.2 42.9 4.9 100.0 86.1 9.1 4.8 - 100.0 8.7 69.6 21.7

労 過半数代表の労働組合がある 222 85 133 4 133 121 8 4 - 12 - 11 1 125 66 54 5 54 48 2 4 - 6 - 6 -
働 100.0 38.3 59.9 1.8 100.0 91.0 6.0 3.0 - 100.0 - 91.7 8.3 100.0 52.8 43.2 4.0 100.0 88.9 3.7 7.4 - 100.0 - 100.0 -
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 75 33 41 1 41 32 6 2 1 8 - 7 1 56 29 26 1 26 18 5 2 1 7 - 6 1
合 100.0 44.0 54.7 1.3 100.0 78.0 14.6 4.9 2.4 100.0 - 87.5 12.5 100.0 51.8 46.4 1.8 100.0 69.2 19.2 7.7 3.8 100.0 - 85.7 14.3
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 242 93 143 6 143 127 11 5 - 16 6 9 1 121 61 54 6 54 50 3 1 - 4 - 2 2
の 100.0 38.4 59.1 2.5 100.0 88.8 7.7 3.5 - 100.0 37.5 56.3 6.3 100.0 50.4 44.6 5.0 100.0 92.6 5.6 1.9 - 100.0 - 50.0 50.0
有 労働組合も労使協議機関もない 298 108 183 7 183 165 12 5 1 17 8 6 3 161 73 74 14 74 66 6 2 - 8 2 4 2
無 100.0 36.2 61.4 2.3 100.0 90.2 6.6 2.7 0.5 100.0 47.1 35.3 17.6 100.0 45.3 46.0 8.7 100.0 89.2 8.1 2.7 - 100.0 25.0 50.0 25.0

無回答 3 - 2 1 2 2 - - - - - - - 3 1 2 - 2 2 - - - - - - -
100.0 - 66.7 33.3 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 33.3 66.7 - 100.0 100.0 - - - - - - -

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 36 10 25 1 25 19 4 2 - 6 - 4 2 29 12 16 1 16 11 3 2 - 5 - 4 1
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 27.8 69.4 2.8 100.0 76.0 16.0 8.0 - 100.0 - 66.7 33.3 100.0 41.4 55.2 3.4 100.0 68.8 18.8 12.5 - 100.0 - 80.0 20.0
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 132 60 70 2 70 64 4 1 1 5 - 5 - 90 53 35 2 35 33 1 - 1 1 - 1 -
範 組合員になっていない 100.0 45.5 53.0 1.5 100.0 91.4 5.7 1.4 1.4 100.0 - 100.0 - 100.0 58.9 38.9 2.2 100.0 94.3 2.9 - 2.9 100.0 - 100.0 -
囲 無回答 129 48 79 2 79 70 6 3 - 9 - 9 - 62 30 29 3 29 22 3 4 - 7 - 7 -

100.0 37.2 61.2 1.6 100.0 88.6 7.6 3.8 - 100.0 - 100.0 - 100.0 48.4 46.8 4.8 100.0 75.9 10.3 13.8 - 100.0 - 100.0 -
認 【改正労働契約法】の 637 271 354 12 354 312 30 11 1 41 8 27 6 369 202 154 13 154 130 16 8 - 24 2 17 5
知 改正内容まで知っている 100.0 42.5 55.6 1.9 100.0 88.1 8.5 3.1 0.3 100.0 19.5 65.9 14.6 100.0 54.7 41.7 3.5 100.0 84.4 10.4 5.2 - 100.0 8.3 70.8 20.8
度 改正されたことは知っているが 174 46 122 6 122 110 6 5 1 11 5 6 - 86 25 48 13 48 46 - 1 1 1 - 1 -
別 内容はよく分からない 100.0 26.4 70.1 3.4 100.0 90.2 4.9 4.1 0.8 100.0 45.5 54.5 - 100.0 29.1 55.8 15.1 100.0 95.8 - 2.1 2.1 100.0 - 100.0 -

知らない・分からない 28 2 25 1 25 24 1 - - 1 1 - - 10 2 8 - 8 8 - - - - - - -
100.0 7.1 89.3 3.6 100.0 96.0 4.0 - - 100.0 100.0 - - 100.0 20.0 80.0 - 100.0 100.0 - - - - - - -

無回答 1 - 1 - 1 1 - - - - - - - 1 1 - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 100.0 - - - - - - - - - - -

合計（復元） 524 197 314 14 314 282 21 9 1 30 8 21 2 275 125 129 21 129 117 7 4 1 10 1 8 1
100.0 37.6 59.9 2.7 100.0 89.8 6.7 2.9 0.3 100.0 26.7 70.0 6.7 100.0 45.5 46.9 7.6 100.0 90.7 5.4 3.1 0.8 100.0 10.0 80.0 10.0

上限は
改正
労働

契約法
に関係
なく、
以前
から
ある

企業計

上限
設定の
内容を
変更
した

企業計

変更前上限
設定の
内容を
変更
した

企業計

変更前 上限を
設けて
いる

企業計

改正
労働

契約法
の全面
施行に
伴い、
新設
した

改正
労働

契約法
に関係
なく、
以前
から
ある

無回答上限を
設けて
いる

企業計

改正
労働

契約法
の全面
施行に
伴い、
新設
した

改正
労働

契約法
に関係
なく、
以前
から
ある

無回答 上限は
改正
労働

契約法
に関係
なく、
以前
から
ある

企業計

問５（２）付問②,上限はいつからありますか（１つだけ○）。
付問③,改正労働契約法の施行に伴い、上限設定の内容を変更しましたか（１つだけ○）。
付問④,「変更した」場合、変更前の上限内容も教えてください（１つだけ○。上限数値も記入）。
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○フルタイム契約労働者について

１回 ２回 ３回 ４回 ５回 ６回
以上

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

１年
以下

２年 ３年 ４年 ５年 ６年
以上

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

合計 14 2 3 2 1 4 2 - 5.8 3.5 8.9 33 2 2 15 1 6 6 1 5.5 3.0 9.2
100.0 14.3 21.4 14.3 7.1 28.6 14.3 - 100.0 6.1 6.1 45.5 3.0 18.2 18.2 3.0

主 建設業 1 1 - - - - - - 1.0 1.0 0.0 1 - - 1 - - - - 3.0 3.0 0.0
な 100.0 100.0 - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -
業 製造業 4 - 2 - - 1 1 - 11.3 3.5 16.6 4 - 1 2 1 - - - 3.0 3.0 0.8
種 100.0 - 50.0 - - 25.0 25.0 - 100.0 - 25.0 50.0 25.0 - - -

電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

情報通信業 - - - - - - - - - - - 3 - 1 - - 1 1 - 20.7 5.0 29.8
- - - - - - - - 100.0 - 33.3 - - 33.3 33.3 -

運輸業、郵便業 1 - - 1 - - - - 3.0 3.0 0.0 3 - - 2 - - 1 - 5.3 3.0 4.0
100.0 - - 100.0 - - - - 100.0 - - 66.7 - - 33.3 -

卸売業、小売業 - - - - - - - - - - - 2 - - 1 - 1 - - 4.0 4.0 1.4
- - - - - - - - 100.0 - - 50.0 - 50.0 - -

金融業、保険業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

不動産業、物品賃貸業 - - - - - - - - - - - 1 - - 1 - - - - 3.0 3.0 0.0
- - - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 2 - 1 1 - - - - 2.5 2.5 0.7 5 - - 2 - 1 1 1 5.0 4.0 2.8
100.0 - 50.0 50.0 - - - - 100.0 - - 40.0 - 20.0 20.0 20.0

宿泊業、飲食サービス業 1 1 - - - - - - 1.0 1.0 0.0 - - - - - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 - - - - - - - - - - - 1 1 - - - - - - 1.0 1.0 0.0
- - - - - - - - 100.0 100.0 - - - - - -

教育、学習支援業 1 - - - - 1 - - 5.0 5.0 0.0 6 - - 1 - 2 3 - 5.2 5.5 1.2
100.0 - - - - 100.0 - - 100.0 - - 16.7 - 33.3 50.0 -

医療、福祉 1 - - - - 1 - - 5.0 5.0 0.0 2 1 - - - 1 - - 3.0 3.0 2.8
100.0 - - - - 100.0 - - 100.0 50.0 - - - 50.0 - -

複合サービス業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

その他サービス業 3 - - - 1 1 1 - 5.3 5.0 1.5 4 - - 4 - - - - 3.0 3.0 0.0
100.0 - - - 33.3 33.3 33.3 - 100.0 - - 100.0 - - - -

その他 - - - - - - - - - - - 1 - - 1 - - - - 3.0 3.0 0.0
- - - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

サービス業計 6 1 1 1 1 1 1 - 3.7 3.5 2.2 10 1 - 6 - 1 1 1 3.7 3.0 2.2
100.0 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 - 100.0 10.0 - 60.0 - 10.0 10.0 10.0

製 輸送用機械関連 - - - - - - - - - - - 2 - - 1 1 - - - 3.5 3.5 0.7
造 - - - - - - - - 100.0 - - 50.0 50.0 - - -
業 化学関連 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
の - - - - - - - - - - - - - - - -
主 電機・電子関連 2 - - - - 1 1 - 20.5 20.5 21.9 2 - 1 1 - - - - 2.5 2.5 0.7
な 100.0 - - - - 50.0 50.0 - 100.0 - 50.0 50.0 - - - -
分 素材関連 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
野 - - - - - - - - - - - - - - - -

その他機械関連 1 - 1 - - - - - 2.0 2.0 0.0 - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - -

食料品関連 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

金属関連 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

その他製造 1 - 1 - - - - - 2.0 2.0 0.0 - - - - - - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - -

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

卸 総合卸 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
売 - - - - - - - - - - - - - - - -
業 専門卸 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
、 - - - - - - - - - - - - - - - -
小 その他卸売 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
売 - - - - - - - - - - - - - - - -
業 総合小売 - - - - - - - - - - - 1 - - 1 - - - - 3.0 3.0 0.0
の - - - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -
主 専門小売 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
な - - - - - - - - - - - - - - - -
分 その他小売 - - - - - - - - - - - 1 - - - - 1 - - 5.0 5.0 0.0
野 - - - - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - -

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

学 学術・研究機関 - - - - - - - - - - - 3 - - - - 2 - 1 5.0 5.0 0.0
術 - - - - - - - - 100.0 - - - - 66.7 - 33.3
研 学校教育 1 - - - - 1 - - 5.0 5.0 0.0 5 - - - - 1 4 - 6.4 6.0 1.5
究 100.0 - - - - 100.0 - - 100.0 - - - - 20.0 80.0 -
等 その他教育・学習支援 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
の - - - - - - - - - - - - - - - -
主 専門・技術サービス - - - - - - - - - - - 1 - - 1 - - - - 3.0 3.0 0.0
な - - - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -
分 その他 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
野 - - - - - - - - - - - - - - - -

無回答 2 - 1 1 - - - - 2.5 2.5 0.7 2 - - 2 - - - - 3.0 3.0 0.0
100.0 - 50.0 50.0 - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -

大学が含まれている 1 - - - - 1 - - 5.0 5.0 0.0 6 - - - - 2 4 - 6.2 6.0 1.5
100.0 - - - - 100.0 - - 100.0 - - - - 33.3 66.7 -

大学は含まれていない - - - - - - - - - - - 2 - - - - 1 - 1 5.0 5.0 0.0
- - - - - - - - 100.0 - - - - 50.0 - 50.0

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
遣 「業務請負会社」に該当する - - - - - - - - - - - - - - - -
・ 「労働者派遣会社」や 2 - - - - 1 1 - 6.0 6.0 1.4 4 - - 4 - - - - 3.0 3.0 0.0
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 - - - - 50.0 50.0 - 100.0 - - 100.0 - - - -
負 無回答 1 - - - 1 - - - 4.0 4.0 0.0 - - - - - - - - - - -

100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - - - -
雇 ４９人以下 2 1 - - - 1 - - 3.0 3.0 2.8 6 2 - 2 - - 2 - 12.2 3.0 21.2
用 100.0 50.0 - - - 50.0 - - 100.0 33.3 - 33.3 - - 33.3 -
者 ５０～９９人 6 1 3 - - 2 - - 2.8 2.0 1.7 3 - - 2 - 1 - - 3.7 3.0 1.2
数 100.0 16.7 50.0 - - 33.3 - - 100.0 - - 66.7 - 33.3 - -

１００～２９９人 4 - - 2 1 - 1 - 4.3 3.5 1.9 12 - 1 6 1 3 1 - 3.8 3.0 1.2
100.0 - - 50.0 25.0 - 25.0 - 100.0 - 8.3 50.0 8.3 25.0 8.3 -

３００～９９９人 1 - - - - 1 - - 5.0 5.0 0.0 5 - 1 3 - - 1 - 3.4 3.0 1.5
100.0 - - - - 100.0 - - 100.0 - 20.0 60.0 - - 20.0 -

１，０００人以上 - - - - - - - - - - - 7 - - 2 - 2 2 1 5.2 5.0 2.2
- - - - - - - - 100.0 - - 28.6 - 28.6 28.6 14.3

無回答 1 - - - - - 1 - 36.0 36.0 0.0 - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - - -

中小企業（３００人未満）計 12 2 3 2 1 3 1 - 3.3 3.0 1.9 21 2 1 10 1 4 3 - 6.1 3.0 11.4
100.0 16.7 25.0 16.7 8.3 25.0 8.3 - 100.0 9.5 4.8 47.6 4.8 19.0 14.3 -

５０人以上計 11 1 3 2 1 3 1 - 3.5 3.0 1.8 27 - 2 13 1 6 4 1 4.0 3.0 1.6
100.0 9.1 27.3 18.2 9.1 27.3 9.1 - 100.0 - 7.4 48.1 3.7 22.2 14.8 3.7

労 過半数代表の労働組合がある - - - - - - - - - - - 11 - 2 5 - 1 3 - 8.5 3.0 15.5
働 - - - - - - - - 100.0 - 18.2 45.5 - 9.1 27.3 -
組 過半数代表ではないが、労働組合がある - - - - - - - - - - - 7 - - 4 - 1 1 1 4.5 3.0 2.8
合 - - - - - - - - 100.0 - - 57.1 - 14.3 14.3 14.3
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 6 1 2 1 - 2 - - 3.0 2.5 1.7 9 2 - 1 1 3 2 - 4.0 5.0 1.9
の 100.0 16.7 33.3 16.7 - 33.3 - - 100.0 22.2 - 11.1 11.1 33.3 22.2 -
有 労働組合も労使協議機関もない 8 1 1 1 1 2 2 - 7.9 4.5 11.5 6 - - 5 - 1 - - 3.3 3.0 0.8
無 100.0 12.5 12.5 12.5 12.5 25.0 25.0 - 100.0 - - 83.3 - 16.7 - -

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も - - - - - - - - - - - 4 - 1 1 - 1 1 - 4.0 4.0 1.8
合 組合員に（一部でも）なっている - - - - - - - - 100.0 - 25.0 25.0 - 25.0 25.0 -
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は - - - - - - - - - - - 5 - 1 3 - - 1 - 4.0 3.0 2.8
範 組合員になっていない - - - - - - - - 100.0 - 20.0 60.0 - - 20.0 -
囲 無回答 - - - - - - - - - - - 9 - - 5 - 1 2 1 10.6 3.0 18.1

- - - - - - - - 100.0 - - 55.6 - 11.1 22.2 11.1
認 【改正労働契約法】の 8 - 2 2 1 2 1 - 3.9 3.5 1.7 27 - 2 14 - 5 5 1 5.9 3.0 10.1
知 改正内容まで知っている 100.0 - 25.0 25.0 12.5 25.0 12.5 - 100.0 - 7.4 51.9 - 18.5 18.5 3.7
度 改正されたことは知っているが 5 2 1 - - 1 1 - 9.0 2.0 15.2 6 2 - 1 1 1 1 - 4.0 3.5 3.3
別 内容はよく分からない 100.0 40.0 20.0 - - 20.0 20.0 - 100.0 33.3 - 16.7 16.7 16.7 16.7 -

知らない・分からない 1 - - - - 1 - - 5.0 5.0 0.0 - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - -

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

合計（復元） 8 2 1 1 0 3 0 - 3.3 1.1 - 21 6 1 7 0 1 5 0 8.0 1.1 -
100.0 25.0 12.5 12.5 0.0 37.5 0.0 - 100.0 28.6 4.8 33.3 0.0 4.8 23.8 0.0

契約更新の上限回数 通算勤続の上限年数通算
勤続
年数

の上限
がある
企業計

契約
更新

の回数
上限

がある
企業計
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○パートタイム契約労働者について

１回 ２回 ３回 ４回 ５回 ６回
以上

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

１年
以下

２年 ３年 ４年 ５年 ６年
以上

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

合計 2 - 1 1 - - - - 2.5 2.5 0.7 18 - - 10 - 3 4 1 7.7 3.0 12.6
100.0 - 50.0 50.0 - - - - 100.0 - - 55.6 - 16.7 22.2 5.6

主 建設業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
な - - - - - - - - - - - - - - - -
業 製造業 - - - - - - - - - - - 3 - - 1 - - 2 - 9.3 10.0 6.0
種 - - - - - - - - 100.0 - - 33.3 - - 66.7 -

電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

情報通信業 - - - - - - - - - - - 2 - - 1 - - 1 - 29.0 29.0 36.8
- - - - - - - - 100.0 - - 50.0 - - 50.0 -

運輸業、郵便業 - - - - - - - - - - - 2 - - 2 - - - - 3.0 3.0 0.0
- - - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -

卸売業、小売業 - - - - - - - - - - - 1 - - 1 - - - - 3.0 3.0 0.0
- - - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -

金融業、保険業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

不動産業、物品賃貸業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 2 - 1 1 - - - - 2.5 2.5 0.7 2 - - - - 1 - 1 5.0 5.0 0.0
100.0 - 50.0 50.0 - - - - 100.0 - - - - 50.0 - 50.0

宿泊業、飲食サービス業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

教育、学習支援業 - - - - - - - - - - - 4 - - 2 - 1 1 - 4.3 4.0 1.5
- - - - - - - - 100.0 - - 50.0 - 25.0 25.0 -

医療、福祉 - - - - - - - - - - - 2 - - 1 - 1 - - 4.0 4.0 1.4
- - - - - - - - 100.0 - - 50.0 - 50.0 - -

複合サービス業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

その他サービス業 - - - - - - - - - - - 2 - - 2 - - - - 3.0 3.0 0.0
- - - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -

その他 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

サービス業計 2 - 1 1 - - - - 2.5 2.5 0.7 4 - - 2 - 1 - 1 3.7 3.0 1.2
100.0 - 50.0 50.0 - - - - 100.0 - - 50.0 - 25.0 - 25.0

製 輸送用機械関連 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
造 - - - - - - - - - - - - - - - -
業 化学関連 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
の - - - - - - - - - - - - - - - -
主 電機・電子関連 - - - - - - - - - - - 2 - - 1 - - 1 - 9.0 9.0 8.5
な - - - - - - - - 100.0 - - 50.0 - - 50.0 -
分 素材関連 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
野 - - - - - - - - - - - - - - - -

その他機械関連 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

食料品関連 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

金属関連 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

その他製造 - - - - - - - - - - - 1 - - - - - 1 - 10.0 10.0 0.0
- - - - - - - - 100.0 - - - - - 100.0 -

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

卸 総合卸 - - - - - - - - - - - 1 - - 1 - - - - 3.0 3.0 0.0
売 - - - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -
業 専門卸 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
、 - - - - - - - - - - - - - - - -
小 その他卸売 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
売 - - - - - - - - - - - - - - - -
業 総合小売 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
の - - - - - - - - - - - - - - - -
主 専門小売 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
な - - - - - - - - - - - - - - - -
分 その他小売 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
野 - - - - - - - - - - - - - - - -

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

学 学術・研究機関 - - - - - - - - - - - 3 - - 1 - 1 - 1 4.0 4.0 1.4
術 - - - - - - - - 100.0 - - 33.3 - 33.3 - 33.3
研 学校教育 - - - - - - - - - - - 2 - - - - 1 1 - 5.5 5.5 0.7
究 - - - - - - - - 100.0 - - - - 50.0 50.0 -
等 その他教育・学習支援 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
の - - - - - - - - - - - - - - - -
主 専門・技術サービス - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
な - - - - - - - - - - - - - - - -
分 その他 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
野 - - - - - - - - - - - - - - - -

無回答 2 - 1 1 - - - - 2.5 2.5 0.7 1 - - 1 - - - - 3.0 3.0 0.0
100.0 - 50.0 50.0 - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -

大学が含まれている - - - - - - - - - - - 3 - - 1 - 1 1 - 4.7 5.0 1.5
- - - - - - - - 100.0 - - 33.3 - 33.3 33.3 -

大学は含まれていない - - - - - - - - - - - 2 - - - - 1 - 1 5.0 5.0 0.0
- - - - - - - - 100.0 - - - - 50.0 - 50.0

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
遣 「業務請負会社」に該当する - - - - - - - - - - - - - - - -
・ 「労働者派遣会社」や - - - - - - - - - - - 2 - - 2 - - - - 3.0 3.0 0.0
請 「業務請負会社」に該当しない - - - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -
負 無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
雇 ４９人以下 - - - - - - - - - - - 2 - - - - 1 1 - 30.0 30.0 35.4
用 - - - - - - - - 100.0 - - - - 50.0 50.0 -
者 ５０～９９人 1 - 1 - - - - - 2.0 2.0 0.0 1 - - 1 - - - - 3.0 3.0 0.0
数 100.0 - 100.0 - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -

１００～２９９人 1 - - 1 - - - - 3.0 3.0 0.0 8 - - 7 - - 1 - 3.9 3.0 2.5
100.0 - - 100.0 - - - - 100.0 - - 87.5 - - 12.5 -

３００～９９９人 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

１，０００人以上 - - - - - - - - - - - 7 - - 2 - 2 2 1 6.2 5.0 4.5
- - - - - - - - 100.0 - - 28.6 - 28.6 28.6 14.3

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

中小企業（３００人未満）計 2 - 1 1 - - - - 2.5 2.5 0.7 11 - - 8 - 1 2 - 8.5 3.0 15.6
100.0 - 50.0 50.0 - - - - 100.0 - - 72.7 - 9.1 18.2 -

５０人以上計 2 - 1 1 - - - - 2.5 2.5 0.7 16 - - 10 - 2 3 1 4.7 3.0 3.4
100.0 - 50.0 50.0 - - - - 100.0 - - 62.5 - 12.5 18.8 6.3

労 過半数代表の労働組合がある - - - - - - - - - - - 6 - - 2 - 1 3 - 13.7 5.5 20.4
働 - - - - - - - - 100.0 - - 33.3 - 16.7 50.0 -
組 過半数代表ではないが、労働組合がある - - - - - - - - - - - 6 - - 3 - 1 1 1 5.8 3.0 5.2
合 - - - - - - - - 100.0 - - 50.0 - 16.7 16.7 16.7
等 労働組合はないが、労使協議機関がある - - - - - - - - - - - 2 - - 2 - - - - 3.0 3.0 0.0
の - - - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -
有 労働組合も労使協議機関もない 2 - 1 1 - - - - 2.5 2.5 0.7 4 - - 3 - 1 - - 3.5 3.0 1.0
無 100.0 - 50.0 50.0 - - - - 100.0 - - 75.0 - 25.0 - -

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も - - - - - - - - - - - 4 - - 2 - 1 1 - 4.3 4.0 1.5
合 組合員に（一部でも）なっている - - - - - - - - 100.0 - - 50.0 - 25.0 25.0 -
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は - - - - - - - - - - - 1 - - 1 - - - - 3.0 3.0 0.0
範 組合員になっていない - - - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -
囲 無回答 - - - - - - - - - - - 7 - - 2 - 1 3 1 15.2 7.5 20.1

- - - - - - - - 100.0 - - 28.6 - 14.3 42.9 14.3
認 【改正労働契約法】の 2 - 1 1 - - - - 2.5 2.5 0.7 17 - - 10 - 2 4 1 7.9 3.0 13.0
知 改正内容まで知っている 100.0 - 50.0 50.0 - - - - 100.0 - - 58.8 - 11.8 23.5 5.9
度 改正されたことは知っているが - - - - - - - - - - - 1 - - - - 1 - - 5.0 5.0 0.0
別 内容はよく分からない - - - - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - -

知らない・分からない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

合計（復元） 1 - 0 0 - - - - 2.5 0.9 - 8 - - 3 - 3 2 0 16.1 1.1 -
100.0 - 0.0 0.0 - - - - 100.0 - - 37.5 - 37.5 25.0 0.0

契約更新の上限回数 通算
勤続
年数

の上限
がある
企業計

通算勤続の上限年数契約
更新

の回数
上限

がある
企業計
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○新規採用時の判断のあり方 ○契約更新時の判断のあり方
有期
契約

労働者
を雇用
して
いる

企業計

厳格化
した

緩和
した

特段、
変更
して

いない

不明・
分から
ない

（※）

無回答 有期
契約

労働者
を雇用
して
いる

企業計

厳格化
した

緩和
した

特段、
変更
して

いない

不明・
分から
ない

（※）

無回答

合計 5,858 329 94 5,060 236 139 5,858 435 116 4,954 195 158
100.0 5.6 1.6 86.4 4.0 2.4 100.0 7.4 2.0 84.6 3.3 2.7

主 建設業 410 18 5 355 21 11 410 22 7 351 17 13
な 100.0 4.4 1.2 86.6 5.1 2.7 100.0 5.4 1.7 85.6 4.1 3.2
業 製造業 1,491 90 16 1,301 54 30 1,491 122 23 1,264 42 40
種 100.0 6.0 1.1 87.3 3.6 2.0 100.0 8.2 1.5 84.8 2.8 2.7

電気・ガス・熱供給・水道業 49 3 1 39 4 2 49 5 1 36 4 3
100.0 6.1 2.0 79.6 8.2 4.1 100.0 10.2 2.0 73.5 8.2 6.1

情報通信業 222 19 1 187 10 5 222 19 1 190 8 4
100.0 8.6 0.5 84.2 4.5 2.3 100.0 8.6 0.5 85.6 3.6 1.8

運輸業、郵便業 397 21 13 341 13 9 397 30 15 339 7 6
100.0 5.3 3.3 85.9 3.3 2.3 100.0 7.6 3.8 85.4 1.8 1.5

卸売業、小売業 1,105 48 19 959 49 30 1,105 70 25 938 44 28
100.0 4.3 1.7 86.8 4.4 2.7 100.0 6.3 2.3 84.9 4.0 2.5

金融業、保険業 93 3 - 88 2 - 93 4 - 89 - -
100.0 3.2 - 94.6 2.2 - 100.0 4.3 - 95.7 - -

不動産業、物品賃貸業 105 10 3 83 6 3 105 13 4 78 5 5
100.0 9.5 2.9 79.0 5.7 2.9 100.0 12.4 3.8 74.3 4.8 4.8

学術研究、専門・技術サービス業 171 18 2 142 6 3 171 25 3 134 6 3
100.0 10.5 1.2 83.0 3.5 1.8 100.0 14.6 1.8 78.4 3.5 1.8

宿泊業、飲食サービス業 327 13 9 280 13 12 327 17 7 279 11 13
100.0 4.0 2.8 85.6 4.0 3.7 100.0 5.2 2.1 85.3 3.4 4.0

生活関連サービス業、娯楽業 173 6 2 154 8 3 173 4 2 155 7 5
100.0 3.5 1.2 89.0 4.6 1.7 100.0 2.3 1.2 89.6 4.0 2.9

教育、学習支援業 167 17 4 139 4 3 167 21 3 135 5 3
100.0 10.2 2.4 83.2 2.4 1.8 100.0 12.6 1.8 80.8 3.0 1.8

医療、福祉 287 14 8 249 6 10 287 17 11 246 4 9
100.0 4.9 2.8 86.8 2.1 3.5 100.0 5.9 3.8 85.7 1.4 3.1

複合サービス業 19 - - 18 1 - 19 - - 19 - -
100.0 - - 94.7 5.3 - 100.0 - - 100.0 - -

その他サービス業 798 46 11 689 38 14 798 60 14 668 34 22
100.0 5.8 1.4 86.3 4.8 1.8 100.0 7.5 1.8 83.7 4.3 2.8

その他 18 2 - 15 1 - 18 5 - 12 1 -
100.0 11.1 - 83.3 5.6 - 100.0 27.8 - 66.7 5.6 -

無回答 26 1 - 21 - 4 26 1 - 21 - 4
100.0 3.8 - 80.8 - 15.4 100.0 3.8 - 80.8 - 15.4

サービス業計 1,488 83 24 1,283 66 32 1,488 106 26 1,255 58 43
100.0 5.6 1.6 86.2 4.4 2.2 100.0 7.1 1.7 84.3 3.9 2.9

製 輸送用機械関連 178 10 1 155 7 5 178 18 1 143 7 9
造 100.0 5.6 0.6 87.1 3.9 2.8 100.0 10.1 0.6 80.3 3.9 5.1
業 化学関連 115 6 - 104 3 2 115 12 - 97 3 3
の 100.0 5.2 - 90.4 2.6 1.7 100.0 10.4 - 84.3 2.6 2.6
主 電機・電子関連 238 10 3 210 10 5 238 16 6 203 7 6
な 100.0 4.2 1.3 88.2 4.2 2.1 100.0 6.7 2.5 85.3 2.9 2.5
分 素材関連 51 5 - 45 1 - 51 5 - 46 - -
野 100.0 9.8 - 88.2 2.0 - 100.0 9.8 - 90.2 - -

その他機械関連 122 3 1 111 6 1 122 5 1 111 3 2
100.0 2.5 0.8 91.0 4.9 0.8 100.0 4.1 0.8 91.0 2.5 1.6

食料品関連 190 13 1 167 6 3 190 18 3 160 5 4
100.0 6.8 0.5 87.9 3.2 1.6 100.0 9.5 1.6 84.2 2.6 2.1

金属関連 164 9 4 137 7 7 164 11 4 137 5 7
100.0 5.5 2.4 83.5 4.3 4.3 100.0 6.7 2.4 83.5 3.0 4.3

その他製造 426 34 6 366 14 6 426 37 8 360 12 9
100.0 8.0 1.4 85.9 3.3 1.4 100.0 8.7 1.9 84.5 2.8 2.1

無回答 7 - - 6 - 1 7 - - 7 - -
100.0 - - 85.7 - 14.3 100.0 - - 100.0 - -

卸 総合卸 158 8 3 125 16 6 158 12 3 125 13 5
売 100.0 5.1 1.9 79.1 10.1 3.8 100.0 7.6 1.9 79.1 8.2 3.2
業 専門卸 344 14 4 307 13 6 344 25 6 295 13 5
、 100.0 4.1 1.2 89.2 3.8 1.7 100.0 7.3 1.7 85.8 3.8 1.5
小 その他卸売 142 7 1 126 4 4 142 9 2 123 4 4
売 100.0 4.9 0.7 88.7 2.8 2.8 100.0 6.3 1.4 86.6 2.8 2.8
業 総合小売 185 8 5 156 8 8 185 10 6 154 7 8
の 100.0 4.3 2.7 84.3 4.3 4.3 100.0 5.4 3.2 83.2 3.8 4.3
主 専門小売 179 4 3 162 5 5 179 6 4 160 4 5
な 100.0 2.2 1.7 90.5 2.8 2.8 100.0 3.4 2.2 89.4 2.2 2.8
分 その他小売 86 5 2 76 3 - 86 6 3 74 3 -
野 100.0 5.8 2.3 88.4 3.5 - 100.0 7.0 3.5 86.0 3.5 -

無回答 11 2 1 7 - 1 11 2 1 7 - 1
100.0 18.2 9.1 63.6 - 9.1 100.0 18.2 9.1 63.6 - 9.1

学 学術・研究機関 19 5 - 14 - - 19 6 - 12 - 1
術 100.0 26.3 - 73.7 - - 100.0 31.6 - 63.2 - 5.3
研 学校教育 126 13 2 107 3 1 126 18 1 100 4 3
究 100.0 10.3 1.6 84.9 2.4 0.8 100.0 14.3 0.8 79.4 3.2 2.4
等 その他教育・学習支援 30 2 1 25 - 2 30 3 1 26 - -
の 100.0 6.7 3.3 83.3 - 6.7 100.0 10.0 3.3 86.7 - -
主 専門・技術サービス 125 12 1 103 6 3 125 13 1 103 6 2
な 100.0 9.6 0.8 82.4 4.8 2.4 100.0 10.4 0.8 82.4 4.8 1.6
分 その他 10 - - 9 1 - 10 1 - 8 1 -
野 100.0 - - 90.0 10.0 - 100.0 10.0 - 80.0 10.0 -

無回答 28 3 2 23 - - 28 5 3 20 - -
100.0 10.7 7.1 82.1 - - 100.0 17.9 10.7 71.4 - -

大学が含まれている 54 8 - 46 - - 54 11 - 43 - -
100.0 14.8 - 85.2 - - 100.0 20.4 - 79.6 - -

大学は含まれていない 88 10 2 72 3 1 88 13 1 66 4 4
100.0 11.4 2.3 81.8 3.4 1.1 100.0 14.8 1.1 75.0 4.5 4.5

無回答 3 - - 3 - - 3 - - 3 - -
100.0 - - 100.0 - - 100.0 - - 100.0 - -

派 「労働者派遣会社」や 255 17 3 218 10 7 255 23 4 210 9 9
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 6.7 1.2 85.5 3.9 2.7 100.0 9.0 1.6 82.4 3.5 3.5
・ 「労働者派遣会社」や 532 28 8 461 28 7 532 36 10 448 25 13
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 5.3 1.5 86.7 5.3 1.3 100.0 6.8 1.9 84.2 4.7 2.4
負 無回答 11 1 - 10 - - 11 1 - 10 - -

100.0 9.1 - 90.9 - - 100.0 9.1 - 90.9 - -
雇 ４９人以下 1,205 47 23 983 94 58 1,205 47 31 975 81 71
用 100.0 3.9 1.9 81.6 7.8 4.8 100.0 3.9 2.6 80.9 6.7 5.9
者 ５０～９９人 1,718 72 25 1,518 64 39 1,718 107 36 1,483 46 46
数 100.0 4.2 1.5 88.4 3.7 2.3 100.0 6.2 2.1 86.3 2.7 2.7

１００～２９９人 1,840 119 35 1,610 50 26 1,840 157 37 1,582 38 26
100.0 6.5 1.9 87.5 2.7 1.4 100.0 8.5 2.0 86.0 2.1 1.4

３００～９９９人 648 46 3 571 18 10 648 60 4 555 20 9
100.0 7.1 0.5 88.1 2.8 1.5 100.0 9.3 0.6 85.6 3.1 1.4

１，０００人以上 336 38 4 287 5 2 336 57 4 268 5 2
100.0 11.3 1.2 85.4 1.5 0.6 100.0 17.0 1.2 79.8 1.5 0.6

無回答 111 7 4 91 5 4 111 7 4 91 5 4
100.0 6.3 3.6 82.0 4.5 3.6 100.0 6.3 3.6 82.0 4.5 3.6

中小企業（３００人未満）計 4,763 238 83 4,111 208 123 4,763 311 104 4,040 165 143
100.0 5.0 1.7 86.3 4.4 2.6 100.0 6.5 2.2 84.8 3.5 3.0

５０人以上計 4,542 275 67 3,986 137 77 4,542 381 81 3,888 109 83
100.0 6.1 1.5 87.8 3.0 1.7 100.0 8.4 1.8 85.6 2.4 1.8

労 過半数代表の労働組合がある 1,213 87 12 1,051 44 19 1,213 115 14 1,031 36 17
働 100.0 7.2 1.0 86.6 3.6 1.6 100.0 9.5 1.2 85.0 3.0 1.4
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 363 34 9 310 6 4 363 46 8 299 5 5
合 100.0 9.4 2.5 85.4 1.7 1.1 100.0 12.7 2.2 82.4 1.4 1.4
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,566 92 31 1,353 48 42 1,566 123 40 1,322 36 45
の 100.0 5.9 2.0 86.4 3.1 2.7 100.0 7.9 2.6 84.4 2.3 2.9
有 労働組合も労使協議機関もない 2,651 114 41 2,297 134 65 2,651 148 53 2,254 115 81
無 100.0 4.3 1.5 86.6 5.1 2.5 100.0 5.6 2.0 85.0 4.3 3.1

無回答 65 2 1 49 4 9 65 3 1 48 3 10
100.0 3.1 1.5 75.4 6.2 13.8 100.0 4.6 1.5 73.8 4.6 15.4

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 170 14 5 148 3 - 170 16 5 144 4 1
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 8.2 2.9 87.1 1.8 - 100.0 9.4 2.9 84.7 2.4 0.6
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 690 57 8 595 17 13 690 80 9 578 14 9
範 組合員になっていない 100.0 8.3 1.2 86.2 2.5 1.9 100.0 11.6 1.3 83.8 2.0 1.3
囲 無回答 716 50 8 618 30 10 716 65 8 608 23 12

100.0 7.0 1.1 86.3 4.2 1.4 100.0 9.1 1.1 84.9 3.2 1.7
認 【改正労働契約法】の 3,727 268 56 3,255 89 59 3,727 362 69 3,164 69 63
知 改正内容まで知っている 100.0 7.2 1.5 87.3 2.4 1.6 100.0 9.7 1.9 84.9 1.9 1.7
度 改正されたことは知っているが 1,769 57 36 1,525 91 60 1,769 68 45 1,512 72 72
別 内容はよく分からない 100.0 3.2 2.0 86.2 5.1 3.4 100.0 3.8 2.5 85.5 4.1 4.1

知らない・分からない 321 3 2 248 50 18 321 2 2 249 48 20
100.0 0.9 0.6 77.3 15.6 5.6 100.0 0.6 0.6 77.6 15.0 6.2

無回答 41 1 - 32 6 2 41 3 - 29 6 3
100.0 2.4 - 78.0 14.6 4.9 100.0 7.3 - 70.7 14.6 7.3

合計（復元） 4,030 184 77 3,376 246 147 4,030 216 96 3,334 214 170
100.0 4.6 1.9 83.8 6.1 3.6 100.0 5.4 2.4 82.7 5.3 4.2

問５（３）, 改正労働契約法の施行に伴い、有期契約労働者の新規採用時や契約更新時の
判断のあり方について、何らかの変更を行いましたか（それぞれ１つだけ○）。

※改正労働契約法の施行以降、未だ新規採用や契約更新を行っていないを含む、と注釈。
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○フルタイム契約労働者について ○パートタイム契約労働者について
フル

タイム
契約

労働者
を雇用
して
いる

企業計

有期
契約が
更新を
含めて
通算

５年を
超え
ない

ように
運用
して
いく

通算
５年を
超える
有期
契約

労働者
から、
申込み
がなさ
れた

段階で
無期

契約に
切り

換えて
いく

有期
契約

労働者
の適性
を見な
がら、
５年を
超える
前に
無期

契約に
して
いく

雇入れ
の段階
から
無期

契約に
する

（有期
契約
での

雇入れ
は行わ
ない

ように
する）

有期
契約

労働者
を

派遣
労働者

や
請負に
切り

換えて
いく

対応
方針は
未定・
分から
ない

無回答 パート
タイム
契約
労働
者を
雇用
して
いる

企業計

有期
契約が
更新を
含めて
通算

５年を
超え
ない

ように
運用
して
いく

通算
５年を
超える
有期
契約

労働者
から、
申込み
がなさ
れた

段階で
無期

契約に
切り

換えて
いく

有期
契約

労働者
の適性
を見な
がら、
５年を
超える
前に
無期

契約に
して
いく

雇入れ
の段階
から
無期

契約に
する

（有期
契約
での

雇入れ
は行わ
ない

ように
する）

有期
契約

労働者
を

派遣
労働者

や
請負に
切り

換えて
いく

対応
方針は
未定・
分から
ない

無回答

合計 4,904 415 1,726 1,226 134 19 1,320 64 4,665 372 1,867 754 128 21 1,460 63
100.0 8.5 35.2 25.0 2.7 0.4 26.9 1.3 100.0 8.0 40.0 16.2 2.7 0.5 31.3 1.4

主 建設業 346 35 107 74 18 2 106 4 263 25 93 39 8 2 91 5
な 100.0 10.1 30.9 21.4 5.2 0.6 30.6 1.2 100.0 9.5 35.4 14.8 3.0 0.8 34.6 1.9
業 製造業 1,251 79 489 318 28 7 312 18 1,177 77 517 190 27 8 344 14
種 100.0 6.3 39.1 25.4 2.2 0.6 24.9 1.4 100.0 6.5 43.9 16.1 2.3 0.7 29.2 1.2

電気・ガス・熱供給・水道業 40 4 13 9 3 1 9 1 34 4 9 4 4 - 13 -
100.0 10.0 32.5 22.5 7.5 2.5 22.5 2.5 100.0 11.8 26.5 11.8 11.8 - 38.2 -

情報通信業 206 29 58 70 5 3 41 - 127 18 35 25 3 - 42 4
100.0 14.1 28.2 34.0 2.4 1.5 19.9 - 100.0 14.2 27.6 19.7 2.4 - 33.1 3.1

運輸業、郵便業 323 25 99 96 9 - 86 8 297 16 110 59 10 - 96 6
100.0 7.7 30.7 29.7 2.8 - 26.6 2.5 100.0 5.4 37.0 19.9 3.4 - 32.3 2.0

卸売業、小売業 897 57 328 216 18 1 264 13 897 46 367 154 26 3 293 8
100.0 6.4 36.6 24.1 2.0 0.1 29.4 1.4 100.0 5.1 40.9 17.2 2.9 0.3 32.7 0.9

金融業、保険業 65 8 20 11 1 - 24 1 78 4 28 11 1 1 33 -
100.0 12.3 30.8 16.9 1.5 - 36.9 1.5 100.0 5.1 35.9 14.1 1.3 1.3 42.3 -

不動産業、物品賃貸業 86 18 27 14 2 - 25 - 79 18 28 6 3 1 23 -
100.0 20.9 31.4 16.3 2.3 - 29.1 - 100.0 22.8 35.4 7.6 3.8 1.3 29.1 -

学術研究、専門・技術サービス業 144 18 34 46 4 - 41 1 116 19 40 20 1 - 34 2
100.0 12.5 23.6 31.9 2.8 - 28.5 0.7 100.0 16.4 34.5 17.2 0.9 - 29.3 1.7

宿泊業、飲食サービス業 277 9 105 81 5 3 70 4 307 13 131 55 9 4 86 9
100.0 3.2 37.9 29.2 1.8 1.1 25.3 1.4 100.0 4.2 42.7 17.9 2.9 1.3 28.0 2.9

生活関連サービス業、娯楽業 142 9 70 27 4 - 30 2 163 11 88 16 5 - 41 2
100.0 6.3 49.3 19.0 2.8 - 21.1 1.4 100.0 6.7 54.0 9.8 3.1 - 25.2 1.2

教育、学習支援業 131 28 37 33 1 - 31 1 160 33 51 31 2 - 43 -
100.0 21.4 28.2 25.2 0.8 - 23.7 0.8 100.0 20.6 31.9 19.4 1.3 - 26.9 -

医療、福祉 243 7 98 75 6 - 54 3 273 13 117 60 8 - 73 2
100.0 2.9 40.3 30.9 2.5 - 22.2 1.2 100.0 4.8 42.9 22.0 2.9 - 26.7 0.7

複合サービス業 19 5 1 2 - - 11 - 16 3 2 1 - - 10 -
100.0 26.3 5.3 10.5 - - 57.9 - 100.0 18.8 12.5 6.3 - - 62.5 -

その他サービス業 700 78 230 148 28 2 208 6 646 67 243 80 18 2 227 9
100.0 11.1 32.9 21.1 4.0 0.3 29.7 0.9 100.0 10.4 37.6 12.4 2.8 0.3 35.1 1.4

その他 14 2 4 4 - - 4 - 14 3 3 3 - - 5 -
100.0 14.3 28.6 28.6 - - 28.6 - 100.0 21.4 21.4 21.4 - - 35.7 -

無回答 20 4 6 2 2 - 4 2 18 2 5 - 3 - 6 2
100.0 20.0 30.0 10.0 10.0 - 20.0 10.0 100.0 11.1 27.8 - 16.7 - 33.3 11.1

サービス業計 1,282 119 440 304 41 5 360 13 1,248 113 504 172 33 6 398 22
100.0 9.3 34.3 23.7 3.2 0.4 28.1 1.0 100.0 9.1 40.4 13.8 2.6 0.5 31.9 1.8

製 輸送用機械関連 154 9 52 48 4 - 39 2 136 11 50 20 5 1 48 1
造 100.0 5.8 33.8 31.2 2.6 - 25.3 1.3 100.0 8.1 36.8 14.7 3.7 0.7 35.3 0.7
業 化学関連 97 5 34 32 2 - 24 - 84 6 30 17 2 2 26 1
の 100.0 5.2 35.1 33.0 2.1 - 24.7 - 100.0 7.1 35.7 20.2 2.4 2.4 31.0 1.2
主 電機・電子関連 194 16 70 48 3 2 52 3 187 15 80 28 3 2 56 3
な 100.0 8.2 36.1 24.7 1.5 1.0 26.8 1.5 100.0 8.0 42.8 15.0 1.6 1.1 29.9 1.6
分 素材関連 45 2 17 13 1 - 11 1 39 2 18 9 - 1 9 -
野 100.0 4.4 37.8 28.9 2.2 - 24.4 2.2 100.0 5.1 46.2 23.1 - 2.6 23.1 -

その他機械関連 99 10 32 19 2 1 34 1 98 12 38 6 1 - 41 -
100.0 10.1 32.3 19.2 2.0 1.0 34.3 1.0 100.0 12.2 38.8 6.1 1.0 - 41.8 -

食料品関連 171 4 89 41 4 - 29 4 165 6 95 28 3 - 32 1
100.0 2.3 52.0 24.0 2.3 - 17.0 2.3 100.0 3.6 57.6 17.0 1.8 - 19.4 0.6

金属関連 134 8 56 30 1 2 36 1 126 9 54 22 3 - 36 2
100.0 6.0 41.8 22.4 0.7 1.5 26.9 0.7 100.0 7.1 42.9 17.5 2.4 - 28.6 1.6

その他製造 350 25 135 84 11 2 87 6 336 15 149 58 10 2 96 6
100.0 7.1 38.6 24.0 3.1 0.6 24.9 1.7 100.0 4.5 44.3 17.3 3.0 0.6 28.6 1.8

無回答 7 - 4 3 - - - - 6 1 3 2 - - - -
100.0 - 57.1 42.9 - - - - 100.0 16.7 50.0 33.3 - - - -

卸 総合卸 129 13 41 24 6 - 41 4 118 9 43 22 6 - 35 3
売 100.0 10.1 31.8 18.6 4.7 - 31.8 3.1 100.0 7.6 36.4 18.6 5.1 - 29.7 2.5
業 専門卸 284 26 103 65 3 - 85 2 254 17 100 36 6 2 89 4
、 100.0 9.2 36.3 22.9 1.1 - 29.9 0.7 100.0 6.7 39.4 14.2 2.4 0.8 35.0 1.6
小 その他卸売 113 7 32 32 3 - 37 2 110 8 36 24 3 - 38 1
売 100.0 6.2 28.3 28.3 2.7 - 32.7 1.8 100.0 7.3 32.7 21.8 2.7 - 34.5 0.9
業 総合小売 147 2 63 43 2 - 34 3 164 3 78 33 5 - 45 -
の 100.0 1.4 42.9 29.3 1.4 - 23.1 2.0 100.0 1.8 47.6 20.1 3.0 - 27.4 -
主 専門小売 150 5 64 33 4 1 41 2 165 4 80 24 5 1 51 -
な 100.0 3.3 42.7 22.0 2.7 0.7 27.3 1.3 100.0 2.4 48.5 14.5 3.0 0.6 30.9 -
分 その他小売 66 4 23 16 - - 23 - 75 5 26 12 - - 32 -
野 100.0 6.1 34.8 24.2 - - 34.8 - 100.0 6.7 34.7 16.0 - - 42.7 -

無回答 8 - 2 3 - - 3 - 11 - 4 3 1 - 3 -
100.0 - 25.0 37.5 - - 37.5 - 100.0 - 36.4 27.3 9.1 - 27.3 -

学 学術・研究機関 19 5 3 7 - - 4 - 16 5 2 4 - - 4 1
術 100.0 26.3 15.8 36.8 - - 21.1 - 100.0 31.3 12.5 25.0 - - 25.0 6.3
研 学校教育 98 21 30 26 - - 21 - 122 23 38 26 1 - 34 -
究 100.0 21.4 30.6 26.5 - - 21.4 - 100.0 18.9 31.1 21.3 0.8 - 27.9 -
等 その他教育・学習支援 24 3 5 7 1 - 8 - 28 6 10 4 1 - 7 -
の 100.0 12.5 20.8 29.2 4.2 - 33.3 - 100.0 21.4 35.7 14.3 3.6 - 25.0 -
主 専門・技術サービス 102 12 26 28 3 - 32 1 83 13 31 12 1 - 25 1
な 100.0 11.8 25.5 27.5 2.9 - 31.4 1.0 100.0 15.7 37.3 14.5 1.2 - 30.1 1.2
分 その他 8 2 1 4 - - 1 - 6 2 3 - - - 1 -
野 100.0 25.0 12.5 50.0 - - 12.5 - 100.0 33.3 50.0 - - - 16.7 -

無回答 24 3 6 7 1 - 6 1 21 3 7 5 - - 6 -
100.0 12.5 25.0 29.2 4.2 - 25.0 4.2 100.0 14.3 33.3 23.8 - - 28.6 -

大学が含まれている 50 15 12 9 - - 14 - 52 15 11 10 - - 16 -
100.0 30.0 24.0 18.0 - - 28.0 - 100.0 28.8 21.2 19.2 - - 30.8 -

大学は含まれていない 65 11 20 23 - - 11 - 83 11 29 19 1 - 22 1
100.0 16.9 30.8 35.4 - - 16.9 - 100.0 13.3 34.9 22.9 1.2 - 26.5 1.2

無回答 2 - 1 1 - - - - 3 2 - 1 - - - -
100.0 - 50.0 50.0 - - - - 100.0 66.7 - 33.3 - - - -

派 「労働者派遣会社」や 236 16 78 60 10 2 67 3 209 14 88 28 6 1 67 5
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 6.8 33.1 25.4 4.2 0.8 28.4 1.3 100.0 6.7 42.1 13.4 2.9 0.5 32.1 2.4
・ 「労働者派遣会社」や 454 60 151 86 18 - 136 3 428 51 153 51 12 1 156 4
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 13.2 33.3 18.9 4.0 - 30.0 0.7 100.0 11.9 35.7 11.9 2.8 0.2 36.4 0.9
負 無回答 10 2 1 2 - - 5 - 9 2 2 1 - - 4 -

100.0 20.0 10.0 20.0 - - 50.0 - 100.0 22.2 22.2 11.1 - - 44.4 -
雇 ４９人以下 914 80 208 260 52 2 287 25 860 59 252 184 59 1 285 20
用 100.0 8.8 22.8 28.4 5.7 0.2 31.4 2.7 100.0 6.9 29.3 21.4 6.9 0.1 33.1 2.3
者 ５０～９９人 1,408 133 495 341 43 6 367 23 1,309 112 504 203 34 9 422 25
数 100.0 9.4 35.2 24.2 3.1 0.4 26.1 1.6 100.0 8.6 38.5 15.5 2.6 0.7 32.2 1.9

１００～２９９人 1,597 121 605 408 26 10 418 9 1,525 119 661 224 26 9 475 11
100.0 7.6 37.9 25.5 1.6 0.6 26.2 0.6 100.0 7.8 43.3 14.7 1.7 0.6 31.1 0.7

３００～９９９人 580 51 241 127 5 - 153 3 577 50 266 79 3 - 176 3
100.0 8.8 41.6 21.9 0.9 - 26.4 0.5 100.0 8.7 46.1 13.7 0.5 - 30.5 0.5

１，０００人以上 314 22 144 68 4 1 73 2 308 26 148 49 1 2 80 2
100.0 7.0 45.9 21.7 1.3 0.3 23.2 0.6 100.0 8.4 48.1 15.9 0.3 0.6 26.0 0.6

無回答 91 8 33 22 4 - 22 2 86 6 36 15 5 - 22 2
100.0 8.8 36.3 24.2 4.4 - 24.2 2.2 100.0 7.0 41.9 17.4 5.8 - 25.6 2.3

中小企業（３００人未満）計 3,919 334 1,308 1,009 121 18 1,072 57 3,694 290 1,417 611 119 19 1,182 56
100.0 8.5 33.4 25.7 3.1 0.5 27.4 1.5 100.0 7.9 38.4 16.5 3.2 0.5 32.0 1.5

５０人以上計 3,899 327 1,485 944 78 17 1,011 37 3,719 307 1,579 555 64 20 1,153 41
100.0 8.4 38.1 24.2 2.0 0.4 25.9 0.9 100.0 8.3 42.5 14.9 1.7 0.5 31.0 1.1

労 過半数代表の労働組合がある 1,080 106 394 245 12 5 309 9 949 89 391 141 7 5 309 7
働 100.0 9.8 36.5 22.7 1.1 0.5 28.6 0.8 100.0 9.4 41.2 14.9 0.7 0.5 32.6 0.7
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 314 38 128 60 5 2 79 2 316 46 136 39 5 1 88 1
合 100.0 12.1 40.8 19.1 1.6 0.6 25.2 0.6 100.0 14.6 43.0 12.3 1.6 0.3 27.8 0.3
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,305 113 470 374 28 8 297 15 1,235 100 520 213 28 5 350 19
の 100.0 8.7 36.0 28.7 2.1 0.6 22.8 1.1 100.0 8.1 42.1 17.2 2.3 0.4 28.3 1.5
有 労働組合も労使協議機関もない 2,155 155 721 539 85 4 621 30 2,115 134 809 356 83 9 693 31
無 100.0 7.2 33.5 25.0 3.9 0.2 28.8 1.4 100.0 6.3 38.3 16.8 3.9 0.4 32.8 1.5

無回答 50 3 13 8 4 - 14 8 50 3 11 5 5 1 20 5
100.0 6.0 26.0 16.0 8.0 - 28.0 16.0 100.0 6.0 22.0 10.0 10.0 2.0 40.0 10.0

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 157 13 74 26 2 - 41 1 154 13 76 21 1 - 41 2
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 8.3 47.1 16.6 1.3 - 26.1 0.6 100.0 8.4 49.4 13.6 0.6 - 26.6 1.3
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 623 68 218 145 5 4 180 3 576 68 230 85 1 3 187 2
範 組合員になっていない 100.0 10.9 35.0 23.3 0.8 0.6 28.9 0.5 100.0 11.8 39.9 14.8 0.2 0.5 32.5 0.3
囲 無回答 614 63 230 134 10 3 167 7 535 54 221 74 10 3 169 4

100.0 10.3 37.5 21.8 1.6 0.5 27.2 1.1 100.0 10.1 41.3 13.8 1.9 0.6 31.6 0.7

問６,改正労働契約法で、有期労働契約が反復更新されて通算５年（※）を超えたときは、労働者の申込みに基づき、
期間の定めのない労働契約（無期労働契約）に転換できるルールが規定されました（※）。このルールに対して、
貴社ではどのような対応を検討していますか（もっともあてはまるものに１つだけ○）。

※「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律及び大学の教員等の任期に関する法律の一部を改正する法律」（２０１４年４月より施行）に基づき、
大学等及び研究開発法人の教員等、研究者、技術者、リサーチアドミニストレーター等については、無期契約に転換するまでの期間が１０年に延長された。そのため、フルタイム・パートタイム契約労働者として、
これらの対応状況を記入する場合は、設問文の「５年」を「１０年」に読み替えて回答してもらえるよう注釈。
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合計 4,904 415 1,726 1,226 134 19 1,320 64 4,665 372 1,867 754 128 21 1,460 63
100.0 8.5 35.2 25.0 2.7 0.4 26.9 1.3 100.0 8.0 40.0 16.2 2.7 0.5 31.3 1.4

企 １９４９年以前 620 61 242 134 9 1 166 7 636 44 267 106 10 3 199 7
業 100.0 9.8 39.0 21.6 1.5 0.2 26.8 1.1 100.0 6.9 42.0 16.7 1.6 0.5 31.3 1.1
の １９５０年代 597 48 218 139 19 2 163 8 567 45 221 84 17 4 193 3
設 100.0 8.0 36.5 23.3 3.2 0.3 27.3 1.3 100.0 7.9 39.0 14.8 3.0 0.7 34.0 0.5
立 １９６０年代 723 57 263 169 17 3 209 5 682 58 272 106 21 2 216 7
年 100.0 7.9 36.4 23.4 2.4 0.4 28.9 0.7 100.0 8.5 39.9 15.5 3.1 0.3 31.7 1.0
別 １９７０年代 726 67 258 153 27 4 202 15 714 58 289 102 21 4 227 13

100.0 9.2 35.5 21.1 3.7 0.6 27.8 2.1 100.0 8.1 40.5 14.3 2.9 0.6 31.8 1.8
１９８０年代 654 53 238 170 16 3 164 10 612 44 263 100 15 - 180 10

100.0 8.1 36.4 26.0 2.4 0.5 25.1 1.5 100.0 7.2 43.0 16.3 2.5 - 29.4 1.6
１９９０年代 576 47 188 182 16 3 135 5 524 52 199 87 16 3 158 9

100.0 8.2 32.6 31.6 2.8 0.5 23.4 0.9 100.0 9.9 38.0 16.6 3.1 0.6 30.2 1.7
２０００年代 603 47 187 168 16 2 177 6 545 41 196 100 12 3 187 6

100.0 7.8 31.0 27.9 2.7 0.3 29.4 1.0 100.0 7.5 36.0 18.3 2.2 0.6 34.3 1.1
２０１０以降 188 16 61 63 4 1 43 - 177 11 75 39 5 1 44 2

100.0 8.5 32.4 33.5 2.1 0.5 22.9 - 100.0 6.2 42.4 22.0 2.8 0.6 24.9 1.1
無回答 217 19 71 48 10 - 61 8 208 19 85 30 11 1 56 6

100.0 8.8 32.7 22.1 4.6 - 28.1 3.7 100.0 9.1 40.9 14.4 5.3 0.5 26.9 2.9
認 【改正労働契約法】の 3,251 310 1,304 850 52 15 697 23 2,993 279 1,367 479 37 14 788 29
知 改正内容まで知っている 100.0 9.5 40.1 26.1 1.6 0.5 21.4 0.7 100.0 9.3 45.7 16.0 1.2 0.5 26.3 1.0
度 改正されたことは知っているが 1,383 92 372 338 58 3 487 33 1,398 88 443 245 64 7 525 26
別 内容はよく分からない 100.0 6.7 26.9 24.4 4.2 0.2 35.2 2.4 100.0 6.3 31.7 17.5 4.6 0.5 37.6 1.9

知らない・分からない 234 11 38 33 22 1 123 6 241 5 43 28 25 - 133 7
100.0 4.7 16.2 14.1 9.4 0.4 52.6 2.6 100.0 2.1 17.8 11.6 10.4 - 55.2 2.9

無回答 36 2 12 5 2 - 13 2 33 - 14 2 2 - 14 1
100.0 5.6 33.3 13.9 5.6 - 36.1 5.6 100.0 - 42.4 6.1 6.1 - 42.4 3.0

情 行政が主催するセミナー 1,235 98 516 321 23 6 257 14 1,196 94 572 190 17 6 309 8
報 100.0 7.9 41.8 26.0 1.9 0.5 20.8 1.1 100.0 7.9 47.8 15.9 1.4 0.5 25.8 0.7
の 上記以外のセミナー 1,060 98 405 280 16 6 250 5 933 101 413 146 10 8 251 4
入 100.0 9.2 38.2 26.4 1.5 0.6 23.6 0.5 100.0 10.8 44.3 15.6 1.1 0.9 26.9 0.4
手 社会保険労務士や 1,426 130 510 416 39 8 307 16 1,392 113 597 264 38 9 354 17
手 弁護士等からの情報提供 100.0 9.1 35.8 29.2 2.7 0.6 21.5 1.1 100.0 8.1 42.9 19.0 2.7 0.6 25.4 1.2
段 人事労務関係の雑誌、 1,615 148 592 424 28 5 402 16 1,487 145 633 223 17 9 441 19

団体冊子等の媒体 100.0 9.2 36.7 26.3 1.7 0.3 24.9 1.0 100.0 9.8 42.6 15.0 1.1 0.6 29.7 1.3
新聞報道やホームページ等 2,203 186 766 574 44 7 602 24 2,122 187 842 352 45 11 662 23
での紹介 100.0 8.4 34.8 26.1 2.0 0.3 27.3 1.1 100.0 8.8 39.7 16.6 2.1 0.5 31.2 1.1
労働組合や労働者等 50 6 14 13 3 1 11 2 43 4 17 7 2 - 11 2
からの提案 100.0 12.0 28.0 26.0 6.0 2.0 22.0 4.0 100.0 9.3 39.5 16.3 4.7 - 25.6 4.7
その他 231 24 86 63 2 2 53 1 206 26 87 33 4 2 52 2

100.0 10.4 37.2 27.3 0.9 0.9 22.9 0.4 100.0 12.6 42.2 16.0 1.9 1.0 25.2 1.0
無回答 31 - 12 4 2 - 12 1 28 1 10 1 2 - 12 2

100.0 - 38.7 12.9 6.5 - 38.7 3.2 100.0 3.6 35.7 3.6 7.1 - 42.9 7.1
活 管理職 480 60 145 121 10 3 135 6 61 7 18 12 2 - 22 -
用 100.0 12.5 30.2 25.2 2.1 0.6 28.1 1.3 100.0 11.5 29.5 19.7 3.3 - 36.1 -
職 専門・技術職(医療関係） 135 12 57 27 - - 37 2 151 18 66 19 2 - 46 -
種 100.0 8.9 42.2 20.0 - - 27.4 1.5 100.0 11.9 43.7 12.6 1.3 - 30.5 -
別 専門・技術職(教育関係） 127 21 30 41 1 - 33 1 148 22 49 32 - - 45 -
（ 100.0 16.5 23.6 32.3 0.8 - 26.0 0.8 100.0 14.9 33.1 21.6 - - 30.4 -
Ｍ 専門・技術職(情報処理関係） 228 21 71 83 3 2 48 - 91 10 30 16 2 3 29 1
Ａ 100.0 9.2 31.1 36.4 1.3 0.9 21.1 - 100.0 11.0 33.0 17.6 2.2 3.3 31.9 1.1
）専門・技術職(その他） 1,009 108 350 243 12 7 279 10 540 76 201 81 6 2 164 10

100.0 10.7 34.7 24.1 1.2 0.7 27.7 1.0 100.0 14.1 37.2 15.0 1.1 0.4 30.4 1.9
事務職 2,228 216 845 517 31 5 596 18 2,036 171 849 290 33 7 669 17

100.0 9.7 37.9 23.2 1.4 0.2 26.8 0.8 100.0 8.4 41.7 14.2 1.6 0.3 32.9 0.8
販売職（営業含む） 681 44 260 164 17 2 182 12 411 20 190 61 4 - 133 3

100.0 6.5 38.2 24.1 2.5 0.3 26.7 1.8 100.0 4.9 46.2 14.8 1.0 - 32.4 0.7
サービス職（介護関係） 137 4 64 42 2 - 24 1 167 6 75 39 4 - 42 1

100.0 2.9 46.7 30.7 1.5 - 17.5 0.7 100.0 3.6 44.9 23.4 2.4 - 25.1 0.6
サービス職（飲食関係） 341 10 144 86 4 3 90 4 435 19 209 61 10 4 123 9

100.0 2.9 42.2 25.2 1.2 0.9 26.4 1.2 100.0 4.4 48.0 14.0 2.3 0.9 28.3 2.1
サービス職（その他） 554 32 202 122 18 - 174 6 612 37 271 75 22 2 195 10

100.0 5.8 36.5 22.0 3.2 - 31.4 1.1 100.0 6.0 44.3 12.3 3.6 0.3 31.9 1.6
保安職 144 13 56 36 3 1 34 1 128 10 55 20 3 - 38 2

100.0 9.0 38.9 25.0 2.1 0.7 23.6 0.7 100.0 7.8 43.0 15.6 2.3 - 29.7 1.6
製造・生産工程職 1,180 68 471 292 24 5 305 15 997 47 478 152 16 5 285 14

100.0 5.8 39.9 24.7 2.0 0.4 25.8 1.3 100.0 4.7 47.9 15.2 1.6 0.5 28.6 1.4
輸送・機械運転職 305 24 133 63 6 - 76 3 155 10 68 31 5 - 39 2

100.0 7.9 43.6 20.7 2.0 - 24.9 1.0 100.0 6.5 43.9 20.0 3.2 - 25.2 1.3
建設・採掘職 156 12 44 39 12 - 48 1 27 3 8 7 - - 7 2

100.0 7.7 28.2 25.0 7.7 - 30.8 0.6 100.0 11.1 29.6 25.9 - - 25.9 7.4
運搬・清掃等労務職 486 28 218 90 10 1 134 5 777 53 353 101 21 2 241 6

100.0 5.8 44.9 18.5 2.1 0.2 27.6 1.0 100.0 6.8 45.4 13.0 2.7 0.3 31.0 0.8
その他 387 29 134 85 7 1 122 9 497 37 200 85 9 1 161 4

100.0 7.5 34.6 22.0 1.8 0.3 31.5 2.3 100.0 7.4 40.2 17.1 1.8 0.2 32.4 0.8
無回答 132 9 27 42 33 1 14 6 133 18 33 40 27 1 11 3

100.0 6.8 20.5 31.8 25.0 0.8 10.6 4.5 100.0 13.5 24.8 30.1 20.3 0.8 8.3 2.3
人 管理職 81 14 21 18 3 1 23 1 21 1 7 3 1 - 9 -
数 100.0 17.3 25.9 22.2 3.7 1.2 28.4 1.2 100.0 4.8 33.3 14.3 4.8 - 42.9 -
が 専門・技術職(医療関係） 53 3 17 17 - - 14 2 65 3 28 12 - - 22 -
も 100.0 5.7 32.1 32.1 - - 26.4 3.8 100.0 4.6 43.1 18.5 - - 33.8 -
っ専門・技術職(教育関係） 83 13 18 27 1 - 24 - 112 15 37 27 - - 33 -
と 100.0 15.7 21.7 32.5 1.2 - 28.9 - 100.0 13.4 33.0 24.1 - - 29.5 -
も 専門・技術職(情報処理関係） 120 10 32 52 3 1 22 - 53 4 14 11 1 2 20 1
多 100.0 8.3 26.7 43.3 2.5 0.8 18.3 - 100.0 7.5 26.4 20.8 1.9 3.8 37.7 1.9
い 専門・技術職(その他） 528 61 146 144 10 3 157 7 276 44 90 49 3 2 82 6
職 100.0 11.6 27.7 27.3 1.9 0.6 29.7 1.3 100.0 15.9 32.6 17.8 1.1 0.7 29.7 2.2
種 事務職 960 128 319 221 11 4 270 7 1,056 113 369 164 19 6 373 12
別 100.0 13.3 33.2 23.0 1.1 0.4 28.1 0.7 100.0 10.7 34.9 15.5 1.8 0.6 35.3 1.1

販売職（営業含む） 333 14 132 89 8 1 82 7 235 9 109 41 3 - 70 3
100.0 4.2 39.6 26.7 2.4 0.3 24.6 2.1 100.0 3.8 46.4 17.4 1.3 - 29.8 1.3

サービス職（介護関係） 108 2 53 34 2 - 16 1 126 4 58 26 4 - 33 1
100.0 1.9 49.1 31.5 1.9 - 14.8 0.9 100.0 3.2 46.0 20.6 3.2 - 26.2 0.8

サービス職（飲食関係） 211 4 94 53 3 2 53 2 273 11 127 42 7 3 78 5
100.0 1.9 44.5 25.1 1.4 0.9 25.1 0.9 100.0 4.0 46.5 15.4 2.6 1.1 28.6 1.8

サービス職（その他） 331 19 118 71 12 - 107 4 400 27 161 51 19 1 134 7
100.0 5.7 35.6 21.5 3.6 - 32.3 1.2 100.0 6.8 40.3 12.8 4.8 0.3 33.5 1.8

保安職 54 6 24 10 2 - 12 - 51 5 19 8 2 - 17 -
100.0 11.1 44.4 18.5 3.7 - 22.2 - 100.0 9.8 37.3 15.7 3.9 - 33.3 -

製造・生産工程職 966 57 389 237 18 5 247 13 816 40 392 125 16 4 226 13
100.0 5.9 40.3 24.5 1.9 0.5 25.6 1.3 100.0 4.9 48.0 15.3 2.0 0.5 27.7 1.6

輸送・機械運転職 188 15 67 43 4 - 56 3 83 5 34 14 4 - 25 1
100.0 8.0 35.6 22.9 2.1 - 29.8 1.6 100.0 6.0 41.0 16.9 4.8 - 30.1 1.2

建設・採掘職 118 10 31 28 10 - 38 1 22 2 5 6 - - 7 2
100.0 8.5 26.3 23.7 8.5 - 32.2 0.8 100.0 9.1 22.7 27.3 - - 31.8 9.1

運搬・清掃等労務職 211 12 93 42 4 - 58 2 431 34 189 49 10 1 146 2
100.0 5.7 44.1 19.9 1.9 - 27.5 0.9 100.0 7.9 43.9 11.4 2.3 0.2 33.9 0.5

その他 223 17 71 47 6 1 75 6 329 23 120 59 8 1 114 4
100.0 7.6 31.8 21.1 2.7 0.4 33.6 2.7 100.0 7.0 36.5 17.9 2.4 0.3 34.7 1.2

無回答 336 30 101 93 37 1 66 8 316 32 108 67 31 1 71 6
100.0 8.9 30.1 27.7 11.0 0.3 19.6 2.4 100.0 10.1 34.2 21.2 9.8 0.3 22.5 1.9

合計（復元） 3,167 247 922 877 120 10 924 67 3,079 210 1,077 589 156 9 972 65
100.0 7.8 29.1 27.7 3.8 0.3 29.2 2.1 100.0 6.8 35.0 19.1 5.1 0.3 31.6 2.1
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フル
タイム
あるい
はパー
トタイ
ムの
契約

労働者
につい
て有期
契約が
更新を
含めて
通算５
年を超
えない
ように
運用し
ていく
企業計

従来
から
そう
した
契約

管理を
行って
きた
から

景気の
変動等
に伴う
雇用の
調整

余地を
残して
おき
たい
から

定期的
に人材
の新陳
代謝を
図り
たい
から

人件費
を増加
・固定
化させ
たく
ない
から

有期
契約

労働者
の業務
は入札
等に

伴い、
無く
なる

恐れが
ある
から

（機械
化や
事業
再編
等に

より）
有期
契約

労働者
が行っ
てきた
業務

の縮小
が見込
まれる
から

無期
転換後
の処遇
を決定
する
のが
困難

だから

その他
※

無回答 平均
選択数

合計 583 235 163 156 139 48 46 68 88 7 1.6
100.0 40.3 28.0 26.8 23.8 8.2 7.9 11.7 15.1 1.2

主 建設業 44 15 11 11 8 4 4 7 9 - 1.6
な 100.0 34.1 25.0 25.0 18.2 9.1 9.1 15.9 20.5 -
業 製造業 122 45 50 21 33 5 8 10 16 2 1.6
種 100.0 36.9 41.0 17.2 27.0 4.1 6.6 8.2 13.1 1.6

電気・ガス・熱供給・水道業 7 4 1 1 1 1 1 1 - - 1.4
100.0 57.1 14.3 14.3 14.3 14.3 14.3 14.3 - -

情報通信業 34 14 8 7 8 2 5 4 6 - 1.6
100.0 41.2 23.5 20.6 23.5 5.9 14.7 11.8 17.6 -

運輸業、郵便業 31 12 4 9 8 2 1 5 7 - 1.5
100.0 38.7 12.9 29.0 25.8 6.5 3.2 16.1 22.6 -

卸売業、小売業 84 25 17 25 13 1 4 7 24 - 1.4
100.0 29.8 20.2 29.8 15.5 1.2 4.8 8.3 28.6 -

金融業、保険業 10 4 2 3 2 - - 1 1 - 1.3
100.0 40.0 20.0 30.0 20.0 - - 10.0 10.0 -

不動産業、物品賃貸業 26 12 7 11 5 4 3 4 3 - 1.9
100.0 46.2 26.9 42.3 19.2 15.4 11.5 15.4 11.5 -

学術研究、専門・技術サービス業 28 15 6 7 5 3 4 6 5 - 1.8
100.0 53.6 21.4 25.0 17.9 10.7 14.3 21.4 17.9 -

宿泊業、飲食サービス業 17 7 4 5 8 - 1 1 - - 1.5
100.0 41.2 23.5 29.4 47.1 - 5.9 5.9 - -

生活関連サービス業、娯楽業 15 7 3 5 4 - 2 3 1 1 1.8
100.0 46.7 20.0 33.3 26.7 - 13.3 20.0 6.7 6.7

教育、学習支援業 37 23 10 15 18 3 3 3 1 - 2.1
100.0 62.2 27.0 40.5 48.6 8.1 8.1 8.1 2.7 -

医療、福祉 15 4 7 4 7 1 1 3 1 1 2.0
100.0 26.7 46.7 26.7 46.7 6.7 6.7 20.0 6.7 6.7

複合サービス業 5 3 1 2 1 2 - 2 - - 2.2
100.0 60.0 20.0 40.0 20.0 40.0 - 40.0 - -

その他サービス業 99 37 29 28 18 17 9 10 13 3 1.7
100.0 37.4 29.3 28.3 18.2 17.2 9.1 10.1 13.1 3.0

その他 4 4 2 1 - 2 - 1 - - 2.5
100.0 100.0 50.0 25.0 - 50.0 - 25.0 - -

無回答 5 4 1 1 - 1 - - 1 - 1.6
100.0 80.0 20.0 20.0 - 20.0 - - 20.0 -

サービス業計 164 69 43 47 36 22 16 22 19 4 1.7
100.0 42.1 26.2 28.7 22.0 13.4 9.8 13.4 11.6 2.4

製 輸送用機械関連 16 9 8 2 6 1 3 1 - - 1.9
造 100.0 56.3 50.0 12.5 37.5 6.3 18.8 6.3 - -
業 化学関連 9 4 1 1 1 - 1 2 2 - 1.3
の 100.0 44.4 11.1 11.1 11.1 - 11.1 22.2 22.2 -
主 電機・電子関連 25 9 12 3 7 2 2 4 4 - 1.7
な 100.0 36.0 48.0 12.0 28.0 8.0 8.0 16.0 16.0 -
分 素材関連 3 1 2 1 1 1 - - - - 2.0
野 100.0 33.3 66.7 33.3 33.3 33.3 - - - -

その他機械関連 17 12 4 1 4 - - 1 2 - 1.4
100.0 70.6 23.5 5.9 23.5 - - 5.9 11.8 -

食料品関連 9 - 5 1 2 - - 1 1 1 1.3
100.0 - 55.6 11.1 22.2 - - 11.1 11.1 11.1

金属関連 13 5 3 4 2 - - - 2 - 1.2
100.0 38.5 23.1 30.8 15.4 - - - 15.4 -

その他製造 29 5 14 8 10 1 2 1 5 1 1.6
100.0 17.2 48.3 27.6 34.5 3.4 6.9 3.4 17.2 3.4

無回答 1 - 1 - - - - - - - 1.0
100.0 - 100.0 - - - - - - -

卸 総合卸 16 8 2 4 3 - 2 2 4 - 1.6
売 100.0 50.0 12.5 25.0 18.8 - 12.5 12.5 25.0 -
業 専門卸 35 10 8 10 6 1 2 1 10 - 1.4
、 100.0 28.6 22.9 28.6 17.1 2.9 5.7 2.9 28.6 -
小 その他卸売 13 5 3 4 2 - - 1 4 - 1.5
売 100.0 38.5 23.1 30.8 15.4 - - 7.7 30.8 -
業 総合小売 5 - - 2 1 - - - 2 - 1.0
の 100.0 - - 40.0 20.0 - - - 40.0 -
主 専門小売 7 1 1 3 - - - 1 2 - 1.1
な 100.0 14.3 14.3 42.9 - - - 14.3 28.6 -
分 その他小売 8 1 3 2 1 - - 2 2 - 1.4
野 100.0 12.5 37.5 25.0 12.5 - - 25.0 25.0 -

無回答 - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - -

学 学術・研究機関 7 5 1 2 3 2 - - 1 - 2.0
術 100.0 71.4 14.3 28.6 42.9 28.6 - - 14.3 -
研 学校教育 27 17 8 11 13 1 1 3 - - 2.0
究 100.0 63.0 29.6 40.7 48.1 3.7 3.7 11.1 - -
等 その他教育・学習支援 6 3 2 1 2 1 1 - 1 - 1.8
の 100.0 50.0 33.3 16.7 33.3 16.7 16.7 - 16.7 -
主 専門・技術サービス 18 8 4 5 3 1 4 5 3 - 1.8
な 100.0 44.4 22.2 27.8 16.7 5.6 22.2 27.8 16.7 -
分 その他 3 1 - - - - - 1 1 - 1.0
野 100.0 33.3 - - - - - 33.3 33.3 -

無回答 4 4 1 3 2 1 1 - - - 3.0
100.0 100.0 25.0 75.0 50.0 25.0 25.0 - - -

大学が含まれている 17 10 2 8 8 1 1 3 - - 1.9
100.0 58.8 11.8 47.1 47.1 5.9 5.9 17.6 - -

大学は含まれていない 15 11 7 4 8 2 - - - - 2.1
100.0 73.3 46.7 26.7 53.3 13.3 - - - -

無回答 2 1 - 1 - - - - 1 - 1.5
100.0 50.0 - 50.0 - - - - 50.0 -

派 「労働者派遣会社」や 23 9 9 7 3 3 1 2 5 1 1.8
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 39.1 39.1 30.4 13.0 13.0 4.3 8.7 21.7 4.3
・ 「労働者派遣会社」や 74 28 19 20 14 13 8 8 7 2 1.6
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 37.8 25.7 27.0 18.9 17.6 10.8 10.8 9.5 2.7
負 無回答 2 - 1 1 1 1 - - 1 - 2.5

100.0 - 50.0 50.0 50.0 50.0 - - 50.0 -
雇 ４９人以下 109 46 33 23 20 8 10 12 16 1 1.6
用 100.0 42.2 30.3 21.1 18.3 7.3 9.2 11.0 14.7 0.9
者 ５０～９９人 188 71 51 50 45 9 11 25 33 1 1.6
数 100.0 37.8 27.1 26.6 23.9 4.8 5.9 13.3 17.6 0.5

１００～２９９人 179 70 43 50 40 20 12 24 31 3 1.6
100.0 39.1 24.0 27.9 22.3 11.2 6.7 13.4 17.3 1.7

３００～９９９人 64 25 20 20 22 5 6 6 3 2 1.7
100.0 39.1 31.3 31.3 34.4 7.8 9.4 9.4 4.7 3.1

１，０００人以上 32 18 14 8 12 5 5 1 2 - 2.0
100.0 56.3 43.8 25.0 37.5 15.6 15.6 3.1 6.3 -

無回答 11 5 2 5 - 1 2 - 3 - 1.6
100.0 45.5 18.2 45.5 - 9.1 18.2 - 27.3 -

中小企業（３００人未満）計 476 187 127 123 105 37 33 61 80 5 1.6
100.0 39.3 26.7 25.8 22.1 7.8 6.9 12.8 16.8 1.1

５０人以上計 463 184 128 128 119 39 34 56 69 6 1.7
100.0 39.7 27.6 27.6 25.7 8.4 7.3 12.1 14.9 1.3

労 過半数代表の労働組合がある 142 63 41 37 35 12 12 22 19 - 1.7
働 100.0 44.4 28.9 26.1 24.6 8.5 8.5 15.5 13.4 -
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 54 20 25 15 20 5 4 6 6 - 1.9
合 100.0 37.0 46.3 27.8 37.0 9.3 7.4 11.1 11.1 -
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 156 67 33 42 32 11 11 17 29 3 1.6
の 100.0 42.9 21.2 26.9 20.5 7.1 7.1 10.9 18.6 1.9
有 労働組合も労使協議機関もない 225 82 62 58 52 18 19 22 33 4 1.6
無 100.0 36.4 27.6 25.8 23.1 8.0 8.4 9.8 14.7 1.8

無回答 6 3 2 4 - 2 - 1 1 - 2.2
100.0 50.0 33.3 66.7 - 33.3 - 16.7 16.7 -

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 17 6 6 5 4 3 1 2 3 - 1.8
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 35.3 35.3 29.4 23.5 17.6 5.9 11.8 17.6 -
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 92 44 36 18 21 7 6 11 10 - 1.7
範 組合員になっていない 100.0 47.8 39.1 19.6 22.8 7.6 6.5 12.0 10.9 -
囲 無回答 87 33 24 29 30 7 9 15 12 - 1.8

100.0 37.9 27.6 33.3 34.5 8.0 10.3 17.2 13.8 -
認 【改正労働契約法】の 425 174 122 115 102 38 34 53 64 3 1.7
知 改正内容まで知っている 100.0 40.9 28.7 27.1 24.0 8.9 8.0 12.5 15.1 0.7
度 改正されたことは知っているが 144 54 37 37 35 9 12 15 23 4 1.6
別 内容はよく分からない 100.0 37.5 25.7 25.7 24.3 6.3 8.3 10.4 16.0 2.8

知らない・分からない 12 5 4 4 2 1 - - 1 - 1.4
100.0 41.7 33.3 33.3 16.7 8.3 - - 8.3 -

無回答 2 2 - - - - - - - - 1.0
100.0 100.0 - - - - - - - -

合計（復元） 355 150 107 84 75 20 33 41 56 3 1.6
100.0 42.3 30.1 23.7 21.1 5.6 9.3 11.5 15.8 0.8

問６付問①,通算５年を超えないように運用していく理由は、
何ですか（該当すべてに○）。

※その他の自由記述として「事業自体が（入札等で）有期契約のため」「臨時的な労働のみのため」「既に
高齢者のため」「健康状態を見極めるため」「軽易な職務のため」「通算５年を超える対象者が少ないため」
「学生アルバイトや技能実習生、障がい者等のため」「（特例要件を満たさない）高度専門職のため」
「本人が希望していないため」「無期転換の社内ルールが無いから」等。

＜付問①～②は、｢１．有期契約が更新を含めて通算５年を超えないように運用していく｣を選択した企業が回答対象＞

フル
タイム
あるい
はパー
トタイ
ムの
契約

労働者
につい
て有期
契約が
更新を
含めて
通算５
年を超
えない
ように
運用し
ていく
企業計

更新
回数

上限や
通算
勤続

年数等
で制限
する

契約
更新時
の判断
（人物
や働き
ぶり等
の選別
）を

厳格化
する

有期
契約

労働者
を新規
に採用
する
際、

正社員
転換や
無期

転換を
希望

しない
人を
選別
する

途中で
随時、
クー

リング
(空白)
期間を
挟み、
通算

期間を
リセッ
トする
（※）

契約
期間を
一定の
業務完
了まで
などで
設定し
更新は
原則
行わ
ない

ように
する

その他
※

無回答 平均
選択数

合計 583 376 143 22 44 74 25 64 1.3
100.0 64.5 24.5 3.8 7.5 12.7 4.3 11.0

主 建設業 44 26 11 2 1 9 3 6 1.4
な 100.0 59.1 25.0 4.5 2.3 20.5 6.8 13.6
業 製造業 122 77 36 2 8 16 5 15 1.3
種 100.0 63.1 29.5 1.6 6.6 13.1 4.1 12.3

電気・ガス・熱供給・水道業 7 5 2 - 1 1 - - 1.3
100.0 71.4 28.6 - 14.3 14.3 - -

情報通信業 34 23 3 5 2 7 - 3 1.3
100.0 67.6 8.8 14.7 5.9 20.6 - 8.8

運輸業、郵便業 31 18 10 2 2 2 2 3 1.3
100.0 58.1 32.3 6.5 6.5 6.5 6.5 9.7

卸売業、小売業 84 51 18 2 3 7 5 10 1.2
100.0 60.7 21.4 2.4 3.6 8.3 6.0 11.9

金融業、保険業 10 9 3 1 1 - - 1 1.6
100.0 90.0 30.0 10.0 10.0 - - 10.0

不動産業、物品賃貸業 26 21 6 - 2 2 - 1 1.2
100.0 80.8 23.1 - 7.7 7.7 - 3.8

学術研究、専門・技術サービス業 28 16 8 2 3 5 1 2 1.3
100.0 57.1 28.6 7.1 10.7 17.9 3.6 7.1

宿泊業、飲食サービス業 17 6 5 - 2 4 1 3 1.3
100.0 35.3 29.4 - 11.8 23.5 5.9 17.6

生活関連サービス業、娯楽業 15 6 3 1 1 2 1 5 1.4
100.0 40.0 20.0 6.7 6.7 13.3 6.7 33.3

教育、学習支援業 37 30 10 - 5 2 - 2 1.3
100.0 81.1 27.0 - 13.5 5.4 - 5.4

医療、福祉 15 9 3 2 3 2 - 3 1.6
100.0 60.0 20.0 13.3 20.0 13.3 - 20.0

複合サービス業 5 4 3 1 1 1 - - 2.0
100.0 80.0 60.0 20.0 20.0 20.0 - -

その他サービス業 99 68 20 1 9 12 7 9 1.3
100.0 68.7 20.2 1.0 9.1 12.1 7.1 9.1

その他 4 4 1 - - 1 - - 1.5
100.0 100.0 25.0 - - 25.0 - -

無回答 5 3 1 1 - 1 - 1 1.5
100.0 60.0 20.0 20.0 - 20.0 - 20.0

サービス業計 164 100 39 5 16 24 10 19 1.3
100.0 61.0 23.8 3.0 9.8 14.6 6.1 11.6

製 輸送用機械関連 16 11 6 1 3 2 - 1 1.5
造 100.0 68.8 37.5 6.3 18.8 12.5 - 6.3
業 化学関連 9 6 - - - 1 - 2 1.0
の 100.0 66.7 - - - 11.1 - 22.2
主 電機・電子関連 25 18 8 - 1 4 2 2 1.4
な 100.0 72.0 32.0 - 4.0 16.0 8.0 8.0
分 素材関連 3 2 - - 1 - - 1 1.5
野 100.0 66.7 - - 33.3 - - 33.3

その他機械関連 17 12 4 - - 3 - 1 1.2
100.0 70.6 23.5 - - 17.6 - 5.9

食料品関連 9 1 3 - 1 - 1 3 1.0
100.0 11.1 33.3 - 11.1 - 11.1 33.3

金属関連 13 9 5 - - 2 - 1 1.3
100.0 69.2 38.5 - - 15.4 - 7.7

その他製造 29 18 10 1 2 3 2 4 1.4
100.0 62.1 34.5 3.4 6.9 10.3 6.9 13.8

無回答 1 - - - - 1 - - 1.0
100.0 - - - - 100.0 - -

卸 総合卸 16 10 5 1 - 2 1 1 1.3
売 100.0 62.5 31.3 6.3 - 12.5 6.3 6.3
業 専門卸 35 24 7 1 1 1 2 3 1.1
、 100.0 68.6 20.0 2.9 2.9 2.9 5.7 8.6
小 その他卸売 13 5 3 - 1 1 1 4 1.2
売 100.0 38.5 23.1 - 7.7 7.7 7.7 30.8
業 総合小売 5 1 1 - - 1 1 1 1.0
の 100.0 20.0 20.0 - - 20.0 20.0 20.0
主 専門小売 7 4 1 - - 2 - 1 1.2
な 100.0 57.1 14.3 - - 28.6 - 14.3
分 その他小売 8 7 1 - 1 - - - 1.1
野 100.0 87.5 12.5 - 12.5 - - -

無回答 - - - - - - - - -
- - - - - - - -

学 学術・研究機関 7 7 - - 2 - - - 1.3
術 100.0 100.0 - - 28.6 - - -
研 学校教育 27 21 10 - 5 2 - 1 1.5
究 100.0 77.8 37.0 - 18.5 7.4 - 3.7
等 その他教育・学習支援 6 5 - - - - - 1 1.0
の 100.0 83.3 - - - - - 16.7
主 専門・技術サービス 18 9 7 1 1 5 - 2 1.4
な 100.0 50.0 38.9 5.6 5.6 27.8 - 11.1
分 その他 3 1 - 1 - - 1 - 1.0
野 100.0 33.3 - 33.3 - - 33.3 -

無回答 4 3 1 - - - - - 1.0
100.0 75.0 25.0 - - - - -

大学が含まれている 17 14 4 - 4 1 - 1 1.4
100.0 82.4 23.5 - 23.5 5.9 - 5.9

大学は含まれていない 15 13 5 - 3 1 - - 1.5
100.0 86.7 33.3 - 20.0 6.7 - -

無回答 2 1 1 - - - - - 1.0
100.0 50.0 50.0 - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 23 12 6 1 2 2 3 3 1.3
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 52.2 26.1 4.3 8.7 8.7 13.0 13.0
・ 「労働者派遣会社」や 74 55 13 - 6 10 4 5 1.3
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 74.3 17.6 - 8.1 13.5 5.4 6.8
負 無回答 2 1 1 - 1 - - 1 3.0

100.0 50.0 50.0 - 50.0 - - 50.0
雇 ４９人以下 109 71 25 5 8 11 2 10 1.2
用 100.0 65.1 22.9 4.6 7.3 10.1 1.8 9.2
者 ５０～９９人 188 106 47 10 9 34 9 23 1.3
数 100.0 56.4 25.0 5.3 4.8 18.1 4.8 12.2

１００～２９９人 179 119 46 6 18 20 13 21 1.4
100.0 66.5 25.7 3.4 10.1 11.2 7.3 11.7

３００～９９９人 64 48 17 - 3 4 - 6 1.2
100.0 75.0 26.6 - 4.7 6.3 - 9.4

１，０００人以上 32 26 5 - 5 3 1 3 1.4
100.0 81.3 15.6 - 15.6 9.4 3.1 9.4

無回答 11 6 3 1 1 2 - 1 1.3
100.0 54.5 27.3 9.1 9.1 18.2 - 9.1

中小企業（３００人未満）計 476 296 118 21 35 65 24 54 1.3
100.0 62.2 24.8 4.4 7.4 13.7 5.0 11.3

５０人以上計 463 299 115 16 35 61 23 53 1.3
100.0 64.6 24.8 3.5 7.6 13.2 5.0 11.4

労 過半数代表の労働組合がある 142 103 31 8 12 14 3 13 1.3
働 100.0 72.5 21.8 5.6 8.5 9.9 2.1 9.2
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 54 46 12 - 6 4 1 4 1.4
合 100.0 85.2 22.2 - 11.1 7.4 1.9 7.4
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 156 96 37 4 10 22 8 21 1.3
の 100.0 61.5 23.7 2.6 6.4 14.1 5.1 13.5
有 労働組合も労使協議機関もない 225 126 60 9 16 34 13 25 1.3
無 100.0 56.0 26.7 4.0 7.1 15.1 5.8 11.1

無回答 6 5 3 1 - - - 1 1.8
100.0 83.3 50.0 16.7 - - - 16.7

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 17 11 4 2 1 - 1 4 1.5
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 64.7 23.5 11.8 5.9 - 5.9 23.5
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 92 73 20 2 8 9 2 6 1.3
範 組合員になっていない 100.0 79.3 21.7 2.2 8.7 9.8 2.2 6.5
囲 無回答 87 65 19 4 9 9 1 7 1.3

100.0 74.7 21.8 4.6 10.3 10.3 1.1 8.0
認 【改正労働契約法】の 425 295 111 14 35 52 16 40 1.4
知 改正内容まで知っている 100.0 69.4 26.1 3.3 8.2 12.2 3.8 9.4
度 改正されたことは知っているが 144 73 30 7 7 21 9 22 1.2
別 内容はよく分からない 100.0 50.7 20.8 4.9 4.9 14.6 6.3 15.3

知らない・分からない 12 6 2 1 2 1 - 2 1.2
100.0 50.0 16.7 8.3 16.7 8.3 - 16.7

無回答 2 2 - - - - - - 1.0
100.0 100.0 - - - - - -

合計（復元） 355 226 81 13 25 39 11 41 1.3
100.0 63.7 22.8 3.7 7.0 11.0 3.1 11.5

※グループ内の複数企業での契約締結や出向・転籍の活用、６ヶ月後に再度雇用する
登録制を設置等も含む、と注釈。

※その他の自由記述として、「（卒業の区切りがある）学生アルバイトや（ビザの上限がある）
技能実習生を活用する」等。

付問②,どのような方法で、通算５年未満に抑制しますか
（該当すべてに○）。
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○フルタイム契約労働者について ○パートタイム契約労働者について
フル

タイム
契約

労働者
につい
て対応
方針は
未定・
分から
ない

企業計

有期
契約が
更新を
含めて
通算

５年を
超え
ない

ように
運用
して
いく

通算
５年を
超える
有期
契約

労働者
から、
申込み
がなさ
れた

段階で
無期

契約に
切り

換えて
いく

有期
契約

労働者
の適性
を見な
がら、
５年を
超える
前に
無期

契約に
して
いく

雇入れ
の段階
から
無期

契約に
する

（有期
契約
での

雇入れ
は行わ
ない

ように
する）

有期
契約

労働者
を

派遣
労働者

や
請負に
切り

換えて
いく

対応
方針は
未定・
分から
ない

無回答 平均
選択数

パート
タイム
契約

労働者
につい
て対応
方針は
未定・
分から
ない

企業計

有期
契約が
更新を
含めて
通算

５年を
超え
ない

ように
運用
して
いく

通算
５年を
超える
有期
契約

労働者
から、
申込み
がなさ
れた

段階で
無期

契約に
切り

換えて
いく

有期
契約

労働者
の適性
を見な
がら、
５年を
超える
前に
無期

契約に
して
いく

雇入れ
の段階
から
無期

契約に
する

（有期
契約
での

雇入れ
は行わ
ない

ように
する）

有期
契約

労働者
を

派遣
労働者

や
請負に
切り

換えて
いく

対応
方針は
未定・
分から
ない

無回答 平均
選択数

合計 1,320 201 443 269 38 49 590 24 1.2 1,460 216 473 228 27 54 700 30 1.2
100.0 15.2 33.6 20.4 2.9 3.7 44.7 1.8 100.0 14.8 32.4 15.6 1.8 3.7 47.9 2.1

主 建設業 106 16 22 19 3 4 61 2 1.2 91 13 26 17 1 2 49 2 1.2
な 100.0 15.1 20.8 17.9 2.8 3.8 57.5 1.9 100.0 14.3 28.6 18.7 1.1 2.2 53.8 2.2
業 製造業 312 63 109 72 9 19 128 4 1.3 344 63 108 57 8 17 164 4 1.2
種 100.0 20.2 34.9 23.1 2.9 6.1 41.0 1.3 100.0 18.3 31.4 16.6 2.3 4.9 47.7 1.2

電気・ガス・熱供給・水道業 9 3 5 1 - 1 2 1 1.5 13 2 6 2 - 1 4 1 1.3
100.0 33.3 55.6 11.1 - 11.1 22.2 11.1 100.0 15.4 46.2 15.4 - 7.7 30.8 7.7

情報通信業 41 11 12 9 - 3 17 - 1.3 42 8 14 5 - 4 20 - 1.2
100.0 26.8 29.3 22.0 - 7.3 41.5 - 100.0 19.0 33.3 11.9 - 9.5 47.6 -

運輸業、郵便業 86 12 30 14 3 4 37 2 1.2 96 10 27 12 3 3 51 4 1.2
100.0 14.0 34.9 16.3 3.5 4.7 43.0 2.3 100.0 10.4 28.1 12.5 3.1 3.1 53.1 4.2

卸売業、小売業 264 28 95 57 10 8 118 4 1.2 293 37 96 43 9 10 142 5 1.2
100.0 10.6 36.0 21.6 3.8 3.0 44.7 1.5 100.0 12.6 32.8 14.7 3.1 3.4 48.5 1.7

金融業、保険業 24 2 12 4 - - 8 1 1.1 33 2 15 5 - - 14 - 1.1
100.0 8.3 50.0 16.7 - - 33.3 4.2 100.0 6.1 45.5 15.2 - - 42.4 -

不動産業、物品賃貸業 25 3 6 6 2 - 13 - 1.2 23 5 9 3 - 1 11 - 1.3
100.0 12.0 24.0 24.0 8.0 - 52.0 - 100.0 21.7 39.1 13.0 - 4.3 47.8 -

学術研究、専門・技術サービス業 41 13 16 10 - - 13 - 1.3 34 10 12 8 - 3 14 - 1.4
100.0 31.7 39.0 24.4 - - 31.7 - 100.0 29.4 35.3 23.5 - 8.8 41.2 -

宿泊業、飲食サービス業 70 4 21 15 4 - 32 1 1.1 86 8 28 12 4 1 39 3 1.1
100.0 5.7 30.0 21.4 5.7 - 45.7 1.4 100.0 9.3 32.6 14.0 4.7 1.2 45.3 3.5

生活関連サービス業、娯楽業 30 4 8 5 - - 15 1 1.1 41 10 11 5 - - 19 - 1.1
100.0 13.3 26.7 16.7 - - 50.0 3.3 100.0 24.4 26.8 12.2 - - 46.3 -

教育、学習支援業 31 5 9 7 - 3 15 2 1.3 43 8 16 7 - 2 20 - 1.2
100.0 16.1 29.0 22.6 - 9.7 48.4 6.5 100.0 18.6 37.2 16.3 - 4.7 46.5 -

医療、福祉 54 3 17 10 - - 30 1 1.1 73 6 23 15 1 - 37 1 1.1
100.0 5.6 31.5 18.5 - - 55.6 1.9 100.0 8.2 31.5 20.5 1.4 - 50.7 1.4

複合サービス業 11 1 2 1 - - 8 - 1.1 10 1 1 - - - 8 - 1.0
100.0 9.1 18.2 9.1 - - 72.7 - 100.0 10.0 10.0 - - - 80.0 -

その他サービス業 208 32 77 37 7 7 88 5 1.2 227 32 78 35 1 10 101 10 1.2
100.0 15.4 37.0 17.8 3.4 3.4 42.3 2.4 100.0 14.1 34.4 15.4 0.4 4.4 44.5 4.4

その他 4 1 1 - - - 3 - 1.3 5 1 1 1 - - 3 - 1.2
100.0 25.0 25.0 - - - 75.0 - 100.0 20.0 20.0 20.0 - - 60.0 -

無回答 4 - 1 2 - - 2 - 1.3 6 - 2 1 - - 4 - 1.2
100.0 - 25.0 50.0 - - 50.0 - 100.0 - 33.3 16.7 - - 66.7 -

サービス業計 360 54 124 68 11 7 156 7 1.2 398 61 130 60 5 14 181 13 1.2
100.0 15.0 34.4 18.9 3.1 1.9 43.3 1.9 100.0 15.3 32.7 15.1 1.3 3.5 45.5 3.3

製 輸送用機械関連 39 9 13 8 1 2 15 - 1.2 48 9 20 9 2 1 20 1 1.3
造 100.0 23.1 33.3 20.5 2.6 5.1 38.5 - 100.0 18.8 41.7 18.8 4.2 2.1 41.7 2.1
業 化学関連 24 8 9 8 - 1 8 - 1.4 26 7 7 4 - 1 13 - 1.2
の 100.0 33.3 37.5 33.3 - 4.2 33.3 - 100.0 26.9 26.9 15.4 - 3.8 50.0 -
主 電機・電子関連 52 11 22 15 1 5 19 - 1.4 56 10 20 13 1 5 24 1 1.3
な 100.0 21.2 42.3 28.8 1.9 9.6 36.5 - 100.0 17.9 35.7 23.2 1.8 8.9 42.9 1.8
分 素材関連 11 3 5 3 - 2 4 - 1.5 9 3 3 1 - 2 4 - 1.4
野 100.0 27.3 45.5 27.3 - 18.2 36.4 - 100.0 33.3 33.3 11.1 - 22.2 44.4 -

その他機械関連 34 13 8 10 1 1 11 1 1.3 41 11 12 6 - 1 20 - 1.2
100.0 38.2 23.5 29.4 2.9 2.9 32.4 2.9 100.0 26.8 29.3 14.6 - 2.4 48.8 -

食料品関連 29 1 14 4 1 - 11 1 1.1 32 1 13 3 2 - 14 1 1.1
100.0 3.4 48.3 13.8 3.4 - 37.9 3.4 100.0 3.1 40.6 9.4 6.3 - 43.8 3.1

金属関連 36 4 8 7 1 1 19 1 1.1 36 5 8 8 1 2 21 - 1.3
100.0 11.1 22.2 19.4 2.8 2.8 52.8 2.8 100.0 13.9 22.2 22.2 2.8 5.6 58.3 -

その他製造 87 14 30 17 4 7 41 1 1.3 96 17 25 13 2 5 48 1 1.2
100.0 16.1 34.5 19.5 4.6 8.0 47.1 1.1 100.0 17.7 26.0 13.5 2.1 5.2 50.0 1.0

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

卸 総合卸 41 7 13 9 2 2 19 1 1.3 35 5 11 3 1 1 18 1 1.1
売 100.0 17.1 31.7 22.0 4.9 4.9 46.3 2.4 100.0 14.3 31.4 8.6 2.9 2.9 51.4 2.9
業 専門卸 85 12 29 15 4 1 35 1 1.1 89 12 30 12 3 2 42 2 1.2
、 100.0 14.1 34.1 17.6 4.7 1.2 41.2 1.2 100.0 13.5 33.7 13.5 3.4 2.2 47.2 2.2
小 その他卸売 37 3 10 7 1 2 21 - 1.2 38 5 10 5 2 2 20 1 1.2
売 100.0 8.1 27.0 18.9 2.7 5.4 56.8 - 100.0 13.2 26.3 13.2 5.3 5.3 52.6 2.6
業 総合小売 34 2 12 9 1 1 16 - 1.2 45 4 18 8 - 1 21 - 1.2
の 100.0 5.9 35.3 26.5 2.9 2.9 47.1 - 100.0 8.9 40.0 17.8 - 2.2 46.7 -
主 専門小売 41 3 23 12 2 2 14 1 1.4 51 8 19 10 2 3 21 1 1.3
な 100.0 7.3 56.1 29.3 4.9 4.9 34.1 2.4 100.0 15.7 37.3 19.6 3.9 5.9 41.2 2.0
分 その他小売 23 1 8 5 - - 10 1 1.1 32 3 8 5 1 1 17 - 1.1
野 100.0 4.3 34.8 21.7 - - 43.5 4.3 100.0 9.4 25.0 15.6 3.1 3.1 53.1 -

無回答 3 - - - - - 3 - 1.0 3 - - - - - 3 - 1.0
100.0 - - - - - 100.0 - 100.0 - - - - - 100.0 -

学 学術・研究機関 4 1 1 1 - - 1 - 1.0 4 2 - 1 - 1 2 - 1.5
術 100.0 25.0 25.0 25.0 - - 25.0 - 100.0 50.0 - 25.0 - 25.0 50.0 -
研 学校教育 21 6 8 4 - 3 8 1 1.5 34 8 15 4 - 2 14 - 1.3
究 100.0 28.6 38.1 19.0 - 14.3 38.1 4.8 100.0 23.5 44.1 11.8 - 5.9 41.2 -
等 その他教育・学習支援 8 - 1 1 - - 6 1 1.1 7 - 1 2 - - 5 - 1.1
の 100.0 - 12.5 12.5 - - 75.0 12.5 100.0 - 14.3 28.6 - - 71.4 -
主 専門・技術サービス 32 8 12 6 - - 13 - 1.2 25 5 10 5 - 1 11 - 1.3
な 100.0 25.0 37.5 18.8 - - 40.6 - 100.0 20.0 40.0 20.0 - 4.0 44.0 -
分 その他 1 - - 1 - - - - 1.0 1 - - - - - 1 - 1.0
野 100.0 - - 100.0 - - - - 100.0 - - - - - 100.0 -

無回答 6 3 3 4 - - - - 1.7 6 3 2 3 - 1 1 - 1.7
100.0 50.0 50.0 66.7 - - - - 100.0 50.0 33.3 50.0 - 16.7 16.7 -

大学が含まれている 14 6 5 4 - 3 5 - 1.6 16 6 5 3 - 2 7 - 1.4
100.0 42.9 35.7 28.6 - 21.4 35.7 - 100.0 37.5 31.3 18.8 - 12.5 43.8 -

大学は含まれていない 11 1 4 1 - - 4 1 1.0 22 4 10 2 - 1 9 - 1.2
100.0 9.1 36.4 9.1 - - 36.4 9.1 100.0 18.2 45.5 9.1 - 4.5 40.9 -

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 67 12 28 14 2 4 24 4 1.3 67 10 27 13 - 2 25 4 1.2
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 17.9 41.8 20.9 3.0 6.0 35.8 6.0 100.0 14.9 40.3 19.4 - 3.0 37.3 6.0
・ 「労働者派遣会社」や 136 19 48 23 5 3 61 1 1.2 156 22 50 22 1 8 73 6 1.2
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 14.0 35.3 16.9 3.7 2.2 44.9 0.7 100.0 14.1 32.1 14.1 0.6 5.1 46.8 3.8
負 無回答 5 1 1 - - - 3 - 1.0 4 - 1 - - - 3 - 1.0

100.0 20.0 20.0 - - - 60.0 - 100.0 - 25.0 - - - 75.0 -
雇 ４９人以下 287 33 57 49 10 7 161 7 1.1 285 35 68 39 7 7 157 4 1.1
用 100.0 11.5 19.9 17.1 3.5 2.4 56.1 2.4 100.0 12.3 23.9 13.7 2.5 2.5 55.1 1.4
者 ５０～９９人 367 47 110 62 12 18 193 3 1.2 422 51 115 64 8 17 233 7 1.2
数 100.0 12.8 30.0 16.9 3.3 4.9 52.6 0.8 100.0 12.1 27.3 15.2 1.9 4.0 55.2 1.7

１００～２９９人 418 64 160 91 12 11 159 10 1.2 475 71 179 73 6 15 202 13 1.2
100.0 15.3 38.3 21.8 2.9 2.6 38.0 2.4 100.0 14.9 37.7 15.4 1.3 3.2 42.5 2.7

３００～９９９人 153 32 67 40 1 4 51 1 1.3 176 38 66 31 3 8 70 2 1.2
100.0 20.9 43.8 26.1 0.7 2.6 33.3 0.7 100.0 21.6 37.5 17.6 1.7 4.5 39.8 1.1

１，０００人以上 73 18 43 18 3 7 20 1 1.5 80 15 38 13 2 6 30 3 1.4
100.0 24.7 58.9 24.7 4.1 9.6 27.4 1.4 100.0 18.8 47.5 16.3 2.5 7.5 37.5 3.8

無回答 22 7 6 9 - 2 6 2 1.5 22 6 7 8 1 1 8 1 1.5
100.0 31.8 27.3 40.9 - 9.1 27.3 9.1 100.0 27.3 31.8 36.4 4.5 4.5 36.4 4.5

中小企業（３００人未満）計 1,072 144 327 202 34 36 513 20 1.2 1,182 157 362 176 21 39 592 24 1.2
100.0 13.4 30.5 18.8 3.2 3.4 47.9 1.9 100.0 13.3 30.6 14.9 1.8 3.3 50.1 2.0

５０人以上計 1,011 161 380 211 28 40 423 15 1.2 1,153 175 398 181 19 46 535 25 1.2
100.0 15.9 37.6 20.9 2.8 4.0 41.8 1.5 100.0 15.2 34.5 15.7 1.6 4.0 46.4 2.2

労 過半数代表の労働組合がある 309 65 114 79 8 19 117 5 1.3 309 56 109 61 3 17 135 6 1.3
働 100.0 21.0 36.9 25.6 2.6 6.1 37.9 1.6 100.0 18.1 35.3 19.7 1.0 5.5 43.7 1.9
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 79 14 32 13 2 4 33 1 1.3 88 17 26 7 - 5 43 3 1.2
合 100.0 17.7 40.5 16.5 2.5 5.1 41.8 1.3 100.0 19.3 29.5 8.0 - 5.7 48.9 3.4
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 297 48 107 62 4 12 127 6 1.2 350 54 135 60 5 17 149 4 1.2
の 100.0 16.2 36.0 20.9 1.3 4.0 42.8 2.0 100.0 15.4 38.6 17.1 1.4 4.9 42.6 1.1
有 労働組合も労使協議機関もない 621 73 186 111 23 13 308 11 1.2 693 87 195 96 18 15 363 17 1.1
無 100.0 11.8 30.0 17.9 3.7 2.1 49.6 1.8 100.0 12.6 28.1 13.9 2.6 2.2 52.4 2.5

無回答 14 1 4 4 1 1 5 1 1.2 20 2 8 4 1 - 10 - 1.3
100.0 7.1 28.6 28.6 7.1 7.1 35.7 7.1 100.0 10.0 40.0 20.0 5.0 - 50.0 -

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 41 8 11 9 - 2 19 1 1.2 41 6 11 6 - 2 24 1 1.2
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 19.5 26.8 22.0 - 4.9 46.3 2.4 100.0 14.6 26.8 14.6 - 4.9 58.5 2.4
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 180 47 79 46 5 14 59 3 1.4 187 41 69 36 2 17 75 5 1.3
範 組合員になっていない 100.0 26.1 43.9 25.6 2.8 7.8 32.8 1.7 100.0 21.9 36.9 19.3 1.1 9.1 40.1 2.7
囲 無回答 167 24 56 37 5 7 72 2 1.2 169 26 55 26 1 3 79 3 1.1

100.0 14.4 33.5 22.2 3.0 4.2 43.1 1.2 100.0 15.4 32.5 15.4 0.6 1.8 46.7 1.8
認 【改正労働契約法】の 697 138 286 172 16 35 256 11 1.3 788 145 282 133 11 40 344 17 1.2
知 改正内容まで知っている 100.0 19.8 41.0 24.7 2.3 5.0 36.7 1.6 100.0 18.4 35.8 16.9 1.4 5.1 43.7 2.2
度 改正されたことは知っているが 487 55 138 80 18 12 239 13 1.1 525 65 166 77 12 13 253 12 1.1
別 内容はよく分からない 100.0 11.3 28.3 16.4 3.7 2.5 49.1 2.7 100.0 12.4 31.6 14.7 2.3 2.5 48.2 2.3

知らない・分からない 123 6 17 17 3 2 87 - 1.1 133 4 22 18 3 1 95 1 1.1
100.0 4.9 13.8 13.8 2.4 1.6 70.7 - 100.0 3.0 16.5 13.5 2.3 0.8 71.4 0.8

無回答 13 2 2 - 1 - 8 - 1.0 14 2 3 - 1 - 8 - 1.0
100.0 15.4 15.4 - 7.7 - 61.5 - 100.0 14.3 21.4 - 7.1 - 57.1 -

合計（復元） 924 118 238 173 33 27 472 17 1.2 972 134 273 143 26 29 496 14 1.1
100.0 12.8 25.8 18.7 3.6 2.9 51.1 1.8 100.0 13.8 28.1 14.7 2.7 3.0 51.0 1.4

＜付問③～⑤は、｢６．対応方針は未定・分からない｣を選択した企業が回答対象＞

問６付問③,現時点では、どのような対応を検討していますか（候補となっている該当すべてに○）。
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無回答 平均
選択数

合計 1,817 610 186 250 262 505 663 465 75 297 62 244 2.1
100.0 33.6 10.2 13.8 14.4 27.8 36.5 25.6 4.1 16.3 3.4 13.4

主 建設業 146 53 16 18 25 38 39 22 3 26 3 22 2.0
な 100.0 36.3 11.0 12.3 17.1 26.0 26.7 15.1 2.1 17.8 2.1 15.1
業 製造業 432 166 36 52 62 112 167 102 28 66 14 63 2.2
種 100.0 38.4 8.3 12.0 14.4 25.9 38.7 23.6 6.5 15.3 3.2 14.6

電気・ガス・熱供給・水道業 15 2 2 3 - 4 3 1 - 1 1 4 1.5
100.0 13.3 13.3 20.0 - 26.7 20.0 6.7 - 6.7 6.7 26.7

情報通信業 58 21 4 4 10 18 20 10 2 6 2 11 2.1
100.0 36.2 6.9 6.9 17.2 31.0 34.5 17.2 3.4 10.3 3.4 19.0

運輸業、郵便業 118 38 13 13 10 32 36 31 7 31 6 4 1.9
100.0 32.2 11.0 11.0 8.5 27.1 30.5 26.3 5.9 26.3 5.1 3.4

卸売業、小売業 365 100 31 60 58 125 139 100 10 59 15 41 2.2
100.0 27.4 8.5 16.4 15.9 34.2 38.1 27.4 2.7 16.2 4.1 11.2

金融業、保険業 39 7 8 4 5 13 17 13 1 6 - 5 2.2
100.0 17.9 20.5 10.3 12.8 33.3 43.6 33.3 2.6 15.4 - 12.8

不動産業、物品賃貸業 34 7 8 3 5 12 13 14 2 7 1 4 2.4
100.0 20.6 23.5 8.8 14.7 35.3 38.2 41.2 5.9 20.6 2.9 11.8

学術研究、専門・技術サービス業 54 24 8 8 10 12 17 8 1 8 - 3 1.9
100.0 44.4 14.8 14.8 18.5 22.2 31.5 14.8 1.9 14.8 - 5.6

宿泊業、飲食サービス業 90 30 9 15 15 20 31 25 6 11 2 17 2.2
100.0 33.3 10.0 16.7 16.7 22.2 34.4 27.8 6.7 12.2 2.2 18.9

生活関連サービス業、娯楽業 44 13 4 13 6 12 17 5 - 7 2 5 2.0
100.0 29.5 9.1 29.5 13.6 27.3 38.6 11.4 - 15.9 4.5 11.4

教育、学習支援業 48 14 2 9 9 15 24 17 2 5 - 4 2.2
100.0 29.2 4.2 18.8 18.8 31.3 50.0 35.4 4.2 10.4 - 8.3

医療、福祉 78 24 8 14 8 20 29 27 1 9 4 20 2.5
100.0 30.8 10.3 17.9 10.3 25.6 37.2 34.6 1.3 11.5 5.1 25.6

複合サービス業 12 6 3 3 1 1 5 2 - 1 - 2 2.2
100.0 50.0 25.0 25.0 8.3 8.3 41.7 16.7 - 8.3 - 16.7

その他サービス業 270 99 32 30 36 66 99 83 12 53 11 37 2.2
100.0 36.7 11.9 11.1 13.3 24.4 36.7 30.7 4.4 19.6 4.1 13.7

その他 6 4 - 1 1 2 4 3 - 1 - 1 3.2
100.0 66.7 - 16.7 16.7 33.3 66.7 50.0 - 16.7 - 16.7

無回答 8 2 2 - 1 3 3 2 - - 1 1 2.0
100.0 25.0 25.0 - 12.5 37.5 37.5 25.0 - - 12.5 12.5

サービス業計 470 172 56 69 68 111 169 123 19 80 15 64 2.2
100.0 36.6 11.9 14.7 14.5 23.6 36.0 26.2 4.0 17.0 3.2 13.6

製 輸送用機械関連 58 24 3 7 7 15 22 10 6 10 3 10 2.2
造 100.0 41.4 5.2 12.1 12.1 25.9 37.9 17.2 10.3 17.2 5.2 17.2
業 化学関連 34 8 8 2 7 13 11 5 1 8 1 6 2.3
の 100.0 23.5 23.5 5.9 20.6 38.2 32.4 14.7 2.9 23.5 2.9 17.6
主 電機・電子関連 74 21 4 11 9 8 32 26 7 5 3 17 2.2
な 100.0 28.4 5.4 14.9 12.2 10.8 43.2 35.1 9.5 6.8 4.1 23.0
分 素材関連 14 4 1 1 4 5 9 4 1 6 - - 2.5
野 100.0 28.6 7.1 7.1 28.6 35.7 64.3 28.6 7.1 42.9 - -

その他機械関連 47 18 5 8 9 14 21 16 2 7 - 5 2.4
100.0 38.3 10.6 17.0 19.1 29.8 44.7 34.0 4.3 14.9 - 10.6

食料品関連 35 11 2 2 8 9 16 7 3 4 1 6 2.2
100.0 31.4 5.7 5.7 22.9 25.7 45.7 20.0 8.6 11.4 2.9 17.1

金属関連 47 24 2 1 1 8 17 9 1 9 2 5 1.8
100.0 51.1 4.3 2.1 2.1 17.0 36.2 19.1 2.1 19.1 4.3 10.6

その他製造 123 56 11 20 17 40 39 25 7 17 4 14 2.2
100.0 45.5 8.9 16.3 13.8 32.5 31.7 20.3 5.7 13.8 3.3 11.4

無回答 - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

卸 総合卸 54 13 2 12 9 16 20 16 3 5 - 7 2.0
売 100.0 24.1 3.7 22.2 16.7 29.6 37.0 29.6 5.6 9.3 - 13.0
業 専門卸 116 31 7 16 22 43 40 31 - 23 4 17 2.2
、 100.0 26.7 6.0 13.8 19.0 37.1 34.5 26.7 - 19.8 3.4 14.7
小 その他卸売 49 18 2 11 9 17 17 16 2 8 2 3 2.2
売 100.0 36.7 4.1 22.4 18.4 34.7 34.7 32.7 4.1 16.3 4.1 6.1
業 総合小売 50 13 8 7 6 17 24 13 4 7 6 4 2.3
の 100.0 26.0 16.0 14.0 12.0 34.0 48.0 26.0 8.0 14.0 12.0 8.0
主 専門小売 55 14 8 8 4 23 25 14 1 8 1 5 2.1
な 100.0 25.5 14.5 14.5 7.3 41.8 45.5 25.5 1.8 14.5 1.8 9.1
分 その他小売 38 11 4 6 6 8 13 10 - 8 2 5 2.1
野 100.0 28.9 10.5 15.8 15.8 21.1 34.2 26.3 - 21.1 5.3 13.2

無回答 3 - - - 2 1 - - - - - - 1.0
100.0 - - - 66.7 33.3 - - - - - -

学 学術・研究機関 5 3 2 1 2 - 2 2 1 - - - 2.6
術 100.0 60.0 40.0 20.0 40.0 - 40.0 40.0 20.0 - - -
研 学校教育 36 10 2 6 8 13 19 11 2 4 - 1 2.1
究 100.0 27.8 5.6 16.7 22.2 36.1 52.8 30.6 5.6 11.1 - 2.8
等 その他教育・学習支援 9 3 - 3 1 1 3 5 - 1 - 3 2.8
の 100.0 33.3 - 33.3 11.1 11.1 33.3 55.6 - 11.1 - 33.3
主 専門・技術サービス 41 18 4 6 7 8 12 4 - 8 - 3 1.8
な 100.0 43.9 9.8 14.6 17.1 19.5 29.3 9.8 - 19.5 - 7.3
分 その他 2 1 1 - - 1 - - - - - - 1.5
野 100.0 50.0 50.0 - - 50.0 - - - - - -

無回答 9 3 1 1 1 4 5 3 - - - - 2.0
100.0 33.3 11.1 11.1 11.1 44.4 55.6 33.3 - - - -

大学が含まれている 17 4 2 1 5 7 12 8 2 3 - - 2.6
100.0 23.5 11.8 5.9 29.4 41.2 70.6 47.1 11.8 17.6 - -

大学は含まれていない 24 9 2 6 5 6 9 5 1 1 - 1 1.9
100.0 37.5 8.3 25.0 20.8 25.0 37.5 20.8 4.2 4.2 - 4.2

無回答 - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 80 30 14 7 12 25 33 26 2 24 2 13 2.6
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 37.5 17.5 8.8 15.0 31.3 41.3 32.5 2.5 30.0 2.5 16.3
・ 「労働者派遣会社」や 185 68 18 22 23 40 65 57 9 29 9 22 2.1
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 36.8 9.7 11.9 12.4 21.6 35.1 30.8 4.9 15.7 4.9 11.9
負 無回答 5 1 - 1 1 1 1 - 1 - - 2 2.0

100.0 20.0 - 20.0 20.0 20.0 20.0 - 20.0 - - 40.0
雇 ４９人以下 404 167 27 69 53 83 104 63 11 61 14 53 1.9
用 100.0 41.3 6.7 17.1 13.1 20.5 25.7 15.6 2.7 15.1 3.5 13.1
者 ５０～９９人 542 181 33 84 83 139 177 136 18 86 20 76 2.1
数 100.0 33.4 6.1 15.5 15.3 25.6 32.7 25.1 3.3 15.9 3.7 14.0

１００～２９９人 559 175 67 72 79 155 215 153 24 99 20 84 2.2
100.0 31.3 12.0 12.9 14.1 27.7 38.5 27.4 4.3 17.7 3.6 15.0

３００～９９９人 196 59 35 16 28 79 106 65 17 32 5 20 2.5
100.0 30.1 17.9 8.2 14.3 40.3 54.1 33.2 8.7 16.3 2.6 10.2

１，０００人以上 86 20 19 6 13 34 46 36 5 15 2 8 2.5
100.0 23.3 22.1 7.0 15.1 39.5 53.5 41.9 5.8 17.4 2.3 9.3

無回答 30 8 5 3 6 15 15 12 - 4 1 3 2.6
100.0 26.7 16.7 10.0 20.0 50.0 50.0 40.0 - 13.3 3.3 10.0

中小企業（３００人未満）計 1,505 523 127 225 215 377 496 352 53 246 54 213 2.1
100.0 34.8 8.4 15.0 14.3 25.0 33.0 23.4 3.5 16.3 3.6 14.2

５０人以上計 1,383 435 154 178 203 407 544 390 64 232 47 188 2.2
100.0 31.5 11.1 12.9 14.7 29.4 39.3 28.2 4.6 16.8 3.4 13.6

労 過半数代表の労働組合がある 395 135 49 36 56 119 177 128 47 62 9 43 2.3
働 100.0 34.2 12.4 9.1 14.2 30.1 44.8 32.4 11.9 15.7 2.3 10.9
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 104 33 8 12 20 36 42 25 9 16 4 10 2.2
合 100.0 31.7 7.7 11.5 19.2 34.6 40.4 24.0 8.7 15.4 3.8 9.6
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 425 134 50 68 57 123 153 93 11 72 15 63 2.1
の 100.0 31.5 11.8 16.0 13.4 28.9 36.0 21.9 2.6 16.9 3.5 14.8
有 労働組合も労使協議機関もない 867 301 75 132 124 220 286 214 7 146 33 122 2.1
無 100.0 34.7 8.7 15.2 14.3 25.4 33.0 24.7 0.8 16.8 3.8 14.1

無回答 26 7 4 2 5 7 5 5 1 1 1 6 1.9
100.0 26.9 15.4 7.7 19.2 26.9 19.2 19.2 3.8 3.8 3.8 23.1

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 50 14 8 2 8 16 21 13 10 3 2 8 2.3
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 28.0 16.0 4.0 16.0 32.0 42.0 26.0 20.0 6.0 4.0 16.0
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 228 72 26 22 39 75 118 81 30 39 4 24 2.5
範 組合員になっていない 100.0 31.6 11.4 9.6 17.1 32.9 51.8 35.5 13.2 17.1 1.8 10.5
囲 無回答 221 82 23 24 29 64 80 59 16 36 7 21 2.1

100.0 37.1 10.4 10.9 13.1 29.0 36.2 26.7 7.2 16.3 3.2 9.5
認 【改正労働契約法】の 949 307 119 55 142 292 414 296 46 151 34 118 2.2
知 改正内容まで知っている 100.0 32.3 12.5 5.8 15.0 30.8 43.6 31.2 4.8 15.9 3.6 12.4
度 改正されたことは知っているが 672 232 57 146 98 179 211 150 22 122 21 93 2.1
別 内容はよく分からない 100.0 34.5 8.5 21.7 14.6 26.6 31.4 22.3 3.3 18.2 3.1 13.8

知らない・分からない 177 66 7 47 20 28 32 17 6 22 6 31 1.7
100.0 37.3 4.0 26.6 11.3 15.8 18.1 9.6 3.4 12.4 3.4 17.5

無回答 19 5 3 2 2 6 6 2 1 2 1 2 1.8
100.0 26.3 15.8 10.5 10.5 31.6 31.6 10.5 5.3 10.5 5.3 10.5

合計（復元） 1,287 488 98 215 178 306 386 254 41 205 46 171 2.0
100.0 37.9 7.6 16.7 13.8 23.8 30.0 19.7 3.2 15.9 3.6 13.3

※その他の自由記述として「雇用人数が僅少（通算５年を超えた前例が無い）」「適性の見極め方法」「学生アルバイトの取扱い」
「仕事の専門・特殊性」「事業の季節等循環性（に伴う労働条件等の設定方法）」「予算上の制約」「本人の働き方（労働時間や
就業調整等）の制約」「社内規程の整備」等。

付問④,対応方針を決める上で、ネックになっていることは何ですか
（該当すべてに○）。
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合計 1,817 610 186 250 262 505 663 465 75 297 62 244 2.1
100.0 33.6 10.2 13.8 14.4 27.8 36.5 25.6 4.1 16.3 3.4 13.4

主 建設業 146 53 16 18 25 38 39 22 3 26 3 22 2.0
な 100.0 36.3 11.0 12.3 17.1 26.0 26.7 15.1 2.1 17.8 2.1 15.1
業 製造業 432 166 36 52 62 112 167 102 28 66 14 63 2.2
種 100.0 38.4 8.3 12.0 14.4 25.9 38.7 23.6 6.5 15.3 3.2 14.6

電気・ガス・熱供給・水道業 15 2 2 3 - 4 3 1 - 1 1 4 1.5
100.0 13.3 13.3 20.0 - 26.7 20.0 6.7 - 6.7 6.7 26.7

情報通信業 58 21 4 4 10 18 20 10 2 6 2 11 2.1
100.0 36.2 6.9 6.9 17.2 31.0 34.5 17.2 3.4 10.3 3.4 19.0

運輸業、郵便業 118 38 13 13 10 32 36 31 7 31 6 4 1.9
100.0 32.2 11.0 11.0 8.5 27.1 30.5 26.3 5.9 26.3 5.1 3.4

卸売業、小売業 365 100 31 60 58 125 139 100 10 59 15 41 2.2
100.0 27.4 8.5 16.4 15.9 34.2 38.1 27.4 2.7 16.2 4.1 11.2

金融業、保険業 39 7 8 4 5 13 17 13 1 6 - 5 2.2
100.0 17.9 20.5 10.3 12.8 33.3 43.6 33.3 2.6 15.4 - 12.8

不動産業、物品賃貸業 34 7 8 3 5 12 13 14 2 7 1 4 2.4
100.0 20.6 23.5 8.8 14.7 35.3 38.2 41.2 5.9 20.6 2.9 11.8

学術研究、専門・技術サービス業 54 24 8 8 10 12 17 8 1 8 - 3 1.9
100.0 44.4 14.8 14.8 18.5 22.2 31.5 14.8 1.9 14.8 - 5.6

宿泊業、飲食サービス業 90 30 9 15 15 20 31 25 6 11 2 17 2.2
100.0 33.3 10.0 16.7 16.7 22.2 34.4 27.8 6.7 12.2 2.2 18.9

生活関連サービス業、娯楽業 44 13 4 13 6 12 17 5 - 7 2 5 2.0
100.0 29.5 9.1 29.5 13.6 27.3 38.6 11.4 - 15.9 4.5 11.4

教育、学習支援業 48 14 2 9 9 15 24 17 2 5 - 4 2.2
100.0 29.2 4.2 18.8 18.8 31.3 50.0 35.4 4.2 10.4 - 8.3

医療、福祉 78 24 8 14 8 20 29 27 1 9 4 20 2.5
100.0 30.8 10.3 17.9 10.3 25.6 37.2 34.6 1.3 11.5 5.1 25.6

複合サービス業 12 6 3 3 1 1 5 2 - 1 - 2 2.2
100.0 50.0 25.0 25.0 8.3 8.3 41.7 16.7 - 8.3 - 16.7

その他サービス業 270 99 32 30 36 66 99 83 12 53 11 37 2.2
100.0 36.7 11.9 11.1 13.3 24.4 36.7 30.7 4.4 19.6 4.1 13.7

その他 6 4 - 1 1 2 4 3 - 1 - 1 3.2
100.0 66.7 - 16.7 16.7 33.3 66.7 50.0 - 16.7 - 16.7

無回答 8 2 2 - 1 3 3 2 - - 1 1 2.0
100.0 25.0 25.0 - 12.5 37.5 37.5 25.0 - - 12.5 12.5

サービス業計 470 172 56 69 68 111 169 123 19 80 15 64 2.2
100.0 36.6 11.9 14.7 14.5 23.6 36.0 26.2 4.0 17.0 3.2 13.6

製 輸送用機械関連 58 24 3 7 7 15 22 10 6 10 3 10 2.2
造 100.0 41.4 5.2 12.1 12.1 25.9 37.9 17.2 10.3 17.2 5.2 17.2
業 化学関連 34 8 8 2 7 13 11 5 1 8 1 6 2.3
の 100.0 23.5 23.5 5.9 20.6 38.2 32.4 14.7 2.9 23.5 2.9 17.6
主 電機・電子関連 74 21 4 11 9 8 32 26 7 5 3 17 2.2
な 100.0 28.4 5.4 14.9 12.2 10.8 43.2 35.1 9.5 6.8 4.1 23.0
分 素材関連 14 4 1 1 4 5 9 4 1 6 - - 2.5
野 100.0 28.6 7.1 7.1 28.6 35.7 64.3 28.6 7.1 42.9 - -

その他機械関連 47 18 5 8 9 14 21 16 2 7 - 5 2.4
100.0 38.3 10.6 17.0 19.1 29.8 44.7 34.0 4.3 14.9 - 10.6

食料品関連 35 11 2 2 8 9 16 7 3 4 1 6 2.2
100.0 31.4 5.7 5.7 22.9 25.7 45.7 20.0 8.6 11.4 2.9 17.1

金属関連 47 24 2 1 1 8 17 9 1 9 2 5 1.8
100.0 51.1 4.3 2.1 2.1 17.0 36.2 19.1 2.1 19.1 4.3 10.6

その他製造 123 56 11 20 17 40 39 25 7 17 4 14 2.2
100.0 45.5 8.9 16.3 13.8 32.5 31.7 20.3 5.7 13.8 3.3 11.4

無回答 - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

卸 総合卸 54 13 2 12 9 16 20 16 3 5 - 7 2.0
売 100.0 24.1 3.7 22.2 16.7 29.6 37.0 29.6 5.6 9.3 - 13.0
業 専門卸 116 31 7 16 22 43 40 31 - 23 4 17 2.2
、 100.0 26.7 6.0 13.8 19.0 37.1 34.5 26.7 - 19.8 3.4 14.7
小 その他卸売 49 18 2 11 9 17 17 16 2 8 2 3 2.2
売 100.0 36.7 4.1 22.4 18.4 34.7 34.7 32.7 4.1 16.3 4.1 6.1
業 総合小売 50 13 8 7 6 17 24 13 4 7 6 4 2.3
の 100.0 26.0 16.0 14.0 12.0 34.0 48.0 26.0 8.0 14.0 12.0 8.0
主 専門小売 55 14 8 8 4 23 25 14 1 8 1 5 2.1
な 100.0 25.5 14.5 14.5 7.3 41.8 45.5 25.5 1.8 14.5 1.8 9.1
分 その他小売 38 11 4 6 6 8 13 10 - 8 2 5 2.1
野 100.0 28.9 10.5 15.8 15.8 21.1 34.2 26.3 - 21.1 5.3 13.2

無回答 3 - - - 2 1 - - - - - - 1.0
100.0 - - - 66.7 33.3 - - - - - -

学 学術・研究機関 5 3 2 1 2 - 2 2 1 - - - 2.6
術 100.0 60.0 40.0 20.0 40.0 - 40.0 40.0 20.0 - - -
研 学校教育 36 10 2 6 8 13 19 11 2 4 - 1 2.1
究 100.0 27.8 5.6 16.7 22.2 36.1 52.8 30.6 5.6 11.1 - 2.8
等 その他教育・学習支援 9 3 - 3 1 1 3 5 - 1 - 3 2.8
の 100.0 33.3 - 33.3 11.1 11.1 33.3 55.6 - 11.1 - 33.3
主 専門・技術サービス 41 18 4 6 7 8 12 4 - 8 - 3 1.8
な 100.0 43.9 9.8 14.6 17.1 19.5 29.3 9.8 - 19.5 - 7.3
分 その他 2 1 1 - - 1 - - - - - - 1.5
野 100.0 50.0 50.0 - - 50.0 - - - - - -

無回答 9 3 1 1 1 4 5 3 - - - - 2.0
100.0 33.3 11.1 11.1 11.1 44.4 55.6 33.3 - - - -

大学が含まれている 17 4 2 1 5 7 12 8 2 3 - - 2.6
100.0 23.5 11.8 5.9 29.4 41.2 70.6 47.1 11.8 17.6 - -

大学は含まれていない 24 9 2 6 5 6 9 5 1 1 - 1 1.9
100.0 37.5 8.3 25.0 20.8 25.0 37.5 20.8 4.2 4.2 - 4.2

無回答 - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 80 30 14 7 12 25 33 26 2 24 2 13 2.6
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 37.5 17.5 8.8 15.0 31.3 41.3 32.5 2.5 30.0 2.5 16.3
・ 「労働者派遣会社」や 185 68 18 22 23 40 65 57 9 29 9 22 2.1
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 36.8 9.7 11.9 12.4 21.6 35.1 30.8 4.9 15.7 4.9 11.9
負 無回答 5 1 - 1 1 1 1 - 1 - - 2 2.0

100.0 20.0 - 20.0 20.0 20.0 20.0 - 20.0 - - 40.0
雇 ４９人以下 404 167 27 69 53 83 104 63 11 61 14 53 1.9
用 100.0 41.3 6.7 17.1 13.1 20.5 25.7 15.6 2.7 15.1 3.5 13.1
者 ５０～９９人 542 181 33 84 83 139 177 136 18 86 20 76 2.1
数 100.0 33.4 6.1 15.5 15.3 25.6 32.7 25.1 3.3 15.9 3.7 14.0

１００～２９９人 559 175 67 72 79 155 215 153 24 99 20 84 2.2
100.0 31.3 12.0 12.9 14.1 27.7 38.5 27.4 4.3 17.7 3.6 15.0

３００～９９９人 196 59 35 16 28 79 106 65 17 32 5 20 2.5
100.0 30.1 17.9 8.2 14.3 40.3 54.1 33.2 8.7 16.3 2.6 10.2

１，０００人以上 86 20 19 6 13 34 46 36 5 15 2 8 2.5
100.0 23.3 22.1 7.0 15.1 39.5 53.5 41.9 5.8 17.4 2.3 9.3

無回答 30 8 5 3 6 15 15 12 - 4 1 3 2.6
100.0 26.7 16.7 10.0 20.0 50.0 50.0 40.0 - 13.3 3.3 10.0

中小企業（３００人未満）計 1,505 523 127 225 215 377 496 352 53 246 54 213 2.1
100.0 34.8 8.4 15.0 14.3 25.0 33.0 23.4 3.5 16.3 3.6 14.2

５０人以上計 1,383 435 154 178 203 407 544 390 64 232 47 188 2.2
100.0 31.5 11.1 12.9 14.7 29.4 39.3 28.2 4.6 16.8 3.4 13.6

労 過半数代表の労働組合がある 395 135 49 36 56 119 177 128 47 62 9 43 2.3
働 100.0 34.2 12.4 9.1 14.2 30.1 44.8 32.4 11.9 15.7 2.3 10.9
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 104 33 8 12 20 36 42 25 9 16 4 10 2.2
合 100.0 31.7 7.7 11.5 19.2 34.6 40.4 24.0 8.7 15.4 3.8 9.6
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 425 134 50 68 57 123 153 93 11 72 15 63 2.1
の 100.0 31.5 11.8 16.0 13.4 28.9 36.0 21.9 2.6 16.9 3.5 14.8
有 労働組合も労使協議機関もない 867 301 75 132 124 220 286 214 7 146 33 122 2.1
無 100.0 34.7 8.7 15.2 14.3 25.4 33.0 24.7 0.8 16.8 3.8 14.1

無回答 26 7 4 2 5 7 5 5 1 1 1 6 1.9
100.0 26.9 15.4 7.7 19.2 26.9 19.2 19.2 3.8 3.8 3.8 23.1

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 50 14 8 2 8 16 21 13 10 3 2 8 2.3
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 28.0 16.0 4.0 16.0 32.0 42.0 26.0 20.0 6.0 4.0 16.0
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 228 72 26 22 39 75 118 81 30 39 4 24 2.5
範 組合員になっていない 100.0 31.6 11.4 9.6 17.1 32.9 51.8 35.5 13.2 17.1 1.8 10.5
囲 無回答 221 82 23 24 29 64 80 59 16 36 7 21 2.1

100.0 37.1 10.4 10.9 13.1 29.0 36.2 26.7 7.2 16.3 3.2 9.5
認 【改正労働契約法】の 949 307 119 55 142 292 414 296 46 151 34 118 2.2
知 改正内容まで知っている 100.0 32.3 12.5 5.8 15.0 30.8 43.6 31.2 4.8 15.9 3.6 12.4
度 改正されたことは知っているが 672 232 57 146 98 179 211 150 22 122 21 93 2.1
別 内容はよく分からない 100.0 34.5 8.5 21.7 14.6 26.6 31.4 22.3 3.3 18.2 3.1 13.8

知らない・分からない 177 66 7 47 20 28 32 17 6 22 6 31 1.7
100.0 37.3 4.0 26.6 11.3 15.8 18.1 9.6 3.4 12.4 3.4 17.5

無回答 19 5 3 2 2 6 6 2 1 2 1 2 1.8
100.0 26.3 15.8 10.5 10.5 31.6 31.6 10.5 5.3 10.5 5.3 10.5

合計（復元） 1,287 488 98 215 178 306 386 254 41 205 46 171 2.0
100.0 37.9 7.6 16.7 13.8 23.8 30.0 19.7 3.2 15.9 3.6 13.3

※その他の自由記述として「雇用人数が僅少（通算５年を超えた前例が無い）」「適性の見極め方法」「学生アルバイトの取扱い」
「仕事の専門・特殊性」「事業の季節等循環性（に伴う労働条件等の設定方法）」「予算上の制約」「本人の働き方（労働時間や
就業調整等）の制約」「社内規程の整備」等。

付問④,対応方針を決める上で、ネックになっていることは何ですか
（該当すべてに○）。

合計 1,817 619 518 544 277 26 423 235 1.5
100.0 34.1 28.5 29.9 15.2 1.4 23.3 12.9

主 建設業 146 55 38 33 27 1 35 18 1.5
な 100.0 37.7 26.0 22.6 18.5 0.7 24.0 12.3
業 製造業 432 146 139 126 56 3 102 63 1.6
種 100.0 33.8 32.2 29.2 13.0 0.7 23.6 14.6

電気・ガス・熱供給・水道業 15 4 4 5 - - 3 4 1.5
100.0 26.7 26.7 33.3 - - 20.0 26.7

情報通信業 58 13 12 17 4 - 18 10 1.3
100.0 22.4 20.7 29.3 6.9 - 31.0 17.2

運輸業、郵便業 118 41 35 36 15 1 37 8 1.5
100.0 34.7 29.7 30.5 12.7 0.8 31.4 6.8

卸売業、小売業 365 131 94 112 66 4 94 40 1.5
100.0 35.9 25.8 30.7 18.1 1.1 25.8 11.0

金融業、保険業 39 20 9 20 9 - 3 3 1.7
100.0 51.3 23.1 51.3 23.1 - 7.7 7.7

不動産業、物品賃貸業 34 10 8 14 6 1 8 4 1.6
100.0 29.4 23.5 41.2 17.6 2.9 23.5 11.8

学術研究、専門・技術サービス業 54 16 14 16 12 - 16 2 1.4
100.0 29.6 25.9 29.6 22.2 - 29.6 3.7

宿泊業、飲食サービス業 90 27 27 25 9 1 18 13 1.4
100.0 30.0 30.0 27.8 10.0 1.1 20.0 14.4

生活関連サービス業、娯楽業 44 20 16 12 6 1 6 4 1.5
100.0 45.5 36.4 27.3 13.6 2.3 13.6 9.1

教育、学習支援業 48 17 15 26 9 2 7 4 1.7
100.0 35.4 31.3 54.2 18.8 4.2 14.6 8.3

医療、福祉 78 25 21 24 10 2 12 20 1.6
100.0 32.1 26.9 30.8 12.8 2.6 15.4 25.6

複合サービス業 12 7 4 3 2 - 2 2 1.8
100.0 58.3 33.3 25.0 16.7 - 16.7 16.7

その他サービス業 270 83 80 72 44 8 60 38 1.5
100.0 30.7 29.6 26.7 16.3 3.0 22.2 14.1

その他 6 2 2 1 1 1 - 1 1.4
100.0 33.3 33.3 16.7 16.7 16.7 - 16.7

無回答 8 2 - 2 1 1 2 1 1.1
100.0 25.0 - 25.0 12.5 12.5 25.0 12.5

サービス業計 470 153 141 128 73 10 102 59 1.5
100.0 32.6 30.0 27.2 15.5 2.1 21.7 12.6

製 輸送用機械関連 58 19 22 16 6 - 7 10 1.5
造 100.0 32.8 37.9 27.6 10.3 - 12.1 17.2
業 化学関連 34 7 5 10 3 1 10 7 1.3
の 100.0 20.6 14.7 29.4 8.8 2.9 29.4 20.6
主 電機・電子関連 74 27 21 24 8 - 14 16 1.6
な 100.0 36.5 28.4 32.4 10.8 - 18.9 21.6
分 素材関連 14 7 4 5 3 - 5 - 1.7
野 100.0 50.0 28.6 35.7 21.4 - 35.7 -

その他機械関連 47 19 16 16 9 - 9 7 1.7
100.0 40.4 34.0 34.0 19.1 - 19.1 14.9

食料品関連 35 12 18 10 7 - 4 7 1.8
100.0 34.3 51.4 28.6 20.0 - 11.4 20.0

金属関連 47 16 13 12 3 - 18 3 1.4
100.0 34.0 27.7 25.5 6.4 - 38.3 6.4

その他製造 123 39 40 33 17 2 35 13 1.5
100.0 31.7 32.5 26.8 13.8 1.6 28.5 10.6

無回答 - - - - - - - - -
- - - - - - - -

卸 総合卸 54 13 15 12 7 - 20 6 1.4
売 100.0 24.1 27.8 22.2 13.0 - 37.0 11.1
業 専門卸 116 37 29 34 27 - 33 15 1.6
、 100.0 31.9 25.0 29.3 23.3 - 28.4 12.9
小 その他卸売 49 25 18 14 8 1 12 4 1.7
売 100.0 51.0 36.7 28.6 16.3 2.0 24.5 8.2
業 総合小売 50 24 10 20 12 2 7 3 1.6
の 100.0 48.0 20.0 40.0 24.0 4.0 14.0 6.0
主 専門小売 55 19 13 21 6 1 11 7 1.5
な 100.0 34.5 23.6 38.2 10.9 1.8 20.0 12.7
分 その他小売 38 12 9 10 6 - 11 4 1.4
野 100.0 31.6 23.7 26.3 15.8 - 28.9 10.5

無回答 3 1 - 1 - - - 1 1.0
100.0 33.3 - 33.3 - - - 33.3

学 学術・研究機関 5 - - 2 2 - 3 - 1.4
術 100.0 - - 40.0 40.0 - 60.0 -
研 学校教育 36 12 10 21 9 2 5 1 1.7
究 100.0 33.3 27.8 58.3 25.0 5.6 13.9 2.8
等 その他教育・学習支援 9 5 4 4 - - - 3 2.2
の 100.0 55.6 44.4 44.4 - - - 33.3
主 専門・技術サービス 41 12 11 9 7 - 12 2 1.3
な 100.0 29.3 26.8 22.0 17.1 - 29.3 4.9
分 その他 2 1 1 1 - - - - 1.5
野 100.0 50.0 50.0 50.0 - - - -

無回答 9 3 3 5 3 - 3 - 1.9
100.0 33.3 33.3 55.6 33.3 - 33.3 -

大学が含まれている 17 7 4 10 6 1 2 - 1.8
100.0 41.2 23.5 58.8 35.3 5.9 11.8 -

大学は含まれていない 24 5 6 13 5 1 6 1 1.6
100.0 20.8 25.0 54.2 20.8 4.2 25.0 4.2

無回答 - - - - - - - - -
- - - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 80 29 29 24 19 3 11 13 1.7
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 36.3 36.3 30.0 23.8 3.8 13.8 16.3
・ 「労働者派遣会社」や 185 52 51 48 25 5 48 23 1.4
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 28.1 27.6 25.9 13.5 2.7 25.9 12.4
負 無回答 5 2 - - - - 1 2 1.0

100.0 40.0 - - - - 20.0 40.0
雇 ４９人以下 404 132 115 95 53 7 103 49 1.4
用 100.0 32.7 28.5 23.5 13.1 1.7 25.5 12.1
者 ５０～９９人 542 174 143 138 72 6 152 72 1.5
数 100.0 32.1 26.4 25.5 13.3 1.1 28.0 13.3

１００～２９９人 559 195 167 174 97 10 108 86 1.6
100.0 34.9 29.9 31.1 17.4 1.8 19.3 15.4

３００～９９９人 196 70 63 87 34 3 39 17 1.7
100.0 35.7 32.1 44.4 17.3 1.5 19.9 8.7

１，０００人以上 86 39 24 43 16 - 13 7 1.7
100.0 45.3 27.9 50.0 18.6 - 15.1 8.1

無回答 30 9 6 7 5 - 8 4 1.3
100.0 30.0 20.0 23.3 16.7 - 26.7 13.3

中小企業（３００人未満）計 1,505 501 425 407 222 23 363 207 1.5
100.0 33.3 28.2 27.0 14.8 1.5 24.1 13.8

５０人以上計 1,383 478 397 442 219 19 312 182 1.6
100.0 34.6 28.7 32.0 15.8 1.4 22.6 13.2

労 過半数代表の労働組合がある 395 150 118 130 60 3 85 46 1.6
働 100.0 38.0 29.9 32.9 15.2 0.8 21.5 11.6
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 104 36 34 37 17 2 23 12 1.6
合 100.0 34.6 32.7 35.6 16.3 1.9 22.1 11.5
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 425 148 110 144 59 2 98 55 1.5
の 100.0 34.8 25.9 33.9 13.9 0.5 23.1 12.9
有 労働組合も労使協議機関もない 867 279 255 228 137 18 209 117 1.5
無 100.0 32.2 29.4 26.3 15.8 2.1 24.1 13.5

無回答 26 6 1 5 4 1 8 5 1.2
100.0 23.1 3.8 19.2 15.4 3.8 30.8 19.2

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 50 17 9 13 5 1 15 9 1.5
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 34.0 18.0 26.0 10.0 2.0 30.0 18.0
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 228 88 69 90 33 1 47 25 1.6
範 組合員になっていない 100.0 38.6 30.3 39.5 14.5 0.4 20.6 11.0
囲 無回答 221 81 74 64 39 3 46 24 1.6

100.0 36.7 33.5 29.0 17.6 1.4 20.8 10.9
認 【改正労働契約法】の 949 293 279 329 141 13 223 115 1.5
知 改正内容まで知っている 100.0 30.9 29.4 34.7 14.9 1.4 23.5 12.1
度 改正されたことは知っているが 672 256 189 177 109 11 148 94 1.5
別 内容はよく分からない 100.0 38.1 28.1 26.3 16.2 1.6 22.0 14.0

知らない・分からない 177 64 44 34 24 1 48 24 1.4
100.0 36.2 24.9 19.2 13.6 0.6 27.1 13.6

無回答 19 6 6 4 3 1 4 2 1.4
100.0 31.6 31.6 21.1 15.8 5.3 21.1 10.5

合計（復元） 1,287 421 381 341 179 20 313 156 1.5
100.0 32.7 29.6 26.5 13.9 1.6 24.3 12.1

付問⑤,対応方針を決める上で、行政によるどのような支援が
あれば良いと思いますか（１～５のうち該当すべてに○、
｢特段、支援は必要ない｣と思う場合は６を選択）。

※その他の自由記述として「就業調整の壁の撤廃」「運営上の補助金の増額」
「官公庁の契約の安定化」「障がい者雇用に対する支援の強化」等。
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合計 2,280 1,257 155 800 68
100.0 55.1 6.8 35.1 3.0

主 建設業 146 80 12 48 6
な 100.0 54.8 8.2 32.9 4.1
業 製造業 635 379 37 208 11
種 100.0 59.7 5.8 32.8 1.7

電気・ガス・熱供給・水道業 16 9 1 6 -
100.0 56.3 6.3 37.5 -

情報通信業 67 51 1 15 -
100.0 76.1 1.5 22.4 -

運輸業、郵便業 139 66 12 54 7
100.0 47.5 8.6 38.8 5.0

卸売業、小売業 438 219 30 171 18
100.0 50.0 6.8 39.0 4.1

金融業、保険業 30 22 - 8 -
100.0 73.3 - 26.7 -

不動産業、物品賃貸業 36 22 - 10 4
100.0 61.1 - 27.8 11.1

学術研究、専門・技術サービス業 51 33 2 16 -
100.0 64.7 3.9 31.4 -

宿泊業、飲食サービス業 139 61 12 62 4
100.0 43.9 8.6 44.6 2.9

生活関連サービス業、娯楽業 96 47 7 41 1
100.0 49.0 7.3 42.7 1.0

教育、学習支援業 55 28 5 21 1
100.0 50.9 9.1 38.2 1.8

医療、福祉 124 73 5 39 7
100.0 58.9 4.0 31.5 5.6

複合サービス業 2 1 - 1 -
100.0 50.0 - 50.0 -

その他サービス業 294 158 30 98 8
100.0 53.7 10.2 33.3 2.7

その他 5 4 - 1 -
100.0 80.0 - 20.0 -

無回答 7 4 1 1 1
100.0 57.1 14.3 14.3 14.3

サービス業計 582 300 51 218 13
100.0 51.5 8.8 37.5 2.2

製 輸送用機械関連 63 34 4 24 1
造 100.0 54.0 6.3 38.1 1.6
業 化学関連 43 30 3 9 1
の 100.0 69.8 7.0 20.9 2.3
主 電機・電子関連 97 59 6 29 3
な 100.0 60.8 6.2 29.9 3.1
分 素材関連 21 16 1 4 -
野 100.0 76.2 4.8 19.0 -

その他機械関連 47 24 4 17 2
100.0 51.1 8.5 36.2 4.3

食料品関連 107 60 3 42 2
100.0 56.1 2.8 39.3 1.9

金属関連 70 49 1 20 -
100.0 70.0 1.4 28.6 -

その他製造 183 103 15 63 2
100.0 56.3 8.2 34.4 1.1

無回答 4 4 - - -
100.0 100.0 - - -

卸 総合卸 51 25 5 21 -
売 100.0 49.0 9.8 41.2 -
業 専門卸 130 66 8 51 5
、 100.0 50.8 6.2 39.2 3.8
小 その他卸売 46 20 5 17 4
売 100.0 43.5 10.9 37.0 8.7
業 総合小売 87 44 4 34 5
の 100.0 50.6 4.6 39.1 5.7
主 専門小売 88 49 5 32 2
な 100.0 55.7 5.7 36.4 2.3
分 その他小売 32 14 3 15 -
野 100.0 43.8 9.4 46.9 -

無回答 4 1 - 1 2
100.0 25.0 - 25.0 50.0

学 学術・研究機関 4 3 - 1 -
術 100.0 75.0 - 25.0 -
研 学校教育 41 23 4 13 1
究 100.0 56.1 9.8 31.7 2.4
等 その他教育・学習支援 11 5 - 6 -
の 100.0 45.5 - 54.5 -
主 専門・技術サービス 39 24 2 13 -
な 100.0 61.5 5.1 33.3 -
分 その他 3 - 1 2 -
野 100.0 - 33.3 66.7 -

無回答 8 6 - 2 -
100.0 75.0 - 25.0 -

大学が含まれている 13 9 1 3 -
100.0 69.2 7.7 23.1 -

大学は含まれていない 31 16 3 11 1
100.0 51.6 9.7 35.5 3.2

無回答 1 1 - - -
100.0 100.0 - - -

派 「労働者派遣会社」や 101 49 13 36 3
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 48.5 12.9 35.6 3.0
・ 「労働者派遣会社」や 191 108 17 61 5
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 56.5 8.9 31.9 2.6
負 無回答 2 1 - 1 -

100.0 50.0 - 50.0 -
雇 ４９人以下 336 185 16 125 10
用 100.0 55.1 4.8 37.2 3.0
者 ５０～９９人 646 349 56 226 15
数 100.0 54.0 8.7 35.0 2.3

１００～２９９人 791 428 51 284 28
100.0 54.1 6.4 35.9 3.5

３００～９９９人 293 177 15 93 8
100.0 60.4 5.1 31.7 2.7

１，０００人以上 170 99 11 58 2
100.0 58.2 6.5 34.1 1.2

無回答 44 19 6 14 5
100.0 43.2 13.6 31.8 11.4

中小企業（３００人未満）計 1,773 962 123 635 53
100.0 54.3 6.9 35.8 3.0

５０人以上計 1,900 1,053 133 661 53
100.0 55.4 7.0 34.8 2.8

労 過半数代表の労働組合がある 495 297 30 157 11
働 100.0 60.0 6.1 31.7 2.2
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 162 90 16 52 4
合 100.0 55.6 9.9 32.1 2.5
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 634 399 41 174 20
の 100.0 62.9 6.5 27.4 3.2
有 労働組合も労使協議機関もない 973 463 66 412 32
無 100.0 47.6 6.8 42.3 3.3

無回答 16 8 2 5 1
100.0 50.0 12.5 31.3 6.3

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 86 60 6 19 1
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 69.8 7.0 22.1 1.2
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 280 166 16 93 5
範 組合員になっていない 100.0 59.3 5.7 33.2 1.8
囲 無回答 291 161 24 97 9

100.0 55.3 8.2 33.3 3.1
認 【改正労働契約法】の 1,658 988 115 509 46
知 改正内容まで知っている 100.0 59.6 6.9 30.7 2.8
度 改正されたことは知っているが 549 241 33 257 18
別 内容はよく分からない 100.0 43.9 6.0 46.8 3.3

知らない・分からない 57 22 4 29 2
100.0 38.6 7.0 50.9 3.5

無回答 16 6 3 5 2
100.0 37.5 18.8 31.3 12.5

合計（復元） 1,349 740 75 494 40
100.0 54.9 5.6 36.6 3.0

問６付問⑥,通算５年を超える有期契約労働者に
対して、無期契約への転換申込権が発生する旨の
周知を行う予定はありますか（１つだけ○）。

通算
５年を
超える
有期
契約

労働者
から、
申込み
がなさ
れた

段階で
無期

契約に
切り

換えて
いく

企業計

＜付問⑥及び⑧以降は、｢２．通算５年を超える有期
契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約
に切り換えていく｣を選択した企業が回答対象＞

行う
（既に
行った
含む）

行わ
ない

未定・
分から
ない

無回答

○フルタイム契約労働者について ○パートタイム契約労働者について
フル

タイム
契約

労働者
を雇用
して
おり

適性を
見な
がら

５年を
超える
前に
無期

契約に
して
いく

企業計

６ヶ月
以下

６ヶ月
超～
１年
以下

１年超
～２年
以下

２年超
～３年
以下

３年超
～４年
以下

４年超
～５年
以下

無回答 パート
タイム
契約

労働者
を雇用
して
おり

適性を
見な
がら

５年を
超える
前に
無期

契約に
して
いく

企業計

６ヶ月
以下

６ヶ月
超～
１年
以下

１年超
～２年
以下

２年超
～３年
以下

３年超
～４年
以下

４年超
～５年
以下

無回答

合計 1,226 47 107 185 185 190 293 219 754 21 50 75 100 103 275 130
100.0 3.8 8.7 15.1 15.1 15.5 23.9 17.9 100.0 2.8 6.6 9.9 13.3 13.7 36.5 17.2

主 建設業 74 6 5 11 12 6 22 12 39 5 3 4 5 3 13 6
な 100.0 8.1 6.8 14.9 16.2 8.1 29.7 16.2 100.0 12.8 7.7 10.3 12.8 7.7 33.3 15.4
業 製造業 318 11 32 38 48 48 82 59 190 3 16 12 27 27 72 33
種 100.0 3.5 10.1 11.9 15.1 15.1 25.8 18.6 100.0 1.6 8.4 6.3 14.2 14.2 37.9 17.4

電気・ガス・熱供給・水道業 9 1 1 2 1 1 1 2 4 1 - 1 - 1 1 -
100.0 11.1 11.1 22.2 11.1 11.1 11.1 22.2 100.0 25.0 - 25.0 - 25.0 25.0 -

情報通信業 70 4 4 11 11 10 17 13 25 - 1 5 4 3 7 5
100.0 5.7 5.7 15.7 15.7 14.3 24.3 18.6 100.0 - 4.0 20.0 16.0 12.0 28.0 20.0

運輸業、郵便業 96 6 11 10 14 9 28 18 59 3 5 5 4 4 25 13
100.0 6.3 11.5 10.4 14.6 9.4 29.2 18.8 100.0 5.1 8.5 8.5 6.8 6.8 42.4 22.0

卸売業、小売業 216 4 16 36 34 41 52 33 154 - 8 18 23 27 57 21
100.0 1.9 7.4 16.7 15.7 19.0 24.1 15.3 100.0 - 5.2 11.7 14.9 17.5 37.0 13.6

金融業、保険業 11 2 - 1 1 2 4 1 11 2 1 - 1 3 4 -
100.0 18.2 - 9.1 9.1 18.2 36.4 9.1 100.0 18.2 9.1 - 9.1 27.3 36.4 -

不動産業、物品賃貸業 14 - - 2 3 3 2 4 6 - - - 1 1 3 1
100.0 - - 14.3 21.4 21.4 14.3 28.6 100.0 - - - 16.7 16.7 50.0 16.7

学術研究、専門・技術サービス業 46 - 7 2 8 3 15 11 20 - 2 1 2 4 9 2
100.0 - 15.2 4.3 17.4 6.5 32.6 23.9 100.0 - 10.0 5.0 10.0 20.0 45.0 10.0

宿泊業、飲食サービス業 81 7 7 24 14 11 9 9 55 5 6 8 7 6 17 6
100.0 8.6 8.6 29.6 17.3 13.6 11.1 11.1 100.0 9.1 10.9 14.5 12.7 10.9 30.9 10.9

生活関連サービス業、娯楽業 27 1 3 3 3 7 6 4 16 - 1 1 1 - 5 8
100.0 3.7 11.1 11.1 11.1 25.9 22.2 14.8 100.0 - 6.3 6.3 6.3 - 31.3 50.0

教育、学習支援業 33 - 2 4 4 9 4 10 31 1 - 2 5 4 9 10
100.0 - 6.1 12.1 12.1 27.3 12.1 30.3 100.0 3.2 - 6.5 16.1 12.9 29.0 32.3

医療、福祉 75 1 3 15 7 18 17 14 60 1 3 12 4 13 18 9
100.0 1.3 4.0 20.0 9.3 24.0 22.7 18.7 100.0 1.7 5.0 20.0 6.7 21.7 30.0 15.0

複合サービス業 2 - - - - 1 1 - 1 - - - - - 1 -
100.0 - - - - 50.0 50.0 - 100.0 - - - - - 100.0 -

その他サービス業 148 4 16 26 25 20 30 27 80 - 4 6 16 7 31 16
100.0 2.7 10.8 17.6 16.9 13.5 20.3 18.2 100.0 - 5.0 7.5 20.0 8.8 38.8 20.0

その他 4 - - - - 1 2 1 3 - - - - - 3 -
100.0 - - - - 25.0 50.0 25.0 100.0 - - - - - 100.0 -

無回答 2 - - - - - 1 1 - - - - - - - -
100.0 - - - - - 50.0 50.0 - - - - - - - -

サービス業計 304 12 33 55 50 42 61 51 172 5 13 16 26 17 63 32
100.0 3.9 10.9 18.1 16.4 13.8 20.1 16.8 100.0 2.9 7.6 9.3 15.1 9.9 36.6 18.6

製 輸送用機械関連 48 1 7 6 11 5 10 8 20 - 2 1 6 2 7 2
造 100.0 2.1 14.6 12.5 22.9 10.4 20.8 16.7 100.0 - 10.0 5.0 30.0 10.0 35.0 10.0
業 化学関連 32 - 4 5 2 4 10 7 17 1 2 1 - 2 8 3
の 100.0 - 12.5 15.6 6.3 12.5 31.3 21.9 100.0 5.9 11.8 5.9 - 11.8 47.1 17.6
主 電機・電子関連 48 - 4 6 6 7 14 11 28 1 3 1 3 3 10 7
な 100.0 - 8.3 12.5 12.5 14.6 29.2 22.9 100.0 3.6 10.7 3.6 10.7 10.7 35.7 25.0
分 素材関連 13 - 2 - 3 2 2 4 9 - 1 1 3 1 2 1
野 100.0 - 15.4 - 23.1 15.4 15.4 30.8 100.0 - 11.1 11.1 33.3 11.1 22.2 11.1

その他機械関連 19 2 - 4 1 3 5 4 6 - - - - 3 2 1
100.0 10.5 - 21.1 5.3 15.8 26.3 21.1 100.0 - - - - 50.0 33.3 16.7

食料品関連 41 2 5 7 4 6 11 6 28 - 5 4 1 5 10 3
100.0 4.9 12.2 17.1 9.8 14.6 26.8 14.6 100.0 - 17.9 14.3 3.6 17.9 35.7 10.7

金属関連 30 2 2 1 4 4 8 9 22 1 - - 5 1 10 5
100.0 6.7 6.7 3.3 13.3 13.3 26.7 30.0 100.0 4.5 - - 22.7 4.5 45.5 22.7

その他製造 84 4 8 8 16 17 21 10 58 - 3 3 9 10 22 11
100.0 4.8 9.5 9.5 19.0 20.2 25.0 11.9 100.0 - 5.2 5.2 15.5 17.2 37.9 19.0

無回答 3 - - 1 1 - 1 - 2 - - 1 - - 1 -
100.0 - - 33.3 33.3 - 33.3 - 100.0 - - 50.0 - - 50.0 -

卸 総合卸 24 - 3 5 2 4 7 3 22 - 2 2 2 6 8 2
売 100.0 - 12.5 20.8 8.3 16.7 29.2 12.5 100.0 - 9.1 9.1 9.1 27.3 36.4 9.1
業 専門卸 65 1 5 11 13 13 11 11 36 - 2 2 7 5 11 9
、 100.0 1.5 7.7 16.9 20.0 20.0 16.9 16.9 100.0 - 5.6 5.6 19.4 13.9 30.6 25.0
小 その他卸売 32 1 3 3 1 6 11 7 24 - 1 2 2 3 14 2
売 100.0 3.1 9.4 9.4 3.1 18.8 34.4 21.9 100.0 - 4.2 8.3 8.3 12.5 58.3 8.3
業 総合小売 43 1 2 6 9 8 10 7 33 - - 6 6 5 12 4
の 100.0 2.3 4.7 14.0 20.9 18.6 23.3 16.3 100.0 - - 18.2 18.2 15.2 36.4 12.1
主 専門小売 33 1 2 10 3 8 6 3 24 - 2 5 2 6 7 2
な 100.0 3.0 6.1 30.3 9.1 24.2 18.2 9.1 100.0 - 8.3 20.8 8.3 25.0 29.2 8.3
分 その他小売 16 - 1 1 4 2 6 2 12 - 1 1 3 2 4 1
野 100.0 - 6.3 6.3 25.0 12.5 37.5 12.5 100.0 - 8.3 8.3 25.0 16.7 33.3 8.3

無回答 3 - - - 2 - 1 - 3 - - - 1 - 1 1
100.0 - - - 66.7 - 33.3 - 100.0 - - - 33.3 - 33.3 33.3

学 学術・研究機関 7 - - - - - 2 5 4 - - - - - 2 2
術 100.0 - - - - - 28.6 71.4 100.0 - - - - - 50.0 50.0
研 学校教育 26 - 2 2 2 8 3 9 26 1 - 2 3 2 9 9
究 100.0 - 7.7 7.7 7.7 30.8 11.5 34.6 100.0 3.8 - 7.7 11.5 7.7 34.6 34.6
等 その他教育・学習支援 7 - - 2 2 1 1 1 4 - - - 2 1 - 1
の 100.0 - - 28.6 28.6 14.3 14.3 14.3 100.0 - - - 50.0 25.0 - 25.0
主 専門・技術サービス 28 - 6 1 7 2 7 5 12 - 1 1 2 4 4 -
な 100.0 - 21.4 3.6 25.0 7.1 25.0 17.9 100.0 - 8.3 8.3 16.7 33.3 33.3 -
分 その他 4 - - - 1 - 3 - - - - - - - - -
野 100.0 - - - 25.0 - 75.0 - - - - - - - - -

無回答 7 - 1 1 - 1 3 1 5 - 1 - - 1 3 -
100.0 - 14.3 14.3 - 14.3 42.9 14.3 100.0 - 20.0 - - 20.0 60.0 -

大学が含まれている 9 - 1 - - 3 1 4 10 - - - - - 4 6
100.0 - 11.1 - - 33.3 11.1 44.4 100.0 - - - - - 40.0 60.0

大学は含まれていない 23 - 1 2 2 4 4 10 19 - - 2 3 2 7 5
100.0 - 4.3 8.7 8.7 17.4 17.4 43.5 100.0 - - 10.5 15.8 10.5 36.8 26.3

無回答 1 - - - - 1 - - 1 1 - - - - - -
100.0 - - - - 100.0 - - 100.0 100.0 - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 60 1 5 10 9 6 18 11 28 - 2 3 5 2 11 5
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 1.7 8.3 16.7 15.0 10.0 30.0 18.3 100.0 - 7.1 10.7 17.9 7.1 39.3 17.9
・ 「労働者派遣会社」や 86 3 11 15 16 14 12 15 51 - 2 3 11 5 20 10
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 3.5 12.8 17.4 18.6 16.3 14.0 17.4 100.0 - 3.9 5.9 21.6 9.8 39.2 19.6
負 無回答 2 - - 1 - - - 1 1 - - - - - - 1

100.0 - - 50.0 - - - 50.0 100.0 - - - - - - 100.0
雇 ４９人以下 260 18 28 37 34 47 54 42 184 10 18 21 22 24 67 22
用 100.0 6.9 10.8 14.2 13.1 18.1 20.8 16.2 100.0 5.4 9.8 11.4 12.0 13.0 36.4 12.0
者 ５０～９９人 341 11 42 45 47 53 80 63 203 5 16 19 38 27 67 31
数 100.0 3.2 12.3 13.2 13.8 15.5 23.5 18.5 100.0 2.5 7.9 9.4 18.7 13.3 33.0 15.3

１００～２９９人 408 8 27 71 70 64 95 73 224 2 13 21 27 35 80 46
100.0 2.0 6.6 17.4 17.2 15.7 23.3 17.9 100.0 0.9 5.8 9.4 12.1 15.6 35.7 20.5

３００～９９９人 127 6 8 23 25 15 38 12 79 1 3 6 6 10 38 15
100.0 4.7 6.3 18.1 19.7 11.8 29.9 9.4 100.0 1.3 3.8 7.6 7.6 12.7 48.1 19.0

１，０００人以上 68 1 2 7 6 10 19 23 49 - - 6 4 6 19 14
100.0 1.5 2.9 10.3 8.8 14.7 27.9 33.8 100.0 - - 12.2 8.2 12.2 38.8 28.6

無回答 22 3 - 2 3 1 7 6 15 3 - 2 3 1 4 2
100.0 13.6 - 9.1 13.6 4.5 31.8 27.3 100.0 20.0 - 13.3 20.0 6.7 26.7 13.3

中小企業（３００人未満）計 1,009 37 97 153 151 164 229 178 611 17 47 61 87 86 214 99
100.0 3.7 9.6 15.2 15.0 16.3 22.7 17.6 100.0 2.8 7.7 10.0 14.2 14.1 35.0 16.2

５０人以上計 944 26 79 146 148 142 232 171 555 8 32 52 75 78 204 106
100.0 2.8 8.4 15.5 15.7 15.0 24.6 18.1 100.0 1.4 5.8 9.4 13.5 14.1 36.8 19.1

労 過半数代表の労働組合がある 245 3 15 31 37 41 63 55 141 3 4 7 12 22 57 36
働 100.0 1.2 6.1 12.7 15.1 16.7 25.7 22.4 100.0 2.1 2.8 5.0 8.5 15.6 40.4 25.5
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 60 2 4 9 6 6 12 21 39 1 1 3 7 2 10 15
合 100.0 3.3 6.7 15.0 10.0 10.0 20.0 35.0 100.0 2.6 2.6 7.7 17.9 5.1 25.6 38.5
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 374 16 34 62 58 47 96 61 213 4 15 20 27 23 91 33
の 100.0 4.3 9.1 16.6 15.5 12.6 25.7 16.3 100.0 1.9 7.0 9.4 12.7 10.8 42.7 15.5
有 労働組合も労使協議機関もない 539 26 54 82 84 95 117 81 356 13 30 45 53 54 115 46
無 100.0 4.8 10.0 15.2 15.6 17.6 21.7 15.0 100.0 3.7 8.4 12.6 14.9 15.2 32.3 12.9

無回答 8 - - 1 - 1 5 1 5 - - - 1 2 2 -
100.0 - - 12.5 - 12.5 62.5 12.5 100.0 - - - 20.0 40.0 40.0 -

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 26 2 1 5 1 1 6 10 21 - - 3 4 2 3 9
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 7.7 3.8 19.2 3.8 3.8 23.1 38.5 100.0 - - 14.3 19.0 9.5 14.3 42.9
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 145 2 6 20 24 17 40 36 85 2 1 3 11 10 39 19
範 組合員になっていない 100.0 1.4 4.1 13.8 16.6 11.7 27.6 24.8 100.0 2.4 1.2 3.5 12.9 11.8 45.9 22.4
囲 無回答 134 1 12 15 18 29 29 30 74 2 4 4 4 12 25 23

100.0 0.7 9.0 11.2 13.4 21.6 21.6 22.4 100.0 2.7 5.4 5.4 5.4 16.2 33.8 31.1
認 【改正労働契約法】の 850 25 62 123 142 143 194 161 479 8 24 41 68 68 174 96
知 改正内容まで知っている 100.0 2.9 7.3 14.5 16.7 16.8 22.8 18.9 100.0 1.7 5.0 8.6 14.2 14.2 36.3 20.0
度 改正されたことは知っているが 338 18 39 56 38 42 93 52 245 9 23 32 28 34 87 32
別 内容はよく分からない 100.0 5.3 11.5 16.6 11.2 12.4 27.5 15.4 100.0 3.7 9.4 13.1 11.4 13.9 35.5 13.1

知らない・分からない 33 4 4 6 5 4 6 4 28 4 2 2 4 1 14 1
100.0 12.1 12.1 18.2 15.2 12.1 18.2 12.1 100.0 14.3 7.1 7.1 14.3 3.6 50.0 3.6

無回答 5 - 2 - - 1 - 2 2 - 1 - - - - 1
100.0 - 40.0 - - 20.0 - 40.0 100.0 - 50.0 - - - - 50.0

合計（復元） 877 51 93 127 124 144 188 150 589 25 52 70 73 74 211 85
100.0 5.8 10.6 14.5 14.1 16.4 21.4 17.1 100.0 4.2 8.8 11.9 12.4 12.6 35.8 14.4

問６付問⑦, 有期契約労働者で採用してから、どの程度の期間で
無期契約にしていきますか（１つだけ○）。

＜付問⑦及び⑧以降は、｢３．有期契約労働者の適性を見ながら、
５年を超える前に無期契約にしていく」を選択した企業が回答対象＞
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○フルタイム契約労働者について ○パートタイム契約労働者について
フル

タイム
契約

労働者
を雇用
して
おり
通算

５年を
超え

申込み
がなさ
れた

段階で
／適性
を見な
がら

５年を
超える
前に、
無期

契約に
して
いく

企業計

０％ １～
２０％

２１～
４０％

４１～
６０％

６１～
８０％

８１～
１０
０％

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

最小値 最大値 パート
タイム
契約

労働者
を雇用
して
おり

通算５
年を
超え

申込み
がなさ
れた

段階で
／適性
を見な
がら

５年を
超える
前に、
無期

契約に
して
いく

企業計

０％ １～
２０％

２１～
４０％

４１～
６０％

６１～
８０％

８１～
１０
０％

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

最小値 最大値

合計 2,952 301 489 285 479 289 544 565 47.7 50.0 35.6 0.0 100.0 2,621 478 485 218 388 190 337 525 37.9 30.0 35.5 0.0 100.0
100.0 10.2 16.6 9.7 16.2 9.8 18.4 19.1 100.0 18.2 18.5 8.3 14.8 7.2 12.9 20.0

主 建設業 181 26 29 20 25 13 33 35 43.7 40.0 36.7 0.0 100.0 132 33 14 9 26 3 18 29 37.0 30.0 36.4 0.0 100.0
な 100.0 14.4 16.0 11.0 13.8 7.2 18.2 19.3 100.0 25.0 10.6 6.8 19.7 2.3 13.6 22.0
業 製造業 807 97 119 72 127 85 167 140 49.2 50.0 36.5 0.0 100.0 707 153 92 51 115 55 107 134 40.2 33.0 36.7 0.0 100.0
種 100.0 12.0 14.7 8.9 15.7 10.5 20.7 17.3 100.0 21.6 13.0 7.2 16.3 7.8 15.1 19.0

電気・ガス・熱供給・水道業 22 4 2 1 4 1 5 5 48.5 50.0 40.1 0.0 100.0 13 1 4 - 2 - 3 3 43.9 35.0 40.4 0.0 100.0
100.0 18.2 9.1 4.5 18.2 4.5 22.7 22.7 100.0 7.7 30.8 - 15.4 - 23.1 23.1

情報通信業 128 17 18 12 21 13 25 22 47.6 50.0 36.4 0.0 100.0 60 13 7 3 7 7 14 9 48.3 50.0 40.8 0.0 100.0
100.0 13.3 14.1 9.4 16.4 10.2 19.5 17.2 100.0 21.7 11.7 5.0 11.7 11.7 23.3 15.0

運輸業、郵便業 195 17 35 16 32 20 36 39 49.2 50.0 35.6 0.0 100.0 169 31 35 14 19 12 24 34 37.7 30.0 36.4 0.0 100.0
100.0 8.7 17.9 8.2 16.4 10.3 18.5 20.0 100.0 18.3 20.7 8.3 11.2 7.1 14.2 20.1

卸売業、小売業 544 58 86 46 98 44 105 107 48.3 50.0 36.1 0.0 100.0 521 103 95 42 65 44 64 108 37.2 28.0 36.1 0.0 100.0
100.0 10.7 15.8 8.5 18.0 8.1 19.3 19.7 100.0 19.8 18.2 8.1 12.5 8.4 12.3 20.7

金融業、保険業 31 3 5 1 5 3 9 5 54.4 50.0 38.8 0.0 100.0 39 5 5 3 8 5 9 4 51.8 50.0 36.5 0.0 100.0
100.0 9.7 16.1 3.2 16.1 9.7 29.0 16.1 100.0 12.8 12.8 7.7 20.5 12.8 23.1 10.3

不動産業、物品賃貸業 41 3 4 4 6 4 10 10 57.4 60.0 35.9 0.0 100.0 34 6 2 4 7 - 6 9 44.7 41.0 37.3 0.0 100.0
100.0 7.3 9.8 9.8 14.6 9.8 24.4 24.4 100.0 17.6 5.9 11.8 20.6 - 17.6 26.5

学術研究、専門・技術サービス業 80 11 13 8 13 5 15 15 45.4 50.0 36.6 0.0 100.0 60 16 5 4 9 2 8 16 36.2 27.5 38.0 0.0 100.0
100.0 13.8 16.3 10.0 16.3 6.3 18.8 18.8 100.0 26.7 8.3 6.7 15.0 3.3 13.3 26.7

宿泊業、飲食サービス業 186 10 41 18 34 21 19 43 43.6 44.0 32.0 0.0 100.0 186 10 80 19 22 7 11 37 27.6 15.0 28.2 0.0 100.0
100.0 5.4 22.0 9.7 18.3 11.3 10.2 23.1 100.0 5.4 43.0 10.2 11.8 3.8 5.9 19.9

生活関連サービス業、娯楽業 97 6 19 13 16 12 13 18 46.2 46.0 32.5 0.0 100.0 104 18 28 7 13 12 5 21 31.0 15.0 31.6 0.0 100.0
100.0 6.2 19.6 13.4 16.5 12.4 13.4 18.6 100.0 17.3 26.9 6.7 12.5 11.5 4.8 20.2

教育、学習支援業 70 6 14 6 11 6 8 19 42.0 40.0 32.9 0.0 100.0 82 13 18 11 13 6 6 15 34.3 25.0 30.8 0.0 100.0
100.0 8.6 20.0 8.6 15.7 8.6 11.4 27.1 100.0 15.9 22.0 13.4 15.9 7.3 7.3 18.3

医療、福祉 173 13 24 20 26 21 30 39 49.9 50.0 34.7 0.0 100.0 177 15 28 17 30 19 30 38 48.5 50.0 34.6 0.0 100.0
100.0 7.5 13.9 11.6 15.0 12.1 17.3 22.5 100.0 8.5 15.8 9.6 16.9 10.7 16.9 21.5

複合サービス業 3 - - 1 2 - - - 41.7 50.0 14.4 25.0 50.0 3 - 1 1 1 - - - 32.7 38.0 20.5 10.0 50.0
100.0 - - 33.3 66.7 - - - 100.0 - 33.3 33.3 33.3 - - -

その他サービス業 378 28 76 47 57 40 67 63 46.8 45.0 34.7 0.0 100.0 323 60 70 33 48 17 31 64 32.8 20.0 33.3 0.0 100.0
100.0 7.4 20.1 12.4 15.1 10.6 17.7 16.7 100.0 18.6 21.7 10.2 14.9 5.3 9.6 19.8

その他 8 1 2 - 1 1 1 2 42.0 35.0 41.8 0.0 100.0 6 - - - 2 1 1 2 66.5 58.0 23.6 50.0 100.0
100.0 12.5 25.0 - 12.5 12.5 12.5 25.0 100.0 - - - 33.3 16.7 16.7 33.3

無回答 8 1 2 - 1 - 1 3 30.8 3.0 44.1 0.0 100.0 5 1 1 - 1 - - 2 17.0 1.0 28.6 0.0 50.0
100.0 12.5 25.0 - 12.5 - 12.5 37.5 100.0 20.0 20.0 - 20.0 - - 40.0

サービス業計 744 55 149 87 122 78 114 139 45.8 46.0 33.9 0.0 100.0 676 104 184 64 93 38 55 138 31.3 20.0 32.1 0.0 100.0
100.0 7.4 20.0 11.7 16.4 10.5 15.3 18.7 100.0 15.4 27.2 9.5 13.8 5.6 8.1 20.4

製 輸送用機械関連 100 17 19 12 12 6 16 18 39.0 27.5 36.3 0.0 100.0 70 21 8 7 11 5 9 9 34.8 25.0 35.8 0.0 100.0
造 100.0 17.0 19.0 12.0 12.0 6.0 16.0 18.0 100.0 30.0 11.4 10.0 15.7 7.1 12.9 12.9
業 化学関連 66 2 11 8 10 12 13 10 53.8 50.0 33.7 0.0 100.0 47 11 9 2 5 6 7 7 39.6 22.5 37.4 0.0 100.0
の 100.0 3.0 16.7 12.1 15.2 18.2 19.7 15.2 100.0 23.4 19.1 4.3 10.6 12.8 14.9 14.9
主 電機・電子関連 118 13 13 11 24 9 27 21 52.5 50.0 35.4 0.0 100.0 108 18 12 8 20 9 18 23 45.0 50.0 37.1 0.0 100.0
な 100.0 11.0 11.0 9.3 20.3 7.6 22.9 17.8 100.0 16.7 11.1 7.4 18.5 8.3 16.7 21.3
分 素材関連 30 2 2 1 5 7 9 4 65.5 70.0 33.1 0.0 100.0 27 4 4 - 8 3 5 3 46.8 50.0 33.3 0.0 100.0
野 100.0 6.7 6.7 3.3 16.7 23.3 30.0 13.3 100.0 14.8 14.8 - 29.6 11.1 18.5 11.1

その他機械関連 51 9 5 5 7 7 8 10 46.0 50.0 36.1 0.0 100.0 44 11 2 3 8 4 5 11 39.1 50.0 36.4 0.0 100.0
100.0 17.6 9.8 9.8 13.7 13.7 15.7 19.6 100.0 25.0 4.5 6.8 18.2 9.1 11.4 25.0

食料品関連 130 5 22 16 20 15 26 26 51.8 50.0 34.7 0.0 100.0 123 14 22 12 15 16 18 26 44.6 50.0 35.6 0.0 100.0
100.0 3.8 16.9 12.3 15.4 11.5 20.0 20.0 100.0 11.4 17.9 9.8 12.2 13.0 14.6 21.1

金属関連 86 20 17 3 15 6 16 9 40.3 40.0 38.9 0.0 100.0 76 20 12 3 9 5 16 11 40.6 25.0 41.3 0.0 100.0
100.0 23.3 19.8 3.5 17.4 7.0 18.6 10.5 100.0 26.3 15.8 3.9 11.8 6.6 21.1 14.5

その他製造 219 28 29 16 33 23 50 40 51.1 50.0 37.0 0.0 100.0 207 53 22 15 39 7 28 43 36.6 30.0 35.9 0.0 100.0
100.0 12.8 13.2 7.3 15.1 10.5 22.8 18.3 100.0 25.6 10.6 7.2 18.8 3.4 13.5 20.8

無回答 7 1 1 - 1 - 2 2 52.0 50.0 47.6 0.0 100.0 5 1 1 1 - - 1 1 35.0 20.0 45.1 0.0 100.0
100.0 14.3 14.3 - 14.3 - 28.6 28.6 100.0 20.0 20.0 20.0 - - 20.0 20.0

卸 総合卸 65 7 12 3 16 6 11 10 46.5 50.0 34.2 0.0 100.0 65 17 11 1 9 9 9 9 39.1 22.5 37.9 0.0 100.0
売 100.0 10.8 18.5 4.6 24.6 9.2 16.9 15.4 100.0 26.2 16.9 1.5 13.8 13.8 13.8 13.8
業 専門卸 168 24 20 14 31 11 39 29 50.5 50.0 37.7 0.0 100.0 136 29 14 15 20 14 18 26 41.1 31.5 36.5 0.0 100.0
、 100.0 14.3 11.9 8.3 18.5 6.5 23.2 17.3 100.0 21.3 10.3 11.0 14.7 10.3 13.2 19.1
小 その他卸売 64 8 8 5 12 7 13 11 50.5 50.0 37.5 0.0 100.0 60 14 13 1 10 3 8 11 34.8 20.0 37.1 0.0 100.0
売 100.0 12.5 12.5 7.8 18.8 10.9 20.3 17.2 100.0 23.3 21.7 1.7 16.7 5.0 13.3 18.3
業 総合小売 106 4 17 10 15 11 20 29 52.4 50.0 34.8 0.0 100.0 111 12 23 11 11 13 8 33 37.3 30.0 33.6 0.0 100.0
の 100.0 3.8 16.0 9.4 14.2 10.4 18.9 27.4 100.0 10.8 20.7 9.9 9.9 11.7 7.2 29.7
主 専門小売 97 10 22 9 14 8 14 20 41.8 33.0 35.1 0.0 100.0 104 18 30 10 12 4 11 19 31.2 20.0 33.3 0.0 100.0
な 100.0 10.3 22.7 9.3 14.4 8.2 14.4 20.6 100.0 17.3 28.8 9.6 11.5 3.8 10.6 18.3
分 その他小売 39 4 7 5 10 1 6 6 42.7 50.0 33.6 0.0 100.0 38 12 4 4 3 1 7 7 34.4 10.0 39.6 0.0 100.0
野 100.0 10.3 17.9 12.8 25.6 2.6 15.4 15.4 100.0 31.6 10.5 10.5 7.9 2.6 18.4 18.4

無回答 5 1 - - - - 2 2 63.3 90.0 55.1 0.0 100.0 7 1 - - - - 3 3 75.0 100.0 50.0 0.0 100.0
100.0 20.0 - - - - 40.0 40.0 100.0 14.3 - - - - 42.9 42.9

学 学術・研究機関 10 1 - 3 2 - - 4 31.0 28.0 20.1 0.0 56.0 6 - 1 1 1 1 - 2 44.5 46.0 27.4 10.0 76.0
術 100.0 10.0 - 30.0 20.0 - - 40.0 100.0 - 16.7 16.7 16.7 16.7 - 33.3
研 学校教育 56 4 12 6 7 6 5 16 41.0 30.0 32.4 0.0 100.0 64 11 15 7 9 6 5 11 34.4 22.0 32.2 0.0 100.0
究 100.0 7.1 21.4 10.7 12.5 10.7 8.9 28.6 100.0 17.2 23.4 10.9 14.1 9.4 7.8 17.2
等 その他教育・学習支援 12 2 2 - 3 - 3 2 45.3 46.0 37.9 0.0 100.0 14 2 2 3 4 - 1 2 34.7 36.5 27.6 0.0 90.0
の 100.0 16.7 16.7 - 25.0 - 25.0 16.7 100.0 14.3 14.3 21.4 28.6 - 7.1 14.3
主 専門・技術サービス 54 7 7 4 9 5 12 10 51.7 50.0 37.2 0.0 100.0 43 13 1 3 7 1 8 10 40.5 30.0 40.6 0.0 100.0
な 100.0 13.0 13.0 7.4 16.7 9.3 22.2 18.5 100.0 30.2 2.3 7.0 16.3 2.3 18.6 23.3
分 その他 5 1 1 1 - - 1 1 33.8 23.5 38.6 0.0 88.0 3 - 1 - - - - 2 10.0 10.0 0.0 10.0 10.0
野 100.0 20.0 20.0 20.0 - - 20.0 20.0 100.0 - 33.3 - - - - 66.7

無回答 13 2 5 - 3 - 2 1 33.8 15.0 36.5 0.0 100.0 12 3 3 1 1 - - 4 16.3 10.0 19.2 0.0 50.0
100.0 15.4 38.5 - 23.1 - 15.4 7.7 100.0 25.0 25.0 8.3 8.3 - - 33.3

大学が含まれている 21 - 5 1 3 3 1 8 42.3 50.0 30.1 4.0 90.0 21 2 4 2 4 3 - 6 37.3 40.0 29.4 0.0 80.0
100.0 - 23.8 4.8 14.3 14.3 4.8 38.1 100.0 9.5 19.0 9.5 19.0 14.3 - 28.6

大学は含まれていない 43 5 6 8 6 3 4 11 39.3 30.0 32.3 0.0 100.0 48 9 11 6 6 4 5 7 34.7 25.0 33.2 0.0 100.0
100.0 11.6 14.0 18.6 14.0 7.0 9.3 25.6 100.0 18.8 22.9 12.5 12.5 8.3 10.4 14.6

無回答 2 - 1 - - - - 1 20.0 20.0 0.0 20.0 20.0 1 - 1 - - - - - 20.0 20.0 0.0 20.0 20.0
100.0 - 50.0 - - - - 50.0 100.0 - 100.0 - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 138 7 38 19 18 11 23 22 42.8 30.0 33.5 0.0 100.0 116 18 35 12 16 7 5 23 26.9 20.0 28.4 0.0 100.0
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 5.1 27.5 13.8 13.0 8.0 16.7 15.9 100.0 15.5 30.2 10.3 13.8 6.0 4.3 19.8
・ 「労働者派遣会社」や 237 21 38 27 39 28 44 40 49.1 50.0 35.3 0.0 100.0 204 41 33 21 32 10 26 41 36.5 30.0 35.5 0.0 100.0
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 8.9 16.0 11.4 16.5 11.8 18.6 16.9 100.0 20.1 16.2 10.3 15.7 4.9 12.7 20.1
負 無回答 3 - - 1 - 1 - 1 50.0 50.0 28.3 30.0 70.0 3 1 2 - - - - - 9.0 10.0 8.5 0.0 17.0

100.0 - - 33.3 - 33.3 - 33.3 100.0 33.3 66.7 - - - - -
雇 ４９人以下 468 72 51 36 78 30 108 93 49.4 50.0 38.4 0.0 100.0 436 100 59 35 65 21 69 87 38.9 30.0 37.3 0.0 100.0
用 100.0 15.4 10.9 7.7 16.7 6.4 23.1 19.9 100.0 22.9 13.5 8.0 14.9 4.8 15.8 20.0
者 ５０～９９人 836 111 133 72 141 70 159 150 46.5 50.0 36.7 0.0 100.0 707 163 107 51 108 40 104 134 37.8 30.0 36.9 0.0 100.0
数 100.0 13.3 15.9 8.6 16.9 8.4 19.0 17.9 100.0 23.1 15.1 7.2 15.3 5.7 14.7 19.0

１００～２９９人 1,013 94 193 109 154 103 171 189 46.2 50.0 34.9 0.0 100.0 885 166 179 69 124 68 102 177 35.9 25.0 35.1 0.0 100.0
100.0 9.3 19.1 10.8 15.2 10.2 16.9 18.7 100.0 18.8 20.2 7.8 14.0 7.7 11.5 20.0

３００～９９９人 368 17 62 42 68 39 73 67 51.4 50.0 33.2 0.0 100.0 345 33 72 40 53 37 42 68 41.7 38.0 33.8 0.0 100.0
100.0 4.6 16.8 11.4 18.5 10.6 19.8 18.2 100.0 9.6 20.9 11.6 15.4 10.7 12.2 19.7

１，０００人以上 212 4 43 22 29 41 24 49 48.6 50.0 31.3 0.0 100.0 197 10 53 21 29 21 16 47 39.0 30.0 31.1 0.0 100.0
100.0 1.9 20.3 10.4 13.7 19.3 11.3 23.1 100.0 5.1 26.9 10.7 14.7 10.7 8.1 23.9

無回答 55 3 7 4 9 6 9 17 52.5 50.0 36.0 0.0 100.0 51 6 15 2 9 3 4 12 33.7 20.0 33.1 0.0 100.0
100.0 5.5 12.7 7.3 16.4 10.9 16.4 30.9 100.0 11.8 29.4 3.9 17.6 5.9 7.8 23.5

中小企業（３００人未満）計 2,317 277 377 217 373 203 438 432 47.0 50.0 36.3 0.0 100.0 2,028 429 345 155 297 129 275 398 37.2 30.0 36.2 0.0 100.0
100.0 12.0 16.3 9.4 16.1 8.8 18.9 18.6 100.0 21.2 17.0 7.6 14.6 6.4 13.6 19.6

５０人以上計 2,429 226 431 245 392 253 427 455 47.3 50.0 35.1 0.0 100.0 2,134 372 411 181 314 166 264 426 37.7 30.0 35.2 0.0 100.0
100.0 9.3 17.7 10.1 16.1 10.4 17.6 18.7 100.0 17.4 19.3 8.5 14.7 7.8 12.4 20.0

労 過半数代表の労働組合がある 639 50 105 56 98 83 118 129 50.4 50.0 34.9 0.0 100.0 532 99 71 35 81 54 72 120 41.7 42.0 36.4 0.0 100.0
働 100.0 7.8 16.4 8.8 15.3 13.0 18.5 20.2 100.0 18.6 13.3 6.6 15.2 10.2 13.5 22.6
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 188 17 28 25 26 18 43 31 50.4 50.0 35.7 0.0 100.0 175 28 40 14 26 11 28 28 39.6 30.0 35.9 0.0 100.0
合 100.0 9.0 14.9 13.3 13.8 9.6 22.9 16.5 100.0 16.0 22.9 8.0 14.9 6.3 16.0 16.0
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 844 93 124 82 153 84 159 149 48.5 50.0 35.4 0.0 100.0 733 144 120 68 110 58 91 142 38.0 30.0 35.4 0.0 100.0
の 100.0 11.0 14.7 9.7 18.1 10.0 18.8 17.7 100.0 19.6 16.4 9.3 15.0 7.9 12.4 19.4
有 労働組合も労使協議機関もない 1,260 139 224 122 200 103 222 250 45.6 50.0 35.9 0.0 100.0 1,165 204 249 99 169 67 146 231 36.1 25.0 35.1 0.0 100.0
無 100.0 11.0 17.8 9.7 15.9 8.2 17.6 19.8 100.0 17.5 21.4 8.5 14.5 5.8 12.5 19.8

無回答 21 2 8 - 2 1 2 6 30.5 10.0 36.4 0.0 100.0 16 3 5 2 2 - - 4 18.4 7.5 20.3 0.0 50.0
100.0 9.5 38.1 - 9.5 4.8 9.5 28.6 100.0 18.8 31.3 12.5 12.5 - - 25.0

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 100 5 13 9 19 13 15 26 51.4 50.0 31.5 0.0 100.0 97 6 14 17 19 7 11 23 44.1 45.0 30.6 0.0 100.0
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 5.0 13.0 9.0 19.0 13.0 15.0 26.0 100.0 6.2 14.4 17.5 19.6 7.2 11.3 23.7
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 363 29 59 35 47 42 75 76 51.2 50.0 35.7 0.0 100.0 315 61 47 15 53 28 44 67 40.8 42.0 36.3 0.0 100.0
範 組合員になっていない 100.0 8.0 16.3 9.6 12.9 11.6 20.7 20.9 100.0 19.4 14.9 4.8 16.8 8.9 14.0 21.3
囲 無回答 364 33 61 37 58 46 71 58 49.4 50.0 35.3 0.0 100.0 295 60 50 17 35 30 45 58 40.5 30.0 37.9 0.0 100.0

100.0 9.1 16.8 10.2 15.9 12.6 19.5 15.9 100.0 20.3 16.9 5.8 11.9 10.2 15.3 19.7
認 【改正労働契約法】の 2,154 211 367 208 346 233 388 401 47.7 50.0 35.2 0.0 100.0 1,846 329 323 153 279 152 237 373 38.8 30.0 35.4 0.0 100.0
知 改正内容まで知っている 100.0 9.8 17.0 9.7 16.1 10.8 18.0 18.6 100.0 17.8 17.5 8.3 15.1 8.2 12.8 20.2
度 改正されたことは知っているが 710 79 109 73 121 51 144 133 48.3 50.0 36.7 0.0 100.0 688 132 142 60 96 34 89 135 35.7 25.0 35.6 0.0 100.0
別 内容はよく分からない 100.0 11.1 15.4 10.3 17.0 7.2 20.3 18.7 100.0 19.2 20.6 8.7 14.0 4.9 12.9 19.6

知らない・分からない 71 10 13 3 11 3 9 22 38.7 30.0 36.8 0.0 100.0 71 15 18 4 12 4 7 11 32.5 20.0 33.7 0.0 100.0
100.0 14.1 18.3 4.2 15.5 4.2 12.7 31.0 100.0 21.1 25.4 5.6 16.9 5.6 9.9 15.5

無回答 17 1 - 1 1 2 3 9 64.4 70.0 36.0 0.0 100.0 16 2 2 1 1 - 4 6 49.5 40.0 44.9 0.0 100.0
100.0 5.9 - 5.9 5.9 11.8 17.6 52.9 100.0 12.5 12.5 6.3 6.3 - 25.0 37.5

合計（復元） 1,798 226 253 149 297 145 371 357 48.6 15.3 - 0.0 100.0 1,666 338 275 137 251 102 233 332 38.1 9.7 0.0 100.0
100.0 12.6 14.1 8.3 16.5 8.1 20.6 19.9 100.0 20.3 16.5 8.2 15.1 6.1 14.0 19.9

問６付問⑧, 雇用しているフルタイム契約労働者、パートタイム契約労働者の人数を１００として、今後３年間（２０１９年９月末迄）に、
無期契約に転換している割合はどれくらいだと思いますか（数値を記入）。



－138－

職務
(業務
の内容

・
範囲や
責任の
程度)

勤務地
・配置
転換の
範囲

所定
労働

時間の
長さ

時間外
労働の
有無・
長さ

特殊な
勤務

時間制
の適用

役職
登用の
有無・
範囲

定年
年齢

服務
規律
(兼業
規制
等)

その他
（※）

無回答 平均
選択数

合計 3,543 675 1,025 1,700 143 675 388 225 167 98 55 102 288 134 31 12 2.2
100.0 19.1 28.9 48.0 4.0 100.0 57.5 33.3 24.7 14.5 8.1 15.1 42.7 19.9 4.6 1.8

主 建設業 217 41 63 108 5 41 21 10 9 6 1 9 19 10 2 1 2.2
な 100.0 18.9 29.0 49.8 2.3 100.0 51.2 24.4 22.0 14.6 2.4 22.0 46.3 24.4 4.9 2.4
業 製造業 970 195 295 445 35 195 115 59 55 23 12 21 80 43 4 5 2.2
種 100.0 20.1 30.4 45.9 3.6 100.0 59.0 30.3 28.2 11.8 6.2 10.8 41.0 22.1 2.1 2.6

電気・ガス・熱供給・水道業 25 3 5 15 2 3 2 1 - - 1 1 2 - - - 2.3
100.0 12.0 20.0 60.0 8.0 100.0 66.7 33.3 - - 33.3 33.3 66.7 - - -

情報通信業 137 38 44 51 4 38 24 17 6 6 4 6 14 4 1 - 2.2
100.0 27.7 32.1 37.2 2.9 100.0 63.2 44.7 15.8 15.8 10.5 15.8 36.8 10.5 2.6 -

運輸業、郵便業 241 34 73 120 14 34 15 9 5 8 3 10 15 5 2 1 2.2
100.0 14.1 30.3 49.8 5.8 100.0 44.1 26.5 14.7 23.5 8.8 29.4 44.1 14.7 5.9 2.9

卸売業、小売業 668 104 183 349 32 104 63 37 22 17 3 13 47 25 7 - 2.3
100.0 15.6 27.4 52.2 4.8 100.0 60.6 35.6 21.2 16.3 2.9 12.5 45.2 24.0 6.7 -

金融業、保険業 46 8 12 26 - 8 2 4 1 1 - 2 4 1 - - 1.9
100.0 17.4 26.1 56.5 - 100.0 25.0 50.0 12.5 12.5 - 25.0 50.0 12.5 - -

不動産業、物品賃貸業 47 9 13 22 3 9 5 4 - - 1 - 5 1 - - 1.8
100.0 19.1 27.7 46.8 6.4 100.0 55.6 44.4 - - 11.1 - 55.6 11.1 - -

学術研究、専門・技術サービス業 98 25 22 46 5 25 13 6 4 2 1 3 13 4 4 - 2.0
100.0 25.5 22.4 46.9 5.1 100.0 52.0 24.0 16.0 8.0 4.0 12.0 52.0 16.0 16.0 -

宿泊業、飲食サービス業 216 44 61 97 14 44 27 20 16 11 4 12 17 9 - - 2.6
100.0 20.4 28.2 44.9 6.5 100.0 61.4 45.5 36.4 25.0 9.1 27.3 38.6 20.5 - -

生活関連サービス業、娯楽業 119 19 30 65 5 19 9 10 6 3 3 1 6 1 3 1 2.3
100.0 16.0 25.2 54.6 4.2 100.0 47.4 52.6 31.6 15.8 15.8 5.3 31.6 5.3 15.8 5.3

教育、学習支援業 92 12 24 54 2 12 7 1 7 3 1 1 3 1 - 1 2.2
100.0 13.0 26.1 58.7 2.2 100.0 58.3 8.3 58.3 25.0 8.3 8.3 25.0 8.3 - 8.3

医療、福祉 206 47 55 98 6 47 31 15 15 10 11 12 19 12 1 2 2.8
100.0 22.8 26.7 47.6 2.9 100.0 66.0 31.9 31.9 21.3 23.4 25.5 40.4 25.5 2.1 4.3

複合サービス業 4 1 2 1 - 1 1 - - - - - 1 - - - 2.0
100.0 25.0 50.0 25.0 - 100.0 100.0 - - - - - 100.0 - - -

その他サービス業 438 89 140 195 14 89 48 29 19 8 10 9 40 17 7 1 2.1
100.0 20.3 32.0 44.5 3.2 100.0 53.9 32.6 21.3 9.0 11.2 10.1 44.9 19.1 7.9 1.1

その他 10 3 3 4 - 3 2 1 1 - - 1 2 1 - - 2.7
100.0 30.0 30.0 40.0 - 100.0 66.7 33.3 33.3 - - 33.3 66.7 33.3 - -

無回答 9 3 - 4 2 3 3 2 1 - - 1 1 - - - 2.7
100.0 33.3 - 44.4 22.2 100.0 100.0 66.7 33.3 - - 33.3 33.3 - - -

サービス業計 875 178 255 404 38 178 98 65 45 24 18 25 77 31 14 2 2.3
100.0 20.3 29.1 46.2 4.3 100.0 55.1 36.5 25.3 13.5 10.1 14.0 43.3 17.4 7.9 1.1

製 輸送用機械関連 111 20 40 48 3 20 11 4 5 - 1 4 6 4 - - 1.8
造 100.0 18.0 36.0 43.2 2.7 100.0 55.0 20.0 25.0 - 5.0 20.0 30.0 20.0 - -
業 化学関連 76 16 30 30 - 16 11 4 4 1 1 1 5 2 - 1 1.9
の 100.0 21.1 39.5 39.5 - 100.0 68.8 25.0 25.0 6.3 6.3 6.3 31.3 12.5 - 6.3
主 電機・電子関連 149 28 42 76 3 28 18 10 6 3 - 4 11 5 2 2 2.3
な 100.0 18.8 28.2 51.0 2.0 100.0 64.3 35.7 21.4 10.7 - 14.3 39.3 17.9 7.1 7.1
分 素材関連 36 6 12 18 - 6 5 4 1 1 - 1 3 1 - - 2.7
野 100.0 16.7 33.3 50.0 - 100.0 83.3 66.7 16.7 16.7 - 16.7 50.0 16.7 - -

その他機械関連 62 11 22 23 6 11 7 3 6 3 1 1 3 5 - - 2.6
100.0 17.7 35.5 37.1 9.7 100.0 63.6 27.3 54.5 27.3 9.1 9.1 27.3 45.5 - -

食料品関連 150 28 36 79 7 28 15 8 9 4 4 3 15 8 2 - 2.4
100.0 18.7 24.0 52.7 4.7 100.0 53.6 28.6 32.1 14.3 14.3 10.7 53.6 28.6 7.1 -

金属関連 106 23 27 50 6 23 9 3 5 3 3 3 12 1 - 1 1.8
100.0 21.7 25.5 47.2 5.7 100.0 39.1 13.0 21.7 13.0 13.0 13.0 52.2 4.3 - 4.3

その他製造 273 62 84 117 10 62 38 22 19 8 2 4 24 17 - 1 2.2
100.0 22.7 30.8 42.9 3.7 100.0 61.3 35.5 30.6 12.9 3.2 6.5 38.7 27.4 - 1.6

無回答 7 1 2 4 - 1 1 1 - - - - 1 - - - 3.0
100.0 14.3 28.6 57.1 - 100.0 100.0 100.0 - - - - 100.0 - - -

卸 総合卸 80 10 19 49 2 10 8 8 3 2 - 2 5 2 - - 3.0
売 100.0 12.5 23.8 61.3 2.5 100.0 80.0 80.0 30.0 20.0 - 20.0 50.0 20.0 - -
業 専門卸 201 35 57 101 8 35 17 9 6 4 2 2 16 8 2 - 1.9
、 100.0 17.4 28.4 50.2 4.0 100.0 48.6 25.7 17.1 11.4 5.7 5.7 45.7 22.9 5.7 -
小 その他卸売 82 9 28 43 2 9 6 1 2 2 - - 3 - - - 1.6
売 100.0 11.0 34.1 52.4 2.4 100.0 66.7 11.1 22.2 22.2 - - 33.3 - - -
業 総合小売 131 19 36 68 8 19 11 5 5 3 1 2 6 2 3 - 2.0
の 100.0 14.5 27.5 51.9 6.1 100.0 57.9 26.3 26.3 15.8 5.3 10.5 31.6 10.5 15.8 -
主 専門小売 117 19 30 60 8 19 14 10 5 3 - 5 12 7 1 - 3.0
な 100.0 16.2 25.6 51.3 6.8 100.0 73.7 52.6 26.3 15.8 - 26.3 63.2 36.8 5.3 -
分 その他小売 50 11 13 23 3 11 6 4 1 3 - 2 5 6 1 - 2.5
野 100.0 22.0 26.0 46.0 6.0 100.0 54.5 36.4 9.1 27.3 - 18.2 45.5 54.5 9.1 -

無回答 7 1 - 5 1 1 1 - - - - - - - - - 1.0
100.0 14.3 - 71.4 14.3 100.0 100.0 - - - - - - - - -

学 学術・研究機関 10 6 1 2 1 6 4 1 1 1 - - 3 1 1 - 2.0
術 100.0 60.0 10.0 20.0 10.0 100.0 66.7 16.7 16.7 16.7 - - 50.0 16.7 16.7 -
研 学校教育 70 9 18 41 2 9 6 1 4 1 1 1 2 1 - 1 2.1
究 100.0 12.9 25.7 58.6 2.9 100.0 66.7 11.1 44.4 11.1 11.1 11.1 22.2 11.1 - 11.1
等 その他教育・学習支援 18 2 6 10 - 2 - - 2 1 - - 1 - - - 2.0
の 100.0 11.1 33.3 55.6 - 100.0 - - 100.0 50.0 - - 50.0 - - -
主 専門・技術サービス 69 16 14 35 4 16 8 4 3 1 1 3 9 3 1 - 2.1
な 100.0 23.2 20.3 50.7 5.8 100.0 50.0 25.0 18.8 6.3 6.3 18.8 56.3 18.8 6.3 -
分 その他 7 1 1 5 - 1 - - - - - - - - 1 - 1.0
野 100.0 14.3 14.3 71.4 - 100.0 - - - - - - - - 100.0 -

無回答 16 3 6 7 - 3 2 1 1 1 - - 1 - 1 - 2.3
100.0 18.8 37.5 43.8 - 100.0 66.7 33.3 33.3 33.3 - - 33.3 - 33.3 -

大学が含まれている 24 2 8 13 1 2 - - - - - - 1 - - 1 1.0
100.0 8.3 33.3 54.2 4.2 100.0 - - - - - - 50.0 - - 50.0

大学は含まれていない 53 12 10 29 2 12 9 2 4 2 1 1 4 2 1 - 2.2
100.0 22.6 18.9 54.7 3.8 100.0 75.0 16.7 33.3 16.7 8.3 8.3 33.3 16.7 8.3 -

無回答 3 1 1 1 - 1 1 - 1 - - - - - - - 2.0
100.0 33.3 33.3 33.3 - 100.0 100.0 - 100.0 - - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 155 35 50 65 5 35 22 16 8 4 5 6 12 9 3 1 2.5
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 22.6 32.3 41.9 3.2 100.0 62.9 45.7 22.9 11.4 14.3 17.1 34.3 25.7 8.6 2.9
・ 「労働者派遣会社」や 279 53 90 127 9 53 25 12 11 4 5 3 27 8 4 - 1.9
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 19.0 32.3 45.5 3.2 100.0 47.2 22.6 20.8 7.5 9.4 5.7 50.9 15.1 7.5 -
負 無回答 4 1 - 3 - 1 1 1 - - - - 1 - - - 3.0

100.0 25.0 - 75.0 - 100.0 100.0 100.0 - - - - 100.0 - - -
雇 ４９人以下 644 113 180 319 32 113 74 17 27 27 16 14 33 21 1 3 2.1
用 100.0 17.5 28.0 49.5 5.0 100.0 65.5 15.0 23.9 23.9 14.2 12.4 29.2 18.6 0.9 2.7
者 ５０～９９人 1,011 167 304 497 43 167 92 47 51 26 11 28 81 36 4 2 2.3
数 100.0 16.5 30.1 49.2 4.3 100.0 55.1 28.1 30.5 15.6 6.6 16.8 48.5 21.6 2.4 1.2

１００～２９９人 1,177 227 329 578 43 227 132 87 55 31 18 31 92 42 19 4 2.3
100.0 19.3 28.0 49.1 3.7 100.0 58.1 38.3 24.2 13.7 7.9 13.7 40.5 18.5 8.4 1.8

３００～９９９人 409 94 129 176 10 94 48 42 18 6 6 17 50 18 3 1 2.2
100.0 23.0 31.5 43.0 2.4 100.0 51.1 44.7 19.1 6.4 6.4 18.1 53.2 19.1 3.2 1.1

１，０００人以上 235 61 69 98 7 61 32 28 12 6 3 9 30 16 4 1 2.3
100.0 26.0 29.4 41.7 3.0 100.0 52.5 45.9 19.7 9.8 4.9 14.8 49.2 26.2 6.6 1.6

無回答 67 13 14 32 8 13 10 4 4 2 1 3 2 1 - 1 2.3
100.0 19.4 20.9 47.8 11.9 100.0 76.9 30.8 30.8 15.4 7.7 23.1 15.4 7.7 - 7.7

中小企業（３００人未満）計 2,832 507 813 1,394 118 507 298 151 133 84 45 73 206 99 24 9 2.2
100.0 17.9 28.7 49.2 4.2 100.0 58.8 29.8 26.2 16.6 8.9 14.4 40.6 19.5 4.7 1.8

５０人以上計 2,832 549 831 1,349 103 549 304 204 136 69 38 85 253 112 30 8 2.3
100.0 19.4 29.3 47.6 3.6 100.0 55.4 37.2 24.8 12.6 6.9 15.5 46.1 20.4 5.5 1.5

労 過半数代表の労働組合がある 726 140 215 337 34 140 82 49 25 12 7 18 65 27 9 1 2.1
働 100.0 19.3 29.6 46.4 4.7 100.0 58.6 35.0 17.9 8.6 5.0 12.9 46.4 19.3 6.4 0.7
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 222 47 69 100 6 47 27 19 4 4 - 10 25 10 4 2 2.3
合 100.0 21.2 31.1 45.0 2.7 100.0 57.4 40.4 8.5 8.5 - 21.3 53.2 21.3 8.5 4.3
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,013 209 309 460 35 209 116 65 58 32 24 30 87 44 10 3 2.3
の 100.0 20.6 30.5 45.4 3.5 100.0 55.5 31.1 27.8 15.3 11.5 14.4 41.6 21.1 4.8 1.4
有 労働組合も労使協議機関もない 1,556 275 427 788 66 275 160 92 78 49 24 43 109 53 8 6 2.3
無 100.0 17.7 27.4 50.6 4.2 100.0 58.2 33.5 28.4 17.8 8.7 15.6 39.6 19.3 2.9 2.2

無回答 26 4 5 15 2 4 3 - 2 1 - 1 2 - - - 2.3
100.0 15.4 19.2 57.7 7.7 100.0 75.0 - 50.0 25.0 - 25.0 50.0 - - -

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 112 28 37 43 4 28 16 11 5 1 1 4 14 8 2 - 2.2
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 25.0 33.0 38.4 3.6 100.0 57.1 39.3 17.9 3.6 3.6 14.3 50.0 28.6 7.1 -
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 406 81 114 192 19 81 47 31 15 8 1 16 43 14 6 2 2.3
範 組合員になっていない 100.0 20.0 28.1 47.3 4.7 100.0 58.0 38.3 18.5 9.9 1.2 19.8 53.1 17.3 7.4 2.5
囲 無回答 430 78 133 202 17 78 46 26 9 7 5 8 33 15 5 1 2.0

100.0 18.1 30.9 47.0 4.0 100.0 59.0 33.3 11.5 9.0 6.4 10.3 42.3 19.2 6.4 1.3
認 【改正労働契約法】の 2,483 508 794 1,091 90 508 290 186 106 65 35 79 232 105 23 9 2.2
知 改正内容まで知っている 100.0 20.5 32.0 43.9 3.6 100.0 57.1 36.6 20.9 12.8 6.9 15.6 45.7 20.7 4.5 1.8
度 改正されたことは知っているが 937 148 200 541 48 148 90 34 50 28 17 21 52 26 6 - 2.2
別 内容はよく分からない 100.0 15.8 21.3 57.7 5.1 100.0 60.8 23.0 33.8 18.9 11.5 14.2 35.1 17.6 4.1 -

知らない・分からない 103 14 27 58 4 14 7 4 10 5 3 2 4 3 1 2 3.3
100.0 13.6 26.2 56.3 3.9 100.0 50.0 28.6 71.4 35.7 21.4 14.3 28.6 21.4 7.1 14.3

無回答 20 5 4 10 1 5 1 1 1 - - - - - 1 1 1.0
100.0 25.0 20.0 50.0 5.0 100.0 20.0 20.0 20.0 - - - - - 20.0 20.0

合計（復元） 2,322 416 655 1,136 114 416 255 102 105 90 44 64 151 79 11 9 2.2
100.0 17.9 28.2 48.9 4.9 100.0 61.3 24.5 25.2 21.6 10.6 15.4 36.3 19.0 2.6 2.2

活用
する

企業計

有期契約時から変更を求める労働条件

問７,無期契約化に際しての労働条件は原則、直前の有期契約と同一になりますが、就業規則や個別の契約等に
別段の定めを設ければ、変更することも可能です。そうした別段の定めを活用しますか（１つだけ○）。
付問①,活用する場合、別段の定めにより、有期契約時から変更を求める労働条件は何ですか（該当すべてに○）。

有期
契約

労働者
を雇用
して
おり
通算

５年を
超え

申込み
がなさ
れた

段階で
／適性
を見な
がら

５年を
超える
前に、
無期

契約に
して
いく

企業計

活用
する

活用
しない

未定・
分から
ない

無回答

※その他の自由記述として「出勤日や休日のあり方」「勤務評価の適用」「懲戒規程」「欠勤や休職の条件」「育児休業の取得期間」「具体的には検討中」等。
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基本
賃金

通勤
手当

家族
手当

住宅
手当

その他
手当

賞与 退職金 福利
厚生
(施設
利用)

福利
厚生
(左記
以外)

法定外
健康
診断

法定外
有給
休暇

健康
保険／
厚生
年金
保険

教育
訓練
(職場
内)

教育
訓練
(職場
外)

教育
訓練
(自己
啓発
支援)

その他
（※）

特に
ない

無回答 平均
選択数

合計 675 287 52 110 88 97 257 231 34 79 19 60 71 89 68 57 13 225 5 2.7
100.0 42.5 7.7 16.3 13.0 14.4 38.1 34.2 5.0 11.7 2.8 8.9 10.5 13.2 10.1 8.4 1.9 33.3 0.7

主 建設業 41 23 5 9 10 11 20 23 2 7 1 2 3 7 6 5 1 6 1 3.5
な 100.0 56.1 12.2 22.0 24.4 26.8 48.8 56.1 4.9 17.1 2.4 4.9 7.3 17.1 14.6 12.2 2.4 14.6 2.4
業 製造業 195 88 20 41 25 21 70 75 9 25 6 15 24 30 23 19 2 70 - 2.9
種 100.0 45.1 10.3 21.0 12.8 10.8 35.9 38.5 4.6 12.8 3.1 7.7 12.3 15.4 11.8 9.7 1.0 35.9 -

電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 - 2 1 - 2 2 - - - 1 - 1 1 - - 1 - 4.3
100.0 66.7 - 66.7 33.3 - 66.7 66.7 - - - 33.3 - 33.3 33.3 - - 33.3 -

情報通信業 38 17 2 5 5 5 18 13 2 5 1 3 2 3 3 2 - 14 - 2.6
100.0 44.7 5.3 13.2 13.2 13.2 47.4 34.2 5.3 13.2 2.6 7.9 5.3 7.9 7.9 5.3 - 36.8 -

運輸業、郵便業 34 19 5 9 7 12 18 16 3 4 3 7 5 5 6 4 - 11 - 3.9
100.0 55.9 14.7 26.5 20.6 35.3 52.9 47.1 8.8 11.8 8.8 20.6 14.7 14.7 17.6 11.8 - 32.4 -

卸売業、小売業 104 43 7 20 14 14 42 40 4 14 2 8 7 5 7 6 4 30 2 2.6
100.0 41.3 6.7 19.2 13.5 13.5 40.4 38.5 3.8 13.5 1.9 7.7 6.7 4.8 6.7 5.8 3.8 28.8 1.9

金融業、保険業 8 3 - - - 1 2 1 1 - - 1 - 1 - - - 3 - 1.6
100.0 37.5 - - - 12.5 25.0 12.5 12.5 - - 12.5 - 12.5 - - - 37.5 -

不動産業、物品賃貸業 9 1 - 1 - 1 - - 1 2 - 1 1 1 1 1 - 5 1 2.0
100.0 11.1 - 11.1 - 11.1 - - 11.1 22.2 - 11.1 11.1 11.1 11.1 11.1 - 55.6 11.1

学術研究、専門・技術サービス業 25 9 1 4 5 2 7 8 1 2 1 3 1 4 2 4 1 10 - 2.6
100.0 36.0 4.0 16.0 20.0 8.0 28.0 32.0 4.0 8.0 4.0 12.0 4.0 16.0 8.0 16.0 4.0 40.0 -

宿泊業、飲食サービス業 44 19 5 5 5 7 16 9 4 6 3 5 12 9 4 7 - 16 - 3.0
100.0 43.2 11.4 11.4 11.4 15.9 36.4 20.5 9.1 13.6 6.8 11.4 27.3 20.5 9.1 15.9 - 36.4 -

生活関連サービス業、娯楽業 19 4 - 1 - 3 5 3 1 2 - 2 2 3 2 1 2 8 - 2.1
100.0 21.1 - 5.3 - 15.8 26.3 15.8 5.3 10.5 - 10.5 10.5 15.8 10.5 5.3 10.5 42.1 -

教育、学習支援業 12 8 1 - - 1 7 4 1 1 - - 4 3 2 - - 4 - 3.0
100.0 66.7 8.3 - - 8.3 58.3 33.3 8.3 8.3 - - 33.3 25.0 16.7 - - 33.3 -

医療、福祉 47 22 1 6 7 8 19 8 2 4 1 3 3 8 7 3 1 11 1 2.5
100.0 46.8 2.1 12.8 14.9 17.0 40.4 17.0 4.3 8.5 2.1 6.4 6.4 17.0 14.9 6.4 2.1 23.4 2.1

複合サービス業 1 1 1 - - - 1 - - - - - - - - - - - - 3.0
100.0 100.0 100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - - - - -

その他サービス業 89 27 4 6 8 11 29 28 3 7 1 8 7 9 4 5 2 32 - 2.1
100.0 30.3 4.5 6.7 9.0 12.4 32.6 31.5 3.4 7.9 1.1 9.0 7.9 10.1 4.5 5.6 2.2 36.0 -

その他 3 1 - 1 1 - 1 1 - - - 1 - - - - - 1 - 2.3
100.0 33.3 - 33.3 33.3 - 33.3 33.3 - - - 33.3 - - - - - 33.3 -

無回答 3 - - - - - - - - - - - - - - - - 3 - 1.0
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 -

サービス業計 178 60 11 16 18 23 58 48 9 17 5 18 22 25 12 17 5 66 - 2.4
100.0 33.7 6.2 9.0 10.1 12.9 32.6 27.0 5.1 9.6 2.8 10.1 12.4 14.0 6.7 9.6 2.8 37.1 -

製 輸送用機械関連 20 9 - 7 1 1 10 11 1 3 - 3 1 6 4 3 - 8 - 3.4
造 100.0 45.0 - 35.0 5.0 5.0 50.0 55.0 5.0 15.0 - 15.0 5.0 30.0 20.0 15.0 - 40.0 -
業 化学関連 16 12 2 6 3 2 5 6 1 4 1 1 3 2 1 1 - 4 - 3.4
の 100.0 75.0 12.5 37.5 18.8 12.5 31.3 37.5 6.3 25.0 6.3 6.3 18.8 12.5 6.3 6.3 - 25.0 -
主 電機・電子関連 28 13 3 8 4 3 11 12 - 3 2 2 3 5 5 2 1 8 - 3.0
な 100.0 46.4 10.7 28.6 14.3 10.7 39.3 42.9 - 10.7 7.1 7.1 10.7 17.9 17.9 7.1 3.6 28.6 -
分 素材関連 6 3 1 1 2 - 1 2 - 2 1 - 1 2 2 1 - 3 - 3.7
野 100.0 50.0 16.7 16.7 33.3 - 16.7 33.3 - 33.3 16.7 - 16.7 33.3 33.3 16.7 - 50.0 -

その他機械関連 11 3 - 2 1 1 5 4 2 2 - - - - 1 1 - 4 - 2.4
100.0 27.3 - 18.2 9.1 9.1 45.5 36.4 18.2 18.2 - - - - 9.1 9.1 - 36.4 -

食料品関連 28 14 6 4 3 3 11 9 - 4 - 3 7 3 2 3 1 13 - 3.1
100.0 50.0 21.4 14.3 10.7 10.7 39.3 32.1 - 14.3 - 10.7 25.0 10.7 7.1 10.7 3.6 46.4 -

金属関連 23 6 2 5 5 3 6 8 3 2 2 3 3 1 1 1 - 10 - 2.7
100.0 26.1 8.7 21.7 21.7 13.0 26.1 34.8 13.0 8.7 8.7 13.0 13.0 4.3 4.3 4.3 - 43.5 -

その他製造 62 28 6 8 6 8 21 23 2 5 - 3 6 11 7 7 - 19 - 2.6
100.0 45.2 9.7 12.9 9.7 12.9 33.9 37.1 3.2 8.1 - 4.8 9.7 17.7 11.3 11.3 - 30.6 -

無回答 1 - - - - - - - - - - - - - - - - 1 - 1.0
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 -

卸 総合卸 10 2 1 3 2 3 3 5 1 1 - 1 1 1 - - - 4 - 2.8
売 100.0 20.0 10.0 30.0 20.0 30.0 30.0 50.0 10.0 10.0 - 10.0 10.0 10.0 - - - 40.0 -
業 専門卸 35 15 - 8 7 2 12 13 - 3 1 2 3 - 3 3 - 9 2 2.5
、 100.0 42.9 - 22.9 20.0 5.7 34.3 37.1 - 8.6 2.9 5.7 8.6 - 8.6 8.6 - 25.7 5.7
小 その他卸売 9 4 - 2 1 2 5 4 - 2 - 1 - 1 1 1 - 1 - 2.8
売 100.0 44.4 - 22.2 11.1 22.2 55.6 44.4 - 22.2 - 11.1 - 11.1 11.1 11.1 - 11.1 -
業 総合小売 19 8 2 3 3 2 6 5 1 2 1 1 2 - 1 - 3 5 - 2.4
の 100.0 42.1 10.5 15.8 15.8 10.5 31.6 26.3 5.3 10.5 5.3 5.3 10.5 - 5.3 - 15.8 26.3 -
主 専門小売 19 9 2 3 1 3 10 8 2 4 - 3 1 2 2 2 1 7 - 3.2
な 100.0 47.4 10.5 15.8 5.3 15.8 52.6 42.1 10.5 21.1 - 15.8 5.3 10.5 10.5 10.5 5.3 36.8 -
分 その他小売 11 5 2 1 - 2 6 5 - 2 - - - 1 - - - 3 - 2.5
野 100.0 45.5 18.2 9.1 - 18.2 54.5 45.5 - 18.2 - - - 9.1 - - - 27.3 -

無回答 1 - - - - - - - - - - - - - - - - 1 - 1.0
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 -

学 学術・研究機関 6 1 - - - - 1 - - - - - - - - - - 5 - 1.2
術 100.0 16.7 - - - - 16.7 - - - - - - - - - - 83.3 -
研 学校教育 9 6 1 - - - 5 4 - 1 - - 3 2 2 - - 3 - 3.0
究 100.0 66.7 11.1 - - - 55.6 44.4 - 11.1 - - 33.3 22.2 22.2 - - 33.3 -
等 その他教育・学習支援 2 1 - - - - 1 - 1 - - - 1 1 - - - 1 - 3.0
の 100.0 50.0 - - - - 50.0 - 50.0 - - - 50.0 50.0 - - - 50.0 -
主 専門・技術サービス 16 8 1 4 5 2 5 5 1 1 1 2 1 3 2 4 - 5 - 3.1
な 100.0 50.0 6.3 25.0 31.3 12.5 31.3 31.3 6.3 6.3 6.3 12.5 6.3 18.8 12.5 25.0 - 31.3 -
分 その他 1 - - - - - - 1 - - - - - - - - 1 - - 2.0
野 100.0 - - - - - - 100.0 - - - - - - - - 100.0 - -

無回答 3 1 - - - 1 2 2 - 1 - 1 - 1 - - - - - 3.0
100.0 33.3 - - - 33.3 66.7 66.7 - 33.3 - 33.3 - 33.3 - - - - -

大学が含まれている 2 - - - - - - - - - - - - - - - - 2 - 1.0
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 -

大学は含まれていない 12 6 - - - - 5 3 - 1 - - 2 1 1 - - 6 - 2.1
100.0 50.0 - - - - 41.7 25.0 - 8.3 - - 16.7 8.3 8.3 - - 50.0 -

無回答 1 1 1 - - - 1 1 - - - - 1 1 1 - - - - 7.0
100.0 100.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - - - - 100.0 100.0 100.0 - - - -

派 「労働者派遣会社」や 35 7 2 2 2 6 10 11 2 7 1 2 1 6 3 4 - 12 - 2.2
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 20.0 5.7 5.7 5.7 17.1 28.6 31.4 5.7 20.0 2.9 5.7 2.9 17.1 8.6 11.4 - 34.3 -
・ 「労働者派遣会社」や 53 20 2 4 6 5 18 16 1 - - 6 6 3 1 1 2 20 - 2.1
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 37.7 3.8 7.5 11.3 9.4 34.0 30.2 1.9 - - 11.3 11.3 5.7 1.9 1.9 3.8 37.7 -
負 無回答 1 - - - - - 1 1 - - - - - - - - - - - 2.0

100.0 - - - - - 100.0 100.0 - - - - - - - - - - -
雇 ４９人以下 113 54 10 19 17 22 46 44 3 14 4 8 16 11 9 7 1 30 1 2.8
用 100.0 47.8 8.8 16.8 15.0 19.5 40.7 38.9 2.7 12.4 3.5 7.1 14.2 9.7 8.0 6.2 0.9 26.5 0.9
者 ５０～９９人 167 67 15 28 19 29 69 59 6 9 2 12 19 16 15 9 1 58 2 2.6
数 100.0 40.1 9.0 16.8 11.4 17.4 41.3 35.3 3.6 5.4 1.2 7.2 11.4 9.6 9.0 5.4 0.6 34.7 1.2

１００～２９９人 227 103 18 41 35 27 88 80 11 31 6 22 23 34 30 24 4 73 1 2.9
100.0 45.4 7.9 18.1 15.4 11.9 38.8 35.2 4.8 13.7 2.6 9.7 10.1 15.0 13.2 10.6 1.8 32.2 0.4

３００～９９９人 94 37 6 13 10 10 29 28 4 9 2 6 7 16 7 9 4 35 - 2.5
100.0 39.4 6.4 13.8 10.6 10.6 30.9 29.8 4.3 9.6 2.1 6.4 7.4 17.0 7.4 9.6 4.3 37.2 -

１，０００人以上 61 21 2 8 6 7 20 17 8 15 3 10 3 11 6 8 3 23 1 2.9
100.0 34.4 3.3 13.1 9.8 11.5 32.8 27.9 13.1 24.6 4.9 16.4 4.9 18.0 9.8 13.1 4.9 37.7 1.6

無回答 13 5 1 1 1 2 5 3 2 1 2 2 3 1 1 - - 6 - 2.8
100.0 38.5 7.7 7.7 7.7 15.4 38.5 23.1 15.4 7.7 15.4 15.4 23.1 7.7 7.7 - - 46.2 -

中小企業（３００人未満）計 507 224 43 88 71 78 203 183 20 54 12 42 58 61 54 40 6 161 4 2.8
100.0 44.2 8.5 17.4 14.0 15.4 40.0 36.1 3.9 10.7 2.4 8.3 11.4 12.0 10.7 7.9 1.2 31.8 0.8

５０人以上計 549 228 41 90 70 73 206 184 29 64 13 50 52 77 58 50 12 189 4 2.7
100.0 41.5 7.5 16.4 12.8 13.3 37.5 33.5 5.3 11.7 2.4 9.1 9.5 14.0 10.6 9.1 2.2 34.4 0.7

労 過半数代表の労働組合がある 140 58 4 23 17 12 46 46 7 13 3 13 7 18 13 11 5 54 1 2.5
働 100.0 41.4 2.9 16.4 12.1 8.6 32.9 32.9 5.0 9.3 2.1 9.3 5.0 12.9 9.3 7.9 3.6 38.6 0.7
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 47 19 7 10 6 6 18 12 3 4 - 6 5 5 7 6 1 20 - 2.9
合 100.0 40.4 14.9 21.3 12.8 12.8 38.3 25.5 6.4 8.5 - 12.8 10.6 10.6 14.9 12.8 2.1 42.6 -
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 209 99 18 40 35 27 85 78 17 29 7 19 24 33 28 23 1 58 1 3.0
の 100.0 47.4 8.6 19.1 16.7 12.9 40.7 37.3 8.1 13.9 3.3 9.1 11.5 15.8 13.4 11.0 0.5 27.8 0.5
有 労働組合も労使協議機関もない 275 109 23 37 30 51 106 94 7 33 9 22 35 33 20 17 6 91 3 2.7
無 100.0 39.6 8.4 13.5 10.9 18.5 38.5 34.2 2.5 12.0 3.3 8.0 12.7 12.0 7.3 6.2 2.2 33.1 1.1

無回答 4 2 - - - 1 2 1 - - - - - - - - - 2 - 2.0
100.0 50.0 - - - 25.0 50.0 25.0 - - - - - - - - - 50.0 -

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 28 6 1 2 2 3 5 3 1 3 - 1 2 2 1 2 - 17 - 1.8
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 21.4 3.6 7.1 7.1 10.7 17.9 10.7 3.6 10.7 - 3.6 7.1 7.1 3.6 7.1 - 60.7 -
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 81 41 5 18 10 11 32 33 3 7 2 12 7 10 9 7 5 25 1 3.0
範 組合員になっていない 100.0 50.6 6.2 22.2 12.3 13.6 39.5 40.7 3.7 8.6 2.5 14.8 8.6 12.3 11.1 8.6 6.2 30.9 1.2
囲 無回答 78 30 5 13 11 4 27 22 6 7 1 6 3 11 10 8 1 32 - 2.5

100.0 38.5 6.4 16.7 14.1 5.1 34.6 28.2 7.7 9.0 1.3 7.7 3.8 14.1 12.8 10.3 1.3 41.0 -
認 【改正労働契約法】の 508 208 33 80 68 67 195 171 29 63 14 43 43 71 52 48 10 172 4 2.7
知 改正内容まで知っている 100.0 40.9 6.5 15.7 13.4 13.2 38.4 33.7 5.7 12.4 2.8 8.5 8.5 14.0 10.2 9.4 2.0 33.9 0.8
度 改正されたことは知っているが 148 68 16 26 17 26 53 49 3 15 5 15 25 17 15 9 3 49 1 2.8
別 内容はよく分からない 100.0 45.9 10.8 17.6 11.5 17.6 35.8 33.1 2.0 10.1 3.4 10.1 16.9 11.5 10.1 6.1 2.0 33.1 0.7

知らない・分からない 14 9 3 3 3 4 9 10 2 1 - 2 3 1 1 - - 1 - 3.7
100.0 64.3 21.4 21.4 21.4 28.6 64.3 71.4 14.3 7.1 - 14.3 21.4 7.1 7.1 - - 7.1 -

無回答 5 2 - 1 - - - 1 - - - - - - - - - 3 - 1.4
100.0 40.0 - 20.0 - - - 20.0 - - - - - - - - - 60.0 -

合計（復元） 416 189 30 70 59 71 158 148 20 49 12 30 49 47 40 33 6 124 4 2.8
100.0 45.4 7.2 16.8 14.2 17.1 38.0 35.6 4.8 11.8 2.9 7.2 11.8 11.3 9.6 7.9 1.4 29.8 1.0

活用
する

企業計

有期契約時から改善する処遇要素

※その他の自由記述として「企業年金制度の適用」「職員組合への加入」等。

問７付問②,上記に伴い、有期契約時から改善（新たな支給・適用、水準の引き上げ、内容の拡充等）する処遇要素はありますか
（１～１６のうち該当すべてに○、｢特にない｣場合は１７を選択）。
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○フルタイム契約労働者について ○パートタイム契約労働者について
フル

タイム
契約

労働者
につい
て何ら
かの
形で

(※１)
無期
契約

にして
いく

企業計

既存の
正社員
区分に
転換
する
※２

正社員
(左記)
以外の
既存の
無期
契約

区分に
転換
する

正社員
(左記)
以外の
新たな
無期
契約

区分を
設置
する

(新た
な

区分は
設け
ず)

各人の
有期
契約

当時の
業務・
責任、
労働

条件の
まま、
契約
だけ

無期へ
移行

させる

分から
ない

（具体
的

には
未だ

考えて
いな
い）

その他
※３

無回答 パート
タイム
契約

労働者
につ
いて

何らか
の形で
(※１)
無期
契約

にして
いく

企業計

既存の
正社員
区分に
転換
する
※２

正社員
(左記)
以外の
既存の
無期
契約

区分に
転換
する

正社員
(左記)
以外の
新たな
無期
契約

区分を
設置
する

(新た
な

区分は
設け
ず)

各人の
有期
契約

当時の
業務・
責任、
労働

条件の
まま、
契約
だけ

無期へ
移行

させる

分から
ない

（具体
的

には
未だ

考えて
いな
い）

その他
※３

無回答

合計 3,086 950 142 239 1,152 491 30 82 2,749 391 114 167 1,392 571 31 83
100.0 30.8 4.6 7.7 37.3 15.9 1.0 2.7 100.0 14.2 4.1 6.1 50.6 20.8 1.1 3.0

主 建設業 199 69 12 13 62 32 - 11 140 34 4 6 62 28 1 5
な 100.0 34.7 6.0 6.5 31.2 16.1 - 5.5 100.0 24.3 2.9 4.3 44.3 20.0 0.7 3.6
業 製造業 835 259 33 63 319 132 10 19 734 111 28 42 377 145 7 24
種 100.0 31.0 4.0 7.5 38.2 15.8 1.2 2.3 100.0 15.1 3.8 5.7 51.4 19.8 1.0 3.3

電気・ガス・熱供給・水道業 25 9 - 1 5 10 - - 17 3 - - 5 8 1 -
100.0 36.0 - 4.0 20.0 40.0 - - 100.0 17.6 - - 29.4 47.1 5.9 -

情報通信業 133 61 9 14 30 15 1 3 63 19 2 4 22 13 1 2
100.0 45.9 6.8 10.5 22.6 11.3 0.8 2.3 100.0 30.2 3.2 6.3 34.9 20.6 1.6 3.2

運輸業、郵便業 204 63 13 13 76 35 - 4 179 28 10 9 85 37 2 8
100.0 30.9 6.4 6.4 37.3 17.2 - 2.0 100.0 15.6 5.6 5.0 47.5 20.7 1.1 4.5

卸売業、小売業 562 170 22 52 203 96 6 13 547 74 17 42 268 132 5 9
100.0 30.2 3.9 9.3 36.1 17.1 1.1 2.3 100.0 13.5 3.1 7.7 49.0 24.1 0.9 1.6

金融業、保険業 32 8 1 1 17 4 1 - 40 3 2 1 26 8 - -
100.0 25.0 3.1 3.1 53.1 12.5 3.1 - 100.0 7.5 5.0 2.5 65.0 20.0 - -

不動産業、物品賃貸業 43 7 - 9 18 5 - 4 37 4 1 3 21 6 1 1
100.0 16.3 - 20.9 41.9 11.6 - 9.3 100.0 10.8 2.7 8.1 56.8 16.2 2.7 2.7

学術研究、専門・技術サービス業 84 26 7 7 31 11 1 1 61 9 3 8 23 11 2 5
100.0 31.0 8.3 8.3 36.9 13.1 1.2 1.2 100.0 14.8 4.9 13.1 37.7 18.0 3.3 8.2

宿泊業、飲食サービス業 191 61 7 7 80 28 1 7 195 26 8 8 105 38 4 6
100.0 31.9 3.7 3.7 41.9 14.7 0.5 3.7 100.0 13.3 4.1 4.1 53.8 19.5 2.1 3.1

生活関連サービス業、娯楽業 101 22 2 7 44 22 2 2 109 12 4 5 60 26 1 1
100.0 21.8 2.0 6.9 43.6 21.8 2.0 2.0 100.0 11.0 3.7 4.6 55.0 23.9 0.9 0.9

教育、学習支援業 71 20 2 2 33 10 - 4 84 14 3 3 47 14 - 3
100.0 28.2 2.8 2.8 46.5 14.1 - 5.6 100.0 16.7 3.6 3.6 56.0 16.7 - 3.6

医療、福祉 179 52 10 14 68 27 - 8 185 23 6 11 99 40 - 6
100.0 29.1 5.6 7.8 38.0 15.1 - 4.5 100.0 12.4 3.2 5.9 53.5 21.6 - 3.2

複合サービス業 3 - 1 - 2 - - - 3 - - - 3 - - -
100.0 - 33.3 - 66.7 - - - 100.0 - - - 100.0 - - -

その他サービス業 406 123 22 28 160 62 8 3 341 30 26 21 183 65 5 11
100.0 30.3 5.4 6.9 39.4 15.3 2.0 0.7 100.0 8.8 7.6 6.2 53.7 19.1 1.5 3.2

その他 8 - - 6 1 1 - - 6 1 - 4 1 - - -
100.0 - - 75.0 12.5 12.5 - - 100.0 16.7 - 66.7 16.7 - - -

無回答 10 - 1 2 3 1 - 3 8 - - - 5 - 1 2
100.0 - 10.0 20.0 30.0 10.0 - 30.0 100.0 - - - 62.5 - 12.5 25.0

サービス業計 785 232 39 49 317 123 12 13 709 77 41 42 374 140 12 23
100.0 29.6 5.0 6.2 40.4 15.7 1.5 1.7 100.0 10.9 5.8 5.9 52.8 19.7 1.7 3.2

製 輸送用機械関連 104 44 2 3 35 17 - 3 75 13 2 3 35 20 1 1
造 100.0 42.3 1.9 2.9 33.7 16.3 - 2.9 100.0 17.3 2.7 4.0 46.7 26.7 1.3 1.3
業 化学関連 68 19 4 7 25 7 5 1 49 6 2 4 26 7 2 2
の 100.0 27.9 5.9 10.3 36.8 10.3 7.4 1.5 100.0 12.2 4.1 8.2 53.1 14.3 4.1 4.1
主 電機・電子関連 121 35 6 18 37 20 2 3 111 18 7 11 49 20 1 5
な 100.0 28.9 5.0 14.9 30.6 16.5 1.7 2.5 100.0 16.2 6.3 9.9 44.1 18.0 0.9 4.5
分 素材関連 31 12 - 1 14 4 - - 27 4 - - 17 6 - -
野 100.0 38.7 - 3.2 45.2 12.9 - - 100.0 14.8 - - 63.0 22.2 - -

その他機械関連 53 15 1 5 24 8 - - 45 5 1 6 26 7 - -
100.0 28.3 1.9 9.4 45.3 15.1 - - 100.0 11.1 2.2 13.3 57.8 15.6 - -

食料品関連 134 26 7 8 59 30 - 4 126 12 4 6 70 30 - 4
100.0 19.4 5.2 6.0 44.0 22.4 - 3.0 100.0 9.5 3.2 4.8 55.6 23.8 - 3.2

金属関連 87 32 5 5 32 10 1 2 79 16 2 5 37 16 1 2
100.0 36.8 5.7 5.7 36.8 11.5 1.1 2.3 100.0 20.3 2.5 6.3 46.8 20.3 1.3 2.5

その他製造 230 73 7 16 91 35 2 6 217 36 9 7 115 38 2 10
100.0 31.7 3.0 7.0 39.6 15.2 0.9 2.6 100.0 16.6 4.1 3.2 53.0 17.5 0.9 4.6

無回答 7 3 1 - 2 1 - - 5 1 1 - 2 1 - -
100.0 42.9 14.3 - 28.6 14.3 - - 100.0 20.0 20.0 - 40.0 20.0 - -

卸 総合卸 71 19 3 7 29 10 2 1 71 12 1 6 41 11 - -
売 100.0 26.8 4.2 9.9 40.8 14.1 2.8 1.4 100.0 16.9 1.4 8.5 57.7 15.5 - -
業 専門卸 171 64 2 11 58 31 1 4 142 25 3 6 65 40 2 1
、 100.0 37.4 1.2 6.4 33.9 18.1 0.6 2.3 100.0 17.6 2.1 4.2 45.8 28.2 1.4 0.7
小 その他卸売 67 22 3 4 21 15 - 2 63 7 1 7 24 23 - 1
売 100.0 32.8 4.5 6.0 31.3 22.4 - 3.0 100.0 11.1 1.6 11.1 38.1 36.5 - 1.6
業 総合小売 108 29 6 13 43 15 2 - 116 8 7 10 63 27 1 -
の 100.0 26.9 5.6 12.0 39.8 13.9 1.9 - 100.0 6.9 6.0 8.6 54.3 23.3 0.9 -
主 専門小売 101 26 5 10 35 21 1 3 109 17 2 8 52 23 2 5
な 100.0 25.7 5.0 9.9 34.7 20.8 1.0 3.0 100.0 15.6 1.8 7.3 47.7 21.1 1.8 4.6
分 その他小売 39 10 1 7 16 3 - 2 38 4 2 5 18 7 - 2
野 100.0 25.6 2.6 17.9 41.0 7.7 - 5.1 100.0 10.5 5.3 13.2 47.4 18.4 - 5.3

無回答 5 - 2 - 1 1 - 1 8 1 1 - 5 1 - -
100.0 - 40.0 - 20.0 20.0 - 20.0 100.0 12.5 12.5 - 62.5 12.5 - -

学 学術・研究機関 10 2 1 2 5 - - - 6 - - 1 4 - 1 -
術 100.0 20.0 10.0 20.0 50.0 - - - 100.0 - - 16.7 66.7 - 16.7 -
研 学校教育 56 17 1 1 25 9 - 3 65 11 1 2 37 12 - 2
究 100.0 30.4 1.8 1.8 44.6 16.1 - 5.4 100.0 16.9 1.5 3.1 56.9 18.5 - 3.1
等 その他教育・学習支援 13 3 1 1 6 1 - 1 15 2 2 1 8 1 - 1
の 100.0 23.1 7.7 7.7 46.2 7.7 - 7.7 100.0 13.3 13.3 6.7 53.3 6.7 - 6.7
主 専門・技術サービス 57 17 6 5 18 9 1 1 44 7 3 5 15 9 1 4
な 100.0 29.8 10.5 8.8 31.6 15.8 1.8 1.8 100.0 15.9 6.8 11.4 34.1 20.5 2.3 9.1
分 その他 5 1 - - 3 1 - - 3 1 - - 1 1 - -
野 100.0 20.0 - - 60.0 20.0 - - 100.0 33.3 - - 33.3 33.3 - -

無回答 14 6 - - 7 1 - - 12 2 - 2 5 2 - 1
100.0 42.9 - - 50.0 7.1 - - 100.0 16.7 - 16.7 41.7 16.7 - 8.3

大学が含まれている 21 6 - - 14 1 - - 21 1 - - 18 2 - -
100.0 28.6 - - 66.7 4.8 - - 100.0 4.8 - - 85.7 9.5 - -

大学は含まれていない 43 13 2 3 15 7 - 3 49 9 1 3 23 10 1 2
100.0 30.2 4.7 7.0 34.9 16.3 - 7.0 100.0 18.4 2.0 6.1 46.9 20.4 2.0 4.1

無回答 2 - - - 1 1 - - 1 1 - - - - - -
100.0 - - - 50.0 50.0 - - 100.0 100.0 - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 148 50 10 15 46 21 3 3 122 11 10 9 58 24 5 5
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 33.8 6.8 10.1 31.1 14.2 2.0 2.0 100.0 9.0 8.2 7.4 47.5 19.7 4.1 4.1
・ 「労働者派遣会社」や 255 72 12 12 113 41 5 - 216 19 16 11 123 41 - 6
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 28.2 4.7 4.7 44.3 16.1 2.0 - 100.0 8.8 7.4 5.1 56.9 19.0 - 2.8
負 無回答 3 1 - 1 1 - - - 3 - - 1 2 - - -

100.0 33.3 - 33.3 33.3 - - - 100.0 - - 33.3 66.7 - - -
雇 ４９人以下 520 212 26 19 149 84 2 28 495 102 27 14 203 118 8 23
用 100.0 40.8 5.0 3.7 28.7 16.2 0.4 5.4 100.0 20.6 5.5 2.8 41.0 23.8 1.6 4.6
者 ５０～９９人 879 288 33 55 323 152 7 21 741 122 25 41 374 155 6 18
数 100.0 32.8 3.8 6.3 36.7 17.3 0.8 2.4 100.0 16.5 3.4 5.5 50.5 20.9 0.8 2.4

１００～２９９人 1,039 327 47 78 391 160 16 20 911 113 35 59 466 196 10 32
100.0 31.5 4.5 7.5 37.6 15.4 1.5 1.9 100.0 12.4 3.8 6.5 51.2 21.5 1.1 3.5

３００～９９９人 373 81 17 43 161 60 2 9 348 37 12 25 200 63 4 7
100.0 21.7 4.6 11.5 43.2 16.1 0.5 2.4 100.0 10.6 3.4 7.2 57.5 18.1 1.1 2.0

１，０００人以上 216 29 14 40 105 23 3 2 198 10 14 27 118 26 2 1
100.0 13.4 6.5 18.5 48.6 10.6 1.4 0.9 100.0 5.1 7.1 13.6 59.6 13.1 1.0 0.5

無回答 59 13 5 4 23 12 - 2 56 7 1 1 31 13 1 2
100.0 22.0 8.5 6.8 39.0 20.3 - 3.4 100.0 12.5 1.8 1.8 55.4 23.2 1.8 3.6

中小企業（３００人未満）計 2,438 827 106 152 863 396 25 69 2,147 337 87 114 1,043 469 24 73
100.0 33.9 4.3 6.2 35.4 16.2 1.0 2.8 100.0 15.7 4.1 5.3 48.6 21.8 1.1 3.4

５０人以上計 2,507 725 111 216 980 395 28 52 2,198 282 86 152 1,158 440 22 58
100.0 28.9 4.4 8.6 39.1 15.8 1.1 2.1 100.0 12.8 3.9 6.9 52.7 20.0 1.0 2.6

労 過半数代表の労働組合がある 651 171 28 67 267 100 7 11 539 61 23 39 278 111 8 19
働 100.0 26.3 4.3 10.3 41.0 15.4 1.1 1.7 100.0 11.3 4.3 7.2 51.6 20.6 1.5 3.5
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 193 47 11 18 81 28 4 4 180 20 13 11 93 36 2 5
合 100.0 24.4 5.7 9.3 42.0 14.5 2.1 2.1 100.0 11.1 7.2 6.1 51.7 20.0 1.1 2.8
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 872 296 41 69 299 134 6 27 761 123 29 56 384 139 7 23
の 100.0 33.9 4.7 7.9 34.3 15.4 0.7 3.1 100.0 16.2 3.8 7.4 50.5 18.3 0.9 3.0
有 労働組合も労使協議機関もない 1,345 430 59 84 495 225 13 39 1,248 185 49 61 623 281 13 36
無 100.0 32.0 4.4 6.2 36.8 16.7 1.0 2.9 100.0 14.8 3.9 4.9 49.9 22.5 1.0 2.9

無回答 25 6 3 1 10 4 - 1 21 2 - - 14 4 1 -
100.0 24.0 12.0 4.0 40.0 16.0 - 4.0 100.0 9.5 - - 66.7 19.0 4.8 -

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 102 17 2 11 54 15 2 1 98 11 4 7 59 15 - 2
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 16.7 2.0 10.8 52.9 14.7 2.0 1.0 100.0 11.2 4.1 7.1 60.2 15.3 - 2.0
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 368 96 19 37 152 52 5 7 316 34 17 28 161 62 4 10
範 組合員になっていない 100.0 26.1 5.2 10.1 41.3 14.1 1.4 1.9 100.0 10.8 5.4 8.9 50.9 19.6 1.3 3.2
囲 無回答 374 105 18 37 142 61 4 7 305 36 15 15 151 70 6 12

100.0 28.1 4.8 9.9 38.0 16.3 1.1 1.9 100.0 11.8 4.9 4.9 49.5 23.0 2.0 3.9

※２正社員の中に複数の区分がある場合、｢既存の正社員区分｣とは、職種・職務や勤務地（配転・異動）、役職の範囲がもっとも広く、また、労働時間がもっとも長い区分を指す。その場合、｢正社員（左記）以外の既存・新設の
無期契約区分｣とは、いずれかの働き方が限定されている｢多様な正社員（限定正社員）｣区分に相当する、と注釈。

※１｢通算５年を超える有期労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく｣あるいは｢有期労働者の適性を見ながら、５年を超える前に無期契約にしていく｣あるいは｢雇入れの段階から無期契約にする｣場合。

問８,どのような形で、無期契約にしますか（１つだけ○）。

※３その他の自由記述として、「既存の正社員か、新たに無期契約区分を設置か検討中」「無期契約区分を新設するか、そのまま契約だけ無期へ移行で検討中」「本人の適性・希望を踏まえて対応」「原則としてそのまま契約だ
け無期へ移行させるが、本人の希望や適性に応じて既存の正社員等へチャレンジ出来るようにする」「５年を超える前にパート→フル→正社員と段階的に転換」「ケースバイケースで判断」「（本人が希望しないため）有期契約を
無期限で更新する」等。
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○フルタイム契約労働者について ○パートタイム契約労働者について
フル

タイム
契約

労働者
につい
て何ら
かの
形で

(※１)
無期
契約

にして
いく

企業計

既存の
正社員
区分に
転換
する

正社員
(左記)
以外の
既存の
無期
契約

区分に
転換
する

正社員
(左記)
以外の
新たな
無期
契約

区分を
設置
する

(新た
な

区分は
設け
ず)

各人の
有期
契約

当時の
業務・
責任、
労働

条件の
まま、
契約
だけ

無期へ
移行

させる

分から
ない

（具体
的

には
未だ

考えて
いな
い）

その他
※

無回答 パート
タイム
契約

労働者
につ
いて

何らか
の形で
(※１)
無期
契約

にして
いく

企業計

既存の
正社員
区分に
転換
する

正社員
(左記)
以外の
既存の
無期
契約

区分に
転換
する

正社員
(左記)
以外の
新たな
無期
契約

区分を
設置
する

(新た
な

区分は
設け
ず)

各人の
有期
契約

当時の
業務・
責任、
労働

条件の
まま、
契約
だけ

無期へ
移行

させる

分から
ない

（具体
的

には
未だ

考えて
いな
い）

その他
※

無回答

合計 3,086 950 142 239 1,152 491 30 82 2,749 391 114 167 1,392 571 31 83
100.0 30.8 4.6 7.7 37.3 15.9 1.0 2.7 100.0 14.2 4.1 6.1 50.6 20.8 1.1 3.0

企 １９４９年以前 385 95 19 32 165 59 5 10 383 47 19 28 197 74 3 15
業 100.0 24.7 4.9 8.3 42.9 15.3 1.3 2.6 100.0 12.3 5.0 7.3 51.4 19.3 0.8 3.9
の １９５０年代 376 109 12 32 140 71 4 8 322 40 6 19 169 77 3 8
設 100.0 29.0 3.2 8.5 37.2 18.9 1.1 2.1 100.0 12.4 1.9 5.9 52.5 23.9 0.9 2.5
立 １９６０年代 449 137 12 33 175 74 4 14 399 65 12 19 218 73 6 6
年 100.0 30.5 2.7 7.3 39.0 16.5 0.9 3.1 100.0 16.3 3.0 4.8 54.6 18.3 1.5 1.5
別 １９７０年代 438 125 27 28 183 59 5 11 412 68 14 23 217 74 4 12

100.0 28.5 6.2 6.4 41.8 13.5 1.1 2.5 100.0 16.5 3.4 5.6 52.7 18.0 1.0 2.9
１９８０年代 424 128 18 35 154 71 3 15 378 49 17 25 192 77 3 15

100.0 30.2 4.2 8.3 36.3 16.7 0.7 3.5 100.0 13.0 4.5 6.6 50.8 20.4 0.8 4.0
１９９０年代 386 134 17 25 133 65 4 8 302 40 14 16 155 65 4 8

100.0 34.7 4.4 6.5 34.5 16.8 1.0 2.1 100.0 13.2 4.6 5.3 51.3 21.5 1.3 2.6
２０００年代 371 133 20 39 114 54 3 8 308 46 16 28 130 72 5 11

100.0 35.8 5.4 10.5 30.7 14.6 0.8 2.2 100.0 14.9 5.2 9.1 42.2 23.4 1.6 3.6
２０１０以降 128 44 12 8 41 18 2 3 119 13 11 4 54 32 2 3

100.0 34.4 9.4 6.3 32.0 14.1 1.6 2.3 100.0 10.9 9.2 3.4 45.4 26.9 1.7 2.5
無回答 129 45 5 7 47 20 - 5 126 23 5 5 60 27 1 5

100.0 34.9 3.9 5.4 36.4 15.5 - 3.9 100.0 18.3 4.0 4.0 47.6 21.4 0.8 4.0
認 【改正労働契約法】の 2,206 641 100 208 886 304 25 42 1,883 226 85 138 1,038 330 18 48
知 改正内容まで知っている 100.0 29.1 4.5 9.4 40.2 13.8 1.1 1.9 100.0 12.0 4.5 7.3 55.1 17.5 1.0 2.5
度 改正されたことは知っているが 768 267 39 29 239 161 4 29 752 136 27 28 316 205 12 28
別 内容はよく分からない 100.0 34.8 5.1 3.8 31.1 21.0 0.5 3.8 100.0 18.1 3.6 3.7 42.0 27.3 1.6 3.7

知らない・分からない 93 37 3 1 19 23 1 9 96 25 2 1 29 32 1 6
100.0 39.8 3.2 1.1 20.4 24.7 1.1 9.7 100.0 26.0 2.1 1.0 30.2 33.3 1.0 6.3

無回答 19 5 - 1 8 3 - 2 18 4 - - 9 4 - 1
100.0 26.3 - 5.3 42.1 15.8 - 10.5 100.0 22.2 - - 50.0 22.2 - 5.6

情 行政が主催するセミナー 860 224 38 86 374 112 10 16 779 84 26 59 440 139 7 24
報 100.0 26.0 4.4 10.0 43.5 13.0 1.2 1.9 100.0 10.8 3.3 7.6 56.5 17.8 0.9 3.1
の 上記以外のセミナー 701 182 37 72 280 105 14 11 569 58 25 51 307 101 9 18
入 100.0 26.0 5.3 10.3 39.9 15.0 2.0 1.6 100.0 10.2 4.4 9.0 54.0 17.8 1.6 3.2
手 社会保険労務士や 965 306 37 75 358 154 9 26 899 125 32 62 448 191 10 31
手 弁護士等からの情報提供 100.0 31.7 3.8 7.8 37.1 16.0 0.9 2.7 100.0 13.9 3.6 6.9 49.8 21.2 1.1 3.4
段 人事労務関係の雑誌、 1,044 298 50 111 419 141 11 14 873 103 39 66 483 151 8 23

団体冊子等の媒体 100.0 28.5 4.8 10.6 40.1 13.5 1.1 1.3 100.0 11.8 4.5 7.6 55.3 17.3 0.9 2.6
新聞報道やホームページ等 1,384 432 58 120 516 214 14 30 1,239 182 48 81 632 248 15 33
での紹介 100.0 31.2 4.2 8.7 37.3 15.5 1.0 2.2 100.0 14.7 3.9 6.5 51.0 20.0 1.2 2.7
労働組合や労働者等 30 8 - 3 14 5 - - 26 3 2 1 14 5 - 1
からの提案 100.0 26.7 - 10.0 46.7 16.7 - - 100.0 11.5 7.7 3.8 53.8 19.2 - 3.8
その他 151 45 7 14 56 25 1 3 124 12 9 5 75 19 2 2

100.0 29.8 4.6 9.3 37.1 16.6 0.7 2.0 100.0 9.7 7.3 4.0 60.5 15.3 1.6 1.6
無回答 18 4 1 3 8 2 - - 13 2 1 - 7 2 - 1

100.0 22.2 5.6 16.7 44.4 11.1 - - 100.0 15.4 7.7 - 53.8 15.4 - 7.7
第 有期契約が更新を含めて通算５年を - - - - - - - - - - - - - - - -
1 超えないように運用していく - - - - - - - - - - - - - - - -
8 通算５年を超える有期契約労働者か 1,726 280 57 141 857 354 14 23 1,867 179 56 110 1,051 409 18 44
条 申込みがなされた段階で無期契約に切 100.0 16.2 3.3 8.2 49.7 20.5 0.8 1.3 100.0 9.6 3.0 5.9 56.3 21.9 1.0 2.4
に 有期契約労働者の適性を見ながら、 1,226 624 78 96 257 118 9 44 754 196 49 56 279 142 5 27
対 ５年を超える前に無期契約にしていく 100.0 50.9 6.4 7.8 21.0 9.6 0.7 3.6 100.0 26.0 6.5 7.4 37.0 18.8 0.7 3.6
す 雇入れの段階から無期契約にする 134 46 7 2 38 19 7 15 128 16 9 1 62 20 8 12
る （有期契約での雇入れは行わないよう 100.0 34.3 5.2 1.5 28.4 14.2 5.2 11.2 100.0 12.5 7.0 0.8 48.4 15.6 6.3 9.4
対 有期契約労働者を、 - - - - - - - - - - - - - - - -
応 派遣労働者や請負に切り換えていく - - - - - - - - - - - - - - - -
方 対応方針は未定・分からない - - - - - - - - - - - - - - - -
針 - - - - - - - - - - - - - - - -
別 無回答 - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -
何らかの形で無期転換　計 3,086 950 142 239 1,152 491 30 82 2,749 391 114 167 1,392 571 31 83

100.0 30.8 4.6 7.7 37.3 15.9 1.0 2.7 100.0 14.2 4.1 6.1 50.6 20.8 1.1 3.0
活 管理職 276 84 9 20 109 46 3 5 32 6 4 3 15 4 - -
用 100.0 30.4 3.3 7.2 39.5 16.7 1.1 1.8 100.0 18.8 12.5 9.4 46.9 12.5 - -
職 専門・技術職(医療関係） 84 17 5 8 41 9 2 2 87 10 5 5 48 17 - 2
種 100.0 20.2 6.0 9.5 48.8 10.7 2.4 2.4 100.0 11.5 5.7 5.7 55.2 19.5 - 2.3
別 専門・技術職(教育関係） 72 23 2 6 29 10 - 2 81 14 3 3 43 15 - 3
（ 100.0 31.9 2.8 8.3 40.3 13.9 - 2.8 100.0 17.3 3.7 3.7 53.1 18.5 - 3.7
Ｍ 専門・技術職(情報処理関係） 157 74 4 21 39 15 2 2 48 17 1 4 24 2 - -
Ａ 100.0 47.1 2.5 13.4 24.8 9.6 1.3 1.3 100.0 35.4 2.1 8.3 50.0 4.2 - -
）専門・技術職(その他） 605 186 22 60 228 91 8 10 288 37 5 23 141 71 3 8

100.0 30.7 3.6 9.9 37.7 15.0 1.3 1.7 100.0 12.8 1.7 8.0 49.0 24.7 1.0 2.8
事務職 1,393 359 62 133 586 215 13 25 1,172 171 48 80 616 214 15 28

100.0 25.8 4.5 9.5 42.1 15.4 0.9 1.8 100.0 14.6 4.1 6.8 52.6 18.3 1.3 2.4
販売職（営業含む） 441 109 22 46 172 76 8 8 255 18 11 21 155 44 3 3

100.0 24.7 5.0 10.4 39.0 17.2 1.8 1.8 100.0 7.1 4.3 8.2 60.8 17.3 1.2 1.2
サービス職（介護関係） 108 28 6 10 44 19 - 1 118 12 4 6 66 28 - 2

100.0 25.9 5.6 9.3 40.7 17.6 - 0.9 100.0 10.2 3.4 5.1 55.9 23.7 - 1.7
サービス職（飲食関係） 234 66 7 10 98 45 1 7 280 31 11 12 152 62 4 8

100.0 28.2 3.0 4.3 41.9 19.2 0.4 3.0 100.0 11.1 3.9 4.3 54.3 22.1 1.4 2.9
サービス職（その他） 342 95 13 25 148 55 4 2 368 39 17 28 202 71 4 7

100.0 27.8 3.8 7.3 43.3 16.1 1.2 0.6 100.0 10.6 4.6 7.6 54.9 19.3 1.1 1.9
保安職 95 21 3 11 40 17 2 1 78 9 4 3 47 13 1 1

100.0 22.1 3.2 11.6 42.1 17.9 2.1 1.1 100.0 11.5 5.1 3.8 60.3 16.7 1.3 1.3
製造・生産工程職 787 227 33 60 311 125 11 20 646 85 22 38 352 129 6 14

100.0 28.8 4.2 7.6 39.5 15.9 1.4 2.5 100.0 13.2 3.4 5.9 54.5 20.0 0.9 2.2
輸送・機械運転職 202 44 13 13 92 33 3 4 104 10 7 8 49 25 2 3

100.0 21.8 6.4 6.4 45.5 16.3 1.5 2.0 100.0 9.6 6.7 7.7 47.1 24.0 1.9 2.9
建設・採掘職 95 35 8 3 31 14 - 4 15 3 1 - 7 2 1 1

100.0 36.8 8.4 3.2 32.6 14.7 - 4.2 100.0 20.0 6.7 - 46.7 13.3 6.7 6.7
運搬・清掃等労務職 318 66 23 27 144 45 5 8 475 36 19 31 270 99 7 13

100.0 20.8 7.2 8.5 45.3 14.2 1.6 2.5 100.0 7.6 4.0 6.5 56.8 20.8 1.5 2.7
その他 226 53 9 20 87 49 2 6 294 35 17 17 147 67 1 10

100.0 23.5 4.0 8.8 38.5 21.7 0.9 2.7 100.0 11.9 5.8 5.8 50.0 22.8 0.3 3.4
無回答 102 33 8 5 19 19 - 18 100 16 7 5 35 22 2 13

100.0 32.4 7.8 4.9 18.6 18.6 - 17.6 100.0 16.0 7.0 5.0 35.0 22.0 2.0 13.0
人 管理職 42 10 1 1 14 14 1 1 11 5 1 1 2 2 - -
数 100.0 23.8 2.4 2.4 33.3 33.3 2.4 2.4 100.0 45.5 9.1 9.1 18.2 18.2 - -
が 専門・技術職(医療関係） 34 11 2 2 12 5 - 2 40 8 3 1 17 9 - 2
も 100.0 32.4 5.9 5.9 35.3 14.7 - 5.9 100.0 20.0 7.5 2.5 42.5 22.5 - 5.0
っ専門・技術職(教育関係） 46 20 2 2 15 6 - 1 64 13 3 3 32 10 - 3
と 100.0 43.5 4.3 4.3 32.6 13.0 - 2.2 100.0 20.3 4.7 4.7 50.0 15.6 - 4.7
も 専門・技術職(情報処理関係） 87 53 2 12 12 6 - 2 26 12 - 3 9 2 - -
多 100.0 60.9 2.3 13.8 13.8 6.9 - 2.3 100.0 46.2 - 11.5 34.6 7.7 - -
い 専門・技術職(その他） 300 113 8 28 96 42 5 8 142 24 4 12 54 41 1 6
職 100.0 37.7 2.7 9.3 32.0 14.0 1.7 2.7 100.0 16.9 2.8 8.5 38.0 28.9 0.7 4.2
種 事務職 551 159 25 52 219 81 6 9 552 103 24 37 259 105 10 14
別 100.0 28.9 4.5 9.4 39.7 14.7 1.1 1.6 100.0 18.7 4.3 6.7 46.9 19.0 1.8 2.5

販売職（営業含む） 229 59 13 25 86 39 3 4 153 13 5 16 90 26 1 2
100.0 25.8 5.7 10.9 37.6 17.0 1.3 1.7 100.0 8.5 3.3 10.5 58.8 17.0 0.7 1.3

サービス職（介護関係） 89 25 4 7 34 18 - 1 88 8 2 5 49 22 - 2
100.0 28.1 4.5 7.9 38.2 20.2 - 1.1 100.0 9.1 2.3 5.7 55.7 25.0 - 2.3

サービス職（飲食関係） 150 39 7 8 68 25 - 3 176 21 7 7 95 41 2 3
100.0 26.0 4.7 5.3 45.3 16.7 - 2.0 100.0 11.9 4.0 4.0 54.0 23.3 1.1 1.7

サービス職（その他） 201 61 4 11 84 37 2 2 231 33 9 14 120 46 3 6
100.0 30.3 2.0 5.5 41.8 18.4 1.0 1.0 100.0 14.3 3.9 6.1 51.9 19.9 1.3 2.6

保安職 36 11 - 1 18 5 1 - 29 5 1 1 15 5 1 1
100.0 30.6 - 2.8 50.0 13.9 2.8 - 100.0 17.2 3.4 3.4 51.7 17.2 3.4 3.4

製造・生産工程職 644 192 29 47 247 104 10 15 533 69 15 32 285 114 4 14
100.0 29.8 4.5 7.3 38.4 16.1 1.6 2.3 100.0 12.9 2.8 6.0 53.5 21.4 0.8 2.6

輸送・機械運転職 114 32 6 8 46 20 - 2 52 3 3 4 26 11 2 3
100.0 28.1 5.3 7.0 40.4 17.5 - 1.8 100.0 5.8 5.8 7.7 50.0 21.2 3.8 5.8

建設・採掘職 69 28 6 - 21 10 - 4 11 2 1 - 5 1 1 1
100.0 40.6 8.7 - 30.4 14.5 - 5.8 100.0 18.2 9.1 - 45.5 9.1 9.1 9.1

運搬・清掃等労務職 139 35 12 11 64 12 2 3 248 23 12 13 139 53 3 5
100.0 25.2 8.6 7.9 46.0 8.6 1.4 2.2 100.0 9.3 4.8 5.2 56.0 21.4 1.2 2.0

その他 124 28 8 7 47 33 - 1 187 20 12 7 99 43 - 6
100.0 22.6 6.5 5.6 37.9 26.6 - 0.8 100.0 10.7 6.4 3.7 52.9 23.0 - 3.2

無回答 231 74 13 17 69 34 - 24 206 29 12 11 96 40 3 15
100.0 32.0 5.6 7.4 29.9 14.7 - 10.4 100.0 14.1 5.8 5.3 46.6 19.4 1.5 7.3

合計（復元） 1,919 696 88 109 629 307 13 77 1,823 318 86 80 831 417 25 65
100.0 36.3 4.6 5.7 32.8 16.0 0.7 4.0 100.0 17.4 4.7 4.4 45.6 22.9 1.4 3.6
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フル
タイム
ある
いは

パート
タイム
の契約
労働者
につい
て何ら
かの形
で無期
契約に
して
いく

企業計

長期
勤続・
定着が
期待で
きる

教育
訓練

投資を
行い

やすく
なる

要員を
安定的
に確保
できる
ように
なる

有期
契約

労働者
の雇用
に対す
る不安
感を払
拭し、
働く

意欲を
増大

できる

技能の
蓄積や
ノウ

ハウの
伝承が
着実に
図られ
るよう
になり
生産性
が向上
する

職場の
一体感
が醸成
される
（職場
の人間
関係が
良好に
なる）

既存の
正社員
をより
高度な
仕事に
専念

させる
ことが
できる

既存の
正社員
の労働
条件を
見直す
ことが
できる

その他
※

無回答 平均
選択数

合計 3,713 2,559 400 1,457 2,102 946 652 294 168 67 234 2.5
100.0 68.9 10.8 39.2 56.6 25.5 17.6 7.9 4.5 1.8 6.3

主 建設業 234 144 27 88 132 65 37 18 9 3 12 2.4
な 100.0 61.5 11.5 37.6 56.4 27.8 15.8 7.7 3.8 1.3 5.1
業 製造業 1,004 674 106 369 553 280 174 78 29 25 69 2.4
種 100.0 67.1 10.6 36.8 55.1 27.9 17.3 7.8 2.9 2.5 6.9

電気・ガス・熱供給・水道業 29 20 3 12 16 10 6 5 1 - - 2.5
100.0 69.0 10.3 41.4 55.2 34.5 20.7 17.2 3.4 - -

情報通信業 142 98 17 58 78 36 21 18 7 1 8 2.5
100.0 69.0 12.0 40.8 54.9 25.4 14.8 12.7 4.9 0.7 5.6

運輸業、郵便業 255 191 25 106 134 58 41 15 16 3 20 2.5
100.0 74.9 9.8 41.6 52.5 22.7 16.1 5.9 6.3 1.2 7.8

卸売業、小売業 697 487 66 257 409 169 121 48 26 13 40 2.4
100.0 69.9 9.5 36.9 58.7 24.2 17.4 6.9 3.7 1.9 5.7

金融業、保険業 47 39 6 21 31 12 9 4 1 1 1 2.7
100.0 83.0 12.8 44.7 66.0 25.5 19.1 8.5 2.1 2.1 2.1

不動産業、物品賃貸業 51 26 2 16 36 12 11 3 2 1 5 2.4
100.0 51.0 3.9 31.4 70.6 23.5 21.6 5.9 3.9 2.0 9.8

学術研究、専門・技術サービス業 102 63 14 40 57 34 17 7 - 1 4 2.4
100.0 61.8 13.7 39.2 55.9 33.3 16.7 6.9 - 1.0 3.9

宿泊業、飲食サービス業 224 174 24 104 120 49 39 23 23 1 13 2.6
100.0 77.7 10.7 46.4 53.6 21.9 17.4 10.3 10.3 0.4 5.8

生活関連サービス業、娯楽業 125 86 8 50 68 17 18 6 6 2 7 2.2
100.0 68.8 6.4 40.0 54.4 13.6 14.4 4.8 4.8 1.6 5.6

教育、学習支援業 94 58 10 30 42 19 16 8 5 4 8 2.2
100.0 61.7 10.6 31.9 44.7 20.2 17.0 8.5 5.3 4.3 8.5

医療、福祉 215 160 44 106 134 54 58 22 24 1 14 3.0
100.0 74.4 20.5 49.3 62.3 25.1 27.0 10.2 11.2 0.5 6.5

複合サービス業 4 3 2 2 3 2 1 1 1 - - 3.8
100.0 75.0 50.0 50.0 75.0 50.0 25.0 25.0 25.0 - -

その他サービス業 468 323 44 190 278 125 80 37 18 9 30 2.5
100.0 69.0 9.4 40.6 59.4 26.7 17.1 7.9 3.8 1.9 6.4

その他 10 6 1 4 6 2 2 1 - 1 1 2.6
100.0 60.0 10.0 40.0 60.0 20.0 20.0 10.0 - 10.0 10.0

無回答 12 7 1 4 5 2 1 - - 1 2 2.1
100.0 58.3 8.3 33.3 41.7 16.7 8.3 - - 8.3 16.7

サービス業計 923 649 92 386 526 227 155 74 48 13 54 2.5
100.0 70.3 10.0 41.8 57.0 24.6 16.8 8.0 5.2 1.4 5.9

製 輸送用機械関連 117 78 12 42 65 29 16 11 2 1 11 2.4
造 100.0 66.7 10.3 35.9 55.6 24.8 13.7 9.4 1.7 0.9 9.4
業 化学関連 78 53 13 34 37 21 18 3 3 3 5 2.5
の 100.0 67.9 16.7 43.6 47.4 26.9 23.1 3.8 3.8 3.8 6.4
主 電機・電子関連 152 97 17 51 91 53 26 11 6 8 12 2.6
な 100.0 63.8 11.2 33.6 59.9 34.9 17.1 7.2 3.9 5.3 7.9
分 素材関連 36 24 6 13 22 12 5 3 1 - 1 2.5
野 100.0 66.7 16.7 36.1 61.1 33.3 13.9 8.3 2.8 - 2.8

その他機械関連 64 42 6 26 33 22 12 5 - 4 4 2.5
100.0 65.6 9.4 40.6 51.6 34.4 18.8 7.8 - 6.3 6.3

食料品関連 155 106 13 60 83 35 31 10 6 5 13 2.5
100.0 68.4 8.4 38.7 53.5 22.6 20.0 6.5 3.9 3.2 8.4

金属関連 110 82 9 39 52 26 16 10 4 1 4 2.3
100.0 74.5 8.2 35.5 47.3 23.6 14.5 9.1 3.6 0.9 3.6

その他製造 285 187 30 101 167 81 49 24 7 3 18 2.4
100.0 65.6 10.5 35.4 58.6 28.4 17.2 8.4 2.5 1.1 6.3

無回答 7 5 - 3 3 1 1 1 - - 1 2.3
100.0 71.4 - 42.9 42.9 14.3 14.3 14.3 - - 14.3

卸 総合卸 88 65 9 33 49 23 10 4 4 2 2 2.3
売 100.0 73.9 10.2 37.5 55.7 26.1 11.4 4.5 4.5 2.3 2.3
業 専門卸 207 147 17 74 123 56 41 12 3 5 10 2.4
、 100.0 71.0 8.2 35.7 59.4 27.1 19.8 5.8 1.4 2.4 4.8
小 その他卸売 87 59 9 28 49 28 18 5 2 1 5 2.4
売 100.0 67.8 10.3 32.2 56.3 32.2 20.7 5.7 2.3 1.1 5.7
業 総合小売 136 95 12 55 79 27 18 11 7 3 8 2.4
の 100.0 69.9 8.8 40.4 58.1 19.9 13.2 8.1 5.1 2.2 5.9
主 専門小売 121 83 12 47 71 18 18 12 7 2 11 2.5
な 100.0 68.6 9.9 38.8 58.7 14.9 14.9 9.9 5.8 1.7 9.1
分 その他小売 50 32 6 17 31 17 14 4 3 - 4 2.7
野 100.0 64.0 12.0 34.0 62.0 34.0 28.0 8.0 6.0 - 8.0

無回答 8 6 1 3 7 - 2 - - - - 2.4
100.0 75.0 12.5 37.5 87.5 - 25.0 - - - -

学 学術・研究機関 10 6 2 5 4 9 2 - - - - 2.8
術 100.0 60.0 20.0 50.0 40.0 90.0 20.0 - - - -
研 学校教育 71 42 7 23 31 14 14 7 4 3 6 2.2
究 100.0 59.2 9.9 32.4 43.7 19.7 19.7 9.9 5.6 4.2 8.5
等 その他教育・学習支援 19 14 2 6 9 5 2 - - 1 2 2.3
の 100.0 73.7 10.5 31.6 47.4 26.3 10.5 - - 5.3 10.5
主 専門・技術サービス 72 44 11 24 40 21 11 5 - - 4 2.3
な 100.0 61.1 15.3 33.3 55.6 29.2 15.3 6.9 - - 5.6
分 その他 7 4 - 4 3 2 1 - - - - 2.0
野 100.0 57.1 - 57.1 42.9 28.6 14.3 - - - -

無回答 17 11 2 8 12 2 3 3 1 1 - 2.5
100.0 64.7 11.8 47.1 70.6 11.8 17.6 17.6 5.9 5.9 -

大学が含まれている 24 12 2 12 16 4 3 2 - 1 - 2.2
100.0 50.0 8.3 50.0 66.7 16.7 12.5 8.3 - 4.2 -

大学は含まれていない 54 35 7 15 18 18 12 5 4 2 6 2.4
100.0 64.8 13.0 27.8 33.3 33.3 22.2 9.3 7.4 3.7 11.1

無回答 3 1 - 1 1 1 1 - - - - 1.7
100.0 33.3 - 33.3 33.3 33.3 33.3 - - - -

派 「労働者派遣会社」や 164 109 19 67 110 40 28 13 5 4 10 2.6
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 66.5 11.6 40.9 67.1 24.4 17.1 7.9 3.0 2.4 6.1
・ 「労働者派遣会社」や 300 212 24 122 164 85 50 24 12 5 20 2.5
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 70.7 8.0 40.7 54.7 28.3 16.7 8.0 4.0 1.7 6.7
負 無回答 4 2 1 1 4 - 2 - 1 - - 2.8

100.0 50.0 25.0 25.0 100.0 - 50.0 - 25.0 - -
雇 ４９人以下 722 503 93 273 374 211 166 75 41 15 38 2.6
用 100.0 69.7 12.9 37.8 51.8 29.2 23.0 10.4 5.7 2.1 5.3
者 ５０～９９人 1,058 744 124 395 584 243 177 72 56 16 59 2.4
数 100.0 70.3 11.7 37.3 55.2 23.0 16.7 6.8 5.3 1.5 5.6

１００～２９９人 1,210 795 118 486 699 294 190 86 49 21 86 2.4
100.0 65.7 9.8 40.2 57.8 24.3 15.7 7.1 4.0 1.7 7.1

３００～９９９人 415 295 43 172 263 114 69 33 14 8 29 2.6
100.0 71.1 10.4 41.4 63.4 27.5 16.6 8.0 3.4 1.9 7.0

１，０００人以上 236 177 16 108 147 68 34 21 6 6 12 2.6
100.0 75.0 6.8 45.8 62.3 28.8 14.4 8.9 2.5 2.5 5.1

無回答 72 45 6 23 35 16 16 7 2 1 10 2.4
100.0 62.5 8.3 31.9 48.6 22.2 22.2 9.7 2.8 1.4 13.9

中小企業（３００人未満）計 2,990 2,042 335 1,154 1,657 748 533 233 146 52 183 2.5
100.0 68.3 11.2 38.6 55.4 25.0 17.8 7.8 4.9 1.7 6.1

５０人以上計 2,919 2,011 301 1,161 1,693 719 470 212 125 51 186 2.5
100.0 68.9 10.3 39.8 58.0 24.6 16.1 7.3 4.3 1.7 6.4

労 過半数代表の労働組合がある 740 492 66 282 454 203 131 48 30 19 38 2.5
働 100.0 66.5 8.9 38.1 61.4 27.4 17.7 6.5 4.1 2.6 5.1
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 228 165 29 99 132 66 36 23 10 4 15 2.6
合 100.0 72.4 12.7 43.4 57.9 28.9 15.8 10.1 4.4 1.8 6.6
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,049 711 112 396 611 251 178 78 45 20 80 2.5
の 100.0 67.8 10.7 37.8 58.2 23.9 17.0 7.4 4.3 1.9 7.6
有 労働組合も労使協議機関もない 1,665 1,169 189 671 893 421 303 142 82 23 99 2.5
無 100.0 70.2 11.4 40.3 53.6 25.3 18.2 8.5 4.9 1.4 5.9

無回答 31 22 4 9 12 5 4 3 1 1 2 2.1
100.0 71.0 12.9 29.0 38.7 16.1 12.9 9.7 3.2 3.2 6.5

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 114 78 9 45 76 28 13 10 7 1 8 2.5
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 68.4 7.9 39.5 66.7 24.6 11.4 8.8 6.1 0.9 7.0
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 411 281 44 166 265 128 74 27 14 14 18 2.6
範 組合員になっていない 100.0 68.4 10.7 40.4 64.5 31.1 18.0 6.6 3.4 3.4 4.4
囲 無回答 443 298 42 170 245 113 80 34 19 8 27 2.4

100.0 67.3 9.5 38.4 55.3 25.5 18.1 7.7 4.3 1.8 6.1
認 【改正労働契約法】の 2,539 1,750 270 991 1,523 657 416 187 100 51 162 2.5
知 改正内容まで知っている 100.0 68.9 10.6 39.0 60.0 25.9 16.4 7.4 3.9 2.0 6.4
度 改正されたことは知っているが 1,017 707 107 403 522 254 204 88 56 15 57 2.5
別 内容はよく分からない 100.0 69.5 10.5 39.6 51.3 25.0 20.1 8.7 5.5 1.5 5.6

知らない・分からない 134 88 23 56 55 32 31 18 11 - 8 2.5
100.0 65.7 17.2 41.8 41.0 23.9 23.1 13.4 8.2 - 6.0

無回答 23 14 - 7 2 3 1 1 1 1 7 1.9
100.0 60.9 - 30.4 8.7 13.0 4.3 4.3 4.3 4.3 30.4

合計（復元） 2,516 1,762 295 986 1,367 678 530 231 135 46 142 2.5
100.0 70.0 11.7 39.2 54.3 26.9 21.1 9.2 5.4 1.8 5.6

問９,有期契約労働者を無期契約に転換するメリットを
どのように考えますか（該当すべてに○）。

※その他の自由記述として、「正社員の労働負担の軽減」「更新事務手続きの省略」「定年を定められる」
「有期雇用に抵抗感がなくなる」「有期契約労働者を採用しやすくなる」「人員計画が立てやすくなる」
「会社への帰属意識の向上」「助成金が活用出来る」等。
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無回答 平均
選択数

合計 3,713 1,111 1,811 636 662 1,698 185 66 278 1.8
100.0 29.9 48.8 17.1 17.8 45.7 5.0 1.8 7.5

主 建設業 234 71 85 40 28 97 10 5 28 1.6
な 100.0 30.3 36.3 17.1 12.0 41.5 4.3 2.1 12.0
業 製造業 1,004 302 522 160 197 451 66 20 69 1.8
種 100.0 30.1 52.0 15.9 19.6 44.9 6.6 2.0 6.9

電気・ガス・熱供給・水道業 29 8 10 1 7 12 - - 5 1.6
100.0 27.6 34.5 3.4 24.1 41.4 - - 17.2

情報通信業 142 56 63 28 27 65 4 1 15 1.9
100.0 39.4 44.4 19.7 19.0 45.8 2.8 0.7 10.6

運輸業、郵便業 255 72 112 43 43 114 24 5 17 1.7
100.0 28.2 43.9 16.9 16.9 44.7 9.4 2.0 6.7

卸売業、小売業 697 178 336 116 131 310 35 11 47 1.7
100.0 25.5 48.2 16.6 18.8 44.5 5.0 1.6 6.7

金融業、保険業 47 17 22 13 7 23 1 - 1 1.8
100.0 36.2 46.8 27.7 14.9 48.9 2.1 - 2.1

不動産業、物品賃貸業 51 19 24 8 10 20 2 - 5 1.8
100.0 37.3 47.1 15.7 19.6 39.2 3.9 - 9.8

学術研究、専門・技術サービス業 102 38 52 20 10 48 3 5 8 1.9
100.0 37.3 51.0 19.6 9.8 47.1 2.9 4.9 7.8

宿泊業、飲食サービス業 224 70 107 48 44 105 9 6 15 1.9
100.0 31.3 47.8 21.4 19.6 46.9 4.0 2.7 6.7

生活関連サービス業、娯楽業 125 40 56 21 13 71 3 1 5 1.7
100.0 32.0 44.8 16.8 10.4 56.8 2.4 0.8 4.0

教育、学習支援業 94 24 48 15 18 39 5 2 10 1.8
100.0 25.5 51.1 16.0 19.1 41.5 5.3 2.1 10.6

医療、福祉 215 58 94 45 54 113 7 2 19 1.9
100.0 27.0 43.7 20.9 25.1 52.6 3.3 0.9 8.8

複合サービス業 4 4 3 1 4 4 1 - - 4.3
100.0 100.0 75.0 25.0 100.0 100.0 25.0 - -

その他サービス業 468 146 264 73 68 215 15 8 31 1.8
100.0 31.2 56.4 15.6 14.5 45.9 3.2 1.7 6.6

その他 10 3 4 3 1 7 - - 1 2.0
100.0 30.0 40.0 30.0 10.0 70.0 - - 10.0

無回答 12 5 9 1 - 4 - - 2 1.9
100.0 41.7 75.0 8.3 - 33.3 - - 16.7

サービス業計 923 298 482 163 139 443 31 20 59 1.8
100.0 32.3 52.2 17.7 15.1 48.0 3.4 2.2 6.4

製 輸送用機械関連 117 29 63 16 22 43 7 1 17 1.8
造 100.0 24.8 53.8 13.7 18.8 36.8 6.0 0.9 14.5
業 化学関連 78 19 40 13 16 43 9 1 3 1.9
の 100.0 24.4 51.3 16.7 20.5 55.1 11.5 1.3 3.8
主 電機・電子関連 152 57 84 28 31 74 15 5 8 2.0
な 100.0 37.5 55.3 18.4 20.4 48.7 9.9 3.3 5.3
分 素材関連 36 12 22 7 4 15 2 - - 1.7
野 100.0 33.3 61.1 19.4 11.1 41.7 5.6 - -

その他機械関連 64 19 29 11 14 39 3 1 6 2.0
100.0 29.7 45.3 17.2 21.9 60.9 4.7 1.6 9.4

食料品関連 155 40 77 31 25 79 8 5 10 1.8
100.0 25.8 49.7 20.0 16.1 51.0 5.2 3.2 6.5

金属関連 110 32 53 21 23 42 11 1 2 1.7
100.0 29.1 48.2 19.1 20.9 38.2 10.0 0.9 1.8

その他製造 285 91 149 33 61 114 11 6 22 1.8
100.0 31.9 52.3 11.6 21.4 40.0 3.9 2.1 7.7

無回答 7 3 5 - 1 2 - - 1 1.8
100.0 42.9 71.4 - 14.3 28.6 - - 14.3

卸 総合卸 88 24 42 13 18 38 3 1 4 1.7
売 100.0 27.3 47.7 14.8 20.5 43.2 3.4 1.1 4.5
業 専門卸 207 61 96 27 31 89 8 2 20 1.7
、 100.0 29.5 46.4 13.0 15.0 43.0 3.9 1.0 9.7
小 その他卸売 87 27 40 18 20 37 3 2 3 1.8
売 100.0 31.0 46.0 20.7 23.0 42.5 3.4 2.3 3.4
業 総合小売 136 29 60 26 28 70 9 3 9 1.8
の 100.0 21.3 44.1 19.1 20.6 51.5 6.6 2.2 6.6
主 専門小売 121 24 67 20 26 51 9 2 9 1.8
な 100.0 19.8 55.4 16.5 21.5 42.1 7.4 1.7 7.4
分 その他小売 50 13 27 9 7 21 3 1 2 1.7
野 100.0 26.0 54.0 18.0 14.0 42.0 6.0 2.0 4.0

無回答 8 - 4 3 1 4 - - - 1.5
100.0 - 50.0 37.5 12.5 50.0 - - -

学 学術・研究機関 10 7 9 3 2 4 - 1 - 2.6
術 100.0 70.0 90.0 30.0 20.0 40.0 - 10.0 -
研 学校教育 71 18 37 11 16 30 3 1 7 1.8
究 100.0 25.4 52.1 15.5 22.5 42.3 4.2 1.4 9.9
等 その他教育・学習支援 19 5 10 4 1 8 1 - 3 1.8
の 100.0 26.3 52.6 21.1 5.3 42.1 5.3 - 15.8
主 専門・技術サービス 72 28 37 11 8 31 3 2 7 1.8
な 100.0 38.9 51.4 15.3 11.1 43.1 4.2 2.8 9.7
分 その他 7 2 1 1 - 4 1 - - 1.3
野 100.0 28.6 14.3 14.3 - 57.1 14.3 - -

無回答 17 2 6 5 1 10 - 3 1 1.7
100.0 11.8 35.3 29.4 5.9 58.8 - 17.6 5.9

大学が含まれている 24 6 15 5 6 14 1 1 1 2.1
100.0 25.0 62.5 20.8 25.0 58.3 4.2 4.2 4.2

大学は含まれていない 54 17 29 8 12 20 2 1 6 1.9
100.0 31.5 53.7 14.8 22.2 37.0 3.7 1.9 11.1

無回答 3 2 2 1 - - - - - 1.7
100.0 66.7 66.7 33.3 - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 164 56 99 17 21 72 8 4 11 1.8
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 34.1 60.4 10.4 12.8 43.9 4.9 2.4 6.7
・ 「労働者派遣会社」や 300 90 163 55 45 139 7 4 20 1.8
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 30.0 54.3 18.3 15.0 46.3 2.3 1.3 6.7
負 無回答 4 - 2 1 2 4 - - - 2.3

100.0 - 50.0 25.0 50.0 100.0 - - -
雇 ４９人以下 722 230 276 120 121 288 13 5 81 1.6
用 100.0 31.9 38.2 16.6 16.8 39.9 1.8 0.7 11.2
者 ５０～９９人 1,058 320 491 179 214 450 42 23 75 1.7
数 100.0 30.2 46.4 16.9 20.2 42.5 4.0 2.2 7.1

１００～２９９人 1,210 353 642 197 222 560 65 25 74 1.8
100.0 29.2 53.1 16.3 18.3 46.3 5.4 2.1 6.1

３００～９９９人 415 111 223 78 60 228 29 3 26 1.9
100.0 26.7 53.7 18.8 14.5 54.9 7.0 0.7 6.3

１，０００人以上 236 78 146 50 37 141 32 9 13 2.2
100.0 33.1 61.9 21.2 15.7 59.7 13.6 3.8 5.5

無回答 72 19 33 12 8 31 4 1 9 1.7
100.0 26.4 45.8 16.7 11.1 43.1 5.6 1.4 12.5

中小企業（３００人未満）計 2,990 903 1,409 496 557 1,298 120 53 230 1.8
100.0 30.2 47.1 16.6 18.6 43.4 4.0 1.8 7.7

５０人以上計 2,919 862 1,502 504 533 1,379 168 60 188 1.8
100.0 29.5 51.5 17.3 18.3 47.2 5.8 2.1 6.4

労 過半数代表の労働組合がある 740 185 377 131 145 387 120 13 48 2.0
働 100.0 25.0 50.9 17.7 19.6 52.3 16.2 1.8 6.5
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 228 67 127 35 43 118 36 6 11 2.0
合 100.0 29.4 55.7 15.4 18.9 51.8 15.8 2.6 4.8
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,049 317 510 176 177 470 18 20 87 1.8
の 100.0 30.2 48.6 16.8 16.9 44.8 1.7 1.9 8.3
有 労働組合も労使協議機関もない 1,665 529 779 289 293 713 10 26 131 1.7
無 100.0 31.8 46.8 17.4 17.6 42.8 0.6 1.6 7.9

無回答 31 13 18 5 4 10 1 1 1 1.7
100.0 41.9 58.1 16.1 12.9 32.3 3.2 3.2 3.2

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 114 30 59 26 24 60 15 4 12 2.1
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 26.3 51.8 22.8 21.1 52.6 13.2 3.5 10.5
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 411 116 233 67 85 218 62 4 19 2.0
範 組合員になっていない 100.0 28.2 56.7 16.3 20.7 53.0 15.1 1.0 4.6
囲 無回答 443 106 212 73 79 227 79 11 28 1.9

100.0 23.9 47.9 16.5 17.8 51.2 17.8 2.5 6.3
認 【改正労働契約法】の 2,539 742 1,324 428 452 1,204 150 51 168 1.8
知 改正内容まで知っている 100.0 29.2 52.1 16.9 17.8 47.4 5.9 2.0 6.6
度 改正されたことは知っているが 1,017 328 429 180 185 444 34 12 85 1.7
別 内容はよく分からない 100.0 32.3 42.2 17.7 18.2 43.7 3.3 1.2 8.4

知らない・分からない 134 38 49 26 20 41 1 3 20 1.6
100.0 28.4 36.6 19.4 14.9 30.6 0.7 2.2 14.9

無回答 23 3 9 2 5 9 - - 5 1.6
100.0 13.0 39.1 8.7 21.7 39.1 - - 21.7

合計（復元） 2,516 778 1,083 450 438 1,076 81 31 224 1.7
100.0 30.9 43.0 17.9 17.4 42.8 3.2 1.2 8.9

問１０,有期契約労働者を無期契約に転換すると、
雇用管理上どのようなことが課題になると思いますか
（該当すべてに○）。

※その他の自由記述として「人件費（固定費）の（大幅な）上昇」「労務管理が煩雑になる」「管理事務
の増加」「有期契約労働者の採用に慎重にならざるを得ない」「高齢化への対応」「対象者が高齢の
ため健康リスクや判断能力等への懸念」「人事・組織の硬直化」「配置転換や評価等の規定の整備」
「本人の意向との調整」等。
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○フルタイム契約労働者について

２人
以下

３～
５人

６～
１０人

１１～
２０人

２１人
以上

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

２人
以下

３～
５人

６～
１０人

１１～
２０人

２１人
以上

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

合計 4,904 1,661 203 2,198 706 136 4,062 2,612 1,310 140 2,612 824 606 391 293 324 174 12.8 4.0 33.5 2,612 537 52 23 20 27 1,953 4.2 0.0 28.5
100.0 33.9 4.1 44.8 14.4 2.8 100.0 64.3 32.3 3.4 100.0 31.5 23.2 15.0 11.2 12.4 6.7 100.0 20.6 2.0 0.9 0.8 1.0 74.8

主 建設業 346 81 8 194 53 10 283 151 122 10 151 55 27 20 23 12 14 7.8 4.0 9.7 151 27 2 2 - 1 119 2.5 0.0 8.2
な 100.0 23.4 2.3 56.1 15.3 2.9 100.0 53.4 43.1 3.5 100.0 36.4 17.9 13.2 15.2 7.9 9.3 100.0 17.9 1.3 1.3 - 0.7 78.8
業 製造業 1,251 439 67 547 167 31 1,053 665 353 35 665 216 170 98 71 70 40 12.2 4.0 37.2 665 144 16 6 6 4 489 2.9 0.0 12.5
種 100.0 35.1 5.4 43.7 13.3 2.5 100.0 63.2 33.5 3.3 100.0 32.5 25.6 14.7 10.7 10.5 6.0 100.0 21.7 2.4 0.9 0.9 0.6 73.5

電気・ガス・熱供給・水道業 40 10 - 19 10 1 29 16 13 - 16 7 7 1 1 - - 3.5 3.0 2.6 16 4 - - - - 12 0.0 0.0 0.0
100.0 25.0 - 47.5 25.0 2.5 100.0 55.2 44.8 - 100.0 43.8 43.8 6.3 6.3 - - 100.0 25.0 - - - - 75.0

情報通信業 206 64 3 102 33 4 169 113 53 3 113 48 21 13 10 12 9 9.0 3.0 21.9 113 25 1 2 - - 85 0.6 0.0 1.8
100.0 31.1 1.5 49.5 16.0 1.9 100.0 66.9 31.4 1.8 100.0 42.5 18.6 11.5 8.8 10.6 8.0 100.0 22.1 0.9 1.8 - - 75.2

運輸業、郵便業 323 98 13 154 51 7 265 166 82 17 166 35 28 25 28 34 16 21.6 8.0 44.0 166 32 1 1 2 7 123 8.8 0.0 22.4
100.0 30.3 4.0 47.7 15.8 2.2 100.0 62.6 30.9 6.4 100.0 21.1 16.9 15.1 16.9 20.5 9.6 100.0 19.3 0.6 0.6 1.2 4.2 74.1

卸売業、小売業 897 294 38 428 118 19 760 478 251 31 478 172 116 70 44 43 33 10.1 3.0 29.6 478 91 13 4 3 8 359 9.4 0.0 62.0
100.0 32.8 4.2 47.7 13.2 2.1 100.0 62.9 33.0 4.1 100.0 36.0 24.3 14.6 9.2 9.0 6.9 100.0 19.0 2.7 0.8 0.6 1.7 75.1

金融業、保険業 65 22 4 27 11 1 53 30 22 1 30 9 11 3 2 4 1 9.9 4.0 15.2 30 10 1 - - 1 18 4.1 0.0 12.0
100.0 33.8 6.2 41.5 16.9 1.5 100.0 56.6 41.5 1.9 100.0 30.0 36.7 10.0 6.7 13.3 3.3 100.0 33.3 3.3 - - 3.3 60.0

不動産業、物品賃貸業 86 24 1 34 24 3 59 31 27 1 31 11 6 8 3 2 1 7.2 5.0 9.2 31 6 - 1 - - 24 1.4 0.0 3.4
100.0 27.9 1.2 39.5 27.9 3.5 100.0 52.5 45.8 1.7 100.0 35.5 19.4 25.8 9.7 6.5 3.2 100.0 19.4 - 3.2 - - 77.4

学術研究、専門・技術サービス業 144 34 1 83 25 1 118 67 49 2 67 27 18 9 4 5 4 6.4 3.0 10.3 67 14 3 - 1 1 48 2.5 0.0 5.9
100.0 23.6 0.7 57.6 17.4 0.7 100.0 56.8 41.5 1.7 100.0 40.3 26.9 13.4 6.0 7.5 6.0 100.0 20.9 4.5 - 1.5 1.5 71.6

宿泊業、飲食サービス業 277 140 16 98 14 9 254 189 61 4 189 47 39 26 21 41 15 16.2 6.0 27.6 189 35 4 - 2 - 148 1.4 0.0 3.9
100.0 50.5 5.8 35.4 5.1 3.2 100.0 74.4 24.0 1.6 100.0 24.9 20.6 13.8 11.1 21.7 7.9 100.0 18.5 2.1 - 1.1 - 78.3

生活関連サービス業、娯楽業 142 60 9 51 18 4 120 90 23 7 90 20 23 14 9 20 4 21.4 5.5 58.1 90 28 2 1 1 1 57 3.9 0.0 17.4
100.0 42.3 6.3 35.9 12.7 2.8 100.0 75.0 19.2 5.8 100.0 22.2 25.6 15.6 10.0 22.2 4.4 100.0 31.1 2.2 1.1 1.1 1.1 63.3

教育、学習支援業 131 41 4 57 25 4 102 65 28 9 65 17 14 14 10 7 3 10.4 5.5 14.0 65 12 1 - - 1 51 3.6 0.0 12.2
100.0 31.3 3.1 43.5 19.1 3.1 100.0 63.7 27.5 8.8 100.0 26.2 21.5 21.5 15.4 10.8 4.6 100.0 18.5 1.5 - - 1.5 78.5

医療、福祉 243 101 8 101 20 13 210 163 39 8 163 41 49 31 18 15 9 9.0 5.0 15.0 163 32 3 - 2 1 125 2.7 0.0 8.7
100.0 41.6 3.3 41.6 8.2 5.3 100.0 77.6 18.6 3.8 100.0 25.2 30.1 19.0 11.0 9.2 5.5 100.0 19.6 1.8 - 1.2 0.6 76.7

複合サービス業 19 4 - 8 6 1 12 6 6 - 6 2 1 1 2 - - 6.3 4.5 5.9 6 1 - - - - 5 0.0 0.0 0.0
100.0 21.1 - 42.1 31.6 5.3 100.0 50.0 50.0 - 100.0 33.3 16.7 16.7 33.3 - - 100.0 16.7 - - - - 83.3

その他サービス業 700 241 30 282 127 20 553 368 174 11 368 110 74 57 47 58 22 17.3 5.0 42.2 368 73 5 6 3 2 279 2.6 0.0 9.4
100.0 34.4 4.3 40.3 18.1 2.9 100.0 66.5 31.5 2.0 100.0 29.9 20.1 15.5 12.8 15.8 6.0 100.0 19.8 1.4 1.6 0.8 0.5 75.8

その他 14 4 - 5 4 1 9 5 4 - 5 2 - 1 - 1 1 7.8 4.5 9.4 5 - - - - - 5 - - -
100.0 28.6 - 35.7 28.6 7.1 100.0 55.6 44.4 - 100.0 40.0 - 20.0 - 20.0 20.0 100.0 - - - - - 100.0

無回答 20 4 1 8 - 7 13 9 3 1 9 5 2 - - - 2 2.0 1.0 1.5 9 3 - - - - 6 0.0 0.0 0.0
100.0 20.0 5.0 40.0 - 35.0 100.0 69.2 23.1 7.7 100.0 55.6 22.2 - - - 22.2 100.0 33.3 - - - - 66.7

サービス業計 1,282 479 56 522 190 35 1,057 720 313 24 720 206 155 107 83 124 45 16.4 5.0 39.5 720 151 14 7 7 4 537 2.5 0.0 10.2
100.0 37.4 4.4 40.7 14.8 2.7 100.0 68.1 29.6 2.3 100.0 28.6 21.5 14.9 11.5 17.2 6.3 100.0 21.0 1.9 1.0 1.0 0.6 74.6

製 輸送用機械関連 154 65 9 61 16 3 135 91 40 4 91 28 13 18 16 16 - 17.8 6.0 33.7 91 21 2 - - - 68 0.3 0.0 1.0
造 100.0 42.2 5.8 39.6 10.4 1.9 100.0 67.4 29.6 3.0 100.0 30.8 14.3 19.8 17.6 17.6 - 100.0 23.1 2.2 - - - 74.7
業 化学関連 97 27 2 47 21 - 76 48 28 - 48 15 12 10 - 5 6 18.0 4.0 73.4 48 12 4 2 2 - 28 3.0 0.0 4.6
の 100.0 27.8 2.1 48.5 21.6 - 100.0 63.2 36.8 - 100.0 31.3 25.0 20.8 - 10.4 12.5 100.0 25.0 8.3 4.2 4.2 - 58.3
主 電機・電子関連 194 70 12 83 23 6 165 103 56 6 103 33 27 14 14 9 6 15.7 4.0 64.8 103 25 1 - 1 2 74 6.4 0.0 25.0
な 100.0 36.1 6.2 42.8 11.9 3.1 100.0 62.4 33.9 3.6 100.0 32.0 26.2 13.6 13.6 8.7 5.8 100.0 24.3 1.0 - 1.0 1.9 71.8
分 素材関連 45 15 - 23 6 1 38 22 16 - 22 9 4 3 2 4 - 13.3 3.5 26.1 22 7 - 1 - - 14 1.1 0.0 3.2
野 100.0 33.3 - 51.1 13.3 2.2 100.0 57.9 42.1 - 100.0 40.9 18.2 13.6 9.1 18.2 - 100.0 31.8 - 4.5 - - 63.6

その他機械関連 99 25 3 54 13 4 82 46 34 2 46 15 14 5 1 8 3 18.0 4.0 36.9 46 11 2 - - - 33 0.7 0.0 1.5
100.0 25.3 3.0 54.5 13.1 4.0 100.0 56.1 41.5 2.4 100.0 32.6 30.4 10.9 2.2 17.4 6.5 100.0 23.9 4.3 - - - 71.7

食料品関連 171 68 19 58 20 6 145 102 36 7 102 27 35 15 8 10 7 8.9 4.0 14.3 102 23 3 2 2 1 71 4.5 0.0 12.9
100.0 39.8 11.1 33.9 11.7 3.5 100.0 70.3 24.8 4.8 100.0 26.5 34.3 14.7 7.8 9.8 6.9 100.0 22.5 2.9 2.0 2.0 1.0 69.6

金属関連 134 49 4 57 23 1 110 68 40 2 68 22 18 10 7 6 5 8.7 4.0 15.5 68 13 3 - - - 52 0.8 0.0 1.7
100.0 36.6 3.0 42.5 17.2 0.7 100.0 61.8 36.4 1.8 100.0 32.4 26.5 14.7 10.3 8.8 7.4 100.0 19.1 4.4 - - - 76.5

その他製造 350 118 17 160 45 10 295 179 102 14 179 64 47 22 23 11 12 7.3 4.0 10.0 179 32 1 1 1 1 143 2.4 0.0 10.2
100.0 33.7 4.9 45.7 12.9 2.9 100.0 60.7 34.6 4.7 100.0 35.8 26.3 12.3 12.8 6.1 6.7 100.0 17.9 0.6 0.6 0.6 0.6 79.9

無回答 7 2 1 4 - - 7 6 1 - 6 3 - 1 - 1 1 10.4 2.0 16.2 6 - - - - - 6 - - -
100.0 28.6 14.3 57.1 - - 100.0 85.7 14.3 - 100.0 50.0 - 16.7 - 16.7 16.7 100.0 - - - - - 100.0

卸 総合卸 129 29 4 68 26 2 101 50 48 3 50 20 10 7 2 6 5 9.2 3.0 16.1 50 7 2 1 - - 40 1.9 0.5 2.5
売 100.0 22.5 3.1 52.7 20.2 1.6 100.0 49.5 47.5 3.0 100.0 40.0 20.0 14.0 4.0 12.0 10.0 100.0 14.0 4.0 2.0 - - 80.0
業 専門卸 284 72 10 146 49 7 228 132 86 10 132 57 38 19 7 7 4 6.4 3.0 12.7 132 28 4 2 - - 98 0.9 0.0 1.8
、 100.0 25.4 3.5 51.4 17.3 2.5 100.0 57.9 37.7 4.4 100.0 43.2 28.8 14.4 5.3 5.3 3.0 100.0 21.2 3.0 1.5 - - 74.2
小 その他卸売 113 30 4 61 15 3 95 57 35 3 57 23 15 7 1 5 6 6.8 3.0 14.1 57 7 1 - - 1 48 3.9 1.0 8.7
売 100.0 26.5 3.5 54.0 13.3 2.7 100.0 60.0 36.8 3.2 100.0 40.4 26.3 12.3 1.8 8.8 10.5 100.0 12.3 1.8 - - 1.8 84.2
業 総合小売 147 70 7 61 8 1 138 96 38 4 96 29 19 19 13 10 6 13.4 5.0 42.8 96 18 3 - - 4 71 7.8 0.0 20.3
の 100.0 47.6 4.8 41.5 5.4 0.7 100.0 69.6 27.5 2.9 100.0 30.2 19.8 19.8 13.5 10.4 6.3 100.0 18.8 3.1 - - 4.2 74.0
主 専門小売 150 73 7 54 11 5 134 108 24 2 108 33 23 12 18 14 8 15.4 5.0 42.0 108 22 3 1 2 2 78 26.5 0.0 121.7
な 100.0 48.7 4.7 36.0 7.3 3.3 100.0 80.6 17.9 1.5 100.0 30.6 21.3 11.1 16.7 13.0 7.4 100.0 20.4 2.8 0.9 1.9 1.9 72.2
分 その他小売 66 18 4 34 9 1 56 32 15 9 32 9 10 6 3 1 3 5.8 3.0 6.0 32 8 - - 1 - 23 2.0 0.0 5.6
野 100.0 27.3 6.1 51.5 13.6 1.5 100.0 57.1 26.8 16.1 100.0 28.1 31.3 18.8 9.4 3.1 9.4 100.0 25.0 - - 3.1 - 71.9

無回答 8 2 2 4 - - 8 3 5 - 3 1 1 - - - 1 2.0 2.0 1.4 3 1 - - - 1 1 15.5 15.5 19.1
100.0 25.0 25.0 50.0 - - 100.0 37.5 62.5 - 100.0 33.3 33.3 - - - 33.3 100.0 33.3 - - - 33.3 33.3

学 学術・研究機関 19 5 1 9 4 - 15 11 3 1 11 6 3 1 - - 1 2.7 2.0 1.7 11 - 1 - 1 1 8 13.0 12.0 10.5
術 100.0 26.3 5.3 47.4 21.1 - 100.0 73.3 20.0 6.7 100.0 54.5 27.3 9.1 - - 9.1 100.0 - 9.1 - 9.1 9.1 72.7
研 学校教育 98 28 4 45 18 3 77 50 20 7 50 12 10 10 9 8 1 12.4 6.0 15.5 50 11 - - - 1 38 3.8 0.0 13.3
究 100.0 28.6 4.1 45.9 18.4 3.1 100.0 64.9 26.0 9.1 100.0 24.0 20.0 20.0 18.0 16.0 2.0 100.0 22.0 - - - 2.0 76.0
等 その他教育・学習支援 24 9 - 11 4 - 20 10 8 2 10 4 2 2 1 - 1 5.4 4.0 6.1 10 1 - - - - 9 2.0 2.0 0.0
の 100.0 37.5 - 45.8 16.7 - 100.0 50.0 40.0 10.0 100.0 40.0 20.0 20.0 10.0 - 10.0 100.0 10.0 - - - - 90.0
主 専門・技術サービス 102 23 - 59 19 1 82 45 36 1 45 18 13 7 3 1 3 5.7 3.0 10.4 45 11 2 - - - 32 0.7 0.0 1.2
な 100.0 22.5 - 57.8 18.6 1.0 100.0 54.9 43.9 1.2 100.0 40.0 28.9 15.6 6.7 2.2 6.7 100.0 24.4 4.4 - - - 71.1
分 その他 8 4 - 3 1 - 7 4 3 - 4 - 2 - - 1 1 9.3 4.0 10.1 4 - 1 - - - 3 3.0 3.0 0.0
野 100.0 50.0 - 37.5 12.5 - 100.0 57.1 42.9 - 100.0 - 50.0 - - 25.0 25.0 100.0 - 25.0 - - - 75.0

無回答 24 6 - 13 4 1 19 12 7 - 12 4 2 3 1 2 - 8.3 5.5 9.1 12 3 - - - - 9 0.0 0.0 0.0
100.0 25.0 - 54.2 16.7 4.2 100.0 63.2 36.8 - 100.0 33.3 16.7 25.0 8.3 16.7 - 100.0 25.0 - - - - 75.0

大学が含まれている 50 12 4 20 13 1 36 26 8 2 26 6 4 4 4 6 2 16.2 8.5 19.9 26 6 1 - - 1 18 6.1 0.0 16.1
100.0 24.0 8.0 40.0 26.0 2.0 100.0 72.2 22.2 5.6 100.0 23.1 15.4 15.4 15.4 23.1 7.7 100.0 23.1 3.8 - - 3.8 69.2

大学は含まれていない 65 20 1 34 8 2 55 34 15 6 34 12 9 6 5 2 - 7.0 3.0 7.9 34 5 - - 1 1 27 5.1 0.0 9.4
100.0 30.8 1.5 52.3 12.3 3.1 100.0 61.8 27.3 10.9 100.0 35.3 26.5 17.6 14.7 5.9 - 100.0 14.7 - - 2.9 2.9 79.4

無回答 2 1 - - 1 - 1 1 - - 1 - - 1 - - - 6.0 6.0 0.0 1 - - - - - 1 - - -
100.0 50.0 - - 50.0 - 100.0 100.0 - - 100.0 - - 100.0 - - - 100.0 - - - - - 100.0

派 「労働者派遣会社」や 236 93 8 96 32 7 197 139 52 6 139 39 23 23 25 18 11 12.5 6.0 21.5 139 21 3 2 1 2 110 5.5 0.0 15.6
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 39.4 3.4 40.7 13.6 3.0 100.0 70.6 26.4 3.0 100.0 28.1 16.5 16.5 18.0 12.9 7.9 100.0 15.1 2.2 1.4 0.7 1.4 79.1
・ 「労働者派遣会社」や 454 144 22 181 94 13 347 223 119 5 223 68 50 34 21 39 11 19.7 5.0 49.9 223 49 2 4 2 - 166 1.2 0.0 3.1
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 31.7 4.8 39.9 20.7 2.9 100.0 64.3 34.3 1.4 100.0 30.5 22.4 15.2 9.4 17.5 4.9 100.0 22.0 0.9 1.8 0.9 - 74.4
負 無回答 10 4 - 5 1 - 9 6 3 - 6 3 1 - 1 1 - 33.2 3.0 70.6 6 3 - - - - 3 0.3 0.0 0.6

100.0 40.0 - 50.0 10.0 - 100.0 66.7 33.3 - 100.0 50.0 16.7 - 16.7 16.7 - 100.0 50.0 - - - - 50.0
雇 ４９人以下 914 205 20 477 163 49 702 313 362 27 313 159 85 35 10 3 21 3.5 2.0 4.2 313 45 7 1 2 - 258 1.2 0.0 2.5
用 100.0 22.4 2.2 52.2 17.8 5.4 100.0 44.6 51.6 3.8 100.0 50.8 27.2 11.2 3.2 1.0 6.7 100.0 14.4 2.2 0.3 0.6 - 82.4
者 ５０～９９人 1,408 398 41 708 226 35 1,147 660 448 39 660 259 181 102 58 16 44 5.0 3.0 5.3 660 89 8 4 2 2 555 1.6 0.0 5.1
数 100.0 28.3 2.9 50.3 16.1 2.5 100.0 57.5 39.1 3.4 100.0 39.2 27.4 15.5 8.8 2.4 6.7 100.0 13.5 1.2 0.6 0.3 0.3 84.1

１００～２９９人 1,597 561 85 707 210 34 1,353 940 370 43 940 292 222 158 125 100 43 8.8 5.0 12.3 940 222 13 7 5 4 689 1.7 0.0 7.9
100.0 35.1 5.3 44.3 13.1 2.1 100.0 69.5 27.3 3.2 100.0 31.1 23.6 16.8 13.3 10.6 4.6 100.0 23.6 1.4 0.7 0.5 0.4 73.3

３００～９９９人 580 295 41 173 63 8 509 408 82 19 408 68 80 58 65 104 33 21.7 9.0 37.7 408 109 14 5 5 9 266 3.6 0.0 9.8
100.0 50.9 7.1 29.8 10.9 1.4 100.0 80.2 16.1 3.7 100.0 16.7 19.6 14.2 15.9 25.5 8.1 100.0 26.7 3.4 1.2 1.2 2.2 65.2

１，０００人以上 314 171 9 98 33 3 278 237 34 7 237 30 23 31 31 96 26 48.5 17.0 86.9 237 62 9 6 6 11 143 16.4 0.0 72.0
100.0 54.5 2.9 31.2 10.5 1.0 100.0 85.3 12.2 2.5 100.0 12.7 9.7 13.1 13.1 40.5 11.0 100.0 26.2 3.8 2.5 2.5 4.6 60.3

無回答 91 31 7 35 11 7 73 54 14 5 54 16 15 7 4 5 7 14.5 4.0 44.7 54 10 1 - - 1 42 5.3 0.0 17.3
100.0 34.1 7.7 38.5 12.1 7.7 100.0 74.0 19.2 6.8 100.0 29.6 27.8 13.0 7.4 9.3 13.0 100.0 18.5 1.9 - - 1.9 77.8

中小企業（３００人未満）計 3,919 1,164 146 1,892 599 118 3,202 1,913 1,180 109 1,913 710 488 295 193 119 108 6.7 3.0 9.6 1,913 356 28 12 9 6 1,502 1.6 0.0 6.8
100.0 29.7 3.7 48.3 15.3 3.0 100.0 59.7 36.9 3.4 100.0 37.1 25.5 15.4 10.1 6.2 5.6 100.0 18.6 1.5 0.6 0.5 0.3 78.5

５０人以上計 3,899 1,425 176 1,686 532 80 3,287 2,245 934 108 2,245 649 506 349 279 316 146 14.0 5.0 35.3 2,245 482 44 22 18 26 1,653 4.5 0.0 30.0
100.0 36.5 4.5 43.2 13.6 2.1 100.0 68.3 28.4 3.3 100.0 28.9 22.5 15.5 12.4 14.1 6.5 100.0 21.5 2.0 1.0 0.8 1.2 73.6

労 過半数代表の労働組合がある 1,080 407 54 433 170 16 894 636 231 27 636 167 131 96 86 115 41 17.9 5.0 46.1 636 142 21 7 9 9 448 4.6 0.0 15.6
働 100.0 37.7 5.0 40.1 15.7 1.5 100.0 71.1 25.8 3.0 100.0 26.3 20.6 15.1 13.5 18.1 6.4 100.0 22.3 3.3 1.1 1.4 1.4 70.4
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 314 115 14 121 59 5 250 176 66 8 176 37 35 33 19 38 14 19.4 7.0 33.9 176 49 2 2 2 3 118 4.3 0.0 18.3
合 100.0 36.6 4.5 38.5 18.8 1.6 100.0 70.4 26.4 3.2 100.0 21.0 19.9 18.8 10.8 21.6 8.0 100.0 27.8 1.1 1.1 1.1 1.7 67.0
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,305 444 59 609 164 29 1,112 718 354 40 718 247 176 121 84 52 38 7.9 4.0 12.3 718 126 5 7 2 7 571 2.9 0.0 10.8
の 100.0 34.0 4.5 46.7 12.6 2.2 100.0 64.6 31.8 3.6 100.0 34.4 24.5 16.9 11.7 7.2 5.3 100.0 17.5 0.7 1.0 0.3 1.0 79.5
有 労働組合も労使協議機関もない 2,155 684 72 1,015 310 74 1,771 1,060 650 61 1,060 364 260 141 103 113 79 11.9 4.0 34.2 1,060 214 24 6 7 8 801 4.8 0.0 41.9
無 100.0 31.7 3.3 47.1 14.4 3.4 100.0 59.9 36.7 3.4 100.0 34.3 24.5 13.3 9.7 10.7 7.5 100.0 20.2 2.3 0.6 0.7 0.8 75.6

無回答 50 11 4 20 3 12 35 22 9 4 22 9 4 - 1 6 2 10.5 3.0 12.6 22 6 - 1 - - 15 0.9 0.0 2.3
100.0 22.0 8.0 40.0 6.0 24.0 100.0 62.9 25.7 11.4 100.0 40.9 18.2 - 4.5 27.3 9.1 100.0 27.3 - 4.5 - - 68.2

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 157 81 10 46 20 - 137 104 29 4 104 17 14 17 10 34 12 31.9 10.0 57.9 104 23 4 3 5 3 66 7.2 0.0 16.7
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 51.6 6.4 29.3 12.7 - 100.0 75.9 21.2 2.9 100.0 16.3 13.5 16.3 9.6 32.7 11.5 100.0 22.1 3.8 2.9 4.8 2.9 63.5
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 623 231 31 233 117 11 495 363 121 11 363 91 78 57 50 68 19 18.8 6.0 50.0 363 92 12 3 2 4 250 3.2 0.0 13.7
範 組合員になっていない 100.0 37.1 5.0 37.4 18.8 1.8 100.0 73.3 24.4 2.2 100.0 25.1 21.5 15.7 13.8 18.7 5.2 100.0 25.3 3.3 0.8 0.6 1.1 68.9
囲 無回答 614 210 27 275 92 10 512 345 147 20 345 96 74 55 45 51 24 13.7 5.0 28.6 345 76 7 3 4 5 250 5.0 0.0 18.6

100.0 34.2 4.4 44.8 15.0 1.6 100.0 67.4 28.7 3.9 100.0 27.8 21.4 15.9 13.0 14.8 7.0 100.0 22.0 2.0 0.9 1.2 1.4 72.5
認 【改正労働契約法】の 3,251 1,220 149 1,365 461 56 2,734 1,890 759 85 1,890 577 406 297 223 272 115 14.3 5.0 37.4 1,890 410 40 18 18 25 1,379 5.0 0.0 32.2
知 改正内容まで知っている 100.0 37.5 4.6 42.0 14.2 1.7 100.0 69.1 27.8 3.1 100.0 30.5 21.5 15.7 11.8 14.4 6.1 100.0 21.7 2.1 1.0 1.0 1.3 73.0
度 改正されたことは知っているが 1,383 386 46 693 203 55 1,125 628 452 45 628 216 163 87 61 49 52 9.0 3.0 20.3 628 113 11 5 2 2 495 1.7 0.0 5.6
別 内容はよく分からない 100.0 27.9 3.3 50.1 14.7 4.0 100.0 55.8 40.2 4.0 100.0 34.4 26.0 13.9 9.7 7.8 8.3 100.0 18.0 1.8 0.8 0.3 0.3 78.8

知らない・分からない 234 42 7 124 39 22 173 77 87 9 77 26 31 5 6 2 7 4.9 3.0 6.4 77 9 - - - - 68 0.7 0.0 0.9
100.0 17.9 3.0 53.0 16.7 9.4 100.0 44.5 50.3 5.2 100.0 33.8 40.3 6.5 7.8 2.6 9.1 100.0 11.7 - - - - 88.3

無回答 36 13 1 16 3 3 30 17 12 1 17 5 6 2 3 1 - 7.1 3.0 8.7 17 5 1 - - - 11 0.8 0.0 2.0
100.0 36.1 2.8 44.4 8.3 8.3 100.0 56.7 40.0 3.3 100.0 29.4 35.3 11.8 17.6 5.9 - 100.0 29.4 5.9 - - - 64.7

合計（復元） 3,167 895 104 1,557 483 127 2,556 1,409 1,052 96 1,409 563 360 194 106 95 92 8.2 1.8 - 1,409 258 26 8 10 8 1,100 3.0 0.0 -
100.0 28.3 3.3 49.2 15.3 4.0 100.0 55.1 41.2 3.8 100.0 40.0 25.6 13.8 7.5 6.7 6.5 100.0 18.3 1.8 0.6 0.7 0.6 78.1

登用者
がいた
企業計

左記以外の多様な正社員に転換

付問②,今後３年間における、正社員登用者の増減見通しはどうですか（１つだけ○）。

問１１, 有期契約労働者から、正社員に登用する制度や慣行はありますか（１つだけ○）。
付問①,制度や慣行がある場合、付問①,労働契約法の改正（２０１２年８月）以降、有期契約労働者から正社員への登用者は
いましたか（１つだけ○）。登用者がいた場合、登用形態と人数（労働契約法の改正以降の総計）も教えてください（数値を記入）。

フル
タイム
契約

労働者
を雇用
して
いる

企業計

正社員
に直接
登用
する

制度が
ある

他の
区分を
経由
して

正社員
に登用
する

制度が
ある

制度は
ないが
正社員
に登用
する

慣行が
ある

正社員
に登用
する

制度・
慣行は
ない

（他の
区分

止まり
を含
む）

無回答 正社員
に登用
する

制度・
慣行が
ある

企業計

登用者
がいた

登用者
はいな
かった

無回答 登用者
がいた
企業計

（無限定）正社員に転換
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○パートタイム契約労働者について

２人
以下

３～
５人

６～
１０人

１１～
２０人

２１人
以上

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

２人
以下

３～
５人

６～
１０人

１１～
２０人

２１人
以上

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

合計 4,665 824 398 2,153 1,154 136 3,375 776 2,541 58 776 454 126 44 32 26 94 4.7 2.0 12.7 776 146 22 12 4 5 587 7.1 0.0 54.1
100.0 17.7 8.5 46.2 24.7 2.9 100.0 23.0 75.3 1.7 100.0 58.5 16.2 5.7 4.1 3.4 12.1 100.0 18.8 2.8 1.5 0.5 0.6 75.6

主 建設業 263 33 11 128 79 12 172 22 147 3 22 17 1 1 1 1 1 4.4 1.0 9.0 22 4 - - - - 18 0.3 0.0 0.5
な 100.0 12.5 4.2 48.7 30.0 4.6 100.0 12.8 85.5 1.7 100.0 77.3 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 100.0 18.2 - - - - 81.8
業 製造業 1,177 213 100 539 289 36 852 166 675 11 166 108 27 5 3 1 22 2.4 1.0 3.4 166 27 3 - 1 - 135 1.6 1.0 3.6
種 100.0 18.1 8.5 45.8 24.6 3.1 100.0 19.5 79.2 1.3 100.0 65.1 16.3 3.0 1.8 0.6 13.3 100.0 16.3 1.8 - 0.6 - 81.3

電気・ガス・熱供給・水道業 34 5 1 16 12 - 22 2 19 1 2 2 - - - - - 0.5 0.5 0.7 2 2 - - - - - 0.0 0.0 0.0
100.0 14.7 2.9 47.1 35.3 - 100.0 9.1 86.4 4.5 100.0 100.0 - - - - - 100.0 100.0 - - - - -

情報通信業 127 23 4 59 36 5 86 12 74 - 12 7 2 2 - - 1 2.8 1.0 2.9 12 2 - - - - 10 0.0 0.0 0.0
100.0 18.1 3.1 46.5 28.3 3.9 100.0 14.0 86.0 - 100.0 58.3 16.7 16.7 - - 8.3 100.0 16.7 - - - - 83.3

運輸業、郵便業 297 48 15 135 88 11 198 41 157 - 41 19 6 3 4 1 8 5.1 2.0 8.2 41 10 - 1 - 1 29 61.4 1.0 208.4
100.0 16.2 5.1 45.5 29.6 3.7 100.0 20.7 79.3 - 100.0 46.3 14.6 7.3 9.8 2.4 19.5 100.0 24.4 - 2.4 - 2.4 70.7

卸売業、小売業 897 168 88 418 208 15 674 168 489 17 168 106 22 13 6 5 16 4.2 1.5 9.3 168 33 5 4 - 1 125 2.0 0.0 4.3
100.0 18.7 9.8 46.6 23.2 1.7 100.0 24.9 72.6 2.5 100.0 63.1 13.1 7.7 3.6 3.0 9.5 100.0 19.6 3.0 2.4 - 0.6 74.4

金融業、保険業 78 20 15 27 16 - 62 20 42 - 20 13 4 1 - - 2 2.1 1.0 2.2 20 1 2 - - - 17 2.3 3.0 1.2
100.0 25.6 19.2 34.6 20.5 - 100.0 32.3 67.7 - 100.0 65.0 20.0 5.0 - - 10.0 100.0 5.0 10.0 - - - 85.0

不動産業、物品賃貸業 79 6 5 34 31 3 45 8 37 - 8 4 2 1 - - 1 3.0 2.0 2.8 8 2 - - - - 6 0.5 0.5 0.7
100.0 7.6 6.3 43.0 39.2 3.8 100.0 17.8 82.2 - 100.0 50.0 25.0 12.5 - - 12.5 100.0 25.0 - - - - 75.0

学術研究、専門・技術サービス業 116 12 1 64 36 3 77 11 66 - 11 5 1 1 1 - 3 4.1 1.0 5.4 11 4 - - - - 7 1.0 1.0 0.8
100.0 10.3 0.9 55.2 31.0 2.6 100.0 14.3 85.7 - 100.0 45.5 9.1 9.1 9.1 - 27.3 100.0 36.4 - - - - 63.6

宿泊業、飲食サービス業 307 91 48 126 32 10 265 102 156 7 102 45 16 8 8 9 16 8.4 2.0 15.4 102 18 5 4 - - 75 2.2 1.0 2.8
100.0 29.6 15.6 41.0 10.4 3.3 100.0 38.5 58.9 2.6 100.0 44.1 15.7 7.8 7.8 8.8 15.7 100.0 17.6 4.9 3.9 - - 73.5

生活関連サービス業、娯楽業 163 29 22 74 36 2 125 30 94 1 30 14 6 1 1 6 2 15.7 2.5 40.0 30 7 2 1 - - 20 1.7 0.0 3.2
100.0 17.8 13.5 45.4 22.1 1.2 100.0 24.0 75.2 0.8 100.0 46.7 20.0 3.3 3.3 20.0 6.7 100.0 23.3 6.7 3.3 - - 66.7

教育、学習支援業 160 18 10 79 50 3 107 33 71 3 33 15 11 3 3 - 1 4.1 3.0 4.1 33 6 - 1 - - 26 1.3 0.0 2.2
100.0 11.3 6.3 49.4 31.3 1.9 100.0 30.8 66.4 2.8 100.0 45.5 33.3 9.1 9.1 - 3.0 100.0 18.2 - 3.0 - - 78.8

医療、福祉 273 60 22 136 47 8 218 67 147 4 67 39 16 1 1 2 8 3.2 2.0 5.5 67 10 1 - 1 - 55 2.3 1.0 4.7
100.0 22.0 8.1 49.8 17.2 2.9 100.0 30.7 67.4 1.8 100.0 58.2 23.9 1.5 1.5 3.0 11.9 100.0 14.9 1.5 - 1.5 - 82.1

複合サービス業 16 2 - 6 6 2 8 - 8 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 12.5 - 37.5 37.5 12.5 100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - -

その他サービス業 646 93 53 298 183 19 444 90 344 10 90 57 11 4 4 1 13 4.5 1.0 16.2 90 20 4 1 2 3 60 11.2 0.5 33.0
100.0 14.4 8.2 46.1 28.3 2.9 100.0 20.3 77.5 2.3 100.0 63.3 12.2 4.4 4.4 1.1 14.4 100.0 22.2 4.4 1.1 2.2 3.3 66.7

その他 14 3 2 6 2 1 11 1 9 1 1 - 1 - - - - 5.0 5.0 0.0 1 - - - - - 1 - - -
100.0 21.4 14.3 42.9 14.3 7.1 100.0 9.1 81.8 9.1 100.0 - 100.0 - - - - 100.0 - - - - - 100.0

無回答 18 - 1 8 3 6 9 3 6 - 233 121 34 14 14 16 34 7.8 2.0 20.8 233 49 11 6 2 3 162 5.9 1.0 21.8
100.0 - 5.6 44.4 16.7 33.3 100.0 33.3 66.7 - 100.0 51.9 14.6 6.0 6.0 6.9 14.6 100.0 21.0 4.7 2.6 0.9 1.3 69.5

サービス業計 1,248 227 124 568 293 36 919 233 668 18 3 3 - - - - - 2.0 2.0 0.0 3 - - - - - 3 - - -
100.0 18.2 9.9 45.5 23.5 2.9 100.0 25.4 72.7 2.0 100.0 100.0 - - - - - 100.0 - - - - - 100.0

製 輸送用機械関連 136 25 11 67 30 3 103 12 91 - 12 9 2 - - - 1 1.5 1.0 1.1 12 4 - - - - 8 0.3 0.0 0.5
造 100.0 18.4 8.1 49.3 22.1 2.2 100.0 11.7 88.3 - 100.0 75.0 16.7 - - - 8.3 100.0 33.3 - - - - 66.7
業 化学関連 84 10 4 35 32 3 49 9 39 1 9 6 2 - - - 1 1.6 1.0 1.3 9 3 - - - - 6 0.7 0.0 1.2
の 100.0 11.9 4.8 41.7 38.1 3.6 100.0 18.4 79.6 2.0 100.0 66.7 22.2 - - - 11.1 100.0 33.3 - - - - 66.7
主 電機・電子関連 187 30 22 89 41 5 141 26 112 3 26 22 1 - - - 3 1.5 1.0 0.6 26 5 - - - - 21 0.6 0.0 0.9
な 100.0 16.0 11.8 47.6 21.9 2.7 100.0 18.4 79.4 2.1 100.0 84.6 3.8 - - - 11.5 100.0 19.2 - - - - 80.8
分 素材関連 39 9 2 17 11 - 28 3 24 1 3 3 - - - - - 1.7 2.0 0.6 3 - - - - - 3 - - -
野 100.0 23.1 5.1 43.6 28.2 - 100.0 10.7 85.7 3.6 100.0 100.0 - - - - - 100.0 - - - - - 100.0

その他機械関連 98 17 4 45 27 5 66 10 55 1 10 6 1 - - 1 2 4.9 1.0 9.4 10 2 - - - - 8 0.5 0.5 0.7
100.0 17.3 4.1 45.9 27.6 5.1 100.0 15.2 83.3 1.5 100.0 60.0 10.0 - - 10.0 20.0 100.0 20.0 - - - - 80.0

食料品関連 165 28 29 68 34 6 125 28 95 2 28 15 6 3 1 - 3 3.1 1.0 3.8 28 4 - - - - 24 1.0 1.0 0.8
100.0 17.0 17.6 41.2 20.6 3.6 100.0 22.4 76.0 1.6 100.0 53.6 21.4 10.7 3.6 - 10.7 100.0 14.3 - - - - 85.7

金属関連 126 25 5 61 35 - 91 16 75 - 16 12 2 - 1 - 1 2.3 1.0 2.9 16 1 1 - - - 14 1.5 1.5 2.1
100.0 19.8 4.0 48.4 27.8 - 100.0 17.6 82.4 - 100.0 75.0 12.5 - 6.3 - 6.3 100.0 6.3 6.3 - - - 87.5

その他製造 336 68 22 154 79 13 244 59 182 3 59 34 12 2 1 - 10 2.6 2.0 3.1 59 8 2 - 1 - 48 3.2 2.0 5.8
100.0 20.2 6.5 45.8 23.5 3.9 100.0 24.2 74.6 1.2 100.0 57.6 20.3 3.4 1.7 - 16.9 100.0 13.6 3.4 - 1.7 - 81.4

無回答 6 1 1 3 - 1 5 3 2 - 3 1 1 - - - 1 2.5 2.5 2.1 3 - - - - - 3 - - -
100.0 16.7 16.7 50.0 - 16.7 100.0 60.0 40.0 - 100.0 33.3 33.3 - - - 33.3 100.0 - - - - - 100.0

卸 総合卸 118 16 6 56 37 3 78 11 65 2 11 9 2 - - - - 1.5 1.0 1.1 11 1 1 1 - - 8 4.0 5.0 3.6
売 100.0 13.6 5.1 47.5 31.4 2.5 100.0 14.1 83.3 2.6 100.0 81.8 18.2 - - - - 100.0 9.1 9.1 9.1 - - 72.7
業 専門卸 254 41 15 114 78 6 170 37 128 5 37 25 5 2 - - 5 2.0 1.0 2.1 37 10 1 - - - 26 1.0 0.0 1.5
、 100.0 16.1 5.9 44.9 30.7 2.4 100.0 21.8 75.3 2.9 100.0 67.6 13.5 5.4 - - 13.5 100.0 27.0 2.7 - - - 70.3
小 その他卸売 110 13 11 58 24 4 82 18 63 1 18 15 1 1 - - 1 1.7 1.0 1.5 18 2 - - - - 16 0.5 0.5 0.7
売 100.0 11.8 10.0 52.7 21.8 3.6 100.0 22.0 76.8 1.2 100.0 83.3 5.6 5.6 - - 5.6 100.0 11.1 - - - - 88.9
業 総合小売 164 41 29 68 26 - 138 45 91 2 45 22 5 4 5 3 6 8.0 2.0 15.3 45 10 3 1 - - 31 1.6 0.0 2.5
の 100.0 25.0 17.7 41.5 15.9 - 100.0 32.6 65.9 1.4 100.0 48.9 11.1 8.9 11.1 6.7 13.3 100.0 22.2 6.7 2.2 - - 68.9
主 専門小売 165 45 23 77 19 1 145 43 98 4 43 28 5 5 - 2 3 4.0 1.5 8.5 43 9 - 2 - 1 31 3.3 0.0 7.3
な 100.0 27.3 13.9 46.7 11.5 0.6 100.0 29.7 67.6 2.8 100.0 65.1 11.6 11.6 - 4.7 7.0 100.0 20.9 - 4.7 - 2.3 72.1
分 その他小売 75 10 3 39 22 1 52 13 36 3 13 6 4 1 1 - 1 4.2 2.5 4.4 13 1 - - - - 12 0.0 0.0 0.0
野 100.0 13.3 4.0 52.0 29.3 1.3 100.0 25.0 69.2 5.8 100.0 46.2 30.8 7.7 7.7 - 7.7 100.0 7.7 - - - - 92.3

無回答 11 2 1 6 2 - 9 1 8 - 1 1 - - - - - 1.0 1.0 0.0 1 - - - - - 1 - - -
100.0 18.2 9.1 54.5 18.2 - 100.0 11.1 88.9 - 100.0 100.0 - - - - - 100.0 - - - - - 100.0

学 学術・研究機関 16 2 1 6 7 - 9 1 8 - 1 - - - - - 1 - - - 1 1 - - - - - 2.0 2.0 0.0
術 100.0 12.5 6.3 37.5 43.8 - 100.0 11.1 88.9 - 100.0 - - - - - 100.0 100.0 100.0 - - - - -
研 学校教育 122 12 7 63 37 3 82 25 55 2 25 12 5 4 3 - 1 4.8 2.5 4.7 25 5 - 1 - - 19 1.2 0.0 2.4
究 100.0 9.8 5.7 51.6 30.3 2.5 100.0 30.5 67.1 2.4 100.0 48.0 20.0 16.0 12.0 - 4.0 100.0 20.0 - 4.0 - - 76.0
等 その他教育・学習支援 28 5 1 15 7 - 21 6 14 1 6 1 5 - - - - 3.5 3.5 1.0 6 1 - - - - 5 2.0 2.0 0.0
の 100.0 17.9 3.6 53.6 25.0 - 100.0 28.6 66.7 4.8 100.0 16.7 83.3 - - - - 100.0 16.7 - - - - 83.3
主 専門・技術サービス 83 8 - 47 25 3 55 6 49 - 6 3 - - 1 - 2 4.5 1.0 7.0 6 2 - - - - 4 1.0 1.0 0.0
な 100.0 9.6 - 56.6 30.1 3.6 100.0 10.9 89.1 - 100.0 50.0 - - 16.7 - 33.3 100.0 33.3 - - - - 66.7
分 その他 6 - 1 3 2 - 4 2 2 - 2 2 - - - - - 1.5 1.5 0.7 2 - - - - - 2 - - -
野 100.0 - 16.7 50.0 33.3 - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 100.0 - - - - - 100.0 - - - - - 100.0

無回答 21 3 1 9 8 - 13 4 9 - 4 2 2 - - - - 2.0 2.0 1.2 4 1 - - - - 3 0.0 0.0 0.0
100.0 14.3 4.8 42.9 38.1 - 100.0 30.8 69.2 - 100.0 50.0 50.0 - - - - 100.0 25.0 - - - - 75.0

大学が含まれている 52 4 4 21 22 1 29 7 22 - 7 2 - 2 2 - 1 9.2 9.5 6.7 7 3 - - - - 4 0.7 0.0 1.2
100.0 7.7 7.7 40.4 42.3 1.9 100.0 24.1 75.9 - 100.0 28.6 - 28.6 28.6 - 14.3 100.0 42.9 - - - - 57.1

大学は含まれていない 83 9 4 47 21 2 60 18 40 2 18 9 5 2 1 - 1 3.4 2.0 2.8 18 3 - 1 - - 14 1.8 0.5 2.9
100.0 10.8 4.8 56.6 25.3 2.4 100.0 30.0 66.7 3.3 100.0 50.0 27.8 11.1 5.6 - 5.6 100.0 16.7 - 5.6 - - 77.8

無回答 3 1 - 1 1 - 2 1 1 - 1 1 - - - - - 2.0 2.0 0.0 1 - - - - - 1 - - -
100.0 33.3 - 33.3 33.3 - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 100.0 - - - - - 100.0 - - - - - 100.0

派 「労働者派遣会社」や 209 37 12 106 47 7 155 28 125 2 28 18 4 - 2 - 4 2.8 1.0 4.3 28 5 1 - 1 1 20 9.3 0.5 17.7
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 17.7 5.7 50.7 22.5 3.3 100.0 18.1 80.6 1.3 100.0 64.3 14.3 - 7.1 - 14.3 100.0 17.9 3.6 - 3.6 3.6 71.4
・ 「労働者派遣会社」や 428 54 40 187 135 12 281 62 211 8 62 39 7 4 2 1 9 5.3 1.0 19.3 62 15 3 1 1 2 40 12.0 0.5 37.4
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 12.6 9.3 43.7 31.5 2.8 100.0 22.1 75.1 2.8 100.0 62.9 11.3 6.5 3.2 1.6 14.5 100.0 24.2 4.8 1.6 1.6 3.2 64.5
負 無回答 9 2 1 5 1 - 8 - 8 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

100.0 22.2 11.1 55.6 11.1 - 100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - -
雇 ４９人以下 860 113 33 435 241 38 581 115 454 12 115 86 13 3 - - 13 1.7 1.0 1.4 115 16 1 1 - - 97 1.1 1.0 1.5
用 100.0 13.1 3.8 50.6 28.0 4.4 100.0 19.8 78.1 2.1 100.0 74.8 11.3 2.6 - - 11.3 100.0 13.9 0.9 0.9 - - 84.3
者 ５０～９９人 1,309 211 66 608 389 35 885 183 686 16 183 129 26 4 2 - 22 2.0 1.0 2.0 183 25 4 2 - 1 151 3.2 1.0 8.8
数 100.0 16.1 5.0 46.4 29.7 2.7 100.0 20.7 77.5 1.8 100.0 70.5 14.2 2.2 1.1 - 12.0 100.0 13.7 2.2 1.1 - 0.5 82.5

１００～２９９人 1,525 269 146 728 340 42 1,143 244 881 18 244 151 47 14 7 2 23 2.9 2.0 4.2 244 46 5 5 3 - 185 2.2 0.0 4.3
100.0 17.6 9.6 47.7 22.3 2.8 100.0 21.3 77.1 1.6 100.0 61.9 19.3 5.7 2.9 0.8 9.4 100.0 18.9 2.0 2.0 1.2 - 75.8

３００～９９９人 577 133 96 229 112 7 458 129 324 5 129 54 23 17 9 7 19 7.4 3.0 16.5 129 31 8 1 - - 89 1.2 0.0 1.9
100.0 23.1 16.6 39.7 19.4 1.2 100.0 28.2 70.7 1.1 100.0 41.9 17.8 13.2 7.0 5.4 14.7 100.0 24.0 6.2 0.8 - - 69.0

１，０００人以上 308 85 47 115 55 6 247 88 154 5 88 25 15 5 14 16 13 15.2 5.0 27.4 88 26 3 3 1 4 51 27.9 0.0 121.0
100.0 27.6 15.3 37.3 17.9 1.9 100.0 35.6 62.3 2.0 100.0 28.4 17.0 5.7 15.9 18.2 14.8 100.0 29.5 3.4 3.4 1.1 4.5 58.0

無回答 86 13 10 38 17 8 61 17 42 2 17 9 2 1 - 1 4 9.2 1.0 25.8 17 2 1 - - - 14 1.7 1.0 2.1
100.0 15.1 11.6 44.2 19.8 9.3 100.0 27.9 68.9 3.3 100.0 52.9 11.8 5.9 - 5.9 23.5 100.0 11.8 5.9 - - - 82.4

中小企業（３００人未満）計 3,694 593 245 1,771 970 115 2,609 542 2,021 46 542 366 86 21 9 2 58 2.4 1.0 3.2 542 87 10 8 3 1 433 2.3 1.0 5.7
100.0 16.1 6.6 47.9 26.3 3.1 100.0 20.8 77.5 1.8 100.0 67.5 15.9 3.9 1.7 0.4 10.7 100.0 16.1 1.8 1.5 0.6 0.2 79.9

５０人以上計 3,719 698 355 1,680 896 90 2,733 644 2,045 44 644 359 111 40 32 25 77 5.1 2.0 13.3 644 128 20 11 4 5 476 7.8 0.0 57.4
100.0 18.8 9.5 45.2 24.1 2.4 100.0 23.6 74.8 1.6 100.0 55.7 17.2 6.2 5.0 3.9 12.0 100.0 19.9 3.1 1.7 0.6 0.8 73.9

労 過半数代表の労働組合がある 949 174 99 412 243 21 685 116 562 7 116 60 21 6 7 9 13 7.9 2.0 18.5 116 30 5 2 1 1 77 2.3 0.0 5.1
働 100.0 18.3 10.4 43.4 25.6 2.2 100.0 16.9 82.0 1.0 100.0 51.7 18.1 5.2 6.0 7.8 11.2 100.0 25.9 4.3 1.7 0.9 0.9 66.4
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 316 51 41 118 98 8 210 52 156 2 52 19 12 3 8 3 7 10.2 3.0 30.9 52 16 2 2 - 1 31 36.0 0.0 157.4
合 100.0 16.1 13.0 37.3 31.0 2.5 100.0 24.8 74.3 1.0 100.0 36.5 23.1 5.8 15.4 5.8 13.5 100.0 30.8 3.8 3.8 - 1.9 59.6
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,235 219 100 575 303 38 894 188 692 14 188 119 26 10 4 1 28 3.0 1.0 7.8 188 26 4 5 1 2 150 8.1 1.0 28.6
の 100.0 17.7 8.1 46.6 24.5 3.1 100.0 21.0 77.4 1.6 100.0 63.3 13.8 5.3 2.1 0.5 14.9 100.0 13.8 2.1 2.7 0.5 1.1 79.8
有 労働組合も労使協議機関もない 2,115 374 154 1,026 500 61 1,554 414 1,106 34 414 253 65 25 13 12 46 3.8 2.0 7.2 414 73 11 3 2 1 324 2.0 0.0 5.8
無 100.0 17.7 7.3 48.5 23.6 2.9 100.0 26.6 71.2 2.2 100.0 61.1 15.7 6.0 3.1 2.9 11.1 100.0 17.6 2.7 0.7 0.5 0.2 78.3

無回答 50 6 4 22 10 8 32 6 25 1 6 3 2 - - 1 - 9.5 2.5 17.0 6 1 - - - - 5 0.0 0.0 0.0
100.0 12.0 8.0 44.0 20.0 16.0 100.0 18.8 78.1 3.1 100.0 50.0 33.3 - - 16.7 - 100.0 16.7 - - - - 83.3

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 154 41 26 55 30 2 122 39 81 2 39 11 8 3 5 6 6 20.7 4.0 43.7 39 14 2 - 1 1 21 3.1 0.0 6.9
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 26.6 16.9 35.7 19.5 1.3 100.0 32.0 66.4 1.6 100.0 28.2 20.5 7.7 12.8 15.4 15.4 100.0 35.9 5.1 - 2.6 2.6 53.8
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 576 112 58 246 146 14 416 66 350 - 66 33 11 2 8 2 10 5.2 2.0 7.7 66 15 3 2 - - 46 1.7 0.0 2.8
範 組合員になっていない 100.0 19.4 10.1 42.7 25.3 2.4 100.0 15.9 84.1 - 100.0 50.0 16.7 3.0 12.1 3.0 15.2 100.0 22.7 4.5 3.0 - - 69.7
囲 無回答 535 72 56 229 165 13 357 63 287 7 63 35 14 4 2 4 4 5.1 2.0 10.4 63 17 2 2 - 1 41 34.4 0.0 153.8

100.0 13.5 10.5 42.8 30.8 2.4 100.0 17.6 80.4 2.0 100.0 55.6 22.2 6.3 3.2 6.3 6.3 100.0 27.0 3.2 3.2 - 1.6 65.1
認 【改正労働契約法】の 2,993 579 302 1,314 730 68 2,195 490 1,679 26 490 269 75 33 26 23 64 5.9 2.0 15.6 490 105 18 9 2 4 352 8.6 0.0 63.2
知 改正内容まで知っている 100.0 19.3 10.1 43.9 24.4 2.3 100.0 22.3 76.5 1.2 100.0 54.9 15.3 6.7 5.3 4.7 13.1 100.0 21.4 3.7 1.8 0.4 0.8 71.8
度 改正されたことは知っているが 1,398 210 85 699 354 50 994 244 724 26 244 153 46 9 5 2 29 2.8 1.0 4.8 244 37 4 2 2 1 198 3.0 1.0 7.9
別 内容はよく分からない 100.0 15.0 6.1 50.0 25.3 3.6 100.0 24.5 72.8 2.6 100.0 62.7 18.9 3.7 2.0 0.8 11.9 100.0 15.2 1.6 0.8 0.8 0.4 81.1

知らない・分からない 241 29 6 123 68 15 158 34 119 5 34 26 4 1 1 1 1 2.8 1.0 4.5 34 3 - 1 - - 30 1.8 0.0 3.5
100.0 12.0 2.5 51.0 28.2 6.2 100.0 21.5 75.3 3.2 100.0 76.5 11.8 2.9 2.9 2.9 2.9 100.0 8.8 - 2.9 - - 88.2

無回答 33 6 5 17 2 3 28 8 19 1 8 6 1 1 - - - 2.3 2.0 1.7 8 1 - - - - 7 0.0 0.0 0.0
100.0 18.2 15.2 51.5 6.1 9.1 100.0 28.6 67.9 3.6 100.0 75.0 12.5 12.5 - - - 100.0 12.5 - - - - 87.5

合計（復元） 3,079 467 194 1,522 787 110 2,182 458 1,680 44 458 307 63 19 9 6 55 3.0 0.7 - 458 69 10 8 1 1 370 4.9 0.0 -
100.0 15.2 6.3 49.4 25.6 3.6 100.0 21.0 77.0 2.0 100.0 67.0 13.8 4.1 2.0 1.3 12.0 100.0 15.1 2.2 1.7 0.2 0.2 80.8

パート
タイム
契約

労働者
を雇用
して
いる

企業計

正社員
に直接
登用
する

制度が
ある

他の
区分を
経由
して

正社員
に登用
する

制度が
ある

登用者
がいた
企業計

左記以外の多様な正社員に転換登用者
がいた
企業計

（無限定）正社員に転換無回答 正社員
に登用
する

制度・
慣行が
ある

企業計

制度は
ないが
正社員
に登用
する

慣行が
ある

登用者
がいた

登用者
はいな
かった

無回答正社員
に登用
する

制度・
慣行は
ない

（他の
区分

止まり
を含
む）
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○フルタイム契約労働者について ○パートタイム契約労働者について
フル

タイム
契約

労働者
から

正社員
に登用
する

制度・
慣行が
ある

企業計

６ヶ月
以下

６ヶ月
超～
１年
以下

１年超
～３年
以下

３年超
～５年
以下

５年超
～１０
年以下

１０年
超

無回答 パート
タイム
契約

労働者
から

正社員
に登用
する

制度・
慣行が
ある

企業計

６ヶ月
以下

６ヶ月
超～
１年
以下

１年超
～３年
以下

３年超
～５年
以下

５年超
～１０
年以下

１０年
超

無回答

合計 4,062 207 384 1,176 799 324 46 1,126 3,375 54 119 456 414 246 48 2,038
100.0 5.1 9.5 29.0 19.7 8.0 1.1 27.7 100.0 1.6 3.5 13.5 12.3 7.3 1.4 60.4

主 建設業 283 21 30 67 40 26 3 96 172 2 8 11 14 13 2 122
な 100.0 7.4 10.6 23.7 14.1 9.2 1.1 33.9 100.0 1.2 4.7 6.4 8.1 7.6 1.2 70.9
業 製造業 1,053 48 79 308 230 81 12 295 852 13 20 110 110 67 14 518
種 100.0 4.6 7.5 29.2 21.8 7.7 1.1 28.0 100.0 1.5 2.3 12.9 12.9 7.9 1.6 60.8

電気・ガス・熱供給・水道業 29 2 2 8 5 3 1 8 22 - - 3 - 2 1 16
100.0 6.9 6.9 27.6 17.2 10.3 3.4 27.6 100.0 - - 13.6 - 9.1 4.5 72.7

情報通信業 169 7 26 43 36 11 2 44 86 1 4 3 5 3 1 69
100.0 4.1 15.4 25.4 21.3 6.5 1.2 26.0 100.0 1.2 4.7 3.5 5.8 3.5 1.2 80.2

運輸業、郵便業 265 16 30 71 48 19 2 79 198 5 6 25 27 14 - 121
100.0 6.0 11.3 26.8 18.1 7.2 0.8 29.8 100.0 2.5 3.0 12.6 13.6 7.1 - 61.1

卸売業、小売業 760 34 60 217 149 77 6 217 674 6 21 93 81 61 6 406
100.0 4.5 7.9 28.6 19.6 10.1 0.8 28.6 100.0 0.9 3.1 13.8 12.0 9.1 0.9 60.2

金融業、保険業 53 1 3 11 9 7 3 19 62 - 3 10 6 12 1 30
100.0 1.9 5.7 20.8 17.0 13.2 5.7 35.8 100.0 - 4.8 16.1 9.7 19.4 1.6 48.4

不動産業、物品賃貸業 59 3 5 12 10 6 - 23 45 - 1 4 6 - - 34
100.0 5.1 8.5 20.3 16.9 10.2 - 39.0 100.0 - 2.2 8.9 13.3 - - 75.6

学術研究、専門・技術サービス業 118 - 12 34 18 9 1 44 77 - 2 8 8 1 1 57
100.0 - 10.2 28.8 15.3 7.6 0.8 37.3 100.0 - 2.6 10.4 10.4 1.3 1.3 74.0

宿泊業、飲食サービス業 254 23 27 106 35 14 3 46 265 9 21 67 45 10 3 110
100.0 9.1 10.6 41.7 13.8 5.5 1.2 18.1 100.0 3.4 7.9 25.3 17.0 3.8 1.1 41.5

生活関連サービス業、娯楽業 120 5 11 43 31 6 1 23 125 4 4 29 12 7 2 67
100.0 4.2 9.2 35.8 25.8 5.0 0.8 19.2 100.0 3.2 3.2 23.2 9.6 5.6 1.6 53.6

教育、学習支援業 102 - 8 36 18 5 3 32 107 - 2 19 13 9 2 62
100.0 - 7.8 35.3 17.6 4.9 2.9 31.4 100.0 - 1.9 17.8 12.1 8.4 1.9 57.9

医療、福祉 210 13 20 50 62 24 2 39 218 7 14 24 29 21 8 115
100.0 6.2 9.5 23.8 29.5 11.4 1.0 18.6 100.0 3.2 6.4 11.0 13.3 9.6 3.7 52.8

複合サービス業 12 - - 3 5 1 - 3 8 - - - 2 1 - 5
100.0 - - 25.0 41.7 8.3 - 25.0 100.0 - - - 25.0 12.5 - 62.5

その他サービス業 553 33 70 162 99 35 7 147 444 7 13 48 51 24 7 294
100.0 6.0 12.7 29.3 17.9 6.3 1.3 26.6 100.0 1.6 2.9 10.8 11.5 5.4 1.6 66.2

その他 9 - 1 1 2 - - 5 11 - - 1 3 - - 7
100.0 - 11.1 11.1 22.2 - - 55.6 100.0 - - 9.1 27.3 - - 63.6

無回答 13 1 - 4 2 - - 6 9 - - 1 2 1 - 5
100.0 7.7 - 30.8 15.4 - - 46.2 100.0 - - 11.1 22.2 11.1 - 55.6

サービス業計 1,057 61 120 348 188 65 12 263 919 20 40 152 118 43 13 533
100.0 5.8 11.4 32.9 17.8 6.1 1.1 24.9 100.0 2.2 4.4 16.5 12.8 4.7 1.4 58.0

製 輸送用機械関連 135 9 10 44 30 12 2 28 103 2 2 12 13 4 1 69
造 100.0 6.7 7.4 32.6 22.2 8.9 1.5 20.7 100.0 1.9 1.9 11.7 12.6 3.9 1.0 67.0
業 化学関連 76 2 3 24 17 7 - 23 49 - - 6 4 8 1 30
の 100.0 2.6 3.9 31.6 22.4 9.2 - 30.3 100.0 - - 12.2 8.2 16.3 2.0 61.2
主 電機・電子関連 165 8 8 49 32 16 1 51 141 1 3 19 17 15 3 83
な 100.0 4.8 4.8 29.7 19.4 9.7 0.6 30.9 100.0 0.7 2.1 13.5 12.1 10.6 2.1 58.9
分 素材関連 38 3 4 9 8 2 - 12 28 1 - 1 3 2 2 19
野 100.0 7.9 10.5 23.7 21.1 5.3 - 31.6 100.0 3.6 - 3.6 10.7 7.1 7.1 67.9

その他機械関連 82 1 5 24 16 4 - 32 66 - 1 5 9 3 - 48
100.0 1.2 6.1 29.3 19.5 4.9 - 39.0 100.0 - 1.5 7.6 13.6 4.5 - 72.7

食料品関連 145 3 10 46 36 12 4 34 125 2 2 22 14 5 3 77
100.0 2.1 6.9 31.7 24.8 8.3 2.8 23.4 100.0 1.6 1.6 17.6 11.2 4.0 2.4 61.6

金属関連 110 11 11 27 19 6 1 35 91 1 3 17 7 6 1 56
100.0 10.0 10.0 24.5 17.3 5.5 0.9 31.8 100.0 1.1 3.3 18.7 7.7 6.6 1.1 61.5

その他製造 295 11 26 83 71 22 3 79 244 6 8 26 42 24 3 135
100.0 3.7 8.8 28.1 24.1 7.5 1.0 26.8 100.0 2.5 3.3 10.7 17.2 9.8 1.2 55.3

無回答 7 - 2 2 1 - 1 1 5 - 1 2 1 - - 1
100.0 - 28.6 28.6 14.3 - 14.3 14.3 100.0 - 20.0 40.0 20.0 - - 20.0

卸 総合卸 101 3 7 24 24 9 1 33 78 - 3 8 9 5 3 50
売 100.0 3.0 6.9 23.8 23.8 8.9 1.0 32.7 100.0 - 3.8 10.3 11.5 6.4 3.8 64.1
業 専門卸 228 10 18 61 40 20 1 78 170 3 3 23 15 14 - 112
、 100.0 4.4 7.9 26.8 17.5 8.8 0.4 34.2 100.0 1.8 1.8 13.5 8.8 8.2 - 65.9
小 その他卸売 95 6 11 21 17 10 1 29 82 1 2 9 7 10 1 52
売 100.0 6.3 11.6 22.1 17.9 10.5 1.1 30.5 100.0 1.2 2.4 11.0 8.5 12.2 1.2 63.4
業 総合小売 138 7 9 40 31 18 - 33 138 - 5 22 23 19 2 67
の 100.0 5.1 6.5 29.0 22.5 13.0 - 23.9 100.0 - 3.6 15.9 16.7 13.8 1.4 48.6
主 専門小売 134 3 9 58 28 12 3 21 145 2 5 24 21 8 - 85
な 100.0 2.2 6.7 43.3 20.9 9.0 2.2 15.7 100.0 1.4 3.4 16.6 14.5 5.5 - 58.6
分 その他小売 56 4 6 12 8 8 - 18 52 - 3 6 5 5 - 33
野 100.0 7.1 10.7 21.4 14.3 14.3 - 32.1 100.0 - 5.8 11.5 9.6 9.6 - 63.5

無回答 8 1 - 1 1 - - 5 9 - - 1 1 - - 7
100.0 12.5 - 12.5 12.5 - - 62.5 100.0 - - 11.1 11.1 - - 77.8

学 学術・研究機関 15 - 1 3 3 3 1 4 9 - - 1 - - - 8
術 100.0 - 6.7 20.0 20.0 20.0 6.7 26.7 100.0 - - 11.1 - - - 88.9
研 学校教育 77 - 7 28 14 3 2 23 82 - 2 13 10 8 2 47
究 100.0 - 9.1 36.4 18.2 3.9 2.6 29.9 100.0 - 2.4 15.9 12.2 9.8 2.4 57.3
等 その他教育・学習支援 20 - 1 6 2 2 1 8 21 - 1 4 2 - - 14
の 100.0 - 5.0 30.0 10.0 10.0 5.0 40.0 100.0 - 4.8 19.0 9.5 - - 66.7
主 専門・技術サービス 82 - 8 26 10 5 - 33 55 - - 4 7 1 1 42
な 100.0 - 9.8 31.7 12.2 6.1 - 40.2 100.0 - - 7.3 12.7 1.8 1.8 76.4
分 その他 7 - - 2 2 - - 3 4 - - 2 - - - 2
野 100.0 - - 28.6 28.6 - - 42.9 100.0 - - 50.0 - - - 50.0

無回答 19 - 3 5 5 1 - 5 13 - 1 3 2 1 - 6
100.0 - 15.8 26.3 26.3 5.3 - 26.3 100.0 - 7.7 23.1 15.4 7.7 - 46.2

大学が含まれている 36 - 2 12 8 3 1 10 29 - 1 4 1 2 1 20
100.0 - 5.6 33.3 22.2 8.3 2.8 27.8 100.0 - 3.4 13.8 3.4 6.9 3.4 69.0

大学は含まれていない 55 - 6 19 8 3 2 17 60 - 1 9 9 6 1 34
100.0 - 10.9 34.5 14.5 5.5 3.6 30.9 100.0 - 1.7 15.0 15.0 10.0 1.7 56.7

無回答 1 - - - 1 - - - 2 - - 1 - - - 1
100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 - - 50.0 - - - 50.0

派 「労働者派遣会社」や 197 10 29 55 41 15 3 44 155 1 6 16 21 10 1 100
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 5.1 14.7 27.9 20.8 7.6 1.5 22.3 100.0 0.6 3.9 10.3 13.5 6.5 0.6 64.5
・ 「労働者派遣会社」や 347 23 40 104 58 19 4 99 281 6 7 32 30 14 5 187
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 6.6 11.5 30.0 16.7 5.5 1.2 28.5 100.0 2.1 2.5 11.4 10.7 5.0 1.8 66.5
負 無回答 9 - 1 3 - 1 - 4 8 - - - - - 1 7

100.0 - 11.1 33.3 - 11.1 - 44.4 100.0 - - - - - 12.5 87.5
雇 ４９人以下 702 53 77 149 92 50 11 270 581 14 33 81 69 42 7 335
用 100.0 7.5 11.0 21.2 13.1 7.1 1.6 38.5 100.0 2.4 5.7 13.9 11.9 7.2 1.2 57.7
者 ５０～９９人 1,147 63 112 300 203 77 13 379 885 15 39 105 101 68 13 544
数 100.0 5.5 9.8 26.2 17.7 6.7 1.1 33.0 100.0 1.7 4.4 11.9 11.4 7.7 1.5 61.5

１００～２９９人 1,353 63 125 435 277 109 12 332 1,143 15 26 152 121 83 20 726
100.0 4.7 9.2 32.2 20.5 8.1 0.9 24.5 100.0 1.3 2.3 13.3 10.6 7.3 1.7 63.5

３００～９９９人 509 17 47 172 134 46 9 84 458 7 12 67 73 29 5 265
100.0 3.3 9.2 33.8 26.3 9.0 1.8 16.5 100.0 1.5 2.6 14.6 15.9 6.3 1.1 57.9

１，０００人以上 278 3 17 98 78 35 1 46 247 1 7 40 43 18 2 136
100.0 1.1 6.1 35.3 28.1 12.6 0.4 16.5 100.0 0.4 2.8 16.2 17.4 7.3 0.8 55.1

無回答 73 8 6 22 15 7 - 15 61 2 2 11 7 6 1 32
100.0 11.0 8.2 30.1 20.5 9.6 - 20.5 100.0 3.3 3.3 18.0 11.5 9.8 1.6 52.5

中小企業（３００人未満）計 3,202 179 314 884 572 236 36 981 2,609 44 98 338 291 193 40 1,605
100.0 5.6 9.8 27.6 17.9 7.4 1.1 30.6 100.0 1.7 3.8 13.0 11.2 7.4 1.5 61.5

５０人以上計 3,287 146 301 1,005 692 267 35 841 2,733 38 84 364 338 198 40 1,671
100.0 4.4 9.2 30.6 21.1 8.1 1.1 25.6 100.0 1.4 3.1 13.3 12.4 7.2 1.5 61.1

労 過半数代表の労働組合がある 894 32 73 256 229 80 11 213 685 5 11 70 79 49 10 461
働 100.0 3.6 8.2 28.6 25.6 8.9 1.2 23.8 100.0 0.7 1.6 10.2 11.5 7.2 1.5 67.3
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 250 5 22 78 50 28 6 61 210 - 6 29 23 15 5 132
合 100.0 2.0 8.8 31.2 20.0 11.2 2.4 24.4 100.0 - 2.9 13.8 11.0 7.1 2.4 62.9
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,112 58 118 314 207 92 9 314 894 17 26 104 108 76 14 549
の 100.0 5.2 10.6 28.2 18.6 8.3 0.8 28.2 100.0 1.9 2.9 11.6 12.1 8.5 1.6 61.4
有 労働組合も労使協議機関もない 1,771 108 170 516 311 122 19 525 1,554 32 75 248 201 103 19 876
無 100.0 6.1 9.6 29.1 17.6 6.9 1.1 29.6 100.0 2.1 4.8 16.0 12.9 6.6 1.2 56.4

無回答 35 4 1 12 2 2 1 13 32 - 1 5 3 3 - 20
100.0 11.4 2.9 34.3 5.7 5.7 2.9 37.1 100.0 - 3.1 15.6 9.4 9.4 - 62.5

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 137 3 8 42 33 21 - 30 122 - 2 21 15 9 3 72
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 2.2 5.8 30.7 24.1 15.3 - 21.9 100.0 - 1.6 17.2 12.3 7.4 2.5 59.0
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 495 15 42 155 124 47 6 106 416 2 5 49 49 26 6 279
範 組合員になっていない 100.0 3.0 8.5 31.3 25.1 9.5 1.2 21.4 100.0 0.5 1.2 11.8 11.8 6.3 1.4 67.1
囲 無回答 512 19 45 137 122 40 11 138 357 3 10 29 38 29 6 242

100.0 3.7 8.8 26.8 23.8 7.8 2.1 27.0 100.0 0.8 2.8 8.1 10.6 8.1 1.7 67.8
認 【改正労働契約法】の 2,734 114 268 839 587 223 30 673 2,195 26 64 287 280 146 30 1,362
知 改正内容まで知っている 100.0 4.2 9.8 30.7 21.5 8.2 1.1 24.6 100.0 1.2 2.9 13.1 12.8 6.7 1.4 62.1
度 改正されたことは知っているが 1,125 74 99 287 186 85 12 382 994 24 46 144 115 83 16 566
別 内容はよく分からない 100.0 6.6 8.8 25.5 16.5 7.6 1.1 34.0 100.0 2.4 4.6 14.5 11.6 8.4 1.6 56.9

知らない・分からない 173 19 17 39 19 12 4 63 158 4 8 21 15 15 2 93
100.0 11.0 9.8 22.5 11.0 6.9 2.3 36.4 100.0 2.5 5.1 13.3 9.5 9.5 1.3 58.9

無回答 30 - - 11 7 4 - 8 28 - 1 4 4 2 - 17
100.0 - - 36.7 23.3 13.3 - 26.7 100.0 - 3.6 14.3 14.3 7.1 - 60.7

合計（復元） 2,556 177 270 639 411 196 37 828 2,182 48 111 299 260 152 30 1,282
100.0 6.9 10.6 25.0 16.1 7.7 1.4 32.4 100.0 2.2 5.1 13.7 11.9 7.0 1.4 58.8

問１１付問②, 有期契約で採用してから、正社員に登用するまでに要する平均的な期間はどれくらいですか（１つだけ○）。
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フル
タイム
ある
いは

パート
タイム
の契約
労働者
を雇用
して
いる

企業計

既に
見直
しを

行った

今後の
見直
しを

検討中

見直し
方針は
未定

見直し
予定は
ない

無回答 既に
見直し
を行っ
た／

今後の
見直し
を検討
中の

企業計

正社員
への
登用

制度・
慣行の
新設

正社員
への
登用

制度・
慣行の
廃止

登用先
となる
正社員
区分の
増設
(多様
化)

正社員
への
直接

登用は
行わず
必ず
無期
契約

区分を
経由
する
よう

制度・
慣行を
変更

同法に
基づく
無期

転換に
備え、
正社員
登用

(予定)
者数を
削減

正社員
への
登用

要件を
緩和

（登用
期間の
短縮

含む）

正社員
への
登用

要件を
厳格化
（登用
期間の
長期化
含む）

その他
※

無回答 平均
選択数

合計 5,858 463 877 2,925 1,363 230 1,340 654 15 371 245 29 142 101 56 51 1.3
100.0 7.9 15.0 49.9 23.3 3.9 100.0 48.8 1.1 27.7 18.3 2.2 10.6 7.5 4.2 3.8

既に見直しを行った 463 463 - - - - 463 306 1 60 48 6 50 20 21 17 1.1
100.0 100.0 - - - - 100.0 66.1 0.2 13.0 10.4 1.3 10.8 4.3 4.5 3.7

今後の見直しを検討中 877 - 877 - - - 877 348 14 311 197 23 92 81 35 34 1.3
100.0 - 100.0 - - - 100.0 39.7 1.6 35.5 22.5 2.6 10.5 9.2 4.0 3.9

主 建設業 410 25 71 198 92 24 96 43 - 25 17 - 13 8 4 5 1.2
な 100.0 6.1 17.3 48.3 22.4 5.9 100.0 44.8 - 26.0 17.7 - 13.5 8.3 4.2 5.2
業 製造業 1,491 118 228 757 337 51 346 184 6 91 70 11 26 33 11 12 1.3
種 100.0 7.9 15.3 50.8 22.6 3.4 100.0 53.2 1.7 26.3 20.2 3.2 7.5 9.5 3.2 3.5

電気・ガス・熱供給・水道業 49 4 6 26 10 3 10 4 - - 3 - - 2 1 - 1.0
100.0 8.2 12.2 53.1 20.4 6.1 100.0 40.0 - - 30.0 - - 20.0 10.0 -

情報通信業 222 20 39 96 61 6 59 27 1 18 13 - 5 4 3 2 1.2
100.0 9.0 17.6 43.2 27.5 2.7 100.0 45.8 1.7 30.5 22.0 - 8.5 6.8 5.1 3.4

運輸業、郵便業 397 26 63 210 83 15 89 39 - 29 17 - 9 6 3 4 1.2
100.0 6.5 15.9 52.9 20.9 3.8 100.0 43.8 - 32.6 19.1 - 10.1 6.7 3.4 4.5

卸売業、小売業 1,105 90 164 577 240 34 254 125 4 60 44 6 31 20 9 8 1.2
100.0 8.1 14.8 52.2 21.7 3.1 100.0 49.2 1.6 23.6 17.3 2.4 12.2 7.9 3.5 3.1

金融業、保険業 93 5 13 51 21 3 18 6 - 6 4 - 3 1 1 - 1.2
100.0 5.4 14.0 54.8 22.6 3.2 100.0 33.3 - 33.3 22.2 - 16.7 5.6 5.6 -

不動産業、物品賃貸業 105 10 8 51 29 7 18 7 - 3 4 - 3 2 2 - 1.2
100.0 9.5 7.6 48.6 27.6 6.7 100.0 38.9 - 16.7 22.2 - 16.7 11.1 11.1 -

学術研究、専門・技術サービス業 171 14 21 89 45 2 35 21 - 12 4 1 4 3 - 1 1.3
100.0 8.2 12.3 52.0 26.3 1.2 100.0 60.0 - 34.3 11.4 2.9 11.4 8.6 - 2.9

宿泊業、飲食サービス業 327 31 54 153 74 15 85 39 - 28 8 1 14 4 3 3 1.2
100.0 9.5 16.5 46.8 22.6 4.6 100.0 45.9 - 32.9 9.4 1.2 16.5 4.7 3.5 3.5

生活関連サービス業、娯楽業 173 11 24 90 42 6 35 13 - 12 2 1 5 - 2 2 1.1
100.0 6.4 13.9 52.0 24.3 3.5 100.0 37.1 - 34.3 5.7 2.9 14.3 - 5.7 5.7

教育、学習支援業 167 10 25 74 52 6 35 11 2 8 8 3 - 4 5 2 1.2
100.0 6.0 15.0 44.3 31.1 3.6 100.0 31.4 5.7 22.9 22.9 8.6 - 11.4 14.3 5.7

医療、福祉 287 34 42 144 54 13 76 43 1 24 9 1 14 1 3 3 1.3
100.0 11.8 14.6 50.2 18.8 4.5 100.0 56.6 1.3 31.6 11.8 1.3 18.4 1.3 3.9 3.9

複合サービス業 19 - 1 11 7 - 1 - - - - - - - - 1 -
100.0 - 5.3 57.9 36.8 - 100.0 - - - - - - - - 100.0

その他サービス業 798 64 113 384 206 31 177 90 1 54 41 5 15 12 8 6 1.3
100.0 8.0 14.2 48.1 25.8 3.9 100.0 50.8 0.6 30.5 23.2 2.8 8.5 6.8 4.5 3.4

その他 18 1 1 7 6 3 2 1 - 1 1 - - - - - 1.5
100.0 5.6 5.6 38.9 33.3 16.7 100.0 50.0 - 50.0 50.0 - - - - -

無回答 26 - 4 7 4 11 4 1 - - - - - 1 1 2 1.5
100.0 - 15.4 26.9 15.4 42.3 100.0 25.0 - - - - - 25.0 25.0 50.0

サービス業計 1,488 120 213 727 374 54 333 163 1 106 55 8 38 19 13 13 1.3
100.0 8.1 14.3 48.9 25.1 3.6 100.0 48.9 0.3 31.8 16.5 2.4 11.4 5.7 3.9 3.9

製 輸送用機械関連 178 15 17 91 44 11 32 15 1 12 6 2 3 6 1 1 1.5
造 100.0 8.4 9.6 51.1 24.7 6.2 100.0 46.9 3.1 37.5 18.8 6.3 9.4 18.8 3.1 3.1
業 化学関連 115 6 17 50 38 4 23 13 - 9 4 1 1 1 2 1 1.4
の 100.0 5.2 14.8 43.5 33.0 3.5 100.0 56.5 - 39.1 17.4 4.3 4.3 4.3 8.7 4.3
主 電機・電子関連 238 17 41 119 51 10 58 28 2 19 12 1 1 6 1 3 1.3
な 100.0 7.1 17.2 50.0 21.4 4.2 100.0 48.3 3.4 32.8 20.7 1.7 1.7 10.3 1.7 5.2
分 素材関連 51 4 12 27 8 - 16 8 - 5 3 - - 2 - 1 1.2
野 100.0 7.8 23.5 52.9 15.7 - 100.0 50.0 - 31.3 18.8 - - 12.5 - 6.3

その他機械関連 122 8 16 67 26 5 24 12 2 8 2 1 2 1 1 1 1.3
100.0 6.6 13.1 54.9 21.3 4.1 100.0 50.0 8.3 33.3 8.3 4.2 8.3 4.2 4.2 4.2

食料品関連 190 14 25 109 36 6 39 21 - 11 7 - 3 3 2 3 1.3
100.0 7.4 13.2 57.4 18.9 3.2 100.0 53.8 - 28.2 17.9 - 7.7 7.7 5.1 7.7

金属関連 164 13 28 84 38 1 41 23 - 11 6 2 3 2 2 1 1.2
100.0 7.9 17.1 51.2 23.2 0.6 100.0 56.1 - 26.8 14.6 4.9 7.3 4.9 4.9 2.4

その他製造 426 41 69 208 94 14 110 62 1 15 30 4 13 12 2 1 1.3
100.0 9.6 16.2 48.8 22.1 3.3 100.0 56.4 0.9 13.6 27.3 3.6 11.8 10.9 1.8 0.9

無回答 7 - 3 2 2 - 3 2 - 1 - - - - - - 1.0
100.0 - 42.9 28.6 28.6 - 100.0 66.7 - 33.3 - - - - - -

卸 総合卸 158 16 22 80 35 5 38 18 1 6 6 1 3 6 3 3 1.3
売 100.0 10.1 13.9 50.6 22.2 3.2 100.0 47.4 2.6 15.8 15.8 2.6 7.9 15.8 7.9 7.9
業 専門卸 344 22 47 180 87 8 69 38 1 13 14 - 8 3 3 1 1.2
、 100.0 6.4 13.7 52.3 25.3 2.3 100.0 55.1 1.4 18.8 20.3 - 11.6 4.3 4.3 1.4
小 その他卸売 142 9 15 81 31 6 24 13 - 4 5 1 1 1 - - 1.0
売 100.0 6.3 10.6 57.0 21.8 4.2 100.0 54.2 - 16.7 20.8 4.2 4.2 4.2 - -
業 総合小売 185 15 34 106 27 3 49 19 2 16 9 3 8 6 2 1 1.4
の 100.0 8.1 18.4 57.3 14.6 1.6 100.0 38.8 4.1 32.7 18.4 6.1 16.3 12.2 4.1 2.0
主 専門小売 179 23 28 81 38 9 51 25 - 15 6 - 8 3 1 2 1.2
な 100.0 12.8 15.6 45.3 21.2 5.0 100.0 49.0 - 29.4 11.8 - 15.7 5.9 2.0 3.9
分 その他小売 86 4 15 45 21 1 19 10 - 6 3 - 2 1 - 1 1.2
野 100.0 4.7 17.4 52.3 24.4 1.2 100.0 52.6 - 31.6 15.8 - 10.5 5.3 - 5.3

無回答 11 1 3 4 1 2 4 2 - - 1 1 1 - - - 1.3
100.0 9.1 27.3 36.4 9.1 18.2 100.0 50.0 - - 25.0 25.0 25.0 - - -

学 学術・研究機関 19 1 - 8 10 - 1 1 - 1 - - - - - - 2.0
術 100.0 5.3 - 42.1 52.6 - 100.0 100.0 - 100.0 - - - - - -
研 学校教育 126 6 20 58 37 5 26 7 2 7 7 2 - 4 2 2 1.3
究 100.0 4.8 15.9 46.0 29.4 4.0 100.0 26.9 7.7 26.9 26.9 7.7 - 15.4 7.7 7.7
等 その他教育・学習支援 30 4 4 11 10 1 8 4 - 1 1 1 - - 2 - 1.1
の 100.0 13.3 13.3 36.7 33.3 3.3 100.0 50.0 - 12.5 12.5 12.5 - - 25.0 -
主 専門・技術サービス 125 11 16 69 28 1 27 16 - 9 3 1 2 3 - 1 1.3
な 100.0 8.8 12.8 55.2 22.4 0.8 100.0 59.3 - 33.3 11.1 3.7 7.4 11.1 - 3.7
分 その他 10 1 1 3 5 - 2 2 - - - - - - - - 1.0
野 100.0 10.0 10.0 30.0 50.0 - 100.0 100.0 - - - - - - - -

無回答 28 1 5 14 7 1 6 2 - 2 1 - 2 - 1 - 1.3
100.0 3.6 17.9 50.0 25.0 3.6 100.0 33.3 - 33.3 16.7 - 33.3 - 16.7 -

大学が含まれている 54 3 8 23 19 1 11 2 1 3 4 1 - 3 - - 1.3
100.0 5.6 14.8 42.6 35.2 1.9 100.0 18.2 9.1 27.3 36.4 9.1 - 27.3 - -

大学は含まれていない 88 4 12 41 27 4 16 6 1 5 3 1 - 1 2 2 1.4
100.0 4.5 13.6 46.6 30.7 4.5 100.0 37.5 6.3 31.3 18.8 6.3 - 6.3 12.5 12.5

無回答 3 - - 2 1 - - - - - - - - - - - -
100.0 - - 66.7 33.3 - - - - - - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 255 23 52 119 55 6 75 36 1 23 17 3 4 7 3 2 1.3
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 9.0 20.4 46.7 21.6 2.4 100.0 48.0 1.3 30.7 22.7 4.0 5.3 9.3 4.0 2.7
・ 「労働者派遣会社」や 532 40 59 261 149 23 99 52 - 29 24 2 9 5 5 4 1.3
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 7.5 11.1 49.1 28.0 4.3 100.0 52.5 - 29.3 24.2 2.0 9.1 5.1 5.1 4.0
負 無回答 11 1 2 4 2 2 3 2 - 2 - - 2 - - - 2.0

100.0 9.1 18.2 36.4 18.2 18.2 100.0 66.7 - 66.7 - - 66.7 - - -
雇 ４９人以下 1,205 66 138 606 314 81 204 109 1 35 37 2 32 12 8 10 1.2
用 100.0 5.5 11.5 50.3 26.1 6.7 100.0 53.4 0.5 17.2 18.1 1.0 15.7 5.9 3.9 4.9
者 ５０～９９人 1,718 138 236 873 409 62 374 202 4 83 61 10 32 23 19 19 1.2
数 100.0 8.0 13.7 50.8 23.8 3.6 100.0 54.0 1.1 22.2 16.3 2.7 8.6 6.1 5.1 5.1

１００～２９９人 1,840 159 280 925 415 61 439 223 7 123 84 10 42 41 16 10 1.3
100.0 8.6 15.2 50.3 22.6 3.3 100.0 50.8 1.6 28.0 19.1 2.3 9.6 9.3 3.6 2.3

３００～９９９人 648 58 125 329 128 8 183 67 3 68 34 4 20 16 10 8 1.3
100.0 9.0 19.3 50.8 19.8 1.2 100.0 36.6 1.6 37.2 18.6 2.2 10.9 8.7 5.5 4.4

１，０００人以上 336 33 81 134 83 5 114 40 - 55 25 2 14 8 3 1 1.3
100.0 9.8 24.1 39.9 24.7 1.5 100.0 35.1 - 48.2 21.9 1.8 12.3 7.0 2.6 0.9

無回答 111 9 17 58 14 13 26 13 - 7 4 1 2 1 - 3 1.2
100.0 8.1 15.3 52.3 12.6 11.7 100.0 50.0 - 26.9 15.4 3.8 7.7 3.8 - 11.5

中小企業（３００人未満）計 4,763 363 654 2,404 1,138 204 1,017 534 12 241 182 22 106 76 43 39 1.2
100.0 7.6 13.7 50.5 23.9 4.3 100.0 52.5 1.2 23.7 17.9 2.2 10.4 7.5 4.2 3.8

５０人以上計 4,542 388 722 2,261 1,035 136 1,110 532 14 329 204 26 108 88 48 38 1.3
100.0 8.5 15.9 49.8 22.8 3.0 100.0 47.9 1.3 29.6 18.4 2.3 9.7 7.9 4.3 3.4

労 過半数代表の労働組合がある 1,213 99 209 612 257 36 308 135 4 108 60 9 29 30 14 9 1.3
働 100.0 8.2 17.2 50.5 21.2 3.0 100.0 43.8 1.3 35.1 19.5 2.9 9.4 9.7 4.5 2.9
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 363 28 57 166 106 6 85 40 1 29 23 3 6 6 2 2 1.3
合 100.0 7.7 15.7 45.7 29.2 1.7 100.0 47.1 1.2 34.1 27.1 3.5 7.1 7.1 2.4 2.4
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,566 133 258 753 356 66 391 193 6 98 68 8 41 26 11 21 1.2
の 100.0 8.5 16.5 48.1 22.7 4.2 100.0 49.4 1.5 25.1 17.4 2.0 10.5 6.6 2.8 5.4
有 労働組合も労使協議機関もない 2,651 201 347 1,367 633 103 548 282 4 134 93 9 65 39 28 19 1.2
無 100.0 7.6 13.1 51.6 23.9 3.9 100.0 51.5 0.7 24.5 17.0 1.6 11.9 7.1 5.1 3.5

無回答 65 2 6 27 11 19 8 4 - 2 1 - 1 - 1 - 1.1
100.0 3.1 9.2 41.5 16.9 29.2 100.0 50.0 - 25.0 12.5 - 12.5 - 12.5 -

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 170 13 23 81 52 1 36 12 - 19 3 - 5 3 1 1 1.2
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 7.6 13.5 47.6 30.6 0.6 100.0 33.3 - 52.8 8.3 - 13.9 8.3 2.8 2.8
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 690 68 116 327 164 15 184 87 4 60 40 8 15 18 7 3 1.3
範 組合員になっていない 100.0 9.9 16.8 47.4 23.8 2.2 100.0 47.3 2.2 32.6 21.7 4.3 8.2 9.8 3.8 1.6
囲 無回答 716 46 127 370 147 26 173 76 1 58 40 4 15 15 8 7 1.3

100.0 6.4 17.7 51.7 20.5 3.6 100.0 43.9 0.6 33.5 23.1 2.3 8.7 8.7 4.6 4.0
認 【改正労働契約法】の 3,727 374 622 1,716 910 105 996 485 9 303 172 22 91 71 49 32 1.2
知 改正内容まで知っている 100.0 10.0 16.7 46.0 24.4 2.8 100.0 48.7 0.9 30.4 17.3 2.2 9.1 7.1 4.9 3.2
度 改正されたことは知っているが 1,769 84 239 990 359 97 323 157 6 66 71 7 48 30 7 15 1.3
別 内容はよく分からない 100.0 4.7 13.5 56.0 20.3 5.5 100.0 48.6 1.9 20.4 22.0 2.2 14.9 9.3 2.2 4.6

知らない・分からない 321 4 15 194 83 25 19 11 - 1 2 - 3 - - 4 1.1
100.0 1.2 4.7 60.4 25.9 7.8 100.0 57.9 - 5.3 10.5 - 15.8 - - 21.1

無回答 41 1 1 25 11 3 2 1 - 1 - - - - - - 1.0
100.0 2.4 2.4 61.0 26.8 7.3 100.0 50.0 - 50.0 - - - - - -

合計（復元） 4,030 273 535 2,015 989 217 808 415 7 174 141 12 117 52 34 32 1.2
100.0 6.8 13.3 50.0 24.5 5.4 100.0 51.4 0.9 21.5 17.5 1.5 14.5 6.4 4.2 4.0

※その他の自由記述として、「登用ルール・基準の明確化、就業規則での明記」「（正社員登用に必要な）資格取得に対する補助制度の設置」「グループの方針に合わせていく」「具体的には検討中」等。

問１２,反復更新で通算５年を超えた場合の無期労働契約への転換を定めた、改正労働契約法の施行に伴い、有期契約労働者から
正社員に登用する制度や慣行について、何らかの見直しを行う予定はありますか（１つだけ○）。付問,「既に見直しを行った」
あるいは「今後の見直しを検討中」の場合、見直し内容は何ですか（該当すべてに○）。
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合計 5,858 336 604 2,433 2,316 169 940 160 41 59 189 299 189 250 174 107 195 314 35 18 2.2
100.0 5.7 10.3 41.5 39.5 2.9 100.0 17.0 4.4 6.3 20.1 31.8 20.1 26.6 18.5 11.4 20.7 33.4 3.7 1.9

既に見直しを行った 336 336 - - - - 336 92 32 36 99 106 67 78 46 39 43 77 15 6 2.2
100.0 100.0 - - - - 100.0 27.4 9.5 10.7 29.5 31.5 19.9 23.2 13.7 11.6 12.8 22.9 4.5 1.8

今後の見直しを検討している 604 - 604 - - - 604 68 9 23 90 193 122 172 128 68 152 237 20 12 2.2
100.0 - 100.0 - - - 100.0 11.3 1.5 3.8 14.9 32.0 20.2 28.5 21.2 11.3 25.2 39.2 3.3 2.0

主 建設業 410 22 39 165 165 19 61 10 3 4 14 25 14 19 12 5 12 17 1 2 2.3
な 100.0 5.4 9.5 40.2 40.2 4.6 100.0 16.4 4.9 6.6 23.0 41.0 23.0 31.1 19.7 8.2 19.7 27.9 1.6 3.3
業 製造業 1,491 75 155 617 599 45 230 38 10 13 31 70 47 59 45 31 47 84 12 6 2.2
種 100.0 5.0 10.4 41.4 40.2 3.0 100.0 16.5 4.3 5.7 13.5 30.4 20.4 25.7 19.6 13.5 20.4 36.5 5.2 2.6

電気・ガス・熱供給・水道業 49 4 8 18 16 3 12 2 1 1 3 3 - 2 - 1 1 5 - 2 1.9
100.0 8.2 16.3 36.7 32.7 6.1 100.0 16.7 8.3 8.3 25.0 25.0 - 16.7 - 8.3 8.3 41.7 - 16.7

情報通信業 222 17 27 74 101 3 44 7 - 3 15 12 10 12 8 5 9 13 3 - 2.2
100.0 7.7 12.2 33.3 45.5 1.4 100.0 15.9 - 6.8 34.1 27.3 22.7 27.3 18.2 11.4 20.5 29.5 6.8 -

運輸業、郵便業 397 20 38 180 153 6 58 11 2 4 13 19 15 15 12 5 12 18 2 2 2.3
100.0 5.0 9.6 45.3 38.5 1.5 100.0 19.0 3.4 6.9 22.4 32.8 25.9 25.9 20.7 8.6 20.7 31.0 3.4 3.4

卸売業、小売業 1,105 62 109 487 418 29 171 26 10 12 31 46 20 48 30 22 33 56 4 3 2.0
100.0 5.6 9.9 44.1 37.8 2.6 100.0 15.2 5.8 7.0 18.1 26.9 11.7 28.1 17.5 12.9 19.3 32.7 2.3 1.8

金融業、保険業 93 1 6 44 40 2 7 1 - - 1 - 1 1 - 1 2 5 - - 1.7
100.0 1.1 6.5 47.3 43.0 2.2 100.0 14.3 - - 14.3 - 14.3 14.3 - 14.3 28.6 71.4 - -

不動産業、物品賃貸業 105 7 6 35 53 4 13 - - 1 5 4 2 2 1 2 5 5 1 - 2.2
100.0 6.7 5.7 33.3 50.5 3.8 100.0 - - 7.7 38.5 30.8 15.4 15.4 7.7 15.4 38.5 38.5 7.7 -

学術研究、専門・技術サービス業 171 9 16 68 76 2 25 6 - 2 9 8 6 7 7 3 3 8 1 - 2.4
100.0 5.3 9.4 39.8 44.4 1.2 100.0 24.0 - 8.0 36.0 32.0 24.0 28.0 28.0 12.0 12.0 32.0 4.0 -

宿泊業、飲食サービス業 327 23 45 129 122 8 68 16 5 3 17 34 14 18 13 7 17 23 1 - 2.5
100.0 7.0 13.8 39.4 37.3 2.4 100.0 23.5 7.4 4.4 25.0 50.0 20.6 26.5 19.1 10.3 25.0 33.8 1.5 -

生活関連サービス業、娯楽業 173 9 17 79 64 4 26 1 - 1 3 8 5 5 2 3 10 8 - 1 1.8
100.0 5.2 9.8 45.7 37.0 2.3 100.0 3.8 - 3.8 11.5 30.8 19.2 19.2 7.7 11.5 38.5 30.8 - 3.8

教育、学習支援業 167 7 13 65 79 3 20 3 1 2 5 4 4 4 4 2 3 6 3 2 2.3
100.0 4.2 7.8 38.9 47.3 1.8 100.0 15.0 5.0 10.0 25.0 20.0 20.0 20.0 20.0 10.0 15.0 30.0 15.0 10.0

医療、福祉 287 37 37 122 81 10 74 16 5 6 16 30 26 25 11 8 15 27 2 - 2.5
100.0 12.9 12.9 42.5 28.2 3.5 100.0 21.6 6.8 8.1 21.6 40.5 35.1 33.8 14.9 10.8 20.3 36.5 2.7 -

複合サービス業 19 - 1 8 10 - 1 - - - - 1 - 1 1 - - - - - 3.0
100.0 - 5.3 42.1 52.6 - 100.0 - - - - 100.0 - 100.0 100.0 - - - - -

その他サービス業 798 43 83 328 324 20 126 23 4 7 25 34 24 30 27 11 26 38 4 - 2.0
100.0 5.4 10.4 41.1 40.6 2.5 100.0 18.3 3.2 5.6 19.8 27.0 19.0 23.8 21.4 8.7 20.6 30.2 3.2 -

その他 18 - 2 6 9 1 2 - - - 1 1 1 1 1 - - 1 - - 3.0
100.0 - 11.1 33.3 50.0 5.6 100.0 - - - 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 - - 50.0 - -

無回答 26 - 2 8 6 10 2 - - - - - - 1 - 1 - - 1 - 1.5
100.0 - 7.7 30.8 23.1 38.5 100.0 - - - - - - 50.0 - 50.0 - - 50.0 -

サービス業計 1,488 84 162 612 596 34 246 46 9 13 54 85 49 61 50 24 56 77 6 1 2.2
100.0 5.6 10.9 41.1 40.1 2.3 100.0 18.7 3.7 5.3 22.0 34.6 19.9 24.8 20.3 9.8 22.8 31.3 2.4 0.4

製 輸送用機械関連 178 6 14 72 78 8 20 6 1 1 3 4 5 8 5 1 3 8 1 - 2.3
造 100.0 3.4 7.9 40.4 43.8 4.5 100.0 30.0 5.0 5.0 15.0 20.0 25.0 40.0 25.0 5.0 15.0 40.0 5.0 -
業 化学関連 115 5 9 39 58 4 14 1 - - - 3 - - 1 2 3 7 1 1 1.4
の 100.0 4.3 7.8 33.9 50.4 3.5 100.0 7.1 - - - 21.4 - - 7.1 14.3 21.4 50.0 7.1 7.1
主 電機・電子関連 238 14 29 102 88 5 43 6 1 1 2 10 10 9 7 3 8 19 6 1 2.0
な 100.0 5.9 12.2 42.9 37.0 2.1 100.0 14.0 2.3 2.3 4.7 23.3 23.3 20.9 16.3 7.0 18.6 44.2 14.0 2.3
分 素材関連 51 1 5 21 24 - 6 - - - 1 2 1 3 1 - 2 3 - - 2.2
野 100.0 2.0 9.8 41.2 47.1 - 100.0 - - - 16.7 33.3 16.7 50.0 16.7 - 33.3 50.0 - -

その他機械関連 122 4 5 46 63 4 9 2 1 - 1 4 1 3 2 3 2 2 - 1 2.6
100.0 3.3 4.1 37.7 51.6 3.3 100.0 22.2 11.1 - 11.1 44.4 11.1 33.3 22.2 33.3 22.2 22.2 - 11.1

食料品関連 190 11 19 87 66 7 30 6 1 2 7 8 3 7 6 5 9 9 1 - 2.1
100.0 5.8 10.0 45.8 34.7 3.7 100.0 20.0 3.3 6.7 23.3 26.7 10.0 23.3 20.0 16.7 30.0 30.0 3.3 -

金属関連 164 7 22 71 61 3 29 7 2 2 4 8 9 10 9 3 7 9 - 1 2.5
100.0 4.3 13.4 43.3 37.2 1.8 100.0 24.1 6.9 6.9 13.8 27.6 31.0 34.5 31.0 10.3 24.1 31.0 - 3.4

その他製造 426 27 51 178 157 13 78 10 4 7 13 31 17 19 14 13 13 26 3 2 2.2
100.0 6.3 12.0 41.8 36.9 3.1 100.0 12.8 5.1 9.0 16.7 39.7 21.8 24.4 17.9 16.7 16.7 33.3 3.8 2.6

無回答 7 - 1 1 4 1 1 - - - - - 1 - - 1 - 1 - - 3.0
100.0 - 14.3 14.3 57.1 14.3 100.0 - - - - - 100.0 - - 100.0 - 100.0 - -

卸 総合卸 158 9 18 62 65 4 27 9 2 3 6 4 4 3 3 4 6 10 1 1 2.1
売 100.0 5.7 11.4 39.2 41.1 2.5 100.0 33.3 7.4 11.1 22.2 14.8 14.8 11.1 11.1 14.8 22.2 37.0 3.7 3.7
業 専門卸 344 20 30 147 138 9 50 7 5 5 9 15 4 15 10 10 10 18 3 - 2.2
、 100.0 5.8 8.7 42.7 40.1 2.6 100.0 14.0 10.0 10.0 18.0 30.0 8.0 30.0 20.0 20.0 20.0 36.0 6.0 -
小 その他卸売 142 12 6 63 54 7 18 2 2 2 6 4 1 7 3 3 2 2 - - 1.9
売 100.0 8.5 4.2 44.4 38.0 4.9 100.0 11.1 11.1 11.1 33.3 22.2 5.6 38.9 16.7 16.7 11.1 11.1 - -
業 総合小売 185 10 26 89 57 3 36 4 1 2 9 10 4 10 8 3 6 8 - 1 1.9
の 100.0 5.4 14.1 48.1 30.8 1.6 100.0 11.1 2.8 5.6 25.0 27.8 11.1 27.8 22.2 8.3 16.7 22.2 - 2.8
主 専門小売 179 9 19 80 68 3 28 4 - - 1 11 5 9 3 1 5 14 - - 1.9
な 100.0 5.0 10.6 44.7 38.0 1.7 100.0 14.3 - - 3.6 39.3 17.9 32.1 10.7 3.6 17.9 50.0 - -
分 その他小売 86 2 8 41 33 2 10 - - - - 1 1 2 1 1 4 4 - 1 1.6
野 100.0 2.3 9.3 47.7 38.4 2.3 100.0 - - - - 10.0 10.0 20.0 10.0 10.0 40.0 40.0 - 10.0

無回答 11 - 2 5 3 1 2 - - - - 1 1 2 2 - - - - - 3.0
100.0 - 18.2 45.5 27.3 9.1 100.0 - - - - 50.0 50.0 100.0 100.0 - - - - -

学 学術・研究機関 19 2 2 3 12 - 4 - - - 2 1 - 1 1 - - 2 - - 1.8
術 100.0 10.5 10.5 15.8 63.2 - 100.0 - - - 50.0 25.0 - 25.0 25.0 - - 50.0 - -
研 学校教育 126 7 12 47 58 2 19 3 1 2 5 4 4 4 4 2 4 5 2 2 2.4
究 100.0 5.6 9.5 37.3 46.0 1.6 100.0 15.8 5.3 10.5 26.3 21.1 21.1 21.1 21.1 10.5 21.1 26.3 10.5 10.5
等 その他教育・学習支援 30 - 2 13 14 1 2 - - - - - - - - - - 1 1 - 1.0
の 100.0 - 6.7 43.3 46.7 3.3 100.0 - - - - - - - - - - 50.0 50.0 -
主 専門・技術サービス 125 6 10 53 55 1 16 6 - 1 5 6 5 4 4 2 1 6 - - 2.5
な 100.0 4.8 8.0 42.4 44.0 0.8 100.0 37.5 - 6.3 31.3 37.5 31.3 25.0 25.0 12.5 6.3 37.5 - -
分 その他 10 1 1 3 4 1 2 - - - 1 1 1 2 1 - - - - - 3.0
野 100.0 10.0 10.0 30.0 40.0 10.0 100.0 - - - 50.0 50.0 50.0 100.0 50.0 - - - - -

無回答 28 - 2 14 12 - 2 - - 1 1 - - - 1 1 1 - 1 - 3.0
100.0 - 7.1 50.0 42.9 - 100.0 - - 50.0 50.0 - - - 50.0 50.0 50.0 - 50.0 -

大学が含まれている 54 3 3 20 27 1 6 - - - 1 - - - - 1 2 1 1 - 1.0
100.0 5.6 5.6 37.0 50.0 1.9 100.0 - - - 16.7 - - - - 16.7 33.3 16.7 16.7 -

大学は含まれていない 88 6 11 29 41 1 17 3 1 2 6 5 4 5 5 1 2 6 1 2 2.7
100.0 6.8 12.5 33.0 46.6 1.1 100.0 17.6 5.9 11.8 35.3 29.4 23.5 29.4 29.4 5.9 11.8 35.3 5.9 11.8

無回答 3 - - 1 2 - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - 33.3 66.7 - - - - - - - - - - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 255 14 38 102 95 6 52 13 3 3 8 10 7 13 12 8 10 16 - - 2.0
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 5.5 14.9 40.0 37.3 2.4 100.0 25.0 5.8 5.8 15.4 19.2 13.5 25.0 23.1 15.4 19.2 30.8 - -
・ 「労働者派遣会社」や 532 27 45 221 225 14 72 10 1 4 16 24 16 17 15 3 16 21 4 - 2.0
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 5.1 8.5 41.5 42.3 2.6 100.0 13.9 1.4 5.6 22.2 33.3 22.2 23.6 20.8 4.2 22.2 29.2 5.6 -
負 無回答 11 2 - 5 4 - 2 - - - 1 - 1 - - - - 1 - - 1.5

100.0 18.2 - 45.5 36.4 - 100.0 - - - 50.0 - 50.0 - - - - 50.0 - -
雇 ４９人以下 1,205 67 97 506 475 60 164 35 4 14 44 75 47 60 38 14 35 26 3 2 2.4
用 100.0 5.6 8.0 42.0 39.4 5.0 100.0 21.3 2.4 8.5 26.8 45.7 28.7 36.6 23.2 8.5 21.3 15.9 1.8 1.2
者 ５０～９９人 1,718 104 170 703 699 42 274 55 19 21 58 93 56 74 58 29 49 80 8 7 2.2
数 100.0 6.1 9.9 40.9 40.7 2.4 100.0 20.1 6.9 7.7 21.2 33.9 20.4 27.0 21.2 10.6 17.9 29.2 2.9 2.6

１００～２９９人 1,840 101 193 768 739 39 294 43 12 19 54 81 50 71 50 36 66 116 14 4 2.1
100.0 5.5 10.5 41.7 40.2 2.1 100.0 14.6 4.1 6.5 18.4 27.6 17.0 24.1 17.0 12.2 22.4 39.5 4.8 1.4

３００～９９９人 648 31 86 280 241 10 117 16 4 3 21 32 21 27 16 15 30 49 7 2 2.1
100.0 4.8 13.3 43.2 37.2 1.5 100.0 13.7 3.4 2.6 17.9 27.4 17.9 23.1 13.7 12.8 25.6 41.9 6.0 1.7

１，０００人以上 336 26 47 122 137 4 73 9 2 1 10 15 14 12 8 9 13 37 3 2 1.9
100.0 7.7 14.0 36.3 40.8 1.2 100.0 12.3 2.7 1.4 13.7 20.5 19.2 16.4 11.0 12.3 17.8 50.7 4.1 2.7

無回答 111 7 11 54 25 14 18 2 - 1 2 3 1 6 4 4 2 6 - 1 1.8
100.0 6.3 9.9 48.6 22.5 12.6 100.0 11.1 - 5.6 11.1 16.7 5.6 33.3 22.2 22.2 11.1 33.3 - 5.6

中小企業（３００人未満）計 4,763 272 460 1,977 1,913 141 732 133 35 54 156 249 153 205 146 79 150 222 25 13 2.2
100.0 5.7 9.7 41.5 40.2 3.0 100.0 18.2 4.8 7.4 21.3 34.0 20.9 28.0 19.9 10.8 20.5 30.3 3.4 1.8

５０人以上計 4,542 262 496 1,873 1,816 95 758 123 37 44 143 221 141 184 132 89 158 282 32 15 2.1
100.0 5.8 10.9 41.2 40.0 2.1 100.0 16.2 4.9 5.8 18.9 29.2 18.6 24.3 17.4 11.7 20.8 37.2 4.2 2.0

労 過半数代表の労働組合がある 1,213 64 147 503 469 30 211 27 10 9 38 66 41 53 40 26 39 84 9 6 2.2
働 100.0 5.3 12.1 41.5 38.7 2.5 100.0 12.8 4.7 4.3 18.0 31.3 19.4 25.1 19.0 12.3 18.5 39.8 4.3 2.8
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 363 21 39 151 148 4 60 7 2 1 10 15 13 17 13 5 15 27 4 3 2.3
合 100.0 5.8 10.7 41.6 40.8 1.1 100.0 11.7 3.3 1.7 16.7 25.0 21.7 28.3 21.7 8.3 25.0 45.0 6.7 5.0
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,566 114 180 590 634 48 294 57 15 22 58 97 61 71 52 39 59 92 12 2 2.2
の 100.0 7.3 11.5 37.7 40.5 3.1 100.0 19.4 5.1 7.5 19.7 33.0 20.7 24.1 17.7 13.3 20.1 31.3 4.1 0.7
有 労働組合も労使協議機関もない 2,651 136 234 1,162 1,049 70 370 67 13 27 83 121 73 109 69 37 82 109 10 7 2.2
無 100.0 5.1 8.8 43.8 39.6 2.6 100.0 18.1 3.5 7.3 22.4 32.7 19.7 29.5 18.6 10.0 22.2 29.5 2.7 1.9

無回答 65 1 4 27 16 17 5 2 1 - - - 1 - - - - 2 - - 1.2
100.0 1.5 6.2 41.5 24.6 26.2 100.0 40.0 20.0 - - - 20.0 - - - - 40.0 - -

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 170 13 22 56 79 - 35 5 2 1 8 11 9 11 5 6 7 19 2 - 2.5
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 7.6 12.9 32.9 46.5 - 100.0 14.3 5.7 2.9 22.9 31.4 25.7 31.4 14.3 17.1 20.0 54.3 5.7 -
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 690 36 77 271 290 16 113 15 5 5 17 35 19 25 21 15 24 45 7 4 2.1
範 組合員になっていない 100.0 5.2 11.2 39.3 42.0 2.3 100.0 13.3 4.4 4.4 15.0 31.0 16.8 22.1 18.6 13.3 21.2 39.8 6.2 3.5
囲 無回答 716 36 87 327 248 18 123 14 5 4 23 35 26 34 27 10 23 47 4 5 2.1

100.0 5.0 12.2 45.7 34.6 2.5 100.0 11.4 4.1 3.3 18.7 28.5 21.1 27.6 22.0 8.1 18.7 38.2 3.3 4.1
認 【改正労働契約法】の 3,727 246 435 1,378 1,593 75 681 114 26 33 133 199 136 168 118 83 144 261 29 9 2.1
知 改正内容まで知っている 100.0 6.6 11.7 37.0 42.7 2.0 100.0 16.7 3.8 4.8 19.5 29.2 20.0 24.7 17.3 12.2 21.1 38.3 4.3 1.3
度 改正されたことは知っているが 1,769 82 154 872 591 70 236 40 13 20 46 90 46 76 49 19 47 50 6 8 2.2
別 内容はよく分からない 100.0 4.6 8.7 49.3 33.4 4.0 100.0 16.9 5.5 8.5 19.5 38.1 19.5 32.2 20.8 8.1 19.9 21.2 2.5 3.4

知らない・分からない 321 5 14 160 121 21 19 5 2 4 8 9 6 5 7 4 4 3 - 1 3.2
100.0 1.6 4.4 49.8 37.7 6.5 100.0 26.3 10.5 21.1 42.1 47.4 31.6 26.3 36.8 21.1 21.1 15.8 - 5.3

無回答 41 3 1 23 11 3 4 1 - 2 2 1 1 1 - 1 - - - - 2.3
100.0 7.3 2.4 56.1 26.8 7.3 100.0 25.0 - 50.0 50.0 25.0 25.0 25.0 - 25.0 - - - -

情 行政が主催するセミナー 1,425 105 187 558 544 31 292 57 17 14 55 80 61 66 51 32 53 113 16 2 2.1
報 100.0 7.4 13.1 39.2 38.2 2.2 100.0 19.5 5.8 4.8 18.8 27.4 20.9 22.6 17.5 11.0 18.2 38.7 5.5 0.7
の 上記以外のセミナー 1,178 75 152 455 479 17 227 41 12 8 49 59 42 53 39 32 51 93 8 3 2.2
入 100.0 6.4 12.9 38.6 40.7 1.4 100.0 18.1 5.3 3.5 21.6 26.0 18.5 23.3 17.2 14.1 22.5 41.0 3.5 1.3
手 社会保険労務士や 1,697 129 203 667 656 42 332 60 18 27 68 96 74 86 56 38 85 120 7 5 2.2
手 弁護士等からの情報提供 100.0 7.6 12.0 39.3 38.7 2.5 100.0 18.1 5.4 8.1 20.5 28.9 22.3 25.9 16.9 11.4 25.6 36.1 2.1 1.5
段 人事労務関係の雑誌、 1,856 121 216 700 771 48 337 58 13 17 71 95 63 82 51 43 81 138 20 6 2.2

団体冊子等の媒体 100.0 6.5 11.6 37.7 41.5 2.6 100.0 17.2 3.9 5.0 21.1 28.2 18.7 24.3 15.1 12.8 24.0 40.9 5.9 1.8
新聞報道やホームページ等 2,635 150 261 1,095 1,061 68 411 68 16 28 91 134 93 111 80 43 89 150 18 9 2.3
での紹介 100.0 5.7 9.9 41.6 40.3 2.6 100.0 16.5 3.9 6.8 22.1 32.6 22.6 27.0 19.5 10.5 21.7 36.5 4.4 2.2
労働組合や労働者等 54 3 14 15 20 2 17 - - 1 6 7 5 6 4 2 5 7 1 - 2.6
からの提案 100.0 5.6 25.9 27.8 37.0 3.7 100.0 - - 5.9 35.3 41.2 29.4 35.3 23.5 11.8 29.4 41.2 5.9 -
その他 266 11 31 100 118 6 42 5 2 2 5 12 5 7 9 5 9 15 3 1 1.9

100.0 4.1 11.7 37.6 44.4 2.3 100.0 11.9 4.8 4.8 11.9 28.6 11.9 16.7 21.4 11.9 21.4 35.7 7.1 2.4
無回答 37 5 4 19 9 - 9 3 - - 1 3 - 5 2 - 1 2 - - 1.9

100.0 13.5 10.8 51.4 24.3 - 100.0 33.3 - - 11.1 33.3 - 55.6 22.2 - 11.1 22.2 - -
合計（復元） 4,030 228 377 1,691 1,580 154 604 111 22 46 140 248 148 192 131 59 126 148 15 9 2.3

100.0 5.7 9.4 42.0 39.2 3.8 100.0 18.4 3.6 7.6 23.2 41.1 24.5 31.8 21.7 9.8 20.9 24.5 2.5 1.5

無回答

※その他の自由記述として、「定年制」「福利厚生関係（慶弔、食事手当、資格取得祝い金の支給等）」「表彰、懲戒規程」「人事評価制度の導入」「相談窓口の設置」「具体的には検討中」等。
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予定は
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通りで
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ない）

無回答 既に
見直し
を行っ
た／今
後の

見直し
を検討
して
いる

企業計

通勤
手当の
支給
関係

食堂、
更衣

室など
施設の
利用
関係

安全
管理・
災害
補償
関係

有給・
特別

休暇の
付与
関係

賃金関係 退職金
の支給
関係

教育
訓練
関係

有期
契約

労働者
の比較
対象

となる
無期
契約

労働者
(正社
員等)
の

労働
条件の
見直し

有期・
無期
契約

労働者
間の

職務等
の違い
の明
確化

その他
※

フル
タイム
ある
いは

パート
タイム
の契約
労働者
を雇用
して
いる

企業計

平均
選択数

問１３,改正労働契約法では、有期契約労働者と無期契約労働者の間で、期間の定めがあることによる、不合理な労働条件の相違を禁止する
ルールが規定されました。このルールに対応するため、貴社では雇用管理上、何らかの見直しを行いましたか（１つだけ○）。
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対応
方針は
未定・
分から
ない

企業計

法の
詳細

（どの
ような
労働

条件の
相違が
不合理
と認め
られる
か等）
が分か
らない
こと

同業
または
地域の
他社の
動向

（労使
紛争や
裁判の
動向を
含む）

有期・
無期
契約

労働者
間に

おける
労働

条件の
不合理
な相違
の有無
の点検
・精査

有期
契約

労働者
の処遇
改善に
伴う

原資の
確保

人事
処遇
制度

全体の
見直し

労働
組合や
労働者
代表等
との

協議・
調整

その他
※

無回答 平均
選択数

合計 2,433 1,075 524 974 584 864 135 84 85 1.8
100.0 44.2 21.5 40.0 24.0 35.5 5.5 3.5 3.5

主 建設業 165 71 33 56 33 50 7 6 8 1.6
な 100.0 43.0 20.0 33.9 20.0 30.3 4.2 3.6 4.8
業 製造業 617 273 132 250 139 211 47 15 23 1.8
種 100.0 44.2 21.4 40.5 22.5 34.2 7.6 2.4 3.7

電気・ガス・熱供給・水道業 18 7 1 8 2 10 2 1 - 1.7
100.0 38.9 5.6 44.4 11.1 55.6 11.1 5.6 -

情報通信業 74 34 14 34 14 26 2 2 4 1.8
100.0 45.9 18.9 45.9 18.9 35.1 2.7 2.7 5.4

運輸業、郵便業 180 75 57 67 43 66 16 7 5 1.9
100.0 41.7 31.7 37.2 23.9 36.7 8.9 3.9 2.8

卸売業、小売業 487 199 91 192 102 180 27 19 18 1.7
100.0 40.9 18.7 39.4 20.9 37.0 5.5 3.9 3.7

金融業、保険業 44 23 12 19 8 17 2 2 1 1.9
100.0 52.3 27.3 43.2 18.2 38.6 4.5 4.5 2.3

不動産業、物品賃貸業 35 19 10 19 9 10 1 1 1 2.0
100.0 54.3 28.6 54.3 25.7 28.6 2.9 2.9 2.9

学術研究、専門・技術サービス業 68 29 11 33 18 15 2 2 4 1.7
100.0 42.6 16.2 48.5 26.5 22.1 2.9 2.9 5.9

宿泊業、飲食サービス業 129 59 36 57 32 51 5 3 3 1.9
100.0 45.7 27.9 44.2 24.8 39.5 3.9 2.3 2.3

生活関連サービス業、娯楽業 79 40 21 29 17 30 3 - 2 1.8
100.0 50.6 26.6 36.7 21.5 38.0 3.8 - 2.5

教育、学習支援業 65 33 15 26 19 26 2 2 1 1.9
100.0 50.8 23.1 40.0 29.2 40.0 3.1 3.1 1.5

医療、福祉 122 63 26 52 43 47 4 7 4 2.1
100.0 51.6 21.3 42.6 35.2 38.5 3.3 5.7 3.3

複合サービス業 8 6 3 5 4 3 - - - 2.6
100.0 75.0 37.5 62.5 50.0 37.5 - - -

その他サービス業 328 137 56 122 100 118 14 15 10 1.8
100.0 41.8 17.1 37.2 30.5 36.0 4.3 4.6 3.0

その他 6 3 2 4 1 3 1 1 - 2.5
100.0 50.0 33.3 66.7 16.7 50.0 16.7 16.7 -

無回答 8 4 4 1 - 1 - 1 1 1.6
100.0 50.0 50.0 12.5 - 12.5 - 12.5 12.5

サービス業計 612 271 127 246 171 217 24 20 19 1.8
100.0 44.3 20.8 40.2 27.9 35.5 3.9 3.3 3.1

製 輸送用機械関連 72 36 16 27 14 21 8 3 2 1.8
造 100.0 50.0 22.2 37.5 19.4 29.2 11.1 4.2 2.8
業 化学関連 39 17 11 20 7 11 2 1 1 1.8
の 100.0 43.6 28.2 51.3 17.9 28.2 5.1 2.6 2.6
主 電機・電子関連 102 46 24 28 24 40 8 3 5 1.8
な 100.0 45.1 23.5 27.5 23.5 39.2 7.8 2.9 4.9
分 素材関連 21 14 3 9 5 9 1 - 1 2.1
野 100.0 66.7 14.3 42.9 23.8 42.9 4.8 - 4.8

その他機械関連 46 20 8 25 8 20 6 1 3 2.0
100.0 43.5 17.4 54.3 17.4 43.5 13.0 2.2 6.5

食料品関連 87 35 19 41 19 30 5 2 4 1.8
100.0 40.2 21.8 47.1 21.8 34.5 5.7 2.3 4.6

金属関連 71 29 13 26 19 24 6 1 - 1.7
100.0 40.8 18.3 36.6 26.8 33.8 8.5 1.4 -

その他製造 178 76 37 74 43 55 11 4 7 1.8
100.0 42.7 20.8 41.6 24.2 30.9 6.2 2.2 3.9

無回答 1 - 1 - - 1 - - - 2.0
100.0 - 100.0 - - 100.0 - - -

卸 総合卸 62 26 10 21 8 23 2 3 1 1.5
売 100.0 41.9 16.1 33.9 12.9 37.1 3.2 4.8 1.6
業 専門卸 147 62 22 59 29 49 5 7 9 1.7
、 100.0 42.2 15.0 40.1 19.7 33.3 3.4 4.8 6.1
小 その他卸売 63 29 10 24 14 28 2 1 - 1.7
売 100.0 46.0 15.9 38.1 22.2 44.4 3.2 1.6 -
業 総合小売 89 29 22 40 21 34 10 3 2 1.8
の 100.0 32.6 24.7 44.9 23.6 38.2 11.2 3.4 2.2
主 専門小売 80 28 22 33 22 36 7 2 1 1.9
な 100.0 35.0 27.5 41.3 27.5 45.0 8.8 2.5 1.3
分 その他小売 41 24 5 14 8 9 1 2 4 1.7
野 100.0 58.5 12.2 34.1 19.5 22.0 2.4 4.9 9.8

無回答 5 1 - 1 - 1 - 1 1 1.0
100.0 20.0 - 20.0 - 20.0 - 20.0 20.0

学 学術・研究機関 3 2 1 2 2 2 1 - - 3.3
術 100.0 66.7 33.3 66.7 66.7 66.7 33.3 - -
研 学校教育 47 23 13 19 16 21 2 - 1 2.0
究 100.0 48.9 27.7 40.4 34.0 44.7 4.3 - 2.1
等 その他教育・学習支援 13 8 2 4 2 4 - 1 - 1.6
の 100.0 61.5 15.4 30.8 15.4 30.8 - 7.7 -
主 専門・技術サービス 53 23 8 26 12 9 1 1 3 1.6
な 100.0 43.4 15.1 49.1 22.6 17.0 1.9 1.9 5.7
分 その他 3 1 - 1 1 1 - - - 1.3
野 100.0 33.3 - 33.3 33.3 33.3 - - -

無回答 14 5 2 7 4 4 - 2 1 1.8
100.0 35.7 14.3 50.0 28.6 28.6 - 14.3 7.1

大学が含まれている 20 8 7 9 7 9 1 - 1 2.2
100.0 40.0 35.0 45.0 35.0 45.0 5.0 - 5.0

大学は含まれていない 29 16 6 12 10 14 2 - - 2.1
100.0 55.2 20.7 41.4 34.5 48.3 6.9 - -

無回答 1 1 1 - 1 - - - - 3.0
100.0 100.0 100.0 - 100.0 - - - -

派 「労働者派遣会社」や 102 50 13 43 35 34 2 4 2 1.8
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 49.0 12.7 42.2 34.3 33.3 2.0 3.9 2.0
・ 「労働者派遣会社」や 221 86 42 78 65 83 11 10 8 1.8
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 38.9 19.0 35.3 29.4 37.6 5.0 4.5 3.6
負 無回答 5 1 1 1 - 1 1 1 - 1.2

100.0 20.0 20.0 20.0 - 20.0 20.0 20.0 -
雇 ４９人以下 506 247 80 159 137 136 16 20 24 1.6
用 100.0 48.8 15.8 31.4 27.1 26.9 3.2 4.0 4.7
者 ５０～９９人 703 297 121 269 147 249 32 28 30 1.7
数 100.0 42.2 17.2 38.3 20.9 35.4 4.6 4.0 4.3

１００～２９９人 768 344 183 337 174 287 40 25 20 1.9
100.0 44.8 23.8 43.9 22.7 37.4 5.2 3.3 2.6

３００～９９９人 280 117 86 123 81 123 21 5 6 2.0
100.0 41.8 30.7 43.9 28.9 43.9 7.5 1.8 2.1

１，０００人以上 122 52 40 67 36 51 20 2 1 2.2
100.0 42.6 32.8 54.9 29.5 41.8 16.4 1.6 0.8

無回答 54 18 14 19 9 18 6 4 4 1.8
100.0 33.3 25.9 35.2 16.7 33.3 11.1 7.4 7.4

中小企業（３００人未満）計 1,977 888 384 765 458 672 88 73 74 1.7
100.0 44.9 19.4 38.7 23.2 34.0 4.5 3.7 3.7

５０人以上計 1,873 810 430 796 438 710 113 60 57 1.8
100.0 43.2 23.0 42.5 23.4 37.9 6.0 3.2 3.0

労 過半数代表の労働組合がある 503 208 140 211 129 196 88 14 11 2.0
働 100.0 41.4 27.8 41.9 25.6 39.0 17.5 2.8 2.2
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 151 69 44 61 41 61 22 3 4 2.0
合 100.0 45.7 29.1 40.4 27.2 40.4 14.6 2.0 2.6
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 590 251 116 230 133 211 14 27 26 1.7
の 100.0 42.5 19.7 39.0 22.5 35.8 2.4 4.6 4.4
有 労働組合も労使協議機関もない 1,162 536 218 466 280 384 11 39 43 1.7
無 100.0 46.1 18.8 40.1 24.1 33.0 0.9 3.4 3.7

無回答 27 11 6 6 1 12 - 1 1 1.4
100.0 40.7 22.2 22.2 3.7 44.4 - 3.7 3.7

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 56 19 13 18 18 26 12 2 2 2.0
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 33.9 23.2 32.1 32.1 46.4 21.4 3.6 3.6
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 271 123 75 123 70 108 42 6 5 2.1
範 組合員になっていない 100.0 45.4 27.7 45.4 25.8 39.9 15.5 2.2 1.8
囲 無回答 327 135 96 131 82 123 56 9 8 2.0

100.0 41.3 29.4 40.1 25.1 37.6 17.1 2.8 2.4
認 【改正労働契約法】の 1,378 490 326 627 330 532 90 47 54 1.8
知 改正内容まで知っている 100.0 35.6 23.7 45.5 23.9 38.6 6.5 3.4 3.9
度 改正されたことは知っているが 872 481 180 310 217 281 40 28 23 1.8
別 内容はよく分からない 100.0 55.2 20.6 35.6 24.9 32.2 4.6 3.2 2.6

知らない・分からない 160 97 15 28 32 37 5 7 8 1.5
100.0 60.6 9.4 17.5 20.0 23.1 3.1 4.4 5.0

無回答 23 7 3 9 5 14 - 2 - 1.7
100.0 30.4 13.0 39.1 21.7 60.9 - 8.7 -

合計（復元） 1,691 794 303 597 436 516 74 61 71 1.7
100.0 47.0 17.9 35.3 25.8 30.5 4.4 3.6 4.2

※その他の自由記述として「現時点では対象者がいない・少ない」「高齢者や障がい者の取扱い」
「親会社の方針やグループ会社内での制度の統一」「同一労働同一賃金の政策の動向」等。

問１３付問①,対応方針を決める上で、ネックになっている
ことは何ですか（該当すべてに○）。

合計 2,433 1,235 619 960 764 22 361 76 1.7
100.0 50.8 25.4 39.5 31.4 0.9 14.8 3.1

主 建設業 165 90 39 47 42 1 28 7 1.6
な 100.0 54.5 23.6 28.5 25.5 0.6 17.0 4.2
業 製造業 617 325 147 251 200 4 86 16 1.7
種 100.0 52.7 23.8 40.7 32.4 0.6 13.9 2.6

電気・ガス・熱供給・水道業 18 11 6 8 8 1 1 1 2.1
100.0 61.1 33.3 44.4 44.4 5.6 5.6 5.6

情報通信業 74 34 12 33 18 - 16 3 1.6
100.0 45.9 16.2 44.6 24.3 - 21.6 4.1

運輸業、郵便業 180 90 48 66 59 1 26 4 1.6
100.0 50.0 26.7 36.7 32.8 0.6 14.4 2.2

卸売業、小売業 487 244 123 192 133 6 85 12 1.6
100.0 50.1 25.3 39.4 27.3 1.2 17.5 2.5

金融業、保険業 44 29 17 24 9 - 4 - 1.9
100.0 65.9 38.6 54.5 20.5 - 9.1 -

不動産業、物品賃貸業 35 17 7 18 10 - 5 - 1.6
100.0 48.6 20.0 51.4 28.6 - 14.3 -

学術研究、専門・技術サービス業 68 38 19 32 14 1 11 2 1.7
100.0 55.9 27.9 47.1 20.6 1.5 16.2 2.9

宿泊業、飲食サービス業 129 56 30 54 45 - 20 4 1.6
100.0 43.4 23.3 41.9 34.9 - 15.5 3.1

生活関連サービス業、娯楽業 79 34 23 24 22 - 15 5 1.6
100.0 43.0 29.1 30.4 27.8 - 19.0 6.3

教育、学習支援業 65 28 24 34 24 - 4 4 1.9
100.0 43.1 36.9 52.3 36.9 - 6.2 6.2

医療、福祉 122 73 31 51 53 - 9 7 1.9
100.0 59.8 25.4 41.8 43.4 - 7.4 5.7

複合サービス業 8 7 4 3 6 - 1 - 2.6
100.0 87.5 50.0 37.5 75.0 - 12.5 -

その他サービス業 328 155 88 119 118 6 49 9 1.7
100.0 47.3 26.8 36.3 36.0 1.8 14.9 2.7

その他 6 - 1 1 2 1 1 - 1.0
100.0 - 16.7 16.7 33.3 16.7 16.7 -

無回答 8 4 - 3 1 1 - 2 1.5
100.0 50.0 - 37.5 12.5 12.5 - 25.0

サービス業計 612 290 164 232 205 7 96 20 1.7
100.0 47.4 26.8 37.9 33.5 1.1 15.7 3.3

製 輸送用機械関連 72 43 16 30 24 2 5 - 1.7
造 100.0 59.7 22.2 41.7 33.3 2.8 6.9 -
業 化学関連 39 20 8 20 8 - 4 1 1.6
の 100.0 51.3 20.5 51.3 20.5 - 10.3 2.6
主 電機・電子関連 102 51 26 45 31 - 17 4 1.7
な 100.0 50.0 25.5 44.1 30.4 - 16.7 3.9
分 素材関連 21 12 10 5 7 - 5 - 1.9
野 100.0 57.1 47.6 23.8 33.3 - 23.8 -

その他機械関連 46 20 8 17 17 - 6 5 1.7
100.0 43.5 17.4 37.0 37.0 - 13.0 10.9

食料品関連 87 49 19 37 32 - 7 2 1.7
100.0 56.3 21.8 42.5 36.8 - 8.0 2.3

金属関連 71 31 15 26 20 - 15 - 1.5
100.0 43.7 21.1 36.6 28.2 - 21.1 -

その他製造 178 98 44 70 60 2 27 4 1.7
100.0 55.1 24.7 39.3 33.7 1.1 15.2 2.2

無回答 1 1 1 1 1 - - - 4.0
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - - -

卸 総合卸 62 28 20 18 14 1 13 1 1.5
売 100.0 45.2 32.3 29.0 22.6 1.6 21.0 1.6
業 専門卸 147 67 45 49 36 1 30 6 1.6
、 100.0 45.6 30.6 33.3 24.5 0.7 20.4 4.1
小 その他卸売 63 36 11 25 24 1 12 - 1.7
売 100.0 57.1 17.5 39.7 38.1 1.6 19.0 -
業 総合小売 89 48 18 36 25 1 13 3 1.6
の 100.0 53.9 20.2 40.4 28.1 1.1 14.6 3.4
主 専門小売 80 44 21 40 23 1 9 1 1.7
な 100.0 55.0 26.3 50.0 28.8 1.3 11.3 1.3
分 その他小売 41 19 7 21 10 1 8 - 1.6
野 100.0 46.3 17.1 51.2 24.4 2.4 19.5 -

無回答 5 2 1 3 1 - - 1 1.8
100.0 40.0 20.0 60.0 20.0 - - 20.0

学 学術・研究機関 3 3 3 3 - 1 - - 3.3
術 100.0 100.0 100.0 100.0 - 33.3 - -
研 学校教育 47 19 19 29 21 - 1 2 2.0
究 100.0 40.4 40.4 61.7 44.7 - 2.1 4.3
等 その他教育・学習支援 13 8 4 4 3 - 2 - 1.6
の 100.0 61.5 30.8 30.8 23.1 - 15.4 -
主 専門・技術サービス 53 28 12 25 9 - 9 2 1.6
な 100.0 52.8 22.6 47.2 17.0 - 17.0 3.8
分 その他 3 - 1 - - - 1 1 1.0
野 100.0 - 33.3 - - - 33.3 33.3

無回答 14 8 4 5 5 - 2 1 1.8
100.0 57.1 28.6 35.7 35.7 - 14.3 7.1

大学が含まれている 20 10 7 14 7 - - 2 2.1
100.0 50.0 35.0 70.0 35.0 - - 10.0

大学は含まれていない 29 11 15 17 13 1 1 - 2.0
100.0 37.9 51.7 58.6 44.8 3.4 3.4 -

無回答 1 1 - 1 1 - - - 3.0
100.0 100.0 - 100.0 100.0 - - -

派 「労働者派遣会社」や 102 54 30 39 37 2 16 2 1.8
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 52.9 29.4 38.2 36.3 2.0 15.7 2.0
・ 「労働者派遣会社」や 221 100 58 78 80 4 31 7 1.6
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 45.2 26.2 35.3 36.2 1.8 14.0 3.2
負 無回答 5 1 - 2 1 - 2 - 1.2

100.0 20.0 - 40.0 20.0 - 40.0 -
雇 ４９人以下 506 239 116 175 164 4 76 20 1.6
用 100.0 47.2 22.9 34.6 32.4 0.8 15.0 4.0
者 ５０～９９人 703 349 163 257 204 6 120 21 1.6
数 100.0 49.6 23.2 36.6 29.0 0.9 17.1 3.0

１００～２９９人 768 418 206 297 256 7 108 20 1.7
100.0 54.4 26.8 38.7 33.3 0.9 14.1 2.6

３００～９９９人 280 142 78 145 79 4 40 6 1.8
100.0 50.7 27.9 51.8 28.2 1.4 14.3 2.1

１，０００人以上 122 66 44 68 46 1 10 2 2.0
100.0 54.1 36.1 55.7 37.7 0.8 8.2 1.6

無回答 54 21 12 18 15 - 7 7 1.6
100.0 38.9 22.2 33.3 27.8 - 13.0 13.0

中小企業（３００人未満）計 1,977 1,006 485 729 624 17 304 61 1.7
100.0 50.9 24.5 36.9 31.6 0.9 15.4 3.1

５０人以上計 1,873 975 491 767 585 18 278 49 1.7
100.0 52.1 26.2 41.0 31.2 1.0 14.8 2.6

労 過半数代表の労働組合がある 503 251 129 209 165 4 74 18 1.7
働 100.0 49.9 25.6 41.6 32.8 0.8 14.7 3.6
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 151 82 39 66 57 3 21 2 1.8
合 100.0 54.3 25.8 43.7 37.7 2.0 13.9 1.3
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 590 309 153 237 192 3 82 18 1.7
の 100.0 52.4 25.9 40.2 32.5 0.5 13.9 3.1
有 労働組合も労使協議機関もない 1,162 582 296 439 344 12 180 35 1.6
無 100.0 50.1 25.5 37.8 29.6 1.0 15.5 3.0

無回答 27 11 2 9 6 - 4 3 1.3
100.0 40.7 7.4 33.3 22.2 - 14.8 11.1

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 56 23 12 19 20 1 11 2 1.6
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 41.1 21.4 33.9 35.7 1.8 19.6 3.6
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 271 145 63 122 97 2 34 6 1.7
範 組合員になっていない 100.0 53.5 23.2 45.0 35.8 0.7 12.5 2.2
囲 無回答 327 165 93 134 105 4 50 12 1.7

100.0 50.5 28.4 41.0 32.1 1.2 15.3 3.7
認 【改正労働契約法】の 1,378 674 352 593 419 14 215 40 1.7
知 改正内容まで知っている 100.0 48.9 25.5 43.0 30.4 1.0 15.6 2.9
度 改正されたことは知っているが 872 480 233 335 296 6 107 25 1.7
別 内容はよく分からない 100.0 55.0 26.7 38.4 33.9 0.7 12.3 2.9

知らない・分からない 160 72 32 25 43 1 37 8 1.4
100.0 45.0 20.0 15.6 26.9 0.6 23.1 5.0

無回答 23 9 2 7 6 1 2 3 1.4
100.0 39.1 8.7 30.4 26.1 4.3 8.7 13.0

合計（復元） 1,691 810 408 613 536 12 263 62 1.6
100.0 47.9 24.1 36.3 31.7 0.7 15.6 3.7

法の
詳細に
ついて
の情報
提供
(パン
フレ
ット

配布、
セミナ
ー開催
等)

自社の
具体的
な対応
につい
て相談
できる
体制の
整備

他社の
事例・
取組に
ついて
の紹介

無回答有期
契約

労働者
の処遇
改善に
伴う
助成
措置

その他
※

特段、
支援は
必要
ない

付問②,対応方針を決める上で、行政によるどのような支援が
あれば良いと思いますか（１～５のうち該当すべてに○、
｢特段、支援は必要ない｣と思う場合は６を選択）。

対応
方針は
未定・
分から
ない

企業計

平均
選択数
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全有効
回答

企業計

内容
まで

知って
いる

規定
された
ことは
知って
いるが
内容

までは
よく

分から
ない

知ら
ない・
分から
ない

無回答 有期
契約

労働者
を雇用
して
いる

企業計

現在、
雇用
して
いる

今後、
雇用
する

予定が
ある

雇用
して

おらず
今後の
予定も
ない

無回答 高度
専門職
有期を
現在、
雇用
して

いる／
今後、
雇用
する

予定が
ある

企業計

活用の
ため
既に

計画を
申請
した

今後、
活用

予定・
検討

余地が
ある

活用
予定は
ない

無回答 既に
計画を
申請

した／
今後、
活用

予定・
検討

予知が
ある

企業計

行った まだ
行って
いな

いが、
今後
行う
予定

行って
いない
・今後
行う

予定も
ない

無回答

合計 9,639 1,732 3,601 3,965 341 6,490 768 63 5,504 155 831 4 77 729 21 81 5 56 17 3
100.0 18.0 37.4 41.1 3.5 100.0 11.8 1.0 84.8 2.4 100.0 0.5 9.3 87.7 2.5 100.0 6.2 69.1 21.0 3.7

【高度専門職有期】を 768 204 302 250 12 768 768 - - - 768 4 53 690 21 57 4 38 12 3
現在、雇用している 100.0 26.6 39.3 32.6 1.6 100.0 100.0 - - - 100.0 0.5 6.9 89.8 2.7 100.0 7.0 66.7 21.1 5.3
今後、雇用する予定がある 63 4 40 19 - 63 - 63 - - 63 - 24 39 - 24 1 18 5 -

100.0 6.3 63.5 30.2 - 100.0 - 100.0 - - 100.0 - 38.1 61.9 - 100.0 4.2 75.0 20.8 -
主 建設業 1,122 158 368 538 58 519 131 9 355 24 140 - 9 127 4 9 - 6 3 -
な 100.0 14.1 32.8 48.0 5.2 100.0 25.2 1.7 68.4 4.6 100.0 - 6.4 90.7 2.9 100.0 - 66.7 33.3 -
業 製造業 2,391 443 924 959 65 1,690 150 12 1,492 36 162 - 19 140 3 19 - 15 4 -
種 100.0 18.5 38.6 40.1 2.7 100.0 8.9 0.7 88.3 2.1 100.0 - 11.7 86.4 1.9 100.0 - 78.9 21.1 -

電気・ガス・熱供給・水道業 89 12 35 39 3 55 7 - 46 2 7 - - 6 1 - - - - -
100.0 13.5 39.3 43.8 3.4 100.0 12.7 - 83.6 3.6 100.0 - - 85.7 14.3 - - - - -

情報通信業 326 82 131 102 11 235 52 6 173 4 58 1 6 51 - 7 1 5 - 1
100.0 25.2 40.2 31.3 3.4 100.0 22.1 2.6 73.6 1.7 100.0 1.7 10.3 87.9 - 100.0 14.3 71.4 - 14.3

運輸業、郵便業 737 124 296 298 19 471 26 1 436 8 27 2 1 23 1 3 1 2 - -
100.0 16.8 40.2 40.4 2.6 100.0 5.5 0.2 92.6 1.7 100.0 7.4 3.7 85.2 3.7 100.0 33.3 66.7 - -

卸売業、小売業 1,818 317 650 794 57 1,225 116 13 1,078 18 129 - 10 114 5 10 - 8 1 1
100.0 17.4 35.8 43.7 3.1 100.0 9.5 1.1 88.0 1.5 100.0 - 7.8 88.4 3.9 100.0 - 80.0 10.0 10.0

金融業、保険業 109 28 41 36 4 100 1 1 97 1 2 - - 2 - - - - - -
100.0 25.7 37.6 33.0 3.7 100.0 1.0 1.0 97.0 1.0 100.0 - - 100.0 - - - - - -

不動産業、物品賃貸業 153 42 66 42 3 114 16 - 96 2 16 - 1 15 - 1 - - 1 -
100.0 27.5 43.1 27.5 2.0 100.0 14.0 - 84.2 1.8 100.0 - 6.3 93.8 - 100.0 - - 100.0 -

学術研究、専門・技術サービス業 260 68 91 95 6 183 66 2 110 5 68 - 5 62 1 5 - 3 2 -
100.0 26.2 35.0 36.5 2.3 100.0 36.1 1.1 60.1 2.7 100.0 - 7.4 91.2 1.5 100.0 - 60.0 40.0 -

宿泊業、飲食サービス業 534 53 203 253 25 336 12 3 310 11 15 - 2 13 - 2 - 1 - 1
100.0 9.9 38.0 47.4 4.7 100.0 3.6 0.9 92.3 3.3 100.0 - 13.3 86.7 - 100.0 - 50.0 - 50.0

生活関連サービス業、娯楽業 284 38 107 126 13 183 7 3 166 7 10 - 2 8 - 2 - 2 - -
100.0 13.4 37.7 44.4 4.6 100.0 3.8 1.6 90.7 3.8 100.0 - 20.0 80.0 - 100.0 - 100.0 - -

教育、学習支援業 196 53 73 65 5 170 43 1 124 2 44 - 7 35 2 7 1 4 2 -
100.0 27.0 37.2 33.2 2.6 100.0 25.3 0.6 72.9 1.2 100.0 - 15.9 79.5 4.5 100.0 14.3 57.1 28.6 -

医療、福祉 384 46 154 173 11 300 48 4 239 9 52 - 5 45 2 5 1 4 - -
100.0 12.0 40.1 45.1 2.9 100.0 16.0 1.3 79.7 3.0 100.0 - 9.6 86.5 3.8 100.0 20.0 80.0 - -

複合サービス業 20 2 9 9 - 19 3 1 15 - 4 - - 4 - - - - - -
100.0 10.0 45.0 45.0 - 100.0 15.8 5.3 78.9 - 100.0 - - 100.0 - - - - - -

その他サービス業 1,106 255 421 403 27 844 84 7 741 12 91 1 10 78 2 11 1 6 4 -
100.0 23.1 38.1 36.4 2.4 100.0 10.0 0.8 87.8 1.4 100.0 1.1 11.0 85.7 2.2 100.0 9.1 54.5 36.4 -

その他 27 6 11 8 2 19 3 - 14 2 3 - - 3 - - - - - -
100.0 22.2 40.7 29.6 7.4 100.0 15.8 - 73.7 10.5 100.0 - - 100.0 - - - - - -

無回答 83 5 21 25 32 27 3 - 12 12 3 - - 3 - - - - - -
100.0 6.0 25.3 30.1 38.6 100.0 11.1 - 44.4 44.4 100.0 - - 100.0 - - - - - -

サービス業計 2,204 416 831 886 71 1,565 172 16 1,342 35 188 1 19 165 3 20 1 12 6 1
100.0 18.9 37.7 40.2 3.2 100.0 11.0 1.0 85.8 2.2 100.0 0.5 10.1 87.8 1.6 100.0 5.0 60.0 30.0 5.0

製 輸送用機械関連 247 38 104 98 7 195 17 1 169 8 18 - 1 16 1 1 - - 1 -
造 100.0 15.4 42.1 39.7 2.8 100.0 8.7 0.5 86.7 4.1 100.0 - 5.6 88.9 5.6 100.0 - - 100.0 -
業 化学関連 160 47 58 50 5 132 14 3 111 4 17 - 5 12 - 5 - 4 1 -
の 100.0 29.4 36.3 31.3 3.1 100.0 10.6 2.3 84.1 3.0 100.0 - 29.4 70.6 - 100.0 - 80.0 20.0 -
主 電機・電子関連 316 66 141 104 5 255 23 1 229 2 24 - 2 22 - 2 - 2 - -
な 100.0 20.9 44.6 32.9 1.6 100.0 9.0 0.4 89.8 0.8 100.0 - 8.3 91.7 - 100.0 - 100.0 - -
分 素材関連 81 19 31 29 2 59 11 - 48 - 11 - 4 7 - 4 - 4 - -
野 100.0 23.5 38.3 35.8 2.5 100.0 18.6 - 81.4 - 100.0 - 36.4 63.6 - 100.0 - 100.0 - -

その他機械関連 199 50 69 76 4 139 27 1 109 2 28 - 2 26 - 2 - 1 1 -
100.0 25.1 34.7 38.2 2.0 100.0 19.4 0.7 78.4 1.4 100.0 - 7.1 92.9 - 100.0 - 50.0 50.0 -

食料品関連 297 58 106 126 7 205 8 2 189 6 10 - 1 9 - 1 - 1 - -
100.0 19.5 35.7 42.4 2.4 100.0 3.9 1.0 92.2 2.9 100.0 - 10.0 90.0 - 100.0 - 100.0 - -

金属関連 315 57 119 129 10 190 17 1 170 2 18 - 4 12 2 4 - 3 1 -
100.0 18.1 37.8 41.0 3.2 100.0 8.9 0.5 89.5 1.1 100.0 - 22.2 66.7 11.1 100.0 - 75.0 25.0 -

その他製造 760 107 294 335 24 507 33 3 460 11 36 - - 36 - - - - - -
100.0 14.1 38.7 44.1 3.2 100.0 6.5 0.6 90.7 2.2 100.0 - - 100.0 - - - - - -

無回答 16 1 2 12 1 8 - - 7 1 - - - - - - - - - -
100.0 6.3 12.5 75.0 6.3 100.0 - - 87.5 12.5 - - - - - - - - - -

卸 総合卸 276 42 104 118 12 178 24 2 148 4 26 - 2 24 - 2 - 1 - 1
売 100.0 15.2 37.7 42.8 4.3 100.0 13.5 1.1 83.1 2.2 100.0 - 7.7 92.3 - 100.0 - 50.0 - 50.0
業 専門卸 533 110 195 214 14 388 42 3 339 4 45 - 4 39 2 4 - 4 - -
、 100.0 20.6 36.6 40.2 2.6 100.0 10.8 0.8 87.4 1.0 100.0 - 8.9 86.7 4.4 100.0 - 100.0 - -
小 その他卸売 286 29 101 145 11 169 9 3 155 2 12 - 2 10 - 2 - 1 1 -
売 100.0 10.1 35.3 50.7 3.8 100.0 5.3 1.8 91.7 1.2 100.0 - 16.7 83.3 - 100.0 - 50.0 50.0 -
業 総合小売 289 48 110 125 6 196 8 4 180 4 12 - 2 10 - 2 - 2 - -
の 100.0 16.6 38.1 43.3 2.1 100.0 4.1 2.0 91.8 2.0 100.0 - 16.7 83.3 - 100.0 - 100.0 - -
主 専門小売 259 53 85 114 7 186 23 - 160 3 23 - - 20 3 - - - - -
な 100.0 20.5 32.8 44.0 2.7 100.0 12.4 - 86.0 1.6 100.0 - - 87.0 13.0 - - - - -
分 その他小売 154 30 49 70 5 97 9 1 87 - 10 - - 10 - - - - - -
野 100.0 19.5 31.8 45.5 3.2 100.0 9.3 1.0 89.7 - 100.0 - - 100.0 - - - - - -

無回答 21 5 6 8 2 11 1 - 9 1 1 - - 1 - - - - - -
100.0 23.8 28.6 38.1 9.5 100.0 9.1 - 81.8 9.1 100.0 - - 100.0 - - - - - -

学 学術・研究機関 21 9 8 3 1 19 12 1 6 - 13 - 3 10 - 3 - 2 1 -
術 100.0 42.9 38.1 14.3 4.8 100.0 63.2 5.3 31.6 - 100.0 - 23.1 76.9 - 100.0 - 66.7 33.3 -
研 学校教育 148 45 50 49 4 127 39 1 85 2 40 - 7 32 1 7 1 4 2 -
究 100.0 30.4 33.8 33.1 2.7 100.0 30.7 0.8 66.9 1.6 100.0 - 17.5 80.0 2.5 100.0 14.3 57.1 28.6 -
等 その他教育・学習支援 36 5 17 13 1 31 2 - 29 - 2 - - 1 1 - - - - -
の 100.0 13.9 47.2 36.1 2.8 100.0 6.5 - 93.5 - 100.0 - - 50.0 50.0 - - - - -
主 専門・技術サービス 205 47 74 80 4 135 47 1 84 3 48 - 2 46 - 2 - 1 1 -
な 100.0 22.9 36.1 39.0 2.0 100.0 34.8 0.7 62.2 2.2 100.0 - 4.2 95.8 - 100.0 - 50.0 50.0 -
分 その他 11 3 4 4 - 10 3 - 7 - 3 - - 3 - - - - - -
野 100.0 27.3 36.4 36.4 - 100.0 30.0 - 70.0 - 100.0 - - 100.0 - - - - - -

無回答 35 12 11 11 1 31 6 - 23 2 6 - - 5 1 - - - - -
100.0 34.3 31.4 31.4 2.9 100.0 19.4 - 74.2 6.5 100.0 - - 83.3 16.7 - - - - -

大学が含まれている 54 33 15 6 - 54 31 - 21 2 31 - 7 24 - 7 - 4 3 -
100.0 61.1 27.8 11.1 - 100.0 57.4 - 38.9 3.7 100.0 - 22.6 77.4 - 100.0 - 57.1 42.9 -

大学は含まれていない 111 19 42 45 5 89 20 2 67 - 22 - 3 18 1 3 1 2 - -
100.0 17.1 37.8 40.5 4.5 100.0 22.5 2.2 75.3 - 100.0 - 13.6 81.8 4.5 100.0 33.3 66.7 - -

無回答 4 2 1 1 - 3 - - 3 - - - - - - - - - - -
100.0 50.0 25.0 25.0 - 100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 331 77 135 111 8 272 32 2 235 3 34 1 3 29 1 4 1 1 2 -
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 23.3 40.8 33.5 2.4 100.0 11.8 0.7 86.4 1.1 100.0 2.9 8.8 85.3 2.9 100.0 25.0 25.0 50.0 -
・ 「労働者派遣会社」や 758 174 278 288 18 561 51 5 496 9 56 - 7 48 1 7 - 5 2 -
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 23.0 36.7 38.0 2.4 100.0 9.1 0.9 88.4 1.6 100.0 - 12.5 85.7 1.8 100.0 - 71.4 28.6 -
負 無回答 17 4 8 4 1 11 1 - 10 - 1 - - 1 - - - - - -

100.0 23.5 47.1 23.5 5.9 100.0 9.1 - 90.9 - 100.0 - - 100.0 - - - - - -
雇 ４９人以下 3,505 269 1,125 1,937 174 1,408 151 14 1,193 50 165 - 14 141 10 14 - 12 1 1
用 100.0 7.7 32.1 55.3 5.0 100.0 10.7 1.0 84.7 3.6 100.0 - 8.5 85.5 6.1 100.0 - 85.7 7.1 7.1
者 ５０～９９人 2,590 438 1,026 1,064 62 1,979 239 22 1,682 36 261 - 22 234 5 22 1 16 5 -
数 100.0 16.9 39.6 41.1 2.4 100.0 12.1 1.1 85.0 1.8 100.0 - 8.4 89.7 1.9 100.0 4.5 72.7 22.7 -

１００～２９９人 2,245 559 973 665 48 1,977 220 19 1,704 34 239 2 22 213 2 24 2 14 7 1
100.0 24.9 43.3 29.6 2.1 100.0 11.1 1.0 86.2 1.7 100.0 0.8 9.2 89.1 0.8 100.0 8.3 58.3 29.2 4.2

３００～９９９人 700 260 275 151 14 665 79 5 567 14 84 - 6 75 3 6 - 5 1 -
100.0 37.1 39.3 21.6 2.0 100.0 11.9 0.8 85.3 2.1 100.0 - 7.1 89.3 3.6 100.0 - 83.3 16.7 -

１，０００人以上 354 190 118 41 5 343 73 2 263 5 75 2 12 60 1 14 2 9 3 -
100.0 53.7 33.3 11.6 1.4 100.0 21.3 0.6 76.7 1.5 100.0 2.7 16.0 80.0 1.3 100.0 14.3 64.3 21.4 -

無回答 245 16 84 107 38 118 6 1 95 16 7 - 1 6 - 1 - - - 1
100.0 6.5 34.3 43.7 15.5 100.0 5.1 0.8 80.5 13.6 100.0 - 14.3 85.7 - 100.0 - - - 100.0

中小企業（３００人未満）計 8,340 1,266 3,124 3,666 284 5,364 610 55 4,579 120 665 2 58 588 17 60 3 42 13 2
100.0 15.2 37.5 44.0 3.4 100.0 11.4 1.0 85.4 2.2 100.0 0.3 8.7 88.4 2.6 100.0 5.0 70.0 21.7 3.3

５０人以上計 5,889 1,447 2,392 1,921 129 4,964 611 48 4,216 89 659 4 62 582 11 66 5 44 16 1
100.0 24.6 40.6 32.6 2.2 100.0 12.3 1.0 84.9 1.8 100.0 0.6 9.4 88.3 1.7 100.0 7.6 66.7 24.2 1.5

労 過半数代表の労働組合がある 1,423 460 580 348 35 1,311 157 6 1,124 24 163 1 20 139 3 21 - 15 4 2
働 100.0 32.3 40.8 24.5 2.5 100.0 12.0 0.5 85.7 1.8 100.0 0.6 12.3 85.3 1.8 100.0 - 71.4 19.0 9.5
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 430 135 164 124 7 387 52 2 329 4 54 1 2 48 3 3 1 1 1 -
合 100.0 31.4 38.1 28.8 1.6 100.0 13.4 0.5 85.0 1.0 100.0 1.9 3.7 88.9 5.6 100.0 33.3 33.3 33.3 -
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 2,301 480 964 793 64 1,742 225 25 1,458 34 250 1 24 217 8 25 1 17 6 1
の 100.0 20.9 41.9 34.5 2.8 100.0 12.9 1.4 83.7 2.0 100.0 0.4 9.6 86.8 3.2 100.0 4.0 68.0 24.0 4.0
有 労働組合も労使協議機関もない 5,331 646 1,858 2,633 194 2,981 329 30 2,549 73 359 1 31 320 7 32 3 23 6 -
無 100.0 12.1 34.9 49.4 3.6 100.0 11.0 1.0 85.5 2.4 100.0 0.3 8.6 89.1 1.9 100.0 9.4 71.9 18.8 -

無回答 154 11 35 67 41 69 5 - 44 20 5 - - 5 - - - - - -
100.0 7.1 22.7 43.5 26.6 100.0 7.2 - 63.8 29.0 100.0 - - 100.0 - - - - - -

組 定年再雇用者も 458 166 166 116 10 458 57 1 391 9 58 - 9 47 2 9 - 6 2 1
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 36.2 36.2 25.3 2.2 100.0 12.4 0.2 85.4 2.0 100.0 - 15.5 81.0 3.4 100.0 - 66.7 22.2 11.1
員 定年再雇用者は 1,085 365 451 256 13 1,085 139 6 928 12 145 2 12 128 3 14 1 10 2 1
の 組合員になっていない 100.0 33.6 41.6 23.6 1.2 100.0 12.8 0.6 85.5 1.1 100.0 1.4 8.3 88.3 2.1 100.0 7.1 71.4 14.3 7.1
範 無回答 35 9 14 11 1 35 6 - 29 - 6 - - 5 1 - - - - -
囲 100.0 25.7 40.0 31.4 2.9 100.0 17.1 - 82.9 - 100.0 - - 83.3 16.7 - - - - -

定年再雇用以外の有期契約労働者も 171 76 63 30 2 171 27 1 141 2 28 - 4 22 2 4 - 3 1 -
組合員に（一部でも）なっている 100.0 44.4 36.8 17.5 1.2 100.0 15.8 0.6 82.5 1.2 100.0 - 14.3 78.6 7.1 100.0 - 75.0 25.0 -
定年再雇用以外の有期契約労働者は 691 249 276 155 11 691 77 3 598 13 80 - 7 71 2 7 - 4 2 1
組合員になっていない 100.0 36.0 39.9 22.4 1.6 100.0 11.1 0.4 86.5 1.9 100.0 - 8.8 88.8 2.5 100.0 - 57.1 28.6 14.3
無回答 720 197 308 200 15 720 93 4 611 12 97 1 9 86 1 10 1 6 2 1

100.0 27.4 42.8 27.8 2.1 100.0 12.9 0.6 84.9 1.7 100.0 1.0 9.3 88.7 1.0 100.0 10.0 60.0 20.0 10.0
労 【改正労働契約法】の 4,809 1,620 2,048 1,020 121 4,032 515 35 3,423 59 550 4 53 484 9 57 3 39 12 3
契 改正内容まで知っている 100.0 33.7 42.6 21.2 2.5 100.0 12.8 0.9 84.9 1.5 100.0 0.7 9.6 88.0 1.6 100.0 5.3 68.4 21.1 5.3
法 改正されたことは知っているが 3,557 102 1,467 1,855 133 2,028 201 20 1,740 67 221 - 19 192 10 19 1 14 4 -
別 内容はよく分からない 100.0 2.9 41.2 52.2 3.7 100.0 9.9 1.0 85.8 3.3 100.0 - 8.6 86.9 4.5 100.0 5.3 73.7 21.1 -
認 知らない・分からない 1,192 4 64 1,048 76 385 46 8 305 26 54 - 5 48 1 5 1 3 1 -
知 100.0 0.3 5.4 87.9 6.4 100.0 11.9 2.1 79.2 6.8 100.0 - 9.3 88.9 1.9 100.0 20.0 60.0 20.0 -
度 無回答 81 6 22 42 11 45 6 - 36 3 6 - - 5 1 - - - - -
別 100.0 7.4 27.2 51.9 13.6 100.0 13.3 - 80.0 6.7 100.0 - - 83.3 16.7 - - - - -
特 【有期雇用特別措置法】の 1,487 1,487 - - - 1,487 204 4 1,268 11 208 4 26 175 3 30 3 20 6 1
措 改正内容まで知っている 100.0 100.0 - - - 100.0 13.7 0.3 85.3 0.7 100.0 1.9 12.5 84.1 1.4 100.0 10.0 66.7 20.0 3.3
法 改正されたことは知っているが 2,561 - 2,561 - - 2,561 302 40 2,185 34 342 - 37 301 4 37 - 28 7 2
別 内容はよく分からない 100.0 - 100.0 - - 100.0 11.8 1.6 85.3 1.3 100.0 - 10.8 88.0 1.2 100.0 - 75.7 18.9 5.4
認 知らない・分からない 2,304 - - 2,304 - 2,304 250 19 1,996 39 269 - 14 244 11 14 2 8 4 -
知 100.0 - - 100.0 - 100.0 10.9 0.8 86.6 1.7 100.0 - 5.2 90.7 4.1 100.0 14.3 57.1 28.6 -
度 無回答 138 - - - 138 138 12 - 55 71 12 - - 9 3 - - - - -
別 100.0 - - - 100.0 100.0 8.7 - 39.9 51.4 100.0 - - 75.0 25.0 - - - - -

合計（復元） 9,343 987 3,127 4,815 414 4,589 468 52 3,926 142 521 1 48 448 23 49 1 40 6 2
100.0 10.6 33.5 51.5 4.4 100.0 10.2 1.1 85.6 3.1 100.0 0.2 9.2 86.0 4.4 100.0 2.0 81.6 12.2 4.1

問１５, 貴社では現在、下記に該当する「高度な専門的知識等を持つ有期契約労働者（※）」を雇用していますか（１つだけ○）。
付問①, （現在、雇用している／今後、雇用する予定がある場合）、高度な専門的知識等を有し年収が１，０７５万円以上で、
５年を超える一定期間内に完了する、業務（プロジェクト）に従事する有期契約労働者について、１０年を上限とする
プロジェクト完了までの期間、無期転換申込権が発生しないこととする特例を、活用する予定はありますか（１つだけ○）。
付問②,既に計画書を申請した／今後、活用予定・検討余地がある場合、関係する労働者（労働組合等）からの意見聴取を

行いましたか（行う予定はありますか）（１つだけ○）。
※博士の学位を有する者、公認会計士、税理士、医師、歯科医師、獣医師、薬剤師、弁護士、社会保険労務士、一級建築士、不動産鑑定士、弁理士、技術士、ＩＴストラテジスト・システムアナリスト
アクチュアリーの資格試験合格者、特許発明の発明者、登録意匠の創作者、登録品種の育成者。また、大学卒で５年、短大・高専卒で６年、高卒で７年以上の実務経験を有する農林水産業・
鉱工業・機械・電気・建築・土木の技術者、システムエンジニア、デザイナー、システムエンジニアとして実務経験５年以上を有するシステムコンサルタント、と注釈。

Ⅲ　専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法への対応状況について

問１４, ２０１５年４月に施行された「専門的知識等を有する
有期雇用労働者等に関する特別措置法」では、①高度な
専門的知識等を持つ有期契約労働者や、②定年後、引き
続いて雇用される高齢者について、その能力が有効に
発揮されるような雇用管理上の措置に係る計画を申請・
認定された場合、改正労働契約法に伴う無期転換申込権が
一定期間、発生しないこととする特例が規定されました。
こうした特例が設けられたことをご存知でしたか（１つだけ○）。
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合計 6,490 5,289 357 653 191 5,646 3,461 2,160 25 5,646 323 1,886 3,365 72 2,209 233 1,359 575 42
100.0 81.5 5.5 10.1 2.9 100.0 61.3 38.3 0.4 100.0 5.7 33.4 59.6 1.3 100.0 10.5 61.5 26.0 1.9

【定年再雇用有期】を 5,289 5,289 - - - 5,289 3,347 1,922 20 5,289 318 1,738 3,168 65 2,056 229 1,259 531 37
現在、雇用している 100.0 100.0 - - - 100.0 63.3 36.3 0.4 100.0 6.0 32.9 59.9 1.2 100.0 11.1 61.2 25.8 1.8
今後、雇用する予定がある 357 - 357 - - 357 114 238 5 357 5 148 197 7 153 4 100 44 5

100.0 - 100.0 - - 100.0 31.9 66.7 1.4 100.0 1.4 41.5 55.2 2.0 100.0 2.6 65.4 28.8 3.3
主 建設業 519 432 17 47 23 449 323 120 6 449 42 156 247 4 198 33 110 53 2
な 100.0 83.2 3.3 9.1 4.4 100.0 71.9 26.7 1.3 100.0 9.4 34.7 55.0 0.9 100.0 16.7 55.6 26.8 1.0
業 製造業 1,690 1,479 58 103 50 1,537 930 604 3 1,537 85 523 905 24 608 52 397 149 10
種 100.0 87.5 3.4 6.1 3.0 100.0 60.5 39.3 0.2 100.0 5.5 34.0 58.9 1.6 100.0 8.6 65.3 24.5 1.6

電気・ガス・熱供給・水道業 55 43 - 10 2 43 27 15 1 43 3 14 25 1 17 3 10 4 -
100.0 78.2 - 18.2 3.6 100.0 62.8 34.9 2.3 100.0 7.0 32.6 58.1 2.3 100.0 17.6 58.8 23.5 -

情報通信業 235 146 28 55 6 174 56 116 2 174 7 61 105 1 68 6 46 14 2
100.0 62.1 11.9 23.4 2.6 100.0 32.2 66.7 1.1 100.0 4.0 35.1 60.3 0.6 100.0 8.8 67.6 20.6 2.9

運輸業、郵便業 471 429 10 23 9 439 343 94 2 439 34 144 256 5 178 20 102 53 3
100.0 91.1 2.1 4.9 1.9 100.0 78.1 21.4 0.5 100.0 7.7 32.8 58.3 1.1 100.0 11.2 57.3 29.8 1.7

卸売業、小売業 1,225 1,036 48 113 28 1,084 589 490 5 1,084 59 369 649 7 428 42 260 118 8
100.0 84.6 3.9 9.2 2.3 100.0 54.3 45.2 0.5 100.0 5.4 34.0 59.9 0.6 100.0 9.8 60.7 27.6 1.9

金融業、保険業 100 82 7 9 2 89 33 56 - 89 3 27 58 1 30 2 20 7 1
100.0 82.0 7.0 9.0 2.0 100.0 37.1 62.9 - 100.0 3.4 30.3 65.2 1.1 100.0 6.7 66.7 23.3 3.3

不動産業、物品賃貸業 114 92 7 9 6 99 55 44 - 99 7 29 61 2 36 6 21 8 1
100.0 80.7 6.1 7.9 5.3 100.0 55.6 44.4 - 100.0 7.1 29.3 61.6 2.0 100.0 16.7 58.3 22.2 2.8

学術研究、専門・技術サービス業 183 133 20 27 3 153 75 78 - 153 9 47 96 1 56 5 36 14 1
100.0 72.7 10.9 14.8 1.6 100.0 49.0 51.0 - 100.0 5.9 30.7 62.7 0.7 100.0 8.9 64.3 25.0 1.8

宿泊業、飲食サービス業 336 231 35 58 12 266 207 57 2 266 12 84 164 6 96 12 53 30 1
100.0 68.8 10.4 17.3 3.6 100.0 77.8 21.4 0.8 100.0 4.5 31.6 61.7 2.3 100.0 12.5 55.2 31.3 1.0

生活関連サービス業、娯楽業 183 136 14 27 6 150 105 45 - 150 3 49 97 1 52 2 31 18 1
100.0 74.3 7.7 14.8 3.3 100.0 70.0 30.0 - 100.0 2.0 32.7 64.7 0.7 100.0 3.8 59.6 34.6 1.9

教育、学習支援業 170 122 14 32 2 136 84 52 - 136 7 46 81 2 53 6 27 19 1
100.0 71.8 8.2 18.8 1.2 100.0 61.8 38.2 - 100.0 5.1 33.8 59.6 1.5 100.0 11.3 50.9 35.8 1.9

医療、福祉 300 227 22 39 12 249 175 72 2 249 7 82 157 3 89 3 65 17 4
100.0 75.7 7.3 13.0 4.0 100.0 70.3 28.9 0.8 100.0 2.8 32.9 63.1 1.2 100.0 3.4 73.0 19.1 4.5

複合サービス業 19 10 3 5 1 13 6 7 - 13 - 4 7 2 4 - 2 2 -
100.0 52.6 15.8 26.3 5.3 100.0 46.2 53.8 - 100.0 - 30.8 53.8 15.4 100.0 - 50.0 50.0 -

その他サービス業 844 662 73 93 16 735 434 299 2 735 44 237 443 11 281 38 175 61 7
100.0 78.4 8.6 11.0 1.9 100.0 59.0 40.7 0.3 100.0 6.0 32.2 60.3 1.5 100.0 13.5 62.3 21.7 2.5

その他 19 17 - 1 1 17 8 9 - 17 1 9 7 - 10 2 2 6 -
100.0 89.5 - 5.3 5.3 100.0 47.1 52.9 - 100.0 5.9 52.9 41.2 - 100.0 20.0 20.0 60.0 -

無回答 27 12 1 2 12 13 11 2 - 13 - 5 7 1 5 1 2 2 -
100.0 44.4 3.7 7.4 44.4 100.0 84.6 15.4 - 100.0 - 38.5 53.8 7.7 100.0 20.0 40.0 40.0 -

サービス業計 1,565 1,172 145 210 38 1,317 827 486 4 1,317 68 421 807 21 489 57 297 125 10
100.0 74.9 9.3 13.4 2.4 100.0 62.8 36.9 0.3 100.0 5.2 32.0 61.3 1.6 100.0 11.7 60.7 25.6 2.0

製 輸送用機械関連 195 166 7 12 10 173 109 64 - 173 7 57 108 1 64 5 38 19 2
造 100.0 85.1 3.6 6.2 5.1 100.0 63.0 37.0 - 100.0 4.0 32.9 62.4 0.6 100.0 7.8 59.4 29.7 3.1
業 化学関連 132 114 6 9 3 120 68 52 - 120 9 41 68 2 50 4 30 15 1
の 100.0 86.4 4.5 6.8 2.3 100.0 56.7 43.3 - 100.0 7.5 34.2 56.7 1.7 100.0 8.0 60.0 30.0 2.0
主 電機・電子関連 255 220 13 15 7 233 107 126 - 233 13 70 145 5 83 5 59 17 2
な 100.0 86.3 5.1 5.9 2.7 100.0 45.9 54.1 - 100.0 5.6 30.0 62.2 2.1 100.0 6.0 71.1 20.5 2.4
分 素材関連 59 51 - 7 1 51 33 18 - 51 6 24 21 - 30 4 20 6 -
野 100.0 86.4 - 11.9 1.7 100.0 64.7 35.3 - 100.0 11.8 47.1 41.2 - 100.0 13.3 66.7 20.0 -

その他機械関連 139 127 5 5 2 132 91 40 1 132 6 42 82 2 48 1 33 13 1
100.0 91.4 3.6 3.6 1.4 100.0 68.9 30.3 0.8 100.0 4.5 31.8 62.1 1.5 100.0 2.1 68.8 27.1 2.1

食料品関連 205 173 8 18 6 181 114 67 - 181 10 70 100 1 80 8 54 18 -
100.0 84.4 3.9 8.8 2.9 100.0 63.0 37.0 - 100.0 5.5 38.7 55.2 0.6 100.0 10.0 67.5 22.5 -

金属関連 190 178 3 5 4 181 120 61 - 181 15 62 102 2 77 7 43 26 1
100.0 93.7 1.6 2.6 2.1 100.0 66.3 33.7 - 100.0 8.3 34.3 56.4 1.1 100.0 9.1 55.8 33.8 1.3

その他製造 507 445 16 31 15 461 286 173 2 461 19 156 275 11 175 18 119 35 3
100.0 87.8 3.2 6.1 3.0 100.0 62.0 37.5 0.4 100.0 4.1 33.8 59.7 2.4 100.0 10.3 68.0 20.0 1.7

無回答 8 5 - 1 2 5 2 3 - 5 - 1 4 - 1 - 1 - -
100.0 62.5 - 12.5 25.0 100.0 40.0 60.0 - 100.0 - 20.0 80.0 - 100.0 - 100.0 - -

卸 総合卸 178 163 5 8 2 168 104 64 - 168 9 54 105 - 63 6 38 19 -
売 100.0 91.6 2.8 4.5 1.1 100.0 61.9 38.1 - 100.0 5.4 32.1 62.5 - 100.0 9.5 60.3 30.2 -
業 専門卸 388 334 15 26 13 349 170 178 1 349 22 118 207 2 140 14 86 37 3
、 100.0 86.1 3.9 6.7 3.4 100.0 48.7 51.0 0.3 100.0 6.3 33.8 59.3 0.6 100.0 10.0 61.4 26.4 2.1
小 その他卸売 169 138 9 20 2 147 69 78 - 147 6 37 103 1 43 6 24 10 3
売 100.0 81.7 5.3 11.8 1.2 100.0 46.9 53.1 - 100.0 4.1 25.2 70.1 0.7 100.0 14.0 55.8 23.3 7.0
業 総合小売 196 162 7 21 6 169 100 66 3 169 8 62 97 2 70 6 47 17 -
の 100.0 82.7 3.6 10.7 3.1 100.0 59.2 39.1 1.8 100.0 4.7 36.7 57.4 1.2 100.0 8.6 67.1 24.3 -
主 専門小売 186 159 7 16 4 166 97 68 1 166 11 67 87 1 78 6 50 22 -
な 100.0 85.5 3.8 8.6 2.2 100.0 58.4 41.0 0.6 100.0 6.6 40.4 52.4 0.6 100.0 7.7 64.1 28.2 -
分 その他小売 97 71 5 21 - 76 44 32 - 76 2 28 45 1 30 3 14 12 1
野 100.0 73.2 5.2 21.6 - 100.0 57.9 42.1 - 100.0 2.6 36.8 59.2 1.3 100.0 10.0 46.7 40.0 3.3

無回答 11 9 - 1 1 9 5 4 - 9 1 3 5 - 4 1 1 1 1
100.0 81.8 - 9.1 9.1 100.0 55.6 44.4 - 100.0 11.1 33.3 55.6 - 100.0 25.0 25.0 25.0 25.0

学 学術・研究機関 19 15 2 1 1 17 7 10 - 17 - 4 13 - 4 - 4 - -
術 100.0 78.9 10.5 5.3 5.3 100.0 41.2 58.8 - 100.0 - 23.5 76.5 - 100.0 - 100.0 - -
研 学校教育 127 96 9 21 1 105 73 32 - 105 3 41 59 2 44 4 23 16 1
究 100.0 75.6 7.1 16.5 0.8 100.0 69.5 30.5 - 100.0 2.9 39.0 56.2 1.9 100.0 9.1 52.3 36.4 2.3
等 その他教育・学習支援 31 18 3 9 1 21 8 13 - 21 2 4 15 - 6 1 3 2 -
の 100.0 58.1 9.7 29.0 3.2 100.0 38.1 61.9 - 100.0 9.5 19.0 71.4 - 100.0 16.7 50.0 33.3 -
主 専門・技術サービス 135 97 16 21 1 113 55 58 - 113 7 35 70 1 42 3 25 14 -
な 100.0 71.9 11.9 15.6 0.7 100.0 48.7 51.3 - 100.0 6.2 31.0 61.9 0.9 100.0 7.1 59.5 33.3 -
分 その他 10 5 2 3 - 7 2 5 - 7 - 2 5 - 2 - 2 - -
野 100.0 50.0 20.0 30.0 - 100.0 28.6 71.4 - 100.0 - 28.6 71.4 - 100.0 - 100.0 - -

無回答 31 24 2 4 1 26 14 12 - 26 4 7 15 - 11 3 6 1 1
100.0 77.4 6.5 12.9 3.2 100.0 53.8 46.2 - 100.0 15.4 26.9 57.7 - 100.0 27.3 54.5 9.1 9.1

大学が含まれている 54 44 2 8 - 46 36 10 - 46 - 19 27 - 19 - 10 8 1
100.0 81.5 3.7 14.8 - 100.0 78.3 21.7 - 100.0 - 41.3 58.7 - 100.0 - 52.6 42.1 5.3

大学は含まれていない 89 65 9 14 1 74 42 32 - 74 3 26 43 2 29 4 17 8 -
100.0 73.0 10.1 15.7 1.1 100.0 56.8 43.2 - 100.0 4.1 35.1 58.1 2.7 100.0 13.8 58.6 27.6 -

無回答 3 2 - - 1 2 2 - - 2 - - 2 - - - - - -
100.0 66.7 - - 33.3 100.0 100.0 - - 100.0 - - 100.0 - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 272 220 18 30 4 238 165 73 - 238 13 84 139 2 97 11 62 23 1
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 80.9 6.6 11.0 1.5 100.0 69.3 30.7 - 100.0 5.5 35.3 58.4 0.8 100.0 11.3 63.9 23.7 1.0
・ 「労働者派遣会社」や 561 436 55 60 10 491 267 222 2 491 31 153 299 8 184 27 113 38 6
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 77.7 9.8 10.7 1.8 100.0 54.4 45.2 0.4 100.0 6.3 31.2 60.9 1.6 100.0 14.7 61.4 20.7 3.3
負 無回答 11 6 - 3 2 6 2 4 - 6 - - 5 1 - - - - -

100.0 54.5 - 27.3 18.2 100.0 33.3 66.7 - 100.0 - - 83.3 16.7 - - - - -
雇 ４９人以下 1,408 928 127 303 50 1,055 605 442 8 1,055 22 301 709 23 323 32 189 93 9
用 100.0 65.9 9.0 21.5 3.6 100.0 57.3 41.9 0.8 100.0 2.1 28.5 67.2 2.2 100.0 9.9 58.5 28.8 2.8
者 ５０～９９人 1,979 1,624 122 183 50 1,746 1,062 680 4 1,746 83 545 1,100 18 628 66 389 164 9
数 100.0 82.1 6.2 9.2 2.5 100.0 60.8 38.9 0.2 100.0 4.8 31.2 63.0 1.0 100.0 10.5 61.9 26.1 1.4

１００～２９９人 1,977 1,741 76 108 52 1,817 1,131 681 5 1,817 125 618 1,057 17 743 78 473 181 11
100.0 88.1 3.8 5.5 2.6 100.0 62.2 37.5 0.3 100.0 6.9 34.0 58.2 0.9 100.0 10.5 63.7 24.4 1.5

３００～９９９人 665 606 16 25 18 622 401 216 5 622 50 255 305 12 305 35 192 70 8
100.0 91.1 2.4 3.8 2.7 100.0 64.5 34.7 0.8 100.0 8.0 41.0 49.0 1.9 100.0 11.5 63.0 23.0 2.6

１，０００人以上 343 315 8 13 7 323 208 112 3 323 40 130 153 - 170 20 90 58 2
100.0 91.8 2.3 3.8 2.0 100.0 64.4 34.7 0.9 100.0 12.4 40.2 47.4 - 100.0 11.8 52.9 34.1 1.2

無回答 118 75 8 21 14 83 54 29 - 83 3 37 41 2 40 2 26 9 3
100.0 63.6 6.8 17.8 11.9 100.0 65.1 34.9 - 100.0 3.6 44.6 49.4 2.4 100.0 5.0 65.0 22.5 7.5

中小企業（３００人未満）計 5,364 4,293 325 594 152 4,618 2,798 1,803 17 4,618 230 1,464 2,866 58 1,694 176 1,051 438 29
100.0 80.0 6.1 11.1 2.8 100.0 60.6 39.0 0.4 100.0 5.0 31.7 62.1 1.3 100.0 10.4 62.0 25.9 1.7

５０人以上計 4,964 4,286 222 329 127 4,508 2,802 1,689 17 4,508 298 1,548 2,615 47 1,846 199 1,144 473 30
100.0 86.3 4.5 6.6 2.6 100.0 62.2 37.5 0.4 100.0 6.6 34.3 58.0 1.0 100.0 10.8 62.0 25.6 1.6

労 過半数代表の労働組合がある 1,311 1,198 36 45 32 1,234 705 526 3 1,234 98 459 659 18 557 66 353 129 9
働 100.0 91.4 2.7 3.4 2.4 100.0 57.1 42.6 0.2 100.0 7.9 37.2 53.4 1.5 100.0 11.8 63.4 23.2 1.6
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 387 351 9 14 13 360 229 129 2 360 24 127 208 1 151 13 99 38 1
合 100.0 90.7 2.3 3.6 3.4 100.0 63.6 35.8 0.6 100.0 6.7 35.3 57.8 0.3 100.0 8.6 65.6 25.2 0.7
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 1,742 1,425 103 169 45 1,528 894 628 6 1,528 74 490 941 23 564 66 370 119 9
の 100.0 81.8 5.9 9.7 2.6 100.0 58.5 41.1 0.4 100.0 4.8 32.1 61.6 1.5 100.0 11.7 65.6 21.1 1.6
有 労働組合も労使協議機関もない 2,981 2,281 204 415 81 2,485 1,607 866 12 2,485 125 795 1,539 26 920 85 526 286 23
無 100.0 76.5 6.8 13.9 2.7 100.0 64.7 34.8 0.5 100.0 5.0 32.0 61.9 1.0 100.0 9.2 57.2 31.1 2.5

無回答 69 34 5 10 20 39 26 11 2 39 2 15 18 4 17 3 11 3 -
100.0 49.3 7.2 14.5 29.0 100.0 66.7 28.2 5.1 100.0 5.1 38.5 46.2 10.3 100.0 17.6 64.7 17.6 -

組 定年再雇用者も 458 451 - - 7 451 279 170 2 451 33 155 257 6 188 24 110 51 3
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 98.5 - - 1.5 100.0 61.9 37.7 0.4 100.0 7.3 34.4 57.0 1.3 100.0 12.8 58.5 27.1 1.6
員 定年再雇用者は 1,085 1,063 - - 22 1,063 624 436 3 1,063 89 401 562 11 490 55 320 108 7
の 組合員になっていない 100.0 98.0 - - 2.0 100.0 58.7 41.0 0.3 100.0 8.4 37.7 52.9 1.0 100.0 11.2 65.3 22.0 1.4
範 無回答 35 35 - - - 35 18 17 - 35 - 15 19 1 15 - 11 4 -
囲 100.0 100.0 - - - 100.0 51.4 48.6 - 100.0 - 42.9 54.3 2.9 100.0 - 73.3 26.7 -

定年再雇用以外の有期契約労働者も 171 154 4 11 2 158 93 65 - 158 13 57 88 - 70 14 38 18 -
組合員に（一部でも）なっている 100.0 90.1 2.3 6.4 1.2 100.0 58.9 41.1 - 100.0 8.2 36.1 55.7 - 100.0 20.0 54.3 25.7 -
定年再雇用以外の有期契約労働者は 691 635 18 20 18 653 376 277 - 653 63 252 331 7 315 29 210 70 6
組合員になっていない 100.0 91.9 2.6 2.9 2.6 100.0 57.6 42.4 - 100.0 9.6 38.6 50.7 1.1 100.0 9.2 66.7 22.2 1.9
無回答 720 648 23 28 21 671 394 272 5 671 35 241 383 12 276 27 181 65 3

100.0 90.0 3.2 3.9 2.9 100.0 58.7 40.5 0.7 100.0 5.2 35.9 57.1 1.8 100.0 9.8 65.6 23.6 1.1
労 【改正労働契約法】の 4,032 3,421 225 290 96 3,646 2,186 1,449 11 3,646 281 1,339 1,990 36 1,620 184 1,014 395 27
契 改正内容まで知っている 100.0 84.8 5.6 7.2 2.4 100.0 60.0 39.7 0.3 100.0 7.7 36.7 54.6 1.0 100.0 11.4 62.6 24.4 1.7
法 改正されたことは知っているが 2,028 1,571 106 281 70 1,677 1,062 603 12 1,677 37 482 1,129 29 519 44 306 154 15
別 内容はよく分からない 100.0 77.5 5.2 13.9 3.5 100.0 63.3 36.0 0.7 100.0 2.2 28.7 67.3 1.7 100.0 8.5 59.0 29.7 2.9
認 知らない・分からない 385 266 22 74 23 288 192 94 2 288 4 51 227 6 55 5 29 21 -
知 100.0 69.1 5.7 19.2 6.0 100.0 66.7 32.6 0.7 100.0 1.4 17.7 78.8 2.1 100.0 9.1 52.7 38.2 -
度 無回答 45 31 4 8 2 35 21 14 - 35 1 14 19 1 15 - 10 5 -
別 100.0 68.9 8.9 17.8 4.4 100.0 60.0 40.0 - 100.0 2.9 40.0 54.3 2.9 100.0 - 66.7 33.3 -
特 【有期雇用特別措置法】の 1,487 1,301 69 83 34 1,370 813 553 4 1,370 246 541 575 8 787 152 460 169 6
措 改正内容まで知っている 100.0 87.5 4.6 5.6 2.3 100.0 59.3 40.4 0.3 100.0 18.0 39.5 42.0 0.6 100.0 19.3 58.4 21.5 0.8
法 改正されたことは知っているが 2,561 2,130 140 239 52 2,270 1,411 848 11 2,270 60 845 1,338 27 905 60 598 225 22
別 内容はよく分からない 100.0 83.2 5.5 9.3 2.0 100.0 62.2 37.4 0.5 100.0 2.6 37.2 58.9 1.2 100.0 6.6 66.1 24.9 2.4
認 知らない・分からない 2,304 1,801 141 313 49 1,942 1,203 733 6 1,942 16 484 1,414 28 500 19 294 174 13
知 100.0 78.2 6.1 13.6 2.1 100.0 61.9 37.7 0.3 100.0 0.8 24.9 72.8 1.4 100.0 3.8 58.8 34.8 2.6
度 無回答 138 57 7 18 56 64 34 26 4 64 1 16 38 9 17 2 7 7 1
別 100.0 41.3 5.1 13.0 40.6 100.0 53.1 40.6 6.3 100.0 1.6 25.0 59.4 14.1 100.0 11.8 41.2 41.2 5.9

合計（復元） 4,589 3,335 336 764 154 3,671 2,190 1,458 23 3,671 136 1,121 2,354 60 1,257 128 749 355 26
100.0 72.7 7.3 16.6 3.4 100.0 59.7 39.7 0.6 100.0 3.7 30.5 64.1 1.6 100.0 10.2 59.6 28.2 2.1

問１６,貴社では現在、「（自社を満６０歳以上で）定年した高齢の有期契約労働者（定年再雇用者）」を雇用していますか（１つだけ○）。
付問①, （現在、雇用している／今後、雇用する予定がある場合）、満６５歳以上の人は含まれていますか（含まれる見込みですか）（１つだけ○）。
付問②,定年後、継続して雇用される高齢者の有期契約労働者（定年再雇用者）について、適切な雇用管理に係る計画を作成し、都道府県労働局長の
認定を受けた場合、同一事業主に継続雇用される期間は、無期転換申込権が発生しないこととする特例を、活用する予定はありますか（１つだけ○）。
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ある ない 無回答 ある ない 無回答 ある ない 無回答 ある ない 無回答 ある ない 無回答 労働
時間の
長さが
限定

されて
いる

区分が
あると
回答
した

企業計

はい いいえ 無回答 多様な
正社員
区分が
ある

企業計

はい いいえ 無回答

合計 9,639 1,897 7,417 325 1,196 7,960 483 1,003 8,103 533 1,178 7,950 511 214 8,602 823 1,178 691 461 26 2,585 529 1,988 68
100.0 19.7 76.9 3.4 12.4 82.6 5.0 10.4 84.1 5.5 12.2 82.5 5.3 2.2 89.2 8.5 100.0 58.7 39.1 2.2 100.0 20.5 76.9 2.6

主 建設業 1,122 192 890 40 108 950 64 94 958 70 93 962 67 12 1,017 93 93 55 36 2 247 44 201 2
な 100.0 17.1 79.3 3.6 9.6 84.7 5.7 8.4 85.4 6.2 8.3 85.7 6.0 1.1 90.6 8.3 100.0 59.1 38.7 2.2 100.0 17.8 81.4 0.8
業 製造業 2,391 319 2,009 63 242 2,069 80 185 2,114 92 223 2,078 90 34 2,209 148 223 136 82 5 495 85 398 12
種 100.0 13.3 84.0 2.6 10.1 86.5 3.3 7.7 88.4 3.8 9.3 86.9 3.8 1.4 92.4 6.2 100.0 61.0 36.8 2.2 100.0 17.2 80.4 2.4

電気・ガス・熱供給・水道業 89 15 71 3 11 75 3 10 76 3 7 79 3 1 81 7 7 4 3 - 19 4 15 -
100.0 16.9 79.8 3.4 12.4 84.3 3.4 11.2 85.4 3.4 7.9 88.8 3.4 1.1 91.0 7.9 100.0 57.1 42.9 - 100.0 21.1 78.9 -

情報通信業 326 56 260 10 33 277 16 25 282 19 46 263 17 4 296 26 46 32 14 - 82 21 60 1
100.0 17.2 79.8 3.1 10.1 85.0 4.9 7.7 86.5 5.8 14.1 80.7 5.2 1.2 90.8 8.0 100.0 69.6 30.4 - 100.0 25.6 73.2 1.2

運輸業、郵便業 737 195 517 25 95 601 41 84 605 48 79 614 44 17 651 69 79 35 41 3 222 43 173 6
100.0 26.5 70.1 3.4 12.9 81.5 5.6 11.4 82.1 6.5 10.7 83.3 6.0 2.3 88.3 9.4 100.0 44.3 51.9 3.8 100.0 19.4 77.9 2.7

卸売業、小売業 1,818 399 1,367 52 302 1,434 82 215 1,506 97 265 1,463 90 27 1,633 158 265 170 92 3 562 129 412 21
100.0 21.9 75.2 2.9 16.6 78.9 4.5 11.8 82.8 5.3 14.6 80.5 5.0 1.5 89.8 8.7 100.0 64.2 34.7 1.1 100.0 23.0 73.3 3.7

金融業、保険業 109 24 85 - 13 94 2 22 85 2 25 83 1 2 104 3 25 19 4 2 40 6 33 1
100.0 22.0 78.0 - 11.9 86.2 1.8 20.2 78.0 1.8 22.9 76.1 0.9 1.8 95.4 2.8 100.0 76.0 16.0 8.0 100.0 15.0 82.5 2.5

不動産業、物品賃貸業 153 36 115 2 26 123 4 22 127 4 22 128 3 6 140 7 22 15 7 - 47 8 38 1
100.0 23.5 75.2 1.3 17.0 80.4 2.6 14.4 83.0 2.6 14.4 83.7 2.0 3.9 91.5 4.6 100.0 68.2 31.8 - 100.0 17.0 80.9 2.1

学術研究、専門・技術サービス業 260 60 195 5 27 223 10 30 218 12 38 210 12 9 229 22 38 19 17 2 78 18 56 4
100.0 23.1 75.0 1.9 10.4 85.8 3.8 11.5 83.8 4.6 14.6 80.8 4.6 3.5 88.1 8.5 100.0 50.0 44.7 5.3 100.0 23.1 71.8 5.1

宿泊業、飲食サービス業 534 126 393 15 81 428 25 55 451 28 71 435 28 23 460 51 71 37 32 2 162 41 113 8
100.0 23.6 73.6 2.8 15.2 80.1 4.7 10.3 84.5 5.2 13.3 81.5 5.2 4.3 86.1 9.6 100.0 52.1 45.1 2.8 100.0 25.3 69.8 4.9

生活関連サービス業、娯楽業 284 51 218 15 44 218 22 33 230 21 41 226 17 13 242 29 41 18 20 3 82 17 62 3
100.0 18.0 76.8 5.3 15.5 76.8 7.7 11.6 81.0 7.4 14.4 79.6 6.0 4.6 85.2 10.2 100.0 43.9 48.8 7.3 100.0 20.7 75.6 3.7

教育、学習支援業 196 58 133 5 18 166 12 33 152 11 29 156 11 9 165 22 29 16 13 - 69 5 63 1
100.0 29.6 67.9 2.6 9.2 84.7 6.1 16.8 77.6 5.6 14.8 79.6 5.6 4.6 84.2 11.2 100.0 55.2 44.8 - 100.0 7.2 91.3 1.4

医療、福祉 384 139 233 12 62 297 25 71 290 23 80 278 26 19 314 51 80 49 28 3 164 34 126 4
100.0 36.2 60.7 3.1 16.1 77.3 6.5 18.5 75.5 6.0 20.8 72.4 6.8 4.9 81.8 13.3 100.0 61.3 35.0 3.8 100.0 20.7 76.8 2.4

複合サービス業 20 2 18 - 1 19 - 1 19 - 1 19 - - 20 - 1 1 - - 3 - 3 -
100.0 10.0 90.0 - 5.0 95.0 - 5.0 95.0 - 5.0 95.0 - - 100.0 - 100.0 100.0 - - 100.0 - 100.0 -

その他サービス業 1,106 214 864 28 129 931 46 119 935 52 148 907 51 36 988 82 148 79 69 - 299 69 226 4
100.0 19.3 78.1 2.5 11.7 84.2 4.2 10.8 84.5 4.7 13.4 82.0 4.6 3.3 89.3 7.4 100.0 53.4 46.6 - 100.0 23.1 75.6 1.3

その他 27 4 21 2 3 22 2 2 23 2 5 20 2 - 22 5 5 5 - - 6 2 4 -
100.0 14.8 77.8 7.4 11.1 81.5 7.4 7.4 85.2 7.4 18.5 74.1 7.4 - 81.5 18.5 100.0 100.0 - - 100.0 33.3 66.7 -

無回答 83 7 28 48 1 33 49 2 32 49 5 29 49 2 31 50 5 1 3 1 8 3 5 -
100.0 8.4 33.7 57.8 1.2 39.8 59.0 2.4 38.6 59.0 6.0 34.9 59.0 2.4 37.3 60.2 100.0 20.0 60.0 20.0 100.0 37.5 62.5 -

サービス業計 2,204 453 1,688 63 282 1,819 103 238 1,853 113 299 1,797 108 81 1,939 184 299 154 138 7 624 145 460 19
100.0 20.6 76.6 2.9 12.8 82.5 4.7 10.8 84.1 5.1 13.6 81.5 4.9 3.7 88.0 8.3 100.0 51.5 46.2 2.3 100.0 23.2 73.7 3.0

製 輸送用機械関連 247 33 211 3 16 225 6 14 226 7 27 215 5 1 229 17 27 17 9 1 53 8 43 2
造 100.0 13.4 85.4 1.2 6.5 91.1 2.4 5.7 91.5 2.8 10.9 87.0 2.0 0.4 92.7 6.9 100.0 63.0 33.3 3.7 100.0 15.1 81.1 3.8
業 化学関連 160 29 124 7 21 131 8 19 133 8 17 132 11 2 146 12 17 15 2 - 44 2 39 3
の 100.0 18.1 77.5 4.4 13.1 81.9 5.0 11.9 83.1 5.0 10.6 82.5 6.9 1.3 91.3 7.5 100.0 88.2 11.8 - 100.0 4.5 88.6 6.8
主 電機・電子関連 316 35 273 8 37 270 9 28 277 11 37 268 11 5 295 16 37 26 11 - 63 7 55 1
な 100.0 11.1 86.4 2.5 11.7 85.4 2.8 8.9 87.7 3.5 11.7 84.8 3.5 1.6 93.4 5.1 100.0 70.3 29.7 - 100.0 11.1 87.3 1.6
分 素材関連 81 16 62 3 11 65 5 11 64 6 9 66 6 2 73 6 9 5 4 - 21 1 19 1
野 100.0 19.8 76.5 3.7 13.6 80.2 6.2 13.6 79.0 7.4 11.1 81.5 7.4 2.5 90.1 7.4 100.0 55.6 44.4 - 100.0 4.8 90.5 4.8

その他機械関連 199 24 171 4 27 168 4 17 177 5 25 169 5 3 188 8 25 17 8 - 45 13 32 -
100.0 12.1 85.9 2.0 13.6 84.4 2.0 8.5 88.9 2.5 12.6 84.9 2.5 1.5 94.5 4.0 100.0 68.0 32.0 - 100.0 28.9 71.1 -

食料品関連 297 53 235 9 44 243 10 22 263 12 25 258 14 2 272 23 25 13 10 2 75 10 62 3
100.0 17.8 79.1 3.0 14.8 81.8 3.4 7.4 88.6 4.0 8.4 86.9 4.7 0.7 91.6 7.7 100.0 52.0 40.0 8.0 100.0 13.3 82.7 4.0

金属関連 315 31 274 10 16 285 14 19 281 15 21 282 12 2 292 21 21 13 8 - 44 6 38 -
100.0 9.8 87.0 3.2 5.1 90.5 4.4 6.0 89.2 4.8 6.7 89.5 3.8 0.6 92.7 6.7 100.0 61.9 38.1 - 100.0 13.6 86.4 -

その他製造 760 95 647 18 69 669 22 55 679 26 60 676 24 17 700 43 60 29 29 2 147 38 107 2
100.0 12.5 85.1 2.4 9.1 88.0 2.9 7.2 89.3 3.4 7.9 88.9 3.2 2.2 92.1 5.7 100.0 48.3 48.3 3.3 100.0 25.9 72.8 1.4

無回答 16 3 12 1 1 13 2 - 14 2 2 12 2 - 14 2 2 1 1 - 3 - 3 -
100.0 18.8 75.0 6.3 6.3 81.3 12.5 - 87.5 12.5 12.5 75.0 12.5 - 87.5 12.5 100.0 50.0 50.0 - 100.0 - 100.0 -

卸 総合卸 276 49 218 9 33 230 13 23 240 13 28 235 13 5 256 15 28 19 9 - 67 20 45 2
売 100.0 17.8 79.0 3.3 12.0 83.3 4.7 8.3 87.0 4.7 10.1 85.1 4.7 1.8 92.8 5.4 100.0 67.9 32.1 - 100.0 29.9 67.2 3.0
業 専門卸 533 164 355 14 145 363 25 101 403 29 107 398 28 9 469 55 107 74 32 1 223 49 169 5
、 100.0 30.8 66.6 2.6 27.2 68.1 4.7 18.9 75.6 5.4 20.1 74.7 5.3 1.7 88.0 10.3 100.0 69.2 29.9 0.9 100.0 22.0 75.8 2.2
小 その他卸売 286 46 228 12 29 240 17 12 255 19 25 244 17 5 257 24 25 17 7 1 64 10 50 4
売 100.0 16.1 79.7 4.2 10.1 83.9 5.9 4.2 89.2 6.6 8.7 85.3 5.9 1.7 89.9 8.4 100.0 68.0 28.0 4.0 100.0 15.6 78.1 6.3
業 総合小売 289 49 234 6 30 251 8 28 249 12 34 244 11 2 263 24 34 20 13 1 72 14 56 2
の 100.0 17.0 81.0 2.1 10.4 86.9 2.8 9.7 86.2 4.2 11.8 84.4 3.8 0.7 91.0 8.3 100.0 58.8 38.2 2.9 100.0 19.4 77.8 2.8
主 専門小売 259 62 188 9 44 199 16 34 206 19 46 197 16 3 227 29 46 26 20 - 89 26 58 5
な 100.0 23.9 72.6 3.5 17.0 76.8 6.2 13.1 79.5 7.3 17.8 76.1 6.2 1.2 87.6 11.2 100.0 56.5 43.5 - 100.0 29.2 65.2 5.6
分 その他小売 154 23 129 2 16 135 3 12 138 4 22 129 3 2 144 8 22 12 10 - 38 8 27 3
野 100.0 14.9 83.8 1.3 10.4 87.7 1.9 7.8 89.6 2.6 14.3 83.8 1.9 1.3 93.5 5.2 100.0 54.5 45.5 - 100.0 21.1 71.1 7.9

無回答 21 6 15 - 5 16 - 5 15 1 3 16 2 1 17 3 3 2 1 - 9 2 7 -
100.0 28.6 71.4 - 23.8 76.2 - 23.8 71.4 4.8 14.3 76.2 9.5 4.8 81.0 14.3 100.0 66.7 33.3 - 100.0 22.2 77.8 -

学 学術・研究機関 21 7 14 - 2 18 1 3 17 1 2 18 1 - 19 2 2 2 - - 7 1 6 -
術 100.0 33.3 66.7 - 9.5 85.7 4.8 14.3 81.0 4.8 9.5 85.7 4.8 - 90.5 9.5 100.0 100.0 - - 100.0 14.3 85.7 -
研 学校教育 148 46 99 3 18 123 7 26 115 7 24 118 6 8 126 14 24 15 9 - 54 4 49 1
究 100.0 31.1 66.9 2.0 12.2 83.1 4.7 17.6 77.7 4.7 16.2 79.7 4.1 5.4 85.1 9.5 100.0 62.5 37.5 - 100.0 7.4 90.7 1.9
等 その他教育・学習支援 36 7 27 2 - 31 5 7 25 4 2 29 5 - 30 6 2 - 2 - 9 1 8 -
の 100.0 19.4 75.0 5.6 - 86.1 13.9 19.4 69.4 11.1 5.6 80.6 13.9 - 83.3 16.7 100.0 - 100.0 - 100.0 11.1 88.9 -
主 専門・技術サービス 205 46 154 5 21 175 9 24 170 11 27 167 11 8 179 18 27 10 16 1 58 16 39 3
な 100.0 22.4 75.1 2.4 10.2 85.4 4.4 11.7 82.9 5.4 13.2 81.5 5.4 3.9 87.3 8.8 100.0 37.0 59.3 3.7 100.0 27.6 67.2 5.2
分 その他 11 1 10 - - 11 - - 11 - - 11 - - 10 1 - - - - 1 - 1 -
野 100.0 9.1 90.9 - - 100.0 - - 100.0 - - 100.0 - - 90.9 9.1 - - - - 100.0 - 100.0 -

無回答 35 11 24 - 4 31 - 3 32 - 12 23 - 2 30 3 12 8 3 1 18 1 16 1
100.0 31.4 68.6 - 11.4 88.6 - 8.6 91.4 - 34.3 65.7 - 5.7 85.7 8.6 100.0 66.7 25.0 8.3 100.0 5.6 88.9 5.6

大学が含まれている 54 19 35 - 9 42 3 10 41 3 8 44 2 4 45 5 8 5 3 - 23 2 20 1
100.0 35.2 64.8 - 16.7 77.8 5.6 18.5 75.9 5.6 14.8 81.5 3.7 7.4 83.3 9.3 100.0 62.5 37.5 - 100.0 8.7 87.0 4.3

大学は含まれていない 111 33 75 3 11 95 5 19 87 5 18 88 5 4 96 11 18 12 6 - 37 3 34 -
100.0 29.7 67.6 2.7 9.9 85.6 4.5 17.1 78.4 4.5 16.2 79.3 4.5 3.6 86.5 9.9 100.0 66.7 33.3 - 100.0 8.1 91.9 -

無回答 4 1 3 - - 4 - - 4 - - 4 - - 4 - - - - - 1 - 1 -
100.0 25.0 75.0 - - 100.0 - - 100.0 - - 100.0 - - 100.0 - - - - - 100.0 - 100.0 -

派 「労働者派遣会社」や 331 64 260 7 37 278 16 31 283 17 44 273 14 10 295 26 44 26 18 - 87 24 63 -
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 19.3 78.5 2.1 11.2 84.0 4.8 9.4 85.5 5.1 13.3 82.5 4.2 3.0 89.1 7.9 100.0 59.1 40.9 - 100.0 27.6 72.4 -
・ 「労働者派遣会社」や 758 144 593 21 89 639 30 86 637 35 100 621 37 26 676 56 100 50 50 - 205 43 158 4
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 19.0 78.2 2.8 11.7 84.3 4.0 11.3 84.0 4.6 13.2 81.9 4.9 3.4 89.2 7.4 100.0 50.0 50.0 - 100.0 21.0 77.1 2.0
負 無回答 17 6 11 - 3 14 - 2 15 - 4 13 - - 17 - 4 3 1 - 7 2 5 -

100.0 35.3 64.7 - 17.6 82.4 - 11.8 88.2 - 23.5 76.5 - - 100.0 - 100.0 75.0 25.0 - 100.0 28.6 71.4 -
事 １ヶ所のみ 3,472 539 2,805 128 174 3,103 195 258 3,023 191 313 2,975 184 62 3,144 266 313 163 136 14 702 118 564 20
業 100.0 15.5 80.8 3.7 5.0 89.4 5.6 7.4 87.1 5.5 9.0 85.7 5.3 1.8 90.6 7.7 100.0 52.1 43.5 4.5 100.0 16.8 80.3 2.8
所 ２ヶ所以上 6,063 1,348 4,568 147 1,017 4,810 236 742 5,032 289 861 4,927 275 152 5,407 504 861 525 324 12 1,871 408 1,415 48
数 100.0 22.2 75.3 2.4 16.8 79.3 3.9 12.2 83.0 4.8 14.2 81.3 4.5 2.5 89.2 8.3 100.0 61.0 37.6 1.4 100.0 21.8 75.6 2.6
別 無回答 104 10 44 50 5 47 52 3 48 53 4 48 52 - 51 53 4 3 1 - 12 3 9 -

100.0 9.6 42.3 48.1 4.8 45.2 50.0 2.9 46.2 51.0 3.8 46.2 50.0 - 49.0 51.0 100.0 75.0 25.0 - 100.0 25.0 75.0 -
雇 ４９人以下 3,505 589 2,757 159 235 3,039 231 262 3,006 237 285 2,992 228 61 3,127 317 285 127 143 15 724 133 567 24
用 100.0 16.8 78.7 4.5 6.7 86.7 6.6 7.5 85.8 6.8 8.1 85.4 6.5 1.7 89.2 9.0 100.0 44.6 50.2 5.3 100.0 18.4 78.3 3.3
者 ５０～９９人 2,590 484 2,047 59 298 2,193 99 263 2,221 106 311 2,177 102 65 2,350 175 311 181 125 5 658 129 516 13
数 100.0 18.7 79.0 2.3 11.5 84.7 3.8 10.2 85.8 4.1 12.0 84.1 3.9 2.5 90.7 6.8 100.0 58.2 40.2 1.6 100.0 19.6 78.4 2.0

１００～２９９人 2,245 468 1,733 44 340 1,835 70 260 1,895 90 344 1,815 86 62 2,011 172 344 224 116 4 688 156 515 17
100.0 20.8 77.2 2.0 15.1 81.7 3.1 11.6 84.4 4.0 15.3 80.8 3.8 2.8 89.6 7.7 100.0 65.1 33.7 1.2 100.0 22.7 74.9 2.5

３００～９９９人 700 180 512 - 160 523 17 113 562 25 128 551 21 12 635 53 128 86 41 1 271 50 214 7
100.0 25.7 73.1 - 22.9 74.7 2.4 16.1 80.3 3.6 18.3 78.7 3.0 1.7 90.7 7.6 100.0 67.2 32.0 0.8 100.0 18.5 79.0 2.6

１，０００人以上 354 134 218 2 140 209 5 90 252 12 89 254 11 8 309 37 89 62 27 - 189 53 133 3
100.0 37.9 61.6 0.6 39.5 59.0 1.4 25.4 71.2 3.4 25.1 71.8 3.1 2.3 87.3 10.5 100.0 69.7 30.3 - 100.0 28.0 70.4 1.6

無回答 245 42 150 53 23 161 61 15 167 63 21 161 63 6 170 69 21 11 9 1 55 8 43 4
100.0 17.1 61.2 21.6 9.4 65.7 24.9 6.1 68.2 25.7 8.6 65.7 25.7 2.4 69.4 28.2 100.0 52.4 42.9 4.8 100.0 14.5 78.2 7.3

中小企業（３００人未満）計 8,340 1,541 6,537 262 873 7,067 400 785 7,122 433 940 6,984 416 188 7,488 664 940 532 384 24 2,070 418 1,598 54
100.0 18.5 78.4 3.1 10.5 84.7 4.8 9.4 85.4 5.2 11.3 83.7 5.0 2.3 89.8 8.0 100.0 56.6 40.9 2.6 100.0 20.2 77.2 2.6

５０人以上計 5,889 1,266 4,510 113 938 4,760 191 726 4,930 233 872 4,797 220 147 5,305 437 872 553 309 10 1,806 388 1,378 40
100.0 21.5 76.6 1.9 15.9 80.8 3.2 12.3 83.7 4.0 14.8 81.5 3.7 2.5 90.1 7.4 100.0 63.4 35.4 1.1 100.0 21.5 76.3 2.2

労 過半数代表の労働組合がある 1,423 314 1,086 23 249 1,135 39 203 1,174 46 220 1,156 47 29 1,294 100 220 142 75 3 465 72 385 8
働 100.0 22.1 76.3 1.6 17.5 79.8 2.7 14.3 82.5 3.2 15.5 81.2 3.3 2.0 90.9 7.0 100.0 64.5 34.1 1.4 100.0 15.5 82.8 1.7
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 430 102 326 2 68 352 10 53 365 12 51 367 12 9 395 26 51 38 13 - 134 36 95 3
合 100.0 23.7 75.8 0.5 15.8 81.9 2.3 12.3 84.9 2.8 11.9 85.3 2.8 2.1 91.9 6.0 100.0 74.5 25.5 - 100.0 26.9 70.9 2.2
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 2,301 475 1,772 54 279 1,917 105 252 1,928 121 312 1,876 113 62 2,043 196 312 201 106 5 653 153 478 22
の 100.0 20.6 77.0 2.3 12.1 83.3 4.6 11.0 83.8 5.3 13.6 81.5 4.9 2.7 88.8 8.5 100.0 64.4 34.0 1.6 100.0 23.4 73.2 3.4
有 労働組合も労使協議機関もない 5,331 992 4,153 186 594 4,472 265 488 4,552 291 590 4,468 273 114 4,784 433 590 308 264 18 1,315 263 1,019 33
無 100.0 18.6 77.9 3.5 11.1 83.9 5.0 9.2 85.4 5.5 11.1 83.8 5.1 2.1 89.7 8.1 100.0 52.2 44.7 3.1 100.0 20.0 77.5 2.5

無回答 154 14 80 60 6 84 64 7 84 63 5 83 66 - 86 68 5 2 3 - 18 5 11 2
100.0 9.1 51.9 39.0 3.9 54.5 41.6 4.5 54.5 40.9 3.2 53.9 42.9 - 55.8 44.2 100.0 40.0 60.0 - 100.0 27.8 61.1 11.1

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 171 44 126 1 36 130 5 26 140 5 25 140 6 1 156 14 25 14 11 - 63 11 52 -
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 25.7 73.7 0.6 21.1 76.0 2.9 15.2 81.9 2.9 14.6 81.9 3.5 0.6 91.2 8.2 100.0 56.0 44.0 - 100.0 17.5 82.5 -
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 691 169 518 4 137 546 8 113 564 14 119 558 14 12 639 40 119 83 36 - 244 36 204 4
の 組合員になっていない 100.0 24.5 75.0 0.6 19.8 79.0 1.2 16.4 81.6 2.0 17.2 80.8 2.0 1.7 92.5 5.8 100.0 69.7 30.3 - 100.0 14.8 83.6 1.6
範 無回答 720 149 560 11 106 589 25 85 607 28 91 602 27 18 652 50 91 63 26 2 217 44 167 6
囲 100.0 20.7 77.8 1.5 14.7 81.8 3.5 11.8 84.3 3.9 12.6 83.6 3.8 2.5 90.6 6.9 100.0 69.2 28.6 2.2 100.0 20.3 77.0 2.8
認 【改正労働契約法】の 4,809 1,020 3,679 110 733 3,896 180 568 4,027 214 694 3,918 197 117 4,337 355 694 440 246 8 1,455 316 1,108 31
知 改正内容まで知っている 100.0 21.2 76.5 2.3 15.2 81.0 3.7 11.8 83.7 4.4 14.4 81.5 4.1 2.4 90.2 7.4 100.0 63.4 35.4 1.2 100.0 21.7 76.2 2.1
度 改正されたことは知っているが 3,557 672 2,759 126 365 2,993 199 327 3,017 213 375 2,970 212 75 3,157 325 375 205 161 9 872 174 672 26
別 内容はよく分からない 100.0 18.9 77.6 3.5 10.3 84.1 5.6 9.2 84.8 6.0 10.5 83.5 6.0 2.1 88.8 9.1 100.0 54.7 42.9 2.4 100.0 20.0 77.1 3.0

知らない・分からない 1,192 192 916 84 88 1,006 98 100 993 99 100 997 95 19 1,038 135 100 39 53 8 234 34 190 10
100.0 16.1 76.8 7.0 7.4 84.4 8.2 8.4 83.3 8.3 8.4 83.6 8.0 1.6 87.1 11.3 100.0 39.0 53.0 8.0 100.0 14.5 81.2 4.3

無回答 81 13 63 5 10 65 6 8 66 7 9 65 7 3 70 8 9 7 1 1 24 5 18 1
100.0 16.0 77.8 6.2 12.3 80.2 7.4 9.9 81.5 8.6 11.1 80.2 8.6 3.7 86.4 9.9 100.0 77.8 11.1 11.1 100.0 20.8 75.0 4.2

合計（復元） 9,343 1,707 7,265 372 829 7,955 558 802 7,962 579 920 7,873 550 177 8,338 829 920 462 418 41 2,171 417 1,683 71
100.0 18.3 77.8 4.0 8.9 85.1 6.0 8.6 85.2 6.2 9.8 84.3 5.9 1.9 89.2 8.9 100.0 50.2 45.4 4.5 100.0 19.2 77.5 3.3

職種や職務、職域が
限定されている区分

勤務地
（配転・異動の範囲）が
限定されている区分

就ける役職・
役割の範囲が

限定されている区分

労働時間の長さが
限定されている区分

全有効
回答

企業計

付問①,こうした区分を、労働
契約法の改正（２０１２年８月）
以降に新設・増員しましたか。

※その他の自由記述として「在宅勤務」や「時間帯（夜勤、深夜勤務無し）」等。

Ⅱ　多様な正社員の活用状況について

その他※何らかの
働き方が

限定されている区分

付問②,同区分は、育児・介護
休業法への対応のみを

理由とするものですか。

問１７, 正社員を｢ 直接雇用かつ無期労働契約で、貴社の正社員・正規職員としている者 ｣と定義します。
正社員の中に、次のような区分（※）はありますか（それぞれ１つずつ○）。
※異なる名称で呼ばれ、採用や昇進を別に管理している場合や、職種や勤務地等の取扱いが異なる場合、賃金等処遇を別体系で決定している場合等は、それぞれを異なる区分とみなす
（会社役員や障がい者のためだけの区分、現在の在籍者が退社すれば廃止する区分は除く。また、管理職層については、貴社の分け方に準じて回答）、と注釈。
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無回答 平均値 中央値 標準
偏差
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以下

３～５
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１０人

１１～
５０人

５１～
１００

人

１０１
人以上

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

合計 2,585 222 89 177 647 434 611 405 188.6 48 680.3 2,585 777 266 234 517 159 189 443 76.9 6 500.0
100.0 8.6 3.4 6.8 25.0 16.8 23.6 15.7 100.0 30.1 10.3 9.1 20.0 6.2 7.3 17.1

主 建設業 247 26 14 29 64 34 45 35 180.1 26 552.1 247 90 27 20 40 10 9 51 36.5 3 231.3
な 100.0 10.5 5.7 11.7 25.9 13.8 18.2 14.2 100.0 36.4 10.9 8.1 16.2 4.0 3.6 20.6
業 製造業 495 34 14 28 101 78 149 91 327.6 61 1036.4 495 147 43 40 89 37 57 82 143.3 8 824.0
種 100.0 6.9 2.8 5.7 20.4 15.8 30.1 18.4 100.0 29.7 8.7 8.1 18.0 7.5 11.5 16.6

電気・ガス・熱供給・水道業 19 1 - 2 6 3 3 4 62.0 27 78.3 19 8 2 2 4 1 - 2 9.1 4 13.9
100.0 5.3 - 10.5 31.6 15.8 15.8 21.1 100.0 42.1 10.5 10.5 21.1 5.3 - 10.5

情報通信業 82 1 2 3 20 22 22 12 154.1 66 315.3 82 29 11 9 14 3 4 12 37.2 4 173.6
100.0 1.2 2.4 3.7 24.4 26.8 26.8 14.6 100.0 35.4 13.4 11.0 17.1 3.7 4.9 14.6

運輸業、郵便業 222 19 8 17 54 39 46 39 196.5 47 838.7 222 53 17 16 44 19 30 43 155.2 14 656.1
100.0 8.6 3.6 7.7 24.3 17.6 20.7 17.6 100.0 23.9 7.7 7.2 19.8 8.6 13.5 19.4

卸売業、小売業 562 37 17 29 139 104 149 87 164.1 55 542.8 562 156 55 60 133 33 32 93 45.5 7 170.7
100.0 6.6 3.0 5.2 24.7 18.5 26.5 15.5 100.0 27.8 9.8 10.7 23.7 5.9 5.7 16.5

金融業、保険業 40 3 - 3 9 5 16 4 178.0 75 254.8 40 17 7 1 2 2 7 4 43.2 3 83.6
100.0 7.5 - 7.5 22.5 12.5 40.0 10.0 100.0 42.5 17.5 2.5 5.0 5.0 17.5 10.0

不動産業、物品賃貸業 47 1 1 5 18 10 8 4 136.2 42 355.0 47 19 4 6 8 3 2 5 23.8 4 58.1
100.0 2.1 2.1 10.6 38.3 21.3 17.0 8.5 100.0 40.4 8.5 12.8 17.0 6.4 4.3 10.6

学術研究、専門・技術サービス業 78 7 - 5 23 17 19 7 240.8 51 621.4 78 22 17 6 15 3 5 10 90.3 5 428.9
100.0 9.0 - 6.4 29.5 21.8 24.4 9.0 100.0 28.2 21.8 7.7 19.2 3.8 6.4 12.8

宿泊業、飲食サービス業 162 26 10 17 40 20 28 21 67.5 30 104.0 162 42 17 19 44 6 5 29 103.0 7 926.6
100.0 16.0 6.2 10.5 24.7 12.3 17.3 13.0 100.0 25.9 10.5 11.7 27.2 3.7 3.1 17.9

生活関連サービス業、娯楽業 82 1 3 6 23 14 24 11 174.6 67 383.8 82 17 8 8 20 8 8 13 71.5 12 308.2
100.0 1.2 3.7 7.3 28.0 17.1 29.3 13.4 100.0 20.7 9.8 9.8 24.4 9.8 9.8 15.9

教育、学習支援業 69 9 3 3 17 10 14 13 212.3 29 733.6 69 21 8 6 12 4 5 13 29.6 5 61.8
100.0 13.0 4.3 4.3 24.6 14.5 20.3 18.8 100.0 30.4 11.6 8.7 17.4 5.8 7.2 18.8

医療、福祉 164 24 9 10 48 27 14 32 53.7 20 97.7 164 51 18 14 31 11 4 35 20.3 5 48.9
100.0 14.6 5.5 6.1 29.3 16.5 8.5 19.5 100.0 31.1 11.0 8.5 18.9 6.7 2.4 21.3

複合サービス業 3 1 - - 1 - 1 - 62.0 28 82.4 3 1 1 - - - - 1 3.0 3 2.8
100.0 33.3 - - 33.3 - 33.3 - 100.0 33.3 33.3 - - - - 33.3

その他サービス業 299 31 8 20 81 49 71 39 168.9 48 750.0 299 101 31 26 58 18 20 45 56.9 5 242.0
100.0 10.4 2.7 6.7 27.1 16.4 23.7 13.0 100.0 33.8 10.4 8.7 19.4 6.0 6.7 15.1

その他 6 - - - 1 2 2 1 107.8 90 66.9 6 2 - - 2 - 1 1 49.6 22 84.4
100.0 - - - 16.7 33.3 33.3 16.7 100.0 33.3 - - 33.3 - 16.7 16.7

無回答 8 1 - - 2 - - 5 11.0 12 9.5 8 1 - 1 1 1 - 4 27.5 14 35.7
100.0 12.5 - - 25.0 - - 62.5 100.0 12.5 - 12.5 12.5 12.5 - 50.0

サービス業計 624 66 21 48 168 100 143 78 152.2 43 584.6 624 183 74 59 137 35 38 98 74.6 6 529.4
100.0 10.6 3.4 7.7 26.9 16.0 22.9 12.5 100.0 29.3 11.9 9.5 22.0 5.6 6.1 15.7

製 輸送用機械関連 53 4 - 3 8 5 21 12 475.3 102 1130.1 53 20 8 1 7 3 4 10 38.1 4 112.5
造 100.0 7.5 - 5.7 15.1 9.4 39.6 22.6 100.0 37.7 15.1 1.9 13.2 5.7 7.5 18.9
業 化学関連 44 1 1 2 8 4 21 7 904.5 113 2344.3 44 11 2 5 8 2 10 6 119.8 16 259.1
の 100.0 2.3 2.3 4.5 18.2 9.1 47.7 15.9 100.0 25.0 4.5 11.4 18.2 4.5 22.7 13.6
主 電機・電子関連 63 3 2 3 8 8 29 10 481.3 128 1133.6 63 18 4 6 15 4 8 8 77.7 10 173.7
な 100.0 4.8 3.2 4.8 12.7 12.7 46.0 15.9 100.0 28.6 6.3 9.5 23.8 6.3 12.7 12.7
分 素材関連 21 3 - 2 3 3 9 1 731.7 74 1375.9 21 7 2 - 3 1 6 2 1313.8 13 3300.0
野 100.0 14.3 - 9.5 14.3 14.3 42.9 4.8 100.0 33.3 9.5 - 14.3 4.8 28.6 9.5

その他機械関連 45 4 2 - 7 7 20 5 428.7 102 1014.6 45 13 2 5 11 5 4 5 255.4 12 1001.0
100.0 8.9 4.4 - 15.6 15.6 44.4 11.1 100.0 28.9 4.4 11.1 24.4 11.1 8.9 11.1

食料品関連 75 3 3 6 18 13 18 14 126.7 51 280.9 75 18 7 3 13 7 8 19 80.1 12 173.3
100.0 4.0 4.0 8.0 24.0 17.3 24.0 18.7 100.0 24.0 9.3 4.0 17.3 9.3 10.7 25.3

金属関連 44 5 1 1 13 8 5 11 106.4 41 235.5 44 14 3 4 5 3 5 10 87.6 6 330.6
100.0 11.4 2.3 2.3 29.5 18.2 11.4 25.0 100.0 31.8 6.8 9.1 11.4 6.8 11.4 22.7

その他製造 147 11 5 11 36 30 26 28 91.3 41 218.2 147 46 14 16 26 12 12 21 48.1 7 218.9
100.0 7.5 3.4 7.5 24.5 20.4 17.7 19.0 100.0 31.3 9.5 10.9 17.7 8.2 8.2 14.3

無回答 3 - - - - - - 3 - - - 3 - 1 - 1 - - 1 9.0 9 8.5
100.0 - - - - - - 100.0 100.0 - 33.3 - 33.3 - - 33.3

卸 総合卸 67 8 - 4 15 12 13 15 278.0 50 869.6 67 23 7 3 9 2 5 18 70.2 3 217.9
売 100.0 11.9 - 6.0 22.4 17.9 19.4 22.4 100.0 34.3 10.4 4.5 13.4 3.0 7.5 26.9
業 専門卸 223 10 7 4 71 49 61 21 95.4 56 119.4 223 48 19 27 77 18 9 25 25.5 12 38.9
、 100.0 4.5 3.1 1.8 31.8 22.0 27.4 9.4 100.0 21.5 8.5 12.1 34.5 8.1 4.0 11.2
小 その他卸売 64 4 2 6 13 15 13 11 94.8 54 186.4 64 25 2 5 16 3 1 12 15.7 3 26.5
売 100.0 6.3 3.1 9.4 20.3 23.4 20.3 17.2 100.0 39.1 3.1 7.8 25.0 4.7 1.6 18.8
業 総合小売 72 6 4 8 13 8 20 13 347.8 40 1188.5 72 18 11 3 14 3 6 17 107.0 5 373.8
の 100.0 8.3 5.6 11.1 18.1 11.1 27.8 18.1 100.0 25.0 15.3 4.2 19.4 4.2 8.3 23.6
主 専門小売 89 8 - 1 17 14 34 15 199.7 85 336.6 89 28 7 14 11 5 10 14 74.5 7 200.3
な 100.0 9.0 - 1.1 19.1 15.7 38.2 16.9 100.0 31.5 7.9 15.7 12.4 5.6 11.2 15.7
分 その他小売 38 1 3 4 9 5 6 10 109.3 28 260.9 38 13 6 6 5 2 - 6 10.0 4 16.4
野 100.0 2.6 7.9 10.5 23.7 13.2 15.8 26.3 100.0 34.2 15.8 15.8 13.2 5.3 - 15.8

無回答 9 - 1 2 1 1 2 2 119.6 11 221.1 9 1 3 2 1 - 1 1 30.4 6 69.8
100.0 - 11.1 22.2 11.1 11.1 22.2 22.2 100.0 11.1 33.3 22.2 11.1 - 11.1 11.1

学 学術・研究機関 7 2 - - - 2 2 1 513.7 58 1010.3 7 3 - 1 - 1 2 - 618.3 10 1274.1
術 100.0 28.6 - - - 28.6 28.6 14.3 100.0 42.9 - 14.3 - 14.3 28.6 -
研 学校教育 54 8 1 2 14 6 13 10 253.3 29 823.7 54 18 7 4 8 3 4 10 31.2 4 67.6
究 100.0 14.8 1.9 3.7 25.9 11.1 24.1 18.5 100.0 33.3 13.0 7.4 14.8 5.6 7.4 18.5
等 その他教育・学習支援 9 1 2 1 2 2 - 1 33.3 12 40.3 9 2 1 2 3 - - 1 9.4 8 8.3
の 100.0 11.1 22.2 11.1 22.2 22.2 - 11.1 100.0 22.2 11.1 22.2 33.3 - - 11.1
主 専門・技術サービス 58 5 - 4 21 14 10 4 112.9 47 262.6 58 17 15 5 12 2 1 6 18.9 5 55.8
な 100.0 8.6 - 6.9 36.2 24.1 17.2 6.9 100.0 29.3 25.9 8.6 20.7 3.4 1.7 10.3
分 その他 1 - - - 1 - - - 12.0 12 0.0 1 - - - - - - 1 - - -
野 100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 - - - - - - 100.0

無回答 18 - - 1 2 3 8 4 598.4 113 1081.5 18 3 2 - 4 1 3 5 79.8 14 135.3
100.0 - - 5.6 11.1 16.7 44.4 22.2 100.0 16.7 11.1 - 22.2 5.6 16.7 27.8

大学が含まれている 23 2 - - 2 3 11 5 582.9 167 1232.9 23 8 2 - 3 1 5 4 235.7 3 778.5
100.0 8.7 - - 8.7 13.0 47.8 21.7 100.0 34.8 8.7 - 13.0 4.3 21.7 17.4

大学は含まれていない 37 8 1 2 11 5 4 6 119.9 15 457.5 37 12 5 5 5 3 1 6 39.4 5 146.4
100.0 21.6 2.7 5.4 29.7 13.5 10.8 16.2 100.0 32.4 13.5 13.5 13.5 8.1 2.7 16.2

無回答 1 - - - 1 - - - 19.0 19 0.0 1 1 - - - - - - 1.0 1 0.0
100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 100.0 - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 87 9 3 7 21 15 23 9 126.9 47 240.9 87 31 10 10 16 6 6 8 31.8 5 68.2
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 10.3 3.4 8.0 24.1 17.2 26.4 10.3 100.0 35.6 11.5 11.5 18.4 6.9 6.9 9.2
・ 「労働者派遣会社」や 205 21 5 13 58 33 47 28 181.8 48 887.1 205 70 21 15 38 12 13 36 69.3 5 292.4
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 10.2 2.4 6.3 28.3 16.1 22.9 13.7 100.0 34.1 10.2 7.3 18.5 5.9 6.3 17.6
負 無回答 7 1 - - 2 1 1 2 368.2 33 762.7 7 - - 1 4 - 1 1 37.2 29 35.3

100.0 14.3 - - 28.6 14.3 14.3 28.6 100.0 - - 14.3 57.1 - 14.3 14.3
事 １ヶ所のみ 702 84 47 83 239 85 39 125 38.2 16 111.5 702 271 77 71 98 25 9 151 13.1 3 37.6
業 100.0 12.0 6.7 11.8 34.0 12.1 5.6 17.8 100.0 38.6 11.0 10.1 14.0 3.6 1.3 21.5
所 ２ヶ所以上 1,871 136 42 94 406 349 572 272 243.2 64 784.4 1,871 505 188 160 419 134 180 285 99.3 9 579.0
数 100.0 7.3 2.2 5.0 21.7 18.7 30.6 14.5 100.0 27.0 10.0 8.6 22.4 7.2 9.6 15.2
別 無回答 12 2 - - 2 - - 8 10.8 7 13.9 12 1 1 3 - - - 7 5.4 6 2.6

100.0 16.7 - - 16.7 - - 66.7 100.0 8.3 8.3 25.0 - - - 58.3
雇 ４９人以下 724 110 64 131 295 - - 124 13.1 10 11.6 724 267 104 95 101 2 - 155 6.2 3 9.0
用 100.0 15.2 8.8 18.1 40.7 - - 17.1 100.0 36.9 14.4 13.1 14.0 0.3 - 21.4
者 ５０～９９人 658 60 15 25 217 237 1 103 42.6 47 25.9 658 220 69 58 161 44 1 105 14.2 5 20.1
数 100.0 9.1 2.3 3.8 33.0 36.0 0.2 15.7 100.0 33.4 10.5 8.8 24.5 6.7 0.2 16.0

１００～２９９人 688 34 7 18 103 156 271 99 98.6 94 66.5 688 202 61 59 155 71 38 102 28.1 8 48.3
100.0 4.9 1.0 2.6 15.0 22.7 39.4 14.4 100.0 29.4 8.9 8.6 22.5 10.3 5.5 14.8

３００～９９９人 271 8 1 3 19 26 176 38 256.7 226 184.3 271 58 23 10 59 24 56 41 77.6 21 126.3
100.0 3.0 0.4 1.1 7.0 9.6 64.9 14.0 100.0 21.4 8.5 3.7 21.8 8.9 20.7 15.1

１，０００人以上 189 4 - - 2 6 154 23 1498.6 954 1940.1 189 21 6 6 31 15 87 23 691.1 118 1666.9
100.0 2.1 - - 1.1 3.2 81.5 12.2 100.0 11.1 3.2 3.2 16.4 7.9 46.0 12.2

無回答 55 6 2 - 11 9 9 18 348.7 49 1228.8 55 9 3 6 10 3 7 17 112.6 15 253.6
100.0 10.9 3.6 - 20.0 16.4 16.4 32.7 100.0 16.4 5.5 10.9 18.2 5.5 12.7 30.9

中小企業（３００人未満）計 2,070 204 86 174 615 393 272 326 51.4 34 55.0 2,070 689 234 212 417 117 39 362 16.3 5 32.2
100.0 9.9 4.2 8.4 29.7 19.0 13.1 15.7 100.0 33.3 11.3 10.2 20.1 5.7 1.9 17.5

５０人以上計 1,806 106 23 46 341 425 602 263 252.9 75 775.8 1,806 501 159 133 406 154 182 271 102.2 10 587.2
100.0 5.9 1.3 2.5 18.9 23.5 33.3 14.6 100.0 27.7 8.8 7.4 22.5 8.5 10.1 15.0

労 過半数代表の労働組合がある 465 21 4 9 46 71 244 70 578.3 144 1367.1 465 117 30 27 88 35 98 70 233.3 18 959.6
働 100.0 4.5 0.9 1.9 9.9 15.3 52.5 15.1 100.0 25.2 6.5 5.8 18.9 7.5 21.1 15.1
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 134 9 2 6 22 29 50 16 254.8 86 511.8 134 44 7 7 34 9 17 16 104.7 12 369.3
合 100.0 6.7 1.5 4.5 16.4 21.6 37.3 11.9 100.0 32.8 5.2 5.2 25.4 6.7 12.7 11.9
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 653 38 19 43 179 141 129 104 90.6 50 146.3 653 214 75 54 127 40 26 117 31.3 5 139.4
の 100.0 5.8 2.9 6.6 27.4 21.6 19.8 15.9 100.0 32.8 11.5 8.3 19.4 6.1 4.0 17.9
有 労働組合も労使協議機関もない 1,315 152 64 118 396 192 187 206 92.4 27 372.0 1,315 398 153 145 265 75 48 231 40.0 5 351.3
無 100.0 11.6 4.9 9.0 30.1 14.6 14.2 15.7 100.0 30.3 11.6 11.0 20.2 5.7 3.7 17.6

無回答 18 2 - 1 4 1 1 9 37.1 15 54.5 18 4 1 1 3 - - 9 7.6 4 7.4
100.0 11.1 - 5.6 22.2 5.6 5.6 50.0 100.0 22.2 5.6 5.6 16.7 - - 50.0

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 63 4 - 3 3 5 39 9 616.8 253 984.7 63 15 4 1 13 7 15 8 227.8 22 555.5
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 6.3 - 4.8 4.8 7.9 61.9 14.3 100.0 23.8 6.3 1.6 20.6 11.1 23.8 12.7
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 244 12 2 2 24 39 137 28 629.5 150 1608.7 244 65 18 17 46 18 52 28 198.6 15 706.7
の 組合員になっていない 100.0 4.9 0.8 0.8 9.8 16.0 56.1 11.5 100.0 26.6 7.4 7.0 18.9 7.4 21.3 11.5
範 無回答 217 10 2 8 26 29 98 44 452.7 116 934.5 217 59 7 10 46 12 41 42 252.2 17 1204.0
囲 100.0 4.6 0.9 3.7 12.0 13.4 45.2 20.3 100.0 27.2 3.2 4.6 21.2 5.5 18.9 19.4
認 【改正労働契約法】の 1,455 83 23 45 316 284 504 200 286.7 75 860.1 1,455 440 133 113 299 105 164 201 118.0 8 648.4
知 改正内容まで知っている 100.0 5.7 1.6 3.1 21.7 19.5 34.6 13.7 100.0 30.2 9.1 7.8 20.5 7.2 11.3 13.8
度 改正されたことは知っているが 872 96 46 91 269 131 89 150 60.6 22 262.8 872 257 105 86 174 46 22 182 20.8 5 68.5
別 内容はよく分からない 100.0 11.0 5.3 10.4 30.8 15.0 10.2 17.2 100.0 29.5 12.0 9.9 20.0 5.3 2.5 20.9

知らない・分からない 234 41 20 40 56 15 12 50 33.0 10 109.6 234 72 26 33 39 8 3 53 12.4 5 25.3
100.0 17.5 8.5 17.1 23.9 6.4 5.1 21.4 100.0 30.8 11.1 14.1 16.7 3.4 1.3 22.6

無回答 24 2 - 1 6 4 6 5 73.8 64 73.3 24 8 2 2 5 - - 7 7.8 3 11.6
100.0 8.3 - 4.2 25.0 16.7 25.0 20.8 100.0 33.3 8.3 8.3 20.8 - - 29.2

合計（復元） 2,171 279 160 300 757 147 171 358 71.4 24 - 2,171 733 280 266 366 51 52 424 30.6 4 -
100.0 12.9 7.4 13.8 34.9 6.8 7.9 16.5 100.0 33.8 12.9 12.3 16.9 2.3 2.4 19.5

無限定正社員（いわゆる正社員）多様な
正社員
区分が
ある

企業計

多様な
正社員
区分が
ある

企業計

限定正社員（多様な正社員）

問１７付問③,正社員の中で、職種・職務、職域や勤務地（配転・異動の範囲）、役職の範囲がもっとも広く、また、（所定）労働時間が
もっとも長い区分を｢（無限定）正社員｣とし、それとの比較で、いずれかの働き方が限定されている区分を｢多様な正社員｣とします。
それぞれの人数を教えてください（数値を記入）。
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多様な
正社員
区分が
あると
回答
した

企業計

制度が
ある

制度は
ないが
慣行が
ある

制度も
慣行も
ない

分から
ない

無回答 制度や
慣行が
あると
回答
した

企業計

相互に
転換
可能

（無限
定正

社員⇔
多様な
正社
員）

無限定
正社員
→多様
な正社
員のみ
可能

多様な
正社員
→無限
定正社
員のみ
可能

無回答 制度や
慣行が
あると
回答
した

企業計

ある ない 無回答

合計 2,585 683 473 1,016 272 141 1,156 854 69 184 49 1,156 571 484 101
100.0 26.4 18.3 39.3 10.5 5.5 100.0 73.9 6.0 15.9 4.2 100.0 49.4 41.9 8.7

主 建設業 247 45 44 110 32 16 89 67 6 14 2 89 39 44 6
な 100.0 18.2 17.8 44.5 13.0 6.5 100.0 75.3 6.7 15.7 2.2 100.0 43.8 49.4 6.7
業 製造業 495 149 88 181 59 18 237 161 12 47 17 237 112 106 19
種 100.0 30.1 17.8 36.6 11.9 3.6 100.0 67.9 5.1 19.8 7.2 100.0 47.3 44.7 8.0

電気・ガス・熱供給・水道業 19 7 2 6 2 2 9 6 1 2 - 9 1 6 2
100.0 36.8 10.5 31.6 10.5 10.5 100.0 66.7 11.1 22.2 - 100.0 11.1 66.7 22.2

情報通信業 82 30 14 27 8 3 44 33 2 8 1 44 23 19 2
100.0 36.6 17.1 32.9 9.8 3.7 100.0 75.0 4.5 18.2 2.3 100.0 52.3 43.2 4.5

運輸業、郵便業 222 40 48 101 18 15 88 66 6 9 7 88 39 43 6
100.0 18.0 21.6 45.5 8.1 6.8 100.0 75.0 6.8 10.2 8.0 100.0 44.3 48.9 6.8

卸売業、小売業 562 187 92 195 60 28 279 210 15 44 10 279 141 122 16
100.0 33.3 16.4 34.7 10.7 5.0 100.0 75.3 5.4 15.8 3.6 100.0 50.5 43.7 5.7

金融業、保険業 40 19 5 12 1 3 24 19 2 3 - 24 16 7 1
100.0 47.5 12.5 30.0 2.5 7.5 100.0 79.2 8.3 12.5 - 100.0 66.7 29.2 4.2

不動産業、物品賃貸業 47 14 12 18 3 - 26 17 2 7 - 26 6 18 2
100.0 29.8 25.5 38.3 6.4 - 100.0 65.4 7.7 26.9 - 100.0 23.1 69.2 7.7

学術研究、専門・技術サービス業 78 28 10 31 5 4 38 29 2 5 2 38 13 20 5
100.0 35.9 12.8 39.7 6.4 5.1 100.0 76.3 5.3 13.2 5.3 100.0 34.2 52.6 13.2

宿泊業、飲食サービス業 162 37 36 54 25 10 73 64 1 5 3 73 36 26 11
100.0 22.8 22.2 33.3 15.4 6.2 100.0 87.7 1.4 6.8 4.1 100.0 49.3 35.6 15.1

生活関連サービス業、娯楽業 82 27 18 23 11 3 45 33 3 6 3 45 26 9 10
100.0 32.9 22.0 28.0 13.4 3.7 100.0 73.3 6.7 13.3 6.7 100.0 57.8 20.0 22.2

教育、学習支援業 69 9 12 37 6 5 21 13 3 5 - 21 13 7 1
100.0 13.0 17.4 53.6 8.7 7.2 100.0 61.9 14.3 23.8 - 100.0 61.9 33.3 4.8

医療、福祉 164 18 34 83 19 10 52 43 2 6 1 52 28 17 7
100.0 11.0 20.7 50.6 11.6 6.1 100.0 82.7 3.8 11.5 1.9 100.0 53.8 32.7 13.5

複合サービス業 3 1 - 2 - - 1 1 - - - 1 1 - -
100.0 33.3 - 66.7 - - 100.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - -

その他サービス業 299 67 57 132 22 21 124 87 11 23 3 124 74 37 13
100.0 22.4 19.1 44.1 7.4 7.0 100.0 70.2 8.9 18.5 2.4 100.0 59.7 29.8 10.5

その他 6 3 - 3 - - 3 2 1 - - 3 2 1 -
100.0 50.0 - 50.0 - - 100.0 66.7 33.3 - - 100.0 66.7 33.3 -

無回答 8 2 1 1 1 3 3 3 - - - 3 1 2 -
100.0 25.0 12.5 12.5 12.5 37.5 100.0 100.0 - - - 100.0 33.3 66.7 -

サービス業計 624 160 121 242 63 38 281 214 17 39 11 281 150 92 39
100.0 25.6 19.4 38.8 10.1 6.1 100.0 76.2 6.0 13.9 3.9 100.0 53.4 32.7 13.9

製 輸送用機械関連 53 8 11 24 9 1 19 10 3 2 4 19 7 9 3
造 100.0 15.1 20.8 45.3 17.0 1.9 100.0 52.6 15.8 10.5 21.1 100.0 36.8 47.4 15.8
業 化学関連 44 18 10 8 4 4 28 16 2 10 - 28 15 11 2
の 100.0 40.9 22.7 18.2 9.1 9.1 100.0 57.1 7.1 35.7 - 100.0 53.6 39.3 7.1
主 電機・電子関連 63 27 7 20 9 - 34 25 - 7 2 34 19 13 2
な 100.0 42.9 11.1 31.7 14.3 - 100.0 73.5 - 20.6 5.9 100.0 55.9 38.2 5.9
分 素材関連 21 11 5 2 3 - 16 9 - 3 4 16 8 6 2
野 100.0 52.4 23.8 9.5 14.3 - 100.0 56.3 - 18.8 25.0 100.0 50.0 37.5 12.5

その他機械関連 45 15 6 19 4 1 21 14 2 5 - 21 9 12 -
100.0 33.3 13.3 42.2 8.9 2.2 100.0 66.7 9.5 23.8 - 100.0 42.9 57.1 -

食料品関連 75 26 13 27 4 5 39 28 3 8 - 39 19 15 5
100.0 34.7 17.3 36.0 5.3 6.7 100.0 71.8 7.7 20.5 - 100.0 48.7 38.5 12.8

金属関連 44 6 6 22 6 4 12 10 - 2 - 12 2 10 -
100.0 13.6 13.6 50.0 13.6 9.1 100.0 83.3 - 16.7 - 100.0 16.7 83.3 -

その他製造 147 37 30 58 19 3 67 48 2 10 7 67 32 30 5
100.0 25.2 20.4 39.5 12.9 2.0 100.0 71.6 3.0 14.9 10.4 100.0 47.8 44.8 7.5

無回答 3 1 - 1 1 - 1 1 - - - 1 1 - -
100.0 33.3 - 33.3 33.3 - 100.0 100.0 - - - 100.0 100.0 - -

卸 総合卸 67 10 9 29 12 7 19 15 - 3 1 19 11 8 -
売 100.0 14.9 13.4 43.3 17.9 10.4 100.0 78.9 - 15.8 5.3 100.0 57.9 42.1 -
業 専門卸 223 94 28 73 19 9 122 97 3 21 1 122 59 57 6
、 100.0 42.2 12.6 32.7 8.5 4.0 100.0 79.5 2.5 17.2 0.8 100.0 48.4 46.7 4.9
小 その他卸売 64 12 13 27 8 4 25 16 1 7 1 25 11 13 1
売 100.0 18.8 20.3 42.2 12.5 6.3 100.0 64.0 4.0 28.0 4.0 100.0 44.0 52.0 4.0
業 総合小売 72 21 15 26 8 2 36 23 6 2 5 36 15 16 5
の 100.0 29.2 20.8 36.1 11.1 2.8 100.0 63.9 16.7 5.6 13.9 100.0 41.7 44.4 13.9
主 専門小売 89 38 12 27 10 2 50 41 4 4 1 50 31 15 4
な 100.0 42.7 13.5 30.3 11.2 2.2 100.0 82.0 8.0 8.0 2.0 100.0 62.0 30.0 8.0
分 その他小売 38 10 12 11 2 3 22 16 1 4 1 22 13 9 -
野 100.0 26.3 31.6 28.9 5.3 7.9 100.0 72.7 4.5 18.2 4.5 100.0 59.1 40.9 -

無回答 9 2 3 2 1 1 5 2 - 3 - 5 1 4 -
100.0 22.2 33.3 22.2 11.1 11.1 100.0 40.0 - 60.0 - 100.0 20.0 80.0 -

学 学術・研究機関 7 2 1 3 - 1 3 2 1 - - 3 - 3 -
術 100.0 28.6 14.3 42.9 - 14.3 100.0 66.7 33.3 - - 100.0 - 100.0 -
研 学校教育 54 5 10 32 3 4 15 11 2 2 - 15 10 5 -
究 100.0 9.3 18.5 59.3 5.6 7.4 100.0 73.3 13.3 13.3 - 100.0 66.7 33.3 -
等 その他教育・学習支援 9 4 - 3 1 1 4 2 - 2 - 4 3 - 1
の 100.0 44.4 - 33.3 11.1 11.1 100.0 50.0 - 50.0 - 100.0 75.0 - 25.0
主 専門・技術サービス 58 20 7 25 4 2 27 20 1 4 2 27 9 16 2
な 100.0 34.5 12.1 43.1 6.9 3.4 100.0 74.1 3.7 14.8 7.4 100.0 33.3 59.3 7.4
分 その他 1 - - - 1 - - - - - - - - - -
野 100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - - -

無回答 18 6 4 5 2 1 10 7 1 2 - 10 4 3 3
100.0 33.3 22.2 27.8 11.1 5.6 100.0 70.0 10.0 20.0 - 100.0 40.0 30.0 30.0

大学が含まれている 23 3 3 14 1 2 6 5 - 1 - 6 5 1 -
100.0 13.0 13.0 60.9 4.3 8.7 100.0 83.3 - 16.7 - 100.0 83.3 16.7 -

大学は含まれていない 37 4 8 20 2 3 12 8 3 1 - 12 5 7 -
100.0 10.8 21.6 54.1 5.4 8.1 100.0 66.7 25.0 8.3 - 100.0 41.7 58.3 -

無回答 1 - - 1 - - - - - - - - - - -
100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 87 19 25 32 4 7 44 29 4 9 2 44 24 15 5
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 21.8 28.7 36.8 4.6 8.0 100.0 65.9 9.1 20.5 4.5 100.0 54.5 34.1 11.4
・ 「労働者派遣会社」や 205 46 29 100 16 14 75 53 7 14 1 75 48 20 7
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 22.4 14.1 48.8 7.8 6.8 100.0 70.7 9.3 18.7 1.3 100.0 64.0 26.7 9.3
負 無回答 7 2 3 - 2 - 5 5 - - - 5 2 2 1

100.0 28.6 42.9 - 28.6 - 100.0 100.0 - - - 100.0 40.0 40.0 20.0
事 １ヶ所のみ 702 88 127 337 94 56 215 159 15 27 14 215 83 112 20
業 100.0 12.5 18.1 48.0 13.4 8.0 100.0 74.0 7.0 12.6 6.5 100.0 38.6 52.1 9.3
所 ２ヶ所以上 1,871 592 346 675 177 81 938 692 54 157 35 938 487 370 81
数 100.0 31.6 18.5 36.1 9.5 4.3 100.0 73.8 5.8 16.7 3.7 100.0 51.9 39.4 8.6
別 無回答 12 3 - 4 1 4 3 3 - - - 3 1 2 -

100.0 25.0 - 33.3 8.3 33.3 100.0 100.0 - - - 100.0 33.3 66.7 -
雇 ４９人以下 724 63 129 369 106 57 192 141 15 21 15 192 59 114 19
用 100.0 8.7 17.8 51.0 14.6 7.9 100.0 73.4 7.8 10.9 7.8 100.0 30.7 59.4 9.9
者 ５０～９９人 658 139 128 283 77 31 267 200 16 46 5 267 105 140 22
数 100.0 21.1 19.5 43.0 11.7 4.7 100.0 74.9 6.0 17.2 1.9 100.0 39.3 52.4 8.2

１００～２９９人 688 222 141 233 64 28 363 283 17 49 14 363 188 146 29
100.0 32.3 20.5 33.9 9.3 4.1 100.0 78.0 4.7 13.5 3.9 100.0 51.8 40.2 8.0

３００～９９９人 271 123 47 71 17 13 170 114 8 38 10 170 105 51 14
100.0 45.4 17.3 26.2 6.3 4.8 100.0 67.1 4.7 22.4 5.9 100.0 61.8 30.0 8.2

１，０００人以上 189 123 16 38 7 5 139 96 12 26 5 139 101 23 15
100.0 65.1 8.5 20.1 3.7 2.6 100.0 69.1 8.6 18.7 3.6 100.0 72.7 16.5 10.8

無回答 55 13 12 22 1 7 25 20 1 4 - 25 13 10 2
100.0 23.6 21.8 40.0 1.8 12.7 100.0 80.0 4.0 16.0 - 100.0 52.0 40.0 8.0

中小企業（３００人未満）計 2,070 424 398 885 247 116 822 624 48 116 34 822 352 400 70
100.0 20.5 19.2 42.8 11.9 5.6 100.0 75.9 5.8 14.1 4.1 100.0 42.8 48.7 8.5

５０人以上計 1,806 607 332 625 165 77 939 693 53 159 34 939 499 360 80
100.0 33.6 18.4 34.6 9.1 4.3 100.0 73.8 5.6 16.9 3.6 100.0 53.1 38.3 8.5

労 過半数代表の労働組合がある 465 209 57 149 36 14 266 175 13 60 18 266 149 90 27
働 100.0 44.9 12.3 32.0 7.7 3.0 100.0 65.8 4.9 22.6 6.8 100.0 56.0 33.8 10.2
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 134 45 22 58 5 4 67 45 8 11 3 67 36 25 6
合 100.0 33.6 16.4 43.3 3.7 3.0 100.0 67.2 11.9 16.4 4.5 100.0 53.7 37.3 9.0
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 653 173 135 246 63 36 308 237 18 45 8 308 156 126 26
の 100.0 26.5 20.7 37.7 9.6 5.5 100.0 76.9 5.8 14.6 2.6 100.0 50.6 40.9 8.4
有 労働組合も労使協議機関もない 1,315 253 257 560 166 79 510 393 30 67 20 510 228 240 42
無 100.0 19.2 19.5 42.6 12.6 6.0 100.0 77.1 5.9 13.1 3.9 100.0 44.7 47.1 8.2

無回答 18 3 2 3 2 8 5 4 - 1 - 5 2 3 -
100.0 16.7 11.1 16.7 11.1 44.4 100.0 80.0 - 20.0 - 100.0 40.0 60.0 -

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 63 31 4 23 4 1 35 18 5 9 3 35 21 11 3
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 49.2 6.3 36.5 6.3 1.6 100.0 51.4 14.3 25.7 8.6 100.0 60.0 31.4 8.6
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 244 113 38 77 12 4 151 103 9 32 7 151 91 46 14
の 組合員になっていない 100.0 46.3 15.6 31.6 4.9 1.6 100.0 68.2 6.0 21.2 4.6 100.0 60.3 30.5 9.3
範 無回答 217 83 21 82 19 12 104 66 6 22 10 104 54 38 12
囲 100.0 38.2 9.7 37.8 8.8 5.5 100.0 63.5 5.8 21.2 9.6 100.0 51.9 36.5 11.5
認 【改正労働契約法】の 1,455 519 271 507 99 59 790 582 40 136 32 790 424 305 61
知 改正内容まで知っている 100.0 35.7 18.6 34.8 6.8 4.1 100.0 73.7 5.1 17.2 4.1 100.0 53.7 38.6 7.7
度 改正されたことは知っているが 872 142 170 394 105 61 312 234 23 42 13 312 129 149 34
別 内容はよく分からない 100.0 16.3 19.5 45.2 12.0 7.0 100.0 75.0 7.4 13.5 4.2 100.0 41.3 47.8 10.9

知らない・分からない 234 16 31 105 65 17 47 34 5 4 4 47 17 24 6
100.0 6.8 13.2 44.9 27.8 7.3 100.0 72.3 10.6 8.5 8.5 100.0 36.2 51.1 12.8

無回答 24 6 1 10 3 4 7 4 1 2 - 7 1 6 -
100.0 25.0 4.2 41.7 12.5 16.7 100.0 57.1 14.3 28.6 - 100.0 14.3 85.7 -

制 制度がある 683 683 - - - - 683 524 29 107 23 683 391 245 47
度 100.0 100.0 - - - - 100.0 76.7 4.2 15.7 3.4 100.0 57.2 35.9 6.9
・ 制度はないが慣行がある 473 - 473 - - - 473 330 40 77 26 473 180 239 54
慣 100.0 - 100.0 - - - 100.0 69.8 8.5 16.3 5.5 100.0 38.1 50.5 11.4
行 制度も慣行もない 1,016 - - 1,016 - - - - - - - - - - -
の 100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - -
状 分からない 272 - - - 272 - - - - - - - - - -
況 100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - - -

無回答 141 - - - - 141 - - - - - - - - -
100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - -

合計（復元） 2,171 332 401 1,002 287 150 732 547 48 92 45 732 286 365 81
100.0 15.3 18.5 46.2 13.2 6.9 100.0 74.7 6.6 12.6 6.1 100.0 39.1 49.9 11.1

問１７付問④, 無限定正社員と多様な正社員の間で、区分を転換できる制度や慣行はありますか。
制度や慣行がある場合、転換できる方向性や、過去３年間の転換実績についても教えてください
（それぞれ１つだけ○、転換実績がある場合は数値も記入）。

無限定⇔限定正社員間で転換できる制度や慣行 転換できる方向性
労働契約法の改正 （２０１２年

８月） 以降の転換実績
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合計 571 258 79 42 46 4 5 137 7.2 2 20.2 571 216 89 34 45 5 1 181 5.9 2 11.9
100.0 45.2 13.8 7.4 8.1 0.7 0.9 24.0 100.0 37.8 15.6 6.0 7.9 0.9 0.2 31.7

主 建設業 39 20 1 3 2 - - 13 4.5 2 8.8 39 15 7 3 4 - - 10 5.4 2 8.4
な 100.0 51.3 2.6 7.7 5.1 - - 33.3 100.0 38.5 17.9 7.7 10.3 - - 25.6
業 製造業 112 39 18 9 8 1 3 34 12.4 3 34.3 112 40 14 10 9 4 - 35 8.4 2 16.2
種 100.0 34.8 16.1 8.0 7.1 0.9 2.7 30.4 100.0 35.7 12.5 8.9 8.0 3.6 - 31.3

電気・ガス・熱供給・水道業 1 1 - - - - - - 1.0 1 0.0 1 - - - - - - 1 - - -
100.0 100.0 - - - - - - 100.0 - - - - - - 100.0

情報通信業 23 13 3 3 - - - 4 2.8 2 2.8 23 9 2 - 2 - - 10 8.3 1 17.2
100.0 56.5 13.0 13.0 - - - 17.4 100.0 39.1 8.7 - 8.7 - - 43.5

運輸業、郵便業 39 15 3 - 7 2 - 12 12.0 2 20.5 39 15 8 3 5 - - 8 6.1 3 9.2
100.0 38.5 7.7 - 17.9 5.1 - 30.8 100.0 38.5 20.5 7.7 12.8 - - 20.5

卸売業、小売業 141 76 17 11 8 - - 29 4.0 2 8.0 141 65 23 7 9 - - 37 3.5 2 5.0
100.0 53.9 12.1 7.8 5.7 - - 20.6 100.0 46.1 16.3 5.0 6.4 - - 26.2

金融業、保険業 16 3 4 1 2 - - 6 5.1 4 4.2 16 5 3 1 1 - - 6 5.0 3 7.0
100.0 18.8 25.0 6.3 12.5 - - 37.5 100.0 31.3 18.8 6.3 6.3 - - 37.5

不動産業、物品賃貸業 6 4 1 - - - - 1 1.4 1 1.5 6 2 2 - - - - 2 3.0 3 1.8
100.0 66.7 16.7 - - - - 16.7 100.0 33.3 33.3 - - - - 33.3

学術研究、専門・技術サービス業 13 3 3 - 3 - - 4 8.4 5 8.3 13 4 1 - - - - 8 1.6 1 1.5
100.0 23.1 23.1 - 23.1 - - 30.8 100.0 30.8 7.7 - - - - 61.5

宿泊業、飲食サービス業 36 17 5 3 4 1 - 6 6.8 2 13.6 36 11 7 1 6 - - 11 6.0 3 7.1
100.0 47.2 13.9 8.3 11.1 2.8 - 16.7 100.0 30.6 19.4 2.8 16.7 - - 30.6

生活関連サービス業、娯楽業 26 7 4 5 6 - - 4 10.1 6 12.0 26 8 5 3 1 1 1 7 13.4 3 29.1
100.0 26.9 15.4 19.2 23.1 - - 15.4 100.0 30.8 19.2 11.5 3.8 3.8 3.8 26.9

教育、学習支援業 13 6 2 1 1 - - 3 4.3 2 5.3 13 2 2 2 1 - - 6 7.4 5 8.2
100.0 46.2 15.4 7.7 7.7 - - 23.1 100.0 15.4 15.4 15.4 7.7 - - 46.2

医療、福祉 28 15 5 2 - - - 6 1.9 1 2.1 28 10 6 1 1 - - 10 4.1 2 8.6
100.0 53.6 17.9 7.1 - - - 21.4 100.0 35.7 21.4 3.6 3.6 - - 35.7

複合サービス業 1 1 - - - - - - 1.0 1 0.0 1 1 - - - - - - 1.0 1 0.0
100.0 100.0 - - - - - - 100.0 100.0 - - - - - -

その他サービス業 74 36 12 4 5 - 2 15 9.4 2 29.6 74 29 9 3 6 - - 27 4.9 2 8.0
100.0 48.6 16.2 5.4 6.8 - 2.7 20.3 100.0 39.2 12.2 4.1 8.1 - - 36.5

その他 2 1 1 - - - - - 2.0 2 1.4 2 - - - - - - 2 - - -
100.0 50.0 50.0 - - - - - 100.0 - - - - - - 100.0

無回答 1 1 - - - - - - 1.0 1 0.0 1 - - - - - - 1 - - -
100.0 100.0 - - - - - - 100.0 - - - - - - 100.0

サービス業計 150 64 24 12 18 1 2 29 8.8 2 22.4 150 53 22 7 13 1 1 53 6.6 2 14.6
100.0 42.7 16.0 8.0 12.0 0.7 1.3 19.3 100.0 35.3 14.7 4.7 8.7 0.7 0.7 35.3

製 輸送用機械関連 7 3 1 - 1 - - 2 8.8 2 15.3 7 2 - - 1 - - 4 11.3 1 18.8
造 100.0 42.9 14.3 - 14.3 - - 28.6 100.0 28.6 - - 14.3 - - 57.1
業 化学関連 15 1 5 1 - - 1 7 19.9 4 44.6 15 3 3 2 2 1 - 4 15.2 5 23.3
の 100.0 6.7 33.3 6.7 - - 6.7 46.7 100.0 20.0 20.0 13.3 13.3 6.7 - 26.7
主 電機・電子関連 19 7 3 2 5 - - 2 8.5 4 9.3 19 5 3 3 1 1 - 6 8.7 4 15.9
な 100.0 36.8 15.8 10.5 26.3 - - 10.5 100.0 26.3 15.8 15.8 5.3 5.3 - 31.6
分 素材関連 8 4 1 - - - - 3 2.0 2 1.4 8 2 2 1 - 1 - 2 15.8 3 31.5
野 100.0 50.0 12.5 - - - - 37.5 100.0 25.0 25.0 12.5 - 12.5 - 25.0

その他機械関連 9 4 - - - 1 1 3 47.7 2 78.7 9 3 1 1 1 - - 3 8.3 3 14.3
100.0 44.4 - - - 11.1 11.1 33.3 100.0 33.3 11.1 11.1 11.1 - - 33.3

食料品関連 19 11 2 1 - - 1 4 14.4 1 48.1 19 6 1 3 3 1 - 5 9.9 6 14.3
100.0 57.9 10.5 5.3 - - 5.3 21.1 100.0 31.6 5.3 15.8 15.8 5.3 - 26.3

金属関連 2 1 - 1 - - - - 4.5 5 5.0 2 1 - - 1 - - - 9.0 9 11.3
100.0 50.0 - 50.0 - - - - 100.0 50.0 - - 50.0 - - -

その他製造 32 8 6 4 2 - - 12 5.2 3 6.7 32 18 4 - - - - 10 1.5 2 1.3
100.0 25.0 18.8 12.5 6.3 - - 37.5 100.0 56.3 12.5 - - - - 31.3

無回答 1 - - - - - - 1 - - - 1 - - - - - - 1 - - -
100.0 - - - - - - 100.0 100.0 - - - - - - 100.0

卸 総合卸 11 7 - 1 1 - - 2 4.4 1 9.0 11 7 1 1 1 - - 1 3.1 2 3.7
売 100.0 63.6 - 9.1 9.1 - - 18.2 100.0 63.6 9.1 9.1 9.1 - - 9.1
業 専門卸 59 32 11 4 1 - - 11 2.5 1 3.6 59 32 10 3 3 - - 11 2.9 2 3.9
、 100.0 54.2 18.6 6.8 1.7 - - 18.6 100.0 54.2 16.9 5.1 5.1 - - 18.6
小 その他卸売 11 5 1 1 - - - 4 2.1 1 2.3 11 3 2 - - - - 6 2.6 2 1.5
売 100.0 45.5 9.1 9.1 - - - 36.4 100.0 27.3 18.2 - - - - 54.5
業 総合小売 15 9 1 - 1 - - 4 6.0 2 14.6 15 4 3 1 1 - - 6 5.7 3 9.4
の 100.0 60.0 6.7 - 6.7 - - 26.7 100.0 26.7 20.0 6.7 6.7 - - 40.0
主 専門小売 31 15 4 4 5 - - 3 6.8 2 10.8 31 14 4 1 4 - - 8 4.7 2 6.4
な 100.0 48.4 12.9 12.9 16.1 - - 9.7 100.0 45.2 12.9 3.2 12.9 - - 25.8
分 その他小売 13 7 - 1 - - - 5 2.5 2 2.3 13 5 3 - - - - 5 2.0 2 1.3
野 100.0 53.8 - 7.7 - - - 38.5 100.0 38.5 23.1 - - - - 38.5

無回答 1 1 - - - - - - 0.0 0 0.0 1 - - 1 - - - - 6.0 6 0.0
100.0 100.0 - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -

学 学術・研究機関 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
術 - - - - - - - - - - - - - - - -
研 学校教育 10 4 2 1 1 - - 2 5.0 3 5.8 10 2 2 1 - - - 5 3.8 3 4.0
究 100.0 40.0 20.0 10.0 10.0 - - 20.0 100.0 20.0 20.0 10.0 - - - 50.0
等 その他教育・学習支援 3 2 - - - - - 1 1.5 2 0.7 3 - - 1 1 - - 1 16.5 17 10.6
の 100.0 66.7 - - - - - 33.3 100.0 - - 33.3 33.3 - - 33.3
主 専門・技術サービス 9 3 2 - 2 - - 2 7.7 3 8.8 9 3 - - - - - 6 1.3 1 0.6
な 100.0 33.3 22.2 - 22.2 - - 22.2 100.0 33.3 - - - - - 66.7
分 その他 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
野 - - - - - - - - - - - - - - - -

無回答 4 - 1 - 1 - - 2 11.0 11 8.5 4 1 1 - - - - 2 2.0 2 2.8
100.0 - 25.0 - 25.0 - - 50.0 100.0 25.0 25.0 - - - - 50.0

大学が含まれている 5 3 - - 1 - - 1 5.5 2 8.3 5 - - 1 - - - 4 10.0 10 0.0
100.0 60.0 - - 20.0 - - 20.0 100.0 - - 20.0 - - - 80.0

大学は含まれていない 5 1 2 1 - - - 1 4.5 4 2.6 5 2 2 - - - - 1 2.3 2 2.2
100.0 20.0 40.0 20.0 - - - 20.0 100.0 40.0 40.0 - - - - 20.0

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 24 14 4 1 1 - - 4 4.2 2 10.7 24 8 3 - 2 - - 11 6.0 2 10.3
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 58.3 16.7 4.2 4.2 - - 16.7 100.0 33.3 12.5 - 8.3 - - 45.8
・ 「労働者派遣会社」や 48 22 7 2 4 - 2 11 12.5 1 36.4 48 20 6 2 4 - - 16 4.5 2 7.1
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 45.8 14.6 4.2 8.3 - 4.2 22.9 100.0 41.7 12.5 4.2 8.3 - - 33.3
負 無回答 2 - 1 1 - - - - 5.5 6 3.5 2 1 - 1 - - - - 5.0 5 5.7

100.0 - 50.0 50.0 - - - - 100.0 50.0 - 50.0 - - - -
事 １ヶ所のみ 83 50 7 4 - - - 22 1.9 1 2.1 83 34 9 2 2 - - 36 3.0 1 7.3
業 100.0 60.2 8.4 4.8 - - - 26.5 100.0 41.0 10.8 2.4 2.4 - - 43.4
所 ２ヶ所以上 487 207 72 38 46 4 5 115 8.1 2 21.7 487 182 80 32 43 5 1 144 6.3 2 12.3
数 100.0 42.5 14.8 7.8 9.4 0.8 1.0 23.6 100.0 37.4 16.4 6.6 8.8 1.0 0.2 29.6
別 無回答 1 1 - - - - - - 1.0 1 0.0 1 #VALUE! - - - - - 1 - - -

100.0 100.0 - - - - - - 100.0 #VALUE! - - - - - 100.0
雇 ４９人以下 59 30 6 3 - - - 20 2.3 2 2.1 59 29 7 1 - - - 22 1.6 1 1.5
用 100.0 50.8 10.2 5.1 - - - 33.9 100.0 49.2 11.9 1.7 - - - 37.3
者 ５０～９９人 105 69 13 3 - 1 - 19 2.2 1 5.9 105 51 8 3 - - - 43 1.7 1 1.6
数 100.0 65.7 12.4 2.9 - 1.0 - 18.1 100.0 48.6 7.6 2.9 - - - 41.0

１００～２９９人 188 89 37 15 9 - - 38 3.4 2 4.7 188 83 31 4 7 1 - 62 3.7 2 7.9
100.0 47.3 19.7 8.0 4.8 - - 20.2 100.0 44.1 16.5 2.1 3.7 0.5 - 33.0

３００～９９９人 105 39 19 11 11 - - 25 5.6 3 8.4 105 29 25 14 11 - - 26 5.3 3 5.9
100.0 37.1 18.1 10.5 10.5 - - 23.8 100.0 100.0 86.2 48.3 37.9 - - 89.7

１，０００人以上 101 28 3 8 25 2 5 30 24.6 8 43.6 101 21 18 11 23 4 1 23 14.6 6 21.0
100.0 27.7 3.0 7.9 24.8 2.0 5.0 29.7 100.0 20.8 17.8 10.9 22.8 4.0 1.0 22.8

無回答 13 3 1 2 1 1 - 5 16.1 6 24.7 13 3 - 1 4 - - 5 14.1 11 13.1
100.0 23.1 7.7 15.4 7.7 7.7 - 38.5 100.0 23.1 - 7.7 30.8 - - 38.5

中小企業（３００人未満）計 352 188 56 21 9 1 - 77 2.9 1 4.9 352 163 46 8 7 1 - 127 2.8 1 6.0
100.0 53.4 15.9 6.0 2.6 0.3 - 21.9 100.0 46.3 13.1 2.3 2.0 0.3 - 36.1

５０人以上計 499 225 72 37 45 3 5 112 7.5 2 21.0 499 184 82 32 41 5 1 154 6.2 2 12.3
100.0 45.1 14.4 7.4 9.0 0.6 1.0 22.4 100.0 36.9 16.4 6.4 8.2 1.0 0.2 30.9

労 過半数代表の労働組合がある 149 56 17 12 14 2 5 43 14.8 2 37.0 149 41 28 14 18 3 - 45 8.4 3 14.3
働 100.0 37.6 11.4 8.1 9.4 1.3 3.4 28.9 100.0 27.5 18.8 9.4 12.1 2.0 - 30.2
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 36 13 2 4 7 - - 10 8.0 3 9.5 36 17 3 3 6 1 - 6 8.3 2 13.4
合 100.0 36.1 5.6 11.1 19.4 - - 27.8 100.0 47.2 8.3 8.3 16.7 2.8 - 16.7
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 156 76 31 9 7 2 - 31 4.2 2 8.8 156 63 21 5 10 - - 57 4.4 2 8.4
の 100.0 48.7 19.9 5.8 4.5 1.3 - 19.9 100.0 40.4 13.5 3.2 6.4 - - 36.5
有 労働組合も労使協議機関もない 228 112 29 17 18 - - 52 4.7 2 8.5 228 94 37 12 11 1 1 72 4.7 2 11.4
無 100.0 49.1 12.7 7.5 7.9 - - 22.8 100.0 41.2 16.2 5.3 4.8 0.4 0.4 31.6

無回答 2 1 - - - - - 1 1.0 1 0.0 2 - - - - - 1 1.0 1 0.0
100.0 50.0 - - - - - 50.0 100.0 0.0 - - - - - 50.0

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 21 7 2 3 2 - 2 5 27.9 4 57.6 21 5 6 3 2 1 - 4 10.8 3 19.8
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 33.3 9.5 14.3 9.5 - 9.5 23.8 100.0 23.8 28.6 14.3 9.5 4.8 - 19.0
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 91 37 10 7 9 1 3 24 13.5 2 35.3 91 29 14 9 13 2 - 24 8.3 3 12.8
の 組合員になっていない 100.0 40.7 11.0 7.7 9.9 1.1 3.3 26.4 100.0 31.9 15.4 9.9 14.3 2.2 - 26.4
範 無回答 54 16 5 6 10 1 - 16 10.7 3 16.6 54 17 8 4 7 - - 18 6.5 3 9.7
囲 100.0 29.6 9.3 11.1 18.5 1.9 - 29.6 100.0 31.5 14.8 7.4 13.0 - - 33.3
認 【改正労働契約法】の 424 186 60 30 39 3 5 101 8.2 2 22.8 424 153 69 29 38 4 1 130 6.5 2 12.8
知 改正内容まで知っている 100.0 43.9 14.2 7.1 9.2 0.7 1.2 23.8 100.0 36.1 16.3 6.8 9.0 0.9 0.2 30.7
度 改正されたことは知っているが 129 61 19 10 6 1 - 32 4.3 2 8.4 129 55 18 3 6 1 - 46 4.0 1 8.5
別 内容はよく分からない 100.0 47.3 14.7 7.8 4.7 0.8 - 24.8 100.0 42.6 14.0 2.3 4.7 0.8 - 35.7

知らない・分からない 17 10 - 2 1 - - 4 4.5 2 8.1 17 8 2 1 1 - - 5 3.4 1 4.6
100.0 58.8 - 11.8 5.9 - - 23.5 100.0 47.1 11.8 5.9 5.9 - - 29.4

無回答 1 1 - - - - - - 0.0 0 0.0 1 - - 1 - - - - 10.0 10 0.0
100.0 100.0 - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -

制 制度がある 391 172 55 37 43 2 5 77 8.6 2 22.9 391 133 65 30 37 4 1 121 7.0 3 13.3
度 100.0 44.0 14.1 9.5 11.0 0.5 1.3 19.7 100.0 34.0 16.6 7.7 9.5 1.0 0.3 30.9
・ 制度はないが慣行がある 180 86 24 5 3 2 - 60 3.6 1 9.3 180 83 24 4 8 1 - 60 3.4 1 7.1
慣 100.0 47.8 13.3 2.8 1.7 1.1 - 33.3 100.0 46.1 13.3 2.2 4.4 0.6 - 33.3
行 制度も慣行もない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
の - - - - - - - - - - - - - - - -
状 分からない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
況 - - - - - - - - - - - - - - - -

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - -

合計（復元） 286 143 35 18 13 1 1 76 4.9 1 - 286 126 40 11 11 1 0 97 3.9 1 -
100.0 50.0 12.2 6.3 4.5 0.3 0.3 26.6 100.0 44.1 14.0 3.8 3.8 0.3 0.0 33.9

労働契約法の改正（２０１２年８月）以降の転換実績
（無限定正社員→多様な正社員へ）

転換
実績が
あると
回答
した

企業計

労働契約法の改正（２０１２年８月）以降の転換実績
（多様な正社員→無限定正社員へ）

転換
実績が
あると
回答
した

企業計



－155－

多様な
正社員
区分が
あると
回答
した

企業計

規定
して
いる

規定
して

いない

無回答 多様な
正社員
区分が
あると
回答
した

企業計

行って
いる

行って
いない

無回答

合計 2,585 1,258 1,086 241 2,585 1,236 992 357
100.0 48.7 42.0 9.3 100.0 47.8 38.4 13.8

主 建設業 247 102 118 27 247 100 107 40
な 100.0 41.3 47.8 10.9 100.0 40.5 43.3 16.2
業 製造業 495 239 217 39 495 232 201 62
種 100.0 48.3 43.8 7.9 100.0 46.9 40.6 12.5

電気・ガス・熱供給・水道業 19 11 6 2 19 11 5 3
100.0 57.9 31.6 10.5 100.0 57.9 26.3 15.8

情報通信業 82 44 31 7 82 42 31 9
100.0 53.7 37.8 8.5 100.0 51.2 37.8 11.0

運輸業、郵便業 222 97 103 22 222 101 80 41
100.0 43.7 46.4 9.9 100.0 45.5 36.0 18.5

卸売業、小売業 562 292 220 50 562 291 200 71
100.0 52.0 39.1 8.9 100.0 51.8 35.6 12.6

金融業、保険業 40 22 13 5 40 16 18 6
100.0 55.0 32.5 12.5 100.0 40.0 45.0 15.0

不動産業、物品賃貸業 47 26 19 2 47 21 20 6
100.0 55.3 40.4 4.3 100.0 44.7 42.6 12.8

学術研究、専門・技術サービス業 78 51 22 5 78 39 28 11
100.0 65.4 28.2 6.4 100.0 50.0 35.9 14.1

宿泊業、飲食サービス業 162 70 70 22 162 78 61 23
100.0 43.2 43.2 13.6 100.0 48.1 37.7 14.2

生活関連サービス業、娯楽業 82 51 30 1 82 55 19 8
100.0 62.2 36.6 1.2 100.0 67.1 23.2 9.8

教育、学習支援業 69 32 31 6 69 30 32 7
100.0 46.4 44.9 8.7 100.0 43.5 46.4 10.1

医療、福祉 164 63 84 17 164 62 81 21
100.0 38.4 51.2 10.4 100.0 37.8 49.4 12.8

複合サービス業 3 2 1 - 3 2 - 1
100.0 66.7 33.3 - 100.0 66.7 - 33.3

その他サービス業 299 148 120 31 299 150 108 41
100.0 49.5 40.1 10.4 100.0 50.2 36.1 13.7

その他 6 5 - 1 6 4 - 2
100.0 83.3 - 16.7 100.0 66.7 - 33.3

無回答 8 3 1 4 8 2 1 5
100.0 37.5 12.5 50.0 100.0 25.0 12.5 62.5

サービス業計 624 322 243 59 624 324 216 84
100.0 51.6 38.9 9.5 100.0 51.9 34.6 13.5

製 輸送用機械関連 53 18 31 4 53 16 28 9
造 100.0 34.0 58.5 7.5 100.0 30.2 52.8 17.0
業 化学関連 44 26 13 5 44 22 13 9
の 100.0 59.1 29.5 11.4 100.0 50.0 29.5 20.5
主 電機・電子関連 63 35 25 3 63 32 26 5
な 100.0 55.6 39.7 4.8 100.0 50.8 41.3 7.9
分 素材関連 21 16 4 1 21 13 7 1
野 100.0 76.2 19.0 4.8 100.0 61.9 33.3 4.8

その他機械関連 45 22 19 4 45 20 21 4
100.0 48.9 42.2 8.9 100.0 44.4 46.7 8.9

食料品関連 75 30 38 7 75 34 32 9
100.0 40.0 50.7 9.3 100.0 45.3 42.7 12.0

金属関連 44 16 24 4 44 21 15 8
100.0 36.4 54.5 9.1 100.0 47.7 34.1 18.2

その他製造 147 73 63 11 147 73 57 17
100.0 49.7 42.9 7.5 100.0 49.7 38.8 11.6

無回答 3 3 - - 3 1 2 -
100.0 100.0 - - 100.0 33.3 66.7 -

卸 総合卸 67 29 31 7 67 31 28 8
売 100.0 43.3 46.3 10.4 100.0 46.3 41.8 11.9
業 専門卸 223 129 80 14 223 126 75 22
、 100.0 57.8 35.9 6.3 100.0 56.5 33.6 9.9
小 その他卸売 64 26 30 8 64 26 25 13
売 100.0 40.6 46.9 12.5 100.0 40.6 39.1 20.3
業 総合小売 72 34 29 9 72 31 27 14
の 100.0 47.2 40.3 12.5 100.0 43.1 37.5 19.4
主 専門小売 89 49 33 7 89 53 31 5
な 100.0 55.1 37.1 7.9 100.0 59.6 34.8 5.6
分 その他小売 38 20 14 4 38 18 13 7
野 100.0 52.6 36.8 10.5 100.0 47.4 34.2 18.4

無回答 9 5 3 1 9 6 1 2
100.0 55.6 33.3 11.1 100.0 66.7 11.1 22.2

学 学術・研究機関 7 5 2 - 7 5 1 1
術 100.0 71.4 28.6 - 100.0 71.4 14.3 14.3
研 学校教育 54 24 25 5 54 22 27 5
究 100.0 44.4 46.3 9.3 100.0 40.7 50.0 9.3
等 その他教育・学習支援 9 5 3 1 9 5 3 1
の 100.0 55.6 33.3 11.1 100.0 55.6 33.3 11.1
主 専門・技術サービス 58 37 18 3 58 28 23 7
な 100.0 63.8 31.0 5.2 100.0 48.3 39.7 12.1
分 その他 1 1 - - 1 - - 1
野 100.0 100.0 - - 100.0 - - 100.0

無回答 18 11 5 2 18 9 6 3
100.0 61.1 27.8 11.1 100.0 50.0 33.3 16.7

大学が含まれている 23 11 11 1 23 9 12 2
100.0 47.8 47.8 4.3 100.0 39.1 52.2 8.7

大学は含まれていない 37 18 15 4 37 18 15 4
100.0 48.6 40.5 10.8 100.0 48.6 40.5 10.8

無回答 1 - 1 - 1 - 1 -
100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 -

派 「労働者派遣会社」や 87 50 25 12 87 47 23 17
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 57.5 28.7 13.8 100.0 54.0 26.4 19.5
・ 「労働者派遣会社」や 205 93 93 19 205 98 83 24
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 45.4 45.4 9.3 100.0 47.8 40.5 11.7
負 無回答 7 5 2 - 7 5 2 -

100.0 71.4 28.6 - 100.0 71.4 28.6 -
事 １ヶ所のみ 702 307 308 87 702 276 288 138
業 100.0 43.7 43.9 12.4 100.0 39.3 41.0 19.7
所 ２ヶ所以上 1,871 948 775 148 1,871 957 701 213
数 100.0 50.7 41.4 7.9 100.0 51.1 37.5 11.4
別 無回答 12 3 3 6 12 3 3 6

100.0 25.0 25.0 50.0 100.0 25.0 25.0 50.0
雇 ４９人以下 724 291 339 94 724 282 306 136
用 100.0 40.2 46.8 13.0 100.0 39.0 42.3 18.8
者 ５０～９９人 658 298 303 57 658 297 276 85
数 100.0 45.3 46.0 8.7 100.0 45.1 41.9 12.9

１００～２９９人 688 351 290 47 688 355 255 78
100.0 51.0 42.2 6.8 100.0 51.6 37.1 11.3

３００～９９９人 271 159 87 25 271 149 89 33
100.0 58.7 32.1 9.2 100.0 55.0 32.8 12.2

１，０００人以上 189 133 46 10 189 128 48 13
100.0 70.4 24.3 5.3 100.0 67.7 25.4 6.9

無回答 55 26 21 8 55 25 18 12
100.0 47.3 38.2 14.5 100.0 45.5 32.7 21.8

中小企業（３００人未満）計 2,070 940 932 198 2,070 934 837 299
100.0 45.4 45.0 9.6 100.0 45.1 40.4 14.4

５０人以上計 1,806 941 726 139 1,806 929 668 209
100.0 52.1 40.2 7.7 100.0 51.4 37.0 11.6

労 過半数代表の労働組合がある 465 273 157 35 465 253 155 57
働 100.0 58.7 33.8 7.5 100.0 54.4 33.3 12.3
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 134 75 56 3 134 68 53 13
合 100.0 56.0 41.8 2.2 100.0 50.7 39.6 9.7
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 653 331 252 70 653 316 230 107
の 100.0 50.7 38.6 10.7 100.0 48.4 35.2 16.4
有 労働組合も労使協議機関もない 1,315 574 616 125 1,315 593 550 172
無 100.0 43.7 46.8 9.5 100.0 45.1 41.8 13.1

無回答 18 5 5 8 18 6 4 8
100.0 27.8 27.8 44.4 100.0 33.3 22.2 44.4

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 63 41 19 3 63 40 18 5
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 65.1 30.2 4.8 100.0 63.5 28.6 7.9
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 244 143 90 11 244 132 89 23
の 組合員になっていない 100.0 58.6 36.9 4.5 100.0 54.1 36.5 9.4
範 無回答 217 117 80 20 217 107 75 35
囲 100.0 53.9 36.9 9.2 100.0 49.3 34.6 16.1
認 【改正労働契約法】の 1,455 776 566 113 1,455 781 510 164
知 改正内容まで知っている 100.0 53.3 38.9 7.8 100.0 53.7 35.1 11.3
度 改正されたことは知っているが 872 379 398 95 872 365 356 151
別 内容はよく分からない 100.0 43.5 45.6 10.9 100.0 41.9 40.8 17.3

知らない・分からない 234 96 110 28 234 83 115 36
100.0 41.0 47.0 12.0 100.0 35.5 49.1 15.4

無回答 24 7 12 5 24 7 11 6
100.0 29.2 50.0 20.8 100.0 29.2 45.8 25.0

合計（復元） 2,171 937 992 241 2,171 912 901 358
100.0 43.2 45.7 11.1 100.0 42.0 41.5 16.5

問１７付問⑤，｢多様な正社員｣ 区分の限定性や処遇・労働条件等に
ついて、就業規則で規定していますか。また、その内容を｢多様な
正社員｣本人に対し、書面で明示していますか（それぞれ１つだけ○）。

就業規則上の規定 書面による本人明示
多様な
正社員
区分が
あると
回答
した

企業計

(無限
定)正
社員の
取扱い
と全く
同じ、
出来る
限りの
雇用維
持努力
を行う

(無限
定)正
社員の
取扱い
とは

実質的
に異な
るが、
出来る
限りの
雇用
維持

努力を
行う

雇用
維持

努力を
行う
こと

なく、
解雇

（契約
解除）
する

分から
ない・
考えた
ことが
ない

無回答

合計 2,585 1,271 495 35 623 161
100.0 49.2 19.1 1.4 24.1 6.2

主 建設業 247 114 42 3 72 16
な 100.0 46.2 17.0 1.2 29.1 6.5
業 製造業 495 253 92 4 121 25
種 100.0 51.1 18.6 0.8 24.4 5.1

電気・ガス・熱供給・水道業 19 10 4 1 4 -
100.0 52.6 21.1 5.3 21.1 -

情報通信業 82 49 11 - 20 2
100.0 59.8 13.4 - 24.4 2.4

運輸業、郵便業 222 107 44 4 51 16
100.0 48.2 19.8 1.8 23.0 7.2

卸売業、小売業 562 288 117 5 122 30
100.0 51.2 20.8 0.9 21.7 5.3

金融業、保険業 40 20 6 - 9 5
100.0 50.0 15.0 - 22.5 12.5

不動産業、物品賃貸業 47 22 9 - 14 2
100.0 46.8 19.1 - 29.8 4.3

学術研究、専門・技術サービス業 78 38 18 - 14 8
100.0 48.7 23.1 - 17.9 10.3

宿泊業、飲食サービス業 162 81 29 3 34 15
100.0 50.0 17.9 1.9 21.0 9.3

生活関連サービス業、娯楽業 82 46 16 1 18 1
100.0 56.1 19.5 1.2 22.0 1.2

教育、学習支援業 69 26 10 3 25 5
100.0 37.7 14.5 4.3 36.2 7.2

医療、福祉 164 56 35 4 58 11
100.0 34.1 21.3 2.4 35.4 6.7

複合サービス業 3 2 - 1 - -
100.0 66.7 - 33.3 - -

その他サービス業 299 154 59 6 59 21
100.0 51.5 19.7 2.0 19.7 7.0

その他 6 3 1 - 1 1
100.0 50.0 16.7 - 16.7 16.7

無回答 8 2 2 - 1 3
100.0 25.0 25.0 - 12.5 37.5

サービス業計 624 321 122 11 125 45
100.0 51.4 19.6 1.8 20.0 7.2

製 輸送用機械関連 53 21 10 - 18 4
造 100.0 39.6 18.9 - 34.0 7.5
業 化学関連 44 26 7 - 7 4
の 100.0 59.1 15.9 - 15.9 9.1
主 電機・電子関連 63 37 9 - 15 2
な 100.0 58.7 14.3 - 23.8 3.2
分 素材関連 21 14 3 - 4 -
野 100.0 66.7 14.3 - 19.0 -

その他機械関連 45 28 6 - 9 2
100.0 62.2 13.3 - 20.0 4.4

食料品関連 75 34 17 1 18 5
100.0 45.3 22.7 1.3 24.0 6.7

金属関連 44 25 4 - 14 1
100.0 56.8 9.1 - 31.8 2.3

その他製造 147 68 34 2 36 7
100.0 46.3 23.1 1.4 24.5 4.8

無回答 3 - 2 1 - -
100.0 - 66.7 33.3 - -

卸 総合卸 67 30 12 3 17 5
売 100.0 44.8 17.9 4.5 25.4 7.5
業 専門卸 223 117 46 2 50 8
、 100.0 52.5 20.6 0.9 22.4 3.6
小 その他卸売 64 30 13 - 15 6
売 100.0 46.9 20.3 - 23.4 9.4
業 総合小売 72 35 14 - 19 4
の 100.0 48.6 19.4 - 26.4 5.6
主 専門小売 89 53 20 - 13 3
な 100.0 59.6 22.5 - 14.6 3.4
分 その他小売 38 19 8 - 7 4
野 100.0 50.0 21.1 - 18.4 10.5

無回答 9 4 4 - 1 -
100.0 44.4 44.4 - 11.1 -

学 学術・研究機関 7 - 2 - 2 3
術 100.0 - 28.6 - 28.6 42.9
研 学校教育 54 19 7 2 22 4
究 100.0 35.2 13.0 3.7 40.7 7.4
等 その他教育・学習支援 9 6 2 - 1 -
の 100.0 66.7 22.2 - 11.1 -
主 専門・技術サービス 58 31 13 - 11 3
な 100.0 53.4 22.4 - 19.0 5.2
分 その他 1 - - - 1 -
野 100.0 - - - 100.0 -

無回答 18 8 4 1 2 3
100.0 44.4 22.2 5.6 11.1 16.7

大学が含まれている 23 6 4 1 10 2
100.0 26.1 17.4 4.3 43.5 8.7

大学は含まれていない 37 12 5 1 14 5
100.0 32.4 13.5 2.7 37.8 13.5

無回答 1 1 - - - -
100.0 100.0 - - - -

派 「労働者派遣会社」や 87 49 23 1 6 8
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 56.3 26.4 1.1 6.9 9.2
・ 「労働者派遣会社」や 205 99 36 5 52 13
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 48.3 17.6 2.4 25.4 6.3
負 無回答 7 6 - - 1 -

100.0 85.7 - - 14.3 -
事 １ヶ所のみ 702 280 138 12 208 64
業 100.0 39.9 19.7 1.7 29.6 9.1
所 ２ヶ所以上 1,871 986 357 23 413 92
数 100.0 52.7 19.1 1.2 22.1 4.9
別 無回答 12 5 - - 2 5

100.0 41.7 - - 16.7 41.7
雇 ４９人以下 724 277 160 16 213 58
用 100.0 38.3 22.1 2.2 29.4 8.0
者 ５０～９９人 658 341 114 9 159 35
数 100.0 51.8 17.3 1.4 24.2 5.3

１００～２９９人 688 347 136 7 161 37
100.0 50.4 19.8 1.0 23.4 5.4

３００～９９９人 271 152 37 2 62 18
100.0 56.1 13.7 0.7 22.9 6.6

１，０００人以上 189 126 34 - 22 7
100.0 66.7 18.0 - 11.6 3.7

無回答 55 28 14 1 6 6
100.0 50.9 25.5 1.8 10.9 10.9

中小企業（３００人未満）計 2,070 965 410 32 533 130
100.0 46.6 19.8 1.5 25.7 6.3

５０人以上計 1,806 966 321 18 404 97
100.0 53.5 17.8 1.0 22.4 5.4

労 過半数代表の労働組合がある 465 261 72 1 101 30
働 100.0 56.1 15.5 0.2 21.7 6.5
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 134 72 20 3 35 4
合 100.0 53.7 14.9 2.2 26.1 3.0
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 653 325 137 8 138 45
の 100.0 49.8 21.0 1.2 21.1 6.9
有 労働組合も労使協議機関もない 1,315 605 265 22 347 76
無 100.0 46.0 20.2 1.7 26.4 5.8

無回答 18 8 1 1 2 6
100.0 44.4 5.6 5.6 11.1 33.3

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 63 36 8 2 11 6
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 57.1 12.7 3.2 17.5 9.5
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 244 144 37 2 50 11
の 組合員になっていない 100.0 59.0 15.2 0.8 20.5 4.5
範 無回答 217 107 40 - 57 13
囲 100.0 49.3 18.4 - 26.3 6.0
認 【改正労働契約法】の 1,455 798 260 11 298 88
知 改正内容まで知っている 100.0 54.8 17.9 0.8 20.5 6.0
度 改正されたことは知っているが 872 390 179 16 233 54
別 内容はよく分からない 100.0 44.7 20.5 1.8 26.7 6.2

知らない・分からない 234 76 51 8 81 18
100.0 32.5 21.8 3.4 34.6 7.7

無回答 24 7 5 - 11 1
100.0 29.2 20.8 - 45.8 4.2

合計（復元） 2,171 906 468 39 601 157
100.0 41.7 21.6 1.8 27.7 7.2

付問⑥, 事業の縮小や事業所の閉鎖等に直面した場合（※）、
｢多様な正社員｣の雇用については、どのように対応する
方針ですか（１つだけ○）。
※例えば、職種・職務限定の正社員で事業の縮小等に伴い業務が消失したり、勤務地限定の正社員で
通勤圏内の事業所が閉鎖した場合等、と注釈。

多様な
正社員
区分が
あると
回答
した

企業計

規定
して
いる

規定
して

いない

無回答 多様な
正社員
区分が
あると
回答
した

企業計

行って
いる

行って
いない

無回答

合計 2,585 1,258 1,086 241 2,585 1,236 992 357
100.0 48.7 42.0 9.3 100.0 47.8 38.4 13.8

主 建設業 247 102 118 27 247 100 107 40
な 100.0 41.3 47.8 10.9 100.0 40.5 43.3 16.2
業 製造業 495 239 217 39 495 232 201 62
種 100.0 48.3 43.8 7.9 100.0 46.9 40.6 12.5

電気・ガス・熱供給・水道業 19 11 6 2 19 11 5 3
100.0 57.9 31.6 10.5 100.0 57.9 26.3 15.8

情報通信業 82 44 31 7 82 42 31 9
100.0 53.7 37.8 8.5 100.0 51.2 37.8 11.0

運輸業、郵便業 222 97 103 22 222 101 80 41
100.0 43.7 46.4 9.9 100.0 45.5 36.0 18.5

卸売業、小売業 562 292 220 50 562 291 200 71
100.0 52.0 39.1 8.9 100.0 51.8 35.6 12.6

金融業、保険業 40 22 13 5 40 16 18 6
100.0 55.0 32.5 12.5 100.0 40.0 45.0 15.0

不動産業、物品賃貸業 47 26 19 2 47 21 20 6
100.0 55.3 40.4 4.3 100.0 44.7 42.6 12.8

学術研究、専門・技術サービス業 78 51 22 5 78 39 28 11
100.0 65.4 28.2 6.4 100.0 50.0 35.9 14.1

宿泊業、飲食サービス業 162 70 70 22 162 78 61 23
100.0 43.2 43.2 13.6 100.0 48.1 37.7 14.2

生活関連サービス業、娯楽業 82 51 30 1 82 55 19 8
100.0 62.2 36.6 1.2 100.0 67.1 23.2 9.8

教育、学習支援業 69 32 31 6 69 30 32 7
100.0 46.4 44.9 8.7 100.0 43.5 46.4 10.1

医療、福祉 164 63 84 17 164 62 81 21
100.0 38.4 51.2 10.4 100.0 37.8 49.4 12.8

複合サービス業 3 2 1 - 3 2 - 1
100.0 66.7 33.3 - 100.0 66.7 - 33.3

その他サービス業 299 148 120 31 299 150 108 41
100.0 49.5 40.1 10.4 100.0 50.2 36.1 13.7

その他 6 5 - 1 6 4 - 2
100.0 83.3 - 16.7 100.0 66.7 - 33.3

無回答 8 3 1 4 8 2 1 5
100.0 37.5 12.5 50.0 100.0 25.0 12.5 62.5

サービス業計 624 322 243 59 624 324 216 84
100.0 51.6 38.9 9.5 100.0 51.9 34.6 13.5

製 輸送用機械関連 53 18 31 4 53 16 28 9
造 100.0 34.0 58.5 7.5 100.0 30.2 52.8 17.0
業 化学関連 44 26 13 5 44 22 13 9
の 100.0 59.1 29.5 11.4 100.0 50.0 29.5 20.5
主 電機・電子関連 63 35 25 3 63 32 26 5
な 100.0 55.6 39.7 4.8 100.0 50.8 41.3 7.9
分 素材関連 21 16 4 1 21 13 7 1
野 100.0 76.2 19.0 4.8 100.0 61.9 33.3 4.8

その他機械関連 45 22 19 4 45 20 21 4
100.0 48.9 42.2 8.9 100.0 44.4 46.7 8.9

食料品関連 75 30 38 7 75 34 32 9
100.0 40.0 50.7 9.3 100.0 45.3 42.7 12.0

金属関連 44 16 24 4 44 21 15 8
100.0 36.4 54.5 9.1 100.0 47.7 34.1 18.2

その他製造 147 73 63 11 147 73 57 17
100.0 49.7 42.9 7.5 100.0 49.7 38.8 11.6

無回答 3 3 - - 3 1 2 -
100.0 100.0 - - 100.0 33.3 66.7 -

卸 総合卸 67 29 31 7 67 31 28 8
売 100.0 43.3 46.3 10.4 100.0 46.3 41.8 11.9
業 専門卸 223 129 80 14 223 126 75 22
、 100.0 57.8 35.9 6.3 100.0 56.5 33.6 9.9
小 その他卸売 64 26 30 8 64 26 25 13
売 100.0 40.6 46.9 12.5 100.0 40.6 39.1 20.3
業 総合小売 72 34 29 9 72 31 27 14
の 100.0 47.2 40.3 12.5 100.0 43.1 37.5 19.4
主 専門小売 89 49 33 7 89 53 31 5
な 100.0 55.1 37.1 7.9 100.0 59.6 34.8 5.6
分 その他小売 38 20 14 4 38 18 13 7
野 100.0 52.6 36.8 10.5 100.0 47.4 34.2 18.4

無回答 9 5 3 1 9 6 1 2
100.0 55.6 33.3 11.1 100.0 66.7 11.1 22.2

学 学術・研究機関 7 5 2 - 7 5 1 1
術 100.0 71.4 28.6 - 100.0 71.4 14.3 14.3
研 学校教育 54 24 25 5 54 22 27 5
究 100.0 44.4 46.3 9.3 100.0 40.7 50.0 9.3
等 その他教育・学習支援 9 5 3 1 9 5 3 1
の 100.0 55.6 33.3 11.1 100.0 55.6 33.3 11.1
主 専門・技術サービス 58 37 18 3 58 28 23 7
な 100.0 63.8 31.0 5.2 100.0 48.3 39.7 12.1
分 その他 1 1 - - 1 - - 1
野 100.0 100.0 - - 100.0 - - 100.0

無回答 18 11 5 2 18 9 6 3
100.0 61.1 27.8 11.1 100.0 50.0 33.3 16.7

大学が含まれている 23 11 11 1 23 9 12 2
100.0 47.8 47.8 4.3 100.0 39.1 52.2 8.7

大学は含まれていない 37 18 15 4 37 18 15 4
100.0 48.6 40.5 10.8 100.0 48.6 40.5 10.8

無回答 1 - 1 - 1 - 1 -
100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 -

派 「労働者派遣会社」や 87 50 25 12 87 47 23 17
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 57.5 28.7 13.8 100.0 54.0 26.4 19.5
・ 「労働者派遣会社」や 205 93 93 19 205 98 83 24
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 45.4 45.4 9.3 100.0 47.8 40.5 11.7
負 無回答 7 5 2 - 7 5 2 -

100.0 71.4 28.6 - 100.0 71.4 28.6 -
事 １ヶ所のみ 702 307 308 87 702 276 288 138
業 100.0 43.7 43.9 12.4 100.0 39.3 41.0 19.7
所 ２ヶ所以上 1,871 948 775 148 1,871 957 701 213
数 100.0 50.7 41.4 7.9 100.0 51.1 37.5 11.4
別 無回答 12 3 3 6 12 3 3 6

100.0 25.0 25.0 50.0 100.0 25.0 25.0 50.0
雇 ４９人以下 724 291 339 94 724 282 306 136
用 100.0 40.2 46.8 13.0 100.0 39.0 42.3 18.8
者 ５０～９９人 658 298 303 57 658 297 276 85
数 100.0 45.3 46.0 8.7 100.0 45.1 41.9 12.9

１００～２９９人 688 351 290 47 688 355 255 78
100.0 51.0 42.2 6.8 100.0 51.6 37.1 11.3

３００～９９９人 271 159 87 25 271 149 89 33
100.0 58.7 32.1 9.2 100.0 55.0 32.8 12.2

１，０００人以上 189 133 46 10 189 128 48 13
100.0 70.4 24.3 5.3 100.0 67.7 25.4 6.9

無回答 55 26 21 8 55 25 18 12
100.0 47.3 38.2 14.5 100.0 45.5 32.7 21.8

中小企業（３００人未満）計 2,070 940 932 198 2,070 934 837 299
100.0 45.4 45.0 9.6 100.0 45.1 40.4 14.4

５０人以上計 1,806 941 726 139 1,806 929 668 209
100.0 52.1 40.2 7.7 100.0 51.4 37.0 11.6

労 過半数代表の労働組合がある 465 273 157 35 465 253 155 57
働 100.0 58.7 33.8 7.5 100.0 54.4 33.3 12.3
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 134 75 56 3 134 68 53 13
合 100.0 56.0 41.8 2.2 100.0 50.7 39.6 9.7
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 653 331 252 70 653 316 230 107
の 100.0 50.7 38.6 10.7 100.0 48.4 35.2 16.4
有 労働組合も労使協議機関もない 1,315 574 616 125 1,315 593 550 172
無 100.0 43.7 46.8 9.5 100.0 45.1 41.8 13.1

無回答 18 5 5 8 18 6 4 8
100.0 27.8 27.8 44.4 100.0 33.3 22.2 44.4

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 63 41 19 3 63 40 18 5
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 65.1 30.2 4.8 100.0 63.5 28.6 7.9
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 244 143 90 11 244 132 89 23
の 組合員になっていない 100.0 58.6 36.9 4.5 100.0 54.1 36.5 9.4
範 無回答 217 117 80 20 217 107 75 35
囲 100.0 53.9 36.9 9.2 100.0 49.3 34.6 16.1
認 【改正労働契約法】の 1,455 776 566 113 1,455 781 510 164
知 改正内容まで知っている 100.0 53.3 38.9 7.8 100.0 53.7 35.1 11.3
度 改正されたことは知っているが 872 379 398 95 872 365 356 151
別 内容はよく分からない 100.0 43.5 45.6 10.9 100.0 41.9 40.8 17.3

知らない・分からない 234 96 110 28 234 83 115 36
100.0 41.0 47.0 12.0 100.0 35.5 49.1 15.4

無回答 24 7 12 5 24 7 11 6
100.0 29.2 50.0 20.8 100.0 29.2 45.8 25.0

合計（復元） 2,171 937 992 241 2,171 912 901 358
100.0 43.2 45.7 11.1 100.0 42.0 41.5 16.5

問１７付問⑤，｢多様な正社員｣ 区分の限定性や処遇・労働条件等に
ついて、就業規則で規定していますか。また、その内容を｢多様な
正社員｣本人に対し、書面で明示していますか（それぞれ１つだけ○）。

就業規則上の規定 書面による本人明示
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全有効
回答

企業計

ある ない 無回答 導入
(増員)
予定

がある
企業計

労働力
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危機感

が
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から
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の転換
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優秀な
人材を
確保

（囲込
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い)こ
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なって
いる
から
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労働

契約法
や改正
労働者
派遣法
等に
対応
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労働者
の価値
観の

多様化
への

対応や
仕事と
生活の
両立

支援等
のため

仕事の
専門化
・高度
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勤務地
範囲の
拡大
(グ

ローバ
ル化)
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正社員
の区分
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方を

見直す
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(長時
間労働
やメン
タルヘ
ルスの
改善
等)

人件費
の抑制
につな
がる
から

労働
組合や
労働者
代表等
からの
要望に
応える
ため

もっと
女性や
若者、
高齢者
を採用
・活用
したい
から

その他
※

無回答 平均
選択数

合計 9,639 3,094 6,143 402 3,094 1,687 928 607 416 1,172 513 716 245 34 937 96 19 2.4
100.0 32.1 63.7 4.2 100.0 54.5 30.0 19.6 13.4 37.9 16.6 23.1 7.9 1.1 30.3 3.1 0.6

主 建設業 1,122 389 683 50 389 261 79 53 29 111 60 69 20 4 103 12 3 2.1
な 100.0 34.7 60.9 4.5 100.0 67.1 20.3 13.6 7.5 28.5 15.4 17.7 5.1 1.0 26.5 3.1 0.8
業 製造業 2,391 665 1,647 79 665 351 190 138 94 247 122 148 42 9 205 17 4 2.4
種 100.0 27.8 68.9 3.3 100.0 52.8 28.6 20.8 14.1 37.1 18.3 22.3 6.3 1.4 30.8 2.6 0.6

電気・ガス・熱供給・水道業 89 25 62 2 25 12 3 2 1 9 4 7 4 - 8 1 - 2.0
100.0 28.1 69.7 2.2 100.0 48.0 12.0 8.0 4.0 36.0 16.0 28.0 16.0 - 32.0 4.0 -

情報通信業 326 99 215 12 99 33 30 17 20 61 23 22 6 - 23 5 1 2.4
100.0 30.4 66.0 3.7 100.0 33.3 30.3 17.2 20.2 61.6 23.2 22.2 6.1 - 23.2 5.1 1.0

運輸業、郵便業 737 276 422 39 276 190 77 60 41 89 27 77 19 5 100 7 2 2.5
100.0 37.4 57.3 5.3 100.0 68.8 27.9 21.7 14.9 32.2 9.8 27.9 6.9 1.8 36.2 2.5 0.7

卸売業、小売業 1,818 568 1,180 70 568 260 164 95 71 238 104 111 47 7 161 23 5 2.3
100.0 31.2 64.9 3.9 100.0 45.8 28.9 16.7 12.5 41.9 18.3 19.5 8.3 1.2 28.3 4.0 0.9

金融業、保険業 109 34 74 1 34 10 4 - 6 11 6 4 3 - 11 1 - 1.6
100.0 31.2 67.9 0.9 100.0 29.4 11.8 - 17.6 32.4 17.6 11.8 8.8 - 32.4 2.9 -

不動産業、物品賃貸業 153 35 115 3 35 15 12 8 9 16 4 12 3 1 11 1 - 2.6
100.0 22.9 75.2 2.0 100.0 42.9 34.3 22.9 25.7 45.7 11.4 34.3 8.6 2.9 31.4 2.9 -

学術研究、専門・技術サービス業 260 88 164 8 88 36 16 10 10 36 23 25 4 - 24 1 - 2.1
100.0 33.8 63.1 3.1 100.0 40.9 18.2 11.4 11.4 40.9 26.1 28.4 4.5 - 27.3 1.1 -

宿泊業、飲食サービス業 534 239 280 15 239 168 111 78 21 92 28 91 33 1 92 6 1 3.0
100.0 44.8 52.4 2.8 100.0 70.3 46.4 32.6 8.8 38.5 11.7 38.1 13.8 0.4 38.5 2.5 0.4

生活関連サービス業、娯楽業 284 105 166 13 105 62 41 23 13 48 13 29 8 1 32 2 - 2.6
100.0 37.0 58.5 4.6 100.0 59.0 39.0 21.9 12.4 45.7 12.4 27.6 7.6 1.0 30.5 1.9 -

教育、学習支援業 196 64 130 2 64 17 15 3 10 19 16 13 6 - 7 6 2 1.8
100.0 32.7 66.3 1.0 100.0 26.6 23.4 4.7 15.6 29.7 25.0 20.3 9.4 - 10.9 9.4 3.1

医療、福祉 384 158 206 20 158 99 70 50 28 72 29 37 18 1 47 3 1 2.9
100.0 41.1 53.6 5.2 100.0 62.7 44.3 31.6 17.7 45.6 18.4 23.4 11.4 0.6 29.7 1.9 0.6

複合サービス業 20 2 18 - 2 - 1 - - - 2 - - - - - - 1.5
100.0 10.0 90.0 - 100.0 - 50.0 - - - 100.0 - - - - - -

その他サービス業 1,106 329 739 38 329 165 111 67 60 114 51 66 29 4 109 11 - 2.4
100.0 29.7 66.8 3.4 100.0 50.2 33.7 20.4 18.2 34.7 15.5 20.1 8.8 1.2 33.1 3.3 -

その他 27 7 19 1 7 - 2 1 1 6 - 2 1 1 2 - - 2.3
100.0 25.9 70.4 3.7 100.0 - 28.6 14.3 14.3 85.7 - 28.6 14.3 14.3 28.6 - -

無回答 83 11 23 49 11 8 2 2 2 3 1 3 2 - 2 - - 2.3
100.0 13.3 27.7 59.0 100.0 72.7 18.2 18.2 18.2 27.3 9.1 27.3 18.2 - 18.2 - -

サービス業計 2,204 763 1,367 74 763 431 280 178 104 290 117 211 74 6 257 20 1 2.6
100.0 34.6 62.0 3.4 100.0 56.5 36.7 23.3 13.6 38.0 15.3 27.7 9.7 0.8 33.7 2.6 0.1

製 輸送用機械関連 247 67 174 6 67 32 24 13 12 26 12 9 4 2 17 1 2 2.3
造 100.0 27.1 70.4 2.4 100.0 47.8 35.8 19.4 17.9 38.8 17.9 13.4 6.0 3.0 25.4 1.5 3.0
業 化学関連 160 39 112 9 39 16 11 6 4 17 10 6 1 - 12 1 - 2.2
の 100.0 24.4 70.0 5.6 100.0 41.0 28.2 15.4 10.3 43.6 25.6 15.4 2.6 - 30.8 2.6 -
主 電機・電子関連 316 81 224 11 81 31 23 17 14 33 20 18 5 - 23 1 - 2.3
な 100.0 25.6 70.9 3.5 100.0 38.3 28.4 21.0 17.3 40.7 24.7 22.2 6.2 - 28.4 1.2 -
分 素材関連 81 18 61 2 18 9 4 6 2 7 2 7 - 1 9 2 - 2.7
野 100.0 22.2 75.3 2.5 100.0 50.0 22.2 33.3 11.1 38.9 11.1 38.9 - 5.6 50.0 11.1 -

その他機械関連 199 63 130 6 63 26 9 15 12 33 14 19 5 1 18 1 - 2.4
100.0 31.7 65.3 3.0 100.0 41.3 14.3 23.8 19.0 52.4 22.2 30.2 7.9 1.6 28.6 1.6 -

食料品関連 297 103 189 5 103 63 40 27 18 34 17 21 10 1 31 3 1 2.6
100.0 34.7 63.6 1.7 100.0 61.2 38.8 26.2 17.5 33.0 16.5 20.4 9.7 1.0 30.1 2.9 1.0

金属関連 315 76 228 11 76 40 19 15 9 21 12 19 1 1 24 2 - 2.1
100.0 24.1 72.4 3.5 100.0 52.6 25.0 19.7 11.8 27.6 15.8 25.0 1.3 1.3 31.6 2.6 -

その他製造 760 213 519 28 213 131 58 38 23 73 34 48 16 3 71 6 - 2.4
100.0 28.0 68.3 3.7 100.0 61.5 27.2 17.8 10.8 34.3 16.0 22.5 7.5 1.4 33.3 2.8 -

無回答 16 5 10 1 5 3 2 1 - 3 1 1 - - - - 1 2.8
100.0 31.3 62.5 6.3 100.0 60.0 40.0 20.0 - 60.0 20.0 20.0 - - - - 20.0

卸 総合卸 276 71 193 12 71 30 11 15 7 26 16 9 5 - 14 2 1 1.9
売 100.0 25.7 69.9 4.3 100.0 42.3 15.5 21.1 9.9 36.6 22.5 12.7 7.0 - 19.7 2.8 1.4
業 専門卸 533 173 339 21 173 66 36 17 20 80 32 35 11 2 46 9 1 2.1
、 100.0 32.5 63.6 3.9 100.0 38.2 20.8 9.8 11.6 46.2 18.5 20.2 6.4 1.2 26.6 5.2 0.6
小 その他卸売 286 73 202 11 73 34 18 10 8 25 11 13 4 1 21 5 1 2.1
売 100.0 25.5 70.6 3.8 100.0 46.6 24.7 13.7 11.0 34.2 15.1 17.8 5.5 1.4 28.8 6.8 1.4
業 総合小売 289 96 181 12 96 58 44 19 12 32 13 18 10 2 37 2 1 2.6
の 100.0 33.2 62.6 4.2 100.0 60.4 45.8 19.8 12.5 33.3 13.5 18.8 10.4 2.1 38.5 2.1 1.0
主 専門小売 259 98 150 11 98 45 36 24 15 48 18 26 13 2 26 3 1 2.6
な 100.0 37.8 57.9 4.2 100.0 45.9 36.7 24.5 15.3 49.0 18.4 26.5 13.3 2.0 26.5 3.1 1.0
分 その他小売 154 51 100 3 51 23 16 9 6 26 13 9 3 - 15 2 - 2.4
野 100.0 33.1 64.9 1.9 100.0 45.1 31.4 17.6 11.8 51.0 25.5 17.6 5.9 - 29.4 3.9 -

無回答 21 6 15 - 6 4 3 1 3 1 1 1 1 - 2 - - 2.8
100.0 28.6 71.4 - 100.0 66.7 50.0 16.7 50.0 16.7 16.7 16.7 16.7 - 33.3 - -

学 学術・研究機関 21 6 15 - 6 1 - - 2 1 3 1 - - 3 - - 1.8
術 100.0 28.6 71.4 - 100.0 16.7 - - 33.3 16.7 50.0 16.7 - - 50.0 - -
研 学校教育 148 50 96 2 50 11 13 2 8 16 14 10 4 - 6 5 2 1.9
究 100.0 33.8 64.9 1.4 100.0 22.0 26.0 4.0 16.0 32.0 28.0 20.0 8.0 - 12.0 10.0 4.0
等 その他教育・学習支援 36 12 24 - 12 4 3 1 2 3 1 1 1 - 2 1 - 1.6
の 100.0 33.3 66.7 - 100.0 33.3 25.0 8.3 16.7 25.0 8.3 8.3 8.3 - 16.7 8.3 -
主 専門・技術サービス 205 71 128 6 71 31 14 9 7 29 20 20 4 - 16 1 - 2.1
な 100.0 34.6 62.4 2.9 100.0 43.7 19.7 12.7 9.9 40.8 28.2 28.2 5.6 - 22.5 1.4 -
分 その他 11 1 10 - 1 1 - - - - - - - - - - - 1.0
野 100.0 9.1 90.9 - 100.0 100.0 - - - - - - - - - - -

無回答 35 12 21 2 12 5 1 1 1 6 1 6 1 - 4 - - 2.2
100.0 34.3 60.0 5.7 100.0 41.7 8.3 8.3 8.3 50.0 8.3 50.0 8.3 - 33.3 - -

大学が含まれている 54 13 41 - 13 1 3 1 1 4 7 2 1 - 1 1 - 1.7
100.0 24.1 75.9 - 100.0 7.7 23.1 7.7 7.7 30.8 53.8 15.4 7.7 - 7.7 7.7 -

大学は含まれていない 111 42 67 2 42 10 9 1 9 12 10 9 3 - 7 4 2 1.9
100.0 37.8 60.4 1.8 100.0 23.8 21.4 2.4 21.4 28.6 23.8 21.4 7.1 - 16.7 9.5 4.8

無回答 4 1 3 - 1 1 1 - - 1 - - - - 1 - - 4.0
100.0 25.0 75.0 - 100.0 100.0 100.0 - - 100.0 - - - - 100.0 - -

派 「労働者派遣会社」や 331 114 209 8 114 55 45 29 35 39 23 17 8 - 46 4 - 2.6
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 34.4 63.1 2.4 100.0 48.2 39.5 25.4 30.7 34.2 20.2 14.9 7.0 - 40.4 3.5 -
・ 「労働者派遣会社」や 758 208 520 30 208 108 64 36 24 72 26 46 21 4 63 7 - 2.3
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 27.4 68.6 4.0 100.0 51.9 30.8 17.3 11.5 34.6 12.5 22.1 10.1 1.9 30.3 3.4 -
負 無回答 17 7 10 - 7 2 2 2 1 3 2 3 - - - - - 2.1

100.0 41.2 58.8 - 100.0 28.6 28.6 28.6 14.3 42.9 28.6 42.9 - - - - -
事 １ヶ所のみ 3,472 1,004 2,322 146 1,004 605 269 178 93 289 131 207 84 12 316 27 5 2.2
業 100.0 28.9 66.9 4.2 100.0 60.3 26.8 17.7 9.3 28.8 13.0 20.6 8.4 1.2 31.5 2.7 0.5
所 ２ヶ所以上 6,063 2,077 3,784 202 2,077 1,074 658 426 321 881 381 505 160 22 619 69 14 2.5
数 100.0 34.3 62.4 3.3 100.0 51.7 31.7 20.5 15.5 42.4 18.3 24.3 7.7 1.1 29.8 3.3 0.7
別 無回答 104 13 37 54 13 8 1 3 2 2 1 4 1 - 2 - - 1.8

100.0 12.5 35.6 51.9 100.0 61.5 7.7 23.1 15.4 15.4 7.7 30.8 7.7 - 15.4 - -
雇 ４９人以下 3,505 1,072 2,264 169 1,072 646 272 178 76 319 150 228 89 13 329 30 5 2.2
用 100.0 30.6 64.6 4.8 100.0 60.3 25.4 16.6 7.1 29.8 14.0 21.3 8.3 1.2 30.7 2.8 0.5
者 ５０～９９人 2,590 760 1,742 88 760 416 204 145 97 269 129 179 57 3 216 28 4 2.3
数 100.0 29.3 67.3 3.4 100.0 54.7 26.8 19.1 12.8 35.4 17.0 23.6 7.5 0.4 28.4 3.7 0.5

１００～２９９人 2,245 744 1,438 63 744 365 251 162 136 328 132 167 58 10 220 24 3 2.5
100.0 33.1 64.1 2.8 100.0 49.1 33.7 21.8 18.3 44.1 17.7 22.4 7.8 1.3 29.6 3.2 0.4

３００～９９９人 700 264 417 19 264 120 108 55 49 118 51 70 21 3 90 7 4 2.7
100.0 37.7 59.6 2.7 100.0 45.5 40.9 20.8 18.6 44.7 19.3 26.5 8.0 1.1 34.1 2.7 1.5

１，０００人以上 354 181 167 6 181 97 71 53 47 104 43 57 16 5 63 4 1 3.1
100.0 51.1 47.2 1.7 100.0 53.6 39.2 29.3 26.0 57.5 23.8 31.5 8.8 2.8 34.8 2.2 0.6

無回答 245 73 115 57 73 43 22 14 11 34 8 15 4 - 19 3 2 2.4
100.0 29.8 46.9 23.3 100.0 58.9 30.1 19.2 15.1 46.6 11.0 20.5 5.5 - 26.0 4.1 2.7

中小企業（３００人未満）計 8,340 2,576 5,444 320 2,576 1,427 727 485 309 916 411 574 204 26 765 82 12 2.3
100.0 30.9 65.3 3.8 100.0 55.4 28.2 18.8 12.0 35.6 16.0 22.3 7.9 1.0 29.7 3.2 0.5

５０人以上計 5,889 1,949 3,764 176 1,949 998 634 415 329 819 355 473 152 21 589 63 12 2.5
100.0 33.1 63.9 3.0 100.0 51.2 32.5 21.3 16.9 42.0 18.2 24.3 7.8 1.1 30.2 3.2 0.6

労 過半数代表の労働組合がある 1,423 442 932 49 442 204 143 89 85 206 86 112 36 18 139 10 4 2.6
働 100.0 31.1 65.5 3.4 100.0 46.2 32.4 20.1 19.2 46.6 19.5 25.3 8.1 4.1 31.4 2.3 0.9
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 430 132 294 4 132 69 49 30 29 47 21 22 12 3 34 5 1 2.5
合 100.0 30.7 68.4 0.9 100.0 52.3 37.1 22.7 22.0 35.6 15.9 16.7 9.1 2.3 25.8 3.8 0.8
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 2,301 755 1,475 71 755 409 213 148 120 299 128 182 61 3 229 25 4 2.4
の 100.0 32.8 64.1 3.1 100.0 54.2 28.2 19.6 15.9 39.6 17.0 24.1 8.1 0.4 30.3 3.3 0.5
有 労働組合も労使協議機関もない 5,331 1,736 3,387 208 1,736 987 514 332 177 612 271 392 135 9 525 56 10 2.3
無 100.0 32.6 63.5 3.9 100.0 56.9 29.6 19.1 10.2 35.3 15.6 22.6 7.8 0.5 30.2 3.2 0.6

無回答 154 29 55 70 29 18 9 8 5 8 7 8 1 1 10 - - 2.6
100.0 18.8 35.7 45.5 100.0 62.1 31.0 27.6 17.2 27.6 24.1 27.6 3.4 3.4 34.5 - -

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 171 69 98 4 69 37 32 22 13 32 20 18 6 4 21 2 - 3.0
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 40.4 57.3 2.3 100.0 53.6 46.4 31.9 18.8 46.4 29.0 26.1 8.7 5.8 30.4 2.9 -
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 691 219 454 18 219 92 72 43 45 104 38 55 19 6 63 7 - 2.5
の 組合員になっていない 100.0 31.7 65.7 2.6 100.0 42.0 32.9 19.6 20.5 47.5 17.4 25.1 8.7 2.7 28.8 3.2 -
範 無回答 720 209 495 16 209 95 70 44 53 88 42 41 20 7 59 5 4 2.6
囲 100.0 29.0 68.8 2.2 100.0 45.5 33.5 21.1 25.4 42.1 20.1 19.6 9.6 3.3 28.2 2.4 1.9
認 【改正労働契約法】の 4,809 1,579 3,076 154 1,579 774 515 323 310 716 296 377 111 19 475 45 8 2.5
知 改正内容まで知っている 100.0 32.8 64.0 3.2 100.0 49.0 32.6 20.5 19.6 45.3 18.7 23.9 7.0 1.2 30.1 2.8 0.5
度 改正されたことは知っているが 3,557 1,121 2,279 157 1,121 661 309 219 88 363 168 258 103 8 338 41 7 2.3
別 内容はよく分からない 100.0 31.5 64.1 4.4 100.0 59.0 27.6 19.5 7.9 32.4 15.0 23.0 9.2 0.7 30.2 3.7 0.6

知らない・分からない 1,192 366 741 85 366 237 99 63 15 90 45 75 31 7 118 9 3 2.2
100.0 30.7 62.2 7.1 100.0 64.8 27.0 17.2 4.1 24.6 12.3 20.5 8.5 1.9 32.2 2.5 0.8

無回答 81 28 47 6 28 15 5 2 3 3 4 6 - - 6 1 1 1.7
100.0 34.6 58.0 7.4 100.0 53.6 17.9 7.1 10.7 10.7 14.3 21.4 - - 21.4 3.6 3.6

合計（復元） 9,343 2,933 6,002 408 2,933 1,716 816 553 273 971 426 677 264 31 930 85 14 2.3
100.0 31.4 64.2 4.4 100.0 58.5 27.8 18.9 9.3 33.1 14.5 23.1 9.0 1.1 31.7 2.9 0.5

※その他の自由記述として「社員の高齢化に対応するため（若手人材を確保したい）」「労働者から希望があれば対応したい」「もっと障がい者を活用したい」
「地元採用を拡大したいから」「社員の産休・育休、育児勤務に対応するため（育児による退職を防ぐため）」「離職率を低下させたいから」「企業の社会的責任
のため（時代の流れに対応するため）」等。

今、多様な正社員を導入（増員）する理由

問１８,｢多様な正社員｣区分を今後、新たに導入（既にある場合は増員）する予定はありますか（１つだけ○）。
付問①,新たな導入（増員）予定が「ある」場合、今、多様な正社員を導入（増員）する理由は何ですか（該当すべてに○）。
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合計 3,094 612 347 444 725 268 320 297 173 219 127 20 28 51 1,531 2.3 6,143 2,632 1,541 1,632 2,517 1,222 815 931 1,417 1,427 335 87 175 428 176 2.5
100.0 19.8 11.2 14.4 23.4 8.7 10.3 9.6 5.6 7.1 4.1 0.6 0.9 1.6 49.5 100.0 42.8 25.1 26.6 41.0 19.9 13.3 15.2 23.1 23.2 5.5 1.4 2.8 7.0 2.9

主 建設業 389 63 23 62 86 22 53 47 16 26 18 4 2 8 180 2.1 683 255 101 200 269 118 84 94 141 137 37 3 8 45 24 2.3
な 100.0 16.2 5.9 15.9 22.1 5.7 13.6 12.1 4.1 6.7 4.6 1.0 0.5 2.1 46.3 100.0 37.3 14.8 29.3 39.4 17.3 12.3 13.8 20.6 20.1 5.4 0.4 1.2 6.6 3.5
業 製造業 665 142 74 96 171 53 57 66 42 64 17 4 10 12 331 2.4 1,647 807 426 485 713 372 240 254 326 448 86 22 71 113 40 2.7
種 100.0 21.4 11.1 14.4 25.7 8.0 8.6 9.9 6.3 9.6 2.6 0.6 1.5 1.8 49.8 100.0 49.0 25.9 29.4 43.3 22.6 14.6 15.4 19.8 27.2 5.2 1.3 4.3 6.9 2.4

電気・ガス・熱供給・水道業 25 4 - 5 5 3 3 4 1 1 1 - - - 14 2.5 62 21 18 22 29 17 9 14 21 10 3 2 - 3 - 2.7
100.0 16.0 - 20.0 20.0 12.0 12.0 16.0 4.0 4.0 4.0 - - - 56.0 100.0 33.9 29.0 35.5 46.8 27.4 14.5 22.6 33.9 16.1 4.8 3.2 - 4.8 -

情報通信業 99 23 14 17 29 7 6 7 10 6 2 - - 2 53 2.7 215 101 65 58 91 37 17 20 45 53 6 2 4 19 5 2.5
100.0 23.2 14.1 17.2 29.3 7.1 6.1 7.1 10.1 6.1 2.0 - - 2.0 53.5 100.0 47.0 30.2 27.0 42.3 17.2 7.9 9.3 20.9 24.7 2.8 0.9 1.9 8.8 2.3

運輸業、郵便業 276 60 29 32 69 19 30 24 20 10 11 1 6 4 135 2.2 422 171 88 101 147 71 60 63 110 93 23 5 23 26 17 2.4
100.0 21.7 10.5 11.6 25.0 6.9 10.9 8.7 7.2 3.6 4.0 0.4 2.2 1.4 48.9 100.0 40.5 20.9 23.9 34.8 16.8 14.2 14.9 26.1 22.0 5.5 1.2 5.5 6.2 4.0

卸売業、小売業 568 98 80 89 126 44 44 43 29 38 20 2 6 11 291 2.3 1,180 501 346 304 497 250 158 158 262 294 74 26 33 72 31 2.6
100.0 17.3 14.1 15.7 22.2 7.7 7.7 7.6 5.1 6.7 3.5 0.4 1.1 1.9 51.2 100.0 42.5 29.3 25.8 42.1 21.2 13.4 13.4 22.2 24.9 6.3 2.2 2.8 6.1 2.6

金融業、保険業 34 9 6 6 8 4 - 4 2 4 2 - - - 17 2.6 74 31 29 18 35 15 6 1 21 14 2 1 4 4 1 2.5
100.0 26.5 17.6 17.6 23.5 11.8 - 11.8 5.9 11.8 5.9 - - - 50.0 100.0 41.9 39.2 24.3 47.3 20.3 8.1 1.4 28.4 18.9 2.7 1.4 5.4 5.4 1.4

不動産業、物品賃貸業 35 12 4 4 12 5 3 1 3 4 2 2 - - 15 2.6 115 44 32 30 48 17 10 24 39 25 5 1 2 8 1 2.5
100.0 34.3 11.4 11.4 34.3 14.3 8.6 2.9 8.6 11.4 5.7 5.7 - - 42.9 100.0 38.3 27.8 26.1 41.7 14.8 8.7 20.9 33.9 21.7 4.3 0.9 1.7 7.0 0.9

学術研究、専門・技術サービス業 88 19 10 17 23 8 9 10 6 6 3 - - 1 41 2.4 164 71 36 38 72 26 23 27 57 36 8 1 4 10 3 2.5
100.0 21.6 11.4 19.3 26.1 9.1 10.2 11.4 6.8 6.8 3.4 - - 1.1 46.6 100.0 43.3 22.0 23.2 43.9 15.9 14.0 16.5 34.8 22.0 4.9 0.6 2.4 6.1 1.8

宿泊業、飲食サービス業 239 38 24 30 45 27 27 15 7 19 9 2 1 2 129 2.2 280 117 83 68 104 66 59 53 51 66 33 7 2 20 15 2.8
100.0 15.9 10.0 12.6 18.8 11.3 11.3 6.3 2.9 7.9 3.8 0.8 0.4 0.8 54.0 100.0 41.8 29.6 24.3 37.1 23.6 21.1 18.9 18.2 23.6 11.8 2.5 0.7 7.1 5.4

生活関連サービス業、娯楽業 105 26 17 14 24 16 12 14 5 4 10 1 - 2 46 2.5 166 70 37 41 57 38 18 23 44 34 8 5 2 6 3 2.3
100.0 24.8 16.2 13.3 22.9 15.2 11.4 13.3 4.8 3.8 9.5 1.0 - 1.9 43.8 100.0 42.2 22.3 24.7 34.3 22.9 10.8 13.9 26.5 20.5 4.8 3.0 1.2 3.6 1.8

教育、学習支援業 64 9 7 5 12 7 9 8 1 2 2 - 1 4 33 2.2 130 55 38 28 42 23 19 18 40 21 2 1 2 10 4 2.4
100.0 14.1 10.9 7.8 18.8 10.9 14.1 12.5 1.6 3.1 3.1 - 1.6 6.3 51.6 100.0 42.3 29.2 21.5 32.3 17.7 14.6 13.8 30.8 16.2 1.5 0.8 1.5 7.7 3.1

医療、福祉 158 31 19 15 46 20 28 15 14 15 13 2 1 2 70 2.5 206 88 46 47 80 51 23 29 42 41 13 3 5 21 9 2.5
100.0 19.6 12.0 9.5 29.1 12.7 17.7 9.5 8.9 9.5 8.2 1.3 0.6 1.3 44.3 100.0 42.7 22.3 22.8 38.8 24.8 11.2 14.1 20.4 19.9 6.3 1.5 2.4 10.2 4.4

複合サービス業 2 - - - - - - - - - - - - - 2 - 18 9 9 8 10 4 3 8 9 3 - - - - - 3.5
100.0 - - - - - - - - - - - - - 100.0 100.0 50.0 50.0 44.4 55.6 22.2 16.7 44.4 50.0 16.7 - - - - -

その他サービス業 329 75 39 49 65 32 37 37 16 19 16 1 1 3 165 2.4 739 281 179 179 314 111 82 140 203 148 35 8 13 62 17 2.4
100.0 22.8 11.9 14.9 19.8 9.7 11.2 11.2 4.9 5.8 4.9 0.3 0.3 0.9 50.2 100.0 38.0 24.2 24.2 42.5 15.0 11.1 18.9 27.5 20.0 4.7 1.1 1.8 8.4 2.3

その他 7 2 1 1 1 1 1 1 - 1 1 1 - - 4 3.7 19 6 5 3 4 2 2 3 3 2 - - 2 2 2 2.0
100.0 28.6 14.3 14.3 14.3 14.3 14.3 14.3 - 14.3 14.3 14.3 - - 57.1 100.0 31.6 26.3 15.8 21.1 10.5 10.5 15.8 15.8 10.5 - - 10.5 10.5 10.5

無回答 11 1 - 2 3 - 1 1 1 - - - - - 5 1.5 23 4 3 2 5 4 2 2 3 2 - - - 7 4 1.8
100.0 9.1 - 18.2 27.3 - 9.1 9.1 9.1 - - - - - 45.5 100.0 17.4 13.0 8.7 21.7 17.4 8.7 8.7 13.0 8.7 - - - 30.4 17.4

サービス業計 763 158 90 110 157 83 85 76 34 48 38 4 2 8 383 2.4 1,367 548 344 334 557 245 185 251 364 287 84 21 21 98 38 2.5
100.0 20.7 11.8 14.4 20.6 10.9 11.1 10.0 4.5 6.3 5.0 0.5 0.3 1.0 50.2 100.0 40.1 25.2 24.4 40.7 17.9 13.5 18.4 26.6 21.0 6.1 1.5 1.5 7.2 2.8

製 輸送用機械関連 67 8 4 10 13 7 7 5 2 2 - - 1 4 39 2.3 174 92 39 50 86 43 25 23 35 40 14 2 14 9 4 2.8
造 100.0 11.9 6.0 14.9 19.4 10.4 10.4 7.5 3.0 3.0 - - 1.5 6.0 58.2 100.0 52.9 22.4 28.7 49.4 24.7 14.4 13.2 20.1 23.0 8.0 1.1 8.0 5.2 2.3
業 化学関連 39 10 4 5 13 - 3 3 7 4 1 - 1 - 19 2.6 112 54 43 29 53 21 9 13 29 33 6 1 4 7 4 2.8
の 100.0 25.6 10.3 12.8 33.3 - 7.7 7.7 17.9 10.3 2.6 - 2.6 - 48.7 100.0 48.2 38.4 25.9 47.3 18.8 8.0 11.6 25.9 29.5 5.4 0.9 3.6 6.3 3.6
主 電機・電子関連 81 22 12 11 25 7 7 14 6 11 3 2 3 2 34 2.7 224 109 66 62 103 39 40 39 40 61 11 3 12 20 5 2.8
な 100.0 27.2 14.8 13.6 30.9 8.6 8.6 17.3 7.4 13.6 3.7 2.5 3.7 2.5 42.0 100.0 48.7 29.5 27.7 46.0 17.4 17.9 17.4 17.9 27.2 4.9 1.3 5.4 8.9 2.2
分 素材関連 18 2 4 2 4 - 2 2 2 2 2 - 1 - 9 2.6 61 37 14 19 29 12 5 10 15 20 6 2 7 4 2 3.1
野 100.0 11.1 22.2 11.1 22.2 - 11.1 11.1 11.1 11.1 11.1 - 5.6 - 50.0 100.0 60.7 23.0 31.1 47.5 19.7 8.2 16.4 24.6 32.8 9.8 3.3 11.5 6.6 3.3

その他機械関連 63 18 7 13 23 2 2 5 1 6 2 - 1 - 32 2.6 130 69 27 40 52 29 9 9 22 27 5 1 6 13 6 2.5
100.0 28.6 11.1 20.6 36.5 3.2 3.2 7.9 1.6 9.5 3.2 - 1.6 - 50.8 100.0 53.1 20.8 30.8 40.0 22.3 6.9 6.9 16.9 20.8 3.8 0.8 4.6 10.0 4.6

食料品関連 103 24 15 11 25 13 7 8 6 13 4 - - 1 53 2.5 189 91 53 54 73 60 35 24 40 61 7 3 3 12 2 2.8
100.0 23.3 14.6 10.7 24.3 12.6 6.8 7.8 5.8 12.6 3.9 - - 1.0 51.5 100.0 48.1 28.0 28.6 38.6 31.7 18.5 12.7 21.2 32.3 3.7 1.6 1.6 6.3 1.1

金属関連 76 18 6 9 22 6 7 7 2 6 - - 1 3 35 2.1 228 105 55 71 102 58 42 44 47 76 9 2 12 18 4 2.9
100.0 23.7 7.9 11.8 28.9 7.9 9.2 9.2 2.6 7.9 - - 1.3 3.9 46.1 100.0 46.1 24.1 31.1 44.7 25.4 18.4 19.3 20.6 33.3 3.9 0.9 5.3 7.9 1.8

その他製造 213 40 22 35 46 18 22 22 16 19 5 2 2 2 106 2.3 519 247 129 154 211 109 74 91 97 129 27 8 13 29 12 2.6
100.0 18.8 10.3 16.4 21.6 8.5 10.3 10.3 7.5 8.9 2.3 0.9 0.9 0.9 49.8 100.0 47.6 24.9 29.7 40.7 21.0 14.3 17.5 18.7 24.9 5.2 1.5 2.5 5.6 2.3

無回答 5 - - - - - - - - 1 - - - - 4 1.0 10 3 - 6 4 1 1 1 1 1 1 - - 1 1 2.2
100.0 - - - - - - - - 20.0 - - - - 80.0 100.0 30.0 - 60.0 40.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 - - 10.0 10.0

卸 総合卸 71 11 9 9 13 4 4 4 4 1 - - - 3 39 1.9 193 88 54 46 65 42 28 19 32 49 10 6 5 15 10 2.5
売 100.0 15.5 12.7 12.7 18.3 5.6 5.6 5.6 5.6 1.4 - - - 4.2 54.9 100.0 45.6 28.0 23.8 33.7 21.8 14.5 9.8 16.6 25.4 5.2 3.1 2.6 7.8 5.2
業 専門卸 173 31 27 26 45 12 11 16 6 16 6 - 3 3 87 2.3 339 145 99 83 151 71 41 38 76 89 28 5 10 24 6 2.6
、 100.0 17.9 15.6 15.0 26.0 6.9 6.4 9.2 3.5 9.2 3.5 - 1.7 1.7 50.3 100.0 42.8 29.2 24.5 44.5 20.9 12.1 11.2 22.4 26.3 8.3 1.5 2.9 7.1 1.8
小 その他卸売 73 13 9 13 14 5 5 5 6 5 2 - 1 2 36 2.2 202 74 47 51 82 36 28 31 43 45 8 4 5 14 5 2.4
売 100.0 17.8 12.3 17.8 19.2 6.8 6.8 6.8 8.2 6.8 2.7 - 1.4 2.7 49.3 100.0 36.6 23.3 25.2 40.6 17.8 13.9 15.3 21.3 22.3 4.0 2.0 2.5 6.9 2.5
業 総合小売 96 19 17 12 23 9 10 6 6 5 6 - 1 - 43 2.2 181 79 64 60 79 41 28 31 43 45 8 3 10 7 3 2.8
の 100.0 19.8 17.7 12.5 24.0 9.4 10.4 6.3 6.3 5.2 6.3 - 1.0 - 44.8 100.0 43.6 35.4 33.1 43.6 22.7 15.5 17.1 23.8 24.9 4.4 1.7 5.5 3.9 1.7
主 専門小売 98 17 14 19 21 10 9 11 6 5 5 1 1 2 51 2.6 150 71 55 41 70 37 19 24 46 39 15 6 1 6 - 2.9
な 100.0 17.3 14.3 19.4 21.4 10.2 9.2 11.2 6.1 5.1 5.1 1.0 1.0 2.0 52.0 100.0 47.3 36.7 27.3 46.7 24.7 12.7 16.0 30.7 26.0 10.0 4.0 0.7 4.0 -
分 その他小売 51 5 3 8 10 4 4 1 1 4 1 1 - 1 33 2.4 100 37 22 17 42 20 14 12 21 23 4 2 1 5 6 2.3
野 100.0 9.8 5.9 15.7 19.6 7.8 7.8 2.0 2.0 7.8 2.0 2.0 - 2.0 64.7 100.0 37.0 22.0 17.0 42.0 20.0 14.0 12.0 21.0 23.0 4.0 2.0 1.0 5.0 6.0

無回答 6 2 1 2 - - 1 - - 2 - - - - 2 2.0 15 7 5 6 8 3 - 3 1 4 1 - 1 1 1 2.9
100.0 33.3 16.7 33.3 - - 16.7 - - 33.3 - - - - 33.3 100.0 46.7 33.3 40.0 53.3 20.0 - 20.0 6.7 26.7 6.7 - 6.7 6.7 6.7

学 学術・研究機関 6 1 - 1 1 1 2 1 - 1 - - - - 3 2.7 15 3 4 2 5 5 2 2 7 4 - - 2 - 1 2.6
術 100.0 16.7 - 16.7 16.7 16.7 33.3 16.7 - 16.7 - - - - 50.0 100.0 20.0 26.7 13.3 33.3 33.3 13.3 13.3 46.7 26.7 - - 13.3 - 6.7
研 学校教育 50 7 5 5 10 4 9 5 1 2 2 - 1 2 28 2.4 96 40 26 20 29 15 17 13 31 12 1 1 1 9 1 2.3
究 100.0 14.0 10.0 10.0 20.0 8.0 18.0 10.0 2.0 4.0 4.0 - 2.0 4.0 56.0 100.0 41.7 27.1 20.8 30.2 15.6 17.7 13.5 32.3 12.5 1.0 1.0 1.0 9.4 1.0
等 その他教育・学習支援 12 1 2 - 1 2 - 2 - - - - - 2 5 1.4 24 12 9 4 9 5 2 5 8 6 1 - - - 1 2.7
の 100.0 8.3 16.7 - 8.3 16.7 - 16.7 - - - - - 16.7 41.7 100.0 50.0 37.5 16.7 37.5 20.8 8.3 20.8 33.3 25.0 4.2 - - - 4.2
主 専門・技術サービス 71 17 9 15 19 7 6 8 4 4 2 - - 1 32 2.4 128 61 27 32 60 21 18 22 41 27 7 1 2 10 3 2.6
な 100.0 23.9 12.7 21.1 26.8 9.9 8.5 11.3 5.6 5.6 2.8 - - 1.4 45.1 100.0 47.7 21.1 25.0 46.9 16.4 14.1 17.2 32.0 21.1 5.5 0.8 1.6 7.8 2.3
分 その他 1 - - - 1 - - - 1 - - - - - - 2.0 10 4 2 2 3 1 - - 1 3 - - 1 1 - 1.8
野 100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 - - - - - - 100.0 40.0 20.0 20.0 30.0 10.0 - - 10.0 30.0 - - 10.0 10.0 -

無回答 12 2 1 1 3 1 1 2 1 1 1 - - - 6 2.3 21 6 6 6 8 2 3 3 9 5 1 - - - 1 2.5
100.0 16.7 8.3 8.3 25.0 8.3 8.3 16.7 8.3 8.3 8.3 - - - 50.0 100.0 28.6 28.6 28.6 38.1 9.5 14.3 14.3 42.9 23.8 4.8 - - - 4.8

大学が含まれている 13 - 4 - 5 - 4 2 1 1 - - 1 1 4 2.1 41 17 18 13 15 9 10 8 12 5 - - 1 3 1 2.8
100.0 - 30.8 - 38.5 - 30.8 15.4 7.7 7.7 - - 7.7 7.7 30.8 100.0 41.5 43.9 31.7 36.6 22.0 24.4 19.5 29.3 12.2 - - 2.4 7.3 2.4

大学は含まれていない 42 8 1 6 6 5 7 4 - 2 2 - - 1 26 2.6 67 26 11 9 18 11 9 7 25 11 1 1 2 5 1 2.1
100.0 19.0 2.4 14.3 14.3 11.9 16.7 9.5 - 4.8 4.8 - - 2.4 61.9 100.0 38.8 16.4 13.4 26.9 16.4 13.4 10.4 37.3 16.4 1.5 1.5 3.0 7.5 1.5

無回答 1 - - - - - - - - - - - - - 1 - 3 - 1 - 1 - - - 1 - - - - 1 - 1.3
100.0 - - - - - - - - - - - - - 100.0 100.0 - 33.3 - 33.3 - - - 33.3 - - - - 33.3 -

派 「労働者派遣会社」や 114 31 14 19 25 15 14 20 7 10 2 - - - 54 2.6 209 95 54 54 91 35 22 43 62 37 11 2 5 11 4 2.5
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 27.2 12.3 16.7 21.9 13.2 12.3 17.5 6.1 8.8 1.8 - - - 47.4 100.0 45.5 25.8 25.8 43.5 16.7 10.5 20.6 29.7 17.7 5.3 1.0 2.4 5.3 1.9
・ 「労働者派遣会社」や 208 44 23 30 39 17 23 17 8 9 14 1 1 3 107 2.3 520 182 123 121 220 74 59 94 137 109 24 6 8 50 12 2.4
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 21.2 11.1 14.4 18.8 8.2 11.1 8.2 3.8 4.3 6.7 0.5 0.5 1.4 51.4 100.0 35.0 23.7 23.3 42.3 14.2 11.3 18.1 26.3 21.0 4.6 1.2 1.5 9.6 2.3
負 無回答 7 - 2 - 1 - - - 1 - - - - - 4 1.3 10 4 2 4 3 2 1 3 4 2 - - - 1 1 2.9

100.0 - 28.6 - 14.3 - - - 14.3 - - - - - 57.1 100.0 40.0 20.0 40.0 30.0 20.0 10.0 30.0 40.0 20.0 - - - 10.0 10.0
事 １ヶ所のみ 1,004 190 49 146 196 63 124 96 40 70 32 5 6 18 509 2.1 2,322 891 336 607 846 399 341 316 512 488 114 26 55 196 78 2.3
業 100.0 18.9 4.9 14.5 19.5 6.3 12.4 9.6 4.0 7.0 3.2 0.5 0.6 1.8 50.7 100.0 38.4 14.5 26.1 36.4 17.2 14.7 13.6 22.0 21.0 4.9 1.1 2.4 8.4 3.4
所 ２ヶ所以上 2,077 421 298 297 527 205 194 200 133 149 95 15 22 33 1,015 2.4 3,784 1,727 1,201 1,016 1,661 815 469 612 900 932 220 61 120 224 94 2.7
数 100.0 20.3 14.3 14.3 25.4 9.9 9.3 9.6 6.4 7.2 4.6 0.7 1.1 1.6 48.9 100.0 45.6 31.7 26.8 43.9 21.5 12.4 16.2 23.8 24.6 5.8 1.6 3.2 5.9 2.5
別 無回答 13 1 - 1 2 - 2 1 - - - - - - 7 1.2 37 14 4 9 10 8 5 3 5 7 1 - - 8 4 2.2

100.0 7.7 - 7.7 15.4 - 15.4 7.7 - - - - - - 53.8 100.0 37.8 10.8 24.3 27.0 21.6 13.5 8.1 13.5 18.9 2.7 - - 21.6 10.8
雇 ４９人以下 1,072 167 42 158 211 67 138 95 47 67 33 5 2 30 529 2.0 2,264 774 254 565 727 357 354 365 511 444 113 30 22 193 81 2.2
用 100.0 15.6 3.9 14.7 19.7 6.3 12.9 8.9 4.4 6.3 3.1 0.5 0.2 2.8 49.3 100.0 34.2 11.2 25.0 32.1 15.8 15.6 16.1 22.6 19.6 5.0 1.3 1.0 8.5 3.6
者 ５０～９９人 760 161 80 102 183 66 77 71 39 54 33 5 6 14 389 2.4 1,742 789 480 480 773 372 201 233 410 432 96 20 53 108 54 2.6
数 100.0 21.2 10.5 13.4 24.1 8.7 10.1 9.3 5.1 7.1 4.3 0.7 0.8 1.8 51.2 100.0 45.3 27.6 27.6 44.4 21.4 11.5 13.4 23.5 24.8 5.5 1.1 3.0 6.2 3.1

１００～２９９人 744 156 121 118 194 78 63 74 43 57 33 5 10 4 362 2.5 1,438 725 539 393 690 316 177 219 354 387 83 23 68 75 27 2.9
100.0 21.0 16.3 15.9 26.1 10.5 8.5 9.9 5.8 7.7 4.4 0.7 1.3 0.5 48.7 100.0 50.4 37.5 27.3 48.0 22.0 12.3 15.2 24.6 26.9 5.8 1.6 4.7 5.2 1.9

３００～９９９人 264 65 51 39 67 31 19 29 27 22 17 2 6 - 125 2.7 417 229 177 119 213 111 47 64 104 104 24 8 19 19 5 3.0
100.0 24.6 19.3 14.8 25.4 11.7 7.2 11.0 10.2 8.3 6.4 0.8 2.3 - 47.3 100.0 54.9 42.4 28.5 51.1 26.6 11.3 15.3 24.9 24.9 5.8 1.9 4.6 4.6 1.2

１，０００人以上 181 53 48 20 53 22 19 19 15 16 10 3 4 3 82 2.9 167 78 66 39 72 47 19 29 23 35 12 3 8 17 5 2.8
100.0 29.3 26.5 11.0 29.3 12.2 10.5 10.5 8.3 8.8 5.5 1.7 2.2 1.7 45.3 100.0 46.7 39.5 23.4 43.1 28.1 11.4 17.4 13.8 21.0 7.2 1.8 4.8 10.2 3.0

無回答 73 10 5 7 17 4 4 9 2 3 1 - - - 44 2.1 115 37 25 36 42 19 17 21 15 25 7 3 5 16 4 2.4
100.0 13.7 6.8 9.6 23.3 5.5 5.5 12.3 2.7 4.1 1.4 - - - 60.3 100.0 32.2 21.7 31.3 36.5 16.5 14.8 18.3 13.0 21.7 6.1 2.6 4.3 13.9 3.5

中小企業（３００人未満）計 2,576 484 243 378 588 211 278 240 129 178 99 15 18 48 1,280 2.2 5,444 2,288 1,273 1,438 2,190 1,045 732 817 1,275 1,263 292 73 143 376 162 2.5
100.0 18.8 9.4 14.7 22.8 8.2 10.8 9.3 5.0 6.9 3.8 0.6 0.7 1.9 49.7 100.0 42.0 23.4 26.4 40.2 19.2 13.4 15.0 23.4 23.2 5.4 1.3 2.6 6.9 3.0

５０人以上計 1,949 435 300 279 497 197 178 193 124 149 93 15 26 21 958 2.5 3,764 1,821 1,262 1,031 1,748 846 444 545 891 958 215 54 148 219 91 2.8
100.0 22.3 15.4 14.3 25.5 10.1 9.1 9.9 6.4 7.6 4.8 0.8 1.3 1.1 49.2 100.0 48.4 33.5 27.4 46.4 22.5 11.8 14.5 23.7 25.5 5.7 1.4 3.9 5.8 2.4

労 過半数代表の労働組合がある 442 90 76 55 120 39 36 41 30 31 15 5 21 3 230 2.7 932 466 351 269 434 199 102 131 208 243 54 18 119 57 18 2.9
働 100.0 20.4 17.2 12.4 27.1 8.8 8.1 9.3 6.8 7.0 3.4 1.1 4.8 0.7 52.0 100.0 50.0 37.7 28.9 46.6 21.4 10.9 14.1 22.3 26.1 5.8 1.9 12.8 6.1 1.9
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 132 37 15 12 31 15 14 16 7 3 10 2 2 1 66 2.5 294 144 113 77 142 73 37 53 61 70 13 7 23 17 1 2.8
合 100.0 28.0 11.4 9.1 23.5 11.4 10.6 12.1 5.3 2.3 7.6 1.5 1.5 0.8 50.0 100.0 49.0 38.4 26.2 48.3 24.8 12.6 18.0 20.7 23.8 4.4 2.4 7.8 5.8 0.3
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 755 150 88 122 181 55 58 65 39 61 31 5 5 8 385 2.3 1,475 626 407 439 637 318 199 237 380 377 89 24 23 94 35 2.7
の 100.0 19.9 11.7 16.2 24.0 7.3 7.7 8.6 5.2 8.1 4.1 0.7 0.7 1.1 51.0 100.0 42.4 27.6 29.8 43.2 21.6 13.5 16.1 25.8 25.6 6.0 1.6 1.6 6.4 2.4
有 労働組合も労使協議機関もない 1,736 334 167 253 390 156 210 172 97 121 70 8 - 38 832 2.2 3,387 1,380 661 838 1,293 622 475 503 757 729 178 37 8 248 117 2.4
無 100.0 19.2 9.6 14.6 22.5 9.0 12.1 9.9 5.6 7.0 4.0 0.5 - 2.2 47.9 100.0 40.7 19.5 24.7 38.2 18.4 14.0 14.9 22.4 21.5 5.3 1.1 0.2 7.3 3.5

無回答 29 1 1 2 3 3 2 3 - 3 1 - - 1 18 1.8 55 16 9 9 11 10 2 7 11 8 1 1 2 12 5 2.0
100.0 3.4 3.4 6.9 10.3 10.3 6.9 10.3 - 10.3 3.4 - - 3.4 62.1 100.0 29.1 16.4 16.4 20.0 18.2 3.6 12.7 20.0 14.5 1.8 1.8 3.6 21.8 9.1

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 69 14 17 4 23 9 6 9 7 5 5 2 3 1 31 2.8 98 47 45 27 42 18 10 16 18 19 4 1 5 6 2 2.7
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 20.3 24.6 5.8 33.3 13.0 8.7 13.0 10.1 7.2 7.2 2.9 4.3 1.4 44.9 100.0 48.0 45.9 27.6 42.9 18.4 10.2 16.3 18.4 19.4 4.1 1.0 5.1 6.1 2.0
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 219 50 35 31 62 14 12 23 16 14 6 1 11 1 112 2.6 454 248 187 115 223 117 56 80 110 123 26 12 45 25 5 3.0
の 組合員になっていない 100.0 22.8 16.0 14.2 28.3 6.4 5.5 10.5 7.3 6.4 2.7 0.5 5.0 0.5 51.1 100.0 54.6 41.2 25.3 49.1 25.8 12.3 17.6 24.2 27.1 5.7 2.6 9.9 5.5 1.1
範 無回答 209 44 33 21 46 26 27 21 12 11 11 3 8 1 115 2.8 495 245 186 151 238 113 60 67 99 126 24 9 70 23 10 2.9
囲 100.0 21.1 15.8 10.0 22.0 12.4 12.9 10.0 5.7 5.3 5.3 1.4 3.8 0.5 55.0 100.0 49.5 37.6 30.5 48.1 22.8 12.1 13.5 20.0 25.5 4.8 1.8 14.1 4.6 2.0
認 【改正労働契約法】の 1,579 367 247 226 421 151 158 169 110 117 73 13 20 18 752 2.5 3,076 1,447 1,022 803 1,386 697 331 466 769 741 171 43 110 197 71 2.7
知 改正内容まで知っている 100.0 23.2 15.6 14.3 26.7 9.6 10.0 10.7 7.0 7.4 4.6 0.8 1.3 1.1 47.6 100.0 47.0 33.2 26.1 45.1 22.7 10.8 15.1 25.0 24.1 5.6 1.4 3.6 6.4 2.3
度 改正されたことは知っているが 1,121 196 91 171 243 97 114 95 52 74 38 6 8 19 566 2.2 2,279 928 449 632 911 393 360 361 514 533 129 35 53 159 53 2.5
別 内容はよく分からない 100.0 17.5 8.1 15.3 21.7 8.7 10.2 8.5 4.6 6.6 3.4 0.5 0.7 1.7 50.5 100.0 40.7 19.7 27.7 40.0 17.2 15.8 15.8 22.6 23.4 5.7 1.5 2.3 7.0 2.3

知らない・分からない 366 46 9 45 58 19 47 30 10 28 15 1 - 12 196 1.9 741 235 68 187 208 123 116 100 127 144 32 8 11 69 46 2.1
100.0 12.6 2.5 12.3 15.8 5.2 12.8 8.2 2.7 7.7 4.1 0.3 - 3.3 53.6 100.0 31.7 9.2 25.2 28.1 16.6 15.7 13.5 17.1 19.4 4.3 1.1 1.5 9.3 6.2

無回答 28 3 - 2 3 1 1 3 1 - 1 - - 2 17 1.5 47 22 2 10 12 9 8 4 7 9 3 1 1 3 6 2.2
100.0 10.7 - 7.1 10.7 3.6 3.6 10.7 3.6 - 3.6 - - 7.1 60.7 100.0 46.8 4.3 21.3 25.5 19.1 17.0 8.5 14.9 19.1 6.4 2.1 2.1 6.4 12.8

合計（復元） 2,933 495 187 428 607 222 354 256 136 191 102 17 12 71 1,460 2.1 6,002 2,234 956 1,495 2,067 1,054 896 923 1,354 1,283 330 90 96 479 208 2.3
100.0 16.9 6.4 14.6 20.7 7.6 12.1 8.7 4.6 6.5 3.5 0.6 0.4 2.4 49.8 100.0 37.2 15.9 24.9 34.4 17.6 14.9 15.4 22.6 21.4 5.5 1.5 1.6 8.0 3.5

問１８付問②,新たな導入（増員）予定が「ある」場合、多様な正社員を新設（増員）する上での課題は何ですか（該当すべてに○）。
問１８付問②,新たな導入（増員）予定が「ない」場合、多様な正社員区分の導入（増員）が難しい理由は何ですか（該当すべてに○）。

※その他の自由記述として、「今のところ、必要性を感じない（今後の人手不足の状況等によっては検討する）」「現状で問題がない」「そもそも正社員の人数が限られているから」「業務に柔軟に対応出来なくなる（統制が取れなくなる）」
「多能工化が図れない」「親会社の人事制度に準拠しており、子会社だけでは勝手に決められない」「通常の正社員から不満が出る恐れがあるため（不公平であると理解が得られない、職場で軋轢を生じ一体感が削がれる等）」「もともと
小規模な企業で、社員ニーズに応じ柔軟に対応しているから」「多様な働き方は有期雇用で、正社員にすることを考えたことがない」等。
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無回答 平均
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合計 3,094 612 347 444 725 268 320 297 173 219 127 20 28 51 1,531 2.3 6,143 2,632 1,541 1,632 2,517 1,222 815 931 1,417 1,427 335 87 175 428 176 2.5
100.0 19.8 11.2 14.4 23.4 8.7 10.3 9.6 5.6 7.1 4.1 0.6 0.9 1.6 49.5 100.0 42.8 25.1 26.6 41.0 19.9 13.3 15.2 23.1 23.2 5.5 1.4 2.8 7.0 2.9

主 建設業 389 63 23 62 86 22 53 47 16 26 18 4 2 8 180 2.1 683 255 101 200 269 118 84 94 141 137 37 3 8 45 24 2.3
な 100.0 16.2 5.9 15.9 22.1 5.7 13.6 12.1 4.1 6.7 4.6 1.0 0.5 2.1 46.3 100.0 37.3 14.8 29.3 39.4 17.3 12.3 13.8 20.6 20.1 5.4 0.4 1.2 6.6 3.5
業 製造業 665 142 74 96 171 53 57 66 42 64 17 4 10 12 331 2.4 1,647 807 426 485 713 372 240 254 326 448 86 22 71 113 40 2.7
種 100.0 21.4 11.1 14.4 25.7 8.0 8.6 9.9 6.3 9.6 2.6 0.6 1.5 1.8 49.8 100.0 49.0 25.9 29.4 43.3 22.6 14.6 15.4 19.8 27.2 5.2 1.3 4.3 6.9 2.4

電気・ガス・熱供給・水道業 25 4 - 5 5 3 3 4 1 1 1 - - - 14 2.5 62 21 18 22 29 17 9 14 21 10 3 2 - 3 - 2.7
100.0 16.0 - 20.0 20.0 12.0 12.0 16.0 4.0 4.0 4.0 - - - 56.0 100.0 33.9 29.0 35.5 46.8 27.4 14.5 22.6 33.9 16.1 4.8 3.2 - 4.8 -

情報通信業 99 23 14 17 29 7 6 7 10 6 2 - - 2 53 2.7 215 101 65 58 91 37 17 20 45 53 6 2 4 19 5 2.5
100.0 23.2 14.1 17.2 29.3 7.1 6.1 7.1 10.1 6.1 2.0 - - 2.0 53.5 100.0 47.0 30.2 27.0 42.3 17.2 7.9 9.3 20.9 24.7 2.8 0.9 1.9 8.8 2.3

運輸業、郵便業 276 60 29 32 69 19 30 24 20 10 11 1 6 4 135 2.2 422 171 88 101 147 71 60 63 110 93 23 5 23 26 17 2.4
100.0 21.7 10.5 11.6 25.0 6.9 10.9 8.7 7.2 3.6 4.0 0.4 2.2 1.4 48.9 100.0 40.5 20.9 23.9 34.8 16.8 14.2 14.9 26.1 22.0 5.5 1.2 5.5 6.2 4.0

卸売業、小売業 568 98 80 89 126 44 44 43 29 38 20 2 6 11 291 2.3 1,180 501 346 304 497 250 158 158 262 294 74 26 33 72 31 2.6
100.0 17.3 14.1 15.7 22.2 7.7 7.7 7.6 5.1 6.7 3.5 0.4 1.1 1.9 51.2 100.0 42.5 29.3 25.8 42.1 21.2 13.4 13.4 22.2 24.9 6.3 2.2 2.8 6.1 2.6

金融業、保険業 34 9 6 6 8 4 - 4 2 4 2 - - - 17 2.6 74 31 29 18 35 15 6 1 21 14 2 1 4 4 1 2.5
100.0 26.5 17.6 17.6 23.5 11.8 - 11.8 5.9 11.8 5.9 - - - 50.0 100.0 41.9 39.2 24.3 47.3 20.3 8.1 1.4 28.4 18.9 2.7 1.4 5.4 5.4 1.4

不動産業、物品賃貸業 35 12 4 4 12 5 3 1 3 4 2 2 - - 15 2.6 115 44 32 30 48 17 10 24 39 25 5 1 2 8 1 2.5
100.0 34.3 11.4 11.4 34.3 14.3 8.6 2.9 8.6 11.4 5.7 5.7 - - 42.9 100.0 38.3 27.8 26.1 41.7 14.8 8.7 20.9 33.9 21.7 4.3 0.9 1.7 7.0 0.9

学術研究、専門・技術サービス業 88 19 10 17 23 8 9 10 6 6 3 - - 1 41 2.4 164 71 36 38 72 26 23 27 57 36 8 1 4 10 3 2.5
100.0 21.6 11.4 19.3 26.1 9.1 10.2 11.4 6.8 6.8 3.4 - - 1.1 46.6 100.0 43.3 22.0 23.2 43.9 15.9 14.0 16.5 34.8 22.0 4.9 0.6 2.4 6.1 1.8

宿泊業、飲食サービス業 239 38 24 30 45 27 27 15 7 19 9 2 1 2 129 2.2 280 117 83 68 104 66 59 53 51 66 33 7 2 20 15 2.8
100.0 15.9 10.0 12.6 18.8 11.3 11.3 6.3 2.9 7.9 3.8 0.8 0.4 0.8 54.0 100.0 41.8 29.6 24.3 37.1 23.6 21.1 18.9 18.2 23.6 11.8 2.5 0.7 7.1 5.4

生活関連サービス業、娯楽業 105 26 17 14 24 16 12 14 5 4 10 1 - 2 46 2.5 166 70 37 41 57 38 18 23 44 34 8 5 2 6 3 2.3
100.0 24.8 16.2 13.3 22.9 15.2 11.4 13.3 4.8 3.8 9.5 1.0 - 1.9 43.8 100.0 42.2 22.3 24.7 34.3 22.9 10.8 13.9 26.5 20.5 4.8 3.0 1.2 3.6 1.8

教育、学習支援業 64 9 7 5 12 7 9 8 1 2 2 - 1 4 33 2.2 130 55 38 28 42 23 19 18 40 21 2 1 2 10 4 2.4
100.0 14.1 10.9 7.8 18.8 10.9 14.1 12.5 1.6 3.1 3.1 - 1.6 6.3 51.6 100.0 42.3 29.2 21.5 32.3 17.7 14.6 13.8 30.8 16.2 1.5 0.8 1.5 7.7 3.1

医療、福祉 158 31 19 15 46 20 28 15 14 15 13 2 1 2 70 2.5 206 88 46 47 80 51 23 29 42 41 13 3 5 21 9 2.5
100.0 19.6 12.0 9.5 29.1 12.7 17.7 9.5 8.9 9.5 8.2 1.3 0.6 1.3 44.3 100.0 42.7 22.3 22.8 38.8 24.8 11.2 14.1 20.4 19.9 6.3 1.5 2.4 10.2 4.4

複合サービス業 2 - - - - - - - - - - - - - 2 - 18 9 9 8 10 4 3 8 9 3 - - - - - 3.5
100.0 - - - - - - - - - - - - - 100.0 100.0 50.0 50.0 44.4 55.6 22.2 16.7 44.4 50.0 16.7 - - - - -

その他サービス業 329 75 39 49 65 32 37 37 16 19 16 1 1 3 165 2.4 739 281 179 179 314 111 82 140 203 148 35 8 13 62 17 2.4
100.0 22.8 11.9 14.9 19.8 9.7 11.2 11.2 4.9 5.8 4.9 0.3 0.3 0.9 50.2 100.0 38.0 24.2 24.2 42.5 15.0 11.1 18.9 27.5 20.0 4.7 1.1 1.8 8.4 2.3

その他 7 2 1 1 1 1 1 1 - 1 1 1 - - 4 3.7 19 6 5 3 4 2 2 3 3 2 - - 2 2 2 2.0
100.0 28.6 14.3 14.3 14.3 14.3 14.3 14.3 - 14.3 14.3 14.3 - - 57.1 100.0 31.6 26.3 15.8 21.1 10.5 10.5 15.8 15.8 10.5 - - 10.5 10.5 10.5

無回答 11 1 - 2 3 - 1 1 1 - - - - - 5 1.5 23 4 3 2 5 4 2 2 3 2 - - - 7 4 1.8
100.0 9.1 - 18.2 27.3 - 9.1 9.1 9.1 - - - - - 45.5 100.0 17.4 13.0 8.7 21.7 17.4 8.7 8.7 13.0 8.7 - - - 30.4 17.4

サービス業計 763 158 90 110 157 83 85 76 34 48 38 4 2 8 383 2.4 1,367 548 344 334 557 245 185 251 364 287 84 21 21 98 38 2.5
100.0 20.7 11.8 14.4 20.6 10.9 11.1 10.0 4.5 6.3 5.0 0.5 0.3 1.0 50.2 100.0 40.1 25.2 24.4 40.7 17.9 13.5 18.4 26.6 21.0 6.1 1.5 1.5 7.2 2.8

製 輸送用機械関連 67 8 4 10 13 7 7 5 2 2 - - 1 4 39 2.3 174 92 39 50 86 43 25 23 35 40 14 2 14 9 4 2.8
造 100.0 11.9 6.0 14.9 19.4 10.4 10.4 7.5 3.0 3.0 - - 1.5 6.0 58.2 100.0 52.9 22.4 28.7 49.4 24.7 14.4 13.2 20.1 23.0 8.0 1.1 8.0 5.2 2.3
業 化学関連 39 10 4 5 13 - 3 3 7 4 1 - 1 - 19 2.6 112 54 43 29 53 21 9 13 29 33 6 1 4 7 4 2.8
の 100.0 25.6 10.3 12.8 33.3 - 7.7 7.7 17.9 10.3 2.6 - 2.6 - 48.7 100.0 48.2 38.4 25.9 47.3 18.8 8.0 11.6 25.9 29.5 5.4 0.9 3.6 6.3 3.6
主 電機・電子関連 81 22 12 11 25 7 7 14 6 11 3 2 3 2 34 2.7 224 109 66 62 103 39 40 39 40 61 11 3 12 20 5 2.8
な 100.0 27.2 14.8 13.6 30.9 8.6 8.6 17.3 7.4 13.6 3.7 2.5 3.7 2.5 42.0 100.0 48.7 29.5 27.7 46.0 17.4 17.9 17.4 17.9 27.2 4.9 1.3 5.4 8.9 2.2
分 素材関連 18 2 4 2 4 - 2 2 2 2 2 - 1 - 9 2.6 61 37 14 19 29 12 5 10 15 20 6 2 7 4 2 3.1
野 100.0 11.1 22.2 11.1 22.2 - 11.1 11.1 11.1 11.1 11.1 - 5.6 - 50.0 100.0 60.7 23.0 31.1 47.5 19.7 8.2 16.4 24.6 32.8 9.8 3.3 11.5 6.6 3.3

その他機械関連 63 18 7 13 23 2 2 5 1 6 2 - 1 - 32 2.6 130 69 27 40 52 29 9 9 22 27 5 1 6 13 6 2.5
100.0 28.6 11.1 20.6 36.5 3.2 3.2 7.9 1.6 9.5 3.2 - 1.6 - 50.8 100.0 53.1 20.8 30.8 40.0 22.3 6.9 6.9 16.9 20.8 3.8 0.8 4.6 10.0 4.6

食料品関連 103 24 15 11 25 13 7 8 6 13 4 - - 1 53 2.5 189 91 53 54 73 60 35 24 40 61 7 3 3 12 2 2.8
100.0 23.3 14.6 10.7 24.3 12.6 6.8 7.8 5.8 12.6 3.9 - - 1.0 51.5 100.0 48.1 28.0 28.6 38.6 31.7 18.5 12.7 21.2 32.3 3.7 1.6 1.6 6.3 1.1

金属関連 76 18 6 9 22 6 7 7 2 6 - - 1 3 35 2.1 228 105 55 71 102 58 42 44 47 76 9 2 12 18 4 2.9
100.0 23.7 7.9 11.8 28.9 7.9 9.2 9.2 2.6 7.9 - - 1.3 3.9 46.1 100.0 46.1 24.1 31.1 44.7 25.4 18.4 19.3 20.6 33.3 3.9 0.9 5.3 7.9 1.8

その他製造 213 40 22 35 46 18 22 22 16 19 5 2 2 2 106 2.3 519 247 129 154 211 109 74 91 97 129 27 8 13 29 12 2.6
100.0 18.8 10.3 16.4 21.6 8.5 10.3 10.3 7.5 8.9 2.3 0.9 0.9 0.9 49.8 100.0 47.6 24.9 29.7 40.7 21.0 14.3 17.5 18.7 24.9 5.2 1.5 2.5 5.6 2.3

無回答 5 - - - - - - - - 1 - - - - 4 1.0 10 3 - 6 4 1 1 1 1 1 1 - - 1 1 2.2
100.0 - - - - - - - - 20.0 - - - - 80.0 100.0 30.0 - 60.0 40.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 - - 10.0 10.0

卸 総合卸 71 11 9 9 13 4 4 4 4 1 - - - 3 39 1.9 193 88 54 46 65 42 28 19 32 49 10 6 5 15 10 2.5
売 100.0 15.5 12.7 12.7 18.3 5.6 5.6 5.6 5.6 1.4 - - - 4.2 54.9 100.0 45.6 28.0 23.8 33.7 21.8 14.5 9.8 16.6 25.4 5.2 3.1 2.6 7.8 5.2
業 専門卸 173 31 27 26 45 12 11 16 6 16 6 - 3 3 87 2.3 339 145 99 83 151 71 41 38 76 89 28 5 10 24 6 2.6
、 100.0 17.9 15.6 15.0 26.0 6.9 6.4 9.2 3.5 9.2 3.5 - 1.7 1.7 50.3 100.0 42.8 29.2 24.5 44.5 20.9 12.1 11.2 22.4 26.3 8.3 1.5 2.9 7.1 1.8
小 その他卸売 73 13 9 13 14 5 5 5 6 5 2 - 1 2 36 2.2 202 74 47 51 82 36 28 31 43 45 8 4 5 14 5 2.4
売 100.0 17.8 12.3 17.8 19.2 6.8 6.8 6.8 8.2 6.8 2.7 - 1.4 2.7 49.3 100.0 36.6 23.3 25.2 40.6 17.8 13.9 15.3 21.3 22.3 4.0 2.0 2.5 6.9 2.5
業 総合小売 96 19 17 12 23 9 10 6 6 5 6 - 1 - 43 2.2 181 79 64 60 79 41 28 31 43 45 8 3 10 7 3 2.8
の 100.0 19.8 17.7 12.5 24.0 9.4 10.4 6.3 6.3 5.2 6.3 - 1.0 - 44.8 100.0 43.6 35.4 33.1 43.6 22.7 15.5 17.1 23.8 24.9 4.4 1.7 5.5 3.9 1.7
主 専門小売 98 17 14 19 21 10 9 11 6 5 5 1 1 2 51 2.6 150 71 55 41 70 37 19 24 46 39 15 6 1 6 - 2.9
な 100.0 17.3 14.3 19.4 21.4 10.2 9.2 11.2 6.1 5.1 5.1 1.0 1.0 2.0 52.0 100.0 47.3 36.7 27.3 46.7 24.7 12.7 16.0 30.7 26.0 10.0 4.0 0.7 4.0 -
分 その他小売 51 5 3 8 10 4 4 1 1 4 1 1 - 1 33 2.4 100 37 22 17 42 20 14 12 21 23 4 2 1 5 6 2.3
野 100.0 9.8 5.9 15.7 19.6 7.8 7.8 2.0 2.0 7.8 2.0 2.0 - 2.0 64.7 100.0 37.0 22.0 17.0 42.0 20.0 14.0 12.0 21.0 23.0 4.0 2.0 1.0 5.0 6.0

無回答 6 2 1 2 - - 1 - - 2 - - - - 2 2.0 15 7 5 6 8 3 - 3 1 4 1 - 1 1 1 2.9
100.0 33.3 16.7 33.3 - - 16.7 - - 33.3 - - - - 33.3 100.0 46.7 33.3 40.0 53.3 20.0 - 20.0 6.7 26.7 6.7 - 6.7 6.7 6.7

学 学術・研究機関 6 1 - 1 1 1 2 1 - 1 - - - - 3 2.7 15 3 4 2 5 5 2 2 7 4 - - 2 - 1 2.6
術 100.0 16.7 - 16.7 16.7 16.7 33.3 16.7 - 16.7 - - - - 50.0 100.0 20.0 26.7 13.3 33.3 33.3 13.3 13.3 46.7 26.7 - - 13.3 - 6.7
研 学校教育 50 7 5 5 10 4 9 5 1 2 2 - 1 2 28 2.4 96 40 26 20 29 15 17 13 31 12 1 1 1 9 1 2.3
究 100.0 14.0 10.0 10.0 20.0 8.0 18.0 10.0 2.0 4.0 4.0 - 2.0 4.0 56.0 100.0 41.7 27.1 20.8 30.2 15.6 17.7 13.5 32.3 12.5 1.0 1.0 1.0 9.4 1.0
等 その他教育・学習支援 12 1 2 - 1 2 - 2 - - - - - 2 5 1.4 24 12 9 4 9 5 2 5 8 6 1 - - - 1 2.7
の 100.0 8.3 16.7 - 8.3 16.7 - 16.7 - - - - - 16.7 41.7 100.0 50.0 37.5 16.7 37.5 20.8 8.3 20.8 33.3 25.0 4.2 - - - 4.2
主 専門・技術サービス 71 17 9 15 19 7 6 8 4 4 2 - - 1 32 2.4 128 61 27 32 60 21 18 22 41 27 7 1 2 10 3 2.6
な 100.0 23.9 12.7 21.1 26.8 9.9 8.5 11.3 5.6 5.6 2.8 - - 1.4 45.1 100.0 47.7 21.1 25.0 46.9 16.4 14.1 17.2 32.0 21.1 5.5 0.8 1.6 7.8 2.3
分 その他 1 - - - 1 - - - 1 - - - - - - 2.0 10 4 2 2 3 1 - - 1 3 - - 1 1 - 1.8
野 100.0 - - - 100.0 - - - 100.0 - - - - - - 100.0 40.0 20.0 20.0 30.0 10.0 - - 10.0 30.0 - - 10.0 10.0 -

無回答 12 2 1 1 3 1 1 2 1 1 1 - - - 6 2.3 21 6 6 6 8 2 3 3 9 5 1 - - - 1 2.5
100.0 16.7 8.3 8.3 25.0 8.3 8.3 16.7 8.3 8.3 8.3 - - - 50.0 100.0 28.6 28.6 28.6 38.1 9.5 14.3 14.3 42.9 23.8 4.8 - - - 4.8

大学が含まれている 13 - 4 - 5 - 4 2 1 1 - - 1 1 4 2.1 41 17 18 13 15 9 10 8 12 5 - - 1 3 1 2.8
100.0 - 30.8 - 38.5 - 30.8 15.4 7.7 7.7 - - 7.7 7.7 30.8 100.0 41.5 43.9 31.7 36.6 22.0 24.4 19.5 29.3 12.2 - - 2.4 7.3 2.4

大学は含まれていない 42 8 1 6 6 5 7 4 - 2 2 - - 1 26 2.6 67 26 11 9 18 11 9 7 25 11 1 1 2 5 1 2.1
100.0 19.0 2.4 14.3 14.3 11.9 16.7 9.5 - 4.8 4.8 - - 2.4 61.9 100.0 38.8 16.4 13.4 26.9 16.4 13.4 10.4 37.3 16.4 1.5 1.5 3.0 7.5 1.5

無回答 1 - - - - - - - - - - - - - 1 - 3 - 1 - 1 - - - 1 - - - - 1 - 1.3
100.0 - - - - - - - - - - - - - 100.0 100.0 - 33.3 - 33.3 - - - 33.3 - - - - 33.3 -

派 「労働者派遣会社」や 114 31 14 19 25 15 14 20 7 10 2 - - - 54 2.6 209 95 54 54 91 35 22 43 62 37 11 2 5 11 4 2.5
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 27.2 12.3 16.7 21.9 13.2 12.3 17.5 6.1 8.8 1.8 - - - 47.4 100.0 45.5 25.8 25.8 43.5 16.7 10.5 20.6 29.7 17.7 5.3 1.0 2.4 5.3 1.9
・ 「労働者派遣会社」や 208 44 23 30 39 17 23 17 8 9 14 1 1 3 107 2.3 520 182 123 121 220 74 59 94 137 109 24 6 8 50 12 2.4
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 21.2 11.1 14.4 18.8 8.2 11.1 8.2 3.8 4.3 6.7 0.5 0.5 1.4 51.4 100.0 35.0 23.7 23.3 42.3 14.2 11.3 18.1 26.3 21.0 4.6 1.2 1.5 9.6 2.3
負 無回答 7 - 2 - 1 - - - 1 - - - - - 4 1.3 10 4 2 4 3 2 1 3 4 2 - - - 1 1 2.9

100.0 - 28.6 - 14.3 - - - 14.3 - - - - - 57.1 100.0 40.0 20.0 40.0 30.0 20.0 10.0 30.0 40.0 20.0 - - - 10.0 10.0
事 １ヶ所のみ 1,004 190 49 146 196 63 124 96 40 70 32 5 6 18 509 2.1 2,322 891 336 607 846 399 341 316 512 488 114 26 55 196 78 2.3
業 100.0 18.9 4.9 14.5 19.5 6.3 12.4 9.6 4.0 7.0 3.2 0.5 0.6 1.8 50.7 100.0 38.4 14.5 26.1 36.4 17.2 14.7 13.6 22.0 21.0 4.9 1.1 2.4 8.4 3.4
所 ２ヶ所以上 2,077 421 298 297 527 205 194 200 133 149 95 15 22 33 1,015 2.4 3,784 1,727 1,201 1,016 1,661 815 469 612 900 932 220 61 120 224 94 2.7
数 100.0 20.3 14.3 14.3 25.4 9.9 9.3 9.6 6.4 7.2 4.6 0.7 1.1 1.6 48.9 100.0 45.6 31.7 26.8 43.9 21.5 12.4 16.2 23.8 24.6 5.8 1.6 3.2 5.9 2.5
別 無回答 13 1 - 1 2 - 2 1 - - - - - - 7 1.2 37 14 4 9 10 8 5 3 5 7 1 - - 8 4 2.2

100.0 7.7 - 7.7 15.4 - 15.4 7.7 - - - - - - 53.8 100.0 37.8 10.8 24.3 27.0 21.6 13.5 8.1 13.5 18.9 2.7 - - 21.6 10.8
雇 ４９人以下 1,072 167 42 158 211 67 138 95 47 67 33 5 2 30 529 2.0 2,264 774 254 565 727 357 354 365 511 444 113 30 22 193 81 2.2
用 100.0 15.6 3.9 14.7 19.7 6.3 12.9 8.9 4.4 6.3 3.1 0.5 0.2 2.8 49.3 100.0 34.2 11.2 25.0 32.1 15.8 15.6 16.1 22.6 19.6 5.0 1.3 1.0 8.5 3.6
者 ５０～９９人 760 161 80 102 183 66 77 71 39 54 33 5 6 14 389 2.4 1,742 789 480 480 773 372 201 233 410 432 96 20 53 108 54 2.6
数 100.0 21.2 10.5 13.4 24.1 8.7 10.1 9.3 5.1 7.1 4.3 0.7 0.8 1.8 51.2 100.0 45.3 27.6 27.6 44.4 21.4 11.5 13.4 23.5 24.8 5.5 1.1 3.0 6.2 3.1

１００～２９９人 744 156 121 118 194 78 63 74 43 57 33 5 10 4 362 2.5 1,438 725 539 393 690 316 177 219 354 387 83 23 68 75 27 2.9
100.0 21.0 16.3 15.9 26.1 10.5 8.5 9.9 5.8 7.7 4.4 0.7 1.3 0.5 48.7 100.0 50.4 37.5 27.3 48.0 22.0 12.3 15.2 24.6 26.9 5.8 1.6 4.7 5.2 1.9

３００～９９９人 264 65 51 39 67 31 19 29 27 22 17 2 6 - 125 2.7 417 229 177 119 213 111 47 64 104 104 24 8 19 19 5 3.0
100.0 24.6 19.3 14.8 25.4 11.7 7.2 11.0 10.2 8.3 6.4 0.8 2.3 - 47.3 100.0 54.9 42.4 28.5 51.1 26.6 11.3 15.3 24.9 24.9 5.8 1.9 4.6 4.6 1.2

１，０００人以上 181 53 48 20 53 22 19 19 15 16 10 3 4 3 82 2.9 167 78 66 39 72 47 19 29 23 35 12 3 8 17 5 2.8
100.0 29.3 26.5 11.0 29.3 12.2 10.5 10.5 8.3 8.8 5.5 1.7 2.2 1.7 45.3 100.0 46.7 39.5 23.4 43.1 28.1 11.4 17.4 13.8 21.0 7.2 1.8 4.8 10.2 3.0

無回答 73 10 5 7 17 4 4 9 2 3 1 - - - 44 2.1 115 37 25 36 42 19 17 21 15 25 7 3 5 16 4 2.4
100.0 13.7 6.8 9.6 23.3 5.5 5.5 12.3 2.7 4.1 1.4 - - - 60.3 100.0 32.2 21.7 31.3 36.5 16.5 14.8 18.3 13.0 21.7 6.1 2.6 4.3 13.9 3.5

中小企業（３００人未満）計 2,576 484 243 378 588 211 278 240 129 178 99 15 18 48 1,280 2.2 5,444 2,288 1,273 1,438 2,190 1,045 732 817 1,275 1,263 292 73 143 376 162 2.5
100.0 18.8 9.4 14.7 22.8 8.2 10.8 9.3 5.0 6.9 3.8 0.6 0.7 1.9 49.7 100.0 42.0 23.4 26.4 40.2 19.2 13.4 15.0 23.4 23.2 5.4 1.3 2.6 6.9 3.0

５０人以上計 1,949 435 300 279 497 197 178 193 124 149 93 15 26 21 958 2.5 3,764 1,821 1,262 1,031 1,748 846 444 545 891 958 215 54 148 219 91 2.8
100.0 22.3 15.4 14.3 25.5 10.1 9.1 9.9 6.4 7.6 4.8 0.8 1.3 1.1 49.2 100.0 48.4 33.5 27.4 46.4 22.5 11.8 14.5 23.7 25.5 5.7 1.4 3.9 5.8 2.4

労 過半数代表の労働組合がある 442 90 76 55 120 39 36 41 30 31 15 5 21 3 230 2.7 932 466 351 269 434 199 102 131 208 243 54 18 119 57 18 2.9
働 100.0 20.4 17.2 12.4 27.1 8.8 8.1 9.3 6.8 7.0 3.4 1.1 4.8 0.7 52.0 100.0 50.0 37.7 28.9 46.6 21.4 10.9 14.1 22.3 26.1 5.8 1.9 12.8 6.1 1.9
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 132 37 15 12 31 15 14 16 7 3 10 2 2 1 66 2.5 294 144 113 77 142 73 37 53 61 70 13 7 23 17 1 2.8
合 100.0 28.0 11.4 9.1 23.5 11.4 10.6 12.1 5.3 2.3 7.6 1.5 1.5 0.8 50.0 100.0 49.0 38.4 26.2 48.3 24.8 12.6 18.0 20.7 23.8 4.4 2.4 7.8 5.8 0.3
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 755 150 88 122 181 55 58 65 39 61 31 5 5 8 385 2.3 1,475 626 407 439 637 318 199 237 380 377 89 24 23 94 35 2.7
の 100.0 19.9 11.7 16.2 24.0 7.3 7.7 8.6 5.2 8.1 4.1 0.7 0.7 1.1 51.0 100.0 42.4 27.6 29.8 43.2 21.6 13.5 16.1 25.8 25.6 6.0 1.6 1.6 6.4 2.4
有 労働組合も労使協議機関もない 1,736 334 167 253 390 156 210 172 97 121 70 8 - 38 832 2.2 3,387 1,380 661 838 1,293 622 475 503 757 729 178 37 8 248 117 2.4
無 100.0 19.2 9.6 14.6 22.5 9.0 12.1 9.9 5.6 7.0 4.0 0.5 - 2.2 47.9 100.0 40.7 19.5 24.7 38.2 18.4 14.0 14.9 22.4 21.5 5.3 1.1 0.2 7.3 3.5

無回答 29 1 1 2 3 3 2 3 - 3 1 - - 1 18 1.8 55 16 9 9 11 10 2 7 11 8 1 1 2 12 5 2.0
100.0 3.4 3.4 6.9 10.3 10.3 6.9 10.3 - 10.3 3.4 - - 3.4 62.1 100.0 29.1 16.4 16.4 20.0 18.2 3.6 12.7 20.0 14.5 1.8 1.8 3.6 21.8 9.1

組 定年再雇用以外の有期契約労働者も 69 14 17 4 23 9 6 9 7 5 5 2 3 1 31 2.8 98 47 45 27 42 18 10 16 18 19 4 1 5 6 2 2.7
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 20.3 24.6 5.8 33.3 13.0 8.7 13.0 10.1 7.2 7.2 2.9 4.3 1.4 44.9 100.0 48.0 45.9 27.6 42.9 18.4 10.2 16.3 18.4 19.4 4.1 1.0 5.1 6.1 2.0
員 定年再雇用以外の有期契約労働者は 219 50 35 31 62 14 12 23 16 14 6 1 11 1 112 2.6 454 248 187 115 223 117 56 80 110 123 26 12 45 25 5 3.0
の 組合員になっていない 100.0 22.8 16.0 14.2 28.3 6.4 5.5 10.5 7.3 6.4 2.7 0.5 5.0 0.5 51.1 100.0 54.6 41.2 25.3 49.1 25.8 12.3 17.6 24.2 27.1 5.7 2.6 9.9 5.5 1.1
範 無回答 209 44 33 21 46 26 27 21 12 11 11 3 8 1 115 2.8 495 245 186 151 238 113 60 67 99 126 24 9 70 23 10 2.9
囲 100.0 21.1 15.8 10.0 22.0 12.4 12.9 10.0 5.7 5.3 5.3 1.4 3.8 0.5 55.0 100.0 49.5 37.6 30.5 48.1 22.8 12.1 13.5 20.0 25.5 4.8 1.8 14.1 4.6 2.0
認 【改正労働契約法】の 1,579 367 247 226 421 151 158 169 110 117 73 13 20 18 752 2.5 3,076 1,447 1,022 803 1,386 697 331 466 769 741 171 43 110 197 71 2.7
知 改正内容まで知っている 100.0 23.2 15.6 14.3 26.7 9.6 10.0 10.7 7.0 7.4 4.6 0.8 1.3 1.1 47.6 100.0 47.0 33.2 26.1 45.1 22.7 10.8 15.1 25.0 24.1 5.6 1.4 3.6 6.4 2.3
度 改正されたことは知っているが 1,121 196 91 171 243 97 114 95 52 74 38 6 8 19 566 2.2 2,279 928 449 632 911 393 360 361 514 533 129 35 53 159 53 2.5
別 内容はよく分からない 100.0 17.5 8.1 15.3 21.7 8.7 10.2 8.5 4.6 6.6 3.4 0.5 0.7 1.7 50.5 100.0 40.7 19.7 27.7 40.0 17.2 15.8 15.8 22.6 23.4 5.7 1.5 2.3 7.0 2.3

知らない・分からない 366 46 9 45 58 19 47 30 10 28 15 1 - 12 196 1.9 741 235 68 187 208 123 116 100 127 144 32 8 11 69 46 2.1
100.0 12.6 2.5 12.3 15.8 5.2 12.8 8.2 2.7 7.7 4.1 0.3 - 3.3 53.6 100.0 31.7 9.2 25.2 28.1 16.6 15.7 13.5 17.1 19.4 4.3 1.1 1.5 9.3 6.2

無回答 28 3 - 2 3 1 1 3 1 - 1 - - 2 17 1.5 47 22 2 10 12 9 8 4 7 9 3 1 1 3 6 2.2
100.0 10.7 - 7.1 10.7 3.6 3.6 10.7 3.6 - 3.6 - - 7.1 60.7 100.0 46.8 4.3 21.3 25.5 19.1 17.0 8.5 14.9 19.1 6.4 2.1 2.1 6.4 12.8

合計（復元） 2,933 495 187 428 607 222 354 256 136 191 102 17 12 71 1,460 2.1 6,002 2,234 956 1,495 2,067 1,054 896 923 1,354 1,283 330 90 96 479 208 2.3
100.0 16.9 6.4 14.6 20.7 7.6 12.1 8.7 4.6 6.5 3.5 0.6 0.4 2.4 49.8 100.0 37.2 15.9 24.9 34.4 17.6 14.9 15.4 22.6 21.4 5.5 1.5 1.6 8.0 3.5

問１８付問②,新たな導入（増員）予定が「ある」場合、多様な正社員を新設（増員）する上での課題は何ですか（該当すべてに○）。
問１８付問②,新たな導入（増員）予定が「ない」場合、多様な正社員区分の導入（増員）が難しい理由は何ですか（該当すべてに○）。

※その他の自由記述として、「今のところ、必要性を感じない（今後の人手不足の状況等によっては検討する）」「現状で問題がない」「そもそも正社員の人数が限られているから」「業務に柔軟に対応出来なくなる（統制が取れなくなる）」
「多能工化が図れない」「親会社の人事制度に準拠しており、子会社だけでは勝手に決められない」「通常の正社員から不満が出る恐れがあるため（不公平であると理解が得られない、職場で軋轢を生じ一体感が削がれる等）」「もともと
小規模な企業で、社員ニーズに応じ柔軟に対応しているから」「多様な働き方は有期雇用で、正社員にすることを考えたことがない」等。
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全有効
回答

企業計

建設業 製造業 電気・
ガス・
熱供
給・

水道業

情報
通信業

運輸業
、

郵便業

卸売業
、

小売業

金融業
、

保険業

不動
産業、
物品

賃貸業

学術
研究、
専門・
技術
サー

ビス業

宿泊業
、飲食
サービ
ス業

生活
関連

サービ
ス業、
娯楽業

教育、
学習

支援業

医療、
福祉

複合
サービ
ス業

（郵便
局、
協同
組合
等）

その他
サービ
ス業

（他に
分類さ
れない
もの）

その他 無回答 製造業
の

企業計

輸送用
機械
関連

化学
関連

電機・
電子
関連

素材
関連

その他
機械
関連

食料品
関連

金属
関連

その他
製造

無回答

合計 9,639 1,122 2,391 89 326 737 1,818 109 153 260 534 284 196 384 20 1,106 27 83 2,391 247 160 316 81 199 297 315 760 16
100.0 11.6 24.8 0.9 3.4 7.6 18.9 1.1 1.6 2.7 5.5 2.9 2.0 4.0 0.2 11.5 0.3 0.9 100.0 10.3 6.7 13.2 3.4 8.3 12.4 13.2 31.8 0.7

主 建設業 1,122 1,122 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
な 100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
業 製造業 2,391 - 2,391 - - - - - - - - - - - - - - - 2,391 247 160 316 81 199 297 315 760 16
種 100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 10.3 6.7 13.2 3.4 8.3 12.4 13.2 31.8 0.7

電気・ガス・熱供給・水道業 89 - - 89 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

情報通信業 326 - - - 326 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

運輸業、郵便業 737 - - - - 737 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

卸売業、小売業 1,818 - - - - - 1,818 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

金融業、保険業 109 - - - - - - 109 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

不動産業、物品賃貸業 153 - - - - - - - 153 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 260 - - - - - - - - 260 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - -

宿泊業、飲食サービス業 534 - - - - - - - - - 534 - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 284 - - - - - - - - - - 284 - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - -

教育、学習支援業 196 - - - - - - - - - - - 196 - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - -

医療、福祉 384 - - - - - - - - - - - - 384 - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - -

複合サービス業 20 - - - - - - - - - - - - - 20 - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - -

その他サービス業 1,106 - - - - - - - - - - - - - - 1,106 - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - -

その他 27 - - - - - - - - - - - - - - - 27 - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - -

無回答 83 - - - - - - - - - - - - - - - - 83 - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - -

サービス業計 2,204 - - - - - - - - 260 534 284 - - 20 1,106 - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - 11.8 24.2 12.9 - - 0.9 50.2 - - - - - - - - - - - -

製 輸送用機械関連 247 - 247 - - - - - - - - - - - - - - - 247 247 - - - - - - - -
造 100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 100.0 - - - - - - - -
業 化学関連 160 - 160 - - - - - - - - - - - - - - - 160 - 160 - - - - - - -
の 100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - 100.0 - - - - - - -
主 電機・電子関連 316 - 316 - - - - - - - - - - - - - - - 316 - - 316 - - - - - -
な 100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - - - -
分 素材関連 81 - 81 - - - - - - - - - - - - - - - 81 - - - 81 - - - - -
野 100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - 100.0 - - - - -

その他機械関連 199 - 199 - - - - - - - - - - - - - - - 199 - - - - 199 - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - - - -

食料品関連 297 - 297 - - - - - - - - - - - - - - - 297 - - - - - 297 - - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - 100.0 - - -

金属関連 315 - 315 - - - - - - - - - - - - - - - 315 - - - - - - 315 - -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - 100.0 - -

その他製造 760 - 760 - - - - - - - - - - - - - - - 760 - - - - - - - 760 -
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - 100.0 -

無回答 16 - 16 - - - - - - - - - - - - - - - 16 - - - - - - - - 16
100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - 100.0

卸 総合卸 276 - - - - - 276 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
売 100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
業 専門卸 533 - - - - - 533 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
、 100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
小 その他卸売 286 - - - - - 286 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
売 100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
業 総合小売 289 - - - - - 289 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
の 100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
主 専門小売 259 - - - - - 259 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
な 100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
分 その他小売 154 - - - - - 154 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
野 100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

無回答 21 - - - - - 21 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

学 学術・研究機関 21 - - - - - - - - 19 - - 2 - - - - - - - - - - - - - - -
術 100.0 - - - - - - - - 90.5 - - 9.5 - - - - - - - - - - - - - - -
研 学校教育 148 - - - - - - - - 1 - - 147 - - - - - - - - - - - - - - -
究 100.0 - - - - - - - - 0.7 - - 99.3 - - - - - - - - - - - - - - -
等 その他教育・学習支援 36 - - - - - - - - 1 - - 35 - - - - - - - - - - - - - - -
の 100.0 - - - - - - - - 2.8 - - 97.2 - - - - - - - - - - - - - - -
主 専門・技術サービス 205 - - - - - - - - 203 - - 2 - - - - - - - - - - - - - - -
な 100.0 - - - - - - - - 99.0 - - 1.0 - - - - - - - - - - - - - - -
分 その他 11 - - - - - - - - 8 - - 3 - - - - - - - - - - - - - - -
野 100.0 - - - - - - - - 72.7 - - 27.3 - - - - - - - - - - - - - - -

無回答 35 - - - - - - - - 28 - - 7 - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - 80.0 - - 20.0 - - - - - - - - - - - - - - -

大学が含まれている 54 - - - - - - - - 2 - - 52 - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - 3.7 - - 96.3 - - - - - - - - - - - - - - -

大学は含まれていない 111 - - - - - - - - 17 - - 94 - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - 15.3 - - 84.7 - - - - - - - - - - - - - - -

無回答 4 - - - - - - - - 1 - - 3 - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - - - 25.0 - - 75.0 - - - - - - - - - - - - - - -

派 「労働者派遣会社」や 331 - - - - - - - - - - - - - - 331 - - - - - - - - - - - -
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - -
・ 「労働者派遣会社」や 758 - - - - - - - - - - - - - - 758 - - - - - - - - - - - -
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - -
負 無回答 17 - - - - - - - - - - - - - - 17 - - - - - - - - - - - -

100.0 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - -
事 １ヶ所のみ 3,472 555 1,017 37 157 277 351 20 53 98 169 84 92 135 10 401 9 7 1,017 113 44 129 33 75 129 167 320 7
業 100.0 16.0 29.3 1.1 4.5 8.0 10.1 0.6 1.5 2.8 4.9 2.4 2.6 3.9 0.3 11.5 0.3 0.2 100.0 11.1 4.3 12.7 3.2 7.4 12.7 16.4 31.5 0.7
所 ２ヶ所以上 6,063 558 1,360 51 167 454 1,462 89 99 162 361 200 104 246 10 703 17 20 1,360 132 114 187 47 122 167 148 435 8
数 100.0 9.2 22.4 0.8 2.8 7.5 24.1 1.5 1.6 2.7 6.0 3.3 1.7 4.1 0.2 11.6 0.3 0.3 100.0 9.7 8.4 13.8 3.5 9.0 12.3 10.9 32.0 0.6
別 無回答 104 9 14 1 2 6 5 - 1 - 4 - - 3 - 2 1 56 14 2 2 - 1 2 1 - 5 1

100.0 8.7 13.5 1.0 1.9 5.8 4.8 - 1.0 - 3.8 - - 2.9 - 1.9 1.0 53.8 100.0 14.3 14.3 - 7.1 14.3 7.1 - 35.7 7.1
雇 ４９人以下 3,505 673 749 48 108 226 668 25 60 110 153 92 62 137 12 361 7 14 749 61 27 73 23 63 92 120 284 6
用 100.0 19.2 21.4 1.4 3.1 6.4 19.1 0.7 1.7 3.1 4.4 2.6 1.8 3.9 0.3 10.3 0.2 0.4 100.0 8.1 3.6 9.7 3.1 8.4 12.3 16.0 37.9 0.8
者 ５０～９９人 2,590 245 724 21 99 225 466 25 36 81 124 73 57 105 3 295 6 5 724 57 56 94 31 61 72 107 245 1
数 100.0 9.5 28.0 0.8 3.8 8.7 18.0 1.0 1.4 3.1 4.8 2.8 2.2 4.1 0.1 11.4 0.2 0.2 100.0 7.9 7.7 13.0 4.3 8.4 9.9 14.8 33.8 0.1

１００～２９９人 2,245 133 631 15 86 184 425 34 41 42 144 68 39 104 4 282 9 4 631 89 47 90 16 52 90 68 174 5
100.0 5.9 28.1 0.7 3.8 8.2 18.9 1.5 1.8 1.9 6.4 3.0 1.7 4.6 0.2 12.6 0.4 0.2 100.0 14.1 7.4 14.3 2.5 8.2 14.3 10.8 27.6 0.8

３００～９９９人 700 26 153 - 14 51 159 16 11 15 60 31 23 21 1 113 4 2 153 23 11 32 - 12 27 12 36 -
100.0 3.7 21.9 - 2.0 7.3 22.7 2.3 1.6 2.1 8.6 4.4 3.3 3.0 0.1 16.1 0.6 0.3 100.0 15.0 7.2 20.9 - 7.8 17.6 7.8 23.5 -

１，０００人以上 354 25 87 2 12 26 71 6 4 11 36 14 12 9 - 39 - - 87 14 14 20 9 9 9 3 9 -
100.0 7.1 24.6 0.6 3.4 7.3 20.1 1.7 1.1 3.1 10.2 4.0 3.4 2.5 - 11.0 - - 100.0 16.1 16.1 23.0 10.3 10.3 10.3 3.4 10.3 -

無回答 245 20 47 3 7 25 29 3 1 1 17 6 3 8 - 16 1 58 47 3 5 7 2 2 7 5 12 4
100.0 8.2 19.2 1.2 2.9 10.2 11.8 1.2 0.4 0.4 6.9 2.4 1.2 3.3 - 6.5 0.4 23.7 100.0 6.4 10.6 14.9 4.3 4.3 14.9 10.6 25.5 8.5

中小企業（３００人未満）計 8,340 1,051 2,104 84 293 635 1,559 84 137 233 421 233 158 346 19 938 22 23 2,104 207 130 257 70 176 254 295 703 12
100.0 12.6 25.2 1.0 3.5 7.6 18.7 1.0 1.6 2.8 5.0 2.8 1.9 4.1 0.2 11.2 0.3 0.3 100.0 9.8 6.2 12.2 3.3 8.4 12.1 14.0 33.4 0.6

５０人以上計 5,889 429 1,595 38 211 486 1,121 81 92 149 364 186 131 239 8 729 19 11 1,595 183 128 236 56 134 198 190 464 6
100.0 7.3 27.1 0.6 3.6 8.3 19.0 1.4 1.6 2.5 6.2 3.2 2.2 4.1 0.1 12.4 0.3 0.2 100.0 11.5 8.0 14.8 3.5 8.4 12.4 11.9 29.1 0.4

労 過半数代表の労働組合がある 1,423 95 561 11 43 177 242 34 19 33 35 28 25 21 2 91 4 2 561 83 57 85 29 60 54 65 126 2
働 100.0 6.7 39.4 0.8 3.0 12.4 17.0 2.4 1.3 2.3 2.5 2.0 1.8 1.5 0.1 6.4 0.3 0.1 100.0 14.8 10.2 15.2 5.2 10.7 9.6 11.6 22.5 0.4
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 430 18 99 6 15 72 47 8 6 15 17 14 33 18 1 57 4 - 99 6 5 14 2 6 22 15 29 -
合 100.0 4.2 23.0 1.4 3.5 16.7 10.9 1.9 1.4 3.5 4.0 3.3 7.7 4.2 0.2 13.3 0.9 - 100.0 6.1 5.1 14.1 2.0 6.1 22.2 15.2 29.3 -
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 2,301 246 654 15 117 165 385 28 35 69 88 57 48 102 3 274 7 8 654 77 40 109 16 43 69 92 206 2
の 100.0 10.7 28.4 0.7 5.1 7.2 16.7 1.2 1.5 3.0 3.8 2.5 2.1 4.4 0.1 11.9 0.3 0.3 100.0 11.8 6.1 16.7 2.4 6.6 10.6 14.1 31.5 0.3
有 労働組合も労使協議機関もない 5,331 741 1,060 56 149 316 1,131 38 93 139 387 178 88 239 13 677 10 16 1,060 79 57 107 34 89 151 140 392 11
無 100.0 13.9 19.9 1.1 2.8 5.9 21.2 0.7 1.7 2.6 7.3 3.3 1.7 4.5 0.2 12.7 0.2 0.3 100.0 7.5 5.4 10.1 3.2 8.4 14.2 13.2 37.0 1.0

無回答 154 22 17 1 2 7 13 1 - 4 7 7 2 4 1 7 2 57 17 2 1 1 - 1 1 3 7 1
100.0 14.3 11.0 0.6 1.3 4.5 8.4 0.6 - 2.6 4.5 4.5 1.3 2.6 0.6 4.5 1.3 37.0 100.0 11.8 5.9 5.9 - 5.9 5.9 17.6 41.2 5.9

組 定年再雇用者も 458 22 130 4 11 81 71 6 5 25 16 13 18 15 - 40 1 - 130 19 11 25 10 15 14 12 24 -
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 4.8 28.4 0.9 2.4 17.7 15.5 1.3 1.1 5.5 3.5 2.8 3.9 3.3 - 8.7 0.2 - 100.0 14.6 8.5 19.2 7.7 11.5 10.8 9.2 18.5 -
員 定年再雇用者は 1,085 73 434 9 33 115 183 26 14 15 27 20 26 18 3 82 6 1 434 54 45 57 18 43 50 56 109 2
の 組合員になっていない 100.0 6.7 40.0 0.8 3.0 10.6 16.9 2.4 1.3 1.4 2.5 1.8 2.4 1.7 0.3 7.6 0.6 0.1 100.0 12.4 10.4 13.1 4.1 9.9 11.5 12.9 25.1 0.5
範 無回答 35 1 14 - - 5 3 3 2 1 1 1 2 - - 1 1 - 14 4 - 1 - 1 1 3 4 -
囲 100.0 2.9 40.0 - - 14.3 8.6 8.6 5.7 2.9 2.9 2.9 5.7 - - 2.9 2.9 - 100.0 28.6 - 7.1 - 7.1 7.1 21.4 28.6 -

定年再雇用以外の有期契約労働者も 171 1 23 2 4 16 37 2 3 7 14 11 14 9 - 26 1 1 23 4 2 2 2 2 8 1 2 -
組合員に（一部でも）なっている 100.0 0.6 13.5 1.2 2.3 9.4 21.6 1.2 1.8 4.1 8.2 6.4 8.2 5.3 - 15.2 0.6 0.6 100.0 17.4 8.7 8.7 8.7 8.7 34.8 4.3 8.7 -
定年再雇用以外の有期契約労働者は 691 47 267 7 15 65 111 20 9 20 19 11 20 8 3 65 4 - 267 35 24 38 18 30 34 24 63 1
組合員になっていない 100.0 6.8 38.6 1.0 2.2 9.4 16.1 2.9 1.3 2.9 2.7 1.6 2.9 1.2 0.4 9.4 0.6 - 100.0 13.1 9.0 14.2 6.7 11.2 12.7 9.0 23.6 0.4
無回答 720 38 270 6 30 98 112 15 9 17 15 17 23 21 - 45 3 1 270 38 26 47 7 25 29 35 62 1

100.0 5.3 37.5 0.8 4.2 13.6 15.6 2.1 1.3 2.4 2.1 2.4 3.2 2.9 - 6.3 0.4 0.1 100.0 14.1 9.6 17.4 2.6 9.3 10.7 13.0 23.0 0.4
合計（復元） 9,343 1,198 2,064 10 280 675 2,177 53 207 265 820 451 125 391 - 627 - - 2,064 184 97 227 66 174 253 311 739 14

100.0 12.8 22.1 0.1 3.0 7.2 23.3 0.6 2.2 2.8 8.8 4.8 1.3 4.2 - 6.7 - - 100.0 8.9 4.7 11.0 3.2 8.4 12.3 15.1 35.8 0.7

問１９，主たる業種は何ですか（１つだけ○）。
付問①,主たる業種が「製造業」の場合、主な分野を教えてください（１つだけ○）。

Ⅳ　企業概要について
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卸売業,
小売業
の企業

計

総合
卸

（総合
商社）

専門卸
（専門
商社）

その他
卸売

総合
小売

（百貨
店、
スー

パー、
コンビ
ニ等）

専門
小売
（ド

ラッグ
スト
ア、

ホーム
セン
ター
等）

その他
小売
（無
店舗
小売
等）

無回答 学術
研究,
専門・
技術

サービ
ス業

あるい
は教育
、学習
支援
業の

企業計

学術・
研究
機関

学校
教育

その他
教育・
学習
支援

専門・
技術
サー
ビス

その他 無回答 学術
研究,
専門・
技術
サー

ビス業
ある
いは

教育、
学習
支援
業の

企業計

はい いいえ 無回答 その他
サービ
ス業

（他に
分類
され
ない

もの）
の

企業計

該当
する

該当
しない

無回答

合計 1,818 276 533 286 289 259 154 21 456 21 148 36 205 11 35 169 54 111 4 1,106 331 758 17
100.0 15.2 29.3 15.7 15.9 14.2 8.5 1.2 100.0 4.6 32.5 7.9 45.0 2.4 7.7 100.0 32.0 65.7 2.4 100.0 29.9 68.5 1.5

主 建設業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
な - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
業 製造業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
種 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

情報通信業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

運輸業、郵便業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

卸売業、小売業 1,818 276 533 286 289 259 154 21 - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 15.2 29.3 15.7 15.9 14.2 8.5 1.2 - - - - - - - - - - - - - - -

金融業、保険業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

不動産業、物品賃貸業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

学術研究、専門・技術サービス業 - - - - - - - - 260 19 1 1 203 8 28 20 2 17 1 - - - -
- - - - - - - - 100.0 7.3 0.4 0.4 78.1 3.1 10.8 100.0 10.0 85.0 5.0 - - - -

宿泊業、飲食サービス業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

生活関連サービス業、娯楽業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

教育、学習支援業 - - - - - - - - 196 2 147 35 2 3 7 149 52 94 3 - - - -
- - - - - - - - 100.0 1.0 75.0 17.9 1.0 1.5 3.6 100.0 34.9 63.1 2.0 - - - -

医療、福祉 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

複合サービス業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

その他サービス業 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 1,106 331 758 17
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 29.9 68.5 1.5

その他 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 1,106 331 758 17
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 29.9 68.5 1.5

サービス業計 - - - - - - - - 260 19 1 1 203 8 28 20 2 17 1 - - - -
- - - - - - - - 100.0 7.3 0.4 0.4 78.1 3.1 10.8 100.0 10.0 85.0 5.0 - - - -

製 輸送用機械関連 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
造 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
業 化学関連 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
の - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
主 電機・電子関連 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
な - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
分 素材関連 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
野 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

その他機械関連 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

食料品関連 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

金属関連 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

その他製造 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

卸 総合卸 276 276 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
売 100.0 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
業 専門卸 533 - 533 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
、 100.0 - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
小 その他卸売 286 - - 286 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
売 100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
業 総合小売 289 - - - 289 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
の 100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
主 専門小売 259 - - - - 259 - - - - - - - - - - - - - - - - -
な 100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - - -
分 その他小売 154 - - - - - 154 - - - - - - - - - - - - - - - -
野 100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - - -

無回答 21 - - - - - - 21 - - - - - - - - - - - - - - -
100.0 - - - - - - 100.0 - - - - - - - - - - - - - - -

学 学術・研究機関 - - - - - - - - 21 21 - - - - - 21 3 17 1 - - - -
術 - - - - - - - - 100.0 100.0 - - - - - 100.0 14.3 81.0 4.8 - - - -
研 学校教育 - - - - - - - - 148 - 148 - - - - 148 51 94 3 - - - -
究 - - - - - - - - 100.0 - 100.0 - - - - 100.0 34.5 63.5 2.0 - - - -
等 その他教育・学習支援 - - - - - - - - 36 - - 36 - - - - - - - - - - -
の - - - - - - - - 100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - -
主 専門・技術サービス - - - - - - - - 205 - - - 205 - - - - - - - - - -
な - - - - - - - - 100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - - -
分 その他 - - - - - - - - 11 - - - - 11 - - - - - - - - -
野 - - - - - - - - 100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - -

無回答 - - - - - - - - 35 - - - - - 35 - - - - - - - -
- - - - - - - - 100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - - -

大学が含まれている - - - - - - - - 54 3 51 - - - - 54 54 - - - - - -
- - - - - - - - 100.0 5.6 94.4 - - - - 100.0 100.0 - - - - - -

大学は含まれていない - - - - - - - - 111 17 94 - - - - 111 - 111 - - - - -
- - - - - - - - 100.0 15.3 84.7 - - - - 100.0 - 100.0 - - - - -

無回答 - - - - - - - - 4 1 3 - - - - 4 - - 4 - - - -
- - - - - - - - 100.0 25.0 75.0 - - - - 100.0 - - 100.0 - - - -

派 「労働者派遣会社」や - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 331 331 - -
遣 「業務請負会社」に該当する - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 100.0 - -
・ 「労働者派遣会社」や - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 758 - 758 -
請 「業務請負会社」に該当しない - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - 100.0 -
負 無回答 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 17 - - 17

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0 - - 100.0
事 １ヶ所のみ 351 70 87 88 40 22 40 4 190 10 77 8 81 6 8 87 10 76 1 401 128 267 6
業 100.0 19.9 24.8 25.1 11.4 6.3 11.4 1.1 100.0 5.3 40.5 4.2 42.6 3.2 4.2 100.0 11.5 87.4 1.1 100.0 31.9 66.6 1.5
所 ２ヶ所以上 1,462 204 446 197 248 237 113 17 266 11 71 28 124 5 27 82 44 35 3 703 202 490 11
数 100.0 14.0 30.5 13.5 17.0 16.2 7.7 1.2 100.0 4.1 26.7 10.5 46.6 1.9 10.2 100.0 53.7 42.7 3.7 100.0 28.7 69.7 1.6
別 無回答 5 2 - 1 1 - 1 - - - - - - - - - - - - 2 1 1 -

100.0 40.0 - 20.0 20.0 - 20.0 - - - - - - - - - - - - 100.0 50.0 50.0 -
雇 ４９人以下 668 113 175 136 99 74 62 9 172 6 44 13 93 5 11 50 - 50 - 361 64 291 6
用 100.0 16.9 26.2 20.4 14.8 11.1 9.3 1.3 100.0 3.5 25.6 7.6 54.1 2.9 6.4 100.0 - 100.0 - 100.0 17.7 80.6 1.7
者 ５０～９９人 466 90 178 77 44 40 32 5 138 4 39 14 68 5 8 43 6 35 2 295 87 205 3
数 100.0 19.3 38.2 16.5 9.4 8.6 6.9 1.1 100.0 2.9 28.3 10.1 49.3 3.6 5.8 100.0 14.0 81.4 4.7 100.0 29.5 69.5 1.0

１００～２９９人 425 49 132 56 69 73 43 3 81 6 31 6 28 1 9 37 16 20 1 282 110 168 4
100.0 11.5 31.1 13.2 16.2 17.2 10.1 0.7 100.0 7.4 38.3 7.4 34.6 1.2 11.1 100.0 43.2 54.1 2.7 100.0 39.0 59.6 1.4

３００～９９９人 159 13 36 9 47 41 11 2 38 1 19 3 11 - 4 20 18 2 - 113 49 62 2
100.0 8.2 22.6 5.7 29.6 25.8 6.9 1.3 100.0 2.6 50.0 7.9 28.9 - 10.5 100.0 90.0 10.0 - 100.0 43.4 54.9 1.8

１，０００人以上 71 6 8 2 26 25 3 1 23 4 12 - 4 - 3 16 13 3 - 39 18 20 1
100.0 8.5 11.3 2.8 36.6 35.2 4.2 1.4 100.0 17.4 52.2 - 17.4 - 13.0 100.0 81.3 18.8 - 100.0 46.2 51.3 2.6

無回答 29 5 4 6 4 6 3 1 4 - 3 - 1 - - 3 1 1 1 16 3 12 1
100.0 17.2 13.8 20.7 13.8 20.7 10.3 3.4 100.0 - 75.0 - 25.0 - - 100.0 33.3 33.3 33.3 100.0 18.8 75.0 6.3

中小企業（３００人未満）計 1,559 252 485 269 212 187 137 17 391 16 114 33 189 11 28 130 22 105 3 938 261 664 13
100.0 16.2 31.1 17.3 13.6 12.0 8.8 1.1 100.0 4.1 29.2 8.4 48.3 2.8 7.2 100.0 16.9 80.8 2.3 100.0 27.8 70.8 1.4

５０人以上計 1,121 158 354 144 186 179 89 11 280 15 101 23 111 6 24 116 53 60 3 729 264 455 10
100.0 14.1 31.6 12.8 16.6 16.0 7.9 1.0 100.0 5.4 36.1 8.2 39.6 2.1 8.6 100.0 45.7 51.7 2.6 100.0 36.2 62.4 1.4

労 過半数代表の労働組合がある 242 26 59 22 61 56 16 2 58 3 23 - 25 4 3 26 18 8 - 91 24 64 3
働 100.0 10.7 24.4 9.1 25.2 23.1 6.6 0.8 100.0 5.2 39.7 - 43.1 6.9 5.2 100.0 69.2 30.8 - 100.0 26.4 70.3 3.3
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 47 6 9 9 6 11 6 - 48 8 27 5 4 1 3 35 16 18 1 57 9 46 2
合 100.0 12.8 19.1 19.1 12.8 23.4 12.8 - 100.0 16.7 56.3 10.4 8.3 2.1 6.3 100.0 45.7 51.4 2.9 100.0 15.8 80.7 3.5
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 385 61 138 52 61 38 26 9 117 3 32 11 55 1 15 35 11 23 1 274 108 164 2
の 100.0 15.8 35.8 13.5 15.8 9.9 6.8 2.3 100.0 2.6 27.4 9.4 47.0 0.9 12.8 100.0 31.4 65.7 2.9 100.0 39.4 59.9 0.7
有 労働組合も労使協議機関もない 1,131 180 326 201 160 150 105 9 227 6 65 20 119 4 13 71 9 60 2 677 188 479 10
無 100.0 15.9 28.8 17.8 14.1 13.3 9.3 0.8 100.0 2.6 28.6 8.8 52.4 1.8 5.7 100.0 12.7 84.5 2.8 100.0 27.8 70.8 1.5

無回答 13 3 1 2 1 4 1 1 6 1 1 - 2 1 1 2 - 2 - 7 2 5 -
100.0 23.1 7.7 15.4 7.7 30.8 7.7 7.7 100.0 16.7 16.7 - 33.3 16.7 16.7 100.0 - 100.0 - 100.0 28.6 71.4 -

組 定年再雇用者も 71 2 11 4 27 22 5 - 43 7 16 1 12 2 5 23 10 12 1 40 13 27 -
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 2.8 15.5 5.6 38.0 31.0 7.0 - 100.0 16.3 37.2 2.3 27.9 4.7 11.6 100.0 43.5 52.2 4.3 100.0 32.5 67.5 -
員 定年再雇用者は 183 27 46 22 33 39 14 2 41 2 25 1 11 1 1 27 18 9 - 82 15 64 3
の 組合員になっていない 100.0 14.8 25.1 12.0 18.0 21.3 7.7 1.1 100.0 4.9 61.0 2.4 26.8 2.4 2.4 100.0 66.7 33.3 - 100.0 18.3 78.0 3.7
範 無回答 3 1 2 - - - - - 3 - 2 - 1 - - 2 1 1 - 1 1 - -
囲 100.0 33.3 66.7 - - - - - 100.0 - 66.7 - 33.3 - - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 100.0 - -

定年再雇用以外の有期契約労働者も 37 3 2 3 13 12 4 - 21 5 10 2 2 1 1 15 10 5 - 26 4 20 2
組合員に（一部でも）なっている 100.0 8.1 5.4 8.1 35.1 32.4 10.8 - 100.0 23.8 47.6 9.5 9.5 4.8 4.8 100.0 66.7 33.3 - 100.0 15.4 76.9 7.7
定年再雇用以外の有期契約労働者は 111 14 23 13 22 27 10 2 40 3 19 2 11 2 3 22 11 10 1 65 15 49 1
組合員になっていない 100.0 12.6 20.7 11.7 19.8 24.3 9.0 1.8 100.0 7.5 47.5 5.0 27.5 5.0 7.5 100.0 50.0 45.5 4.5 100.0 23.1 75.4 1.5
無回答 112 12 32 10 30 22 6 - 40 3 20 1 12 2 2 23 13 10 - 45 12 31 2

100.0 10.7 28.6 8.9 26.8 19.6 5.4 - 100.0 7.5 50.0 2.5 30.0 5.0 5.0 100.0 56.5 43.5 - 100.0 26.7 68.9 4.4
合計（復元） 2,177 361 599 415 324 255 196 28 389 16 90 26 218 11 28 106 8 97 1 627 145 472 10

100.0 16.6 27.5 19.1 14.9 11.7 9.0 1.3 100.0 4.1 23.1 6.7 56.0 2.8 7.2 100.0 7.5 91.5 0.9 100.0 23.1 75.3 1.6

問１９付問②,主たる業種が「卸売業,小売業」の場合、
主な分野を教えてください（１つだけ○）。

付問③, 主たる業種が「学術研究,専門・技術サービス業」
ないし「教育、学習支援業」の場合、主な分野を教えてくだ
さい（１つだけ○）。また、主な分野が「学術・研究機関」
あるいは「学校教育」の場合、大学が含まれていますか。

付問④, 主たる業種が「その他
サービス業（他に分類されないもの）」
の場合、「労働者派遣会社」や
「業務請負会社」に該当しますか。
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全有効
回答

企業計

４９人
以下

５０～
９９人

１００
～

２９９
人

３００
～

９９９
人

１，０
００人
以上

無回答 全有効
回答

企業計

大幅に
(１０
％以
上)
減少
した

やや
(５％
以上

１０％
未満)
減少
した

ほぼ
横這い
(５％
未満の
増減)
で推移
した

やや
(５％
以上

１０％
未満)
増加
した

大幅に
(１０
％以
上)
増加
した

不明・
分から
ない

（※）

無回答

合計 9,639 3,505 2,590 2,245 700 354 245 9,639 804 1,052 5,169 797 434 1,056 327
100.0 36.4 26.9 23.3 7.3 3.7 2.5 100.0 8.3 10.9 53.6 8.3 4.5 11.0 3.4

主 建設業 1,122 673 245 133 26 25 20 1,122 72 130 632 99 50 105 34
な 100.0 60.0 21.8 11.9 2.3 2.2 1.8 100.0 6.4 11.6 56.3 8.8 4.5 9.4 3.0
業 製造業 2,391 749 724 631 153 87 47 2,391 348 319 1,229 184 83 169 59
種 100.0 31.3 30.3 26.4 6.4 3.6 2.0 100.0 14.6 13.3 51.4 7.7 3.5 7.1 2.5

電気・ガス・熱供給・水道業 89 48 21 15 - 2 3 89 1 4 56 8 2 14 4
100.0 53.9 23.6 16.9 - 2.2 3.4 100.0 1.1 4.5 62.9 9.0 2.2 15.7 4.5

情報通信業 326 108 99 86 14 12 7 326 26 31 145 32 38 40 14
100.0 33.1 30.4 26.4 4.3 3.7 2.1 100.0 8.0 9.5 44.5 9.8 11.7 12.3 4.3

運輸業、郵便業 737 226 225 184 51 26 25 737 60 86 409 49 28 73 32
100.0 30.7 30.5 25.0 6.9 3.5 3.4 100.0 8.1 11.7 55.5 6.6 3.8 9.9 4.3

卸売業、小売業 1,818 668 466 425 159 71 29 1,818 104 220 1,029 176 75 172 42
100.0 36.7 25.6 23.4 8.7 3.9 1.6 100.0 5.7 12.1 56.6 9.7 4.1 9.5 2.3

金融業、保険業 109 25 25 34 16 6 3 109 6 12 66 9 5 7 4
100.0 22.9 22.9 31.2 14.7 5.5 2.8 100.0 5.5 11.0 60.6 8.3 4.6 6.4 3.7

不動産業、物品賃貸業 153 60 36 41 11 4 1 153 12 2 93 19 6 20 1
100.0 39.2 23.5 26.8 7.2 2.6 0.7 100.0 7.8 1.3 60.8 12.4 3.9 13.1 0.7

学術研究、専門・技術サービス業 260 110 81 42 15 11 1 260 20 26 139 18 15 36 6
100.0 42.3 31.2 16.2 5.8 4.2 0.4 100.0 7.7 10.0 53.5 6.9 5.8 13.8 2.3

宿泊業、飲食サービス業 534 153 124 144 60 36 17 534 42 74 269 33 24 73 19
100.0 28.7 23.2 27.0 11.2 6.7 3.2 100.0 7.9 13.9 50.4 6.2 4.5 13.7 3.6

生活関連サービス業、娯楽業 284 92 73 68 31 14 6 284 19 31 143 17 16 51 7
100.0 32.4 25.7 23.9 10.9 4.9 2.1 100.0 6.7 10.9 50.4 6.0 5.6 18.0 2.5

教育、学習支援業 196 62 57 39 23 12 3 196 3 15 117 17 6 34 4
100.0 31.6 29.1 19.9 11.7 6.1 1.5 100.0 1.5 7.7 59.7 8.7 3.1 17.3 2.0

医療、福祉 384 137 105 104 21 9 8 384 2 5 185 35 23 111 23
100.0 35.7 27.3 27.1 5.5 2.3 2.1 100.0 0.5 1.3 48.2 9.1 6.0 28.9 6.0

複合サービス業 20 12 3 4 1 - - 20 1 - 16 2 - 1 -
100.0 60.0 15.0 20.0 5.0 - - 100.0 5.0 - 80.0 10.0 - 5.0 -

その他サービス業 1,106 361 295 282 113 39 16 1,106 86 96 611 93 62 139 19
100.0 32.6 26.7 25.5 10.2 3.5 1.4 100.0 7.8 8.7 55.2 8.4 5.6 12.6 1.7

その他 27 7 6 9 4 - 1 27 1 - 13 4 - 8 1
100.0 25.9 22.2 33.3 14.8 - 3.7 100.0 3.7 - 48.1 14.8 - 29.6 3.7

無回答 83 14 5 4 2 - 58 83 1 1 17 2 1 3 58
100.0 16.9 6.0 4.8 2.4 - 69.9 100.0 1.2 1.2 20.5 2.4 1.2 3.6 69.9

サービス業計 2,204 728 576 540 220 100 40 2,204 168 227 1,178 163 117 300 51
100.0 33.0 26.1 24.5 10.0 4.5 1.8 100.0 7.6 10.3 53.4 7.4 5.3 13.6 2.3

製 輸送用機械関連 247 61 57 89 23 14 3 247 50 52 103 17 9 10 6
造 100.0 24.7 23.1 36.0 9.3 5.7 1.2 100.0 20.2 21.1 41.7 6.9 3.6 4.0 2.4
業 化学関連 160 27 56 47 11 14 5 160 15 18 89 17 7 6 8
の 100.0 16.9 35.0 29.4 6.9 8.8 3.1 100.0 9.4 11.3 55.6 10.6 4.4 3.8 5.0
主 電機・電子関連 316 73 94 90 32 20 7 316 70 45 134 26 14 21 6
な 100.0 23.1 29.7 28.5 10.1 6.3 2.2 100.0 22.2 14.2 42.4 8.2 4.4 6.6 1.9
分 素材関連 81 23 31 16 - 9 2 81 12 8 49 7 - 4 1
野 100.0 28.4 38.3 19.8 - 11.1 2.5 100.0 14.8 9.9 60.5 8.6 - 4.9 1.2

その他機械関連 199 63 61 52 12 9 2 199 34 20 117 13 3 11 1
100.0 31.7 30.7 26.1 6.0 4.5 1.0 100.0 17.1 10.1 58.8 6.5 1.5 5.5 0.5

食料品関連 297 92 72 90 27 9 7 297 22 19 176 20 15 37 8
100.0 31.0 24.2 30.3 9.1 3.0 2.4 100.0 7.4 6.4 59.3 6.7 5.1 12.5 2.7

金属関連 315 120 107 68 12 3 5 315 45 53 149 27 13 22 6
100.0 38.1 34.0 21.6 3.8 1.0 1.6 100.0 14.3 16.8 47.3 8.6 4.1 7.0 1.9

その他製造 760 284 245 174 36 9 12 760 98 104 405 56 22 56 19
100.0 37.4 32.2 22.9 4.7 1.2 1.6 100.0 12.9 13.7 53.3 7.4 2.9 7.4 2.5

無回答 16 6 1 5 - - 4 16 2 - 7 1 - 2 4
100.0 37.5 6.3 31.3 - - 25.0 100.0 12.5 - 43.8 6.3 - 12.5 25.0

卸 総合卸 276 113 90 49 13 6 5 276 17 36 147 32 9 28 7
売 100.0 40.9 32.6 17.8 4.7 2.2 1.8 100.0 6.2 13.0 53.3 11.6 3.3 10.1 2.5
業 専門卸 533 175 178 132 36 8 4 533 27 57 323 51 27 39 9
、 100.0 32.8 33.4 24.8 6.8 1.5 0.8 100.0 5.1 10.7 60.6 9.6 5.1 7.3 1.7
小 その他卸売 286 136 77 56 9 2 6 286 21 34 156 25 11 30 9
売 100.0 47.6 26.9 19.6 3.1 0.7 2.1 100.0 7.3 11.9 54.5 8.7 3.8 10.5 3.1
業 総合小売 289 99 44 69 47 26 4 289 15 40 169 24 10 25 6
の 100.0 34.3 15.2 23.9 16.3 9.0 1.4 100.0 5.2 13.8 58.5 8.3 3.5 8.7 2.1
主 専門小売 259 74 40 73 41 25 6 259 17 31 140 20 15 30 6
な 100.0 28.6 15.4 28.2 15.8 9.7 2.3 100.0 6.6 12.0 54.1 7.7 5.8 11.6 2.3
分 その他小売 154 62 32 43 11 3 3 154 6 19 84 21 3 17 4
野 100.0 40.3 20.8 27.9 7.1 1.9 1.9 100.0 3.9 12.3 54.5 13.6 1.9 11.0 2.6

無回答 21 9 5 3 2 1 1 21 1 3 10 3 - 3 1
100.0 42.9 23.8 14.3 9.5 4.8 4.8 100.0 4.8 14.3 47.6 14.3 - 14.3 4.8

学 学術・研究機関 21 6 4 6 1 4 - 21 1 1 13 - - 5 1
術 100.0 28.6 19.0 28.6 4.8 19.0 - 100.0 4.8 4.8 61.9 - - 23.8 4.8
研 学校教育 148 44 39 31 19 12 3 148 1 11 88 13 4 28 3
究 100.0 29.7 26.4 20.9 12.8 8.1 2.0 100.0 0.7 7.4 59.5 8.8 2.7 18.9 2.0
等 その他教育・学習支援 36 13 14 6 3 - - 36 1 3 21 5 2 3 1
の 100.0 36.1 38.9 16.7 8.3 - - 100.0 2.8 8.3 58.3 13.9 5.6 8.3 2.8
主 専門・技術サービス 205 93 68 28 11 4 1 205 17 22 108 15 11 27 5
な 100.0 45.4 33.2 13.7 5.4 2.0 0.5 100.0 8.3 10.7 52.7 7.3 5.4 13.2 2.4
分 その他 11 5 5 1 - - - 11 1 2 6 - 1 1 -
野 100.0 45.5 45.5 9.1 - - - 100.0 9.1 18.2 54.5 - 9.1 9.1 -

無回答 35 11 8 9 4 3 - 35 2 2 20 2 3 6 -
100.0 31.4 22.9 25.7 11.4 8.6 - 100.0 5.7 5.7 57.1 5.7 8.6 17.1 -

大学が含まれている 54 - 6 16 18 13 1 54 1 3 35 4 1 8 2
100.0 - 11.1 29.6 33.3 24.1 1.9 100.0 1.9 5.6 64.8 7.4 1.9 14.8 3.7

大学は含まれていない 111 50 35 20 2 3 1 111 - 8 65 9 3 25 1
100.0 45.0 31.5 18.0 1.8 2.7 0.9 100.0 - 7.2 58.6 8.1 2.7 22.5 0.9

無回答 4 - 2 1 - - 1 4 1 1 1 - - - 1
100.0 - 50.0 25.0 - - 25.0 100.0 25.0 25.0 25.0 - - - 25.0

派 「労働者派遣会社」や 331 64 87 110 49 18 3 331 39 36 163 32 17 37 7
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 19.3 26.3 33.2 14.8 5.4 0.9 100.0 11.8 10.9 49.2 9.7 5.1 11.2 2.1
・ 「労働者派遣会社」や 758 291 205 168 62 20 12 758 46 59 436 60 45 101 11
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 38.4 27.0 22.2 8.2 2.6 1.6 100.0 6.1 7.8 57.5 7.9 5.9 13.3 1.5
負 無回答 17 6 3 4 2 1 1 17 1 1 12 1 - 1 1

100.0 35.3 17.6 23.5 11.8 5.9 5.9 100.0 5.9 5.9 70.6 5.9 - 5.9 5.9
事 １ヶ所のみ 3,472 2,124 788 427 59 4 70 3,472 368 383 1,858 236 110 398 119
業 100.0 61.2 22.7 12.3 1.7 0.1 2.0 100.0 10.6 11.0 53.5 6.8 3.2 11.5 3.4
所 ２ヶ所以上 6,063 1,355 1,798 1,813 639 350 108 6,063 431 667 3,291 557 323 655 139
数 100.0 22.3 29.7 29.9 10.5 5.8 1.8 100.0 7.1 11.0 54.3 9.2 5.3 10.8 2.3
別 無回答 104 26 4 5 2 - 67 104 5 2 20 4 1 3 69

100.0 25.0 3.8 4.8 1.9 - 64.4 100.0 4.8 1.9 19.2 3.8 1.0 2.9 66.3
雇 ４９人以下 3,505 3,505 - - - - - 3,505 329 405 1,951 236 102 426 56
用 100.0 100.0 - - - - - 100.0 9.4 11.6 55.7 6.7 2.9 12.2 1.6
者 ５０～９９人 2,590 - 2,590 - - - - 2,590 219 242 1,452 252 128 272 25
数 100.0 - 100.0 - - - - 100.0 8.5 9.3 56.1 9.7 4.9 10.5 1.0

１００～２９９人 2,245 - - 2,245 - - - 2,245 170 277 1,219 211 116 230 22
100.0 - - 100.0 - - - 100.0 7.6 12.3 54.3 9.4 5.2 10.2 1.0

３００～９９９人 700 - - - 700 - - 700 50 84 358 67 48 88 5
100.0 - - - 100.0 - - 100.0 7.1 12.0 51.1 9.6 6.9 12.6 0.7

１，０００人以上 354 - - - - 354 - 354 32 38 175 30 39 33 7
100.0 - - - - 100.0 - 100.0 9.0 10.7 49.4 8.5 11.0 9.3 2.0

無回答 245 - - - - - 245 245 4 6 14 1 1 7 212
100.0 - - - - - 100.0 100.0 1.6 2.4 5.7 0.4 0.4 2.9 86.5

中小企業（３００人未満）計 8,340 3,505 2,590 2,245 - - - 8,340 718 924 4,622 699 346 928 103
100.0 42.0 31.1 26.9 - - - 100.0 8.6 11.1 55.4 8.4 4.1 11.1 1.2

５０人以上計 5,889 - 2,590 2,245 700 354 - 5,889 471 641 3,204 560 331 623 59
100.0 - 44.0 38.1 11.9 6.0 - 100.0 8.0 10.9 54.4 9.5 5.6 10.6 1.0

労 過半数代表の労働組合がある 1,423 111 335 514 251 184 28 1,423 154 177 793 102 36 126 35
働 100.0 7.8 23.5 36.1 17.6 12.9 2.0 100.0 10.8 12.4 55.7 7.2 2.5 8.9 2.5
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 430 46 127 147 53 49 8 430 38 53 237 18 24 51 9
合 100.0 10.7 29.5 34.2 12.3 11.4 1.9 100.0 8.8 12.3 55.1 4.2 5.6 11.9 2.1
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 2,301 665 776 642 138 40 40 2,301 206 262 1,202 207 125 238 61
の 100.0 28.9 33.7 27.9 6.0 1.7 1.7 100.0 9.0 11.4 52.2 9.0 5.4 10.3 2.7
有 労働組合も労使協議機関もない 5,331 2,636 1,341 923 253 80 98 5,331 399 553 2,898 463 242 631 145
無 100.0 49.4 25.2 17.3 4.7 1.5 1.8 100.0 7.5 10.4 54.4 8.7 4.5 11.8 2.7

無回答 154 47 11 19 5 1 71 154 7 7 39 7 7 10 77
100.0 30.5 7.1 12.3 3.2 0.6 46.1 100.0 4.5 4.5 25.3 4.5 4.5 6.5 50.0

組 定年再雇用者も 458 26 88 150 93 94 7 458 39 54 256 29 20 51 9
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 5.7 19.2 32.8 20.3 20.5 1.5 100.0 8.5 11.8 55.9 6.3 4.4 11.1 2.0
員 定年再雇用者は 1,085 56 273 425 194 121 16 1,085 127 145 605 70 35 83 20
の 組合員になっていない 100.0 5.2 25.2 39.2 17.9 11.2 1.5 100.0 11.7 13.4 55.8 6.5 3.2 7.6 1.8
範 無回答 35 8 7 11 3 5 1 35 5 3 17 1 - 6 3
囲 100.0 22.9 20.0 31.4 8.6 14.3 2.9 100.0 14.3 8.6 48.6 2.9 - 17.1 8.6

定年再雇用以外の有期契約労働者も 171 13 28 40 39 47 4 171 12 12 96 11 8 28 4
組合員に（一部でも）なっている 100.0 7.6 16.4 23.4 22.8 27.5 2.3 100.0 7.0 7.0 56.1 6.4 4.7 16.4 2.3
定年再雇用以外の有期契約労働者は 691 22 157 261 144 97 10 691 77 84 406 38 26 48 12
組合員になっていない 100.0 3.2 22.7 37.8 20.8 14.0 1.4 100.0 11.1 12.2 58.8 5.5 3.8 6.9 1.7
無回答 720 62 168 285 107 82 16 720 79 100 372 51 19 79 20

100.0 8.6 23.3 39.6 14.9 11.4 2.2 100.0 11.0 13.9 51.7 7.1 2.6 11.0 2.8
合計（復元） 9,343 7,362 1,032 666 186 97 - 9,343 870 1,084 5,176 658 319 1,096 141

100.0 78.8 11.0 7.1 2.0 1.0 - 100.0 9.3 11.6 55.4 7.0 3.4 11.7 1.5

※企業の設立が２００８年１０月以降である場合を含む、と注釈。

問２０,雇用者（正社員及び直接雇用の非正社員
の合計）は何人ですか（１つだけ○）。

付問,２００８年９月に発生した金融危機（いわゆる｢リーマン・ショック｣）に伴い、
貴社の雇用者数はどの程度、変動しましたか（１つだけ○）。
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全有効
回答

企業計

過半数
代表の
労働

組合が
ある

過半数
代表
では

ないが
、労働
組合が
ある

労働
組合は
ないが
、労使
協議

機関が
ある

労働
組合も
労使
協議

機関も
ない

無回答 労働
組合が
あり
定年

再雇用
者を
雇用
して
いる

企業計

組合
員に
(一部
でも)
なって
いる

組合員
になっ
てい
ない

無回答 労働
組合が
あり
左記

以外の
有期
契約

労働者
を雇用
して
いる

企業計

組合
員に
(一部
でも)
なって
いる

組合員
になっ
てい
ない

無回答 全有効
回答

企業計

定めて
いる

定めて
いない

無回答 全有効
回答

企業計

正社員
・非正
社員

（直接
雇用）
とも

定めて
いる

正社員
のみ

定めて
いる
(非正
社員を
雇用
して

いない
含む)

(正社
員

につい
ても)
定めて
いない

無回答

合計 9,639 1,423 430 2,301 5,331 154 1,578 458 1,085 35 1,582 171 691 720 9,639 9,404 138 97 9,639 3,622 3,454 2,376 187
100.0 14.8 4.5 23.9 55.3 1.6 100.0 29.0 68.8 2.2 100.0 10.8 43.7 45.5 100.0 97.6 1.4 1.0 100.0 37.6 35.8 24.6 1.9

主 建設業 1,122 95 18 246 741 22 96 22 73 1 86 1 47 38 1,122 1,079 35 8 1,122 363 357 376 26
な 100.0 8.5 1.6 21.9 66.0 2.0 100.0 22.9 76.0 1.0 100.0 1.2 54.7 44.2 100.0 96.2 3.1 0.7 100.0 32.4 31.8 33.5 2.3
業 製造業 2,391 561 99 654 1,060 17 578 130 434 14 560 23 267 270 2,391 2,370 14 7 2,391 784 856 723 28
種 100.0 23.5 4.1 27.4 44.3 0.7 100.0 22.5 75.1 2.4 100.0 4.1 47.7 48.2 100.0 99.1 0.6 0.3 100.0 32.8 35.8 30.2 1.2

電気・ガス・熱供給・水道業 89 11 6 15 56 1 13 4 9 - 15 2 7 6 89 88 1 - 89 38 37 13 1
100.0 12.4 6.7 16.9 62.9 1.1 100.0 30.8 69.2 - 100.0 13.3 46.7 40.0 100.0 98.9 1.1 - 100.0 42.7 41.6 14.6 1.1

情報通信業 326 43 15 117 149 2 44 11 33 - 49 4 15 30 326 323 2 1 326 98 171 56 1
100.0 13.2 4.6 35.9 45.7 0.6 100.0 25.0 75.0 - 100.0 8.2 30.6 61.2 100.0 99.1 0.6 0.3 100.0 30.1 52.5 17.2 0.3

運輸業、郵便業 737 177 72 165 316 7 201 81 115 5 179 16 65 98 737 730 3 4 737 356 246 121 14
100.0 24.0 9.8 22.4 42.9 0.9 100.0 40.3 57.2 2.5 100.0 8.9 36.3 54.7 100.0 99.1 0.4 0.5 100.0 48.3 33.4 16.4 1.9

卸売業、小売業 1,818 242 47 385 1,131 13 257 71 183 3 260 37 111 112 1,818 1,769 41 8 1,818 589 719 486 24
100.0 13.3 2.6 21.2 62.2 0.7 100.0 27.6 71.2 1.2 100.0 14.2 42.7 43.1 100.0 97.3 2.3 0.4 100.0 32.4 39.5 26.7 1.3

金融業、保険業 109 34 8 28 38 1 35 6 26 3 37 2 20 15 109 109 - - 109 50 48 9 2
100.0 31.2 7.3 25.7 34.9 0.9 100.0 17.1 74.3 8.6 100.0 5.4 54.1 40.5 100.0 100.0 - - 100.0 45.9 44.0 8.3 1.8

不動産業、物品賃貸業 153 19 6 35 93 - 21 5 14 2 21 3 9 9 153 153 - - 153 62 61 29 1
100.0 12.4 3.9 22.9 60.8 - 100.0 23.8 66.7 9.5 100.0 14.3 42.9 42.9 100.0 100.0 - - 100.0 40.5 39.9 19.0 0.7

学術研究、専門・技術サービス業 260 33 15 69 139 4 41 25 15 1 44 7 20 17 260 253 7 - 260 94 110 54 2
100.0 12.7 5.8 26.5 53.5 1.5 100.0 61.0 36.6 2.4 100.0 15.9 45.5 38.6 100.0 97.3 2.7 - 100.0 36.2 42.3 20.8 0.8

宿泊業、飲食サービス業 534 35 17 88 387 7 44 16 27 1 48 14 19 15 534 520 11 3 534 199 176 150 9
100.0 6.6 3.2 16.5 72.5 1.3 100.0 36.4 61.4 2.3 100.0 29.2 39.6 31.3 100.0 97.4 2.1 0.6 100.0 37.3 33.0 28.1 1.7

生活関連サービス業、娯楽業 284 28 14 57 178 7 34 13 20 1 39 11 11 17 284 277 6 1 284 134 81 65 4
100.0 9.9 4.9 20.1 62.7 2.5 100.0 38.2 58.8 2.9 100.0 28.2 28.2 43.6 100.0 97.5 2.1 0.4 100.0 47.2 28.5 22.9 1.4

教育、学習支援業 196 25 33 48 88 2 46 18 26 2 57 14 20 23 196 193 2 1 196 119 66 10 1
100.0 12.8 16.8 24.5 44.9 1.0 100.0 39.1 56.5 4.3 100.0 24.6 35.1 40.4 100.0 98.5 1.0 0.5 100.0 60.7 33.7 5.1 0.5

医療、福祉 384 21 18 102 239 4 33 15 18 - 38 9 8 21 384 374 7 3 384 221 107 48 8
100.0 5.5 4.7 26.6 62.2 1.0 100.0 45.5 54.5 - 100.0 23.7 21.1 55.3 100.0 97.4 1.8 0.8 100.0 57.6 27.9 12.5 2.1

複合サービス業 20 2 1 3 13 1 3 - 3 - 3 - 3 - 20 19 1 - 20 12 6 2 -
100.0 10.0 5.0 15.0 65.0 5.0 100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 95.0 5.0 - 100.0 60.0 30.0 10.0 -

その他サービス業 1,106 91 57 274 677 7 123 40 82 1 136 26 65 45 1,106 1,096 6 4 1,106 473 400 225 8
100.0 8.2 5.2 24.8 61.2 0.6 100.0 32.5 66.7 0.8 100.0 19.1 47.8 33.1 100.0 99.1 0.5 0.4 100.0 42.8 36.2 20.3 0.7

その他 27 4 4 7 10 2 8 1 6 1 8 1 4 3 27 24 2 1 27 17 5 4 1
100.0 14.8 14.8 25.9 37.0 7.4 100.0 12.5 75.0 12.5 100.0 12.5 50.0 37.5 100.0 88.9 7.4 3.7 100.0 63.0 18.5 14.8 3.7

無回答 83 2 - 8 16 57 1 - 1 - 2 1 - 1 83 27 - 56 83 13 8 5 57
100.0 2.4 - 9.6 19.3 68.7 100.0 - 100.0 - 100.0 50.0 - 50.0 100.0 32.5 - 67.5 100.0 15.7 9.6 6.0 68.7

サービス業計 2,204 189 104 491 1,394 26 245 94 147 4 270 58 118 94 2,204 2,165 31 8 2,204 912 773 496 23
100.0 8.6 4.7 22.3 63.2 1.2 100.0 38.4 60.0 1.6 100.0 21.5 43.7 34.8 100.0 98.2 1.4 0.4 100.0 41.4 35.1 22.5 1.0

製 輸送用機械関連 247 83 6 77 79 2 77 19 54 4 77 4 35 38 247 241 4 2 247 90 80 73 4
造 100.0 33.6 2.4 31.2 32.0 0.8 100.0 24.7 70.1 5.2 100.0 5.2 45.5 49.4 100.0 97.6 1.6 0.8 100.0 36.4 32.4 29.6 1.6
業 化学関連 160 57 5 40 57 1 56 11 45 - 52 2 24 26 160 160 - - 160 65 69 25 1
の 100.0 35.6 3.1 25.0 35.6 0.6 100.0 19.6 80.4 - 100.0 3.8 46.2 50.0 100.0 100.0 - - 100.0 40.6 43.1 15.6 0.6
主 電機・電子関連 316 85 14 109 107 1 83 25 57 1 87 2 38 47 316 315 - 1 316 115 125 74 2
な 100.0 26.9 4.4 34.5 33.9 0.3 100.0 30.1 68.7 1.2 100.0 2.3 43.7 54.0 100.0 99.7 - 0.3 100.0 36.4 39.6 23.4 0.6
分 素材関連 81 29 2 16 34 - 28 10 18 - 27 2 18 7 81 80 - 1 81 29 32 18 2
野 100.0 35.8 2.5 19.8 42.0 - 100.0 35.7 64.3 - 100.0 7.4 66.7 25.9 100.0 98.8 - 1.2 100.0 35.8 39.5 22.2 2.5

その他機械関連 199 60 6 43 89 1 59 15 43 1 57 2 30 25 199 196 2 1 199 49 75 73 2
100.0 30.2 3.0 21.6 44.7 0.5 100.0 25.4 72.9 1.7 100.0 3.5 52.6 43.9 100.0 98.5 1.0 0.5 100.0 24.6 37.7 36.7 1.0

食料品関連 297 54 22 69 151 1 65 14 50 1 71 8 34 29 297 294 3 - 297 97 103 96 1
100.0 18.2 7.4 23.2 50.8 0.3 100.0 21.5 76.9 1.5 100.0 11.3 47.9 40.8 100.0 99.0 1.0 - 100.0 32.7 34.7 32.3 0.3

金属関連 315 65 15 92 140 3 71 12 56 3 60 1 24 35 315 314 1 - 315 89 111 111 4
100.0 20.6 4.8 29.2 44.4 1.0 100.0 16.9 78.9 4.2 100.0 1.7 40.0 58.3 100.0 99.7 0.3 - 100.0 28.3 35.2 35.2 1.3

その他製造 760 126 29 206 392 7 137 24 109 4 127 2 63 62 760 756 3 1 760 243 258 248 11
100.0 16.6 3.8 27.1 51.6 0.9 100.0 17.5 79.6 2.9 100.0 1.6 49.6 48.8 100.0 99.5 0.4 0.1 100.0 32.0 33.9 32.6 1.4

無回答 16 2 - 2 11 1 2 - 2 - 2 - 1 1 16 14 1 1 16 7 3 5 1
100.0 12.5 - 12.5 68.8 6.3 100.0 - 100.0 - 100.0 - 50.0 50.0 100.0 87.5 6.3 6.3 100.0 43.8 18.8 31.3 6.3

卸 総合卸 276 26 6 61 180 3 30 2 27 1 29 3 14 12 276 269 4 3 276 86 109 75 6
売 100.0 9.4 2.2 22.1 65.2 1.1 100.0 6.7 90.0 3.3 100.0 10.3 48.3 41.4 100.0 97.5 1.4 1.1 100.0 31.2 39.5 27.2 2.2
業 専門卸 533 59 9 138 326 1 59 11 46 2 57 2 23 32 533 523 8 2 533 138 268 121 6
、 100.0 11.1 1.7 25.9 61.2 0.2 100.0 18.6 78.0 3.4 100.0 3.5 40.4 56.1 100.0 98.1 1.5 0.4 100.0 25.9 50.3 22.7 1.1
小 その他卸売 286 22 9 52 201 2 26 4 22 - 26 3 13 10 286 277 9 - 286 71 107 102 6
売 100.0 7.7 3.1 18.2 70.3 0.7 100.0 15.4 84.6 - 100.0 11.5 50.0 38.5 100.0 96.9 3.1 - 100.0 24.8 37.4 35.7 2.1
業 総合小売 289 61 6 61 160 1 60 27 33 - 65 13 22 30 289 281 8 - 289 126 85 75 3
の 100.0 21.1 2.1 21.1 55.4 0.3 100.0 45.0 55.0 - 100.0 20.0 33.8 46.2 100.0 97.2 2.8 - 100.0 43.6 29.4 26.0 1.0
主 専門小売 259 56 11 38 150 4 61 22 39 - 61 12 27 22 259 249 8 2 259 105 92 60 2
な 100.0 21.6 4.2 14.7 57.9 1.5 100.0 36.1 63.9 - 100.0 19.7 44.3 36.1 100.0 96.1 3.1 0.8 100.0 40.5 35.5 23.2 0.8
分 その他小売 154 16 6 26 105 1 19 5 14 - 20 4 10 6 154 149 4 1 154 51 50 52 1
野 100.0 10.4 3.9 16.9 68.2 0.6 100.0 26.3 73.7 - 100.0 20.0 50.0 30.0 100.0 96.8 2.6 0.6 100.0 33.1 32.5 33.8 0.6

無回答 21 2 - 9 9 1 2 - 2 - 2 - 2 - 21 21 - - 21 12 8 1 -
100.0 9.5 - 42.9 42.9 4.8 100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 - 100.0 100.0 - - 100.0 57.1 38.1 4.8 -

学 学術・研究機関 21 3 8 3 6 1 9 7 2 - 11 5 3 3 21 21 - - 21 13 7 1 -
術 100.0 14.3 38.1 14.3 28.6 4.8 100.0 77.8 22.2 - 100.0 45.5 27.3 27.3 100.0 100.0 - - 100.0 61.9 33.3 4.8 -
研 学校教育 148 23 27 32 65 1 43 16 25 2 49 10 19 20 148 147 1 - 148 88 55 5 -
究 100.0 15.5 18.2 21.6 43.9 0.7 100.0 37.2 58.1 4.7 100.0 20.4 38.8 40.8 100.0 99.3 0.7 - 100.0 59.5 37.2 3.4 -
等 その他教育・学習支援 36 - 5 11 20 - 2 1 1 - 5 2 2 1 36 34 1 1 36 25 6 4 1
の 100.0 - 13.9 30.6 55.6 - 100.0 50.0 50.0 - 100.0 40.0 40.0 20.0 100.0 94.4 2.8 2.8 100.0 69.4 16.7 11.1 2.8
主 専門・技術サービス 205 25 4 55 119 2 24 12 11 1 25 2 11 12 205 199 6 - 205 65 91 47 2
な 100.0 12.2 2.0 26.8 58.0 1.0 100.0 50.0 45.8 4.2 100.0 8.0 44.0 48.0 100.0 97.1 2.9 - 100.0 31.7 44.4 22.9 1.0
分 その他 11 4 1 1 4 1 3 2 1 - 5 1 2 2 11 11 - - 11 6 3 2 -
野 100.0 36.4 9.1 9.1 36.4 9.1 100.0 66.7 33.3 - 100.0 20.0 40.0 40.0 100.0 100.0 - - 100.0 54.5 27.3 18.2 -

無回答 35 3 3 15 13 1 6 5 1 - 6 1 3 2 35 34 1 - 35 16 14 5 -
100.0 8.6 8.6 42.9 37.1 2.9 100.0 83.3 16.7 - 100.0 16.7 50.0 33.3 100.0 97.1 2.9 - 100.0 45.7 40.0 14.3 -

大学が含まれている 54 18 16 11 9 - 29 10 18 1 34 10 11 13 54 54 - - 54 38 15 1 -
100.0 33.3 29.6 20.4 16.7 - 100.0 34.5 62.1 3.4 100.0 29.4 32.4 38.2 100.0 100.0 - - 100.0 70.4 27.8 1.9 -

大学は含まれていない 111 8 18 23 60 2 22 12 9 1 25 5 10 10 111 110 1 - 111 60 46 5 -
100.0 7.2 16.2 20.7 54.1 1.8 100.0 54.5 40.9 4.5 100.0 20.0 40.0 40.0 100.0 99.1 0.9 - 100.0 54.1 41.4 4.5 -

無回答 4 - 1 1 2 - 1 1 - - 1 - 1 - 4 4 - - 4 3 1 - -
100.0 - 25.0 25.0 50.0 - 100.0 100.0 - - 100.0 - 100.0 - 100.0 100.0 - - 100.0 75.0 25.0 - -

事 １ヶ所のみ 3,472 350 109 832 2,146 35 346 94 237 15 349 34 142 173 3,472 3,367 94 11 3,472 1,313 1,001 1,110 48
業 100.0 10.1 3.1 24.0 61.8 1.0 100.0 27.2 68.5 4.3 100.0 9.7 40.7 49.6 100.0 97.0 2.7 0.3 100.0 37.8 28.8 32.0 1.4
所 ２ヶ所以上 6,063 1,069 321 1,458 3,169 46 1,229 364 845 20 1,231 137 549 545 6,063 6,005 43 15 6,063 2,300 2,447 1,255 61
数 100.0 17.6 5.3 24.0 52.3 0.8 100.0 29.6 68.8 1.6 100.0 11.1 44.6 44.3 100.0 99.0 0.7 0.2 100.0 37.9 40.4 20.7 1.0
別 無回答 104 4 - 11 16 73 3 - 3 - 2 - - 2 104 32 1 71 104 9 6 11 78

100.0 3.8 - 10.6 15.4 70.2 100.0 - 100.0 - 100.0 - - 100.0 100.0 30.8 1.0 68.3 100.0 8.7 5.8 10.6 75.0
派 「労働者派遣会社」や 331 24 9 108 188 2 29 13 15 1 31 4 15 12 331 326 3 2 331 138 120 73 -
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 7.3 2.7 32.6 56.8 0.6 100.0 44.8 51.7 3.4 100.0 12.9 48.4 38.7 100.0 98.5 0.9 0.6 100.0 41.7 36.3 22.1 -
・ 「労働者派遣会社」や 758 64 46 164 479 5 91 27 64 - 100 20 49 31 758 754 3 1 758 329 271 150 8
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 8.4 6.1 21.6 63.2 0.7 100.0 29.7 70.3 - 100.0 20.0 49.0 31.0 100.0 99.5 0.4 0.1 100.0 43.4 35.8 19.8 1.1
負 無回答 17 3 2 2 10 - 3 - 3 - 5 2 1 2 17 16 - 1 17 6 9 2 -

100.0 17.6 11.8 11.8 58.8 - 100.0 - 100.0 - 100.0 40.0 20.0 40.0 100.0 94.1 - 5.9 100.0 35.3 52.9 11.8 -
雇 ４９人以下 3,505 111 46 665 2,636 47 90 26 56 8 97 13 22 62 3,505 3,371 118 16 3,505 1,207 949 1,293 56
用 100.0 3.2 1.3 19.0 75.2 1.3 100.0 28.9 62.2 8.9 100.0 13.4 22.7 63.9 100.0 96.2 3.4 0.5 100.0 34.4 27.1 36.9 1.6
者 ５０～９９人 2,590 335 127 776 1,341 11 368 88 273 7 353 28 157 168 2,590 2,579 8 3 2,590 960 996 604 30
数 100.0 12.9 4.9 30.0 51.8 0.4 100.0 23.9 74.2 1.9 100.0 7.9 44.5 47.6 100.0 99.6 0.3 0.1 100.0 37.1 38.5 23.3 1.2

１００～２９９人 2,245 514 147 642 923 19 586 150 425 11 586 40 261 285 2,245 2,238 3 4 2,245 875 991 359 20
100.0 22.9 6.5 28.6 41.1 0.8 100.0 25.6 72.5 1.9 100.0 6.8 44.5 48.6 100.0 99.7 0.1 0.2 100.0 39.0 44.1 16.0 0.9

３００～９９９人 700 251 53 138 253 5 290 93 194 3 290 39 144 107 700 696 - 4 700 329 299 63 9
100.0 35.9 7.6 19.7 36.1 0.7 100.0 32.1 66.9 1.0 100.0 13.4 49.7 36.9 100.0 99.4 - 0.6 100.0 47.0 42.7 9.0 1.3

１，０００人以上 354 184 49 40 80 1 220 94 121 5 226 47 97 82 354 351 - 3 354 180 152 20 2
100.0 52.0 13.8 11.3 22.6 0.3 100.0 42.7 55.0 2.3 100.0 20.8 42.9 36.3 100.0 99.2 - 0.8 100.0 50.8 42.9 5.6 0.6

無回答 245 28 8 40 98 71 24 7 16 1 30 4 10 16 245 169 9 67 245 71 67 37 70
100.0 11.4 3.3 16.3 40.0 29.0 100.0 29.2 66.7 4.2 100.0 13.3 33.3 53.3 100.0 69.0 3.7 27.3 100.0 29.0 27.3 15.1 28.6

中小企業（３００人未満）計 8,340 960 320 2,083 4,900 77 1,044 264 754 26 1,036 81 440 515 8,340 8,188 129 23 8,340 3,042 2,936 2,256 106
100.0 11.5 3.8 25.0 58.8 0.9 100.0 25.3 72.2 2.5 100.0 7.8 42.5 49.7 100.0 98.2 1.5 0.3 100.0 36.5 35.2 27.1 1.3

５０人以上計 5,889 1,284 376 1,596 2,597 36 1,464 425 1,013 26 1,455 154 659 642 5,889 5,864 11 14 5,889 2,344 2,438 1,046 61
100.0 21.8 6.4 27.1 44.1 0.6 100.0 29.0 69.2 1.8 100.0 10.6 45.3 44.1 100.0 99.6 0.2 0.2 100.0 39.8 41.4 17.8 1.0

労 過半数代表の労働組合がある 1,423 1,423 - - - - 1,217 357 833 27 1,217 126 541 550 1,423 1,414 2 7 1,423 649 635 125 14
働 100.0 100.0 - - - - 100.0 29.3 68.4 2.2 100.0 10.4 44.5 45.2 100.0 99.4 0.1 0.5 100.0 45.6 44.6 8.8 1.0
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 430 - 430 - - - 361 101 252 8 365 45 150 170 430 430 - - 430 205 178 46 1
合 100.0 - 100.0 - - - 100.0 28.0 69.8 2.2 100.0 12.3 41.1 46.6 100.0 100.0 - - 100.0 47.7 41.4 10.7 0.2
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 2,301 - - 2,301 - - - - - - - - - - 2,301 2,289 9 3 2,301 992 880 410 19
の 100.0 - - 100.0 - - - - - - - - - - 100.0 99.5 0.4 0.1 100.0 43.1 38.2 17.8 0.8
有 労働組合も労使協議機関もない 5,331 - - - 5,331 - - - - - - - - - 5,331 5,190 125 16 5,331 1,743 1,739 1,777 72
無 100.0 - - - 100.0 - - - - - - - - - 100.0 97.4 2.3 0.3 100.0 32.7 32.6 33.3 1.4

無回答 154 - - - - 154 - - - - - - - - 154 81 2 71 154 33 22 18 81
100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - 100.0 52.6 1.3 46.1 100.0 21.4 14.3 11.7 52.6

組 定年再雇用者も 458 357 101 - - - 458 458 - - 434 92 122 220 458 455 - 3 458 260 164 31 3
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 77.9 22.1 - - - 100.0 100.0 - - 100.0 21.2 28.1 50.7 100.0 99.3 - 0.7 100.0 56.8 35.8 6.8 0.7
員 定年再雇用者は 1,085 833 252 - - - 1,085 - 1,085 - 996 61 518 417 1,085 1,081 1 3 1,085 448 511 116 10
の 組合員になっていない 100.0 76.8 23.2 - - - 100.0 - 100.0 - 100.0 6.1 52.0 41.9 100.0 99.6 0.1 0.3 100.0 41.3 47.1 10.7 0.9
範 無回答 35 27 8 - - - 35 - - 35 32 2 5 25 35 35 - - 35 16 15 2 2
囲 100.0 77.1 22.9 - - - 100.0 - - 100.0 100.0 6.3 15.6 78.1 100.0 100.0 - - 100.0 45.7 42.9 5.7 5.7

定年再雇用以外の有期契約労働者も 171 126 45 - - - 155 92 61 2 171 171 - - 171 171 - - 171 102 53 14 2
組合員に（一部でも）なっている 100.0 73.7 26.3 - - - 100.0 59.4 39.4 1.3 100.0 100.0 - - 100.0 100.0 - - 100.0 59.6 31.0 8.2 1.2
定年再雇用以外の有期契約労働者は 691 541 150 - - - 645 122 518 5 691 - 691 - 691 689 - 2 691 284 332 71 4
組合員になっていない 100.0 78.3 21.7 - - - 100.0 18.9 80.3 0.8 100.0 - 100.0 - 100.0 99.7 - 0.3 100.0 41.1 48.0 10.3 0.6
無回答 720 550 170 - - - 662 220 417 25 720 - - 720 720 715 1 4 720 350 308 53 9

100.0 76.4 23.6 - - - 100.0 33.2 63.0 3.8 100.0 - - 100.0 100.0 99.3 0.1 0.6 100.0 48.6 42.8 7.4 1.3
合計（復元） 9,343 640 215 1,916 6,465 107 655 187 443 25 661 69 252 340 9,343 9,033 270 40 9,343 3,277 2,776 3,157 133

100.0 6.9 2.3 20.5 69.2 1.1 100.0 28.5 67.6 3.8 100.0 10.4 38.1 51.4 100.0 96.7 2.9 0.4 100.0 35.1 29.7 33.8 1.4

問２２,就業規則や賃金表※の策定状況について
教えてください（それぞれ１つだけ○）。
※形式を問わず、基本給額または昇給額が、明確に定められたものを指す（表になって
いなくても、勤続年数や職務内容により金額を設定するなどして、基本給額または昇給額
が、どれくらいになるかを明確にしたものは該当する、と注釈。

定年再雇用者
（左記以外の）
有期契約労働者

就業規則

問２１, 労働組合や労使協議機関はありますか（それぞれ１つだけ○）。
付問,労働組合や労使協議機関がある場合、組合員の範囲も教えてください。

賃金表



－162－

全有効
回答

企業計

１ヶ所
のみ

２ヶ所
以上

無回答 事業所
が

２ヶ所
以上
ある

企業計

一定の
地域内
で展開

全国的
に展開

海外を
含めて
展開

無回答 全有効
回答

企業計

１９
４９年
以前

１９
５０
年代

１９
６０
年代

１９
７０
年代

１９
８０
年代

１９
９０
年代

２０
００
年代

２０
１０

年以降

無回答 平均値 中央値 標準
偏差

全有効
回答

企業計

業界
平均
より

かなり
良い

業界
平均
より
良い

業界
平均
並み

業界
平均
より
悪い

業界
平均
より

かなり
悪い

無回答

合計 9,639 3,472 6,063 104 6,063 4,582 1,142 280 59 9,639 1,042 1,106 1,418 1,612 1,377 1,119 1,068 333 564 1,974.9 1,975.0 22.1 9,639 187 1,421 5,806 1,478 338 409
100.0 36.0 62.9 1.1 100.0 75.6 18.8 4.6 1.0 100.0 10.8 11.5 14.7 16.7 14.3 11.6 11.1 3.5 5.9 100.0 1.9 14.7 60.2 15.3 3.5 4.2

主 建設業 1,122 555 558 9 558 434 109 13 2 1,122 100 125 197 220 172 121 85 22 80 1,974.1 1,973.0 19.1 1,122 19 197 687 141 49 29
な 100.0 49.5 49.7 0.8 100.0 77.8 19.5 2.3 0.4 100.0 8.9 11.1 17.6 19.6 15.3 10.8 7.6 2.0 7.1 100.0 1.7 17.6 61.2 12.6 4.4 2.6
業 製造業 2,391 1,017 1,360 14 1,360 870 321 147 22 2,391 371 313 415 388 313 208 175 85 123 1,970.5 1,970.0 22.4 2,391 45 338 1,378 444 102 84
種 100.0 42.5 56.9 0.6 100.0 64.0 23.6 10.8 1.6 100.0 15.5 13.1 17.4 16.2 13.1 8.7 7.3 3.6 5.1 100.0 1.9 14.1 57.6 18.6 4.3 3.5

電気・ガス・熱供給・水道業 89 37 51 1 51 44 5 2 - 89 7 7 9 20 10 9 11 10 6 1,980.1 1,979.0 23.5 89 3 8 68 5 4 1
100.0 41.6 57.3 1.1 100.0 86.3 9.8 3.9 - 100.0 7.9 7.9 10.1 22.5 11.2 10.1 12.4 11.2 6.7 100.0 3.4 9.0 76.4 5.6 4.5 1.1

情報通信業 326 157 167 2 167 111 49 5 2 326 7 16 13 40 72 77 76 17 8 1,988.7 1,991.0 16.1 326 4 54 199 44 7 18
100.0 48.2 51.2 0.6 100.0 66.5 29.3 3.0 1.2 100.0 2.1 4.9 4.0 12.3 22.1 23.6 23.3 5.2 2.5 100.0 1.2 16.6 61.0 13.5 2.1 5.5

運輸業、郵便業 737 277 454 6 454 359 80 13 2 737 83 112 118 112 90 82 82 13 45 1,972.5 1,972.0 22.2 737 18 105 441 131 28 14
100.0 37.6 61.6 0.8 100.0 79.1 17.6 2.9 0.4 100.0 11.3 15.2 16.0 15.2 12.2 11.1 11.1 1.8 6.1 100.0 2.4 14.2 59.8 17.8 3.8 1.9

卸売業、小売業 1,818 351 1,462 5 1,462 1,100 276 71 15 1,818 261 284 310 283 195 148 180 52 105 1,971.1 1,970.0 22.0 1,818 38 313 1,108 249 51 59
100.0 19.3 80.4 0.3 100.0 75.2 18.9 4.9 1.0 100.0 14.4 15.6 17.1 15.6 10.7 8.1 9.9 2.9 5.8 100.0 2.1 17.2 60.9 13.7 2.8 3.2

金融業、保険業 109 20 89 - 89 78 10 1 - 109 38 21 4 13 11 8 8 5 1 1,961.1 1,955.5 29.3 109 2 13 75 16 2 1
100.0 18.3 81.7 - 100.0 87.6 11.2 1.1 - 100.0 34.9 19.3 3.7 11.9 10.1 7.3 7.3 4.6 0.9 100.0 1.8 11.9 68.8 14.7 1.8 0.9

不動産業、物品賃貸業 153 53 99 1 99 79 19 1 - 153 2 19 31 27 25 16 19 5 9 1,978.2 1,975.5 17.7 153 4 29 97 13 6 4
100.0 34.6 64.7 0.7 100.0 79.8 19.2 1.0 - 100.0 1.3 12.4 20.3 17.6 16.3 10.5 12.4 3.3 5.9 100.0 2.6 19.0 63.4 8.5 3.9 2.6

学術研究、専門・技術サービス業 260 98 162 - 162 110 42 8 2 260 12 12 24 51 58 37 49 9 8 1,983.1 1,985.0 18.2 260 3 31 177 29 3 17
100.0 37.7 62.3 - 100.0 67.9 25.9 4.9 1.2 100.0 4.6 4.6 9.2 19.6 22.3 14.2 18.8 3.5 3.1 100.0 1.2 11.9 68.1 11.2 1.2 6.5

宿泊業、飲食サービス業 534 169 361 4 361 304 47 7 3 534 42 41 56 75 83 109 80 22 26 1,980.2 1,985.5 22.8 534 11 91 280 107 27 18
100.0 31.6 67.6 0.7 100.0 84.2 13.0 1.9 0.8 100.0 7.9 7.7 10.5 14.0 15.5 20.4 15.0 4.1 4.9 100.0 2.1 17.0 52.4 20.0 5.1 3.4

生活関連サービス業、娯楽業 284 84 200 - 200 167 29 4 - 284 8 25 37 62 53 37 36 10 16 1,979.8 1,980.0 18.2 284 7 51 163 44 12 7
100.0 29.6 70.4 - 100.0 83.5 14.5 2.0 - 100.0 2.8 8.8 13.0 21.8 18.7 13.0 12.7 3.5 5.6 100.0 2.5 18.0 57.4 15.5 4.2 2.5

教育、学習支援業 196 92 104 - 104 95 7 1 1 196 57 24 32 33 13 13 14 1 9 1,959.5 1,964.0 28.8 196 2 25 128 29 3 9
100.0 46.9 53.1 - 100.0 91.3 6.7 1.0 1.0 100.0 29.1 12.2 16.3 16.8 6.6 6.6 7.1 0.5 4.6 100.0 1.0 12.8 65.3 14.8 1.5 4.6

医療、福祉 384 135 246 3 246 238 5 - 3 384 20 23 32 59 68 65 71 29 17 1,983.8 1,986.0 22.1 384 4 33 244 70 10 23
100.0 35.2 64.1 0.8 100.0 96.7 2.0 - 1.2 100.0 5.2 6.0 8.3 15.4 17.7 16.9 18.5 7.6 4.4 100.0 1.0 8.6 63.5 18.2 2.6 6.0

複合サービス業 20 10 10 - 10 9 - 1 - 20 2 3 1 1 5 3 2 2 1 1,979.4 1,982.0 24.0 20 - 1 10 5 1 3
100.0 50.0 50.0 - 100.0 90.0 - 10.0 - 100.0 10.0 15.0 5.0 5.0 25.0 15.0 10.0 10.0 5.0 100.0 - 5.0 50.0 25.0 5.0 15.0

その他サービス業 1,106 401 703 2 703 558 135 4 6 1,106 28 76 135 223 201 177 170 47 49 1,982.6 1,982.0 18.0 1,106 26 121 719 149 30 61
100.0 36.3 63.6 0.2 100.0 79.4 19.2 0.6 0.9 100.0 2.5 6.9 12.2 20.2 18.2 16.0 15.4 4.2 4.4 100.0 2.4 10.9 65.0 13.5 2.7 5.5

その他 27 9 17 1 17 10 5 2 - 27 2 2 2 3 3 4 7 2 2 1,983.4 1,991.0 29.5 27 - 5 16 2 2 2
100.0 33.3 63.0 3.7 100.0 58.8 29.4 11.8 - 100.0 7.4 7.4 7.4 11.1 11.1 14.8 25.9 7.4 7.4 100.0 - 18.5 59.3 7.4 7.4 7.4

無回答 83 7 20 56 20 16 3 - 1 83 2 3 2 2 5 5 3 2 59 1,982.2 1,982.5 19.9 83 1 6 16 - 1 59
100.0 8.4 24.1 67.5 100.0 80.0 15.0 - 5.0 100.0 2.4 3.6 2.4 2.4 6.0 6.0 3.6 2.4 71.1 100.0 1.2 7.2 19.3 - 1.2 71.1

サービス業計 2,204 762 1,436 6 1,436 1,148 253 24 11 2,204 92 157 253 412 400 363 337 90 100 1,981.7 1,983.0 19.4 2,204 47 295 1,349 334 73 106
100.0 34.6 65.2 0.3 100.0 79.9 17.6 1.7 0.8 100.0 4.2 7.1 11.5 18.7 18.1 16.5 15.3 4.1 4.5 100.0 2.1 13.4 61.2 15.2 3.3 4.8

製 輸送用機械関連 247 113 132 2 132 90 14 26 2 247 42 44 41 36 25 21 16 10 12 1,969.1 1,968.0 21.2 247 11 27 137 53 9 10
造 100.0 45.7 53.4 0.8 100.0 68.2 10.6 19.7 1.5 100.0 17.0 17.8 16.6 14.6 10.1 8.5 6.5 4.0 4.9 100.0 4.5 10.9 55.5 21.5 3.6 4.0
業 化学関連 160 44 114 2 114 61 34 18 1 160 35 23 26 16 16 16 17 4 7 1,967.4 1,967.0 26.7 160 3 20 100 19 9 9
の 100.0 27.5 71.3 1.3 100.0 53.5 29.8 15.8 0.9 100.0 21.9 14.4 16.3 10.0 10.0 10.0 10.6 2.5 4.4 100.0 1.9 12.5 62.5 11.9 5.6 5.6
主 電機・電子関連 316 129 187 - 187 115 46 24 2 316 31 38 47 51 56 31 26 18 18 1,975.8 1,975.5 20.5 316 2 40 161 77 22 14
な 100.0 40.8 59.2 - 100.0 61.5 24.6 12.8 1.1 100.0 9.8 12.0 14.9 16.1 17.7 9.8 8.2 5.7 5.7 100.0 0.6 12.7 50.9 24.4 7.0 4.4
分 素材関連 81 33 47 1 47 24 8 10 5 81 19 12 9 10 7 8 9 4 3 1,968.1 1,966.0 27.6 81 - 11 45 19 5 1
野 100.0 40.7 58.0 1.2 100.0 51.1 17.0 21.3 10.6 100.0 23.5 14.8 11.1 12.3 8.6 9.9 11.1 4.9 3.7 100.0 - 13.6 55.6 23.5 6.2 1.2

その他機械関連 199 75 122 2 122 66 40 16 - 199 35 33 36 22 27 15 14 7 10 1,968.6 1,967.0 22.7 199 3 34 125 25 10 2
100.0 37.7 61.3 1.0 100.0 54.1 32.8 13.1 - 100.0 17.6 16.6 18.1 11.1 13.6 7.5 7.0 3.5 5.0 100.0 1.5 17.1 62.8 12.6 5.0 1.0

食料品関連 297 129 167 1 167 119 38 7 3 297 52 30 47 49 38 25 25 16 15 1,971.0 1,972.0 25.1 297 9 39 170 59 9 11
100.0 43.4 56.2 0.3 100.0 71.3 22.8 4.2 1.8 100.0 17.5 10.1 15.8 16.5 12.8 8.4 8.4 5.4 5.1 100.0 3.0 13.1 57.2 19.9 3.0 3.7

金属関連 315 167 148 - 148 94 42 8 4 315 54 44 62 56 37 23 19 6 14 1,968.1 1,968.0 21.2 315 3 49 184 58 10 11
100.0 53.0 47.0 - 100.0 63.5 28.4 5.4 2.7 100.0 17.1 14.0 19.7 17.8 11.7 7.3 6.0 1.9 4.4 100.0 1.0 15.6 58.4 18.4 3.2 3.5

その他製造 760 320 435 5 435 296 97 37 5 760 102 89 145 144 104 68 48 19 41 1,971.0 1,970.0 20.9 760 14 117 450 128 28 23
100.0 42.1 57.2 0.7 100.0 68.0 22.3 8.5 1.1 100.0 13.4 11.7 19.1 18.9 13.7 8.9 6.3 2.5 5.4 100.0 1.8 15.4 59.2 16.8 3.7 3.0

無回答 16 7 8 1 8 5 2 1 - 16 1 - 2 4 3 1 1 1 3 1,979.8 1,977.0 17.7 16 - 1 6 6 - 3
100.0 43.8 50.0 6.3 100.0 62.5 25.0 12.5 - 100.0 6.3 - 12.5 25.0 18.8 6.3 6.3 6.3 18.8 100.0 - 6.3 37.5 37.5 - 18.8

卸 総合卸 276 70 204 2 204 155 37 10 2 276 58 51 37 54 24 13 15 7 17 1,965.3 1,966.0 22.8 276 4 59 147 49 5 12
売 100.0 25.4 73.9 0.7 100.0 76.0 18.1 4.9 1.0 100.0 21.0 18.5 13.4 19.6 8.7 4.7 5.4 2.5 6.2 100.0 1.4 21.4 53.3 17.8 1.8 4.3
業 専門卸 533 87 446 - 446 253 144 43 6 533 104 97 92 73 49 35 53 9 21 1,968.1 1,965.5 21.3 533 17 98 346 49 9 14
、 100.0 16.3 83.7 - 100.0 56.7 32.3 9.6 1.3 100.0 19.5 18.2 17.3 13.7 9.2 6.6 9.9 1.7 3.9 100.0 3.2 18.4 64.9 9.2 1.7 2.6
小 その他卸売 286 88 197 1 197 158 29 9 1 286 35 37 50 50 45 25 21 7 16 1,972.2 1,972.0 20.7 286 2 40 182 40 10 12
売 100.0 30.8 68.9 0.3 100.0 80.2 14.7 4.6 0.5 100.0 12.2 12.9 17.5 17.5 15.7 8.7 7.3 2.4 5.6 100.0 0.7 14.0 63.6 14.0 3.5 4.2
業 総合小売 289 40 248 1 248 219 23 4 2 289 23 41 53 40 29 28 36 9 30 1,975.1 1,973.0 21.1 289 6 43 180 38 12 10
の 100.0 13.8 85.8 0.3 100.0 88.3 9.3 1.6 0.8 100.0 8.0 14.2 18.3 13.8 10.0 9.7 12.5 3.1 10.4 100.0 2.1 14.9 62.3 13.1 4.2 3.5
主 専門小売 259 22 237 - 237 209 25 1 2 259 28 35 42 44 21 33 33 12 11 1,975.4 1,973.0 22.7 259 5 47 147 48 6 6
な 100.0 8.5 91.5 - 100.0 88.2 10.5 0.4 0.8 100.0 10.8 13.5 16.2 17.0 8.1 12.7 12.7 4.6 4.2 100.0 1.9 18.1 56.8 18.5 2.3 2.3
分 その他小売 154 40 113 1 113 96 14 3 - 154 11 19 31 20 26 12 19 7 9 1,976.2 1,976.0 20.3 154 4 25 91 22 8 4
野 100.0 26.0 73.4 0.6 100.0 85.0 12.4 2.7 - 100.0 7.1 12.3 20.1 13.0 16.9 7.8 12.3 4.5 5.8 100.0 2.6 16.2 59.1 14.3 5.2 2.6

無回答 21 4 17 - 17 10 4 1 2 21 2 4 5 2 1 2 3 1 1 1,970.0 1,967.0 31.5 21 - 1 15 3 1 1
100.0 19.0 81.0 - 100.0 58.8 23.5 5.9 11.8 100.0 9.5 19.0 23.8 9.5 4.8 9.5 14.3 4.8 4.8 100.0 - 4.8 71.4 14.3 4.8 4.8

学 学術・研究機関 21 10 11 - 11 6 3 2 - 21 2 2 - 4 2 5 4 2 - 1,984.0 1,990.0 20.8 21 - 1 17 - - 3
術 100.0 47.6 52.4 - 100.0 54.5 27.3 18.2 - 100.0 9.5 9.5 - 19.0 9.5 23.8 19.0 9.5 - 100.0 - 4.8 81.0 - - 14.3
研 学校教育 148 77 71 - 71 64 5 1 1 148 55 22 24 21 8 4 8 1 5 1,953.7 1,957.0 28.5 148 2 21 94 24 1 6
究 100.0 52.0 48.0 - 100.0 90.1 7.0 1.4 1.4 100.0 37.2 14.9 16.2 14.2 5.4 2.7 5.4 0.7 3.4 100.0 1.4 14.2 63.5 16.2 0.7 4.1
等 その他教育・学習支援 36 8 28 - 28 26 2 - - 36 - 2 3 8 5 8 6 - 4 1,983.8 1,984.0 15.1 36 - 4 26 3 2 1
の 100.0 22.2 77.8 - 100.0 92.9 7.1 - - 100.0 - 5.6 8.3 22.2 13.9 22.2 16.7 - 11.1 100.0 - 11.1 72.2 8.3 5.6 2.8
主 専門・技術サービス 205 81 124 - 124 85 35 2 2 205 8 7 24 40 46 30 36 6 8 1,983.3 1,985.0 16.7 205 3 25 137 25 2 13
な 100.0 39.5 60.5 - 100.0 68.5 28.2 1.6 1.6 100.0 3.9 3.4 11.7 19.5 22.4 14.6 17.6 2.9 3.9 100.0 1.5 12.2 66.8 12.2 1.0 6.3
分 その他 11 6 5 - 5 4 1 - - 11 - - 1 5 2 2 1 - - 1,981.3 1,976.0 12.1 11 - 2 6 1 1 1
野 100.0 54.5 45.5 - 100.0 80.0 20.0 - - 100.0 - - 9.1 45.5 18.2 18.2 9.1 - - 100.0 - 18.2 54.5 9.1 9.1 9.1

無回答 35 8 27 - 27 20 3 4 - 35 4 3 4 6 8 1 8 1 - 1,974.9 1,980.0 29.2 35 - 3 25 5 - 2
100.0 22.9 77.1 - 100.0 74.1 11.1 14.8 - 100.0 11.4 8.6 11.4 17.1 22.9 2.9 22.9 2.9 - 100.0 - 8.6 71.4 14.3 - 5.7

大学が含まれている 54 10 44 - 44 37 5 2 - 54 29 8 7 1 1 3 4 1 - 1,948.0 1,949.0 31.2 54 - 5 35 12 - 2
100.0 18.5 81.5 - 100.0 84.1 11.4 4.5 - 100.0 53.7 14.8 13.0 1.9 1.9 5.6 7.4 1.9 - 100.0 - 9.3 64.8 22.2 - 3.7

大学は含まれていない 111 76 35 - 35 30 3 1 1 111 28 14 16 23 9 6 8 2 5 1,962.2 1,967.0 27.9 111 2 16 73 12 1 7
100.0 68.5 31.5 - 100.0 85.7 8.6 2.9 2.9 100.0 25.2 12.6 14.4 20.7 8.1 5.4 7.2 1.8 4.5 100.0 1.8 14.4 65.8 10.8 0.9 6.3

無回答 4 1 3 - 3 3 - - - 4 - 2 1 1 - - - - - 1,963.0 1,959.5 10.6 4 - 1 3 - - -
100.0 25.0 75.0 - 100.0 100.0 - - - 100.0 - 50.0 25.0 25.0 - - - - - 100.0 - 25.0 75.0 - - -

派 「労働者派遣会社」や 331 128 202 1 202 154 45 - 3 331 3 14 31 66 73 51 61 18 14 1,985.9 1,986.0 16.2 331 10 28 221 44 7 21
遣 「業務請負会社」に該当する 100.0 38.7 61.0 0.3 100.0 76.2 22.3 - 1.5 100.0 0.9 4.2 9.4 19.9 22.1 15.4 18.4 5.4 4.2 100.0 3.0 8.5 66.8 13.3 2.1 6.3
・ 「労働者派遣会社」や 758 267 490 1 490 395 89 3 3 758 24 58 104 152 127 124 108 28 33 1,981.3 1,981.0 18.2 758 13 91 490 104 22 38
請 「業務請負会社」に該当しない 100.0 35.2 64.6 0.1 100.0 80.6 18.2 0.6 0.6 100.0 3.2 7.7 13.7 20.1 16.8 16.4 14.2 3.7 4.4 100.0 1.7 12.0 64.6 13.7 2.9 5.0
負 無回答 17 6 11 - 11 9 1 1 - 17 1 4 - 5 1 2 1 1 2 1,971.3 1,974.0 29.3 17 3 2 8 1 1 2

100.0 35.3 64.7 - 100.0 81.8 9.1 9.1 - 100.0 5.9 23.5 - 29.4 5.9 11.8 5.9 5.9 11.8 100.0 17.6 11.8 47.1 5.9 5.9 11.8
事 １ヶ所のみ 3,472 3,472 - - - - - - - 3,472 244 316 497 662 542 464 388 129 230 1,977.6 1,978.0 20.4 3,472 51 444 2,054 609 187 127
業 100.0 100.0 - - - - - - - 100.0 7.0 9.1 14.3 19.1 15.6 13.4 11.2 3.7 6.6 100.0 1.5 12.8 59.2 17.5 5.4 3.7
所 ２ヶ所以上 6,063 - 6,063 - 6,063 4,582 1,142 280 59 6,063 795 789 920 945 830 650 676 201 257 1,973.4 1,973.0 22.8 6,063 135 971 3,738 862 149 208
数 100.0 - 100.0 - 100.0 75.6 18.8 4.6 1.0 100.0 13.1 13.0 15.2 15.6 13.7 10.7 11.1 3.3 4.2 100.0 2.2 16.0 61.7 14.2 2.5 3.4
別 無回答 104 - - 104 - - - - - 104 3 1 1 5 5 5 4 3 77 1,984.9 1,986.0 20.7 104 1 6 14 7 2 74

100.0 - - 100.0 - - - - - 100.0 2.9 1.0 1.0 4.8 4.8 4.8 3.8 2.9 74.0 100.0 1.0 5.8 13.5 6.7 1.9 71.2
雇 ４９人以下 3,505 2,124 1,355 26 1,355 1,203 115 18 19 3,505 219 309 500 673 579 440 398 138 249 1,978.2 1,978.0 19.8 3,505 59 433 2,047 633 209 124
用 100.0 60.6 38.7 0.7 100.0 88.8 8.5 1.3 1.4 100.0 6.2 8.8 14.3 19.2 16.5 12.6 11.4 3.9 7.1 100.0 1.7 12.4 58.4 18.1 6.0 3.5
者 ５０～９９人 2,590 788 1,798 4 1,798 1,410 324 47 17 2,590 278 317 410 424 361 313 295 77 115 1,974.8 1,974.0 21.5 2,590 52 409 1,564 411 64 90
数 100.0 30.4 69.4 0.2 100.0 78.4 18.0 2.6 0.9 100.0 10.7 12.2 15.8 16.4 13.9 12.1 11.4 3.0 4.4 100.0 2.0 15.8 60.4 15.9 2.5 3.5

１００～２９９人 2,245 427 1,813 5 1,813 1,316 393 88 16 2,245 308 323 343 345 307 239 234 63 83 1,972.4 1,972.0 22.6 2,245 36 362 1,426 294 46 81
100.0 19.0 80.8 0.2 100.0 72.6 21.7 4.9 0.9 100.0 13.7 14.4 15.3 15.4 13.7 10.6 10.4 2.8 3.7 100.0 1.6 16.1 63.5 13.1 2.0 3.6

３００～９９９人 700 59 639 - 639 426 162 48 3 700 112 82 111 100 83 76 82 27 27 1,972.2 1,973.0 25.1 700 25 113 447 83 9 23
100.0 8.4 91.3 - 100.0 66.7 25.4 7.5 0.5 100.0 16.0 11.7 15.9 14.3 11.9 10.9 11.7 3.9 3.9 100.0 3.6 16.1 63.9 11.9 1.3 3.3

１，０００人以上 354 4 350 - 350 146 127 73 4 354 102 53 33 39 29 29 35 19 15 1,964.8 1,964.0 29.7 354 11 76 212 34 3 18
100.0 1.1 98.9 - 100.0 41.7 36.3 20.9 1.1 100.0 28.8 15.0 9.3 11.0 8.2 8.2 9.9 5.4 4.2 100.0 3.1 21.5 59.9 9.6 0.8 5.1

無回答 245 70 108 67 108 81 21 6 - 245 23 22 21 31 18 22 24 9 75 1,974.9 1,973.0 24.1 245 4 28 110 23 7 73
100.0 28.6 44.1 27.3 100.0 75.0 19.4 5.6 - 100.0 9.4 9.0 8.6 12.7 7.3 9.0 9.8 3.7 30.6 100.0 1.6 11.4 44.9 9.4 2.9 29.8

中小企業（３００人未満）計 8,340 3,339 4,966 35 4,966 3,929 832 153 52 8,340 805 949 1,253 1,442 1,247 992 927 278 447 1,975.6 1,975.0 21.3 8,340 147 1,204 5,037 1,338 319 295
100.0 40.0 59.5 0.4 100.0 79.1 16.8 3.1 1.0 100.0 9.7 11.4 15.0 17.3 15.0 11.9 11.1 3.3 5.4 100.0 1.8 14.4 60.4 16.0 3.8 3.5

５０人以上計 5,889 1,278 4,600 11 4,600 3,298 1,006 256 40 5,889 800 775 897 908 780 657 646 186 240 1,973.0 1,973.0 23.0 5,889 124 960 3,649 822 122 212
100.0 21.7 78.1 0.2 100.0 71.7 21.9 5.6 0.9 100.0 13.6 13.2 15.2 15.4 13.2 11.2 11.0 3.2 4.1 100.0 2.1 16.3 62.0 14.0 2.1 3.6

労 過半数代表の労働組合がある 1,423 350 1,069 4 1,069 697 252 108 12 1,423 351 242 197 162 116 101 146 49 59 1,965.9 1,964.0 26.5 1,423 24 180 893 238 33 55
働 100.0 24.6 75.1 0.3 100.0 65.2 23.6 10.1 1.1 100.0 24.7 17.0 13.8 11.4 8.2 7.1 10.3 3.4 4.1 100.0 1.7 12.6 62.8 16.7 2.3 3.9
組 過半数代表ではないが、労働組合がある 430 109 321 - 321 240 63 16 2 430 99 64 72 54 43 25 42 13 18 1,966.1 1,965.0 25.8 430 3 60 267 75 10 15
合 100.0 25.3 74.7 - 100.0 74.8 19.6 5.0 0.6 100.0 23.0 14.9 16.7 12.6 10.0 5.8 9.8 3.0 4.2 100.0 0.7 14.0 62.1 17.4 2.3 3.5
等 労働組合はないが、労使協議機関がある 2,301 832 1,458 11 1,458 1,091 290 64 13 2,301 188 238 348 408 383 302 243 83 108 1,976.7 1,977.0 20.7 2,301 44 351 1,435 319 63 89
の 100.0 36.2 63.4 0.5 100.0 74.8 19.9 4.4 0.9 100.0 8.2 10.3 15.1 17.7 16.6 13.1 10.6 3.6 4.7 100.0 1.9 15.3 62.4 13.9 2.7 3.9
有 労働組合も労使協議機関もない 5,331 2,146 3,169 16 3,169 2,518 530 91 30 5,331 396 557 786 967 822 681 634 187 301 1,977.3 1,977.0 20.2 5,331 114 821 3,156 834 228 178
無 100.0 40.3 59.4 0.3 100.0 79.5 16.7 2.9 0.9 100.0 7.4 10.4 14.7 18.1 15.4 12.8 11.9 3.5 5.6 100.0 2.1 15.4 59.2 15.6 4.3 3.3

無回答 154 35 46 73 46 36 7 1 2 154 8 5 15 21 13 10 3 1 78 1,972.6 1,973.0 20.5 154 2 9 55 12 4 72
100.0 22.7 29.9 47.4 100.0 78.3 15.2 2.2 4.3 100.0 5.2 3.2 9.7 13.6 8.4 6.5 1.9 0.6 50.6 100.0 1.3 5.8 35.7 7.8 2.6 46.8

組 定年再雇用者も 458 94 364 - 364 257 65 37 5 458 90 66 66 61 39 38 60 16 22 1,969.5 1,969.0 26.4 458 7 57 298 73 9 14
合 組合員に（一部でも）なっている 100.0 20.5 79.5 - 100.0 70.6 17.9 10.2 1.4 100.0 19.7 14.4 14.4 13.3 8.5 8.3 13.1 3.5 4.8 100.0 1.5 12.4 65.1 15.9 2.0 3.1
員 定年再雇用者は 1,085 237 845 3 845 546 216 77 6 1,085 297 203 170 116 90 60 91 29 29 1,963.2 1,961.0 25.6 1,085 15 144 671 185 24 46
の 組合員になっていない 100.0 21.8 77.9 0.3 100.0 64.6 25.6 9.1 0.7 100.0 27.4 18.7 15.7 10.7 8.3 5.5 8.4 2.7 2.7 100.0 1.4 13.3 61.8 17.1 2.2 4.2
範 無回答 35 15 20 - 20 15 4 - 1 35 11 4 6 3 3 3 2 1 2 1,963.1 1,965.0 27.3 35 1 5 18 6 2 3
囲 100.0 42.9 57.1 - 100.0 75.0 20.0 - 5.0 100.0 31.4 11.4 17.1 8.6 8.6 8.6 5.7 2.9 5.7 100.0 2.9 14.3 51.4 17.1 5.7 8.6

定年再雇用以外の有期契約労働者も 171 34 137 - 137 95 31 11 - 171 35 20 20 25 18 11 29 8 5 1,970.3 1,973.5 30.7 171 3 26 96 27 7 12
組合員に（一部でも）なっている 100.0 19.9 80.1 - 100.0 69.3 22.6 8.0 - 100.0 20.5 11.7 11.7 14.6 10.5 6.4 17.0 4.7 2.9 100.0 1.8 15.2 56.1 15.8 4.1 7.0
定年再雇用以外の有期契約労働者は 691 142 549 - 549 344 139 63 3 691 199 113 104 79 48 45 65 18 20 1,963.7 1,962.0 25.7 691 11 96 426 120 10 28
組合員になっていない 100.0 20.5 79.5 - 100.0 62.7 25.3 11.5 0.5 100.0 28.8 16.4 15.1 11.4 6.9 6.5 9.4 2.6 2.9 100.0 1.6 13.9 61.6 17.4 1.4 4.1
無回答 720 173 545 2 545 379 114 45 7 720 151 128 117 80 62 49 75 24 34 1,966.7 1,965.0 25.8 720 10 85 461 122 18 24

100.0 24.0 75.7 0.3 100.0 69.5 20.9 8.3 1.3 100.0 21.0 17.8 16.3 11.1 8.6 6.8 10.4 3.3 4.7 100.0 1.4 11.8 64.0 16.9 2.5 3.3
合計（復元） 9,343 4,746 4,541 56 4,541 3,803 567 118 53 9,343 735 927 1,364 1,695 1,453 1,119 1,085 351 614 1,977.0 739.3 1,920.0 9,343 159 1,254 5,452 1,670 494 314

100.0 50.8 48.6 0.6 100.0 83.7 12.5 2.6 1.2 100.0 7.9 9.9 14.6 18.1 15.6 12.0 11.6 3.8 6.6 100.0 1.7 13.4 58.4 17.9 5.3 3.4

問２３, 貴企業の事業所数（本社含む）を教えてください。
２ヶ所以上の場合、事業所の展開範囲も教えてください
（それぞれ１つだけ○）。

問２４,企業設立年をご記入ください
（数値を記入）。

問２５,過去３年間の経営状況
について教えてください
（１つだけ○）。
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